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20世 紀 に入 って か らの、急速 な科学 技術 の進歩 が人類 に与 えた イ ンパ ク トは、計 り知 れ ない ものが ある。

戦後35年 の間 に幾 多の試練 があ ったにせ よ、 わが国 の国 民生活 は、科 学技術 の進歩 と活 力 ある産業 の発展 、

そ して国民 の勤勉 さとによ って、著 しく改善 され、 向上 した こ とは、全 世界の 認 め ると ころで あるが、 そ

れ を可 能 に した原 因 と して、 自由 と平和 が維 持 され て きた こ とを忘 れて は な らない。

東西 の政 治的 緊張 と石油 シ ョックに象徴 され る、経 済的 な諸 困難 が解決 され ない まま1980年 代 を迎 える

に当 た って、 コ ンピュ ー タを含 め た科 学技術 の進歩 が人類 の生 活向上 の ため に貢献 す るこ とを、願 ってや

まない もの で あ る。

政治優 先 の時代 とい われ る1980年 代 に おいて、 人類 が冷静 に相 互理解 を深 め てい くか、19世 紀 的 イデ オ

ロギ ーや、 中世的狂 信 や、 マモ ン(mammon)の どん欲 が 、科 学技術 の進 歩 を背景 に対 立 を激 化 させ るか、

人類 その ものの英 知 が試 され る時 代で あ るとい って過言 で は なかろ う。

わ が国 の実 動 コ ンピュー タの設置 数 は、過去10年 間 にお よそ11 .1倍 、平 均年 率27.8%増 加 し、1979年6

月末現 在61,687セ ッ トと6万 セ ッ トを超 え、総額 に して3兆3,160億 円、GNPの お よそ1.45%の コ ンピュ

ー タが稼動 して いる
。 これは国民1人 当 た りに して3万 円弱 の コ ンピュー タを利 用 してい るこ とに な り、

設 置数 の年 増加 率 はやや低 下 した とは いえ、1978年 か ら1979年 にか けて22.7%の 増 加 を示 した。

1970年 代 の後 半 、わ が国 を含 め世 界の有 力 社 か ら相 次 い で発表 され た第4世 代機 が
、1980年 代 には主

力機 と して稼 動 し、 さ らに その延 長線上 に、 コ ンピュー タお よび コ ミュニケー シ ョンの技術 開発 が行 われ

る と予 想 され る。

そこで、 当協 会 では 「80年代情 報技術 と社 会発展 」 をテーマ に、政 治 ・経 済 ・社会 ・技 術等 、広 い分野

に わたって1980年 代 を展 望 し、本 書の特 集 と した。

最後 に、本 書 が、1980年 代 を迎 えた諸 者諸兄 の手 掛 りとなれ ば幸 甚 で ある。

な お、本書 の作 成 に当 た って、委 員各 位の ご尽力、 な らび に貴 重 な資料 と助 言 をい ただ いた関係 各位 の

ご協 力 に、深 く感謝 の 意 を表 す る次 第 で ある。

1980年10月

財団法人 日本情報処理開発協会

会 長 上 野 幸 七
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1総 括

A政 治 ・経済の国際環境

1979年 か ら1980年 の政 治 ・経 済 の 国 際環 境 を概 観 す れ ば 、1978年10月31日 その 極 に達 した ドル為

替 相 場 の 混乱 の 収 拾 に見 られ るよ うに、 ア メ リ カ合衆 国 の み の 経 済 政 策 とい うよ り、 日本 、西 ドイ

ツ 、 ア メ リ カが 共 同 して の通 貨 当 局 の 強 力 な市 場 介 入 、ECに お け る西 ドイ ツマ ル ク を中心 に した

欧 州 通 貨 制 度 の 共 同 フ ロ ー ト制 の 実施 、 わ が国 の積 極 的 な輸 入 拡 大 に よ る ドル 減 ら し対 策 な ど 、各

国 間 の 通 商 交 渉 、 世 界 首 脳 者 会 議 等 を通 じて 、 自 由主 義 経 済 の 世 界 を協 調 して 守 る とい う姿 勢 が う

か が え る一 方 、 日本 、 西 ドイ ツ な ど、 技 術 水 準 に お い て も生 産 力 に お い て も ア メ リ カ と比 肩 し、 あ

る いは 凌 駕 す る産 業 を持 つ国 家 間 に競 争 が激 化 し、 単 に 自 由主 義 経 済 の 法則 性 は維 持 で きず 、経 済

問題 に国 際 政 治 問 題 が深 く関 わ る よ うに な っ た 。

主 要 各 国 政 府 の共 同 した努 力 に よ って 、 ドル不 安 は沈 静 化 し、2年 連 続 して低 迷 して い た世 界 経

済 も、1979年 に よ うや く安 定 の 兆 し を見 せ 、1979年1月1日 に は ア メ リ カ合 衆 国 と中華 人 民 共和 国

と の 間 に国 交 が 回復 され て 、 同 年6月 に は主 要7カ 国 に よ る第3回 世 界 首 脳 者 会 議 が東 京 で 開催 さ

れ 、 ア メ リカ、 日本 、西 ドイ ツ が トロ イ カ と して 世 界 経 済 を牽 引 す る こ と が期 待 され た。 ア メ リ カ

は わ が 国 に対 して電 電 公社 の 門戸 の 開放 、 小型 自動 車 の 急 増 に対 す る苦 情 等 日米 経 済 摩擦 の調 整 を

迫 った 。

こ の 時期 に石 油 資 源 保 護 の も と にOPEC加 盟 の 産油 国 は 再 び 原 油 価 格 の 大 幅 な値 上 げ を発 表 し、

近 代 化 を急 ぐイ ラ ンにパ ー レビ国 王 追 放 の イ ラ ン革 命 が起 こ り、 日本 、 ア メ リカ 、 西 ドイ ツ、 フ ラ

ンス等 の 大 量 の 石 油 消 費国 に衝 撃 を与 えた が 、石 油 を は じめ とす るエ ネ ル ギ ー節 約 の 気運 が高 ま り、

第1次 石 油 シ ョ ッ クの よ う な混乱 は な く、1979年 を乗 り越 える こ とが で きた。 しか しなが ら、1979

年 末 に イ ラ ン駐 在 大 使 館 人 質 事 件 が発 生 し、 ア メ リ カは イ ラ ンの 資 産 を凍 結 、 ま た 同盟 国 の結 束 に

よ る原 油 の 買 い付 け縮 少 、 ソ連 に よ る ア フ ガ ニ ス タ ン侵 入 、 カ ンボ ジ ア を主 とす るボ ー ト ・ピー プ

ルの 増 大 等 、 よ うや くデ タ ン トの 方 向 に あ った 世 界政 治 は 、1980年 代 に 入 って に わ か に 緊張 の 色 を

強 め て い った 。

その 間 ア メ リ カは 、 ドル為 替相 場 の 改 善 と イ ン フ レ抑 制 の た め に、公 定 歩 合 を史 上 最 高 の水 準 に

押 し上 げ 、 再 び 景 気 後 退 の 兆候 を見 せ 、 わ が国 の 為 替相 場 は4月 に245円 程 度 ま で急 落 し、 か え っ

て 輸 出 増 加 の傾 向 さ え出 て き た が、 石 油 シ ョ ッ クに対 して 必 ず し も弱 い体 質 で は な い わ が国 が見 直

さ れ、 また一 部 に は ア メ リ カ経 済 の 低 能 率 、低 技 術 が批 判 され る な ど、 わが 国 の 堅 実 な姿 が世 界 各

国 の 認 め る と こ ろ と な っ て き た。1980年5月 に は初 め て華 国 鋒 中華 人民 共和 国 首 相 の 訪 日 が あ り、
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日中 間 の政 治 、 経 済 、文 化 の交 流 が盛 ん に な りっ つ あ る 。

1979年 度 、 高 金 利 政 策 に よ る 引 き締 め ム ー ドの 中 で 、 ア メ リ カの コ ン ピュ ー タ産 業 は、 や や そ の

成 長 を鈍 化 させ た も のの17.7%と い う高 水 準 の 成 長 を維 持 し、 メー カ ー ・ベ ー ス の コ ンピ ュ ー タの

出荷 額 は225億5,100万 ドル(対 前年 比17.7%増)に の ぼ り、 ス モ ー ル ・ビ ジネ ス ・コ ンピ ュ ー タ を

含 む 、 世 界市 場 の 汎 用 機 出荷 額 は158億1,500万 ドル(同11.4%増)で 、 その う ちIBMは65.6%(前

年66.6%)に 当 た る103億7,000万 ドル(前 年95億2,500万 ドル)、 プ ラ グ ・コ ンパ テ ィブ ル ・メ ー カ

ー お よ びAmdahlな どIBM指 向 の コ ンピ ュ ー タ を含 め る と74 .5%(前 年76.2%)と 若 干 低 下 した も

の の 全 出荷 額 の4分 の3を 占 め 、 ア メ リカ国 籍 の 全 世 界 の汎 用 コ ン ピ ュ ー タ(ミ ニ コ ンを除 く)設

置 金 額979億 ドル(同889億 ドル)の74.5%(同72.4%)が 、IBMあ る い はIBM指 向 の コ ン ピュ ー タ

に よ っ て 占 め られ て い る。

Bコ ン ピュー タに関す る過去10年 間 の あ らま し

過 去10年 間 につ い て 、1970年 代 の コ ン ピュ ー タ に関 わ る事 が ら を年 次 的 に 要 約 す れ ば 、1969年 に

3.5世 代機 と して発 表 され たIBM370が1970年 に納 入 が 開始 さ れ 、同 年GEと ハ ネ ウエ ル が合 併 して

HISが 設 立 され た 。

1971年 に はRCAが コ ン ピ ュー タ産 業 か ら撤 退 、 音 声 通 信 に よ るデ ー タ読 み取 り装 置 が発 表 さ れ 、

Intelが マ イ ク ロ ・プ ロ セ ッサ ー の 生 産 を開 始 し、 情 報 化 社 会 に お いて コ ンピ ュ ー タが 国 民 生 活 に

大 きな影 響 を及 ぼ す こ と が広 く認 識 され る よ うに な り、 同 時 並 行 処 理 を悪 用 す る情 報 の 窃盗 問題 が

発 生 した 。

1972年 に は 、 ア ド ・オ ン ・メ モ リー の 限 界 が議 論 され 、IBMは 仮 想 メ モ リー を発 表 、独 立 周 辺機

器 が普 及 し始 め 、1973年 に は 、 メ モ レ ッ ク ス社 がCPUの 生 産 分 野 に参 入 し、 連 邦 取 引 委 員 会 は リテ

イ ル ・ク レ ジ ッ トに対 して個 人 に か か わ る記 録 を個 人 に提 供 す る こ と を命 じ、IBMは ウ ィ ンチ ェ ス

タ ー ・デ ィス ク3340お 』よ びSDLCプ ロ トコ ル を発 表 、 ま たAT&TはDataspeed40の 全容 を発 表 し

た。

エ ネ ル ギ ー 危機 が発 生 した1974年 、米 国 司 法 省 は 、AT&Tに 対 す る独 占 禁 止 法 訴 訟 を取 り上 げ、

ま た 「1974年 プ ラ イバ シ ー法 」 が成 立 、 行 政 裁 判 所 は 、AT&Tに 対 して 、特 殊 化 され た コ モ ン ・キ

ャ リ ア に接続 す る こ と を命 じた 。1975年IBMは 、 す で に、次 世 代 機 と して巷 間 に うわ さ され て いた

「FutureSystems」 とい う言 葉 は 存 在 し な い こ と を公 表 、1979年 にSBS(SatelliteBusiness

Systems)の 営 業 を開始 す る計 画 を発 表 、Telenetが 営 業 を始 め 、 ゼ ロ ッ クス は コ ン ピュ ー タ部 門

か ら撤 退 し、IBM370/168を は るか に上 回 る470V/6を も っ てAmdah1社 が コ ン ピ ュー タ産 業 に参 入

した 。

1976年 、連 邦通 信 委 員 会 はDataspeedを 臨 時 的 に承 認 、 議 会 は 「1934年 通 信 法 」の再 検 討 に入 り、
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司 法 裁 判 所 は 、 公 共 ネ ッ トワ ー クに相 互 接 続 を中 継 す る場 合 「デ ー タ ・ア ク セ ス協 定 」 の要 求 事 項

削 除 を承 認 した 。ま た同 年 、分 散 処 理 の 考 え方 が盛 ん に な り、IBMはSNA(SystemNetworkAr-

chitecture)の 構 想 を発 表 、 他 社 も こ れ に 従 って ネ ッ トワー ク ・アー キ テ ク チ ュ ア を発 表 した 。I

BMがS/1を 、HISがLevel6を 発 表 したの も同 年 で あ り、ItelはPCM(PlugCompatibleManu-

facturer)の 中央 処 理 装 置 の 製 品 化 を急 い だ 。

1977年 に な る と、CDC、 日立 がPCMの 分 野 に 乗 り出 し、CIAはCCIA(ComputerandComu-

nicationsIndustryAssociation)と 名 称 を改 め 、IBMは 第4世 代 機 と して3033を 皮 切 りに303X

シ リー ズ を発 表 、他 方 ス モ ー ル ・ビ ジネ ス ・コ ン ピ ュ ー タ市 場 の競 争 は 激 化 して い っ た。

1978年 に入 って電 子 郵 便 が利 用 され初 め 、ICチ ップ上 の 暗 号化 が成 功 し、 ス ーパ ー ・ミニPC

Mが 出 現 、1956年 の 同 意 判 決 を くつ が え してAT&Tが コ ン ピュ ー タ処 理 部 門 に入 る こ と の認 可 を

求 め る 「1978年 通 信 法」 が提 案 され た。IBMは 分 散 処 理 の一 貫 と してIBM8100情 報 システ ム を公 表 、

1979年 に は 、Eシ リー ズ と して す で に話 題 に の ぼ って い た 従 来 機 に比 べ て 、7～8倍 の コ ス ト ・パ

フ ォー マ ンス を有 す る低 価 格 高 性 能 のIBM4300シ リー ズ(4331お よ び4341)を 発 表 、 さ らに1979年

11月3033Nシ リー ズ を追 加 し、IBMは1980年 まで に超 大 型 機 か ら超 ・」・型 機 の 分 野 ま で 第4世 代機 を

勢 ぞ ろ い させ た 。

特 にIBM4300が 与 えた イ ンパ ク トは 、IBM370に 依 存 し急 成 長 を遂 げ て きた プ ラ グ ・コ ンパ テ ィ

ブ ルCPUメ ー カ ー に 大 きな打 撃 を与 え、 と り わ け順 調 に リー ス事 業 を拡 大 して きたItelは 直 接 的

な影 響 を受 け 、NationalSemiconductorに コ ン ピ ュ ー タ関 連 部 門 を売 却 しコ ン ピュ ー タ業 界 か ら

撤 退 せ ざ る を え な く なっ た。 ま たIBM自 身 に して も、4300発 表 と同 時 に大 量 の予 約 注 文 を受 け 、 そ

の 生 産 を拡 大 す る た め の 設 備 投 資 に 多大 の 資金 を必 要 と し、初 め て銀 行 団37行 との間 に総 額15億 ド

ルの 借 り入 れ 枠 を設 定 し、 さ ら に10億 ドル に の ぼ る巨 額 の 社 債 の発 行 に踏 み 切 り、370を は じめ と

す る在 来機 種 お よ び 諸 周 辺 装 置 に対 して 、数 度 に わ た る値 上 げ 、 値 下 げ の価 格 改 訂 を行 っ たの で あ

っ た。

一 般 的 な傾 向 と して は 、IBMが370を 発 表 した10年 前 と は変 わっ て 、 ア メ リカ国 内 の 有 力 メー カ

ー は も ち ろ ん わ が 国 お よ び フ ラ ンス
、 イ ギ リ スの 主 力 メ ー カー は、 す で に 開発 技 術 の 方 向 と生 産 能

力 と市 場 を持 ちIBMの 個 々 の 商 略 に か な り強 い抵 抗 力 を有 して お り、過 去10年 間 に わ た っ て 、為 替

変 動 、 新機 種 の発 表 、 値 下 げ攻 勢 な どに 対 す る学 習 効 果 を身 につ け て い る とい って よい で あ ろ う。

と り わ け わ が国 の 主 要 メー カ ー はIBM対 抗機 種 を発 表 す る と と もに 、IBMが 近 い将 来Hシ リー ズ と

い わ れ る、 よ り高性 能 の 超 大 型 シ リー ズ を発 表 す る とい う前提 に立 っ て機 器 の 開 発 を行 っ て い る が 、

富 士 通 は、1972年 に資 本 参 加 し技 術 提 携 を行 っ てMシ リー ズ を開 発 した ア ム ダー 戊レ社 と、1979年5

月 第5世 代 機 を意 識 した機 種 の共 同 開発 に乗 り出 し、1980年9月 日本 電 気 は 、汎 用 コ ンピ ュ ー タ と

してIBM3033を しの ぐ世 界 最 大 の 記 憶 容 量6,400万 バ イ ト、 演 算 能 力15MIPSを 有 す るACOSシ
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ス テ ム1000の 発 売 を開 始 した。 ま た 、1979年 度 の わ が国 の主 要 メ ー カー の 売 上 高 は 、 単 純 に比 較 す

る こ と は で き ない が 富 士 通 は3,268億 円(9%増)で 初 め て 日本IBMの3,242億 円(3%増)を 抜 い て

第1位 と な り、 日立 製 作 所2,160億 円(14%増)、 日本 電 気2,007億 円(20%増)、 沖 電 気628億 円 、三

菱 電 気530億 円 、 東 京 芝 浦 電 気504億 円 、 日本 ユ ニ パ ック736億 円 とな っ た 。

COECDの デ ー タ ・フロー に関 す るガ イ ドラ イ ン

1979年 か ら1980年 に か けて の 大 きな話 題 の1つ は 、OECD(経 済協 力 開 発 機 構)が11月 に 「国 境 を

越 えた デ ー タ ・フ ロー に関 す る ガ イ ドラ イ ン」 を草 起 した こ とに よ って 、 各 種 の情 報 が国 境 を越 え

て利 用 さ れ る よ う に な っ た と き、 どの よ うな 問題 が発 生 す る か が議 論 され た こ とで あ る。

す な わ ち、 各 国 間 で の 情 報 の 自 由 な流 れ は 、各 国 間 で の プ ラ イバ シー 、 安 全 保 障 、 経 済 、文 化 の

独 自性 な ど と かか わ っ て お り、 す でliデ ー タ保 護 法 の 中 に こ のTDF(TransborderDataFlow)

に関 す る条 項 を盛 り込 ん で い る国 は 、 ス ウ ェ ー デ ン(1973年)、 西 ドイ ツ(1977年)、 フ ラ ンス 、 ノ ル

ウェ ー 、 デ ンマ ー ク、 オ ー ス トリ ア(1978年)、 ル クセ ンブ ル グ(1979年)と い うよ うに主 と して プ ラ

イバ シー保 護 の 立 場 か ら ヨー ロ ッパ 諸 国 の法 制 に取 り入 れ られ て い る が、 ア メ リカ お よ び カナ ダは

プ ラ イ バ シー 法 が成 立 して い る に も か か わ らずTDFに 関 す る条 項 は な い 。

TDFに つ い て は 、国 境 を越 え る あ らゆ る情 報 につ いて 、国 内 法 に違 反 して い る か ど うか の政 府 検

閲 、政 府 の 経 済 界 に対 す る干 渉 、 行 政 コ ス トの 上 昇 、 情報 に対 す る関 税 、料 金 制 度 、 多 国籍 企 業 の

行 動 の 制 約 な ど自 由 な コ ミニ ュ ケ ー シ ョ ンの 侵 害 は な い か、 宗 主 権 と情 報 の 自由 との 関係 、 主 要 各

国 が 力 を入 れ て い る情 報 産 業 の 育 成 と、 国 家 の 安 全 保 障 、 経 済 成 長 の 問題 も含 め て 、一 国 の 情 報 化

か ら国 際 的 情 報 化 を指 向 す る限 り、各 国 間 で 十 分 討 議 して 解 決 しな け れ ば な らな い 問題 で あ る。

1980年 度 の コ ン ピュ ー タ白 書 は、 第2部 お よび 第3部 に お いて 、 わ が国 お よ び世 界 各 国 の 情報 産

業 、情 報 処 理 産 業 、 コ ン ピ ュー タ利 用 の実 態 、 各 国 政 府 の 諸施 策 、 大 手 コ ン ピ ュ ー タ ・メー カー の

新 機 種 お よ び戦 略 、 開 発 され た新 シス テ ム を紹 介 し、 第4部 に お い て デ ー タ通 信 の 現 況 と情 報 通 信

政 策 につ い て わ が国 お よび 諸 外 国 の動 向 を伝 え、 第5部 に お い て は 、 当協 会 の 実 施 して い る コ ン ピ

ー ユ タ利 用 状 況 調 査 お よ び オ ン ラ イ ン化 調 査 の結 果 を分析 し、第6部 で 、1979年 度 中 に 開発 され た

主 要 な コ ン ピュ ー タ適 用 業 務 の 具 体 例 を17件 紹 介 し、 第7部 にお い て は1980年 代 の 展望 一 情 報 技

術 と社 会 発 展 の課 題 を テ ー マ に 、1980年 代 を、 ハ ー ドウ ェ ア 、 ソ フ トウ ェ ア 、 ネ ッ トワ ー ク、 デ ー

タベ ー ス 、 行 政情 報 の 公 開 とプ ラ イバ シ ー保 護 の 面 か ら展 望 し、 第8部 に お い ては 、付 属 資 料 と し

て 、「デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス 業振 興 の た め の提 言 」 「第5世 代 の 電 子 計 算 機 に関 す る調 査 研 究 中 間

成 果 報 告」 「JECCのEDP関 係 投 資 現 状 調 査 報 告 書 」 「小 規 模 企 業 電 算 機 共 同 利 用 シス テ ム」 お よ

び 「1980年 度情 報 化 週 間表 彰 者 一 覧 」 を抜 粋 し、 ま た 第9部 に本協 会 が実 施 した 「コ ン ピ ュ ー タ利

用状 況 お よび オ ン ライ ン化 調査 集 計 表」 を掲 載 して 大 方 の 参 考 に供 して い る。
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2わ が国 に お ける コ ン ピュー タの実動 状況

1965年 か ら1970年 まで 年 平 均12.2%と い う高 い実 質 経 済 成 長率 に支 え られ て 、 わ が国 の 実 動 汎 用

コ ンピ ュ ー タの セ ッ ト数 の 年 平均 増 加 率 は35 .8%と い う高 水 準 に あ った 。1970年 代 に入 り、 第1次

オ イ ル シ ョ ッ クtzよ って 世 界 経 済 は低 迷 し、わ が 国 も1974年 度0%の 実 質 経 済 成 長 率 を記 録 し、1975

年 まで の 年 平 均 成 長 率 は5.08%に 低 落 した が 、 そ の 間 の 実 動 汎 用 コ ン ピ ュー タの セ ッ ト数 の 年 平 均

増 加 率 は35.0%の 高 水 準 を維 持 して き た。

1976年 に は石 油 シ ョ ッ クの 調 整 過 程 を経 て 、 世 界経 済 は 回復 に向 か った が 、1977年9月 に始 ま る

米 ドル為 替 相 場 の急 落 と 混乱 が あ った に も か か わ らず 、 わ が国 の 経 済 は 、年 平 均5 .8%の 安 定 成 長

を続 け 、1978年 度末 まで の3年 間 の実 動 汎 用 コ ン ピュ ー タの増 加 率 は18.7%で あ り、1979年 に入 っ

て も衰 え を見 せ ず20%台 の 増 加 率 を示 して い る 。

Aコ ンピュータの実動状況

わ が国 の コ ン ピ ュー タ需 要 の 動 向 に 関 す る通 商 産 業 省 「電 子 計 算 機 納 入 下 取 調 査 」に よ っ て、1979

年6月 末 現 在 の わ が 国 の コ ンピ ュ ー タの動 向 を概観 す れ ば 次 の よ うに な る で あ ろ う。

1979年6月 末 現 在 で実 動 して い る汎 用 コ ン ピ ュー タ ・シス テ ムの セ ッ ト数 は 、61,687セ ッ ト(前

年 比22.7%増)、 買 価 換 算 金 額3兆3,159億8,200万 円(同14.55%増)で あ り、年 間11,414セ ッ ト、

金 額4,212億7,200万 円 の 純 増 とな り、純 増 分 の 平 均1セ ッ ト当 た りの シス テ ム規模 は3 ,690万 円 で

あ っ た。

実 動 コ ン ピ ュ ー タ ・シス テ ム を型 別 に見 る と、 大型 機 は2,753セ ッ ト(前 年2,459セ ッ ト)1兆9 ,972

億 円(同1兆7,321億 円)で1セ ッ ト当 た り シス テ ム規 模 は7億2,546万 円(同7億394万 円)で3年

来 大 型 化 の 傾 向 をた ど り、 中型 機 は7,485セ ッ ト(同6,821セ ッ ト)、7,874億800万 円(同7,252億

4,500万 円)、 小型 機 は17,590セ ッ ト(同14,662セ ッ ト)、3,285億2 ,400万 円(同2,765億4,600万 円)、

超 ・」・型 機 は33,659セ ッ ト(同263,31セ ッ ト)、2,028億7,300万 円(同1 ,607億2,400万 円)で あ る。

セ ッ ト数 の 伸 び で は 超 小 型 機27.8%(前 年23.4%)、 小 型 機19.7%(同2L8%) 、 大 型 機12.0%、 中

型 機9.7%、 金 額 の伸 び 率 は超 小 型 機26.2%(前 年22.1%)、 小 型 機18.8%(同20 .1%)、 大 型 機15.3

%、 中型 機8.6%の 順 で 、 大 型 機 の全 汎 用 コ ン ピ ュ ー タに 占 め るセ ッ ト数 の割 合 は わず か4 .46%で

あ る に も か か わ らず 、金 額 比 で は60.2%で あ り、 逆 に超 ・」・型 の セ ッ ト数 の 割 合 は 、54.56%、 金 額

比 は6.11%に す ぎず 、 分極 化 の 傾 向 が さ らに 強 ま っ て い る。
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B産 業別設置金額

産 業別 に設 置 金 額 を見 れ ば、 第1位 の金 融 業 は5,840億 円(前 年5,276億 円)で 全 産 業 の17.6%(同

18.2%)、 第2位 の卸 ・小 売 ・商 事 は4,194億 円(同3,490億 円)で 全 産 業 の12.6%(同12.1%)、 第3

位 の電 気機 械 は3,601億 円(同3,152億 円)で10.9%(同10.9%)、 第4位 の政 府 関 係 機 関 は2,873億

円(同2,483億 円)8.7%(同8.6%)、 第5位 の サ ー ビ ス業 は2,460億 円(同2,142億 円)7.4%(同7.4

%)で あ って 、2,000億 円 以 上 の 上 位5産 業 だ けで 全 産 業 の57.2%(同57.1%)を 占 め て い る。

第6位 以下10位 まで は輸 送 用 機 械 製 造1,404億 円(前 年1,180億 円)、7位 政 府1,275億 円(同1,124

億 円)、8位 化 学 ・石 油1,157億 円(同1,005億 円)、9位 保 険1,093億 円 、10位 鉄 鋼 業1,066億 円 で あ

り、 こ れ ら上 位10業 種 で 、 全 産 業 の75.3%を 占 め て い る 。

C産 業別設置台数

産 業 別 にセ ッ ト数 を見 れ ば 、 第1位 は 卸 ・小 売 ・商事 の23,761セ ッ ト(前 年18,251セ ッ ト)で 全

産 業 の38.5%(同36.3%)、 第2位 は金 融 の5,148セ ッ ト(同4,823セ ッ ト)で8.3%(同9.6%)、 第3位

はサ ー ビス 業 の4,875セ ッ ト(同3,988セ ッ ト)で6.5%(同7.9%)、 第4位 法 人 団 体 農 協3,002セ

ッ ト(同2,600セ ッ ト)の4.9%(同5.2%)、 第5位 電 気 機 械2,815セ ッ ト(同2,318セ ッ ト)で4.6

%(同4.6%)の 順 で あ る。

1シ ス テ ム規 模 につ い て は保 険 業 の4億4,800万 円 を最 大 に 、政 府 関 係 機 関(3億6,230万 円)、 政

府(2億3,870万 円)、 電 気 ・ガ ス(2億890万 円)、 証 券(2億310万 円)、 鉄 鋼(1億5,050万 円)、

輸 送 用 機 械 製 造(1億3,320万 円)、 電 気 機 械(1億2,790万 円)、 金 融(1億1,230万 円)、 大 学(9,820

万 円)が 上 位10部 門 で あ って 、1978年6月 末 調 査 と大 きな変 化 は な い。

D地 域別実動状況

1979年6月 末 現 在 の 地 域 別 実 動 状 況 に よ れ ば 、東 京 都 が18,747セ ッ ト、1兆3,670億 円(全 国 比41.2

%)で 第1位 で あ り、 次 い で 大 阪 府(9,776セ ッ ト、4,360億 円)、 愛 知(4,068セ ッ ト、1,913億 円)、

神 奈 川(2,435セ ッ ト、2,620億 円)、 北 海 道(2,210セ ッ ト、663億 円)、 福 岡(2,150セ ッ ト、765億

円)、 広 島(1,744セ ッ ト、707億 円)、 兵 庫(1,631セ ッ ト、866億 円)、 静 岡(1,370セ ッ ト、585億 円)、

京 都(1,293セ ッ ト、556億 円)、 埼 玉(1,206セ ッ ト、549億 円)が1,000セ ッ ト以 上 を 設 置 して い る

都 道 府 県 で あ り 、300億 円 以 上 の 設 置 県 に は 、 茨 城(517セ ッ ト、723億 円)、 千 葉(960セ ッ ト、549

億 円)、 宮 城(985セ ッ ト、342億 円)が 加 わ り、1シ ス テ ム規 模 で は 茨 城(1億3,975万 円)、 神 奈 川

(1億741万 円)、 東 京(7,292万 円)、 滋 賀(5,421万 円)、 兵 庫(5,309万 円)、 富 山(5,234万 円)、 和

歌 山(4,762万 円)、 三 重(4,743万 円)、 愛 知(4,703万 円)、 千 葉(4,643万 円)の 順 で あ っ て 、 東 京 、
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大 阪 隣接 県 の シス テ ム規 模 が依 然 と して 高 い。

3諸 外国 に お ける コ ンピュー タ産 業 の動 向

Aア メリカ合衆国

1979年 の ア メ リ カ合 衆 国 は、 政 治 ・経 済 と もに 多難 な年 で あ った 。

1978年10月31日 海 外 に お け る過 剰 ドルの 売 りあ び せ を受 けて 、 東 京 市 場 に お い て1ド ル175円50

銭 を記 録 し、11月1日 ア メ リ カ政 府 は 総 合 的 ドル 防衛 策 を発 表 し、 外 為 市 場 へ 積 極 的 に介 入 す る と

と も に公 定 歩 合 を1%引 き上 げ年9.5%と して 、 日本 をは じめ 主 要 各 国 に協 力 を要 請 し1979年 を迎

えた 。

一 時 景 気 好転 の 兆 しが見 えた ア メ リカ経 済 は
、一 方 に失 業 、 他 方 に イ ン フ レー シ ョン とい う深 刻

な 問題 の解 決 に迫 られ 、史 上 最 高 の 公 定 歩 合 を記 録 す る金 利 政 策 が と られ 、 同 年3月2日 には 円相

場 は1ド ル204円 と な り、 さ ら に ドル為 替 は 人為 的 に強 め られ た が 、1979年 中 を通 じて 実 質 経 済 成

長 率 は2.3%に と ど ま った 。

こ の よ う な経 済環 境 に あ って 、1977年 、78年 の 両 年19.9%と い う高 い 成 長 を遂 げ て きた ア メ リカ

の 情 報 産 業 は や や そ の 成長 を鈍 化 させ た が 、 全 産 業 の 中 で高 水 準 を維 持 した。IDCのEDPIndus-

tryReportに よ れ ば 、1979年 度 の コ ン ピ ュー タ出 荷 額 は225億5,100方 ドル(対 前 年 比17.7%増)

に の ぼ り、 ス モ ー ル ・ビ ジネス ・コ ンピュー タ を含 む汎 用機 出荷 額 は158億1,500万 ドル(同11.4%増)

に の ぼ っ た。 そ の う ちIBMは103億7,000万 ドル(前 年95億2,500万 ドル、 対 前年 比8.87%増)の 出

荷 額 を示 し、 全 出荷 額 の65.6%(前 年66.6%)で あ った。 次 い でSperryUnivacは13億 ドル(前

年9億5,000万 ドル)で 対 前 年 比38.3%増 の 急 上 昇 を記 録 した 。 第3位 のHISも10億8,000万 ドル

(同8億2,000万 ドル)で33.2%の 増 加 で あ る が、Burroughs8億5,000万 ドル(同7億5,000万 ド

ル)、NCR3億9,000万 ドル(同3億2,000万 ドル)、Amdahl3億6,500万 ドル(同3億1,500万 ド

ル)で あ って 、CDC2億4,000万 ドル(同3億4,000万 ドル)、DEC1億3,000万 ドル(同1億9,000

万 ドル)と な り前 年 よ り出 荷 総 額 を減 少 し、 そ の他 は10億9,000万 ドル で 前 年 と同 額 で あ った。

ミニ コ ン ピ ュー タ を除 く汎 用 機 出 荷 額 の う ち、プ ラ グ ・コ ンパ テ ィ ブ ル お よ びAmdah1の14億

1,000万 ドル を含 むIBM指 向 の コ ンピ ュ ー タ出荷 額 は1979年 度74.5%(前 年76.2%)で あ り、 同 年 度

末 に 全 世 界 の ア メ リ カ系 汎 用 コ ンピ ュ ー タ(ミ ニ コ ンピ ュー タを 除 く)の 設 置 金 額979億 ドル(同

889億 ドル)の74.5%(同72.4%)に 当 た る719億 ドル(同643億 ドル)に の ぼ った 。

ス モ ー ル ・ビ ジ ネス ・コ ンピ ュ ー タに つ いて 、 ア メ リ カ国 籍 の メー カー に よ る全 世 界 へ の 出 荷 額

は 、1979年 中 に6万200セ ット(前 年4万2,100セ ット)、金 額 に して26億1,000万 ドル(同17億9,000万 ド
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ル)、 国 内 向 け3万6,200セ ッ ト、10億6,700万 ドル で あ り、 ミニ コ ン ピ ュー タの 出荷 額 は12万2,000

セ ッ ト(同10万3,500セ ッ ト、 金 額 に して34億3,000万 ドル(同26億7,500万 ドル)を 予 測 し、デ ス ク

トッ プ ・コ ン ピュ ー タ につ い て は29万9,000セ ッ ト、12億8,200万 ドル と推 定 して い る。

1979年 度 に お け る決 算 を見 る とIBMの 売 上 高 は、228億6,000万 ドル(前 年210億7,600万 ドル)で

対 前 年 比 は6.1%の 増 加 とな った が、純 利 益 は30億1,000万 ドル(同31億1,100万 ドル)で3.2%の 減 少

と な った 。

IBMは1977年303Xプ ロセ ッサ ー を発 表 し、1978年10月 にS/38と8100情 報 シス テ ム 、1979年1月

に い わ ゆ るEシ リー ズ と して待 た れ て い た4300シ リー ズ を発 表 し、 米 国 内 外 の メ イ・ン ・ク レー マ ー

や プ ラ グ ・コ ンパ テ ィブ ル 業 者 に大 きな影 響 を与 え た が 、IBM自 身 も経 営 戦 略 を変更 せ ざる を えず 、

IBMは1979年 か ら1980年 に か け て 、 イ ンフ レに よ る コ ス ト高 と、 急 増 した受 注 に対 応 す るた め の 生

産 設 備投 資 の た め に 、5年 ぶ りの 価 格体 系 の手 直 し、 拡 充 機 種 の 発 表 、外 部 資 金 の 導 入 を図 った 。

価 格 体 系 の 手 直 しは 、1979年6月 末 に、 一 部 新 機 種 を除 く全 製 品 の レ ン タ ル/リ ー ス料 金 を5%、

小 型 機 の ソ フ トウ ェ ア ・パ ッ ケー ジの 使 用 料 をお よ そ10%、1980年1月1日 か ら値 上 げ し、保 守料

金 を9～15%1979年10月1日 か ら引 き上 げ る こ と を発 表 した 。 次 い で11月 末 、 増 設 メ モ リー の 買 い

取 り価 格 を お よ そ33%値 下 げ し、 フ.ロセ ッサ ー につ い て は 、・シ ス テ ム/3モ デ ル12、15に っ い て15

%値 下 げ 、 シ ス テ ム/34に つ いて は23%強 の値 下 げ を発 表 する とと もに新 プロセ ッサ ー と してNew-

port3033Nを 公表 した 。

さ らに 、1980年1月 、 デ ー タ処 理 シス テ ム 、 オ フ ィス ・プ ロ ダ ク ト、 ソ フ トウ ェ ア ・プ ロ ダ ク ト

を含 む あ らゆ る製 品 お よ び 各 種 メ イ ンテ ナ ンス 、 教 育 コス トの 値 上 げ を発 表 した。 こ の発 表 に よ っ

て 、 値上 げ幅 は 、 レ ン タ ル/リ ー スの 場 合 は 全 製 品 に つ いて7%、 買 い取 りの 場 合 は デ ー タ処 理 製

品 に つ い て5%な どで あ った 。 さ らに6月 末 広 範 囲 の 製 品 に つ い て買 取 価 格5%、 レ ン タル/リ ー

ス価 格5～7%の 値上 げ を7月 か ら、 そ して 、 メ イ ンテ ナ ン ス ・教 育 、 プ ロ グ ラ ム ・プ ロ ダ ク トに

つ い て は10月1日 か らお よ そ10%値 上 げ をす る こ と を発 表 した。

対 象 外 の 製 品 は4331-2シ ス テ ム、3380、3375デ ィス ク ・ ドラ イ ブ 、 シス テ ム/38、 ス ーパ ー マ

ー ケ ッ ト
、 製 造 業 、金 融機 関 シス テ ム な どで あ り、買 い取 り価 格 が 変 わ らない製 品 はす べ ての9370シ

ス テ ム、303Xシ ス テ ム 、4300シ ス テ ム、MOSメ モ リー、 プ リ ン ター お よ び ター ミナ ル 、 シス テ ム

/32、5120シ ス テ ム な どで あ る。 た だ し、4300の 販 売 に 障害 と な る と思 わ れ る370/158,168は1980

年10月15日 を も って 販 売 を打 ち切 る と発 表 した 。

この 間 、IBMは 先 述 の3033Nの ほ か に、1979年11月 電 子 郵 便 シス テ ム5520、 デ ー タ暗 号 化 装置3848、

1980年2月 低 価 格 の ビ ジ ネ ス'・コ ンピ ュ ー タ5120、5月 に はIBM4331一 グル ー プ2を 発 表 した。 ま

た1979年8月'に は 、 リー ス お よ び レ ン タル機 器 へ と投 資 の 必 要 性 か ら、 ア メ リ カの37銀 行 との 間 に

15億 ドルの 与 信 枠 を設 定 し、9月 に は ビデ オ ・デ ィス クのMCA社 と合 弁 会 社DiscoVisionAs一
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sociationsを 設 立 、さ らに 、10億 ドル の 社 債 発 行 計 画 を発 表 し、12月 に は サ ウ ジ ア ラ ビ ア か ら3億

ドルの 借 り入 れ を行 っ た。

IBMの イ ンパ ク トに対 して 、ユ ニパ ッ ク は、 買 い取 り価 格 を据 え置 き に し、1100/80、1100/60、

90/80、VDS2000キ ー ・ツ ー ・デ ィス ケ ッ ト ・シス テ ム、 す べ ての ター ミナル と通 信 製 品 を除 く金

製 品 の レ ン タル/リ ー ス 料 金 を5%値 上 げす る こ と を1980年2月 発 表 、3月 に はIBM4341共 用 デ ィ

ス ク ・シス テ ム に対 抗 して、1100/60マ ルチ ・プ ロ セ ッサ ー ・シス テ ムの 下 位 拡 張機 と して1100/

62E1お よ びE2の2モ デ ル を発 表 、5月 シ ステ ム/80の 価 格 分 離 お よ び1100/80に 接 続 可 能 な科

学 技 術 ア プ リケ ー シ ョ ン向 けの 専 用 ア レ イ ・プ ロセ ッサ ー を発 表 した。

Amdahl社 はIBM3033Nの 対 抗機 種 と して 、1979年ll月 既 存 のV/7の60%な い し65%の 性 能 で

は あ る が、3.6MIPS(メ ガ ・イ ンス トラ ク シ ョン/秒)のNと 同 等 の性 能(3.5-・3.8MIPS)を 持

ち低 価 格 の 新 プ ロ セ ッサ ーV/7Bを 発 表 した 。

ベ トナ ム戦 争 終 結 後 、 カ ンボ ジ アの 動 乱 、 イス ラエ ル と 中近 東 諸 国 間 との 応 酬 な ど世 界 情 勢 は け

っ して 全 面 的 に平 和 な状 態 で は な い が 、 ア メ リカ をは じめ とす る主 要 各 国 の 国 際 的 緊張 緩 和 の 努 力

が続 け られ 、 自 由諸 国 か ら共 産 圏 諸 国 に対 す るCOCOMの 輸 出 禁 止 措 置 も次 第 に ゆ るめ られ る傾 向

が あ った が、1979年 末 、ソ連 に よ る ア フ ガ ニ ス タ ンへ の突 如 の 軍事 介 入 は世 界 を驚 か せ、再 び 国 際 的

緊 張 が 高 ま っ た。 ア メ リ カは1月8日 、 ソ連 の この 軍 事 行 動 に抗 議 し報 復 措 置 と して 、 ソ連 に対 す

る穀 物 と コ ンピ ュ ー タ等 、 高 度 技術 製 品輸 出 の 無期 限 凍 結 を行 う経 済 制 裁 を発 表 、各 国 政 府 に同調

を呼 び か け た。

ブ ラ ジ ル その 他 少 数 の 国 を除 い て穀 物 輸 出凍 結 に対 して各 国 は同 調 した が、 コ ン ピ ュー タ にっ い

て 各 国 の 立 場 は微 妙 で 、 と り わ け フ ラ ンス は デ タ ン トを重 視 して 、 この 要 請 に応 じな い 予 定 で あ る

こ と を表 明 して い る。

BEC域 内における協力態勢の強化

1979年 に入 って か ら、 イギ リス、 フ ラ ンス 、 西 ドイ ツ等 各 国 は 、 欧州 共 同 体 内 で各 種 の 共 同 事 業

を推 進 させ る気 運 が 高 ま って き た。

そ の うちの1つ は 、1977年6月 欧 州 共 同体 に お け る高 度 な法 律 情 報 検 索 シ ス テ ム に関 す る調査 を

西 ドイ ツのScicom、SFS、 フ ラ ン スのSEMA、Ingenierielnformatiqueな どに 依頼 した が、1979

年7月 その 調 査 結 果 が報 告 さ れ、 既 存 シス テ ムで は大 規 模 法 律 デ ー タベ ス構 想 は 不適 切 で あ り、 新

規 の 開 発 が 必要 で あ る と報 告 さ れ た。

1979年11月 に はOECD(経 済 協 力 開発 機 構)は 国 際 間の デ ー タ流 通 に保 護 主 義 によ る無 統 制 な障

壁 を設 け る こ と を禁 止 す る誓 約 を加 盟 諸国 に提 案 した。TDF(TransborderDataFlow)の ガ イ

ドラ イ ンの草 起 で あ る が、OECDお よ び ア メ リ カ政府 は 国 際 間 デ ー タ流 通(TDF)の 規 制 には 国 際
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的 な合 意 が 必要 で あ る と して お り、 各 国 の この 問題 に対 す る反応 は さ ま ざ まで あ る。

1980年 に 入 って 、EC委 員会 は 、 欧 州 の コ ン ピ ュー タ振 興 策 と して 、 コ ン ピ ュー タ本体 、 ソ フ ト

ウ エ ア 、通 信 シス テ ム、 部 品 、 情報 につ い て 、世 界市 場 で30%の シ ェ ア を獲 得 す る と い う政 策 目標

を立 て た。 現 在 デ ー タベ ー ス の流 通 につ い てEC全 体 で20億 ドル の赤 字 で あ り、 ア メ リカの 現 行 デ

ー タ ・サ ー ビス と重 複 しな い新 デー タベー ス を作 る ことが 最重 要 で あ る と し、将 来 ア メ リ カに も利 用

させ る こ と も 目標 に、500種 にの ぼ る デ ー タベ ー ス にっ い て検 討 して い る。

この た め 、米 国 のIIA(InformationIndustryAssociation)と 同 じよ うな 欧 州 に お け るデ ー

タベ ー ス ・プ ロ デ ュ ーサ ー 協 会 と もい わ れ るEAIP(EuropeanAssociationofInformation

Providens)の 設 立 にEC委 員 会 は 支 援 を送 り、EAIP設 立 準 備 委 員 会 の委 員 長 にイギ リスInspec

のD、 バ ー ロ ウ氏 が選 ば れ た。

1980年2月12日 、EC諸 国 の デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス の鍵 を に ぎるEuronetが 、具 体 的 計 画 案 が

提 出 さ れて か ら4年 の歳 月 を か け て稼 動 を開 始 した。 初 め は デ ンマ ー ク、 ア イ ル ラ ン ドの ユ ー ザ ー

の み で あ る が、1週 間後 に は イ タ リア 、 さ ら に1週 間 後 に 西 ドイ ツ 、 そ して ル クセ ンブ ル グ と加 入

国 を増 加 し、スペ イ ン、ス ウェ ー デ ンが 参 加 を 申 し込 み 、ス イ ス も3月 に加 盟 を認 め られ た が、フ ラ ン

ス 、オ ラ ン ダ、ベ ル ギ ー 、イ ギ リ スの 加 入 は未 定 で あ る。・3月 、ヨ ー ロ ッパ を代 表 す る各 国 メ ー カーI

CL、PlesseyTelecommunications&OfficeSystems、CGE、Thomson、CII-HB、Siemens、

Nixdorf、Olivetti、Philipsの 代 表 者 が ブ リ ュ ッセ ル に集 ま り、ECか ら提 出 され た 「新 しい情 報

技 術 の挑 戦 に直 面 す る欧州 社 会 そのECの 対 応Jに つ い て検 討 し、1990年 まで に デ ー タ処 理 、

マ イ ク ロ ・エ レ ク トロ ニ クス 、 通 信 の3分 野 で 、 ヨー ロ ッパ の メー カ ー が3分 の1の シェ ア を獲 得

す る こ と を 目標 に討 議 が 行 われ た。 具 体 的 に は各 国 ベ ー ス の優 先 買 い上 げ 、ECレ ベ ル での 購 入 な

ど が検 討 され 、ICLはEC域 内 の 企 業 に優 先 権 を与 え るべ きだ と主 張 し、 さ らに 具体 策 を継 続 審 議

す る こ とに した。 こ れ が い わゆ る ブ リュ ッセ ル ・サ ミ ッ トと呼 ば れ る会 議 で あ る。

5月 に は ヨー ロ ッパ の コ ン ピ ュー タ ・メ ー カー 、 周 辺 端 末 機 器 メー カ ー お よ び ソ フ トウ エ ア会 社

等 が結 集 してEIII(EuropeanIndependentInformaticsIndustry:ヨ ー ロ ッパ ・コ ンピ ュ ー タ

産 業 協 会)が 発 足 し、ECの 支援 の も と で、 ア メ リ カ お よ び 日本 企 業 の 競 合 問題 へ の 対 処 、 バ イ ・

ア メ リ カ ン法 を撤 廃 させ て ア メ リ カ との 貿 易 障 害 の 克 服 、EC域 内 の協 力 態 勢 の確 立 な ど を推 進 す

る こ と を目 的 と して い る 。

この よ うに して ヨー ロ ッパ 各国 は 各 自孤 立 した従 来 の 姿 勢 を改 め 、EC域 内 で 共 同 して情 報 産 業

の確 立 に積 極 的 に な っ た。

o
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4わ が国 の コ ンピュー タ政 策

1960年 代 か ら1970年 代 に か け て 、 資 本 力、 開 発 力 、 生産 力 に お いて 圧倒 的 優 位 を誇 る ア メ リカの

コ ン ピュ ー タ産 業 、 と りわ けIBMの ガ リバ ー 的支 配 の下 で 、 ア メ リカ以 外 の主 要 先 進 国 は、 自国 の

コ ン ピュ ー タ産 業 お よ び情 報 産 業 の振 興 育 成 に懸 命 の 努 力 を傾 注 したの で あ る が、 産 業 と して 自立

して い る コ ン ピ ュ ー タ産 業 を持 つ に至 っ た国 は 、 わ が 国 、 イ ギ リス、 フ ラ ンス の3カ 国 にす ぎな い。

1967年 を初 年 度 とす る3次 に わた る西 ドイ ツ政 府 の 強 力 な情 報 処 理 振 興 政 策 、1966年 フ ラ ンス政

府 は政 府 諸機 関 に国 産 コ ン ピ ュ ー タ利 用 の義 務 づ け を含 むPlanCalcu1を 公 布 、 さ らに、国 策会 社

CIIの 設立 お よび 国 産 情 報 産 業 の 助 成 、1968年 に イ ギ リ スは コ ン ピ ュ ー タ ・メー カ ーの 統 合 に よ る

国 策 会 社ICLの 設 立 、1973年 にフ ラ ンス のCII、 西 ドイ ツのSiemensお よ び オ ラ ン ダのPhillips

の提 携 に よ るUnidataの 発 足 と わず か2年 後 の 崩壊 、 フ ラ ンス に お け るハ ネ ウ エ ル 、 ブ ル、CIIの

統 合 に よ るHBCIIを 中 心 に した ヨー ロ ッパ 共 同 体 内 の 合 併 事 業 構 想 な ど、 コ ン ピ ュー タ産 業 の育

成 振 興 が一朝 一 夕 にで き な い重 要 産 業 で あ る こ と が認 識 され て い る。

国 民 の 高 くか っ 広 い教 育 水 準 と知 的 活 力 と勤 勉 な 資 質 以外 に 、豊 か な資 源 に恵 まれ て い な い わ が

国 が将 来 発 展 す る た め に は 、知 的労 働 力 を活 用 す る産 業 を育 成 す る必 要 性 を認 識 した わ が国 政 府 は 、

普 及 政 策 と して1956年 に始 ま る機 械 工 業 振 興 臨 時 措 置 法 お よ び1957年 に始 ま る電 子 工 業 振 興 臨 時

措 置 法 を施 行 し、 電 子 産 業 育 成 等 を打 ち出 した の で あ っ た。 この 両 法 が、1950年 代 後 半 か ら1960年

代 に か けて 、 わ が国 の電 子 機 械 工 業 の 胎 動 、育 成 に果 た した役割 は非 常 に大 き い も の が あ った。

ア メ リ カ と比 べ て10年 以 上 の コ ンピ ュ ー タ ・ギ ャ ップ が あ る と も い わ れ た コ ンピ ュ ー タ産 業 は 、

政 府 の 各 種 の 施 策 や1960年 代 の 高 度 経 済 成 長政 策 と相 ま って、 諸 困 難 を解 決 しな が ら、技 術 力 お よ

び 生 産 力 を次 第 に 高 め て い っ た。

1966年3月 、電 子 工 業 審 議 会 は 「電 子 計 算 機 工 業 の国 際競 争 力強 化 の た め の 施 策 に 関 す る諮 問 に

対 す る答 申」 を提 出 、1968年9月 に は産 業 構 造 審 議 会 情 報 産 業部 会 が 「情 報 処 理 お よ び 情 報 処理 産

業 の 発 展 の た め の施 策 に関 す る 中 間答 申」 を行 い 、 コ ン ピ ュー タ リゼ ー シ ョ ン を中核 と して 情 報 化

を推 進 す る た め の 施 策 を提 案 し、1969年5月 同 審 議 会 は 、「情報 処 理 および 情報 処 理 産 業 の 発 展 の た

め の 施 策 に 関 す る答 申」 を提 出 、情 報 化 社 会 へ の 方 向 づ け を行 っ た。

1971年5月 に は さ らに 「産 業 の情 報 化 に 関 す る中 間 答 申」 を審議 して い る が 、 同 年 資 本 自由 化 お

よ び 内 外 の 経 済 情 勢 に対 処 して 、電 子 工 業 振 興 臨 時 措 置 法 、 機械 工 業 振 興 臨 時 措 置 法 を統 合 し、特

定 電 子 工 業 お よ び特 定 機 械 工 業振 興 臨 時 措 置 法(機 電 法)を 制 定 、同 年11月 に電 子 計 算 機 に 関す る高

度 化 計 画 が告 示 され 、 わが 国 の電 子 計 算 機 の 生 産 、 利 用 に つ い て展 望 が行 わ れ 、 目標 が 設定 され た。

1971年7月 に 第4次 資 本 の 自由 化 以 後 、1972年 の 周 辺 装置 の輸 入 自 由化 、 関 税 の一 律 引 き下 げ等 、

o
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自由化 が 着 実 に行 わ れ 、1976年4月1日 ソ.フトウ ェ ア業 の 資 本 の 自由 化 を も って 、 わ が国 の コ ン ピ

ュ ー タ産 業 お よび 情 報 処 理 産 業 は完 全 に 自 由化 され た。

自 由化 の 実施 に対 して わ が国 の コ ンピュー タ産 業 は富 士 通一 日立 、日電 一 東芝 、三 菱一 沖 の3グ ル

ー プ に編 成 きれ
、1971年 度 か ら1977年 度 ま で 、機 電 法 等 に よ って 、 政 府 は技 術 開 発 、体 質 改 善 の た

め の助 成 を行 い、 第3.5世 代 機IBM370シ リー ズ に比 肩 で き るACOSシ リー ズ 、COSMOシ リー ズ

(1974年5月)、Mシ リー ズ(1974年11月)を 発 表 、 と り わ け、Ml90は370/168の2--3倍 の 能 力 を

有 す る3.9世 代 機 と して 高 く評 価 さ れ た。

1976年11月IBMはSNA指 向 の ミニ コ ンピ ュ ー タ 「シ リー ズ1」 を発 表 、 次 い で 同程 度 の レ ン タ

ル料 で370/135,145の2倍 の記 憶容量 を持 つ370/138,148を 発表 、1977年3月 には 第4世 代機 と銘 打 っ

たIBM3033プ ロ セ ッサ ー を発 表 し、9月 に は370/158,168の2倍 の記 憶 容 量 を持 つ3031,3032を 発

表 す る と と もに 、 シス テ ム370シ リー ズ の 各機 種 の 買 取 価 格 を30%値 下 げ し、1978年11月 に は 、SN

A思 想 に よ る分 散 処 理 シス テ ム の一 環 と してIBM8100情 報 シス テ ム を発 表 、さ らに1979年1月 に は

370シ リーズ の115か ら138の ユ ーザ ー に対 して価 格 対 性 能 比 が7-一一8倍 とい わ れ る い わ ゆ るEシ リ

ー ズの4300プ ロ セ ッサ ー を発 表 した
。

1976年 の 完 全 自由 化後 、 国 際 競 争 場 裏 に立 た さ れ た わ が国 の メ ー カー は 、IBMの 矢 継 ぎばや の 新

機 種 の 発 表 と 、 従 来機 の 値 下 げ ミ為 替 変 動 、 経 済 の 不 振 に悩 ま され な が ら も、 徹 底 的 な経 営 合 理 化

と生 産 ・販 売 体 制 の確 立 、 第5世 代 機 を前提 に した技 術 開 発 を行 い 、大 型B以 下 の 中型 、小 型 の 分

野 で は 国 内 に圧 倒 的地 位 を 占 め る に至 り、超LSIを 含 むハ ー ドウ ェ アの技 術 水 準 で は世 界 の最 高

水 準 に達 して い る と評 され る に至 っ た。

この よ うな歴 史 的 推 移 に伴 っ て わ が国 政 府 は 、1978年 技 術 先端 機 器 の技 術 水 準 の 向 上 、 経 営 基 盤

の充 実 、 発 展 途 上 国 の 追 い上 げ に対 処 す る 品 質 ・性 能 の 向上 、 ハ ー ドウ ェ ア お よ び ソ フ トウ ェ ア を

高 度 に組 み 合 わ せ た シス テ ムの 開 発 促 進 等 を 目標 に、 機 電 法 を基 本 に さ らに ソ フ トウ ェ ア業 を加 え

そ の相 互依 存 関 係 を強調 した 「特 定機 械 情 報 産 業振 興 臨 時 措 置 法(機 情 法)Jを 制 定 し、高 度化 計 画

の 策 定 、 所 要 資 金 の確 保 、規 格 の 制 限 な ど共 同 行 為 の 指 示 等 、 情報 産 業 の 振 興 お よ び 高 度 利 用 の 推

進 に きめ細 か い各 種 の対 策 を講 ず る こ と に な った 。

また近 年 、 わ が国 内外 の社 会 ・経 済 情 勢 の 急 速 な変 化 に対 応 して 、 わ が国 の情 報化 お よび 情 報 産

業 に か か る諸 問題 を総 合 的 に検 討 し、 さ らに1980年 代 に お け る将 来 の展 望 を得 る た め に 、1980年6

月産 業 構 造 審 議 会 、情 報 産 業部 会 に対 し 「80年 代 の情 報 化 及 び情 報 産 業 の 在 り方 並 び に これ らに対

す る施 策 の在 り方 」 に つ い て 諮 問 が 行 われ た。

1976年 、 わ が国 政 府 は 第4世 代 機 を前 提 に、 高 密 度 ・高 速 度 化 され た集 積 回路 が 、電 子 計 算機 に

と どま らず 、 わ が国 の産 業 の発 展 に大 き な影 響 を与 え る と い う認 識 の下 に 「次 世 代 電 子 計 算機 用 大

規 模 集 積 回 路 開 発 促 進 費補 助 金 」 を創 設 し、 国 産 メ ー カー5社 か らな る技 術 研 究 組 合 に対 して 、 開
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発 費 用 の50%の 補 助 を行 い1976年 度 か ら1979年 度 まで の4カ 年 計 画 に総 額290億9,800万 円 を補 助 し、

研 究 開 発 の 成 果 を あ げ た。

さ らに 第4世 代 機 の ソ フ トウ ェ アの 上 で 、 ネ ッ トワー ク管 理 技 術 、超 高 級 言 語 処 理 技 術 等 の基 本

ソ フ トウ ェ ア技 術 を早 急 に 開発 す る必 要 を認 め 、 日本 語 に よ る入 出 力可 能 の 高 性 能 新 周 辺端 末 装置

技 術 の 開発 と も併 せ て 、1979年 度 か ら1983年 度 ま での5カ 年 計 画 で 総 額470億 円 の 研 究 開 発 資 金 を

投 じ、 電 子 計 算 機 基 本技 術研 究 組 合 に 対 して50%の 補 助 を決 定 して い る。1979年 度 は17億 円 、1980

年 度 は57億8,500万 円 で あ る。

ソ フ トウ ェ ア振 興 策 と して 「情 報 処 理 振 興 事 業 協 会 等 に 関 す る法律(情 張 法)」 に基 づ い て、1980

年 度 末 を目標 年 度 と す る利 用 高 度 化 計 画 が 、1976年3月 に告 示 され 、1980年 目 標 を5兆4,700億 円

と策 定 し、 ソ フ トウ ェ ア生 産 技 術 開 発 計 画 、 プ ロ グ ラ ム調 査 簿 の作 成 、 情 報 処 理 技 術 試験 、 情 報 処

理 振 興 金融 措 置 等 の振 興 策 が と られ て い るが 、 情 報 処 理 振 興 事 業協 会 に対 す る補 助 金 は 、1980年 度

27億8,100万 円(1979年 度25億8,000万 円)で 、 その うち プ ロ グ ラ ム ・モ ジ ュ ー ル を基 礎 と したCPL

(CommonProgrammingLanguage)を 含 む ソ フ トウェ ア生 産 技 術 開 発 計 画 が、1980年 度 に本 格

的 な プ ロ グ ラム 作 成 段 階 に入 り16億7,200万 円(同15億2,200万 円)で あ り、 国 産 コ ン ピ ュー タ ・メ

ー カ ー の販 売 力 を強 化 し、 わ が 国 の コ ン ピュ ー タ産 業 の 長 期 間 発 展 の基 盤 を確 保 す るた め の 共 同 レ

ン タ ル会 社 で あ る 日本 電 子 計 算 機 ㈱ に対 して 、1972年 か ら続 い て い る開 発 銀 行 の融 資 は 、 電 子 計 算

機 振 興 の た め の 開 発 銀 行 融 資 その 他 と統 合 さ れ、1980年 度480億 円(同500億 円)が 計 上 され た。 さ

らに 中 小 金 融 公 庫 に よ る電 子 計 算 機 シス テ ム安 全 対 策 促 進 の ため の 貸 付 制 度 は 、1980年 度30億 円(同

30億 円)が 予 定 さ れ、 情 報 処 理 振 興 金融 措 置 の 資金 は50億 円(同70億 円)で あ っ た。

通 商 産 業 省 で は 、 技 術 開 発 の 促 進 、社 会 シス テ ム の 開 発 、 情 報 化 の基 盤 整 備 の た め に研 究 、開 発

を助 成 して い る が 、技 術 開 発 の大 型 プ ロ ジ ェ ク トと して1971年 度 か ら行 わ れ て い た 、パ ター ン情 報

処 理 シス テ ムの 計 画 最 終 年 度 で あ る1980年 度 は 、 その プ ロ トタイ プ の完 成 と試 用 運 転 を主 眼 に18億

4,600万 円(前 年 度28億300万 円)、1979年 か ら1986年 度 まで 総 額200億 円 を予 定 して い る光応 用計 測

制 御 シス テ ムの 開 発 に1980年 度 は9億2,700万 円(同5,100万 円)の 予 算 を計 上 した 。

社 会 シ ス テ ム の 開 発 と して は 、1978年 度 か ら5カ 年 計 画 で ヘ ル ス ケ ア ・ネ ッ トワー ク ・システ ム

の 開 発 が行 わ れ て お り1980年 度2億2,200万 円(前 年 度1億9,100万 円)が 予 定 され 、1976年 度 か ら

研 究 開 発 が進 ん で い る貿 易 情 報 シス テ ム に は 、1980年 度3,400万 円(同2,500万 円)、 省 エ ネルギー都

市 機 械 シス テ ム に1978年 度 、79年 度 と も に900万 円 で 、1980年 度 は代 替 エ ネ ル ギ ー 利 用 型 コ ミュ ニ

テ ィ ・エ ネ ル ギ ー シ ス テ ム開 発 計 画 調 査 費 に4,200万 円 、 その 他 情 報 処 理 サ ー ビス 業 安全 対 策 等12

項 目 に及 ぶ 情 報 化 の基 盤 整 備 に3億10万 円(同2億3,410万 円)を 計上 し、 そ の うち商 工 会 議 所 等 へ

の コ ン ピ ュー タ導 入 へ の補 助 が1億9,000万 円(同1億2,700万 円)で あ る。

わ が 国 の 情 報 産 業政 策 の うち、 税 制 に つ い て 付 言 す れ ば 、 生産 性 の 高 い汎 用 ソ フ トウ ェ アの 開 発
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を促 進 す るた め 、1979年 度 の 税 制 改 正 に お い て、 汎 用 ソ フ トウ ェ ア取 り引 きに か か わ る収 入 金額 の

50%を 限 度 と して 、 無 税 に よ る準 備 金 の 積 み立 て を認 め(4年 据 え置 き、4年 均 等 取 り崩 し)、また

プ ロ グ ラム保 証 準 備 金 制 度 を設 け 、1980年 度 以 降 は 補 修 費 の0.25%を 積 み立 て 限 度 と し(4年 据 え

置 き、4年 均 等 取 り崩 し)、 さ ら に、機 情 法 に基 づ く特 別 措 置 と して、 工 業 化 促 進 機 種 に指 定 され て

い る重 要 複 合 機 で 特 に普 及 を促 進 す べ きも の に つ い て、 設 置 者 に初 年 度100分 の13の 特 別 償 却 を認

め て い るが 、1979年 度 の 税 制 改 正 に よ り、高 性 能 電 子 情 報 遠 隔処 理 装 置 特 別 償 却 制 度 を設 け た'。そ

の 他 、 日本 電 子 計 算機 ㈱ を通 じて レ ン タ ル され た コ ンピ ュ ー タが レ ン タ ル ・バ ッ ク さ れ た場 合 、 コ

ンピ ュ ー タ ・メ ー カ ー の 損 失 を補 うた め に、電 子 計 算 機 買 戻 損 失 準備 金 制 度 が あ るが 、 同 制 度 が延

長 さ れた 。

わ が国 で デ ー タ通 信 が始 ま っ たの は 、1964年 で あ るが 、 そ の後 回 線 利 用 制 限 の緩 和 、加 入 電 話 網

や 加 入 電信 網 へ の コ ン ピュ ー タの 接 続 の要 望 が強 ま り、1971年 に公 衆 電 気 通 信 法 が改 正 され て、 デ

ー タ通 信 回 線 と して特 定 通信 回 線 と公 衆 通信 回 線 が法 定 され た。 デ ー タ通 信 は 、 こ の 公衆 電 気 通 信

法 の 改 正 を契 機 と して 、 シス テ ム数 が急 激 に増 加 し、 社 会 の 各 分 野 に お い て利 用 され る に至 っ た。

1979年12月 に は 、新 しい デ ィ ジ タ ル 交換 網 と して回 線 交 換 サ ー ビス が 、1980年7月 か らは パ ケ ッ

ト交 換 サ ー ビ ス が開 始 され た 。 デ ー タ通 信 は 、今 後 に お い て は ネ ッ トワー ク化 が進 展 し、ハ ー ドウ

ェ ア 、 ソ フ トウ ェ ア、 デ ー タ等 の 効 率 的 利 用 が行 わ れ て い くと考 え られ る が、 郵 政 省 で は 、 デ ー タ

通 信 高 度 化 の た めの 開 発 調査 を進 め て い る。

1977年 度 か ら1979年 度 に お』い て、 標 準 プ ロ トコ ル(CCNP)の 設 定 を行 っ た が、1979年 度 か ら は

ユ ー ザ ー の 作 成 した プ ロ グ ラ ム が、 この標 準 プ ロ トコル に適 合 して い るか ど うか を検 証 す る シ ス テ

ム の 開発 に着 手 し、1980年 度 に は9,806万 円 の 予 算(前 年度1億3,563万 円)を 計 上 した。

また 、複 数 の デ ー タベ ー ス を ネ ッ トワー ク に よ り接 続 し、 相 互 に利 用 可 能 とす る技 術 を開 発 す る

た め に 「デ ー タベ ー ス利 用 技 術 の 開 発 調 査 」 と して 、1980年 度4,931万 円(前 年 度2,004万 円)を 、

共 通 的 な ア クセ ス言 語(ア クセ ス ・コ マ ン ド)の 開発 の た め に 「デ ー タ通 信 向 き言 語 の 開発 調査 」

と して1980年 度3,079万 円(前 年 度610万 円)を 、 デ ー タ通信 シ ス テ ム に お け る デ ー タ保 護 手 法(暗

号 化)の 研 究 開 発 を行 うた め に 「ネ ッ トワー ク化 に伴 う諸 問 題 の 調 査 」 と して1980年 度2,966万 円

(前年 度2,189万 円)を 予 算 に計 上 して い る。 さ らに 、 デ ー タ通 信 シ ス テ ム の 国 際 化 に伴 う国 際 間 デ

ー タ流 通 に関 す る調 査 研 究 を行 うた め に1980年 度 に お い て621万 円 を予 定 して い る。

5わ が国政府関係機 関および地方公共団体 にお・ける

コ ンピュー タ利用状況

1979年6月 末 現 在 の わ が国 に お け る汎 用 コ ン ピ ュ ー タの実 動 状 況 に よ れ ば 、 わが 国 の 政 府 、 特 殊
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法 人 、 お よ び地 方 公 共 団 体 の コ ン ピ ュー タ設 置 総 数 は2,414セ ッ ト(前 年2,066セ ッ トで全 産 業 総 セ

ッ ト数6万1,687セ ッ トの わず か3.9%(同4.1%)で あ る が、金 額 は大 き く、政 府 は1,275億 円(同1,124

億 円)、 特 殊 法 人2,873億 円(同2,483億 円)、 地 方 公 共 団 体743億 円(同637億 円)、 総 額4,891億 円(同

4,245億 円)で 全 実 動 コ ンピ ュ ー タの14.75%(同14,7%)に 相 当す る。

これ ら行 政 機 関 等 に お け る情 報 処 理 量 、 蓄 積 量 お よ び伝 達 量 は 年 々大 き く な り、 ま た公 共 情報 シ

ス テ ム の 必 要 性 か ら、 コ ンピ ュ ー タの シス テ ム規 模 は大 型 化 お よ び オ ン ラ イ ン化 の傾 向 を た ど り、

産 業 別 に見 て も1セ ッ ト平 均 シス テ ム規 模 は 、 前 年 に 引 き続 い て保 険 業 の4億4,800万 円(前 年 、4

億4,480万 円)に 次 い で 、 特 殊 法 人3億6,230万 円(同3億6,530万 円),政 府2億3,870万 円(同2億

4,880万 円)が 続 い て お り、 大 型 シス テ ム を利 用 す る部 門 とい う こ と が で きる で あ ろ う。

わ が 国 の 行 政 機 関 は、1969年8月30日 「政 府 に お け る電 子 計 算機 利 用 の今 後 の 方 策 につ いて」 閣

議 決 定 後 、 コ ン ピ ュー タ利 用 に積 極 的 で あ り、 政 府 各 省庁 の 行政 事 務 処 理 は も ち ろん の こ と、 デ ー

タ伝 送 網 の 利 用 に よ る適 用 部 門 の 全 国 的拡 大 、 新 規 業 務 の 開発 、 各 省庁 間 の デ ー タベ ー スの 共 用 等

等 、 コ ンピ ュ ー タ化 を深 め国 民 生活 にそ の 利便 を ます ます与 えて きて い るが 、 その 反 面 、 公 共 情報

の 公 開 、 プ ライ バ シー の 保 護 な ど、市 民 生 活 に か か わ って 解 決 す べ き問題 が議 論 され る よ うに な っ

て きた 。

A行 政機関

1979年 度 末 現 在 、 わ が国 の行 政 機 関 に お い て利 用 され て い る コ ン ピュ ー タの 総 数 は1,799セ ッ ト

(前年1,596セ ッ ト)で 、 各 省庁307セ ッ ト(同299セ ッ ト)、 特 殊 法 人603セ ッ ト(同535セ ッ ト)、 地

方 公 共 団 体889セ ッ ト(同762セ ッ ト)で あ る。1,000万 円以 下 の超 小 型 機 に つ い て は 各 省 庁366セ ッ ト、

特 殊 法 人45セ ッ ト、 地 方 公共 団体289セ ッ ト、 合 計700セ ッ トで あ って 、超 小 型 機 の利 用 が急 速 に増

加 して い る 。

1979年 度 の 各 省 庁 別 コ ン ピ ュー タ利 用 セ ッ ト数 をみ る と、 郵 政 省63セ ッ ト(前 年 度57セ ット)、運

輸 省51セ ッ ト(同46セ ッ ト)、 防 衛 庁49セ ッ ト(同49セ ッ ト)、通 産 省29セ ッ ト(同35セ ッ ト)の 順 で

あ り、 機 種 更 新 は55セ ッ ト(同24セ ッ ト)、新 規 増 設12セ ッ ト(同19セ ッ ト)で あ って 、 大 型機 等 へ

の 切 替 えが 多 くな って きた 。

政 府 各 省 庁 に お け る1979年 度 末 現 在 の大 型 機 の セ ッ ト数 は166セ ッ ト(前 年 度168セ ッ ト)で 総 数

の54。4%(同57.7%)、 オ ン ラ イ ン処 理 機 の 比率 は187セ ッ ト(同40セ ッ ト)で 全 体 の61.3%(同23.8

%)と な り、1MB以 上 の 主 記 憶 容 量 を有 す る シス テ ム は65セ ッ ト(21.2%)、 磁 気 テ ー プ装 置 は1セ

ッ ト当 た り5.8台 、 デ ィス ク装 置 は4.7台 で あ り、 オ ン ライ ン端 末 装 置 は 、9,858台(前 年 度6,424台)

と1年 間 に1.5倍 の 急 増 を示 した。

行政 機 関 に お け る適 用 業 務 の類 型 につ いて は 、共 通 管 理 業 務13.9%(同12.9%)、 統 計 業 務17.9%
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(同19.1%)、 原 局 業 務43.8%(同42.9%)、 試験 研 究19.2%(同20.9%)、 教 育 その 他5.2%(同4.3%)

で あ って 、 大 き な変 化 は ない が、 機 器 の大 型 化 、処 理 方 式 の 高 度化 に伴 って 、運 用 経 費 の 総 額 は1979

年 度 予 算 で1,000億 円(同849億 円 の18%増 加)と な り、 そ の う ち機 器 調 達 費 が744億 円 で あ る。

コ ン ピ ュー タ要 員 は 、5,017人(同4,916人)で わず か2%増 加 した が 、 外部 委 託 要 員 は718人 で

対 前年 比27%の 増 加 とな り、 要 員 不 足 は外 部 か らの 派 遣 によ って 補 わ れ て い る。

B特 殊 法 人(政 府 関 係 機 関)

総 数111機 関 にの ぼ る政 府 関係 機 関 の う ち、1シ ス テ ム1,000万 円 以 上 の汎 用 コ ン ピュ ー タ を導 入

して い る機 関 は59機 関(前 年 度54機 関)で あ り、超 小 型 機 の み を設 置 して い るの は4機 関 、 外部 の

コ ン ピュ ー タの み を利 用 して い る機 関 は31機 関 で あ っ て 、 な ん らか の 方 法 で コ ン ピュ ー タ を利 用 し

て い る機 関 は94機 関(全 体 の84.7%)に の ぼ る。

汎 用 コ ン ピ ュー タ利 用特 殊 法 人59機 関 の全 コ ン ピ ュ ー タ数 は603セ ッ ト(前 年535セ ッ ト)で 、 そ

の う ち、 日本 中 央 競 馬 会157セ ッ ト(同157セ ッ ト)、 日本 国 有 鉄 道112セ ッ ト(同102セ ッ ト)、 日本電

信 電 話 公社80セ ッ ト(同73セ ッ ト)、 国 際 電 信 電 話株 式 会 社53セ ッ ト(同11セ ッ ト)の 順 で あ り、1

セ ッ トの み の 法 人 は35法 人 で あ る。 型 別 に は大 型 、 中 型 、小 型 の割 合 は3:3:4で 、 オ ン ラ イ ン

処 理 は375セ ッ ト(全体 の64.4%)、 買 い取 り機407セ ッ ト(同69.1%)で あ る。

C地 方公共団体

1979年4月 現 在 の 地 方 公 共 団体 の コ ン ピュ ー タ利 用 につ い て は 、1,000万 円 以上 の 汎 用 コ ン ピュ

ー タの 導 入 セ ッ ト数889セ ッ ト(前 年845セ ッ ト)で 前年 よ り44セ ッ ト増 加 した 。

実 動 セ ッ ト数 の 内訳 は 、都 道 府 県47団 体 に お い て364セ ッ ト、 市 区 町 村525セ ッ トで 、超 小 型 機 は

都 道 府 県93セ ッ ト、市 区 町 村196セ ッ トで 、超 小型 ま で含 め て 、都 道 府 県457セ ッ ト、市 区 町村721

セ ッ トと な り、 前 年 に比 べ て 前 者 は43セ ッ ト、後 者 は111セ ッ ト、合 計154セ ッ トの 増 加 と な って い る。

コ ン ピ ュー タの 利 用 団体 数 につ い て は、 都 道 府 県 は47の 全 団体 、市 町 村 に つ い て は単 独 利 用 が449

団体 、共 同利 用292団 体 で あ り、 委託 団 体2,110団 体 で 市 区 町 村 全 団体 の87%(2,851)が コ ン ピュ ー

タを利 用 して い る。

地 方 公共 団体 に お け る コ ン ピ ュ ー タ処 理 業 務 につ い て は 、都 道 府 県 で は 、給 与 、 自動 車 税 、指 定

統 計 、 自治 省統 計 が全 団体 で処 理 され 、人 事 管 理(95.7%)、 森林 計 画(93.6%)、 起 債 管 理(89.4%)

が高 く、市 区 町 村 で は 、住 民税(94.1%)、 固定 資 産 税(87.6%)、 国 民 健 康保 険(78.8%)に 多 く利

用 さ れて い る。

処 理 形 態 は 、都 道 府 県 で は 大 型 化 が進 み(13.3%)オ ン ライ ン処 理 が急 増 し51.6%(前 年37.5%)

にの ぼ り、導 入 形 態 で は 、都 道 府 県 の63.7%(291セ ッ ト)、市 区 町 村 の45.5%(328セ ッ ト)が 買 い
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取 りで あ る。

6コ ン ピュー タ利 用状 況調査

日本 情 報 処 理 開発 協 会 は 、1980年 版 コ ン ピ ュー タ白書 の た め 、1979年9月 末 現 在 で 、 わ が国 に お

け る コ ン ピュ ー タ利 用状 況 調 査 お よび オ ン ラ イ ン化 調査 を実施 した が 、 主 要 項 目 は次 の と おLりで あ

る。

Aコ ン ピュー タの規 模

1978年 か ら1979年 に か け て、 日米 ドル為 替 相 場 の 急 激 な変 動 が あ っ た に もか かわ らず 、 わ が 国 の

経 済 は着 実 に成 長 し、 コ ン ピ ュ ー タ利 用 に よ る経 営 体 質 の改 善 へ の 意 欲 は なお旺 盛 で あっ た 。5年

後 に 自社 の コ ンピ ュ ー タ ・シ ス テ ム を拡 大 す る と予 想 す る企 業 は 、回 答 事 業 体1,271企 業 の うち59.5

%(前 年60.5%)で あ り、5年 後 の規 模 拡 大 率 は1.8倍(前 年1.9倍)を 予 想 し、 前 年 よ りわず かば

か り減 少 して い る が、 ほ とん ど変 わ ら ない と い っ て よ い で あ ろ う。

5年 後 の 平 均 予 想拡 大 率 の 高 い業 種 は 、 前 年 に引 き続 い て医 療 業 の2.3倍(年 年2.4倍)、 電 力 ・ガ

ス事 業 の2.2倍(前 年2 .4倍)、 に さ らに 印刷 業 ・同 関 連 業 が2.2倍 、 小 売 業2.1倍 、金 融 業2.0倍 で あ り、

予 想 拡 大率 の低 い業 種 の新 聞 ・出 版 業 、放 送 業 で さ え1.4倍 を予 想 して い る。

BEDPS運 用経費

1979年9月 末 現 在 の 月 間EDPS運 用経 費 は、 全 産 業1事 業 体 当 た り、 業 種 別 月 商比 の集 計 対象

企 業(892事 業 体)の 平 均 で は 、3,138万 円(前 回調 査2,968万 円)で あ り、経 費細 目 に記 入 回 答 事 業

体(1,150事 業 体)の 平 均 で は3,780万 円(同3,488万 円)で あ っ て 、人 件 費 は この 全体 の25.7%(同

29.5%)、 機 械 設 備 関 係 経 費 の う ち機 械 レ ン タル料27.9%(同30.1%)、 機 械 償 却 費12.1%(同14.6%)

で 、 と もに前 年 よ り合 計8.5%の 大 幅 な 減 少 を示 した が、 保 守 費 ・保 険 費7.7%(同4.1%)と3.6%

上 昇 し、電 力費2.8%(同2.3%)、 外注 費12.8%(同10.9%)、 その 他 連 絡 費1.9%(同1.2%)な どが上

昇 の傾 向 に あ る。

機 械 設 備 費 の う ちCPU15.5%(同18.3%)、 周 辺 装 置5.9%(同8.9%)、 周 辺 記 憶 装 置5.3%(同6 .3

%)、 端 末 装 置13.1%(同11.1%)で あ る が 、CPU対 周 辺 端 末 装 置 の割 合 は38.9:61.1(同41.1:

58.9)で 過 去4年 連 続 してCPUの 割 合 が減 少 し、レ ン タル料 対償 却 費 の 割 合 は69.7:30.3(同67.4

:32.6)で あっ て増 加傾 向 に あ った 買 い取 りが若 干 低 下 した。

1社 当 た り月 間経 費 対 月商 費 の 全 国 平 均 は0.003(同0.003)で 変 わ らず 、 公務 を除 く全 産 業 の1

社 当 た り1従 業 員 当 た り月 間経 費 は16,843円(78年 度16,800円 、77年 度15,600円 、76年 度11,600円)
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で経費的にはほとんど変化がない。

Cコ ンピュータ要員の待遇および問題点

1979年9月 にお け る コ ン ピ ュ ー タ要 員 の平 均 給 与 額 は 、 パ ンチ ャー10万7,100円(対 前 年 比5,800

円 増)、オペ レー ター13万4,400円(同9,000円 増)、プ ロ グ ラマ ー15万8,600円(同8,700円 増)、SE20

万400円(同1万900円 増)で 、オペ レー ター の 対 前 年 比7.2%増 を除 い て 、他 の職 種 は5.7～5.8%増 に

と ど まっ た。

賃 金 を産業 別 ・職種 別 に 見 る と、 パ ンチ ャー は 、 損 害 保 険 業 の15万 円 が 最 も高 く、 次 いで 広 告 調

査 ・情 報 提 供 サ ー ビス 業 の12万6,700円 、 さ ら に石 油 製 品製 造 業 が12万6,000円 で あ る が、 そ の他 の

業種 は 全 産業 平均10万7,100円 ±1万 円 に集 中 して い る。

オペ レー ター にっ い て は 、損 害 保 険18万2,500円 が最 高 で 、広 告 調 査 ・情 報提 供 サ ー ビス業 が17万

7,500円 、金 融 業14万7,200円 の順 で あ り、 プ ロ グ ラマ ー は損 害 保 険20万300円 、 広 告 調 査 ・情 報 提

供 サ ー ビス業19万1,000円 、 金 融 業16万1,900円 、SEに つ い て は 、 広 告 調 査 ・情 報 提 供 サ ー ビ ス業

28万1,700円 、 損 害 保 険26万4,000円 な ど が高 く、全 体 的 に 見 れ ば 損 害 保 険 広 告 調査 情 報提 供 サ ー ビ

ス業 の 賃 金 は 大幅 に改 善 され た 。

コ ンピ ュー タ部 門 の 勤 務 制 度 につ い て は 、 全 産 業 で一 直 制 が70.2%、 二 直 制 、 三 直制 、 時差 出 勤

制 は それ ぞ れ10.8%、9.0%、10.0%で あ るが 、オ ン ライ ン ・ユ ー ザ ー の 一 直 制 は51.6%、 二 直 制 、

三 直 制 、 時差 出勤 は そ れ ぞ れ 、17.9%、16.6%、13.9%、 バ ッチ ・ユ ー ザ ー の 一 直 制 は88.7%で 、

オ ン ラ イ ン処 理 とバ ッチ処 理 の勤 務 制 度 には 大 きな差 が あ る。

社 内 要 員 に関 す る問題 点 は 、 第1に 職 種 に か か わ りな く、 他 部 門 か らの 配 置 転 換 が困 難 で あ る こ

とで あ る。 延 べ 回 答 数 の53.3%(1978年 度53.8%、1977年 度53.3%)、 職 種 別 には 、 プ ロ グラマ ー

に っ いて61.2%(1978年 度63.3%)、SEに つ い て54.7%(同55.1%)が 配 置転 換 の 困 難 な る こ と を

あ げ て い る。

第2の 問題 点 は 、依 然 と して 教育 に 手 間 が か か る こ とで あ り、 延 べ 回 答 数 の44.9%(1978年 度

46・2%)、 職種 別 に は と り わ けSEに つ い て54 .7%(同57.9%)、 プ ロ グ ラマ ー につ い て51.7%(同49.

9%)が この 問題 を訴 え、 第3の 問 題 は ス ペ シ ャ リス トと して の地 位 が確 立 して い な い こ と で あ る。

この 問題 につ い て は 延 べ 回 答 数 の36.18%、 と くにSEに つ い ては50.9%(前 年45.3%)、 プ ロ グ ラ

マ ー に っ い て37.2%(同35.1%)が 確 立 して い な い と回 答 して い る。

絶 対 数 につ い て は 、SEの 不 足 を43.1%(同38.6%)、 プ ロ グ ラマ ー の 不 足 を34.2%(同32.3%)

が訴 え、 残 業 時 間 が長 い と い う設 問 に対 して は 、SEに つ い て18.2%(同17.9%)、 プ ロ グ ラマ ー に

っ い て20.6%(同21.1%)の 企 業 が残 業 が 長 い と答 え、 コ ン ピ ュー タ化 の 深 化 は 、SE、 プ ロ グ ラ

マ ー に ます ます 負 担 を大 き く して い る こ と を うか が わせ 、パ ンチ ャー は残 業 時 間 が 長 い とす るの が
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2.0%で あ るが 、 定 着 率 は依 然 と して低 く、20.7%(同24.3%)で あ る。 この よ うな結 果 か らす る と、

SEお よ び プ ロ グ ラマ ー の 教育 ・要 員 の確 保 、地 位 の確 立 が な お切 実 な課 題 で あ る。

D情 報サービス機関の利用

1979年9月 末 現 在 で 、 諸 派 遣 要 員 お よ び 外注 パ ンチ単 価 に関 す る調 査 結 果 は 、次 の 通 りで あ る。

ア ン ケ ー ト回 収 車 業 体 総 数1,240事 業 体 の うち429事 業 体(34.6%、 前 年30.1%)が 外 部 か ら派 遣

要 員 を受 け入 れ、 年 々受 け 入 れ 事 業 数 の割 合 は 増 加 して い る が 、 全 産 業 平 均1社 当 た りの被 派 遣 要

員 の 受 け入 れ数 は 、パ ンチ ャー5.7人(1978年 度4.7人)を 除 い て 、 オペ レー ター6.3人(同6.5人)、

プ ロ グ ラマ ー3.0人(同3.7人)と 若 干 減 少 して お り、総 数 と して は17.5人(同17.5人)で ほ とん ど

変 化 は な い。 派 遣 元 へ の 支 払 い は 、1日 当 た り、パ ンチ ャー1万1,500円(同 】万1,100円)、 オ ペ レー タ

ー1万5
,800円(同1万3,700円)、 プ ロ グ ラマ ー1万7,300円(同1万6,700円)、SE2万4,500円(同3万

2,100円)で あっ た 。外 注 パ ンチ1字 当 た り平 均 単 価 は、全 産 業 で数 字30.8銭(前 年30.0銭)、 英 字40.6

銭(同40.1銭)、 カ ナ文 字52.9銭(同52.7銭)で 大 きな変 化 は な い。t

Eコ ンピュータ教育費用

コ ン ピ ュー タ教 育 に対 す る企 業 の 費 用負 担 につ い ては 、1企 業 当 た り平 均 年 間 教 育 費 は、 コ ン ピ

ュ ー タ部 門 の 要 員 に対 して 、107万8,600円(前 年92万2,000円)、 一 般 社 員 に対 して、129万1,000円

(同117万5,200円)で 年 々上 昇 して い るが 、 こ れ を1人 当 た りに直 す と、 コ ンピ ュ ー タ部 門 要 員 に

対 して は2万4,900円(同2万100円)、 一般 社 員 は300円(同300円)に す ぎな い 。

Fシ ステム監査実施状況

本 白書 は1978年 に続 い て 、1979年9月 末 現 在 に お け る シス テ ム監 査 に関 す るア ンケ ー ト調 査 を実

施 した 。 回 答 事 業 体1,222件 の うち シ ス テ ム監 査 を行 って い る事 業 体 は216事 業体 で あ っ て 、全 体 の

17.7%(1978年 は15%)で あ り、 これ を コ ンピ ュ ー タ ・シス テ ム規 模 で 見 る と、超 大型 シ ス テム で は

54.2%(同45.8%)、 大 型 シ ス テ ム で は25 .8%(同23.6%)、 小 型 シス テ ム で は13.7%(同IO.90/,)、 小 型

シス テ ム8.3%(同8.8%)、 超 小 型 シ ス テ ム9 .1%(12.9%)で あ っ て 、 中 型 シ ス テ ム以 上 の シス テ ム

監 査 は 徐 々 に普 及 しつ つ あ る。 産 業 別 で は 金融 業 の37事 業 体(32.5%、 前 年27.5%)が 最 も多 く、次

い で 化 学 工 業 の21事 業 体(25.9%、 同18.3%)で 、 公 認 会 計 士 に よ る監 査 は 金 融 業 に お い て23企 業

(前 年19企 業)、化 学 工 業 に お いて13企 業(同10企 業)が 実施 して い る。

全 産 業 で 見 る と、 シス テ ム監 査 の 主 力 は 公認 会 計 士 に よ る も の51.3%(同58.3%)、 内 部 監 査 人 に

よ る もの42.0%(同38.9%)、 シ ス テ ム監 査 人 に よ る もの11.9%(同12.8%)で あ り、 コ ン ピュ ー タ

セ キ ュ リテ ィの一 貫 と して 、 シ ス テ ム監 査 に対 す る認 識 が次 第 に 高 ま りつ つ あ る。
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第1章 わ が国 の コ ン ピ ュー タ産 業

1情 報産業の構成

2-1-1図

コンピュータ設置状

況の推移
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数
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1978年 度 末 現在

設置 金額3,218,272百 万 円

設置 台数58,944セ ッ ト

〈台数ト ー ＼
、

(17.3)/

'65,66'67'68'69'70'71 ,72,73,74'75,76'77,78

資 料:通 商 産 業 省 「納 入 下 取 調 査 」
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通 商 産 業 大 臣 の 諮 問機 関 で あ る産 業構 造 審 議 会 の情 報 産 業 部 会 は 、1974年 に 中 間 答 申 を発 表 した

が 、 その 報 告 書 に お』いて 「情 報 化 」 とは コ ンピュー タ ・テ ク ノ ロ ジー の 活 用 に よ る情 報 化 を指 す もの

で あ り、「情 報 産 業 」とは 情 報化 を供 給 面 か ら さ さ え る 産 業 の 総 称 と され て い る。

ヨ∴鐵 熱一 広義 の情報 処理

サ ー ビス業

2-1-2図

コン ピュ ー タ納 入 状

況の 推移

納
入

台
数

千
台
)

1978年 度

納 入 金額798,285百 万 円

納 入 台数13,043台

9・5i

ち5
8.。d・(7.9)(8・0)
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,,.、、

(金額)

10

納
入
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額

千
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)

6

'73'74'75'76'77'78年 度

資 料:通 商 産 業 省 「納 入 下 取 調 査 」
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2コ ン ピュー タ産 業の 現状

(1)コ ン ピ ュー タ実 動 状 況 ・納 入 状 況

わ が国 に お け る コ ン ピ ュー タの 導 入 は着 実 に進 ん で き て い る。 設置 金 額 ベ ー ス で見 る と1960年 代

半 ば は 年 率30～40%、1970年 代 前 半 に お い て も年 率20%内 外 の 高 い 伸 び 率 を記 録 した。1975年 以 降 も 、

その 速 度 は 若 干鈍 化 して い る もの の な お年 率10%以 上 の 伸 び を示 して い る(2-1-1図 参 照)。

こ れ を受 け て わが 国 の コ ン ピュ ー タ納 入 台 数(フ ロ ー)も 着 実 に伸 び て い る(2-1-2図 参 照)。

(2)生 産 ・輸 出 入 の概 況

以 上 見 て きた よ う な コ ンピ ュ ー タの普 及 状 況 を示 す に至 っ た、 過 去 か ら現 在 まで の コ ンピ ュ ー タ

関 連 生 産 ・輸 出 入状 況 は次 の と お りで あ る。

① 生 産 状 況

外 資 系 を含 む コ ン ピ ュ ー タ ・メ ー カー に よ る コ ン ピュ ー タ ・シ ス テ ム の 国 内 生 産状 況 は2-1

_1表 の と お りで あ る。1979年 は計 算 機 本 体 、 付 属 装 置 、 関 連 装 置 が 、 い ず れ も前 年 の 水準 を大

幅 に 上 回 り、 コ ン ピ ュ ー タ ・シ ス テ ム 全 体 で 前 年 比21.9%増 と上 昇 を示 して い る。

2-1-1表 電子計算機 システム生産実績年別推移(単 位:百 万円)

デ ィ ジ タ ル 型 電 子 計 算 機 関 連 装 置 総 計

暦年
計 算 機 本 体 附 属 装 置

計
電子計
算機応

補 助
グ型電

子計算
〔イ1+回 伸び率

一般用 制御用 計{イ}

伸び率 外部記
憶装置

データ

装 置

入出力

端末装置
計 回

印+回 伸び率 用装置
レ寸

装 置
口 機 ㈱

+レ寸+

口+㈱

1962 4,772 139.0 (3,184) (3,184) 4,772 139.0 844 3,184 576 9,376 98.5

1963 9701 103.3 (7,139) (7,139) 9,701 103.0 1,141 7,139 763 18,744 99.9

1964 14,565 50.1 (7,388) (7,388) 14,565 50.1 2,057 7,801 1,022 25,445 35.8

1965 16,595 944 17,539 20.4 6,240 6,991 766 13,997 31,536 116.5 1,425 3,396 1,142 37,499 47.4

1966 26,880 1,105 27,985 59.5 9,725 .10,189 724 20,638 48,623 54.2 1,743 14,566 1,014 65,946 75.9

1967 43,437 1,453 44,890 60.4 16,068 24,306 1,539 41,913 86,803 78.5 2,883 15,619 1,049 106,354 61.3

1968 62,426 4,387 66,813 48.8 36,396 33,590 4,564 74,550 141,363 62.9 4,486 16,791 1,147 163,787 54.0

1969 76,242 6,109 82,351 23.3 46,373 38,093 3,798 88,264 170,615 20.7 5,953 17,842 1,534 195,944 19.6

1970 ll5,932 9,511 125,443 52.3 78,276 48,143 17,913 144,332 269,775 58.1 13,532 25,309 1,847 310,463 58.4

1971 141,860 8,410 150,270 19.8 86,450 51,427 23,077 160,954 311,224 15.4 10,217 22,815 2,093 346,349 11.6

1972 184,004 7,818 191,822 27.7 81,771 82,499 26,106 190,376 382,198 22.8 12,644 23,941 1,905 420,688 21.5

1973 203,062 ll,888 214,950 12.1 99,440 78,226 35,433 213,099 428,049 12.0 18,181 25,609 557 472,396 12.3

1974 283,164 11,349 299,513 39.3 123,378 57,939 55,579 236,896 536,409 25.3 23,145 28,459 1,021 589,034 24.7

1975 246,303 12,817 259,120 △13.5 106,752 56,648 74,855 238,255 497,375 △7.3 19,679 23,521 671 541,246 △8.1

1976 229,669 10,936 240,605 △7.1 147,659 60,233 126,332 334,224 574,829 15.6 21,123 22,512 433 618,897 14.3

1977 278,664 15,912 294,516 22.4 139,919 70,756 153,396 364,071 658,587 14.6 35,250 25,012 435 719,284 16.2

1978 366,684 13,170 379,854 29.0 174,621 88,152 177,069 439,842 819,696 24.5 52,504 38,048 *一 910,248 26.5

1979 447,139 11,447 458,586 20.7 195,800 100,763 235,338 531,901 990,487 20.8 73,702 45,236 一 1,109,425 21.9

*1978年 の アナログ型電子計算機の実績 は、計算機本体の「一般用」に含めてある。 資料:通 産省調査統計部調べ
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② 輸 出入 状 況

1979年 の コ ン ピ ュ ー タ ・シス テ ムの 輸 出 は 、 前 年 比16 .1%の 伸 び を示 した が、 こ れ は1976年 を

転 機 と して輸 出 の メ イ ン を占 め る周 辺 装 置 が 前 年 に引 き続 き大 幅 な増 加 を示 した か らで あ る(2

-1-2表 参 照)
。 輸 出 には 日本IBM輸 出 額 が 含 まれ る が 、 その詳 細 は 不 明 で あ る。

一 方
、輸 入 は 前年 度 に比 べ38.2%増 加 して お り、 な お大 幅 な入 超 で あ る(2-1-3表 参 照)。

(3)日 本 電 子 計 算 機 株 式 会社(JECC)の 活 動 状 況

コ ン ピ ュ ー タ販 売 の主 流 で あ る レ ン タ ル制 度 に伴 う販 売 資 金 の 負 担 を緩 和 し
、 国 産 メー カ ーの 販

売 体 質 を強 化 す る た め に 、 日本 電 子 計 算 機 株 式 会 社(JECC)が 、1961年8月 に国 産 メー カ ー7社

の共 同 出 資 に よ り設 立 され 、株 主 で あ る国 産 メー カ ー に 代 わ って レ ン タル 資金 の 調 達 を行 うこ と と

な った 。以 後 、JECCの コ ン ピュ ー タ購 入 状 況 は2-1-3図 の と お りで あ る。 設 立 後18年 の累 計

額 は 、1兆4,187億 円 に達 し、 わ が国 コ ン ピ ュ ー タ産 業発 展 の 大 き な支 柱 と な って い る。

3コ ンピュー タ産 業 の課題

1975年12月 、 コ ンピ ュ ー タに っ い て の 資 本 ・輸 入 の 完 全 自 由化 が完 了 し、1976年4月 に は情 報 処

理 産 業 に つ い て の 資 本 の100%自 由 化 も完 了 した 。

この よ うな 自由 化措 置 に も か か わ らず 、 わ が国 の コ ンピ ュ ー タ産 業 は 、 新 機 種 の 開 発 の 成 功 等 に

よ り、前 節 に お い て概 観 した よ うに よ うや く産 業 と して 自立 しつ つ あ る。現 在 で は わ が国 は 、ア メ リ

カに 次 ぐコ ン ピュ ー タ保 有 国 と な っ て お り、 かつ ア メ リ カ を除 き、 そ の過 半 数 が国 産機 で 占 め られ

て い る唯 一 の 国 で あ る とい われ て い る。

しか しなが ら、 コ ン ピュ ー タ産 業 に は依 然 次 の よ うな 問題 が あ る。 す な わ ち、 こ の産 業 は 技術 集

約 度 が 高 く、 巨大 な 資本 調 達 力 を要 す る た め 市場 へ の 参 入 障壁 は き わ め て高 い 。 こ の た め 、 世 界 市

場 の約60%をIBM1社 が 占 め、 かつ 米 国 系 メ ー カ ー で80%強 の シ ェ ア を有 す る 典型 的 な寡 占体 制 が

成 立 して お り、 この 中 で国 産 メー カー は世 界 市 場 の5～6%を 占め て い る にす ぎな い。

コ ン ピュ ー タ産 業 は ス ケ ー ル ・メ リッ トが きわ め て 大 き く作 用 す る と い う特 徴 を有 して い る た め 、

わ が国 企 業 と外 国 企 業 との 間 に は 、依 然 と して技 術 開 発 力 、 資 金 調 達 力 、 市 場 開拓 力 等 の 点 で大 き

な格 差 が存 在 す る。

こ う した 中 で 、IBMは わ が国 に お い て1979年3月 に 、現 行 主 力機 種370シ リー ズ に比 べ コス ト ・

パ フ ォ ーマ ン ス を飛 躍 的 に 向 上 させ た 中型 新 機 種4300シ リー ズ(Eシ リー ズ)2機 種(4331お ・よ び

4341)を 発 表 した。 今 後 、 これ に続 く大 型 新 機 種(Hシ リー ズ)の 発 表 も予 想 され 、 コ ン ピ ュー タ

も い よ いよ 世 代 交 代 の 時 期 を迎 えて お り、 わ が国 に おLける 第4世 代 シス テ ム 開発 の 緊 急 性 が一 段 と

高 ま って きて い る。
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2-1-2表 電子計算機 システム輸出実績年別推移 (単位:百 万 円)

暦 年
ディジタル
本 体 同周辺装置 小 計

電子計算機
関連 装置 合 計 伸 び 率

1962 0 16 16 77 93 1,228.6%

1963 14 16 30 1 31 △66.7

1964 522 3 525 142 667 2,151.6

1965 1,181 12 1,193 42 1,235 85.2

1966 2,501 llO 2,611 184 2,795 126.4

1967 4,098 284 4,382 467 4,849 73.4

1968 2,635 1,535 4,170 376 4,546 △6.2

1969 2,680 3,729 6,409 460 6,869 51.1

197013,974 1,114 5,088 698 5,786 △15.8

1971 15 ,587 2,382 7,969 1,040 9,009 55.7

1972 8,216 2,644 10,860 491 11,351 26.0

1973 6,062 5,728 11,790 503 12,293 8.3

1974 10,233 7,790 18,023 794 18,817 53.1

1975 ll,089 9,628 20,717 834 21,551 14.5

1976' 11,396 27,296 38,692 587 39,279 82.3

1977 17,866 22,135 40,001 999 41,000 4.4

1978 21,834 47,251 69,085 601 69,686 70.0

1979 20,2611 59,3181 79,5791 1,3071 80,8861 16.11
1

資料:大 蔵 省通関統計

2-1-3表 電子計算機 システム輸 入実績年別推移 (単位:百 万円)

1暦 年 1本 体1 周辺装置 小 計
1部 品lA 日 計

1伸 び 率1

1962

1963

8,017

14,807

5,786

5,600

13,803

20,407

835

1,157

14,638

21,564

67.4

47.3

1
11

1964

1965

1966

1967

1968

1969

1970

1971

1972

1973

1974

1975

1976

1977

1978.

1979

1

lL

ll

l

1

15,679

8,493

6,182

7,792

8,613

14,774

22,718

21,659

23,437

32,469

48,609

45,504

49,493

54,491

36,346

50,666

1

l
t
i
l
l
Ll

1

8,773

10,457

10,641

24,693

28,923

34,030

51,551

48,873

38,221

49,564

65,436

51,870

46,174

54,755

45,199

66,519

l

ll

lI

1

|

24,452

18,950

16,823

32,485

37,536

48,804

74,269

70,532

61,658

82,033

114,045

97,374

95,667

109,246

81,545

117,185

1
1

1}

1
1

}
1l

l

2,751

3,517

7,674

9,847

9,097

12,358

21,525

22,904

27,432

25,461

30,787

33,285

36,954

37,225

29,455

39,165

1l

l
ll

1
1

1

27,203

22,467

24,497

42,332

46,633

61,162

95,794

93,436

89,090

107,494

144,833

130,659

132,121

146,471

111,000

156,350

|
1

1

1
1

1

1

262

△17.4

9.0

72.8

10.2

31。2

56.6

△2.5

△4.7

25.0

34.7

△9.8

1、5

10.4

△24.2

38.2

1|

11

1
1
1l

lI

1
1

資料:大 蔵 省通関統計
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ま た現 在 コ ン ピュ ー タ関税 の 実 行 税 率 は 、1978年3月 か らの 前倒 し引 き下 げ に よ って 、 本体10.5

%、 周 辺 端 末17.5%で あ るが 、1979年7月27日 東 京 ラ ウ ン ド関 税 交 渉 に よ る関 税 引 き下 げ の譲 許 表

を収 録 した 「ジ ュ ネ ー ブ議 定 書」 に署 名 した こ と によ り、1987年1月1日 以 降 は 、 本体4.9%、 周

端 末6.0%と 決 定 し、わ が国 は そ の 間 、実 行 税 率 か ら譲 許 税 率 へ 毎 年8分 の1つ っ均 等 に引 き下 げ て

い く こ と に な り、1980年4月 か ら本 体9.8%、 周 辺 端 末16.1%と な っ て い る。

この よ うに 、 内 外 の環 境 に は厳 しい もの が あ り、 わ が国 コ ン ピュ ー タ産 業 お よ び 関 連 産 業 の よ り

い っ そ うの 努 力 と、 施 策 面 で の 善 処 が望 ま れ る。

2-1-3図

JECCコ ンピュー

タ購入規模14・000
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第2章 わが国の情報処理産業

1は じめ に

(1)情 報 処 理 産 業 の 位 置 づ け

情 報 処 理 産 業 と は 、2-2-1図 の よ うに

① コ ン ピ ュー タ用 プ ロ グ ラ ムの 作 成 を行 な うソ フ トウ ェ ア 業

② コ ン ピ ュ ー タ を利 用 して 情 報 に つ き計 算 等 の 処 理 を行 う情 報 処 理 サ ー ビス業

③ コ ンピ ュ ー タ を利 用 して情 報 を検 索 、提 供 す る情 報 提 供 サ ー ビス業

とに 大別 され 、知 識 集 約 型 、省 資 源 ・省 エ ネル ギ ー 型 産 業 の 典型 と して その 発 展 が強 く期 待 され て

い る産 業 で あ る。

(2)情 報 処 理 産 業 の あ ゆ み

わ が国 に情 報 処 理 産 業 が誕 生 した の は1950年 代 後 半 で あ り、 誕 生 以 来 社 会 の 情報 化 の進 展 と と も

に一 貫 して急 成 長 を遂 げ て きて い る(2-2-2図 参 照)。 ま た、 情 報 処 理 技 術 の 急 激 な技術 革 新 に

よ りそ の 業態 も大 き く変 貌 して きて い る。

① 情 報 処 理 サ ー ビ ス業 の 誕 生(1950年 代 後 半)

日本 に初 め て計 算 セ ンタ ー が設 立 され た1950年 代 半 ば か ら後 半 に か けて は 、 産 業 界 が戦 後 の 混

乱 期 か ら飛 躍 的 な発 展 を開 始 した時 期 に 当 た り、 経 営 規 模 の拡 大 に よ る事 務 量 の増 加 に伴 い経 営

の 合 理 化 が 叫 ば れ 、 コ ンピ ュ ー タが新 しい事 務機 械 と して登 場 して くる。 しか しこ れ ら企 業 にお

け る業 務 は社 内 処 理 が 中心 で あ り、 計算 セ ンタ ーの 役 割 は も っぱ らコ ンピ ュ ー タ ・ユ ー ザ ー の 補

助 的 機 能 を目的 と した もの で あ っ た.

② ソ フ トウ ェ ア 業 の 誕 生(1960年 代 前 半)

1960年 代 前 半 に入 る と トラ ン ジス タ を利 用 し た コ ンピ ュ ー タが 出 現 し、 大 企 業 を中 心 に コ ン

.ビュ ー タ が普 及 し始 め た 。 コ ンピ ュ ー タの普 及 と適 用 分 野 め 拡 大 によ り、 ソ フ トウ ェ ア生 産 に特

化 す る集 団 、 特 定 の分 野 につ い て専 門知 識 を持 ち、 そ れ をソ フ トウ ェ ア化 す る グル ー プ が現 れ て

独 立 企 業 を結 成 し、 ソ フ トウ ェ ア作 成企 業 の 誕 生 を見 る こ と と な っ た。

③ 情 報 処 理 産 業 の 急 成 長(1960年 代 後 半 一ー一1970年 代 前 半)

1960年 代 後 半 に入 る と、 コ ン ピュ ー タの 価 格 引 き下 げ 、機 種 の 多様 化 が もた ら され 、 コ ンピ ュ
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ー タの 活 用 も産 業 面 は も とよ り
、社 会 面 ・生 活 面 へ とそ の 分 野 を急 速 に拡 大 して い った 。 この た

め 、 情 報 処 理 需 要 もよ りい っそ うの増 大 を も た ら し、 情報 処 理 サ ー ビス 業 、 ソ フ トウ ェ ア業 も急

速 に発 展 し、 新 しい産 業 と して社 会 的 に注 目 さ れ る に 至 って きた。

④1970年 代 後 半 以 降

1970年 代 後 半 よ りオ ン ラ イ ン情 報 処 理 サ ー ビス が 本 格 化 して きて い る
。』また 、 情 報 提 供 サ ー ビ

ス業 も誕 生 し、 現 在 、 証 券 、株 価情 報 、科 学 技 術 文献 情 報 な どの提 供 サ ー ビス が 本格 化 しつ つ あ

る。

2-2-1図

情 報処 理 産業 の 位 置

づ け (業 務 内 容)

一一 コンピュー タ ・半 導体 ・集 積 回 路の 製 造 ・販 売

一・各 種 プ ロ グラ ム開発 等

一各種情報処理サー ビス

一一コ ンビ ュー タ を用 いた情 報提 供 サ ー ビス

2-2-2図

わが 国 の情 報 サ ー ビ

ス業 の 売上 高 推 移(億 円)

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0

資料:1969～1972年 度 に つ い ては

「情 報 処理 実 態 調査 」

1973～1978年 度 に つ い ては

「特 定 サ ー ビス業実 態 調査 」

(4,602)

(4,126)

(749)

(1,672)

'69'70'71'72'73'74'75'76'77'78年 度
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2情 報処理産業の現状

(1)売 上 高 の推 移

情 報 処 理 産 業 の1978年 度 の 売 上 高 は 、 特 定 サ ー ビス 業 実態 調 査(通 産 省)に よ れ ば、4,602億4,200

万 円 で あ り、 その 最 近5カ 年 間 の売 上 高 成 長 状 況 は2-2-1表 の とお りで あ り、 年 平 均 の成 長率

は17%で あ る。

従 業 員規 模 別 売 上 高 を見 る と、2-2-2表 の と お り、 従 業 員50人 以 上 の 事 業 所 の売 上 高 が全 体

の70%以 上 を 占 め て い る。 また 、5年 間 の 年 平 均 伸 び 率 は、5人 か ら9人 の レベ ル が最 も高 く19.6

%、 次 い で50人 以 上 が17.9%と な っ て い る。

(2)企 業 数

特 定 サ ー ビ ス業 実 態 調 査 に よ れ ば 、 情 報 処 理 企 業 数 は1,336社 、 事 業所 数 は1,657と な って い る。

ま た専 業割 合 別 に み る と、100%専 業 企 業 数 は1,336社 中1,051社 と な って い る(2-2-3表 参 照)。

(3)企 業規 模

資 本 金規 模 別 で み る と1978年 度 で1,672事 業 所 の う ち資本 金1,000万 円未 満 が793事 業 所 あ り、 全

体 の47.4%を 占 め て い る。1,000万 円 以 上1億 円 未 満 の事 業所 が37.4%、1億 円 以 上 の 事 業 所 は わ

ず か12.8%で あ る(2-2-4表 参 照)。(単 位:百 万円)

2-2-1表

最近5カ 年の売上高

成長状況

項 目

年度
企 業 数

売 上 高

(百万円)

対前年伸び率

(%)

1企 業当たり
の年間売上高

(百万円)

1企 業当た り

対前年伸び率(
%)

1974 1,055 245,264 一 232 一

1975 1,015 297,145 21.2 293 26.3

1976 1,010 306,966 3.3 304 3.8

1977 1,309 412,580 34.4 315 3.6

1978 1,336 460,241 11.6 344 9.2

2-2-2表 従業員規模別売上高成長率

資料:特 定サー ビス業実態調査報告書

(単位:百 万円 ・%)

項 目

従業員規模(人)

年 間 売 上 高 1事 業所当たりの売上高 4年 間平 均

伸 び 率

('78/'74)

1事 業 所

当 り5年 間

平 均 伸 び率

C78/'74)
%

1974年 度(構 成 比)

%

1978年 度(構 成比)
1974年 度 1978年 度

1～4

5～9

10～29

30～49

50以 上

2,097

5,699

28,768

36,997

171,701

0.9

2.3

11.7

15.1

70.0

3,687

11,653

52,654

59,988

332,260

0.8

2.5

11.5

13.0

72.2

13

26

69

162

589

19

46

98

233

770

15.2

15.2

16.3

12.8

17.9

10

15.3

9.2

9.5

6.9

計 245,264 100% 460,242 186 275 17% 17% 10.3

資料1特 定サ ービス業実態調査報告書
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さ ら に1978年 度 に お け る状 況 を1974年 度 と比 較 す る と、 資 本 金500万 円未 満 が22事 業所 増 、 資 本

金500万 円以 上1,000万 円未 満 が93事 業所 増 、 資本 金1,000万 円 以上1億 円 未 満 が193事 業 所 増 、 資 本

金1億 円以 上10億 円 未 満 が57事 業所 増 、 資 本 金10億 円 以 上 が2事 業所 増 と な っ て い る。

従 業 員 規 模 別従 業 員 数 を1974年 度 および1978年 度 で 比 較 す ると、50人 未 満 の事 業所 に従 事 す る従 業

員 数 は 、1978年 度 に あ って は全 体 の28%の21,599人 、1974年 度 に あ っ て は 全体 の31%の18,108人 で

あ り、 従 業 員 数 で3,491人 の 増 、 構 成 比 で3%の 減 と な っ て い る。50人 以 上 の規 模 の 事 業 所 につ い

て み る と、 対1974年 度 比 、 従 業 員 数 で14,873人 の 増 、 構 成 比 で3%の 増 とな って い る。(2-2-5

表 参 照)。

一 方 、1事 業 所 当 た りの 従 業 員 数 で は 、50人 未 満 の 事 業所 に あ って は、1974年 度 当 時 と ほ ぼ同 じ

で あ る が 、50人 以 上 の事 業 所 で は、1974年 度 の134人 か ら128人 へ と6人 減 少 して い る。

2-2-3表

情報サー ビス業の専

業割合別事業所数

2-2-4表

資本金規模別事業所

数

2-2-5表

1978年度従業員規模

別従業者数

専業割合

年度
100%

100%未 満

90%以 上

90%未 満

75%以 上

75%未 満

50%以 上

50%未 満

30%以 上 30%未 満 企業数合計

1978 1,051 78 63 66 25 53 1,336社

1977 1,040 79 60 63 27 40 1,309社

資料:特 定 サー ビス業実態調査報告書

年 度
資本金

1974年 度 1978年 度 1978年 度構 成比
5年 間 伸 び率

('78/'74)

500万 円未満 488 510 30.5% 1.1%

500万 円 ～1000万 円未満 190 283 16.9 10.5

1000万 円 ～1億 円未満 432 625 37.4 9.7

1億 円～10億 円未満 129 186 11.1 9.6

10億円以上 27 29 1.7 1.8

資本金 な し 56 39 2.4 △ 一

§+・
1,322 1,672 100% 6%

資 料:特 定 サ ー ビ ス業実 態 調査 報 告書

(単 位:人 ・%)

年度

従業員
規模(人)

従 業 者 数 伸 び 率

℃78/'74)
%

1事 業所 当たりの

従 業 員 数

1974年 度(構 成比)

%

1978年 度(構 成 比)

%
1974年 度 1978年 度

1～4 484 0.8 566 0.7 3.9 3 3

5～9 1,473 2.5 1,745 2.3 4.3 7 7

10～29 7,253 12.4 9,757 12.4 7.1 17 18

30～49 8,898 15.2 9,757 12.6 2.3 39 38

50以 上 40,615 69.2 55,488 72.0 8.1 134 128

計 58,723人 1・・%i・ 免・87人 100% 7% 平均44人 平均46人

資料:特 定サー ビス業実態調査報告書
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ま た 、1978年 度 に お け る1事 業 所 当 た りの 売 上 高 は2億7,500万 円 、1人 当 た りの 売 上 高 は600万 円

とな って い る(2-2-6表 参 照)。

(4)収 益 状 況

比 較 的 業 界 の上 位 企 業 を対 象 と して い るIPA調 査 をみ る と、1978年 度 に お い て)/フ トウ ェ ア業 で

は 、 全体 の 売 上 高 は 、84社 全体 で1,175億3,700万 円(1社 当 た りの 売 上 高13億9,900万 円)に 対 し、

,経常 利 益63億8,400万 円(1社 当 た り7,600万 円)、 経 常 利益 率 に して5.4%と な っ て お り、 対 前 年 度

の 伸 び率 で は 、 売 上 高23.2%、 経 常 利 益39.4%と な っ て い る。

情 報 処 理 サ ー ビス 業 で は、 全 体 の売 上 高 は86社 で1,349億4,100万 円(1社 当 た り15億6,900万 円)

に対 し、 経 常 利 益52億4,700万 円(1社 当 た り6,100万 円)、 経 常利 益 率 に して3.9%で あ り、対 前 年

度 比 の伸 び率 で は 、 売 上 高 で は11.2%の 伸 び 、 経 常利 益30.2%の 伸 び で あ っ た(2-2-7表 参 照)。

(5)地 域 分 布

都 道 府 県 別 事 業 所 数 を見 る と、 圧 倒 的 に京 浜 ・阪 神 地 区 が 多 く、 東 京 、 大 阪 、神 奈 川 、 愛 知 、広

島 、福 岡 の 順 で あ り、 特 に東 京 都 へ の集 中 が激 し く、東 京都 だ けで 全 事 業 所 数 の46%、 全 売 上 高 の

55%を 占 め て い る(2-2-8表 参 照)。

(6)技 術 者 の状 況

情 報 サ ー ビス 業 の 従 業 者 数 は、1978年 度 で、7万7,000人 で あ り、 その 職 種 別 構 成 比 を 見 る と、

キ ー パ ンチ ャー26.4%、 プ ロ グラ マ ー19.5%、 シス テ ム ・エ ン ジ ニ ア13.4%、 オ ペ レー ター12.7%

で あ る。 職 種 別 構 成 比 の 推 移 を見 る と、 シ ス テ ム ・エ ン ジニ ア が急 増 して お り、 ま た オペ レー ター

の減 少 が 目立 つ(2-2-3図 、2-2-9表 参 照)。

(7)業 務 内容

業 務 内 容 は 、 事 務 計 算 が約30%、 ソ フ トウ ェ ア開 発 ・プ ロ グ ラ ム作 成 が19%、 カ ー ドパ ンチ が13

%を 占 め て い る。 業 務 全 体 に 占 め る構 成 比 の年 次別 推 移 をみ る と事 務 計 算 、 カー ドパ ンチ 、 マ シ ン

(単位:百 万円)

2-2-6表

情 報処理産業の売上

高規模

資料:特 定サービス業実態調査報告書

2-2-7表1978年 度損益状況(単 位:百 万円、%)

項 目 事 業所 数

年 度 売 上 高 1事 業所当たり売上高 1人 当た りの売上高

197811,672 460,242 275 6

業種

項目

項 目

情 報 処 理 産 業 ソ フ ト ウ ェ ア 業 情報処理サービス業

金 額
対売上
高比率

対 前年度
伸 び 率 金 額

対売上
高比率

対前年度
伸 び 率

金 額 対売上
高比率

対前年度
伸 び 率

売 上 高

営 業 費 用

営 業 利 益

経 常 利 益

252,478

238,274

14,204

11,631

100.0

94.4

5.6

4.6

16.5

15.9

27.0

35.1

117,537
.

llO,116

7,421

6,384

100.0

93.7

6.3

5.4

23.2

22.6

31.9

39.4

134,941

128,158

6,783

5,247

100.0

95.0

5.0

3.9

11.2

10.7

22.1

30.2

資料:IPA「 情報処理産業経営実態調査」

'
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2-2-8表1978年 度 における都道府 県別事業所数、従業者数、年間売上高、1事 業所当たり従業者数 ・年間売

上高、従業者1人 当た り年間売上高

1事'業 所 当 た り 従業者1人 当た
・都道府県別 事 業所 数 従 業 者 数 年間売上高 従 業者 数 年間売上高

り年間 売上 高

(人) (百万円) .(人) (万円) (万円)

北 海 道 46 1,288 7,174 28 15,595 557

青 森 4 119 623 30 15,571 523

岩 手 5 249 1,119 50 22,370 449

宮 城 24 911 6,024 38. 25,100 661

秋 田 7 194 1,151 28 16,440 593

山 形 7 223 1,025 32 14,648 460

福 島 16 422 1,688 26 10,552 400

茨 城 11 450 2,089 41 18,995 464

栃 木 6 247 1,382 41 23,031 559

群 馬 13 768 3,221 59 24,777 419

埼 玉 36 1,059 4,389 29 12,192 414

千 葉 21 592 2,664 28 12,684 450

東 京 735 39,540 252,384 54 34,338 638

神 奈 川 94 6,067 42,410 65 45,117 699

新 潟 20 750 3,512 38 17,558 468

山 梨 7 212 868 30 12,399 409

長 野 23 900 3,921 39 17,046 436

静 岡 23 704, 2,698 31 11,731 383

富 山 12 504 2,555 42 21,294 507

石 川 13 490 2,093 38 16,101 427

岐 阜 14 260 1,184 19 8,455 455

愛 知 93 3,412 19,640 37 21,ll8 576

三 重 4 162 886 41 22,138 547

福 井 9 369 1,576 41 17,512 427

滋 賀 10 293 825 29 8,251 282

京 都 19 840 3,945 44 20,761 470

大 阪 171 8,669 52,086 51 30,460 601

兵 庫 25 1,178 6,669 47 26,677 566

奈 良 へ 1 X X X X X

和 歌 山 2 x X X X 5x

鳥 取 4 110 550 28 13,752 500

島 根 7 108 723 15 10,324 669

岡 山 15 712 3,538 47 23,587 497

広 島 43 1,307 6,365 30 14,803 487

山 口 14 384 1,950 27 13,930 508

徳 島 5 88 546 18 10,911 620

香 川 8 246 1,196 31 14,945 486

愛 媛 10 305 1,464 31 14,638 480

高 知 14 251 1,103 18 7,881 440

福 岡 42 1,428 7,145 34 17,012 500

佐 賀 4 114 315 29 7,879 276

長 崎 6 176 673 29 11,222 383

熊 本 13 320 1,402 25 10,782 438

大 分 4 152 731 38 18,277 481

宮 崎 5 183 1,105 37 22,094 604

鹿 児 島 4 176 780 44 19,508 443

沖 縄 3 118 645 39 21,510 547

資料:特 定 サービス業実態調査報告書
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2-2-・3図 情報サービス業従業者数の職種別割合

研 究 員

そ の 他

管 理 部 門

オ ペ レ ー タ ー

シ ステ ム

エ ン ジニ ア

プ ロ グ ラ マ ー

キ ー パ ン チ ャ ー

10 20 30%

2-2-9表 情報サー ビス業の職種別、男女別従業者数及び構成比(年 次別)

区
実 数(人) 構 成 比(%)

分
1977年 1978年 1973年 1974年 1975年 1976年 1977年 1978年

事 業 所 数 1,640 1,672 一 一 一 一 一 一

情業

聾務
計 71,641 77,087 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

個人事業主家族従業者又は有給役員 4,013 4,711 5.9 6.0 5.1 4.8 5.6 6.1

と部
ス 門 常 時 雇 用 従 事 者 67,628 72,376 94.1 94.0 94.9 95.2 94.4 93.9

計 71,641 77,087 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

職
管 理 部 門 9,444 9,723 11.8 12.2 12.5 12.7 13.2 12.6

研 究 員 1,976 2,176 3.3 3.4 3.2 3.2 2.8 2.8

種
シ ス テ ム エ ン ジ ニ ア 9,397 10,359 11.2 11.0 ll.5 ll.9 13.1 13.4

プ ロ グ ラ マ ー 13,940 15,003 18.1 17.9 19.0 19.5 19.4 19.5

別
オ ペ レ ー タ ー 9,281 9,820 12.0 12.4 12.9 13.3 13.0 12.7

キ ー パ ン'チ ャ ー 18,655 20,341 29.7 29.9 27.6 27.6 26.0 26.4

そ の 他 8,948 9,665 13.9 13.2 13.3 ll.8 12.5 12.6

男 計 71,641 77,087 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

女 男 44,516 47,374 58.0 57.8 60.8 60.9 62.1 61.5

別 女 27,125

1
29,713 42.0 , 42.2 39.2 39.1 37.9 38.5

資料:特 定サービス業実態調査報告
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タ イ ム販 売 の 占 め る比 率 が減 少 して お り、 ソ フ トウ ェ ア 開発 ・プ ロ グ ラ ム作 成 の 占め る比 率 が 上昇

して い る(2-2-10表 参 照)。

2-2-10表 情報 サービス業務の種 類別年間売上高及び構成比(年 次別)

その他の ソフトウェア カ ー ド マ シン タ 情報提供

年 次 事務所数 計 事務計算 開発 ・プロ 要員派遣 各種調査 そ の 他

計 算 グラム作成 パ ン チ イム販売 サー ビス

年_
1973

1974

1,105

1,322

167,163

245,264

61,161

88,191

9,261

11,623

21,647

35,168

22,348

33,537

11,803

14,137

12,081

18,569、

7,620

13,046

13,761

23,542

7,480

7,451

間百

売万

上円
占)

1975

1976

1977

1,276

1,276

1,640

275,090

306,969

412,581

88,936

105,704

123,927

14,629

12,678

14,650

42,082

46,990

77,307

41,214

42,589

55,410

13,790

16,317

17,348

24,457

32,469

52,564

14,376

12,057

23,811

22,237

25,123

31,148

13,371

13,042

16,415

局
1978 1,672 460,242 135,311 19,330 88,826 61,212 11,966 66,735 27,154 31,296 18,410

1973 一 100.0 36.6 5.5 12.9 13.4 7.1 7.2 4.6 8.2 4.5

構
1974 一 100.0 36.0 4.7 14.3 13.7 5.8 7.6 5.3 9.6 3.0

成
1975 一 100.0 32.3 5.3 15.3 15.0 5.0 8.9 52 8.1 4.9

比
1976 一 100.0 34.5 4.1 15.3 13.9 5.3 10.6 3.9 8.2 4.2

(

% 1977 一 100.0 30.0 3.6 18.7 13.4 4.2 12.7 5.8 7.6 4.0

)

1978 一 100.0 29.4 4.2 19.3 13.3 2.6 14.5 5.9 6.8 4.0

資料:通 産省編「特定サービス業実態調査報告書」
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第3章 諸外 国の動向

1ア メ リカの情報 産 業

/

A1979年 における主要本体メーカーの実績

ア メ リカ系 主 要 コ ン ピ ュ ー タ本 体 メ ー カ ー各 社 の1979年 決 算 は2-3-1表 の と お りで あ る
。I

BMを 除 け ば 、1979年 は 各 社 と も順 調 な推 移 を示 した 。各 社 の 連 結 決 算 で な く、情 報 処 理 関 連部 門

だ け を取 り上 げ て み る と、 その 伸 び は よ り著 しい も の と な る。 中 で もCDCの コ ン ピュ ー タ 部 門 の

純 利 益 は 、 前 年 比71%増 と い う大 幅 増 益 を達 成 して い る。

な お 、NCRは 前 年 に 比 べ 純 益 が8,300万 ドル減 少 し て い るが 、 こ れ は1978年 の純 益 に ア ップ ル

トン ・ペ ー パ ー部 門 の 売 却 益 を含 め て い る た め で 、営 業 利 益 で み る と前 年 比21%増 と な って い る
。

2-3--1表

ア メ リカ系主 要 本体

メー カ ーの1979年 決

算 状 況

2-3-2表

ア メ リ カ系 メ ー カー

の汎 用 コン ピュ ー タ

出荷 状 況(世 界 市 場)

メ ー カ ー 売 上(100万 ドル)
情報処理関連収入

(推定含)畑0万 ドル)
純益(100万 ドル) 1株当たり純益(ドル)

Amdahl 299 299 17 1.02

Burroughs 2,831 2,376 306 7.45

CDC 3,250 2,273 124 7.20

Honeywell 4,209 1,453 260 ll.89

IBM 22,860 18,338 3,010 5.16

NCR 3,003 2,634 235 8.78

Sperry(Univac) 4,586 2,316 259 7.24

1978年 出荷 1979年 出荷
メ ー カ ー

金額(100万 ドル) 比率(%) 金額(100万 ドル) 比率(%)

IBM 9,525 66.6 10,370 65.6

NAS 350 2.5 180 1.1

Amdahl 315 2.2 365 2.3

Magnuson 一 『 15 0.1

PC周 辺機器
700 4.9 850 5.4

小 計 10,890 76.2 11,780 74.5

SR》rry(Univac) 950 6.6 1,300 8.2

HIS 820 5.7 1,080 6.8

Burroughs 750 5.3 850 5.4

CDC 340 2.4 240 1.5

NCR 320 2.2 390 2.5

DEC 190 1.3 130 0.8

その他 40 0.3 45 0.3

小 計 3,410 23.8 4,035 25.5

合 計 14,300 100.0 15,815 100.0
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1BM4300シ リー ズ に よ り、い わ ゆ るプ ラ グ'コ ンパ テ ィブ ルCPUサ プ ラ イ ヤ ー は 少 な か らぬ 影 響

を受 け た が 、汎 用 コ ン ピュ ー タ全 体 と して の 出 荷 は2-3-2表 に示 した よ うに 、順 調 な伸 び を示

して い る。

また 、2-3-3表 お よ び2-3-4表 に示 した よ うに 、SBC(ス モ ー ル ・ビジネス ・コ ン ピュー

タ)や ミニ コ ン ピュ ー タは 、汎 用 コ ン ピュ ー タ を上 回 る伸 び を続 け て い る。

、

BIBMの 動 向

1979年 のIBMの 動 向 で最 大 の 出来 事 は 、4300シ リー ズ(Eシ リー ズ)の 発 表 で あ る。1月30日

(日 本 で は3月1日)に 発 表 され た この4300シ リー ズ(4331,4331プ ロ セ ッサ)は 、64Kビ ッ ト/

チ ップ ・メ モ リお』よ び 高 密 度 論 理 回路 の搭 載 等 と い う技 術 的側 面 は も ち ろ ん 、単 純 比 較 で 従 来機 種 に

比 べ 約8倍(実 質 的 には4倍 とも い わ れ る)の コ ス ト・パ フ ォー マ ンス を持 つ とい う点 で 、 業 界 を根

底 か ら揺 さぶ る よ うな衝 撃 波 を発 す る もの で あ った 。

っ ま り、他 社 も業 界 の リー ダ ー が打 ち立 て た この コス ト・パ フ ォー マ ン ス線 上 で戦 わ ざ る を得 な く

な っ た の で あ る。確 か に ロー コ ス ト/ハ イパ フ ォー マ ンス製 品 の提 供 に よ っ て、 需 要 喚 起 そ し て市

2-3-3表 ア メ リカ系 メ ーカ ー に よ るSBC出 荷状 況 推移(予 測) (単位:100万 ドル)

1975 1976 1977 1978 1979 1980 1881 1982 1983

出荷金額
国 内 7,900 14,800 22,100 26,400 36,200 41,800 50,200 59,800 69,100

海 外
合 計

2,700

10,600

7,600

22,400

11,400

33,500

15,700

42,100

24,000

60,200

28,800

70,600

35,000

85,200

35,000

102,100

49,500

118,600

出荷金額
国 内 300 580 850 1,140 1,620 1,840 2,210 2630

,
3,110

海 外 100 300 450 ,650 990 1,150 1,400 1,690 2,030

合 計 400 880 1,300 1,790 2,610 2,990 3,610 4,320 5,140

2-3-4表

ア メ リカ系 メ ーカ ー

に よる ミニ コ ン ピ ュ

ー タ出荷 状 況(全 世

界)

ミニ コ ン収 入(100万 ドル) 台 数(台)
メ ー カ ー

1978年 1979年 1978年 1979年

DigitalEquipment 1,420 1,850 47,500 55,000

Hewlett・Packard 535 750 7,450 9,300

DataGenera1 410 540 13,500 15,750

HIS 180 290 2,000 3,100

IBM 80 240 2800, 7,000

Prime 94 153 670 1,030

Perkin-Elmer 113 140 2,100 1,770

Texasbstr画ents 110 130 6,000 7,380

GeneralAutomation 111 113 3,760 4,325

Micr(data 76 95 1,500 1,180

Modcomp 65 72 830 500

SEL 58 71 360 450

Univac 50 68 1,550 1,225

ComputerAuωmation 68 68 6,000 6,550

Tandem 31 66 220 465

Harris 43 53 230 235

他 206 201 7,030 6,740

合 計 3,650 4,900 103,500 122,000
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場 拡 大 と い うメ リ ッ トは得 られ るが 、 同 時 に そ れ は量 販 に成 功 し なけ れ ば 収 益 力の低 下 を も た らす

もの なの で あ る。

他 社 も も ちろ ん 、この コ ス ト・フパ ォーマ ンス ・カー ブ に沿 っ た4300対 抗 機 を続 々 と発 表 し、少 な か

らぬ受 注 に成 功 した が 、IBM4300の 受注 は そ れ ら とは ケ タ違 いの 強 さ を発 揮 した。 しか しこの 大 量

受 注 は 、IBM自 身 に も大 きな影 響 を もた ら した。

4300大 量 受 注 に加 え、1978年10月 に発 表 され た81001青 報 シス テ ム そ して開 発 上 の 問題 か ら、 出荷

予 定 が大 幅 に延期 され た シス テ ム/38で も大 量 の 受 注 を か か えて いた た め 、生 産 体 制 の 整備 が緊 急

課 題 とな って 浮 上 した。

ま た 、次 期 大 型 機 シ リー ズ 、"H"の 発 表 を期 待 しての ユ ー ザ ー の 買 い控 え(レ ン タル/リ ー ス

指 向)傾 向 は 、 レ ン タル/リ ー ス 資 金 の 増 大 を もた ら した。Hシ リー ズ の 開 発 生 産 体 制 へ の投 資 の

必 要 性 、 さ ら に着 実 に進 行 す る イ ンフ レと い っ た外 部 要 因 もあ っ た こ と は言 うま で も な い。

こ う した さ ま ざま の要 因 が相 ま っ て、IBMは1979年 第2回 半 期 か ら3期 連 続 減 益 、 年 間 で も3.2

%の 減 益 と い う異 例 の決 算 を発 表 す る こ と に な った 。 さ らに 、銀 行(団)か らの借 り入 れ や社 債 の

発 行 な どの 資 金確 保 策 も次 々 と行 わ れ 、12月 に は そ れ ま で の新 製 品 に よ る ロ ー コ ス ト/ハ イパ フ ォ

ー マ ンス 化 戦 略 か ら一 転 して 、4300を 含 む ほ とん どの 製 品 、 サ ー ビ スの 値 上 げ とい う注 目 す べ き動

き を見 せ た 。

し か しな が らこ れ ら を も っ て、1g80年 代 のIBMの 凋 落 を予 想 す るの は 早 計 す ぎる。 借 り入 れ 、値

上 げ 等 の 一 連 の財 務 戦 略 は 、 一 貫 してIBMの 経 営 基 盤 を よ り強 固 に す る ため の も の だ か らだ。 この

間 同 時 に進 め られ て きた販 売 ・保 守 体 制 の 整備 に も 目 を向 け る必要 が あ る。IBMは 、汎 用 機 か ら小型

/端 末機 そ して オフ ィス ・オー トメ ー シ ョ ン関連 製 品 に至 る一 連 の マ ス プ ロ ダ ク シ ョン/マ ス セ ー ル

ス戦 略 を展 開 して い るの で あ る。 こ れ は 、"パ イの 拡 大"だ け に と どま らず 、"IBMの シ ェ ア の拡

大"に もつ な が る もの で あ る。

Cそ の 他 主 要 メ ー カ ー の 動 向

Burroughsは ポ ス ト ・ミラ ビ ト(会長)体 制 へ 向 け ての 組 織 再 編 が注 目 され る。 これ は1980年3月

に な っ て 、次 期 会 長 と して ブ ル メ ンソ ー ル前 財 務 長 官 を副会 長 職 に迎 え る と い う大 物 人 事 とな って

結 実 した。

製 品 戦 略 で は 、IBM4300対 抗 と してB2930、3950を 発 表 、"900"フ ァ ミ リー時 代 に入 っ た こ と

が特 筆 され る。

CDCは 、100MIPS(1MIPS=100万 イ ンス トラ ク シ ョ ン/秒)の 性 能 を持 つ スーパ ー ・コ ンピュ

ー タCyber203を 発 表 した こ とや
、Cyber170ラ イ ン に シ リー ズ700と して4モ デ ル を発 表 し、Cyb-

er170の 中 ・下 位 ライ ン を一 新 す る と と もにIBM4300対 抗 を打 ち出 した こ とな ど、一 連 の 新 機 種 発
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表 を行 っ た 。 この 他 注 目 され るの は 、 ス ーパ ー ・コ ン ピ ュ ー タ ・セ ン ター の 開 設 を含 む 日本 市場 へ

の 一 大 テ コ入 れ 策 で あ る。

HIS(HoneywellInformationSystems)の1979年 戦 略 の 最 大 の ポ イ ン トは 、10月 に発 表 され

たDPS8シ リー ズ で あ る。 こ れ は、DPS8/20、8/44、8/52、8/70の4モ デ ル か ら成 る も

の で 、IBM4331の2倍 か ら3033MP近 くま で の パ フ ォ ー マ ンス ・レ ン ジ を持 つ と い う大 型 シス テ ム。

そ の 高 い コス ト ・パ フ ォー マ ンス も さ る こ と な が ら、 同 時 に発 表 され た新 オペ レ ー テ ィ ン グ ・シ

ス テ ムGCOS8と 合 わせ てのDSE(DistributedSystemsEnvironment)思 想 の実 現 が 評 価 さ

れ て い る。 また 、 レベ ル6ミ ニ コ ン ピ ュ ー タの 好 調 な伸 び も注 目 され る。

NCRの 動 向 で ま ず第 一 に挙 げ られ るの は 、IBM4300対 抗 を うた っ たV-8500Mシ リー ズ の発 表 。

こ のMシ リー ズ で は 、 同 一機 種 だ け で な く、 異 な っ た機 種 で もマ ル チ ・プ ロ セ ッサ構 成 を採 れ る よ

う に な った の が特 徴 で あ る。 この よ うに 、市 場 動 向へ の 迅 速 な対 応 が で き る よ うに な っ たNCRだ

っ た が 、 一 方 社 内 で の半 導 体 供 給 能 力 の 不 足 の 結 果 、 製 品 出荷 に影 響 を きた す と い っ た事 態 も露 呈

した。 この 問題 は1980年 上 半 期 実績 に お・い て も悪 影 響 を及 ぼ して い る。

Univacの 動 きは 、1100/60の 発 表 に集 約 され よ う。 こ れ は1100/10、20、40の 後 継機 と な る も

の で 、 一応IBM4300対 抗 と い う こ と もで きる 。 しか し、Vanguard(先 駆 者)と い う別 名 が示 す よ

う に、 特 定機 種 へ の対 応 とい う ワ ク を越 えた 画期 的 な マ シ ンと い うこ とが で き る。

つ ま り、 商 用 版 汎 用機 と して は初 め て マル チ ・マ イ クロ ・プ ロセ ッサ ー 方式 の ハ ー ドウ ェ ア ・アー

キ テ クチ ュ ア を採 用 し た と い う こ と だ 。 これ に よ り、処 理 の ス ピー ド ・ア ッ プ と装 置 に冗 長性 を

持 た せ なが らの 信 頼 性 向 上 とい う、 い わ ば相 反 した シス テ ム が価 格 を上 げ ず に実 現 され て い る。

プ ラ グ ・コ ンパ テ ィブ ルCPUベ ン ダー(PCMV)に と っ て、1979年 は惨 憺 た る年 で あ っ た 。 ブ

ラ コ ンCPUの 台 頭 に手 を焼 い たIBMは 、 メ モ リー 、CPUの 矢 継 ぎば や の値 下 げ、OSの 一 部 有 償

化 とマ イ ク ロ コ ー ド化 の 推 進 な ど に よ りPCMVに 対 す る反 撃 を開 始 し、 さ らに4300の 発 表 で"IB

M機 と同 等 性 能 マ シ ンをIBMよ り低 価 格 で"と い うブ ラ コ ン ・ビ ジネ ス の 存 立 基 盤 そ の もの をゆ る

が した の で あ る。

こ う した結 果 、壊 滅 的 な打 撃 を受 け た の がItelで 、1979年10月 に は遂 にデ ー タ ・プ ロ ダ ク ツ ・グ ル

ー プ のNS(NationalSemiconductor)へ の 移 譲 と い う形 で コ ン ピュ ー タ事 業 か ら撤 退 す る と い

う最 悪 の結 末 を迎 え た。PCMVの パ イ オ ニ ア 、Ambah1も 対 前 年 度 比6.6%の 減 収 、64.6%の 大 幅

減 益 と い う決 算 に終 わ っ た。

た だ 、IBM4300の 大 量 受 注 に よ る出荷 待 ちの た め ブ ラ コ ンCPUに 乗 り換 える ユ ー ザ ー も出 て き

て お り、1980年 に入 っ て か ら息 を吹 き返 しつ つ あ るPCMVも 出 て きて い る。
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Dコ ン ピュー タ ・サー ビス産 業の 動 向

ア メ リカ に お け る コ ン ピ ュー タ ・サ ー ビス産 業 は 、1979年 には 前 年 比17%増 で つ い に100億 ドル

を突 破 した 。2-3-5表 に示 した よ うに 、1978年 に87億 ドル の 売 り上 げ で あ った もの が、1979年

に は102億 ドル に達 し、 そ の 後 年 間 平 均19%の 伸 び で1984年 に は1979年 の2倍 以 上 、242億 ドル に

達 す る もの と予 測 され る。

特 に ソ フ トウ ェ ア ・パ ッケ ー ジに お け る ビ ジネ ス が 、再 び大 き な ブー ム を見 せ始 め 、 今後 の この

業 界 で の キ ー ・イ ンダ ス トリー と な る もの と期 待 され て い る。

最 近 の コ ン ピ ュ ー タ ・サ ー ビス ・ベ ン ダ ー の動 向 で話 題 に な って い る もの をい くつ か ひ ろ うと 、

まず ユ ー ザ ー に対 す るハ ー ドウ ェ ア ・サ ー ビス と い う こ とが あげ られ る。

サ ー ビス ・ベ ンダ ー が ユ ー ザ ー に対 してハ ー ドウ ェ ア を提 供 す る と い うこ とは 数 年 来 行 わ れ て き

た が 、 この 傾 向 は ます ます 強 く な りつ つ あ る。例 と して はADPのOnsite、GEのMarkLink、Sha-

redMedicalSystemsのActionシ ス テ ム 、McAutのPatientCareSystem、NCSSの3200な ど

が あ げ られ る。

2-3-5表 モー ド別,タ イプ別 コ ンピ ュー タ ・サ ー ビ ス分 野 に対 す るユ ーザ ー支 出 動向(単 位:leo万 ドル)

コ ン ピ ュ ー タ ・サ ー ビ ス
1978 1979

成 長 率

79/78比
1980 1981 1982 1983 1984

平均 年間成 長 率

84/79比モ ー ド タ イ プ

オ ン ラ イ ン ・

サ ー ビ ス

一 般 事 務 390 480 21% 580 690 840 1,000 1,190 20%

科 学 技 術 300 340 13 390 460 540 630 730 16

業 界 専 用 1,320 1,610 22 1,980 2,410 2,950 3,610 4,410 22

ユ ー テ ィ リテ ィ 640 760 18 900 1,090 1,310 1,550 1,840 20

計 2,650 3,190 20 3,850 4,650 5,640 6,790 8,170 21

フ ァシ リテ ィ ・

マ ネ ジ メ ン ト

一 般 事 務 一 一 一 一 一 一 一 一 一

科 学 技 術 100 110 6 120 130 140 150 160 8

業 界 専 用 840 960 15 1,110 1,270 1,470 1,680 1,920 15

ユ ー テ ィ リ テ ィ 210 250 18 280 330 390 450 520 16

計 1,150 1,320 15 1,510 1,730 2,000 2,280 2,600 15

バ ッ チ

一 般 事 務 690 750 9 840 950 1,060 1,200 1,360 13

科 学 技 術 90 100 3 100 100 100 100 100 0

業 界 専 用 1,060 1,150 9 1,290 1,390 1,490 1,570 1,660 8

ユ ー テ ィ リ テ ィ 350 370 7 380 390 400 400 410 2

計 2,190 2,370 9 2,610 2,830 3,050 3,270 3,530 8

処 理 サ ー ビス

一 般 事 務 1,080 1,230 13 1,420 1,640 1,900 2,200 2,550 16

科 学 技 術 490 550 10 610 690 780 880 990 13

業 界 専 用 3,220 3,720 16 4,380 5,070 5,910 6,860 7,990 16

ユ ー テ ィ リ テ ィ 1,200 1,380 15 1,560 1,810 2,100 2,400 2,770 15

計'
5,990 6,880 15 7,970 9,210 10,690 12,340 14,300 16

ソ フ トウェ ア ・

パ ッ ケ ー ジ

シ ス テ ム 760 980 29 1,280 1,680 2,210 2,950 3,950 32

アプ リケーション 590 720 23 890 1,100 1,370 1,720 2,160 24

計 1,350 1,700 26 2,170 2,780 3,580 4,670 6,110 29

専 門 サ ー ビ ス 1,370 1,620 18 1,920 2,270 2,700 3,200 3,800 19

合 計18,710 10,200 17% 12,060 14,260 16,970 20,210 24,210 19%

資料:INPUTComputerServicelndustry
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デ ー タベ ー ス ・マ ネ ジ メ ン ト ・シ ス テ ムの 分 野 の動 き と して は 、ComputerResourcesがHP

3000用 と してIMS/3000を 提 供 した こ と 、IntelがMRISystems社 を吸 収 合 併 し、フ ァ ー ム ウ ェ

ア をベ ー ス と したDBMSを 提 供 しよ う と し て い る こ と な どが あげ られ る。

ま た 、InfodataSystems社 がIBM4300用 の 分 散 デ ー タベ ー ス/IMSと し てIQ/netを 発 表 した

こ と、MathematicaがNCSS3200用RAMISIIを 開 発 した こ と、SoftwareAGがDBMS、ADAB

ASな どの オ ン ラ イ ン ・メ ンテ ナ ンス ・サ ー ビス 計 画 を発 表 した こ と な ど も注 目 され て い る。

企 業 の吸 収 合 併 は1979年 も盛 ん に行 わ れ た が 、 最 も話題 を呼 ん だ の は 、大 手 出 版 会 社 で あ るMc-

GrawHill社 がDataResources社(DRI)を 糸勺1億 ドル で買 収 した こ と と、 大 手 金 融 情 報 サ ー

ビス会 社 で あ るDunandBradstreet社 がNationalCSSを1億5,000万 ドル で吸 収 した こ とで あ

る。

他 企 業 の 吸 収 合 併 で名 高 いADPは 、1979年 に お い て 、 中小 と りまぜ3社 の 合 併 を展 開 した。 こ

の 他 の 主 な吸 収 合 併 で は 、ReynoldsandReynoldsに よ るAccumation社 の 吸 収 、EDSに よ る

EMSIndustries社 お よ びItelの デ ー タ ・サ ー ビス部 門 の か な りの部 分 の 買 収 な どが あげ られ る。

E電 気通信分野の動向

1978年 にAT&Tが 発 表 したACS(AdvancedCommunicationsService)は 、 異 機 種 間 接 続

の サ ポ ー トを特 徴 とす る公 衆 デ ィ ジ タル ・デ ー タ通 信 網 で あ るが 、 こ れ が発 表 され て 以 来AT&T

に対 す る風 当 た りは か な り厳 し く、 コ ンピ ュ ー タ業 界 や その他 の 通 信 サ ー ビス 会社 な ど か ら数 多 く

の反 対 論 がFCC(連 邦 通 信 委 員 会)の も と に よ せ られ た。

通信 そ して情 報 処 理 業 界 に大 き な論 争 を巻 き起 したACSで は あ っ た が 、1979年2月 、AT&Tは 、

1979年10月 の サ ー ビス 開始 予 定 を、 予 期 す る こ と の で き な か っ た ソ フ トウ ェ ア開 発 上 の 問題 の た め

延 期 す る と発 表 した。 そ して1979年10月26日 、 つ い に ソ フ トウ ェ ア の み な らず ハ ー ドウ ェ ア上 の 問

題 か ら も その 開 始 を延 期 せ ざ る を得 な い と発 表 、 当 初 のFCCへ の 申 請 も取 り下 げ る こ と と した 。

ACSの 遅 れ に伴 い、AT&Tは そ の 間 ユ ー ザ ー調 査 を実 施 して ゆ く予 定 だ と い う。 い ず れ再 度 申

請 され る こ と に な ろ うが 、AT&Tは 価 格 、 機 能 、・実 施 時 期 な ど につ い て何 も明 ら か に して い な い。

IBMとComsatGeneralそ してAetnaLife&Casualtyの 合 弁 会 社SBS(SatelliteBussi-

nessSystem)は 、1981年 の サ ー ビ ス開 始 を目標 に 着 々 と準 備 を進 め て い るが 、衛 星 打 ち上 げ に 予

定 して い た スペ ー ス ・シ ャ トルの 計 画 が遅 れ て い る た め 、 衛 星 は よ り高価 と な る デ ル タ型 ロ ケ ッ ト

・を使 っ て打 ち上 げ られ る こ と に な っ て い る。 新 サ ー ビス の 料 金 体 系 は 、1980年 半 ば以 降 に決 定 さ れ

る予 定 。

Xeroxは 、1978年 に発 表 したXTEN(XeroxTelecommunicationsNetwork)サ ー ビス の 実

現 へ 向 け 、 そ の た め の 子 会 社Xtenを 設 立 、6月 初 め には 首脳 人 事 が 明 ら か に さ れ た。11月 に は 、
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FCCか ら国際記録通信業者WUIの 買収の認可 を得、Xeroxの 通信分野進出への肉づけが出来上が

った。

1934年 通信法の改正 をめぐる動 きとしては、1979年 においても、下院通信小委員会のヴォンディ

アリン委員長とフレイ議員による第2次 修正案、上院通信小委員会のゴール ドウォーター議員案、

同ホ リングス小委員長案などが上程 され審議 されたが、いずれも可決成立 には至っていない。通信

法改正 をめぐる論議 は、1980年 に入っても引 き続 き行われている。

FCCは1980年4月7日 になって、第2次 コンピュータ/通 信調査の最終裁定 を下 した。 その骨

子は、①1982年3月 から規制は音声 と非音声の基本通信サービスのみとする ②通常の電話器を含

むすべての宅内機器は規制の対象外 とする ③AT&TとGT&Eが 非規制分野のビジネスを行 う場

合は、分離子会社を通 じて行わなければならない、などである。裁定にはかなりドラスティックな

点が含まれており、各方面に大 きな波紋を起こしている。またこれは、通信法改正法案審議の行方

にも少なからぬ影響 を与えることになろ う。

2ヨ ー ロ ッパ主 要3カ 国 の コ ンピュー タ産 業 の動 向

Aイ ギ リス 新生lCLの スタ ー ト

イ ギ リス唯 一 の 国 産 メ イ ン フ レー ム ・メ ー カーICLは 、① 政 府 助 成 金 な し(1976年 で打 ち切 り)、

② 企 業 庁 の株 式 放 出(1980年)と 、 名 実 共 に独 立 路 線 を歩 み 始 め た 。2900シ リー ズの 一 連 の強 化 も

完 了 し、 ハ ドソ ン会 長 の 辞 任 に伴 う クロ ス/ハ ドソ ン体 制(1972年 ～1980年)の 解 消 と、1980年 代

は い よ い よ新 生ICLの ス ター トとな る。

そ の他 の 分野 で は 特 に見 るべ き動 きは な か っ た が 、 む しろ ソ フ ト ・パ ッケ ー ジや オ フ ィス ・オ ー

トメ ー シ ョ ン な ど、 政 府施 策 に対 応 した民 間 企 業 の動 向 が 表 面 化 した。 た と えばLogicaは ワー ド・

フ.ロセ ッサ ー の子 会 社 を新 設 してNEXOSの 第1号 メ ンバ ー と な っ た。

コ ン ピ ュー タの 設 置状 況 に関 す るデ ー タ と して は 、 イギ リス のPedderAssociates社 の 調 査(第

6回)と 、ア メ リ カの 調 査 会 社IDCの 統 計 が あ る。Pedderに よ れ ば 、1978年 末 の 総 設 置 台 数 は83,537

台(前 年比12,237台 増)、こ の う ち汎 用 コ ン ピュ ー タは8,634台 。設 備 金 額 は 全 体 で33億5,600万 ポ ンド、

汎 用 コ ン ピ ュー タが29億7,100万 ポ ン ド。IDCに よ れ ば、1978年 末 の 汎 用 設 置 ベ ー ス は8,018台 、金 額

に して57億7,600万 ドルで あ る。

メ ー カー 別 シ ェ ア につ い て は 、 詳細 な デ ー タ を入 手 して な い。 しか し、 イ ギ リスの 場 合 、ICLの

健 闘 に よ って 、IBM/ICL両 社 が市 場 の か な りの部 分 を占 有 して しま っ て い る。 ちな み に 、Pedder

調 査 に よ る と、25万 ～100万 ポ ン ドの 汎 用機 市 場 で は 、IBM31.2%、ICL48.3%(全 額 ベ ー ス)、100万
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ポ ン ド以 上 の シス テ ム で はIBM50%強 、ICL17.2%と い ず れ も 両社 で70%前 後 を占 め て い る。

2-3-6表

ICL社 の1979年 度

業 績

1979年 度 1978年 度 伸 び率(%)

総 売 上 高 624.1 509.4 22

海 外・市 場 売 上 高 295.4 259.2 14

税 引 前 利 益 45.7 37.5 22

税 引 後 利 益 34.5 26.8

従 業 員 数 34,480 33,978

要 員1人 当 り 売 上 高 18,100 15,100 20

1株 当 り 売 上 高 102.79 79,429

(注)単 位 は,総 売上 高～純益 は100万 ポ ン ド,

要員1人 当 り売上 高 はポ ン ド,1株 当 り売 上高 はペ ンス

2-3-7表

ICLの 業績 分折

1979 1978

1①0万ポ ン ド % 100万ポ ン ド %

売

上

分

折

売 り 切 り

リ ー ス 会 社 へ の 販 売

イ ギ リ ス 内

海 外

レ ン タ ル お よ び サ ー ビ ス

267.5

42.6

43.4

86.0

270.6

624.1

42.9

6.8

7.O

l3.8

43.3

100.0

212.4

27.7

35.8

63.5

233.5

509.4

41.7

5.5

7.O

l2.5

45.8

100.0

地

域

別

分

折

EC(イ ギ リ ス 除 く)

EC域 外

ア フ リ カ

アジ ア,オ ー ス トラ レー シ ア

ア メ リ カ

イ ギ リ ス 内

122.7

47.4

170.1

50.6

59.3

15.4

295.4

328.7

624ユ

19.7

7.6

27.3

8.1

9.5

2.4

47.3

52.7

100.0

93.7

39.2

133.1

49.6

60.6

15.9

259.2

250.2

509.4
・

18.4

7.7

26.1

9.8

11.9

3.1

50.9

49.1

100.0

2-3-8表

イギ リス の コ ン ピ ュ

ー タ ・サ ー ビ ス市 場

サ ビ ー ス 分 野
売 上 高(1978)

100万 ドル 比率(%)

コ'ン ピ ュ ー タ処 理

バ ッ テ

リ ー モ ト

フ ァ シ リ テ ィ ・マ ネ ジ メ ン ト

200.3
199.6
31.4

26.0

25.9

4.1

プ ロ フ ェ ッ シ ョ ナ ル ・サ ー ビ ス ・

コ ン サ ル テ ィ ン グ

シ ス テ ム ・イ ン プ リ メ ン テ ー シ ョ』ン

ソ フ トウ ェ ア ・パ ッケ ー ジ

タ ー ン キ ー ・ シ ス テ ム ズ

206.9

65.6

41.2

26.8
8.5

5.3

そ の 他

エ クイ ップ メ ン ト・サポー ト・サ ー ビス 26.0 3.4

合 計 771.0 100

資 料:QuantumScienceMAPTEKEuropel979
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2-3-9表

イギ リス の サ ー ビス

会 社 トップ10

順位 △ 社 名 サ ー ビ ス 分 野 売上規模
貰

CPSPSSFM (100万 ドル)

1 IBM XXXXXX G
2 BOC XXXXXX G
3 SCICON XXXXXXX G
4 DATASKIL XXXX F
5 CENTRE・FILE XXX E
6 COMSHARE XX D
7 LOGICA XX D
8 GEISCO XX D
9 CAP XXX D
10 BARIC XXXX D

① 注:サ ービス分野;CP
SP:ソ フ トウェ ア
SS:ソ フ トウェ ア

FM:フ ァシリテ ィ

② 注:売 上 高規模;D:$
F:$30～40M,G

リモー トあ るいはパ ッチ処理
パ ッケ ージ,

サー ビス
マネ ジメ ン ト

5～20M,E:$20～30M,

$40～60M資 料QuantumScienceMAPTEKEurope1979

Bフ ランス CII-HBも 助 成金 離 れ

コ ン ピ ュー タ業 界 に お け る フ ラ ン ス政 府 最 後 の そ して唯 一 の 切 り札 と言 わ れ るCII-HB社 は 、総

額40億5,000万 フ ラ ン に 上 る政 府 の 買 付 保 障 を は じめ 、強 力 な政 府 の支 援 の も と に ヨ ー ロ ッ パ を

代 表 す る メ イ ン フ レ ー ム ・メ ー カ ー の地 位 を保 っ た め積 極 的 な戦 略 を展 開 して い る。CII-HBは

1978年 中 に フ ラ ンス政 府 か ら総額2億1,200万 フラ ンの助 成 金 を得 、 さ ら に1979年3月 、1億 フ ラ ン

の助 成 金 を受 け た。 こ れ は合 弁 会 社 発 足 後 の4年 間 を区 切 っ て行 わ れ た 政府 助 成 金 最後 の もの で あ

る。 しか も、1979年 に は助 成 金 を差 し引 い て も大 幅 な 利 益 を計 上 す る な ど、 独 立 路線 の基 礎 固 め に

成 功 した 。

フ ラ ンスの ペ リ ・ア ン フ ォ ルマ テ ィ ッ ク(PeriIhformatique)と 称 され る分野 に は、 ミニ コ ン

ピュ ー タ お よび スモ ー ル ・ビ ジネ ス ・コ ンピ ュ ー タ(SBC)の 他 、 ター ミナ ルや マ イ クロ コ ン ビ ュ

ー汐 さ ら に周 辺 機 器 な ど 多様 な部 門 が含 ま れ る
。 フ ラ ンス の ペ リ ・ア ン フ ォ ルマ テ ィ ッ ク企 業 は 約

30社 。 この 分野 で は 政 府 支援 で発 足 した ミニ コ ン・メー カーSEMS(Soci6t6Europ6enedeMini-

InformatiqueetdeSystems)は じめ とす る業 界 統 合 も進 んで お り、SBCな らSBCと 特 定 部 門 に

限 定 して各 メー カー の得 意 分 野 に活 動 を集 中 させ て い る特 徴 が あ る

フ ラ ンス 政府 も こ の よ う に得 意 分 野 を 明確 化 で き る企 業 に優 先 的 に助 成 金 を交付 し、企 業 間 の 分

業 化 が 進 ん で い る。

コ ン ピ ュー タ ・サ ー ビス 産 業 は 、 ヨー ロ ッパ最 大 の規 模 を持 ち、 ア メ リ カ企 業 の攻 勢 を許 して い

る会 話 型TSS分 野 を の ぞ いた 分 野 で は 、フ ラ ンス企 業 が圧 倒 的 強 さ を発 揮 して い る。 ヨー ロ ッパ の

コ ン ピ ュー タ ・サ ー ビ ス会 社 大 手10社 中 の6社 ま で を 占め て い る状 況 か ら も わ か る通 り、 フ ラ ンス

に は 大規 模 なサ ー ビ ス会 社 が 多 い。 こ れ らの企 業 の 中 にはCEA(原 子 力委 員 会)か らス ピ ンオ フした

CISIやCAP/GEMINI/SOGETI,CGE系 のGSIな どが あ'る。
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2-3-10表

フラ ン スの コ ン ピ ュ
ー タ ・サ ー ビス 市場

サ ー ビ ス 分 野
売 上 高(1978)

100万 ドル 比率(%)

コ ンピ ュー タ処理

バ ッチ 433.2 32.5
リモ ー ト 274.4 20.5

、

フ ァ シ リ テ ィ ・マ 不 ジ メ ン ト 28.2 2.1

プ ロ フ ェ ッ シ ョナ ル ・サ ー ビ ス

コ ン サ ル テ ィ ン グ,シ ス テ ム ・ 269.0 20.1

イ ン プ リ メ ン テ ー シ ョ ン

ソ フ トウ ェ ア ・パ ッ ケ ー ジ 173.6 13.0
タ ー ン キ ー ・ シス テ ム ズ 112.2 8.4

その他
エ ク ィ ッ プ メ ン ト ・ サ ポ ー ト ・ 45.2 3.4
サ ー ビス

合 計 1,335.8 100

資料:QuantumScienceMAPTEKEurope1979

フ ラ ンスの コ ンピ ュ ー タ設 置 状 況 につ い て は 、SFIB(SyndicatNationaledesFalricantsd'

EensembleInformatique)の 調 査 が あ る。従 来 、フ ラ ンス の 公 式 デ ー タは 、COTTI(TheComm-

issiondudelaTransmissiondel',Information)か ら発 表 され て い る が、SFIBもCOTTIと

同 じフ ォー マ ッ トで こ れ を継 承 して い る。 同 調 査 で は 、 コ ン ピュ ー タの ク ラ ス を、 超 小 型 、小 型 、

中型 、 大 型 の4段 階 に分 け て い る。 入 手 デー タで は各 グ ラ ス の 明確 な 定 義 が不 足 して い るが 、超 小

型 を除 く小 型 ～ 大 型 が い わ ゆ る汎 用 コ ン ピ ュ ー タ と 考 え ら れ る。 これ で い くと、 汎 用 コ ン ピ ュ

ー タの設 置 台 数 は
、1979年1月 現 在1万5,000台 。 超 小 型 ま で 含 め る と3万400台 とな る。 全体 の50%

以 上 が超 小 型 と い う こ とに な る。 な お、 汎 用 コ ン ピ ュ ー タ につ い て は 、 民 間 の調 査 もあ る。 コ ン ビ」

ユ 一 夕産 業 界 の 新 聞0-1が 、 関 連 会 社LaLettreIndustieInformatiqueと 出 版/研 究 社Soredi

の 調査 をベ ー ス に ま と め た もの に よ る と、1978年 末 の 汎 用 コ ン ピ ュ ー タ設 置 台 数 は2万 台 。 この 調

査 で は 、 マ シ ン ・クラ ス をIBMモ デ ル に従 っ て 、 ク ラス1(シ ス テ ム32、34)か ら ク ラス7(370/

165以 上)に 分 け て 、メ ー カ ー 別 の シ ェ ア を出 して い る。 全 ク ラ スの メ ー カ ー 別 シ ェ ア はIBM39%

CII-HB240/oで あ る。 た だ し、 こ こ で はIBMシ ス テ ム32、34を 汎 用 の ク ラ ス1と 分類 して い る た め

SFIBよ り台 数 が 多 くな っ た と見 られ る。 ち なみ に、 クラ ス1を 除 い た 台 数 は1万3,600でSFIBデ

ー タに 近 く な る
。 な お、 ク ラ ス2～7の メー カ ー別 シ ェ ア をみ る と、IBM53%、CII-HB340/.と

な る。 なお 、 ア メ リ カの 調査 会 社 、IDCの 統 計 で は 、 工978年 末 の 汎 用 コ ン ピュ ー タ設 置 台 数 は ・1万

195台 、 金 額 に して65億3,200万 ドル で あ る。

C西 ドイツ 軌道 にの った シー メ ンス ・コ ン ピュー タ事 業

唯 一 の メ イ ン フ レー ム ・メー カ ーSiemensは 、1978年 に初 め て コ ン ピュ ー タ事 業 で利 益 を計 上 し、

1979年 も引 き続 き利 益額 を増 大 した もよ うだ 。 全 事 業 売 上 高 に 占 め る コ ン ピ ュー タ事 業 の比 率 も 、

1978年4.5%、1979年5.7%と 急 上 昇 して い る。 富 士 通 をは じめ とす る海 外 企 業 との積 極 的提 携 に よ
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る プ ロ ダ クツ ・レ ンジの 拡 充 な ど も あ っ て 、Siemensの コ ンピ ュ ー タ事 業 は、Unidata崩 壊 の シ ョ

ッ ク を乗 り越 え、 よ うや く軌 道 に乗 っ た よ うだ 。 また 、 ドイ ツチ ェ銀 行 に よ るNixdorfへ の 資本 参

加 やVolkswagenに よ るTriumph-Adlerへ の 資本 参加 な ど、ス モ ー ル ・ビ ジ ネ ス ・シス テム 分 野 の

活動 も活 発 化 して い る。 コ ン ピ ュー タ ・サ ー ビス 市場 も、 プ ンデ ス ポ ス トがパ ケ ッ ト交 換網 を は じ

め とす る新 デ ー タ網 整 備 に取 り組 ん で お り、 バ ッチ 処 理偏 重 傾 向 に変 化 が 出 て くる もの とみ られ る。

設 置 状 況 に関 す る デー タ と して は 、 ア メ リ カの 調査 会 社IDCの 統 計 が あ る。 同統 計 に よれ ば 、1978

年 末 の 設 置 台 数(汎 用 の み)は 、11,182台 、 金額 に して80億9,200万 ドルで あ る。メ ー カ ー別 シェ ア

2-3-11表

Siemensの7.500ラ

イ ン仕 様

2-3-12表

西 ドイツの コン ピ ュ
ー タ ・サ ー ビス市 場

'

モ デ ル 名 7,521 7,531 7,541

システム ・アーキテクチュア Distributed Distributed Distributed
セ ン トラル ・プロセ ッサー Integrated Integrated Pipeline

高 速 キャッシュ ・メモ リ 8KB 8KB 16KB

サ イクル ・タイム(ナ ノ秒) 2胸s/4バ イ ト 2胸s/4バ イト 2胸s/8バ イ ト

主 記 憶
.

容 量(バ イ ト) 512K-1M 512K-1.5M 2M-4M

アクセス ・タイム(ナ ノ秒) 56(hs/8バ イ ト 臨s/8バ イト 56〔hs/8バ イ ト

〈入 出 力 シス テ ム〉

イ ンチプ レーテ ッ ド ・デ ィス ク ・ア ダ プ タ ー 1 1 一

イ ンチプ レー テ ッ ド ・デ ィスプ レイ ・ア ダ プ タ ー 1(オ プション) 1 一

インチプレー テ ッ ド通 信 アダ プ ター 1け プション) 1け プション) 一

バ イ ト ・マ ル チ プ レ ク サ ー ・チ ャ ネ ル 1 1 1

ブロック ・マルチ プレクサー ・チャネル 一 一 2-5

.〈 デ
ィス ク ・ス トレッージ 〉 2-4 2-6

ドライブ/シ ステム 数 2召2/コ ントローラー

容 量(バ イ ト)
エ クスチェ ンジ プ ル ・デ ィ ス ク ・パ ッ ク ドライブ 63M,126M 63M,126M,300M 63M,126M,300M

固 定 ディスク ・システム 420M 420M 420M

システム 1,680M 2,520M 剛Mイ 、ト。.ラ.

〈ター ミナル 〉

ローカル 4-16 4-16 制限無

リモ ー ト 3回線 3回線 制限無

オペ レーテ ィング ・シス テム BS2000 BS2000 BS2000

売 上高(1978)
サ ー 野

100万 ドル 比率(%)

コ ンピュ ー タ処理

バ ッチ 407.3 42.9

リモ ー ト 184.8 19.5

フ ァ シ リ テ ィ ・マ ネ ジ メ ン ト 9.6 1.0

プ ロ フ ェ ッ シ ョナ ル ・サ ー ビ ス

コ ンサ ル テ ィ ン グ,シ ス テ ム ・

イ ン プ リ メ ン テ ー シ ョ ン 133.1 14.0

ソ フ トウ ェ ア ・パ ー ケ ー ジ 123.8 13.0

タ ー ン キ ー ・シ ス テ ム ズ 83.4 8.8

その他
エ ク イ ッ プ メ ン ト ・サ ポ ー ト ・

サー ビス 7.7 0.8

合 計 949.7 100

資 料:QuantumScienceMAPTEKEロrope1979
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につ い て は 新 し いデ ー タを入 手 して い な い が 、参 考 まで に1977年 末 で は台 数 ベ ー スでIBM70%、S－

iemens10%と 両社 で80%を 占 め て い る。 金 額 ベ ー ス で もIBM66%、Siemens19%と この傾 向 は変

ら な い 。

2-3-1図 フラ ン スの メー カ ー別 シ ェア(1978年 末)

(1)ク ラ ス1～ フ (2)ク ラス2～7

CDC245(1.3%)
NCR288(1.5%)

SEMS382(1.9%)
ICL494(2.5%)

Burroughs

3,339

(17.0%)

Univac213(1.1%)

CII-HB
4,710

(24.0%)

IBM

7,566

(38.6%)

合 計19,609台

CDS245(1.8%)
NCR232(1.7%)Univac209(1 .6%)

SEMS133(1.0%)
ICL407(3.0%)

Philips43(0.3%)
Burroughs480(3.5%)

CII-HB

4,627

(34.1%)

IBM

7,195

(53.0%)

合 計13,571台

注 ① フ ラ ンス の 業 界 紙O-1の デ ー タ を も と に 作 成 。

② ク ラ ス 分 類:ク ラ ス1(IBMシ ス テ ム32,34),ク ラ ス2(IBMシ ス テ ム3/6,10),ク ラ ス

3(シ ス テ ム3/12,15), ク ラ ス4(370/125～138), ク ラ ス5(370/145～148),ク ラ ス6

(370/155～158),ク ラ ス7(370/165以 上)

2-3-2図 フラ ン スの コ ン ピ ュー タ設 置 台 数 推移

(台数)

30,000

20,000

10,000

,088

,768

1,307

5,237

0196819691970197119721973197419751976197719781979

注 ①SF【Bの デー タをもとに作 成。② 超・」・型 を除 く小 型 一 大型 がわゆる汎 用 機 と考 え られる。(各年1月1日 現 在)
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2-3-3図

Siemens

ロSGの 売上 高 推移

(単 位10億 マ ル ク)

.1・5

.1・0 ∠

0.5

/

0

■

聯%%卿/
注 ① 各 年 とも9月30日 現 在

②1977/78年 売 上 高 は13億 マル ク

資料:SiemensAnnualReport'78
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第1章 わが国の コン ピュータ産 業政 策

および情報処理産 業政 策

∫

1法 律

わが国における情報産業の振興 を図 る法制は、3-1-1図 のような変遷 を経ている。

(1)特 定機械情報産業振興臨時措置法(機 情法)

1956年 に制定された 「機械工業振興臨時措置法」(機根法)お よび1957年 に制定された 「電子工業

振興臨時措置法」は、1950年 代半 ばからのわが国電子機械工業の発展 の大 きな支柱 であったとい う

ことができる。この両法は、1970年 代の資本自由化 その他の内外経済情勢の変化に対応するため、

1971年 より一本化されて 「特定電子工業および特定機械工業振興臨時措置法」(機電法)と なった。

機 電 法 に よ って振興対象 とされた機種は、電子工業で37種 、機械工業で58種 、合計95種 におよん

3一+1図 情報産業振興法の系譜

機械工業振興臨時措置法

(機 根 法)

特定電子工業および

特定機械工業

振興臨時措置法

(機電法)

[======コ1

〔特定電子工業振興〕

〔特定電子工業振興〕

特定機械情報

産業振興臨時

措置法

(機情法)

(一 次)

1

(二 次)

電子工業振興臨時措置法

(電 振 法)

〔特定機械 工業振興〕

〔特定機械工業振興〕

〔ソフ トウェア業振興〕

情報処理振興事業協会等 に関する法律一
〔ソフ トウェア開発促進〕

〔情報処理サ ービス菜箸育成〕

'55 ,60 '65 '70 '75 '78'80 '85
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でおり、それぞれの高度化計画が策定され、高度化資金の確保等により、その目標 を達成するよう

努力が払 われてきた。これらの努力もあって、機械情報産業全体としての技術 レベルは向上 し、多

くの分野で電子技術の機械への応用(機 電一体化)な ど高度化が図 られた。

しかし、

① 技術先端機器分野における技術水準はなお十分ではなく、また総 じて経営力も脆弱な状況 に

あり、これらの克服が肝要 となっていること

② 一部の電子部品等の分野では近隣発展途上国の追 い上げを受けつつあ り、こ粗 ご対応 して、

品質、性能の向上等の合理化努力をいっそう図 らなければならなくなっていること。

③ わが国機械情報産業においては、ソフ トウェア面での技術の遅 れが特1こ大 きく、今後、広範

な分野で複合化 ・システム化 された機器の供給が求められていくことを考慮す ると、ソフ ト機能

の中核的担 い手である産業の育成が急務となっていること

等、機械情報産業は依然として種 々の課題をかかえている。

1978年 に、機電法の期限切れを受けて判定された 「特定機械情報産業振興臨時措置法」(機 情法)

は、以上のような課題に応 えようとするものである。

機情法は生産技術の向上、生産の合理化 などを促進するため、基本的には機電法の体系 ・措置を

引き継いでおり、特定の業種にっいて

① 高度化計画を策定 し

② その目標実現のために所要資金の確保、税制上の措置 を講ずるほか

③ 規格の制限など共同行為の指示をし

④ 大規模 な事業の開始 などに対する勧告 を行 う

としている。

一方、機電法とは次のような相違点がある。

① 振興の対象 としてソフ トウェア業を加 えるととも(こ、電子工業、機械工業、ソフ トウェア業

相互の依存関係を強調 したこと

② 機械にかかわる指定要件 を一部変更 したこと

③ 合併促進税制に代 えて、新たに複合機械器具 に関す る普及促進のための税制措置 を講ずるよ

う努める旨の規定を定めたこと

なお、特定機械産業ごとに定め る高度化計画は、1978年12月 に89業種 について、ソフ トウェア業

を含む62本 が定められ、告示 された。

(2)情 報処理振興事業協会等に関する法律(情 張法)

コンピュータのハー ドウェアと並んで、わが国の情報化の進展 を進めていく上で、ソフ トウェア

面での振興 を図 ることが急務であることが認識 され、ソフ トウェアの開発、流通の促進および情報
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処理サービス菜箸め育成のため、特に資金面での特別措置 が要求 されたことを受けて、1970年に「情

報処理振興事業協会等 に関する法律」(情張法)が 制定されている。

同法においては、汎用プログラムの委託開発、買い取 りおよび貸 し付 け、情報処理サービス業(情

報提供サービス業等 を含 む)の 業務の高度化に必要な資金等にかかる債務保証等 を業務とする 「情

報処理振興事業協会」 を設立す るとともに、コンピュータの利用促進および汎用プログラムの開発

促進に関する「電子計算機利用高度化」の策定、「プログラム調査簿」の作成、「情報処理技術者試験」

の実施等につき規定 している。

なお、第2次 の電子計算機利用高度化計画は、1976年3月 、1980年 度末を目標 に情報処理振興審

議会の了承 を得て告示 されている。

2審 議 会 にお け る方 向づ け(ビ ジ ョン)

わが国の情報化促進 および情報産業の振興 を図るため、政府の とるべ き施策の方向にっいては、

電子工業審議会、産業構造審議会 ・情報産業部会によって次のような諸答申が行 われている(3-

1-1表 参照)。

これらの答申の中で基本的なものは、電子計算機産業につ き根幹的な路線 を引いた1960年 答申、

情報処理振興事業協会の設立をターゲットとし、情報処理および情報処理産業の強化 をうたった19

69年 答申、自由化後の新たな情報化 ・情報産業の展望 を示 した1974年 答申である。

近時、わが国を取 り巻 く経済社会環境の大きな変化に伴 い、わが国の情報化 および情報産業は大き

な変容 を遂 げつつある。

このような情勢にかんがみ、現時点においてわが国の情報化 および情報産業にかかる諸問題を総

3-1-1表

審 議 会 に お け る方 向

づ け

○電子工業審議会

1966年3月 「電子計算機 工業の国際競争 力強化 のための施策に関 する諮 問に対す

る答申」

O産 業構造審議会情報産業部会

1968年9月 「情報処理 および情報処理産業の発展 のための施策に関す る中間答申」

コンピュータ リゼーションを中核 と して情報化の推進一

1969年5月 「情報処理 および情報処理産業の発展 のための施策に関す る答申J

情報化社会の扉 を叩こう一

1971年5月 「産業の情報化 に関する中間答 申」

企業行動における情報処理 の高度化 を通 じて知識集約化 の推進 を

1974年9月 「情報産業部会 中間答 申」

÷ 産業分野の情報化により社会 ・生活分野の情報化ヘー

1976年7月 「昭和60年 度 におけるわが国の情報化及び情報産業の計量予測」

-1974年9月 中間答申を うけた情報化及 び情報産業の定量的把握一
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合的に検討 し、1980年代に向けた将来展望 を得るため、1980年6月 産業構造審議会、情報産業部会(部

会長稲業秀三氏)に対し「80年代の情報化 および情報産業のあり方並びにこれ らに対する施策のあり

方」 についての諮問が行 われた。現在同部会の下に情報化ビジョン小委員会等3つ の小委員会 を設

けて審議が進められており、1980年秋 に中間答申、さらに1981年 春頃 には最終答申がなされる予定

である。

3コ ンピュータ産業および情報処理産業の振興

A予 算

(1)次 世 代電 子 計 算 機 用 基 本技 術 の 開発 促 進(予 算)

コ ン ピュー タ業 界 の リー ダー で あ るIBMは 、1979年 初 頭 、次 期 シス テ ム(FutureSystem:FS)

の は し り とい わ れ る4300プ ロ セ ッサ ー(Eシ リー ズ)を 発 表 し、 す で に出 荷 も行 って い る。

ま た 、本 格 的 なFSと い わ れ るHシ リー ズ も、 一 両 年 中 に は発 表 され る こ とが 予想 され 、電 子 計

算 機 もい よ い よ 、現 在 の第3.5世 代 か ら第4世 代 へ と移 行 しつ つ あ る。この 第4世 代 に お い て は 、ハ

ー ドウ ェ ア お よ び ソ フ トウ ェ ア に画 期 的 な新 技 術 が採 用 され
、価 格 性 能 比 の 大 幅 向上 、 利 用機 能 の

飛躍 的拡 充 が図 られ る も の と考 え られ る。

こ の よ うな情 勢 に あ っ て 、 わが 国 に お い て も、 第4世 代 電 子 計 算 機 シス テ ム の 開発 の 緊 急性 が一

段 と 高 ま っ て い る。

第4世 代 機 のハ ー ドウ ェ ア 面 で の 技 術 的 中核 とな るの は、 現 在 のLSI(大 規 模 集 積 回 路)を さ

ら に高 密 度 、 高速 度 化 した超LSIで あ る が 、 これ は ソ フ トウ ェ ア技 術 よ り も先 行 し て開 発 す る必

要 が!i,る た め 、 す で に1976年 度 よ り4カ 年 計 画 で 開発 を行 っ て い る。 な お 、 研 究 開発 は 順 調 に進 ん

で お り、1979年 度 を も っ て 当初 予 定 ど お・り終 了 した 。

しか し、第4世 代機 で はハ ー ドウ ェ ア面 の み な らず 、ソ フ トウ ェア 面 で も従 来 に な い き わめ て画 期

的 な新 機 能 が要 求 さ れ る も の とみ られ る が 、従 来 か ら わ が国 の ソ フ トウ ェ ア 技 術 はハ ー ドウ ェ ア以

上 に外 国 と の格 差 が 大 き い と い わ れ て お』り、 ネ ッ トワー ク管 理 技 術 、 超 高級 言 語 処 理 技 術 等 の 基 本

ソ フ トウ ェ ア(オ ペ レー テ ィ ン グ ・シ ス テ ムOS)技 術 を緊急 に開 発 す る必 要 が あ る。

さ らに 、次 世 代 に お い て は マ ン ・マ シ ン ・イ ンノタ フ ェ ー ス が改 善 され た 。 使 い や す い コ ン ピ ュー

タ ・シス テ ムが 必 要 と され る が、 こ の た め には 日本 語 に よ る入 出 力等 を可 能 とす る高性 能 新 周 辺 端

末 装 置 技 術 も併 せ て開 発 す る こ と が必 要 で あ る。

こ の た め 、1979年 度 か ら1983年 度 ま で の5カ 年 計 画 で総 額470億 円 の研 究 開 発 資金 を投 じ、一 本 化

した研 究 組 合 体 制(電 子 計 算 機 基 本 技 術 研 究 組 合)の 下 で、 基 本 ソ フ トウ ェ ア(OS)技 術 お よび



62第3部 情報産業政策

3-1-2表

(単位:百 万円)

年度
1976 1977 1978 1979 1980

項 目

電子計算機開発促進費補助金 3,500 8,640 10,052 8,606 5,785

①次世代電子計算機用大規模集積回
路開発促進費補助金

3,500 8,640 10,052 6,906
一

②次世代電子計算機用基本技術
の開発促進

一 一 一

1,700 .5,785

基 本 ソ フ トウ ェア(os) (1,450) (4,910)

麟 辺端綱 (250) (875)

新周辺端末装置技術 を開発することとし、これに対 し50%の 補助 を行 う。なお、計画2年 目に当た

る1980年 度は、引 き続 き開発をいっそう強力に推進する(3-1-2表 参照)。

(2)情 報処理振興事業協会運営費補助(ソ フ トウェア生産技術開発 を含む)

情報処理振興事業協会(IPA)は 、電子計算機の利用の促進、プログラムの開発 ・利用の促進、

情報処理サービス企業 ・ソフ トウェア企業の助成 を行 う機関として、IPA法 に基づき、1970年 特

別認可法人 として設立 されたソフ トウェア振興分野での唯一の国家的機関である。

IPAの 事業運営の基盤 は、政府お』よび民間の出資金、民間の出損金、政府補助金、自己収入か

ら構成 されている(3-1-2図 、3-1-3表 参照)。

IPAの 主要な事業内容は、次のとおりである。

① プログラムの開発事業

開発を特に促進す る必要 があり、開発の成果が事業活動に広 く用いられると認め られ、企業等

が自ら開発することが困難 なプログラムを選び、民間企業等に委託 して開発するものである。

本事業は、わが国のプログラム開発の技術水準 を向上させるとともに、開発されたこれらのプ

ログラムを普及す ることにより電子計算機の利用水準の向上、利用形態の高度化 と流通市場の形

成を図 るとい う重要 な役割 を持っており、1979年 度末までに97テ ーマのプログラムを完成させて

いる。

② 信用保証事業

情報処理サービス業者またはソフ トウェア業者が、電子計算機の導入、プログラムの開発、そ

の他業務または技術の改善および向上のために行 う資金の借 り入れや、一般企業 がプログラムの

開発のために行 う資金の借 り入れに対 して、債務保証 を行 うものである。

③ 汎用プログラムの登録事業

プログラムの流通促進および汎用プログラム開発準備金制度の円滑化に資するための汎用プロ

グラムの登録であ り、1979年 度末現在で、562本のプログラムおよび85本 のサブ ・プログラムを登

録 している。

なお、登録 されたプログラムは、汎用プログラム登録簿により広 く閲覧に供 されている。

④ その他
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(単位:百 万円)

年度
項 目 1972 1973 1974 1975 1976 1977 1978 1979 1980

情報処理振興事業協会運営費補助(但
し、ソフトウェア生産技術開発 を含む)

370 785 996 1,322 1,733 2,048 2,279 2,580 2,781

3一+2図

情報処理振興事業協

会の事業運営の しく

み(1980年 度)

国

出鑑 罐 金 出資金/巖 運・部
10億5000万 円(金 融 債 引 受)

50億 円

補 助金

27億8100万Fq

情報処理振興事業協会(IPA) 長期信用銀行(3行)

信 用 基 金

20億8000万 円

開発振 興 事 業

28億7300万 円

`

▽ ∨

債 務保 証

208億 円

(残高 ベ ー ス)

プ ロ グ ラム開 発委 託 ソフ トウ ェ ア

12億100万 円 生 産技 術 開発 委 託

▽

＼ プ ロ グラ ム開発 資 金 等

>7融 資50億 円

16億7200万 円

▽

一 般企 業 、情報 処 理 サ ー ビス菜 箸

その 他 に 、 情 報 処 理 に関 す る調 査 等 を行 っ て い る。

(3)ソ フ トウ ェ ア生 産 技 術 開 発 計 画 の推 進

現 在 手 工 業 的 に行 わ れ て い る プ ロ グ ラ ム の生 産 を プ ロ グ ラム ・モ ジ ュー ル の編 集
、 組 み 立 て によ

り作 成 す る新 シス テ ム を 開発 す る もの で あ り、 新 しい ソ フ トウ ェ ア 開発 の トー タ ル・シ ス テ ム を確 立

し、 ソフ トウ ェ ア 産 業 を近 代 的 な 生産 形 態 を有 す る独 立 の 産 業 と して確 立 す る た め の基 盤 と な る も

の で あ る 。
7

本 計 画 は 、 大 規 模 プ ロ ジ ェ ク トと して 、1976年 度 よ り6カ 年 間 に わ た り、IPAに お い て 行 うも

の で あ る(3-1-3図 、3-1-4表 参照)。

B財 政投融資

(1)電 子計算機振興のための開銀融資(財 投)
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3-1-4表 (単位:百 万円)

年 度

項 目
1976 1977

.

1978 1979 1980

ソ フ トウ ェ ア生 産 技 術 開 発 特 別 委 託 500 850 1,112 1,522 1,672

3--1-3図 ソフ トウ ェア生 産 技術 シ ステ ム体 系

lCPL-・ 言語1

で記述 され た

ア プ リケ ー シ ョ ン

・プ ロ グ ラム

CPL-A言 語 プロセッサー

◎ プ ロ グ ラ ム 解 読

◎ モ ジ ュ ー ル 自 動 抽 出

◎モ ジ ュー ル結 合 ・分析

◎組 立 一 編 集

◎適 合 化

ジュール

デ汐 ベース

ジュールデータベース管 理 システ

・マ ネジ メ ン ト・シス テ ム

・検 索 シ ス テ ム

・ソーステキスト操 作管 理 システム

周辺 関 連 ツ ー ル(1)

・モ ジ ュー ル化 ツール

・モ ジュ ー ル登録 ツー ル

周辺 関連 ツー ル(2)

・評 価

・ ドキ ュ メ ン テ ー シ ョ ン

CPL-B言 語 と関連 ツー ル

実行 プログラム

フ ロー チ ャー ト

仕 様 書

テ ス トレポー ト

評 価 レポー ト

.・シ ン タ ッ ク ス ・チ ェ ッ カ ー

・ア ナ ラ イ ザ ー

・オ プ ラ イ マ イ ザ ー

・ シ ュ ミ レ ー タ ー

・ コ ンパ イ ラ ー検 定 シ ス テ ム

各 種 コ ン ピュー タ

① 日本電子計算機㈱ に対する開銀融資

IBMの 新機種発表等 を契機 としていよいよ電子計算機も新 しい世代(第4世 代)へ 移行 しっ

つあるが、この第4世 代においては、ハー ドウェアの性能価格比が著 しく向上するため、従来に

も増して厳 しい販売競争 が展開されることが不可避である。

このような状況下で、国産電算機メーカの販売力を強化 し、わが国電算機産業の長期的発展基

盤 を確保するため、共同 レンタル会社である日本電子計算機㈱(JECC)に 対 し特利による開

銀融資 を継続する。

② 電算機産業構造改善のための開銀融資

国産電算機メーカの設備投資に対 し安定 した資金 を供給することにより、設備の増強、近代化

等 を進め生産能力 を高めるとともに、その体制整備を促進するため開銀融資を行 う。
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(2)情 報処理振興対策

① ソフ トウェア開発、情報処理技術者育成のための開銀融資

わが国のソフ トウェア開発の強化 および情報処理技術者の育成 を図 るため、ソフ トウェア開発

に資する設備および情報処理技術者の教育研修設備に対 し、開銀融資 を行 う。

② 情報処理システム化促進のための開銀融資

今後 とも、いっそう充実が望 まれるオンライン利用システムおよび医療、交通、防災、生活、

労働、環境等の諸問題の解決に資する社会性の高いシステムの導入等に必要 な設備資金につき開

銀融資を行 う。

③ 電算機 システム安全対策促進のための貸付制度

コンピュータの利用高度化に伴 い、コンピュータ破損による経済、社会の混乱やプライバ シー

の侵害、機密漏洩などの 「影の側面」も無視できないものとなってきている。通産省では、1977

年4月 わが国初のコンビiー タ・システム安全対策基準の公表を行ったが、この基準の公表に伴い

情報処理サービス葉箒 における安全対策の実施 を促進するため、これに必要な設備の取得に要す

る資金の貸 し付けを開銀および中小公庫 において行 う。

(3)情 報処理金融措置

情報処理金融措置は、資金運用部の金融債引き受 けを見返 りとして、長期信用銀行3行 が通産省

の推薦に基づ き、プログラムの開発に必要 な資金および情報処理サービス業等の業務の高度化に必

要な資金の融資を行 うものである。

3-1-5表 (単位:億 円)

年度
項 目 1974 1975 1976 1977 1978 1979 1980

電振の
子興開
計の銀
算 た融
機め資

日本電子計算機㈱の レンタル

資金確保のための開銀融資
325 460 470

520 560 500

.

480
電子計算機産業の構 造改善の
ための開銀融資

そ の 他

枠の うち
同左 同左

情
報
処
理
振
興
対
策

ソフ トウェア開発:情 報処理

技術者育成の ための開銀融資
そ の 他
枠の うち 同左 同左

情報処理 システム化促進等の
ための開銀融資

そ の 他
枠の うち 同左 同左 同左

電子計算機 システム安全対策
促進のための貸付制度 (中小公庫) 25 30 30

情 報 処 理 振 興 金 融 措 置 90 ユ20 130 110 80 70 50

4技 術 開発 の促進

(1).パ ター ン情 報 処 理 シス テ ムの 開発(大 型 プ ロ ジ ェ ク ト)

》



66第3部 情報産業政策

1971年 度 か ら、文 字 、 図 形 、物 体 の 形状 、 音 声 な ど、 い わゆ るパ ター ン情 報 を その ま ま入 力 、認

識 、処 理 で きる新 しい世 代 の コ ンピュー タ・システ ム と して 、パ ター ン情 報 処 理 システムの研 究 開発 を行 っ

て お り、1980年 度 は 計 画 最 終 年 度 と して、 プ ロ トタ イ プの 完 成 と そ の試 用 運 転 を実施 す る。

② 光 応 用 計 測 制 御 シ ス テ ム の 開 発(大 型 プ ロ ジ ェ ク ト)

産 業 プ ラ ン トにお け る情 報 の 計 測 、 制 御 は 現 在 電 気 信 号 を用 い て 行 わ れ て い る が、 こ れ を よ り安

全 かつ 高 品 質 で 、 しか も現 在 の シ ス テ ム で は困 難 な画像 情 報 の処 理 が 可 能 な光 伝 送 路 、 光 セ ンサ ー

等 を用 い て行 う シ ス テ ム を開発 す る(1979年 一一1986年 度 、200億 円 予 定)。

3-1-6表 (単位:百 万円)

年 度

項 目
1973 1974 1975 1976 1977 1978 1979 1980

パ ター ン情報処理 システム開発研究費

(大型プロジェク ト)
1,627 2,184 3,370 3,390 2,916 2,514 2,803 1,846

(単位:百 万円)

3-1-7表

～ 年度一項目 1979 1980

光応 用計測 制御 システムの開発研究費(大型 プロジェク ト) 51 927

5社 会 システムの開発

(1)ヘ ル ス ケ ア ・ネ ッ トワー ク ・シス テ ムの 開発

わ が 国 の 医療 分 野 で は診 療 体 制 の 不備 、医 療 の 地域 格 差 、 救急 医 療 体 制 の 不 備 、総 医 療 費 の 増 大

等 多 くの 問 題 を生 じて い る。 こ れ らの 問 題 を解 決 す る た め に は、 コ ン ピ ュー タ技 術 と医 用機 器技 術

を活 用 し た医 療 情 報 シ ス テ ム の 開 発 が有効 で あ る。

この た め、1978年 度 か ら5カ 年 計 画 で病 院 、診 療 所 、健 診 ・検 査 セ ンタ ー等 の医 療 機 関 を結 び、

高 度 医療 情 報 の共 同 利 用 、健 康 管 理 デ ー タの一 元 的利 用 、'高度 医 療 資 源 の 共 同 利 用 等 を図 り、地 域

全 体 の 医 療 の 高 度 化 、 合 理 化 を実 現 す るた め の 「ヘ ルス ケ ア ・ネ ッ トワ ー ク ・シ ス テ ム」 の 開発 に

取 り組 ん で い る。

1980年 度 に お い て も、 前 年 度 に 引 き続 き、 基 本 ネ ッ トワー クの 開 発 お よ び臨 床 検 査 シ ステ ム等 の

ア プ リケ ー シ ョ ンの 開 発 を進 め る。

(2)貿 易 情 報 シス テ ムの 開発

電 子 計 算 機 の導 入 、 貿 易 書 式 ・コ:ド の標 準 化 等 によ り増 大 す る1貿 易 関 係 業 務 の 円滑 な処 理 を

図 るた め 、1980年 度 は 、関 係 各 省 と協 力 しつ っ 、貿 易取 引関 連 ア プ リケ ー シ ョ ン ・シ ス テ ム の基 本

設 計 を前 年 度 に引 き続 い て 行 うと と もに 、貿 易 取 引 関連 ア プ リケ ー シ ョ ン ・シ ス テ ム と各種 貿 易情

報 シ ス テ ム との 間 の デ ー タ交換 を可 能 とす るサ ポ ー ティ ング ・シ ス テ ムの 基 本 設 計 に着 手 す る。
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(3)代 替 エ ネ ル ギ ー利 用 型 コ ミュ ニ テ ィ ・エ ネ ル ギ ー ・シス テ ム の調 査 研 究

現 下 の エ ネ ルギ ー需 給 動 向 に か ん が み 、 都 市 に お い て も省 エ ネ ル ギ ー を推 進 しな け れ ば な ら ない

が 、 その た め には 、 エ ネ ル ギ ー の 生 産 か ら消 費 に至 る ま で を一貫 した シス テ ム と して と ら え、 トー

タ ル と して 省 エ ネ ル ギ ー化 を図 る必 要 が あ る。

こ う した観 点 か ら、 本 事 業 は 、1978、79年 度 にお いて 、 「地 域 エ ネ ル ギ ー セ ン タ ー(CEC)」

「都 市 シス テ ム集 積 回 路(IUC)」 「家 庭 端 末」の3つ の サ ブ ・シス テ ム か ら構 成 さ れ る「省 エ ネ ル ギ

ー 都 市 機 械 シ ス テ ム」 につ い て
、 その フ ィー ジ ビ リテ ィ等 に つ き調 査 研 究 を行 っ た 。

1980年 度 に お い て は 、 上 記 の成 果 を踏 ま え て 、 さ ら に代 替 エ ネ ル ギ ー 移 行 の観 点 か ら、 石 炭 を一

次 エ ネ ルギ ー 源 と す る 「代 替 エ ネ ルギ ー 利 用 型 コ ミュ ニ テ ィ ・エ ネ ル ギ ー ・シ ス テ ム」 に関 す る調

査 研 究 を行 う。

1978、79年 度:一 般 会 計 「省 エ ネ ル ギ ー 都 市 機 械 シス テ ム の た め の 調 査 研 究 」

1980年 度:石 炭 な らび に石 油 お』よ び 石 油 代 替 エ ネ ル ギ ー 対 策 特 別 会 計

(単位:百 万円)

3-1-8表
年度

項 目 1978 1979 1980

ヘ ル ス ケ ア ・ネ ッ トワー ク ・システ ムの 開発 費 192 191 222

(単位:百 万円)

3-1-9表 年 度
項 目

1976 1977 1978 1979 1980

貿 易 情 報 シス テ ム 開発 費 108 42 33 25 34

(単位:百 万円)

3-1-10表 年 度
項 目 1978 1979 1980

省エ ネル ギー都 市 機 械 シス テム開 発調 査費 9 9 一

代替エネルギー利用型 コミュニテ ィエ ネルギー
システム開発計画調査委託 費

一 一 42

6情 報化の基盤整備

(1)電 子計算機 システム安全対策の推進

電子計算機による情報処理が高度化 し、企業活動、社会活動等の高度化 に大 きな効果を生んでい

る。 しか し、一方では、データ漏 えい、火災 ・地震等によるデータの破損等による経済社会活動の

停滞、プライバシーの侵害等、社会 に悪影響 を及ぼす危険性 も増大す る傾向にある。

このため、通産省では安全対策について検討 を重ね、1978年4月 に 「電子計算機 システム安全対

策基準」 として公表 し、その普及に努めている。

(2)情 報処理実態調査

わが国の情報処理の実態 を継続的かつ体系的に把握 し、情報処理振興対策の前提 となる基礎資料
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(単位:百 万円)

3-1-11表
項 目 1979年 度 1980年 度

(1}情 報処理 サービス業安全対 策 0 2

② 情報処理実態調査 16 16

(3)電 子計算機納入下取調査 5 5

(4}業 種別 システム化調査 2 2

㈲ 情報処理技術者試験 62 68

(6)情 報処理技術者の総合調査 2 2

(7)情 報処理サービス企業等台帳 1 1

(8)情 報化週間の実施 0.4 0.4

(9)ソ フ トウ ェア の安 全対 策 0.7 0.7

醐 ソフ トウェアの法的保護 6 6

(11)プ ロ グ ラム調査 簿 の作 成 2 2

(12商 工会議所等への電子計算機導入への補助 127 190

の整備 を行 うため本調査 を実施する。

(3)電 子計算機納入下取調査

わが国電算機産業の振興 を図るため、個別システムごとに機種 ・金額等 を調査 し、わが国におけ

る電算機市場の動向およびその市場構造の変化等 を把握する。

(4)業 種別システム化調査

コンピュー タリゼーションの進行に伴 い、産業の システム化が浸透 しつつあるが、このような情

報化 における総合的かつ的確 な行政施策等 を見出すため、「産業活動の システム化」の実態 とその動

向を調査す る。

(5)情 報処理技術者試験

わが国情報化の担い手である情報処理技術者の養成、確保 を目的に、1969年 度 より実施 されてい

るものである。試験は、第1種 、第2種 、特種の3種 類 により成ってお』り、1979年 度末 における合

格者数は、延べ4万 人に達 している。

(6)情 報処理技術者問題総合調査

1978年 度より、情報処理技術者 にかかわる諸問題 について総合的な調査 を実施 し、今後の施策へ

の結びつけを目的 として広範な検討 を行っている。

(7)情 報処理サービス企業等台帳制度

わが国の情報化のいっそうの発展 と情報処理サービス企業等の健全な発展 を図 るためには、ユー

ザーが安心 して情報処理サービス企業等 に発注できる体制を作る必要があるが、このため、1972年

度から、情報処理サービス企業等の申告制度を設け、申告等によって 「情報処理サービス企業等台

帳総覧」 を作成 し、ユーザーの発注の際の選択の便に供することとしている。

(8)情 報化週間の実施

情報化の進展 とともに、今後市民が情報化の利便 を受ける機会はますます多 くなることが予想 さ
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情報処理技術者試 験受験者合格者等推移表

特 種 第1種 第2種 合 計

叉応募者数 受験者数 合格者数 応募者数 受験者数 合格者数 応募者数 受験者数 合格者数 応募者数 受験者数 合格者数

1969 一 一 一 12,924 10,527
(81,5)

811
(7,7)(22)

29,098 22,057
(75,8)

1,832
(8.3)(177)

42,022 32,584
(77,5)

2,643
(8.1)(199)

1970 一 一 一 10,279
(-20.5}

7,179
(69,8)

977
(13.6)(17)

24,200
(-16,8)

16,249
(67.1)

1,649
(10,1)(172)

34,479
(-18.0)

23,428
(67.9)

2,626
(11.2)(189)

1971
3,086 2,161

(70.0)
244

(11.3)(1)
7,740

(-24,7)
5,634
(72,8)

568
(10,1)(13)

18,499
(-23,6)

13,499
(73,0)

1,279

〔9,5)(174)

29,325
(-14.9)

21,294
(72,6)

2,091
(9.8)(188)

1972
2,497

(-19,1)
1,577
(63.2)

236
(15.0)(2)

6,643
(-14.2)

4,469
(67.3)

406
(9,1)(14)

13,821
(-25.3)

9,747
(70.5)

2,280
(23,4)(226)

22,961

(-21.の

15,793
(68.8)

2,922
(18.5)(242)

1973
2,460

(-1、5)

1,479
(60.1)

257
(17.4)(1)

7,914
(19.1)

5,215
(65.9)

631
(12.1)(26)

15,518
(12.3)

10,562
(68.1)

2,304
(21.8)(244)

25,892
(12.8)

17,256
(66.6)

3,192
(18,5)(271)

1974
2,409
(-2.1)

1,501
{62,3}

215
(14.3)(2)

8,489
(7.3)

5,600
(66.0)

544
(9,7)(27)

16,230
(4.6)

10,962
(67.5)

2,024
(18.5)(254)

27,128
(4.8)

18,063
(66.6)

2,783
(15.4)(283)

1975
2,595
(7.7)

1,756

(67.7)
189

(10.5)(4)
9,239
(88)

6,586
(71.3)

495
(7.5)(42)

17,438
(7.4)

12,469
(71.5)

2,636
(21.1}(271)

29,272
(7.9}

20,811
(71.D

3,320
(16.0)(317)

1976
2,912

(12.2)

1,883
(64.7)

244
(13.0)(3)

10,956
(18,6)

7,η1

(70.4)

脳
(11.2)(36)

21,193
(21.5)

15,088
(71,2)

3,085
(20.4)(314)

35,061
(19.8)

24,682
(70.4)

4,195
(17.0)(353)

1977
3,561
(22,3)

2,339
(65.7)

229
(9.8)(4)

11,767
(7,4)

8,178
(69.5)

881
(10.8)(48)

24,371
(15.0)

17,565
(72,1)

3,417
(19,5)(354)

39,699
(13.2)

28,082
(70,7)

4,527
(16.4)(406)

1978
4,866
(36.6)

3,204
(65.8)

295
(9.2)(4)

13,713
(16.5)

9,406
(68.6)

973
(10.3)(43)

29,247
(20.0)

21,ll2
(72.2)

4,138

(19,6)(403)

47,826
(20.5)

33,722
(70.5)

5,406
(16.0)(456)

1979
5,866

〈20,5)

3,887

〔66.31

442
(11.4)(4}

16,777
{22.3)

11,461

〔68,3)

1,327
(11.6)(78)

35,427
(21.1)

25,407
(71.7)

5,089
(20.0)(459)

58,070
(21.4)

40,755
(70.2)

6,858
(16.8}(541)

1969～
1979

合 計

30,252 19,787
(65.4)

2,351
(11.9)(25)

116,441 81,966
(70,4)

8,479
(10.3)(366)

245,042 174,717
(71.3)

29,733

(17.0)〔3,048)

371,735 276,470
(70.6)

40,563
(14,7)(3,439)

○応募者数下()内 は対前年増減率。

○受験 者数下()内 は受験率(受 験 者/応 募者)

O合 格者数下左()内 は合格率(合 格者/受 験者)右()内 は女性

れ、 社 会 の情 報 化 は その 対 象 地 域 を問 わず 、 さ ら に急 速 に進 展 して い く こ と が 予想 さ れ る。 こ の よ

うな状 況 の 中 で 、健 全 な情 報 化 を進 め て い くた め には 、 一 般 市 民 の段 階 か ら情 報 化 に対 す る正 しい

認 識 と理 解 を養 成 して い く こ とが 必 要 と な っ て きて い る。

こ の た め 、1972年 度 か ら、毎 年10月 の 第1週 を 「情 報 化 週 間」 と し、 情 報 化 に 関 す る各 種 行 事 を

この 期 間 中 に 全 国 的 かつ 集 中 的 に実施 し、 前 記 の 目的 を達 成 す る こ と と して い る。

(9)ソ フ トウ ェア の 安 全 対 策

ソ フ トウ ェ ア や コ ンピ ュ ー タ ・シ ス テ ム の 安 全 対 策 の 充 実 に 資 す るた め、コ ンピュー タ ・ユ ーザ ーの

安 全 対 策 の実 施 状 況 を調 査 す る と と も に、1977年 度 に公 表 した「電 子 計算 機 シス テ ム安 全 対 策 基 準 」

の 見 直 し等 の検 討 を行 う。

(10)ソ フ トウ ェ ア の 法 的 保 護

ソ フ トウ ェ ア の流 通 対 策 と して 、 ソ フ トウ ェ ア の法 的 保護 の 方 法 に つ き調 査 研 究 を行 うと と もに 、

シス テ ム の信 頼 性 、 安 全性 、効 率性 を合 理 的 に チ ェ ッ ク し健 全 な情 報 化 社 会 を実現 す るた めの シス

テ ム監 査 に関 し調 査 研 究 を行 う。

(11)プ ロ グ ラ ム調 査 簿 の 作 成

プ ロ グ ラム に対 す る重複 投 資 をで き るだ け避 け、 プ ロ グ ラ ムの 円 滑 な流 通 を促 進 す るた め 、 コ ン
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ピュータ ・ユーザー等が保有しているプログラムのうち特 に円滑な流通 を図 る必要があると認 めら

れるものを収録 したプログラム調査簿 を作成 し、これを一般の閲覧 に供する。

(12)商 工会議所等への電子計算機導入の補助

中小企業の記帳機械化を促進するため、都道府県商工会連合会 および商工会議所 に対 して、電算

機 レンタル料の一部 を補助する。

7行 政情報処理の推進

(1)省 内情報処理の推進

省内の電子計算機 による各種業務の情報処理の推進およびタイム ・シェアリング ・システムの拡

充、政策情報 システムの開発等 を行 う。

(2)政 府共通の電子計算機利用技術の開発

リソース・シェアリング ・システム、文字情報システム等各省庁に共通する電子計算機利用技術の

調査研究 およびシステム開発 を推進する。

(3)特 許情報の機械検索 システムの開発

(財)日本特許情報セ ンターは、内外の特許情報 をあらか じめ電算機 にインプットしておき、要求

に応 じて迅速かつ的確 に特許情報 を検索 し、提供することを主たる業務とするものである。1980年

度においても、引き続 き特許情報機械検索 システムの開発費を補助 している。

(4)特 許業務の機械 システム化促進

出願事務処理、審査事務処理、公報発行事務処理等の特許業務 を円滑に進めるため、総合的な電

算機 システムの構築 を目指.し、特許業務のシステム化を促進する。

(単位:百 万円)

3-1-13表 年度
項 目

1979 1980

省内情報処理の推進 4,139 4,278

政府共通の電子計算機利用技術 の開発 64 62

特許情報の機械 システムの開発 13 11

特許業務の機械 システム化促進 8 8

8税 制

(1)汎 用 ソ フ トウ ェ ア開 発 準 備金 制 度

第4世 代 シス テ ム に お け る特 徴 は 、ハ ー ドウ ェ ア技 術 の 大 幅 革 新 に伴 うハ ー ドウ ェ ア ・コ ス トの大

幅 ダ ウ ンと、 ソ フ トウ ェ ア の ウエ ー ト急 増 で あ る。
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優秀なソフ トウェア技術 を有 し、市場において優位性 を持つ企業は、ソフ トウェアの商品化によ

って来たるべ き第4世 代の時代に対応す ることができるものの、わが国コンピュータ・メーカー、情

報処理企業は、技術的遅 れと"ソ フ トウェアはおまけ"と いう販売方針 により、ソフ トウェアの市

場商品化(有 償化)を 円滑に進みえない状況にある。

このような状況 を打開 し、ソフ トウェアの市場商品化慣行の確立 を図 るには、より良質のソフ ト

ウェアの開発、特 に生産性 の高い汎用ソフ トウェアの開発 を促進す ることが必要である。このため

1979年 度税制改正 において、汎用ソフ トウェア取 り引きにかかわる収入金額の50%を 限度として無

税による準備金の積み立てを認めることとした(4年 据え置 き、4年 均等取 り崩 し)。

(2)プ ログラム保証準備金制度の充実

本制度は、ソフ トウェア企業の経理の健全化を通 して経営の安定化 を図 るもので、プログラム補

修費用の事前積み立てを認 めるものである。1980年度以降は補修費の0.25%を 積み立て限度とし、4

年据 え置 き、4年 均等取 り崩 しとする。

(3)高 性能電子情報遠隔処理装置特別償却制度

特定機械情報産業振興臨時措置法(機 情法)に 基づ く税制面での特別措置 として、工業化促進機

種に指定 されている重要複合機械 で、特に普及 を促進すべ きものについて、その設置者に初年度100

分の13の 特別償却 を認 めることとしているが、1979年 度税制改正により高度な性能、機能 を有 した

オ ンライン電算機 システムがその対象に加えられている。

3-1-14表1980年 度 情報 振 興 税 制改 正 一覧

●

項 目

1.増 加試験研 究費税額控除制度

2.重 要複合機械 装置の特別償却制度

3.電 子計算機 買戻損失準備金制度

4.プ ログラム準備金制度

5.海 外投 資等損失準備金 制度

6.技 術等海外取 引にかかる所得の特別控除

制度

7、 鉱工業技術研究組合に対す る支出金の特

別償却 制度 および鉱工業技術研究組合等

の所得計算の特例

改 正 の 内 容

・2年 延 長

・産 業 用 ロボ ッ トの 追 加指 定

特別鱗(÷ 一品
・法 定積 立 率(5%→2 .5%)

・プ ロ グラ ムの 無償 補修 につ いて

積 立率(0.5%→0.25%)

・大規 模経 済協 力合 弁 事 業の 創 設。 積 立率(25%)

・使 用済 核燃 料 再処 理 、 資源探 鉱 ・開 発

2年 延 長 積 立 率(100%、40%)

・一般 海 外投 資積 立 率(15%→12%)

・特定 海 外 工事 廃 止

・2年 延 長

権10%→8%、 技術 役 務20%→16%)

控 除率 所 得基 準(50%→40%)

・適 用期 限(1985年3月31日)を 付 す る

ノ

控 除率収入基準(工 業所有権35%→28%、 著作
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(4)電 子計算機買戻損失準備金制度の延長

日本電子計算機㈱ を通 じてレンタルされたコンピュータがレンタルバ ックされた場合、電算機 メ

ーカーに多額の損失が生 じることとなるが、この損失に備 え企業経理の適正化 を図るために設けら

れた制度である。1978年 度以降過去の実績 を勘案 した額での積み立てが認められてお り、引当金的

な性格 が強 くなっている。

9ソ フ トウェア振興施策に基づ くソフ トウェアの開発 と流通促進

わが国におけるソフ トウェア振興のための施策は、1970年 に制定された 「情報処理振興事業協会

等に関する法律」によってスター トしたといえる。 この法律は 「電子計算機の利用及びプログラム

の開発 を促進 し、プログラムの流通を円滑 にし、並びに情報処理サービス菜箸の育成のための措置

を講ずること等 によって、情報化社会の要請にこたえ、もって国民生活の向上および国民経済の健

全な発展 に寄与することを目的とす る」 とい う趣旨のとおり、プログラムの開発など流通の促進 を

含めて、情報処理振興のための施策 を体系的に講ずるために制定 されたものである。

この法律 に基づいて、1970年10月1日 に設立された情報処理振興事業協会は、特定プログラムの

委託 開発、特別開発委託(ソ フ トウェア生産技術開発計画)、 情報 処理関係企業等 に対する債務保

証 を実施するとともに、1979年 度から汎用プログラムの登録業務 を実施 している。

(1)特 定プログラムの委託開発

わが国の情報化はコンピュータ ・テクノロジーの活用により急速 に進展 しつつあるが、ソフ トウ

ェアについて見ると、いまだ企業内の事後処理的単純業務のソフ トウェアが中心であり、計画 ・予

測等高度な情報処理への展開が望 まれている。今後、高度福祉社会実現のため、社会や生活面 に情

報処理システムを積極的に組み込 んでいくことが必要であるがこれ らの分野のソフ トウェアは経済

的 ・技術的 リスクが大 きいため民間企業が独 自に開発することの困難なものが多い。

このようなソフ トウェアの開発を促進 し、わが国のプログラム開発の技術水準 を向上させること

を目的 として、情報処理振興事業協会では

① 開発 を特に促進する必要がある(先 進的)

② 開発の成果が事業活動に広 く用いられると認 められる(汎 用的)

③ 企業等が自ら開発することが困難(非 採算的)

の3要 件 を満たすプログラムであって、高度化計画に即 した開発対象テーマ(3-1-15表 参照)

に属するプログラムを広 く一般から公募 し、民間企業等 に委託 して開発を行っている。 この特定プ

ログラムの開発は1970年 から10年経た1979年 度末までで97本 に達 し、各年度の開発本数お』よび累積

本数は3-1-4図 のとおりである。また、特定プログラムとして開発 された うち普及本数の多い

●
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上位10件 は3-1-16表 の とおりである。

(2)特 別開発委託(ソ フ トウェア生産技術開発計画)

近年、情報処理 コス トに占めるソフ トウェア関係費用の割合が著 しく上昇 してお』り、コンピュー

タ利用による情報処理の高度化、多様化 を進める上で大 きな制約条件 として表面化 しつつある。特

に、ソフ トウェアの開発については、受言モのたびにそのっど手作業方式で開発 が行われるため、①

開発、生産の効率 がきわめて低 い ② 保守が困難 ③ プログラムの信頼1生が低い ④類似のプログ

ラムを機種 ごとに開発 しなければならない等の問題が生 じて くる。

このような現状 を打開 し、ソフ トウェアの生産性 と信頼性 を大幅に向上 させるため、情報処理振

興事業協会は、1976年 度から6カ 年計画でソフ トウェア生産技術開発計画の委託 開発 を実施 してい

3-1-15表

開発 対 象 テー マ ー覧

表

L通 信 制 御 プロ グ ラム

専 用言 語 プロ セ ッサ

5.ド キ ュ メ ン ト管 理 用 プ ロ グ ラム

7.プ ログ ラ ミング・サポ ー ト・プロ グ ラ ム

シス テ ム性能 評 価 プロ グ ラム

IL特 殊 情 報処 理 検 索 用 プ ロ グ ラム

13.流 通 サ ー ビス用 プ ログ ラム

15.科 学技術 計算 用 プロ グ ラム

2.汎 用 言語 プ ロセ ッサ

4.プ ロ グラ ム管 理 用 プロ グ ラム

6.交 換 用 プ ロ グラ ム

オペ レー シ ョ ン・サポ ー ト・プロ グラ ム

10.社 会 開発 用 プ ロ グ ラム

12.経 営計 画 ・管 理 用 プ ロ グ ラム

14.生 産 用 プ ロ グラム

3-1-4図 本

特 定 プロ グラ ムの 完100

成 状 況

50

'71'72 '73'74'75 '76'77'78 "79年 度
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3-1-16表 (1980年3月 現 在)

プ ロ グ ラ ム 名 略 称 概 要

小型機用FORTRAN FORTRAN-H
JIS水 準5,000に 準拠 した言 語仕 様 をも った小型 機 用 のFORTRA

Nコ ンパ イラ

COBOL

フ ロー チ ャー タ

COBOL

FLOWCHARTER

COBOL言 語 で書 かれ た ソ ー ス プ ロ グラ ムか ら標準 的 なフ ロ ー チ

ャー トを作 成 す る プ ロ グ ラム

会話型有限要素法

データ生成 システム
FEMIS

構造解析プログラム用の入 力デー タを自動作成 し、特に研究 ・設

計業務の中で構造解析 作業の効率化 を図 るグラフィックディスプ

レイを使用す るオ ンライン会話型 システム

卸 商業団地総合

情報 システム
WINGS

卸商業団地の組合員企業と事務局の営業、管理事務及び財務管理

事務の処理 に必要 なプログラムをパ ラメー タ方式によりジェネ レ
ー タす るプログラム

トー タルエ ネ ルギ ー

管 理 シス テム
TEMSYS

自家発電の効率的運用、プロセス蒸気の節減、排熱回路再利用等

用役エネルギーの発生、供給の合理化 を図るコンピュー タによる

運転管理 システム

シ ョー トハ ン ド

COBOL

SHORTHAND

COBOL

COBOLの 持 つ ドキ ュ メ ン トと しての 有 用性 を生 か しつつ 、 コー

デ ィ ングやパ ンチ等 の作 業 の 省 力化 を 目指 す もの で、略 記 法 や省

略 法 によ り短縮 化 して 記述 され た ソー ス プロ グ ラム を入 力 と して

通 常のCOBOLソ ー ス プ ロ グ ラム を生 成 す るCOBOLプ リプロセ

ッサ

FORTRAN用

機 能 拡張 パ ッケ ー ジ
BFORTRAN

FORTRANに 事務処理に必要 な機 能を付加 し、適用分野の拡大

及びプログラ ミングの能率向上 を図るプログラム

ダ イナ ミッ クプ ロセ ス
、 、

ン ユ ミ レ ー ン ヨ ン
DPS 化学 プ ロセ スの変 化 を動 的 に シュ ミ レー トす るプ ロ グラ ム

住 民生活情報 システム COMPACT
地方公共団体の住民記録、住民税 、国民年金、国民健 康保険等の

業務 を処理す るプログラム

FORTRAN

フ ロー チ ャー タ

FORTRAN

FLOWCHARTER

FORTRAN言 語 で書 かれ た ソー ス プログ ラム か ら標 準 的 な フロー

チ ャー トを作 成 す る プロ グ ラ ム

る。

本 計 画 の シ ス テ ム 開 発 は1976年4月 に設 立 され た協 同 シス テ ム 開発 ㈱ を 中核 と して、 同 社 へ 出 資

して い る ソ フ トウ ェ ア企 業17社 の 全 面 的 な協 力の も とに行 わ れ て い る。

本 計 画 で 開 発 され て い る シス テ ムは 、ソフトウ ェ ア の設 計 お よ び作 成 を よ り正 確 かつ 効 果 的 に行 え

る よ う支援 す る 「CPL-A言 語系 」、プ ロ グ ラム ・モ ジ ュー ル を管 理 す る 「プ ロ グ ラ ム ・モ ジュ ー

ル ・デ ー タベ ー ス系 」、 「CPL-B言 語 系 」 お よ び 「周 辺 関連 ツー ル系 」 の4つ の 柱 か ら構 成 され

て お り、 その 全 体 体 系 は3-1-5図 の とお りで あ る。 この図 にお い て 、横 方 向 は 適 用 分 野 を縦 方

向 は 生 産 工 程 を示 し、 各 サ ブ ・シ ス テ ム の記 入位 置 が 、 その サ ブ ・シ ス テ ム の 利 用 範 囲 を示 して い

る。

本 計 画 の 開発 作 業 は4年 を経 過 した現 在 、 プ ロ トタ イ プ を含 め て14サ ブ ・シ ス テ ム が完 成 し、4
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サブ ・システムが継続中である。

(3)債 務保証業務

コンピュータの普及 とその利用分野の拡大に伴 って、情報処理関係企業はもちろんのこと、一般

企業 においてもあらゆる分野のソフ トウェアが開発 され、また、情報処理業務の高度化のためのプ

ロジェク トが企画、実施 されている。このため運転資金の需要がますます増加 しつっあるが、 これ

らの企業は一般 に担保力に乏 しく、この資金 を通常の市中金融によって充分に調達することは容易

でないのが実情である。

そこで、通産省では1970年 から 「情報処理振興金融措置」 により、長期信用銀行3行 を窓 口金融

機関 とした長期、低利の金融のための措置 を講 じている。この制度はソフ トウェア企業、情報処理

サー ビス企業の業務高度化資金や一般企業のプログラム開発資金の円滑な供給 を行 うことによって、

ソフ トウェア企業の発展 とプログラム開発の促進 を図ることを目的とす るものである。

情報処理振興事業協会はこの制度 に基づいて、通産 省 の推 薦 したプロジェク ト資金を企業が借

り入れるに当た り、その債務保証 を行 っている(3-1-6図 参照)。

債務保証の対象 となる借 り入れば、ソフ トウェア企業および情報処理サービス業については以下 に

あげる資金 にっいて、また一般企業に対 しては事業活動の効率化に寄与するプログラム開発資金 に

限定 している。

① 事業活動の効率化 に寄与す るコンピュータの本体 および付属機器の導入に必要 な資金

② 情報処理サービスに関する業務の改善 もし引 まその技術の向上 に必要なプログラム、汎用的

または先進的なプログラムの開発または購入に必要な資金

③ 情報処理技術者の教育、研修に必要 な資金

④ その他オ ンライン情報処理サービスの開始 に必要な資金等

これまでの保証実行実績は1979年 度末現在で972件 、432億 円にのぼる。3-1-17表 は保証状況

を債務保証状況推移表としてまとめたものである。

(4)汎 用プログラムの登録

汎用プログラムの開発および普及の促進を図る観 点から、汎用プログラムの開発にかかる準備金

制度(租税特別措置法第20条 の2お 』よび第56条 の9)が1979年 度の税制改正 において創設 された。本

制度は汎用プログラムとして情報処理振興事業協会 に登録されたプログラムにかかる取引収入金額

の最高50%ま でをプログラム準備金 として積み立てることを認 めるものである。

準備金積み立ての対象 となる収入金額は、

① 情報処理振興事業協会に登録 されたプログラムの譲渡また1ま提供 にかかる当該事業年度の収

入金額

② 当該 プログラムの譲渡または提供にイ寸帯 して行 う情報処理 に関する専門的な知識 およ刑 支能
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3-1-6図 信 用 保証 の し くみ
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②推せんの通知 ノ

②融資の推せん

・(①r青 報処理振興金融措置による

●債務保証の条件

保証期間 原則 として3年以内

保証料率 保証額残高に対 し年0.7%

●推せん申請受付期間 毎年度4月 、7月

保 証 額 融資 額の95%

融資 限度 所・要資金 の80%

、10月 、1月 の4回

金 利 年8.5%

1980年3月1日 現在

を必要 とする役務の提供 にかかる当該事業の収入金額

である。

当該準備金はその積み立てをした事業年度終了の日の翌 日から4年 間を限度 として積み立てるこ

とができ、また、積み立て をした事業年度終 了の日の翌 日から4年 経過 した準備金は 、その後4年

間を限度 として均等 に取 り崩すことができる。

プログラムを登録 できる者はソフ トウェア業を営む個人または法人であって、

① 登録 しようとす るプログラムを、自らの負担 において開発(共 同開発 を含む)し 、カ・っ 当該

プログラムを保有 している者または、

② 登録 しようとす るプログラムを、情報処理振興事業協会の委託 を受けて開発し、かつ普及の

義務 を負 っている者

である。

また、登録できるプログラムの内容は、



78第3部 情報産業政策

3-1-17表 債務保証状況推移表 1980年3月31日 現 在(単 位:百 万 円)

推 せ ん 状 況 実 行 状 況

申請時期
申請状況 情報処理サー

ビス業者等 そ の 他 計 情報処理サー
ビス業者等 そ の 他 計

件 数 金 額 件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額 件数

,

金 額 件 数 金 額

1970年 度 107 5,642 53 2,129 10 234 63 2,363 43 1,998 8 194 51 2,192

1971年 度 103 6,969 78 3,914 9 524 87 4,438 95 3,305 15 564 110 3,869

1972年 度 91 3,140 77 2,255 3 237 80 2,492 81 2,740 3 237 84 2,977

1973年 度 130 6,627 94 4,305 11 538 105 4,843 97 3,735 6 461 103 4,196

1974年 度 151 8,311 116 4,345 17 1,993 133 6,338 116 4,224 19 1,979 135 6,203

1975年 度 168 8,903 129 5,192 23 3,090 152 8,282 130 4,890 22 3,012 152 7,902

1976年 度 148 8,157 113 5,084 12 2,061 125 7,145 122 5,125 11 1,942 133 7,067

1977年 度 78 3,993 58 2,895 2 150 60 3,045 63 3,042 6 269 69 3,311

1978年 度 82 2,974 68 2,466 1 23 69 2,489 64 2,528 3 83 67 2,611

1979年 度 81 3,527 67 2,949 2 77 69 3,026 66 2,821 2 77 68 2,898

合 計 1,139 58,119 853 35,534 90 8,927 943 44,461 877 34,408 95 8,818 972 43,226

注1.本 妻 記 載 の金 額 は いず れ も融 資 ベ ー スの金 額 で あ り、 こ の95%相 当額 を保 証 して い る。

注2.「 情報 処 理 サ ー ビス業 者 等 」とは 、情報 処理 サ ー ビス業 また は ソフ トウェ ア業 を営 む会社 また は個 人 をい う。

(法 第28条 第1項 第4号)

注3.「 その他 」と は、 情報 処 理 サ ー ビス 業者 等以 外 の者 を い う。(法弟28条 第1項 第5号)

① 「情 報 処 理 振 興 事 業 協 会 等 に関 す る法 律 」 第3条 第1項 の 規 定 に基 づ い て 定 め られ た プ ロ グ

ラ ムの 開 発 に か か る電 子 計 算 機 利 用 高 度 化 計 画 に列 記 され た種類 の も の で あ っ て、 高 度 な もの で

あ る こ と

② 基 本 的 改 変 を行 わず に複 数 の顧 客 に譲 渡 ま たは提 供 で き る ほ か 、広 く利 用 され る可 能1生が あ

る も の で あ る こ と

③ わ が国 の 国 内 で 開 発 され た もの で あ る こ との3要 件 を満 た して い る もの

で あ る。

初 年 度 に当 た る1979年 度 の 登 録 申請 の 受 付 けは 、1979年7月 、10月 、1980年1月 の3回 行 わ れ た。

第1回 目の 受 付 け で は96本 の プ ロ グ ラ ム(サ ブ ・プ ロ グ ラ ム を除 く)、 第2回 目 の受 付 け で は61本 の

フ.ログ ラ ム、 第3回 目の 受 付 け で は405本 の プ ロ グ ラ ム の 、合 計562本 の プロ グラム につ い て 新 規 登録

の 申請 が あ っ た。

1980年3月 末 まで に汎 用 プ ロ グ ラ ム登 録 簿 に登 録 され た プ ロ グラ ム数 は 申請 プ ロ グ ラムと同 じ562

本 で あ る。 な お この ほ か 、 そ れ ら登 録 プ ロ グ ラム の サ ブ ・プ ロ グ ラム と1,285本 の プ ロ グ ラ ム が登

録 され た。

プ ロ グ ラム の 分類 か らみ る と、 シス テ ム ・プ ロ グ ラ ム関 係 が410本 、 ア プ リ ケ ー シ ョ ン ・プ ロ グ
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ラム 関係 が152本 で あ り(3-1-7図 参 照)、 登 録 さ れ た 汎 用 プ ロ グ ラ ム562本 の うち情 報 処 理 振

興 事 業協 会 が 委託 開 発 した プ ロ グ ラ ム22本 が含 ま れ て い る。 な お、 登 録 状 況 を企 業 別 に見 る と、登

録 企 業 数 は 全 体 で44社 叢 も多 い企 業 で280本 と な っ て い る(3-1-18表 参 照)。

3-1-7図(本)
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注)プ ログラムの分類は電子計算機利用高度化計画に基づ くプログラム分類表 による。
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3-1-18表 汎用 プ ロ グラ ム企 業 別登 録 状況(1979年 度) 1980年3月21日 現在

企 業 名 登録件数 企 業 名 登録件数

富 士 通 ㈱

日 本 電 機 ㈱

日 本 東 芝 情 報 シ ス テ ム ㈱

㈱ 日 立 製 作 所

㈱ 構 造 計 画 研 究 所

三 菱 電 機 ㈱

沖 電 気 工 業 ㈱

日 本 ユ ニ パ ッ ク ㈱

日 本 ア イ ・ ピ ー ・ エ ム ㈱

東 京 芝 浦 電 気 ㈱

三 菱 事 務 機 械 ㈱

㈱ 東 洋 情 報 シ ス テ ム

ソ フ ト ウ ェ ア 開 発 ㈱

㈱ 内 田 洋 行

日立 ソフ トウェ ア ・エ ン ジ ニ ア リ ング ㈱

㈱ コ ン ピ ュ ー タ ・ア プ リ ケ ー シ ョ ンズ

日 本 ビ ジ ネ ス ・ オ ー ト メ ー シ ョ ン㈱

㈱ 日 本 ビ ジ ネ ス ・コ ン サ ル タ ン ト

㈱ ソフトウェア ・エージー ・オブ ・ファーイース ト

㈱ ト ゥ ー ル 社

日 本 タ イ ム シ ェ ア ㈱

㈱ テ ィ ー デ ィ ー シ ー

㈱ エ フ ・ ア イ ・ ピ ー

280

139

89

49

11

9

7

7

5

4

4

3

3

3

2

2

2

2

2

2

2

2

2

㈱ イ ン テ ッ ク

㈱ オ ー トメ ー シ ョ ン シ ス テ ム リサ ー チ

㈱ オ ー ビ ッ ク

㈱ 西 武 情 報 セ ン タ ー

日 本 電 気 ソ フ ト ウ ェ ア ㈱

日 本 シ ス テ ム サ イ エ ン ス ㈱

日 本 電 子 開 発 ㈱

㈱ 協 栄 計 算 セ ン タ ー

日 本 情 報 科 学 ㈱

㈱ 日 本 情 報 処 理 開 発 協 会

三 井 造 船 ㈱

㈱ ア ル ゴ

セ ン トラル ・コ ン ピュ ー タ ・サ ー ビス ㈱

㈱ ビ ジネ ス ・コ ンサ ル テ ィ ン グ ・セ ンター

岩 通 ソ フ ト シ ス テ ム ㈱

㈱ ソ フ トウ ェ ア ・リサ ーチ ・ア ソ シェ イ ツ

協 和 会 計 情 報 開 発 ㈱

㈱ 日 本 科 学 技 術 研 究 所

日 本 相 互 技 術 ㈱

㈱ 徳 島 電 子 計 算 セ ン タ ー

三 井 情 報 開 発 ㈱

2

2

2

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

合 計

(プ ロ グ ラ ム 本 数)

655

562

注)企 業別登録件数とプログラム本数に差異 を生 じているのは登録 プロ グラムの一部 が共同開発プログラムであり、

同一 プログラムに複数の登録 者があるためである。
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第2章 行 政 にお ける コ ン ピュ ー タ利 用 と政策

1行 政 に お』け る コ ン ピ ュ ー タ利 用 の 現 状

わ が国 の行 政 機 関 に お け る コ ン ピ ュ ー タの利 用 台 数 は 、1979年 度 末 現 在 、 総 計1,799セ ッ トで あ

る。 そ の内 訳 は 、各 省庁307セ ッ ト、 特 殊 法 人603セ ッ ト、地 方 公 共 団体889セ ッ トで あ る。 また 、

最 近 超 小 型 コ ン ピュ ー タ の利 用 が進 ん で お り、各 省庁366セ ッ ト、 特殊 法 人45セ ッ ト、地 方 公 共 団

体289セ ッ ト計700セ ッ トに達 して い る。

A各 省 庁 に お け る コ ン ピ ュ ー タ 利 用 の 現 状

各 省 庁 の コ ン ピ ュ ー タ利 用 台 数 は 、前 年 度 に比 べ8セ ッ ト増 で307セ ッ トと なっ て い る。 こ れ を

省 庁 別 にみ る と3-2-1表 の と お り、郵 政 省63セ ッ ト、 運 輸 省51セ ッ ト、防 衛 庁49セ ッ ト、通 商

産 業 省29セ ッ トの順 と な っ て い る。

各 省庁 の コ ン ピ ュ ー タ利 用 の推 移 を み る と3-2-1図 の とお りで あ る。

前 年度 と対比 す る と、 新 規 導 入 ・増 設 セ ッ ト数 は7セ ッ ト減 、切 替 セ ッ ト数12セ ッ ト増 と な っ て

お り、大 型 機 等 へ の 切 り替 え が多 くな っ て い る。

最近 の コ ン ピ ュ ー タ利 用 につ い て見 る と、次 に掲 げ る よ うな傾 向 が見 られ る。

ほ)機 器 の 大型 化

大 型 機 の 占め る比 率 を見 る と、 各 省 庁166セ ッ ト(54.4%)、 政 府 関 係 機 関167セ ッ ト(28.3%)、

都 道 府 県61セ ッ ト(16.8%)、 市 区 町 村50セ ッ ト(9.5%)、 全 産 業2,515セ ッ ト(10.1%)'と なっ

て お り、国 の 行 政 機 関 の大 型 機率 が非 常 に高 い 。

特 に大 型 機 は 、 一 般 行 政 事 務 の 業 務 型 が圧 倒 的 に多 く(42.7%)、 税 、保 険 、貯 金 等 全 国 的 規 模 で

デ ー タ処 理 す る 、広域 的 な も の に利 用 され て い る。

また 、主 記憶 容量1メ ガ ・バ イ ト以 上 の もの は65セ ッ ト(21.20/o)を 占 め 、磁 気 テ ー プ装 置 は1

セ ッ ト当 た り5.8台 、磁 気 デ ィ ス ク装 置 は1セ ッ ト当 た り4.7台 と記憶 容 量 の 大型 化 が進 んで い る。

(2)処 理 方 式 の 高 度 化

オ ン ライ ン処 理 機 の比 率 を見 る と 、各 省庁187セ ッ ト(61.3%)、 特 殊 法 人375セ ッ ト(64.4%)、

都 道 府 県236セ ッ ト(51.6%)、 ‡也方 公 共 団 体173セ ッ ト(24%)、 と な っ て お り、 国 の 行 政 機 関 の オ
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ン ライ ン化 率 が高 くな っ て い る 。

オ ン ラ イ ン端 末 装 置 は 、1974年 度3,908台 、1978年 度6 ,424台 、1979年 度9,858台 と この5年 間

で2.5倍 、 対 前 年 比 で1.5倍 と急 増 して きて い る。

特 殊 入 出 力装 置 の利 用 も進 み 、 デ ィス プ レイ は1,557台(対 前 年 比1.3倍)、OC(M)Rは1,488

台(対 前 年比1.4倍)と なっ て い る。

ま た 、 最 近 はデ ー タベ ース 化 が進 み 、統 計局(統 計)、 行 政 管 理庁(法 令 検 索)、 防衛 庁(人 事)、

3-2-1図

コ ン ピュ ー タ利 用 状

況 の 推移

'

300セ ッ ト

6,000人

900億 円

100部 門

200セ ッ ト

600億 円

50部 門

100セ ッ ト
2,000人

300億 円

'68

注1)

2)

307

台 数(セ ッ ト)

・＼

運 用経 費、(経 費 か ら

買取 費 を除 い た もの ・円)

'69'70'71'72'73'74'75'76'77'78'79年 度

経 費は レ ンタル費 、通 信回 線 費 、消耗 品 費、 外注 費等 の電 子 計算 機運 用経 費

の みで 、人 件 費、設 備 費、 端 末機 関運 用 費は 含 まな い。

1976年 度の 要 員数 の減 少 は、 郵政 省(地 方 貯 金 局)の 電 算 処 理 方 式の 変更.

(カ ー ドパ ンチ方 式 か らOCR方 式 へ の変更)に 伴 うもの で あ る。

資 料:行 政 管 理庁 「電子 計 算機 利用 基 本調査 報 告書 」
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農 林 水 産 省(農 林 水 産 統 計 等)、 通 商 産 業 省(政 策 情 報)、 運 輸 省(自 動 車 登録)等 で 利 用 が行 わ れ

て い る。

(3)ア プ リケ ー シ ョ ンの拡 大

ア プ リケ ー シ ョ ンの類 型 を見 る と、共 通 管 理 業 務13 .9%、 統 計 業 務17.9%、 原 局 業務43.8%、 試

験 研 究19.20/。 、 教 育 そ の他5.2%と なっ て お り、処 理 内 容 と対 比 す る と3-2-2表 の と お り、 集

計 製 表 、 フ ァ イル蓄 積 管 理 、 情 報 検 索 等 が 増 加 して きて い る。

各 省庁 の 主要 な適 用 業 務 は3-2-3表 の と お りで あ る。

(4)経 費 の 増 大

機 器 の大 型 化 、 処 理 方 式 の 高度 化 に伴 っ て 経 費 は大 幅 に増 加 し、1,000億 円(対 前 年 比18%増)

と な っ て お り、 こ の う ち機 器 調 達 費 が744億 円 と4分 の3を 占 め て い る。

(5)外 部 委 託 の 増 加

要 員 数 は5,017人(対 前 年比2%増)と 横 ば いの状 況 で あ るが 、 外 部 要 員 の 利 用 が進 み 、718人

3-2-1表1979年 度 コンピュータ導入状況

区 分 1979年 度 導 入 台 数 1979年 度

省庁名

1978年 度

設置台数 新規増設 切替 に伴 う
増 減

利用廃止
そ の 他

1979年 度

設置台数
における
切替台数

総 理 府 本 府 2 2 1

警 察 庁 6 6 2

行 政 管 理 庁 1 1

北海道開発庁 2 2 1

防 衛 庁 49 1 △1 49 6

経 済 企 画 庁 1 1

科 学 技 術 庁 ll 11 1

環 境 庁 2 △1 1 2

法 務 省 6 6

外 務 省 6 6 2

大 蔵 省 14 14 3

文 部 省 10 1 11 4

厚 生 省 9 1 10 2

農 林 水 産 省 ・ 16 16 5

通 商 産 業 省 35 △1 △5 29 7

運 輸 省 46 1 4 51 3

郵 政 省 57 8 △2 63 12

労 働 省 8 △1 7

建 設 省 17 1 △1 3 20 4

自 治 省 1 1

計 299 12 △6 △6 8 307 55

注1)「 切替 に伴 う増 減 」は、例 えば2台 を1台 に変 更 す る場 合 又 は その 逆 を い う。

2)「 その 他」は、昭和1979年 度以 前 に導 入済 の もの で、 従 来 の調 査 で 調査 対 象 外等 と して報 告 が な か った もの が、

今 回新 た に報 告 の あ った もの な どで あ る。

資料:行 政管理庁 「電子計算機利用基本調査報告書」
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(対 前 年 比27%増)と な っ て い る。

B特 殊法人におけるコンピュータ利用の現状

特 殊 法 人 の コ ン ピュ ー タ利用 状 況 を見 る と、1979年 度 末 現 在 導 入 法 人 数 は59機 関(53.2%)、 超

小 型 機 の み を設 置 して い る もの4機 関(3.6%)、 外 部 機 関 の コ ン ピュ ー タ を利 用 して い る も の31機

関(27.9%)で 、 こ れ ら を含 め る と94機 関(84.7%)が コ ン ピュ ー タ を利 用 して い る。

コ ン ピ ュー タ利 用 の 推 移 を見 る と、3-2-2図 の と お り、 こ こ7年 間 で セ ッ ト数 は2.3倍 、 設

置 金 額 は2.1倍 と伸 び て い る。

特 殊 法 人 の コ ンピ ュ ー タ利 用 の特 徴 を挙 げ る と、 次 の とお りで あ る。

〔1)日 本 中央 競 馬 会157セ ッ ト、 日本 国 有 鉄 道112セ ッ ト、 日本 電 信 電 話 公 社80セ ッ ト、国 際 電 信

3-2-2表 類型別処理内容の状況

業務類型

処理内容
共通管理
業 務

統計業務 原局業務 試験研究 教 育
そ の 他

1979年 度

計

1978年 度

計

1977年 度

計

集 計 ・ 製 表
59

(40.7)
70

(37.4)
119

(26.6)
40

(19.9)
5

(9.2)
293

(28.0)
268

(24.6)
261

(27.2)

フ ァ イ ル 蓄 積 管 理
25

(17.2)
26

(13.9)
96

(21.0)
13

(6.5)
3

(5.5)
163

(15.6)
145

(14.3)
134

(14.0)

情 報 ・ 検 索
14

(9.7)
14

(7.5)
52

(11.3)
14

(7.0)
2

(3.7)

96
(9.2)

93
(9.2)

81
(8.5)

情報加工提供サー ビス
9

(6.2)
12

(6.4)
32

(7.0)
3

(1.5)
1

(1.9)
57

(5.4)
60

(5.9)
57

(5.9)

分 析 予 測
9

(6.2)
34

(18.2)
43

(9.4)
35

(17.4)
1

(1.9)
122

(11.7)
134

(13.2)
140

(14.6)

技 術 ・ 数 理 計 算
4

(2.8)
13

(7.0)
338
(8.3)

69
(34.3)

19
(35.2)

143
(13.7)

142

(14.0)

142

←14.8)

通 信 制 御 ・

メ ッ セ ー ジ 交 換

8
(5.5)

7
(3.7)

32
(7.0)

6
(3.0)

1
(1.9)

54
(5.2)

52
(5.1)

46
(4.8)

各 種 制 御 一
10

(5.4)
12

(2.6)
17

(8.4)
10

(18.5)
49

(4.7)
56

(5.6)
43

(4.5)

そ の 他
17

(11.7)
1

(0.5)
34

(7.4)
4

(2.0)
12

(22.2)
68

(6.5)
64

(6.3)
55

(5.7)

計
145

(100.0)
(13.9)

187
(100.0)(
17.9)

458

{111:ll
201

{1!;:B
54

{101:B
1,045
(100.0)
(100.0)

1,014
(100.0)

959◎

(100.0)

注1)「 共通 管 理 業務 」と は会 計 ・給 与 ・人事 等 共通 的管理 業 務 の こ と をい う。

2)「 原 局業 務 」とは、共 通 管理 、 統計 、試 験研 究 、教育 を除 い た行政 事 務 で 、各 局課(室)の 本 来業 務 と な って い

る もの を い う。

3)「 フ ァ イル蓄 積 管理 」とは、保 険、 貯 金 、登 録 事務 等 大量 の デ ー タ フ ァイ ル を蓄 積 管理 して い るもの を い う。

4)「 各 種 制御 」とは 、航 空 管 制 、 ダム 制御 、 実験 装置 の 制御 等 に使 用 してい る もの をい う。

5)()内 は、 処理 内容 毎 の構 成比 で あ る。

6)()内 は、 業務 類型 毎 の 構 成比 で あ る。

資料:行 政 管理 庁 「電 子 計 算機 利用 基 本調 査報 告 書」
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3-2-2図

政 府 関係 機 関の コ ン

ピュー タ利 用状 況 の

推移

設置台数 設置金額
(セッ ト)(単 位 億円)

600

500

400

300

200

100

/フ
975,'

∠ 、舞

〃

設置法人数

(法 人)

120グ

1,474

100

80

60

40

20

1973197419751976197719781979年 度

(注)1976年 度、1977年 度 の設 置金 額 に つ い て は 、 調 査 を 行 って い

な い ため不 明 で あ る。

資 料:行 政 管理 庁 「特殊 法 人 に おけ る電子 計 算機 利 用基 本調 査 報告 書」

3-2-3表

省庁 別 適用 業務 一 覧
「=一 一名 セ ッ ト数 主 要 適 用 業 務

総 理 府 本 府 2 統 計

警 察 庁 6 指名手配照会、車輌 照会、運転者管理

行 政 管 理 庁 1 法令検 索、給与共済

北海道開発庁 2 技術 計算、工事費積算、給与共済

防 衛 庁 49 補給管理 、技術計算、通信交換 、気象

経 済 企 画 庁 1 経済分析計算

科 学 技 術 庁 11 技術計算

環 境 庁 1 分析 計算、公害計測

法 務 省 6 犯歴票管理、出入国記録管理、供託金計算

外 務 省 6 情 報 検 索 、旅 券発 給 、電 信 メ ッセー ジ交換 、 写植

大 蔵 省 14 統計、情報検索、税務

文 部 省 ll 統計、情報検索、分析 計算

厚 生 省 10 統計 、社会保険、年金

農 林 水 産 省 16 統 計 、在庫 管 理 、.技術 計算 、 情報 検 索

通 商 産 業 省 29 統計 、情報検索、技術計算

運 輸 省 51 統計 、車検登録、気象、航空管制

郵 政 省 63 貯金 、簡易保険、数理統計

労 働 省 7 統計 、雇用保険、労災保険、労働保険徴収、職業紹 介

建 設 省 20 統計 、技術計算

自 治 省 1 統 計

計 307

資料:行 政管理庁「電子計算機利用基本調査報告書」
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電 話 ㈱53セ ッ ト、 日本 放 送協 会48セ ッ トの5法 人 で450セ ッ ト(74.6%)を 占 め て い る一 方 、1

セ ッ トの み の法 人 が35法 人(59.30/。)を 占 め て お り、 多数 の コ ンピ ュ ー タ を有 す る少 数 の法 人 と、

少 数 の コ ン ピ ュー タ を有 す る多 数 の 法 人 に大 き く分 け られ る。

(2)規 模 別 比 較 を見 る と 、 大型 ・中 型 ・小 型 機 の比 率 が ほ ぼ均 等 と な っ て い る。 す な わ ち 、 わ が 国

全 体 の規 模 別 構 成 比 が1:3:6、 各 省庁6:3:1、 都道 府 県2:4:4、 市 区 町 村1:5:4

で あ る もの に比 べ 、特 殊 法 人 は3:3:4と なっ て い る。

(3)オ ン ラ イ ン処 理 の比 率 が64.40/。(375セ ッ ト)と 高 く、 こ れ は対 前 年比10%の 伸 び を示 して い

る。 オ ン ラ イ ン処 理 の 主 要 な もの は 、 日本 国 有鉄 道(座 席 予 約 ・ヤ ー ド制 御)、 日本 航 空(座 席 予

約)、 日本 中央 競 馬 会(勝 馬 投 票 券 発 売)等 で あ る。

(4)地 方 機 関 へ の導 入 が 多 い が、 最 近 は 中央 機 関 へ の導 入 が 進 ん で い る。1978年 度 に、地 方 機 関 に

お いて 利 用 され て い る コ ンピ ュ ー タセ ッ ト数 は69.5%を 占め て い た が 、1979年 度 で は59 .7%と 下 が

り、 逆 に中=央機 関 の比 率 が15.9%か ら30.7%へ と増 加 して い る。

(5)圧 倒 的 に買 い 取 り機 の 占 め る比 率 が 高 く407セ ッ ト(69.1%)と な っ て い る。

(6)運 用 方 式 を見 る と、 中 小 型 機 が 多 い た め マ ル チ 処理 の 実施 率 が低 いが(23.9%)、 逆 に オ ー プ

ン利 用(40.4%)は 各 省庁 よ りも進 んで い る(各 省 庁 は マ ル チ 処 理 実施 率58%、 オ ー プ ン利 用18%)。

(7)1セ ッ ト当 た りの要 員 数 は11人(各 省庁16人)と 少 な い。

(8)運 用 経 費 は買 い取 りが 多 い ため か 、総 額455億 円(1セ ッ ト当 た り7,500万 円)と 少 な く(各 省

庁 は3億2,500万 円)、 逆 に外 注 費 は76億 円(構 成比16.9%)で 各 省庁 の72億 円(構 成 比7.2%)を

上 回 って い る。 外 注 費 の 中 で も特 に各 省庁 と比 較 す る と、 ソ フ トウ ェ ア 委託(17.3%)、 計 算 委 託

(12%)が 多 い。

C地 方公共団体 におけるコンピュータ利用の現状

1979年4月 現 在 、地 方 公 共 団 体 の コ ン ピ ュ ー タ導 入 セ ッ ト数 は 、都 道 府 県364セ ッ ト、 市 区 町 村

525セ ッ トで計889セ ッ トで あ る。 また 、超 小 型 機 は 、都 道 府 県93セ ッ ト、 市 区 町 村196セ ッ トが導

入 されて お り、 これ を加 え る と都 道 府 県457セ ッ ト、市 区 町 村721セ ッ トで 計1,178セ ッ トと な り、

前 年 に比 べ154セ ッ トの 増 と なっ て い る。

自治 省 で は 、超 小 型 機(機 器 購 入 費1.000万 円未 満 、 年 間 レ ン タル 料270万 円未 満)を 含 め 統 計

資 料 を作 成 して い るの で 、 以 下 これ に よ る。

利 用 団 体 数 を見 る と、3-2-4表 の とお り、都 道 府 県 で は昨 年度 に全 団 体 が導 入 団 体 と な って

お り、市 区 町 村 で は全 団 体 の87%(2,851団 体)が 利 用 団 体 で 、26%(741団 体)が 単 独 また は 共 同

導 入 団 体 で あ る。

地 方 公 共 団 体 に お け る コ ン ピュ ー タ処 理 業務 を見 る と、 都 道 府 県 で は 給 与 、 自動 車 税 、 指 定 統
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3-2-4表 地 方 公共 団 体 に お け る コン ピ ュー タ利 用 団体 数

調査現在 日等

利用形態

団体区分

1979年4月1日 現 在

(A)

1978年4月1日 現 在

(B)

増 減

(A)一(B)

導 入
団 体

委 託
団 体 計 導 入団

体
委 託
団 体 計 導 入

団 体
委 託
団 体 計

都 道 府 県 47 一 47 47 一 47 一 一 一

市

町

村

単
独
利
用
団
体

特 別 区 19 4 23 19 4 23 一 一 一

市 町 村 430 1,984 2,414 380 1,909 2,289 50 75 125

小 計 449 1,988 2,437 399 1,913 2,312 50 75 125

共同利用団体 292 122 414 294 120 414 △2 2 一

小 計 741 2,110 2,851 693 2,033 2,726 48 77 125

合 計 788 2,110 2,898 740 2,033 2,773 48 77 125

資料:自 治省「地方 自治 コ ンピュー タ総覧」

計 、 自治 省統 計 が 全 団 体 で 処 理 さ れて お り、 人事 管 理(59.7%)、 森 林 計 画(93.6%)、 起 債 管 理(89.4

%)、 各 種 統 計(87.2%)等 の 利 用 が 行 わ れ て い る。

市 区 町 村 で は 、住 民税(94.1%)、 固 定 資 産 税(87.6%)、 国 民 健 康 保 険 税(78.8%)、 軽 自 動 車

税(61.50/。)、 給 与(53.2%)等 が過 半 数 の 団 体 で 処 理 され て い る。

地 方 公 共 団 体 に お け る コ ン ピ ュー タ利 用 の 特徴 を挙 げ る と 、次 の と お りで あ る。

(1)中 ・小型 機 を中 心 に コ ン ピ ュ ー タの 利 用 が急 速 に進 展 して お り、経 費 と職 員 数 の伸 び を上 回 っ て

い る。

こ こ5年 間 で都 道 府 県 で は 、CPUの セ ッ ト数 は157セ ッ トか ら457セ ッ トへ2.9倍 、経 費 は2.4

倍 、職 員 数 は1.6倍 の伸 び を示 して お』り、市 区 町村 で は 、 セ ッ ト数 で2.6倍 、経 費 は2.3倍 、職 員

数 は1.6倍 と なっ て い る。 各 省庁 の5年 間 の伸 び を 見 る と、 セ ッ ト数 は1.3倍 、経 費 は3.1倍 、職

員 数 は1.0倍 で あ り、地 方 公 共 団体 で の コ ンピ ュ ー タ利用 が 急 ピ ッチ で あ る こ と を示 して い る。

(2)都 道 府 県 で は 、 オ ン ラ イ ン処 理 が増 加 し、51.6%(昨 年37.5%)に 達 して い る。 そ の主 な もの

は、 公 害 、税 務 、財 務 、 医 療 、土 木 行 政 、救 急 医 療 関 係事 務 で あ る。

(3)中 ・小 型 機 が 多 い が 、都 道 府 県で は 大 型 化 が進 んで い る。 都 道府 県 の規 模 別 セ ッ ト数 の構 成 を見

る と、 大型(13.3%)、 中 型(34.1%)、 小型(32 .2%)、 超 小 型(20.4%)で あ るが 、 昨 年 の 大型

機 の 比 率 は10.9%で あ り、 大型 機 が16セ ッ ト増 加 して い る。

(4)買 い取 り機 が 多 く、都道 府 県 で291セ ッ ト(63.7%)、 市 区 町 村328セ ッ ト(45.5%)と な って い る 。

(5)1セ ッ ト当 た りの職 員 数 を見 る と、 都 道 府 県6人 、市 区 町 村7人(昨 年度6.4人 、8人)と 減

少 して お り、 こ れ は各 省庁16人 、政 府 関係 機 関11人 と比 較 して 少 な くな っ て い る。
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D情 報処理関係予算の概況

1978年 度 の国 の情 報 処 理 関 係 予 算 の概 要 は 、3-2-5表 の と お り、総 額1,899億5,000万 円 で前

年 度 に比 べ14.9%の 伸 び に とど ま って い る。

1980年 度 予 算 の特 色 と して は 、 次 の 点 が挙 げ・られ る。

(1)電 子 計 算 機 運 用 等 経 費 は 、一 般 会 計 、特 別 会 計 と も20%増 と な って い る。

これ は、 新 規 導 入 ・増 設 が18セ ッ ト、 切 り替 えが31セ ッ トも実 施 され たの で 、そ の主 なも の は 、総

理 府統 計 局(国 勢 調 査 集 計)、工 業 技術 院 筑 波 研 究 セ ンタ ー 、郵 政 省 貯 金 局 計算 セ ン ター 、事 務 セ ン タ

ー等 で あ る
。

② 情 報 シ ス テ ム 開 発経 費 は 、近 年財 政 緊 縮 上 柳 制 されて きて い る が 、本 年度 は10%の 伸 び を示 し、

7億6,000万 円 増 と なっ て い る。

これ は、 最 近 大 型 情 報 シ ス テ ムの 開 発 計 画 が進 め られて い るた め で 、 その 主 な もの は、 郵 政 省 為

替 貯 金 総 合 機械 化 、通 信 衛 星 を 利 用 した コ ンピ ュ ー タ・ネ・ッ トワー ク 、通 商 産 業 省 光応 用 計測 制 御 シ

ス テ ム 、 国 税庁 新ADPシ ス テ ム 等 で あ る。

(3)情 報 処 理振 興 等 経 費 は 、 団体 等 に対 す る出 資 金 、補 助 金 、助 成 金 等 抑 制 され て きて お り、伸 び

が鈍 化 して きて い る。

(4)国 庫 債 務 負 担 行 為額 は、 次 の と お り、郵 政 省 貯 金 局 の 計 算 セ ン ター 、運 輸 省 の航 空 管 制 シス テ

ム等 歳 出 化 が行 わ れ 、漸 減 して い る。

1979年 度 一 般 会 計53億7,000万 円1980年 度 一 般 会 計21億5,900万 円

特 別 会 計174億2,700万 円 特 別 会 計163億8,900万 円

E行 政 情 報 処 理 の 推 進 方 策

行 政 機 関 に お け る コ ン ピ ュー タの 利用 は、 これ まで 見 る と お り、 年 々機 器 の大 型 化 、 処理 の 高度

化 の傾 向 を示 す と とも に情 報 シ ス テ ム 自体 が行 政 事 務 、 事 業 に と っ て 不 可 欠 なツ ー ル と して 重要 な

3-2-5表1980年 度情 報 処 理 関係 予 算 (単 位:千 円)

会計区分

経費区分

一 般 会 計 特別 会計 合 計
対 前年 度当初 予算 比(%)

一 般 特 会 合 計

電子計算機運用等経費 40,146,316 97,499,249 137,645,565 120.4 120.0 120.1

情報 システム開発経費 5,832,855 2,536,609 8,369,464 103.1 130.2 110.1

情報処理振興等経費 28,619,177 15,313,180 43,932,357 98.4 110.0 102.1

総 計 74,598,348 115,349,038 189,947,386 109.5
ll18・71

114.9

資料:行 政管理庁調べ
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役 割.を担 っ て きて い る。

現 在 、政 府 は行 政 改 革 を強 力 に実 施 して い る が、 行 政 情 報 シ ス テ ム が 行 政 の簡 素 化 、合 理 化 さ ら

には 行政 水 準 の 向 上 に寄 与 す べ き役 割 も増 大 して きて い る。

また 、行 政 情 報 シ ス テ ム は、 そ の進 展 に伴 っ て 国 民 の社 会経 済 活 動 との か か わ りを拡 大 して お り、

プ ライ バ シー の 保護 、行 政 情 報 の 社 会 的 活 用等 につ い て 、積 極 的 な対 応 が 必要 と な っ て い る。

そ こで行 政 管 理 庁 で は 、上 記 の 観 点 に基 づ い て1980年 度 の行 政情 報 処 理 の施 策 を、 次 の事 項 を重

点 と して実 施 す る こ と と して い る。

ほ)行 政 情 報 シ ステ ムの 高 度 化 に関 す る基 本計 画 の 作 成

行 政 機 関 にお け る コ ン ピュ ー タ の利 用 に関 して は、 こ れ まで 「政 府 に お け る電 子 計 算 機 利 用 の 今

後 の方 策 に つ い て」(1968年8月30日 閣 議 決 定)お よび 「行 政 改 革 計 画(第2次)に つ い て」(1969年

7月11日 閣 議 決 定)に 基 づ き、各 種 の施 策 を講 じて きて い るが 、 行 政 を取 り ま く経 済 社 会環 境 の変

化 に伴 い 、利 用 の あ り方 に関 し有 効 で適 切 な方 策 が 必要 と な っ て きて い る。

そ こで 行 政 機 関 に お け る コ ン ピ ュ ー タ利 用 上 の課 題 、 社 会 的 需 要 、 技 術 動 向 等 を踏 ま え 、政 府全

体 と して の見 地 か ら総 合 的 な資源 の 有 効 利 用 を 図 るた め 、 各 省庁 の 参 加 、協 力 を得 て 行政 情 報 シ ス

テ ムの 高 度 化 に関 す る基 本 計 画 の 作 成 に着 手 す る。

本 年 度 は 、① 統 合 部 会 ② 効 率 化 部 会 ③ デ ー タベ ー ス 部 会 ④ 要 員 部 会 を設 け 、 課題 の 分 析 、

方 策 の 検 討 等 基 本 的 な事 項 につ い て検 討 を開始 す る。

(2)行 政 機 関 にお け る コ ンピ ュ ー タ利 用 の 効 率 化

コ ン ピ ュ ー タ利 用 の効 率 化 につ いて は、 こ れ まで 、① 各 省庁 共 同 研 究 会 を開催 し、 その成 果 を と

りま と め、 費 用 対 効 果 の 分析 方 法 、稼 動 分析 方 法 、 ソ フ トウェ ア の 開発 ・保 守 の た め の標 準 ドキ ュ

メ ン ト、 シ ス テ ム選 定 方 法 に関 し ガ イ ドラ イ ンを作 成 し、② 各 省 庁 の情 報 シ ステ ム に対 しハ ー ドウ

ェ ア ・モ ニ ター等 に よ り稼 動 状 況 を測 定 し、運 用 効 率 の 改善 を実 施 す る と と も に ③ 各 省 庁 が他 機

関 に提 供 で き る汎 用 的 な プ ロ グ ラム の 台帳 を整 理 す る等 の施 策 を 講 じて きて い る 。

本 年度 は 引 き続 き、 ソ フ トウ ェ ア の 開発 技 法 、 デ ー タベ ー ス の 開 発 ・管 理 等 に関 し、 各 省 庁 共 同

研 究 会 を開催 し、 そ の成 果 に基 づ き ガ イ ドラ イ ンの作 成 を行 うと と も に、 特 定 の情 報 シス テ ム につ

い て運 用 効 率 の 分析 を実 施 す る。 ま た 、汎 用 的 プ ロ グ ラム台 帳 等 に基 づ きプ ロ グ ラム の相 互 ・有 効

利 用 を促 進 す る た め の方 策 の確 立 に務 め る。

(3)行 政 機 関 に お け る コ ン ピ ュ ー タ の共 同利 用

行政 管理 庁 電 子 計 算 機 共 同 利 用 施 設 に おい て は、 法 令 検 索 シス テ ム 、国 会 会議 録 検 索 シ ス テ ム 、

コ ン ピ ュー タ未 設 置 省庁 の 共 同 利 用 等 の サ ー ビ ス を実施 して い る が 、本 年度 は 法令 検 索 等 の共 通 利

用 シス テ ム の拡 充(判 例 ・改廃 経 過 等)を 図 る とと もに 、各 省庁 と の 間 に お け る オ ン ライ ン化 の 計

画 を進 め る。
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また、同施設における合同研修 については、管理者コース、基礎 コース、SEコ ース、データベ

ース・コース等を開催 しているが、本年度は研修体系の再編成 を行 い、研修内容の高度化を図 る。

(4}行 政情報通信の合理化

行政機関における情報通信の増大に対処 し、その効率化を図 るため、各省庁が共同 して利用する

行政電話網を東京一大阪間に開設 したが、本年度は東京 一仙台 ・名古屋 ・広島間に拡大する。

(5)公 共的データベース形成の推進

行政機関等が保有する各種公共的情報の相互利用および社会的活用を促進するため、データベース

の形成および各種情報の所在案内機能の整備 についての、基本的な方策の確立を図 る。

(6)デ ータ保護対策の推進

データ保護対策 については、引 き続 き、行政機関等における具体的措置の推進 を図る。特に、プ

ライバシー保護対策については、行政情報 システムの進展 に即応 し、国際的な動向をも踏まえてそ

の推進を図 るため、関係行政機関との協議 ・連携を強化する。

(7)行 政情報 システム要員対策の推進

行政情報 システムの進展 には、要員の資質を高めることが不可決であるので、要員の養成 ・確保

に関する現状の問題点の把握 を行い、今後の要員計画のあり方およびその推進方策を検討する。

(8)調 査研究等

行政情報処理調査研究費による行政情報 システムに関する調査研究 については、行政の合理化に

資する具体的かつ波及効果の高いものに重点を置いて推進するとともに、その成果について発表会

を開催する等いっそうの普及 を図る。

1980年 度において調査研究 を実施するテーマは、次のとおりである。

① データベース設計指針 の作成 に関する調査研究(行 政管理庁)

② 行政機関における汎用パ ッケージに関する調査研究(行 政管理庁)

③ 行政成果情報 システムの調査研究(行 政管理庁)

④ 行政情報通信 システムにおけるファクシミリ端末利用に関する調査研究(行 政管理庁 ・郵政

省)

⑤ 海外農業開発計画情報検索 システムの調査研究 濃 林水産省)

⑥ 海域環境情報 システムの調査研究(運 輸省)

⑦ 気象データベースの形成 に関する調査研究(気 象庁)

⑧ 都市情報の体系的処理 に関する調査研究 健 設省)

また、行政機関相互 の連携 を強め、一般への周知にも寄与するため、行政情報 システムに関する

研究会議の開催等を行 う。
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2総 理府統計局 における電子計算機利用 の現状

Aは じめに

総理府統計局では1961年 電子計算機導入以来、各種統計調査の集計、地域メッシュ統計の作成、

主要統計 による地域別、時系列別データベース ・システム、統計所在源情報 システムの構築 を行い、

その効果的 な活用を図っている。

すなわち、各種統計調査の集計については、統計局が行 う統計調査のデータ量の大規模性 を特 に

考慮 した独自の集計システムを開発 している。

地域情報の整備については、1968年 にわが国 全域 を網 の目状の方形 に区切 り、それぞれの方形

に統計情報を表章する地域メッシュ統計手法 により、国勢調査、事業所統計調査の結果を対象 にそ

の作成 を行っている。

また、「80年代は地方の時代」を合言葉 にキメの細 かい地方行政計画策定のために必要 な基礎資料

として、地域住民の生活実態を多角的に把握 することがで きる社会生活統計指標の整備、主要統計

の集計結果を対象 としたデータベース ・システム、および統計所在源情報の整備を図っている。

以上のような業務 を実行するため、現在、IBM370/3031型 および日本電気ACOS800/3型

電子計算機 お』よび電電公社の通信回線 によるオンライン・システム宅内装置 「DEMOS-E」 を

を利用 している。

B統 計調査集計システム

(1)統 計局における統計調査集計の特徴

統計局が行っている各種統計調査の集計業務は次のよ うな特徴 を有 している。

① 対象データが大量であること②集計 される結果表が多種 、多様であること③業務の集計期限 が

競合すること

以上のようなことから電子計算機 による集計時間が膨大 となり、処理プログラムの種類 も多 く、

かつ複雑化 してくる。

これらの問題を踏 まえて、大量データの集計に適 した 「統計局機能別集計システム」 を開発 した。

(2)機 能別集計 システムの概要

機能別集計システムとは、データの入力から結果表の出力に至るまでの集計処理過程 において3

-2-3図 に示すように各プログラムを機能別 に独立 させ、それ らを組み合わせることにより総合

的な集計 システムを構成する方法である。
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3-2-3図 総理府統計局機能別集計 システムの流れ

個 別 人 力 人力済 デ ー タチェック チェック済

デ ー タ 個別データ(機 能1)個 別データ

サ マ リ ー

デ ータ{2}

サ マ リー 編 集

データ〔3)(機 能5)

サ マ リ ー

デー タ{引

結 果

デ ー タ

算

(機能3)

結果表

1表

サ マ リ ー

デ ー タ{引

3-2-3図 から分かるように統計局機能別 システムは5大 機能よ り構成 されている。このよう

に各機能 を分離することにより、次のような多 くの利点が生 じてくる。

① 必要最少限の個別データ処理一 大量 な個別データを処理するデータチェック(機能1)tsよ

び度数分布(機 能2)の 所要時間を最少限度に止めることができる。

② 再演算に対する柔軟性 一ー一各機能 ごとにプログラムがき虫立 しているので、エ ラー発足時の再

演算 は、該当プログラム以降を即座 に処理で きる。

③ プログラミングの分業 プログラマの羅馬灸年数や、その技量に応 じたプログラミングの分

業化が図れる。

④ プログラムの汎用化、平準化一 各プログラムが単機能であるので、必然的に6縢 化 され、

その結果、汎用化、標準化が図れる。

(3)5大 機能の概要

① データチェック(機 能1)一 ・集計前 こ電子計算機で行 う入力データの各種 チュックであり、

集計上最 も重要な機能である。

② 度数分布 機 能2)一 チェック済み個別データを統計表別 に分布する。

③ 合算 機 能3)一 分布済みデータについて小計、中計、合計等 を算定する。

④ 加工(機 能4)一 合算済みデータの構成比、指数値等の算定 およびデータ編成等の加工を

行 う。

⑤ 編集(機 能5)出 力結果様式の整備およびそれに関する加工を行 う。

以上 が各種統計調査集計のために開発 した統計局機能別集計 システムの概要である。

C地 域 メッシュ統計の作成

地域メッシュ統計 とは一定の経度および緯度の間隔に基づいて網の目状 に区分 した地域(以 下 「地

域メッシュ」 という)に 統計情報 を表章する新 しい手法であり、現在、国勢調査、事業所統計調査
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の 結 果 を こ の方 法 に よ り表 草 して い る。

(1)地 域 メ ッ シ ュ統 計 の利 点

① 地 域 メ ッ シ ュ は 、面 積 が ほ ぼ 一 定 で あ る の で 、 地域 メ ッ シュ 間 の 比 較 が容 易 で あ る 。

② 地 域 メ ッ シ ュ は 、 そ の位 置 や 範 囲 が恒 久 的 で あ る ので 時 系 列 比 較 が容 易 で あ る。

③ 任 意 の地 域 につ いて 、 そ の地 域 内 の地 域 メ ッ シュ を合 算 す れ ば 、 必要 な地域 につ い て の デ ー

タ を容 易 に作 成 す る こ とがで きる。

④ 電 子 計 算 機 に よ る大 量 デ ー タ処理 が可 能 で あ り、 特 に位 置 情 報 が簡 単 に得 られ るの で 地 図 化

が容 易 で あ る。

以 上 が主 な地 域 メ ッ シ ュ統 計 の利 点 で あ る。

(2)標 準 地域 メ ッ シュ の 区 画

① 第1次 区 画 一 経 度1度 、緯 度40分 ご と に 区切 られ た1辺 が ほ ぼ80kmの 方形 区 画

② 第2次 区 画 第1次 区 画 の縦 、 横 を そ れ ぞ れ8等 分 した1辺 がCまぼ10㎞ の 方 形 区 画

③ 第3次 区 画 一第2次 区 画 の 縦 、横 を そ れ ぞ れ10等 分 した1辺 が ほ ぼ1㎞ の 方 形 区 画 で 「基

準 地 域 メ ッシ ュ」 と も呼 ば れ る。 そ の他 必要 に応 じて 第3次 区 画 を さ ら に等 分 した分 割 地 域 メ

ッ シュ も利 用 して い る。

(3)地 域 メ ッ シ ュ統 計 の作 成 手 順

地域 メ ッ シ ュ統 計 の 作 成 手 順 は3-2-4図 の と お りで あ る。

(4)地 域 メ ッ シュ統 計 の表 章 事 項

現 在 、統 計 局 で は3-2-6表 に示 した事 項 につ いて 地域 メ ッ シュ統 計 を作 成 して い る。

3-2-4図 コン ピ ュー タ利 用 に よ る地域 メ ッシ ュ統 計作 成 の フ ロー ・チ ャー ト
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メッシュコー ド

へ の 変 換

変換済み
テープ

国勢調査
データテープ

マ ッチ ング

及 び集 計

結 果

磁気テープ

結果表
マイクロ・フィルム

メ ッ シ ュ上世[ヌ|
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3-2-6表

地域 メ ッシ ュ統 計 の

主な表章事項

国 勢 調 査

人 口

国 籍

年令(階 級別)

配偶関係

労働力状態

人口の社会増加

従業上の地位

産 業

職 業

社会経済分類

教 育

等23分 野別人口、世帯数

実数72項 目

指標43項 目

'

事 業 所 統 計 調 査

産 業

従業者規 模 ・

経営組織

事業所の形態

事業所の存在す る場所

開設時期

等8分 野につ き事業所数、従業者 数

実数27項 目

指標7項 目

D社 会生活統計指標の整備

社会生活統計指標 は、国民ない し地域住民の種々の側面にわたる実態を把握するため、各分野の

統計を体系的に収集、編成 したものである。国際連合においても、1975年 に国民経済計算(SNA)

を拡充 した社会人口統計体系(SSDS)を 提示 している。 これに呼応 し総理府統計局では、1976

年より、都道府県と協力 し各種社会統計の整備、体系化を行っている。

その体系の概要を3-2-5図 に示 したが、構成 は14分野1,100項 目により関係づ けられている。

3-2-5図 中心部右側 の1は 福祉の主体である国民の生活行動 を、左側 のllは対応する公共サー

3-2-5図 社会生活統計指標体系

WIIl田

財 政 財政支出

人 口 ・世帯

1経 済基盤1

⑮

教 育 手 習

雇 用 労 働

社会保障

医 療 受診療養

居住環境 生 活

スポ云 ζ
施設 創端 動

安 全 被 害
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ビ ス の提 供 を、外 側 の 皿 、IVは そ れ ぞ れ の基 盤 な い し蓄 積 を示 して い る 。

E主 要 統 計 デ ー タ ベ ー ス ・シ ス テ ム

現 在 、 統 計 局 が 行 って い る主要 統 計 調 査 の 中 間結 果 を磁 気 テ ー プ約4,000巻 に収 録 し、整 備 して

い る。

な お、この うち特 に利 用頻 度 の 高 い情 報 につ い て は 、オ ン ラ イ ン・シ ス テ ム に よ り構 築 し、タ イ ム リ

ー な利 用 に供 して い る
。各 種 デ ー タベ ー ス の規 模 は3-2-7表 の 通 りで あ る。

F統 計 所 在 源 情 報 シ ス テ ム

わが国の中央官庁が実施 している統計調査の結果報告書、およびその他の主要統計資料 について、

刊行物の名称、統計表の表題等を整理 し適宜その索引を可能 とする 「統計情報総索引」を、漢字情報

処理 システム(外 部委託)に より編集 している。

編成内容は、自然、人口、雇用 、産業、物価、国民経済計算、教育、文化等34の 分野を総合的に

網羅 し、収録 した統計報告書等刊行物 の数は763冊 、統計表は約3万 表に達 し、その内容は毎年更

新 している。

Gお わ りに

以 上 が総 理 府 統 計局 の電 子 計 算 機 利 用 の 現状 で あ るが 、今 後 は各 種 統 計 調査 の よ り効 果 的 な新 し

い 集 計 シス テ ム と して 、デ ー タ・チ ェ ッ クの オ ン ラ イ ン化 、 高速 漢 字 シ ス テ ム の 導 入 等 、結 果 の早 期

還 元 を図 る と同 時 に 、 デ ー タベ ー ス の い っ そ うの 整 備拡 充 を行 い、 必 要 に応 じた タ イ ム リー な情 報

提 供 シス テ ム の確 立 を急 い で い る。

さ らに 、1980年 代 の 「地 方 の 時 代 」に向 けて 、地 域 住 民 の生 活 コ ミュ ニ テ ィ活 動 に定 着 した・」・地 域

情 報 の 整 備 が望 まれ て い る。 その た め に は 、 ま す ます電 子 計 算 機 の有 効 的 な活 用 と多 くの アプ リケ

ー シ ョ ンの 開発 が 必要 と な っ て くる
。

3-2-7表

デー タベ ースの 規 模 時 デ
| CPI、 物 価 関連 約1,362系 列

系 《 労働 力、 雇用 関連 約1,900系 列

| 家計 関 連 約4,260系 列
列 ス

主 デ
要1 時 系 列 デ ー タベ ー ス構 築 デ ー タの 主要 指標 に エ ネル ギ ー、観 光、 交通 事 故 、

統 タ
計 べ

旅 客輸送、犯罪、公害、恩給 、外国等の各分野 に当たる

指1

標 ス
約245系 列
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3大 学等 における研究 、教育状況 と施策

Aは じめに

近 年 に お け る科 学 技 術 の進 展 は著 しい もの が あ る が、 この急 速 な発 展 を可 能 に した 大 きな原 因 の

1つ に コ ン ピ ュ ー タの 開発 と普 及 が あ る こ と は い うまで も な い。 大 学 に お い て も、工 学 、 理 学 を は

じめ と し、 医 学 、薬 学 、 農 学 等 の 自然 科 学 の 分 野 に お い て は も ちろ ん の こ と、経 済 学 、 経 営 学 、心

理 学 等 の 社 会 科 学 、 人文 科 学 分 野 に お い て も コ ン ピュ ー タ は 欠 かす こ と の で き な い も の と な っ て い

る。 この ほ か に も図 書館 や 大 学 付 属 病 院 の 業 務 処 理 、事 務 局 の 人 事 、 給 与 、学 務 関 係 の事 務 処 理 に

も コ ンピ ュ ー タ が逐 次 取 り入 れ ら れ、 次 第 に本 格 的 な利用 が進 み は じめ て い る。 今 後 は 、 コ ン ピュ

ー タの 持 つ す ぐ れ た能 力 を十 分 生 か した 「情 報 処理 シ ステ ム」 と して活 用 で き るよ う にす る こ とが

重 要 な課 題 と な っ て い る。

B大 学等における電子計算機利用

(1)各 大学等に設置する電子計算機 について

① 現在までの経緯および整備方針一 文部省では、国立大学等に設置する電子計算機にっいて

は、これまで次のよ うな方針で整備 を進めてきた。・

a研 究用電子計算機にっ いて……研究用電子計算機については、それぞれの大学の学部数、

その種類、研究者数、過去の利用実績等を考慮 しっっ、学内共同利用の形でデータ・ステーシ

ョンを措置 している。大型計算機センターと専用回線で接続することにより、大型計算機セン

ターのハー ドウェア、ソフ トウェア資源をいながらにして利用 しよ うとするものであり、これ

はコンピュー タ・ネッ トワーク構想の一環 となっている。 しかし、大学ではロケ ットの飛 しょ

う実験や人工衛星の追跡、加速器等の精密機器を使用 し、各種の研究、実験が行われており、

機器制御やデータ処理のための専用計算機を設置する必要がある場合も少なくないので、この

ような場合には、個々の状況を検討 したうえで、専用の電子計算機を措置 してきた。

b教 育用電子計算機 にっいて……大学における情報処理教育の重要性 にっいては、改めてこ

こで述べるまでもなく、社会的要請の強い情報処理技術者および研究者の養成はもちろんのこ

と、情報処理を専攻 としない学生に対する一般的な情報処理教育も、これからの時代には欠か

せないものとなっている。現在大学には、情報処理を専攻する学生のために、学部には 「情報

工学科」等、大学院には 「情報工学専攻」等が設置 されており、専用の中型電子計算機を設置

し、専用教育 が行われている。
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これとは別 に、一般の学生に対する情報処理教育にっいても、1972年 度 に東京大学に 「教育

用計算機センター」が設けられたのをはじめ、以後 「情報処理教育センターが室蘭工業大学、

九州工業大学、名古屋工業大学、群馬工業高等専門学校、沼津工業高等専門学校、九州大学、

京都大学、北海道大学に順次設置 された。1980年 度 には、名古屋大学に設置された。本セ ンタ

ニは、学内共同利用の形で設置 されており、情報処理教育に効果をあげている。

c研 究、教育共用計算機 について……ここで考 える電子計算機は、その効率的使用を考 え、

研究 と一般学生を対象 として行 う情報処理教育を中心とし、併せて学術情報の開発、収集、蓄

積や教務関係事務等について電算化を行お うとす るものである。このよ うな考え方に立って設

置 されたのが、東京工業大学総合情報処理セ ンターと筑波大学学術情報処理セ ンターである。

またこの方向を指向した情報処理センターが、広島大学、岡山大学、金沢大学、神戸大学、

九州芸術工科大学、千葉大学、電気通信大学、長崎大学に順次設置 された。1980年 度には、一

橋大学に設置されることとなった。

dそ の他の電子計算機 について……大学では、研究、教育のほかに、図書の受 け入れ、貸 し

出 し、目録の作成、大学病院における診療や検査 あるいは薬剤使用管理等に関する業務やその

他会計事務、事務局等における人事、労務、会計事務の計算機による処理が一部行われており、

今後の本格的導入 に備 えて実績 を積んでいくとともに、よりよい利用方法について検討が進め

られている。

② 今後の整備計画 研究用電子計算機を設置す る場合は、コンピュータ ・ネッ トワーク構想

の一環 として、データ ・ステーションを学内共同利用の形で措置することを原則 としている。 こ

れは、各大学において従来 どおり計算処理 を行 うとともに、大型計算機センターの高性能のハー

ドウェアと豊富 なソフ トウェア、各種のデータ ・ファイルをいながらにして利用することを可能

にしようとするものである。

教育用電子計算機を設置する場合は、⑦一般の学生に行 う一般情報処理教育用として設置する

場合は、データ ・ステーションとして設置する方が、より多 くの利点があると思われるので、今

後検討 が進められることになろう ◎情報処理を専攻する情報関係学科および大学院の情報工学

専攻等 に設置する教育用電子計算機 については、学生に対 して、電子計算機のハー ドウェア、ソ

フトウェアの両面にわたる基本的操作 と、高度な研究開発 に関連 した教育を行 う必要があるので、

独立 した専用電子計算機として設置することにしている。

(2}大 型計算機セ ンターについて

① 現在までの経緯一 大型計算機センターは、全国の大学教員、その他の者 に共同利用させる

ための施設として、1965年 度に東京大学に設置 されたのをはじめとして、現在では、北海道、東

北、東京、名古屋、京都、大阪、九州の7大 学に設置 されている。大型計算機センターは、高性
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能 の ハ ー ドウ ェ ア と比 較 的 整 っ た ソ フ トウ ェ ア を備 え、研 究 者 か ら出 され る膨 大 な計 算 依 頼 を処

理 す る と とも に 、新 しい ソ フ トウ ェ アの 開発 に も務 め 、学 術 の進 展 の ため に大 きな役 割 を果 た し

て きた。

こ れ まで 、 大 型 計 算 機 セ ン ター は、「大 学 の教 員 、 そ の他 の 者 に研 究 の た め共 同 利 用 させ る た め

の施 設 」 と して設 置 さ れ た の で 、 教 育 や事 務 処 理 用 と して は 利 用 す る こ と を しな か っ た。 ご の た

め各 大 学 で は 、教 育 や 事 務 処 理 用 に独 立 の シス テ ム を別 個 に設 置 し、 教 育 や 事 務 処 理 用 に利 用 し

て きた。 しか し、入 試 事 務 の よ うに大 量 の事 務 処 理 を定 め られ た 期 間 内 に確 実 に処 理 しな け れ ば

な らな い よ うな場 合 に は、 事 務 処 理 用 の 小 型 計 算 機 で は 、 ハ ー ドウ ェ ア、 ソ フ トウ ェ ア の面 か ら

受 け る制 限 も 多 い の で 、 こ れ を利 用 す る こ とは 困 難 で あ る。 また 、 既 設 の 研 究 、教 育 用 計 算 機 を

一 時 的 に使 用 す る に して も
、 や は り能 力 の 面 や マ シ ン ・タ イ ムの割 合 等 の 面 で 困 難 な こ と が 多 く、

結 局 、高 い料 金 を支 払 っ て 民 間 の 計 算 サ ー ビス 会 社 に委 託 せ ざ る を え な い場 合 が 多 くあ っ た 。

そ こで 、研 究 の み な らず 、教 育 等 を 含 め た 情 報 処 理 の た め の ネ ッ トワー クの 形 成 に備 え る とい

う意 味 も 含 め て 、1974年 に 国立 学 校 設 置 法 施 行 規 則 を一 部 改 正 し、「大 学 の教 員 、 その 他 の者 に研

究 、 教 育 等 の た め共 同 利 用 させ る施 設 」 と し、 教 育 や事 務 処 理 に も、 大 型 計 算 機 セ ン ター が 利用

で き るよ うに した 。

② 稼 動 状 況 一 計算 需 要 は 年 々 著 しい±曽加 を示 し、 セ ン ター の 処 理 能 力 を大 き く超 え た計 算 依

頼 が 出 され る こ と も多 く、 特 に、1月 か ら3月 に か け て の 最 繁忙 期 に は、 例 年24時 間運 転 を行 う

な ど して 、ユ ーザ ー の 要 望 に応 えて い る。1979年 度 の各 大 型 計 算 機 セ ンタ ーの 稼 動 状 況 は 、3-
,

2-8表 の とお りで あ る。

③ 今 後 の整 備 計 画 一 文 部 省 で は 、計 算 需 要 の 増 加 に 対処 す る と と も に、 各 種 学 術 情報 の提 供

等 、 サ ー ビス の 質 の 充 実 、 教 育 、 事 務 処 理 等 利 用 分 野 の拡 大 、 その 他 利 用 方 法 の高 度 化 を図 る必

要 が あ る こ と。 ま た将 来 計 画 と して 、情 報 処 理 に関 す る全 国 の 大 学 間 コ ン ピュ ー タ ・ネ ッ トワー

ク形 成 を 考 えて お り、 その 場 合 大 型 計 算 機 セ ン ター は 、 その 重 要 な役 割 を果 た すべ き機 関 に な る

こ とが予 想 され る こ と等 を 考 慮 し、 今 後 も逐 次 整 備 充 実 を図 って い くこ と と して い る。

C大 学の情報関係学科の状況等

情報化社会の進展に対処 し、情報科学 ・情報処理教育の振興 を図 るため、文部省では、逐年、国

立大学 における大学院の情報関係専攻、学部の情報関係学科の設置等、各種の施策 を講 じて きてい

る。

(1)大 学院情報関係専攻の状況

大学院情報関係専攻(数 理工学、管理工学専攻等を含む)は 、1980年5月 現在、修士課程43専 攻

(国立34、 公立1、 私立8)、 入学定員675人(国 立542、公立12、私立121)、 博士課程24専 攻(国 立15、
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3-2-8表1979年 度 大 型計 算機 セ ン ター 稼動 状況

内部記 年間稼 1日 当 た 年間処理 年間運
大 学 機 種 り 平 均 備 考

憶容量 動時間 稼動時間 件 数 転 日数

MB H H 件 日

北海道 FACOM230-75 0.8 1,740 11.5 72,104 151 79.4～79.9

HITACM-180 8 |

〃 8 }1,840 16.7 240,532 llO 79.11～ ⑱0.3

ク 6 」

東 北 ACOS700(3台) 3 2,288 14.5 116,730 158 79.4～79.10

〃900-H 4 2,353 15.4 140,944 153 79.10～80.3

東 京 H-88003台/H-87001台 8 5,296 16.4 881,575 322

名古屋 FACOM230-75 2.5 1,693 11.4 82,355 149 79.4～ η9.9

〃M-200 10 1,300 10.8 115,084 120 79.11～ ⑱0.3

〃230-48 0.4 660 7.3 5,633 90 79.4～79.7

京 都 FACOMM-190 8 1,244 12.0 104 79.4～79.8

〃M-200

〃230-48

16

0.5

2,376

2,199

12.5

7.5
492,260

190

295

79.8～ ℃0.3

〃230-35 0.1 706 4.6 152

大 阪 ACOS900 8 4,274 14.0 348,593 306

九 州 FACOMM-190 6 1,797 10.8 177,274 166 79.4～79.10

クM-200 10 1,521 13.1 260,582 ll6 79.11～ ℃0.3

公立1、 私立8)、 入学定員204人(国 立162、 公立6、 私立36)で ある。

なお、1980年 度には、国立大学 において、次の専攻 を設置 した。

宇都宮大学(工)情 報工学専攻(修 士課程)入 学定員8人

東京農工大学(工)数 理情報工学(修 士課程)入 学定員8人

東京工業大学(理 工)情 報工学専攻(博 士課程)入 学定員6人

神戸大学(工)シ ステム科学専攻(博 士課程)入 学定員7人

(2)情 報関係学科の状況

情報関係学科(数 理工学科、管理工学科学等を含む)は 、1980年5月 現在、大学 については、63

学科(国 立38、 公立2、 私立23)、 入学定員3,650人(国 立1,645公 立85、 私立1,920)、 短期大学に

ついては、10学 科(国 立5、 公立1、 私立4)、 入学定員505人(国 立230、 公立40、 私立235)、 高

等専門学校 については、5学 科(国 立のみ)、 入学定員200人(国 立のみ)で ある。

なお』、1980年 度には、国立大学等において、次の学科 を設置 した。

琉球大学(工)電 子 ・情報工学科 入学定員40人

詫間電波工業高等専門学校 情報工学科 入学定員40人

(3)教 員の資質向上

国立大学等の情報処理教育体制の充実、担当教員の資質向上 を図 るため、1980年度においても情報

処理関係内地研究員制度 による研究会の提供 を行 うほか、高等専門学校の教員 を対象 とする情報処
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理 教 育 講 習 会 を開 催 す る こ と と して い る。

4厚 生省 における電子計算機利用の現状

Aは じめに

現在、厚生省に導入 されている大型電子計算機は3-2-9表 のとおりであるが、このうち大臣

官房統計情報部に設置 されている電子計算機が、統計処理を含む一般的な行政事務 および科学技術

に関する諸業務の処理のため、省内各局および試験研究機関等広範囲 に使用 されているので、これ

らに関する利用の現状 について述べることとし、社会保険庁および医療機関 における利用状況 につ

いては次の機会 に譲 りたい。

B情 報の 開発 お よび利 用 の状 況

(1)統 計調査の集計および解析業務

人口動態統計調査、患者調査、国民健康調査、厚生行政基礎調査、国民生活実態調査等30種 に近

い調査の集計処理等のため、年間を通 じて定量的な業務 が行 われているが、このほかに統計調査の

ための標本設計、生命表の作成 および各種統計解析等が行われている。

(2)汎 用プログラムの開発

これらの各種調査の結果表を作成する過程における処理を容易 にする汎用プログラムは、必要に

応 じて当部職員により開発 され使用に供 されている。その代表的 なものとしては、次のものがあげ

られる。

①DICS-IV(Datalntegrati・nandContr・ISystem-IV)一 すでに開発 されたDICS-1、

DICS-llな どの経験 を生かした後継の汎用統計表作成システムであり、さらに処理速度の向上、

処理手続の簡素化、処理機能の拡大等を図っている。 このため比較的簡単な指示によりアウ トプ

ットで きることと、調査内容の変更等 に柔軟に対処で きることが特徴となっている。 とりわけ、

3-2-9表

厚生省における大型

電子計算機設置状況

設 置主 体 機 種 備 考

大臣官房統計情報部 ACOS-700 統計情報、行政情報処理

社 会 保 険 庁
HITAC-M-170(5台)

FACOM-M-160S(1台)

厚生年金保険、国民年金 及び船

員保険の年金業務、その他

政府管掌健康保険、その他

(国立医療機 関)

国 立 が ん セ ン タ ー HITAC-M-160H 全国 がん患者登録、研究その他

国立循環器病 セ ンター ACOS-500E 循環器疾患の診療管理
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こ れ まで 電 算 化 が進 め に くか っ た作 業 表 形 式 の 事 務 計 算 に も利 用 で き、今 後 新 しい利 用 分 野 を開

くツー ル と して 期 待 され る。

②TEDMS(TerminalDataM・difyingSystem)端 末機 に よ る デ ー タ修 正 プ ロ グ ラ ム

で あ る。 修 正 方 法 を カ ー ソ ル位 置 に よ る修 正 とキ ャ ラ ク タ ーつ づ りに よ る修 正 の2種 類 を用 意 し

て オペ レー ター の 便 利 さ を図 っ て い る。 いず れ の方 法 に よ っ て も、 修 正 指 示 シー トを起 こ す 必要

が な く、 デ ー タ ・シ ー トの訂 正 情 報 か ら直 接 処 理 で き る。

③SAMAS(StructuredDataModifyingandAdjustingSystem)一 階層構 造 を持 っ

た汎 用 言 語 シス テ ム で あ る。 と り わ け、 デ ー タの チ ェ ッ ク ・コ ー ド付 け等 の た め の機 能 を種 々 持

っ て い るので 、 フ ァ イ ル の確 定 まで の 処 理 に適 して い る。 階層構 造 プ ロ グ ラ ミング方 式 の た め ユ

ーザ ー ・シ ス テ ム の 開発
、 追 加 、 保 守 等 の シ ス テ ム開 発 の作 業 が、 容 易 にで き る。

④TABLOS(TableOperati・nSystem)表 の 演 算 を、 端 末 機 に よ り応 答 型 で実 行 す る

シス テ ム で あ る。 プ ロ グ ラ ム側 か らの 質 問 に従 って 命 令 を入 力す る こ とに よ り、 百 分 率 の 計 算 、

率 表 の算 出等 、表 と表 の 加 減 乗 除 、 あ る い は一 表 内 で の項 目間 の 演 算 を容 易 に行 うこ とが で き る。

さ らに表 の デ ィス クへ の 保 存 、 デ ィス ク か らの 読 み 込 み も可 能 で あ る。

(3)情 報 の 蓄 積 お よ び利 用 シス テ ムの 開 発

1980年4月 末 現 在 、 当 部 に 蓄 積 され て い るデ ー タ量 は 、磁 気 テ ー プ に約4,677万 件 、 磁 気 デ ィ

ス クパ ッ ク に約764万 件 あ り、 こ れ に毎 年 発 生 す る新 規 の 情 報 を加 えて 補 正 処 理 が 行 わ れて い る(3

-2-10表 参照)

これ らの 中 か ら需 要 の 高 い もの につ い て は 、 デ ー タベ ー ス ・シス テ ム を個 別 に開発 す る と と も に、

ユ ーザ ー が 端末 機 を利 用 しや す いス タ イ ル に加 工 す る等 してユ ー ザ ー の 利 用 に供 され て い る(3-

2-11表 、3-2-12表 参 照)。

また 、 こ の蓄 積 され た デ ー タは 都 道 府 県 、市 区 町 村 、その 他 の公 的機 関 、 大 学 、 研 究 所 等 か らの 要

3-2-10表

統 計 情 報部 にお け る

主 た る蓄積 デー タ

(年間)

(1980年4月 末現 在)

調 査 名 蓄 積 件数 調 査 名 蓄積 件 数

人口動態調査 3,476,600 国民生活実態調査 8,000

伝染病統計調査 24,148 社会福祉施設調査 38,000

国民健康調査 62,000 生活保護動態調査 29,000

保健衛生基礎調査 29,000 被保護者全国一斉調査 226,000

患者調査 355,000 医療扶助実態調査 56,000

医療施設静態調査 263,000 健康保険被保険者実態調査 ll3,000

病院報告 111,000 社会保障生計調査 40,000

医師、歯科医師、薬剤師 297,000 被保護者生活実態調査 657,000

国民栄養調査 185,000 医療給付実態調査 203,000

薬事工業生産動態調査 387,000

厚生行政基礎調査 400,000 合 計 6,756,748

資料:厚 生省大 臣官房統計情報部
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3-2-11表 統計 情 報の デ ー タベ ース ・シス テム

シ ス テ ム 名 内 容 作 表 例

1.人 口動態死亡情報 1969～1978年 間約699万 件 のデ ー タを、都 道 1969～1978年 の 、 あ る死 因(胃 がん な ど)の

検索 システム
府 県 、性 、年 齢(5歳 階 級)、死 因(B分 類) 性別 ・都道府県別の死 亡者数 と粗死亡率

の項 目別に収録 ある死因の性別 、年齢階級別の死亡者数 と

粗死亡率

2.人 口動態周産期死 1973～1978年 間約18万 件 の 個票 デー タ を収 1973～1978年 の 、 あ る原 死 因(妊 娠 中毒 な

亡情報検索 システム
録

ど)、ある県の妊娠 月別、性別、周産期死亡

数

3.自 殺死亡情報検索 1972～1978年 間 約15万 件 の個 票 デ ー タ を収 1972～1978年 か ら 年 齢10歳 ～14歳 、15歳 ～

シス テ ム 録 19歳 の月別による死亡者数

4.医 師年末届出情報 1972～1978年 間約92万 件 の デ ー タを都道 府 1972～1978年 の特 定 県 の男 女 別 、年齢 別 、

検索 システム 県 、性 、年 齢 階級 、 業務 種 別 、診 療 科 目の 外科医数

項 目別に収録

5.患 者調査情報検索 1970年 ～1978年 約300万 件 の 個票 デ ー タ を、 1970～1978年 の傷 病 小 分 類 の性 、 年齢 階級

シス テ ム 傷病小分類、受療の種類、性 、年齢階級等 別推計患者数

の項目別 に収録

6.市 町村別 人口関連 1975年 国勢 調査 に基 づ く市町村ごとの総 特定市町村 の15歳～64歳 の人口比率、従属

情報検索 システム 人 口 、人 口増 減 率 、 人 口密 度 、 人 口集 中地 人口指数

区 の 人 口割 合 、 面積 割 合 、15歳 ～64歳 の 人

口比率、従属人 口指 数等汎用デー タを収録

7.医 療 施 設基 本 フ ァ 病院、診療所 の全部 について所在地、診療 県、医療施 設、保健所、市町村許可病床 数、

イル 科 目整 備状 況 等 の 実態 につ い て1972年 よ り 診療科 目、社会保 険等別 リス ト

約13万 件収録

8.市 区町村福祉総覧 市区町村別人口、人口動態、医療施設、医 市区町村、出生死 亡、人口10万村 医師数 リ

フ ァ イル 療関係者、社会福祉施設等の情報につ いて、 ス ト、 その他 の リス ト

1979年 か ら収録 す る。

3-2-12表 分母 デー タ

分 母 デ ー タ 名 収 録 内 容

1.1970年 国 勢 調査 人 口 (1)市 区町村、性、年齢(5歳 階級)の 項 目別 に収録

② 都道府県、性、年齢(5歳 階級)の 項 目別 に収録

(3)性 、年齢(各 歳)の 項 目別 に収録

2.1970年 国勢 調査 日本 人 人口 性、年齢(各 歳)の 項 目別 に収録

3.1975年 国 勢調 査 総人 口 (1)都 道府県、性、年齢(5歳 階級)の 項 目別 に収録

② 性、年齢(各 歳)の 項 目別 に収録

4.1975年 国 勢調査 日本 人 人 口 (1)都 道府県、性、年齢(5歳 階級)の 項 目別 に収録

(2)性 、年齢(各 歳)の 項 目別 に収録

5.1977年 ～1979年 推 計総 人 口 ほ)都 道府県、性の項 目別 に収録

(2)性 、年齢(5歳 階級)の 項目別 に収録

6.1969年 ～1979年 推 計 日本 人人 口 (1)都 道府県、性の項 目別 に収録

(2)性 、年齢(5歳 階級)の 項 目別 に収録

資料:厚 生省大臣官房統計情報部
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請 に応 じ磁 気 テ ー プ の コ ピ ー お よ び統 計 表 の プ リ ン ト等 の デ ー タ ・サ ー ビ ス も行 わ れ て い る。

(4)行 政 情 報 関 係 シス テ ム の 開 発

省 内 各 局 並 び に試 験 研究 機 関 の 業 務 につ いて 、例 えば 医 師 、歯 科 医 院 、 薬 剤 師 その 他 の 職 種 につ

い て の 国 家 試 験 の採 点 、 合 格 者 リス トの 作 成 等 を は じめ とす る行 政 情 報 処 理 シス テ ム が、 個 別 に開

発 され 利 用 され て い る(3-2-13参 照)。

C電 子計算機の管理運用

大 臣 官 房 統 計 情 報 部 に設 置 され て い る電 子 計 算 機 シス テ ム(ACOSシ リー ズ77NEAC700)

の 管 理 は 、 当 部 情 報 企 画 課 電子 計 算 機 室 に よっ て 行 わ れ て い る が、 そ の運 用 につ い て は 、部 内 職 員

に利 用 され るだ けで な く、 オ ー プ ン利 用 体 制 の もと に各 局 お』よ び試 験 研 究 機 関 の職 員 も所 定 の 手 続

きを経 て 使 用 す る こ とが 可 能 に な って い る。

な お 、 近 年 、 オ ン ライ ン に よ る端 末 機 の 使 用 も増 加 して い るの で 端 末 機 の管 理 を 、 また 、 デ ー タ

入 力 の方 法 と して穿 孔 機 、OMR(光 学 マ ー ク読 取 装 置)お よ びOCR(光 学 文 字 読 取 装 置)等 が

一 部 使 用 され て い るの で
、 これ ら の機 器 の管 理 も あ わ せ て行 わ れ て い る。

3-2-13表 行政 情 報 シス テム

シ ス テ ム 名 内 容 作 表 例

1.国 家試験採点業務 厚生省の行 う国家試験 の うち12試験 につい 受験者別、学校別、問題別、合格者数 リス

シス テム てOMR入 力採点表出力 ト

2.職 員給 与計 算 シス 厚生省本省職 員約2,100名 の給与計算 基準給与簿、給与支給 明細 書、職員別給与

テ ム 簿等の リス ト

3.医 師 、 歯科 医 師登 医師法及び歯科 医師法に定める医籍及び歯 登録番号、氏名、生年 月日、性別等一覧表

録管理 システム 科医籍 に記載 された事項等について約31万 リス ト

件 を収録

4.医 薬 品情報検索 シ 承認医薬品の成分、分量 メーカー名筆の事 業者 コー ド、承 認 年 月 日、薬 効 分類 、 剤型

ス テ ム 項につ いて約7万 件収録 分類 、 医 薬 用、 一 般 用販 売 名、 成 分名 リス

ト

5.医 薬 品副作用情報 国内外の副作 用情報 を収集 し、用語 ファイ ①特定医薬 品につ いて過去 の副作 用症例

処理 システム ル、入 力 、検 索 、定期 報 告 、 メ ンテ ナ ンス ② 特定の副作用 について過去 に報告 された

等 の プ ロ グ ラム を開発 す る。 医薬品

③特定医薬 品と投与条件か ら副作 用発現状

況等の検 索
.

6.血 清 情 報 システ ム 血 清を収集 して伝染病 に対する抗体 の強 さ 疫病、地域抗体価、年令区分 リス ト

を検 査 し、血 清 疫 学 情 報 に っ い て 、1g72

年よ り約7万 件収録 ・

資料:厚 生省大臣官房統計情報部
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Dお わ りに

省内 における情報処理体制の整備、とりわけ各局および試験研究機関への端末機の設置 が毎年増

加傾向 にあることにかんがみ、電子計算機の利用分野は徐々に広がりをみせている。また、その利

用形態 も統計情報の処理ばかりでなく、各種の行政情報 を処理するための需要が高まり、量的にも

質的 にも変化 しつつある。

これらに対応するため、現行の各種 システムに引き続 いて今後も個別の行政情報処理システムの

開発 を進 めていく必要がある。 また、各種文書、台帳類の管理、許認可事務 における証書の発行管

理等 を行わせる文書情報処理 システム、あるいは国民生活の指標である各種統計データを体系的 に

整備 し、行政施策 に的確に対応 させ得るような厚生行政総合情報データバンクの検討 も進め られて

いる。

5通 商産業省 における電子計算機利用の現状

Aは じめに

通 商 産 業 省 は 、1961年 にMARK-A電 子 計算 機 を導 入 して以 来 、 省 内 の定 型 事 務 処 理 の機 械 化

を手 始 め と して 、 行 政 事 務 の 高 度 化 ・効 率 化 を図 る た め に行 政 情 報 処理 の 推 進 を行 っ て きて い る。

現 在 で は 、コ ン ピ ュ ー タ・セ ン タ ー を 中心 と して電 子 計 算 機 シス テ ム が展 開 され て お』り、利 用 業務 は

きわ め て広 い分 野 に及 ん で い る。

B通 産行政情報処理 システムについて

通 商 産 業 省 に お け る行 政 情 報 処 理 シス テ ム は 、情 報 の 発 生 、流 通 、蓄 積 、 利 用 と い う観 点 か ら3

-2-6図 に示 す よ う に5つ の シ ス テ ム か ら構 成 さ れ て い る 。

情 報 の発 生領 域 に位 置 す る シ ス テ ム と して は 、 人 事 、給 与 、 会 計 、物 品 、 文 書 な ど の行 政 部 門 内

の さ ま ざ ま な内 部 管 理 業務 の 合 理 化 を支援 す るた めの 内 部 管 理 シス テ ム と、 各 種 の統 計 調 査 の 集 計

や 各 種 事 務 処 理 の よ う な定 型 反 復 的 な大 量 事 務 処 理 の 合 理 化 ・簡素 化 の た め の事 務 処 理 シス テ ム が

あ る。

一 方
、情 報 の 利 用 領 域 に位置 す る シス テ ム と して は、 省 内 にお け る政 策 の 企 画 、 立 案 過 程 を支 援

す る た め に各 種 情 報 検 索 、 各種 分 析 計算 を行 う政 策 情 報 シス テ ム が あ る。

情 報 の 発 生 領 域 と利 用 領 域 の 中 間 で あ る蓄 積 、 流 通 領 域 に位 置 す る も の と して 、デ ー タバ ン ク・シ

ス テ ム と ネ ッ トワ ー ク ・シス テ ム が あ る。デ ー タバ ン ク ・シス テ ム は内 部 事 務 の機 械 化 の 結 果 と して
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論 ピ 薪鵠

馴

⇒

政 策情報

システム

デ ー タバ ン ク

シス テ ム

内部管理

システム

ネ ッ トワー ク

シ ス テ ム

事務処理

システム

発 生 す る各 種 デ ー タや 、 各 種 ネ ッ トワ ー ク を通 じて 入 手 した 外部 デ ー タ を 、 多角 的 な利 用 を可 能 と

す る形 で 体 系 的 に蓄 積 して お くた め の シス テ ム で あ る。 ま た 、 ネ ッ トワ ー ク ・シ ステ ム は 、 当 省 内

部 で 発 生 す るデ ー タ を必 要 に応 じて 政 府 関 係 機 関 に提 供 す る と と も に、 必 要 に応 じて こ れ らの 外部

機 関 か らデ ー タ を入 手 す る た め の デ ー タ交 換 シ ステ ムで あ る。

C電 子計算機の利用

電子計算機の利用形態の観点からは、センター処理と省内各部局に設置 されている端末機 による

TSS処 理の2種 類 がある。

センター処理は、取 り扱いデータ量が非常に多い、処理するためのプログラムが複雑または多量

である、処理工程が複雑多岐で あるなどの性格 を持つ業務 に適用 されており、主要な業務は以下の

とおりである。

ほ)各 種の分析計算

計量経済モデル分析、地域経済分析、業種別動向分析、通商問題関連分析、企業行動分析、産業

立地分析、エネルギー消費実態分析、中小企業問題関連分析など。

(2)各 種統計調査の集計

商業動態統計、特定サービス業実態調査、工業統計調査、鉱工業生産等指数、生産動態統計調査、

各種需給流通統計、貿易業態統計、輸入承認統計、設備投資調査、外資系企業動向調査、工場立地

動向調査、情報処理実態調査、給油所経営実態調査など。

(3)事 務処理 と内部管理

輸出保険事務、機械類信用保険事務、鉱業権出願事務、JIS管 理事務、消費生活用製品事故情
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報収集事務、適地紹介事務、公害防止管理者試験、輸出検査事務、会計事務など。

D政 策情報 システムについて

TSS処 理 を利 用 す る場 合 には 、 利 用 者 は独 自 に プ ロ グ ラ ム を作成 して 処理 を行 うほ か 、 コ ンピ

ュー タ ・セ ンター がサー ビス して い る政 策1青報 システ ム を利 用 す る こ と が で きる。 政 策 情 報 シス テ ム は 、

利 用 者 か ら見 る と、3-2-7図 に示 す よ うに きわ め て膨 大 な デ ー タベ ー ス 群 と こ れ を利 用 す る た

め の検 査 、 加 工 、 分析 プ ロ グ ラム群 が ら構 成 され て い る。 利 用 者 は プ ロ グ ラ ミン グ に関 す る知識 が

な くて も 、端 末 機 か ら簡 単 に必要 な情 報 の入 手 や 分析 計 算 な ど が行 え る。

省 内 各 部 局 に設 置 され て い る通 常 の 端 末 機(キ ャ ラ ク ター ・デ ィス プ レイ端 末 機 や グ ラフ ィ ック

端 末 機)か らは 、 会 話 型 の汎 用 検 索 言 語 で あ るMEU(MITIEndUserLanguage)を 用 いて各

種 デ ー タベ ー ス の デ ー タ を検 索 、 加 工 す る こ と がで き る。 こ れ らデ ー タベ ー スの う ち、経 済 統 計 デ

ー タベ ー ス には
、 国 民所 得 、生 産 指 数 、消 費 ・家 計 、物 価 、,設備 投 資 財 政 、 金 融 、証 券 、輸 出 入 、

国 際 収 支 、労 働 な ど の 一 般 的 経 済 指標 約2万2,000系 列 が収 録 され て い る。

この ほ か にわ が 国 通 関 統 計 の 時 系 列 デ ー タ を収 録 した貿 易 情 報 シス テ ム、 証 券 取 引 所 上 場 企 業 の

財 務 デ ー タ を収 録 した企 業 シス テ ム、 世 界各 国 の鉱 物 資 源 の 生 産 、 消 費 、 埋 蔵 量 、市 況 な どの デ ー

タ を収 録 した 資源 情 報 シス テ ム、 主 要 国 の鉄 鋼 の 生産 、原 材 料 、輸 出 入 に関 す る デ ー タを収 録 した

鉄 鋼 情 報 シ ス テ ム な ど数 多 くの デ ー タベ ー ス ・シス テ ム が あ り、 省 内各 課 室 か らの利 用 に供 して い

3-2-7図 通 商産 業 省 に お け る政策 情 報 シ ステ ム のサ ー ビス体系

一ザ 〈遍 ‡)

専用検索システム 汎用検索システム グラフィック・システム 汎用集計編集シス私 経済分析システム MITI・IRシ ステム
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る。

また 、 漢 字 端 末 機 か ら利 用 で きる シ ス テ ム と して 通 産 六 法 検 索 シ ス テ ム と新 聞情 報 検 索 シ ステ ム

が あ る。 この う ち通 産 六 法 検 索 シ ステ ム は 、利 用 の歴 史 も古 く、 法 令 等 の制 定 、 改 正 作 業 に お け る

引用 ・準 用 関 係 の 調 査 や法 令 用 語 と して の妥 当性 の チ ェ ッ ク には 、 必 要 不 可 欠 な も の と なっ て い る。

E経 済企画庁一通商産業省オンライン・ネッ トワークについて

わ が国 経 済 の運 営 に 当 た っ て は、 経 済 諸 官 庁 間 で の 情 報 の総 合 的 利 用 の拡 大 を図 る必 要 が あ る。

ま た、 同 時 に共 通 の 情 報 基 盤 を確 立 す る必 要 も あ る。 こ の た め 、 経 済 官 庁 と して密 接 な関係 に あ る

通 商 産 業 省 と経 済 企 画 庁 との電 子 計 算 機 シス テ ム を3-2-8図 に示 す よ うに、 通 信 回線 で 結 合 す

る こ とに よっ て 、 両 省 庁 で 保 有 して い るデ ー タや ソ フ トウェ ア を相 互 に利 用 す る こ との で きる オ ン

ラ イ ン ・ネ ッ トう 一 ク ・シ ステ ム を1978年 度 か ら開 発 して きた 。1980年7月 か ら両 省庁 間 の オ ン ラ

イ ン相 互 利 用 サ ー ビ ス を開始 す る こ と と な り、 中央 省庁 間 の オ ン ライ ン ・ネ ッ トワー ク ・シ ス テ

ム と して初 め て の試 み で あ る。 ま た 、 この オ ン ラ イ ン ・ネ ッ トワ ー ク ・シス テ ム は 、 デ ジ タ ル ・デ

ー タ交 換 網(DDX)の パ ケ ッ ト交 換 網 を利 用 した実 動 シス テ ム第1号 で も あ る。 オ ン ラ イ ン相 互

利 用 に引 き続 い て 、デ ー タお よ び プ ロ グ ラム の組 合 せ 利 用 デ ー タ(フ ァ イ ル転 送)に つ い て も、1980

年 後 半 か らサ ー ビス 開始 を予 定 して い る。

オ ン ラ イ ン ・ネ ッ トワー クの 形 式 は 、 次 の よ うな意 義 が あ るた め、 政 府 関係 機 関 に と ど ま らず 民

3-2-8図 経 済企 画 庁 ・通 商産 業 省 間 オ ンラ イ ン ・ネ ッ トワー ク構 成 図

経済企 画庁 通商産 業 省

(コ ンピュー タ ・セ ンター)(コ ンピュー タ ・セ ンター)

FACOM

230-75

デ ィ ジタル ・デ ー タ

交 換網(DDX)
パ ケ ッ ト交換網

通信制御部

端末機 _端 末機

(庁内各課室)

ACOS900R

通信制御部

端末機 _・ 端末機

(本省内各課室)

'局 シ行

(各通商産業局)
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間 企 業 に お いて も利 用 が拡 大 され るも の と考 え られ る。

(1}共 通 の情 報 基 盤 の確 立 一 両 省 庁 の 電 子 計 算 機 シス テ ム が保 有 す るデ ー タや プ ロ グ ラム の 相 互

利 用 に よ り共 通 の情 報 基 盤 を確 立 す る こ と がで き る。

(2)デ ー タの迅 速 性 の確 保 一一 磁 気 テ ー プ に よ る デ ー タ交 換 よ り も迅 速 に デ ー タ を入 手 し うる。

(3)デ ー タの 信 頼 性 の 向上 一 磁 気 テ ー プ 交 換 に お け る原 デ ー タの格 納 まで に要 す る プ ロ セ ス が不

要 と な るた め 、 デ ー タの信 頼 性 が向 上 す る。

(4)シ ス テ ム 開 発 、 運 用 の効 率 化 一 電 子 計算 機 の リソ ー ス(デ ー タ、 ソ フ トウ ェ ア)の 観 点 か ら、

ソ フ トウ ェ アの 二 重 開 発 や デ ー タの 重 複 推 持 が不 要 と な り、 シス テ ム開 発 、 運 用 の効 率 化 が期 待

さ れ る。

6電 子計算機利用 に関す る技術研究会の活動

Aは じめに

電子計算機利用 に関する技術研究会(略 称:利 用研)は 、行政機関 における電子計算機利用上の

技術的側面 から見 た諸問題の解決のために、専門的かつ多角的な調査研究活動を行い、利用技術の

基盤確立および応用技術の発展 に貢献 している。

各省庁の電子計算機利用の専門家、ユーザーが共同で利用技術の研究 を行 う組織 としては、「利用

研」 がわが国唯一のものであり、ユーザーの立場 から、ソフ トウェア、ハー ドウェアおよび周辺技

術 についての調査研究、ならびに各省庁で共通 に利用で きる技術の開発 を行っているほか、研究会

の成果とあわせて各省庁で開発 されたシステムを紹介する共同発表会の開催等、多角的 な活動を行

っている。

B電 子計算機利用に関する技術研究会の概要

(1)設 立の背景

工業技術院では、各省庁の意向を受 けて、1968年5月 通商産業省省議決定に基づ き 「電子計算機

利用 に関する技術研究会(利 用研)」を設置 し、下記の業務を行 うこととしたこと

① 各省庁の電子計算機利用技術の交流 を図 り水準を高める

② 新 しい技術進歩への即応体制の整備 を図 ること

③ 利用技術の開発の重複を排 し、効率的に行 うこと

④ 標準化によりデータおよびプログラムの互換性を確保すること

⑤ 各省庁で共通 に使える高度 な電子計算機利用技術 を開発すること
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(2)組 織

「利 用 研 」 は 工 業 技 術 院 長 を会 長 と して
、1968年6月 第1回 の 研 究 会 総 会 を も っ て2分 科 会 、8

研 究 班 で発 足 した が 、 各 省 庁 で 共 通 に使 え る ソ フ トウ ェ ア 開発 の 実 施 体 制 を整 え る た め 、1970年 に

新 た に 開発 研 究 分科 会 を設 け た の を は じめ 、1972年 、1974年 お よ び75年 に一部 編 成 替 を行 っ た ほ か 、

1979年6月 には 最近 の 利 用 技 術 の 発 展 に対 応 して 組織 の再 編 成 を行 い、 現 在 に至 っ て い る(3-2

-9図 参 照)一

この 間 、研 究 会 参 加 者 は 、 当 初27省 庁 、 委 員48名 、研 究 員119名 で あ っ た も の が 、現 在 で は27省

庁 、委 員60名 、 研究 員326名 を数 え る に至 っ て い る(3-2-14表 参 照)

3-2-9図
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C最 近の研究活動

(1)最 近 の 研 究 活 動

最近 で は、3分 科 会9研 究 班 に分 か れ 、各 班 が1カ 月 に1回 な い し2回 の会 合 を持 つ ほ か、適 宜

ワ ー キ ン グ ・グ ル ー プ を結 成 して 研 究 活 動 を行 い 、各 年 度 単 位 で 研 究 報 告 書 を作 成 して成 果 を と り

ま とめ て い る(3-2-15表 参 照)

(2)1980年 度 の研 究 活 動

① ソ フ トウ ェ ア研 究 班

〔研 究 課 題 〕 ソ フ トウ ェ ア の 設 計 ・開 発 ・保 守 に お け る生 産 性 ・信 頼 性 の 向 上 の た めの 諸 技 術

等 に関 す る調 査 研 究

〔研 究 方 針 〕 官 庁 に お け る ソ フ トウ ェ ア開 発 の 主 要 行 程 で あ る設 計 段 階 を支援 す る各 種 設 計 技

法 に つ い て 、 そ の 問題 点 の把 握 、適 用 事 例 の調 査 を行 う。

② シス テ ム ・ア ー キ テ ク チ ュ ア研 究 班

〔研 究 課 題 〕 各 種 処 理 装 置 、周 辺 機 器 、端 末 装 置 な らび に こ れ ら を有 機 的 に結 合 す る通 信 技 術 、

オ ペ レー テ ィ ン グ ・シス テ ム 等 に関 す る調 査 研 究

〔研 究 方 針 〕 分 散 処 理 シ ス テ ム で重 要 な役割 を担 うと考 え られ て い る高 水 準 ・高性 能 ミニ ・コ

ンピ ュ ー タ にっ い て その 利 用 方 法 を中 心 に調 査 す る。

③ デ ー タベ ー ス研 究 班

〔研 究 課 題 〕 デ ー タ ベ ー スの 利 用 技 術 の向 上 、 デ ー タの 利 用 ・流 通 の 促 進 と これ に伴 う諸 問 題

　

3-2-15表1最 近3年 間 の 研 究活 動

年度
分科会 1977 1978 1979

利 ●プログラム作 成上 のポイ ン トに関 ●ソフ トウェア開発 支援 システ ムに ● ドキ ュメン ト作成支援 ツール に関

用 する研究 関する調査研究 す る調査研究 シ
技 ● オペ レー ティ ング ・システ ム に関 す ●オペ レーテ ィング ・シス テ ムの 将 来 ●複合計算機の技術動向調査

術 る調査研究 動向調査 ● デ ー タ ベ ー ス ・マ ネ ジ メ ン ト・シス

分 ● ネ ッ トワー ク ・ア ー キテ クチュ アの ●ネ ッ トワ ー ク ・ア ーキテ クチュ ア の テムの機能調査

科 研究 研究 ●デ ー タベ ー ス ・マ ネー メ ン ト・シ ス

会 テムの事例 研究

周
●行政 部門 と情 報処理部門の インタ

フェース機 能 の あ り方 に関 す る

●行政部門 と情報処理部門の イ ンタ
フェース機 能の あ り方 に関 す る

●官庁 における情報 システムの技術

的展 開に関する研究

辺 研究 研究 ●システム監査 の基本的 な考え方 の

問
●クリアリング機能 に関する調査 分

析

●官庁 にお ける電子計算機運用管理

の現状 に関す る調査
調 査 研 究

●デ ー タベ ー ス ・ア クセ ス ・プ ロ ト

題 ●基 本 プ ロ トコ ル(ITP,FTP, ●政府省庁 におけるデータ流通 につ コルのプ ログ ラム作成

分
RBP)の プ ロ グ ラム 作成

●デ ー タ コー ド・ハ ン ドブ ック の 作 成

い ての 調 査

●EndtoEndの プ ロ グ ラ ム 作 成

●ネ ッ トワー ク ・ア クセ ス ・コ マ ン

ドの 論 理 設 計

科 ●デ ー タ ーベ ー ス ・ア ク セ ス ・プ ロ

会
トコル等の論理設計

聞分
発科
研
究会

●統計情報利 用 システム(STATU

S)の プログ ラム作成
●日本語情報処理 の調査分析

●業務特性 か らみた最適入出 力機器
の選定に関する調 査研究

●自然言語処理 の動向 に関す る調査

●統計調査 における諸問題の検討 と
入出 力システ ムの研究

●官庁 における日本謝 苦報処理の研 究
●行政情報処理 とパ ターン情報処理

の調査 研究



コ ン ピュー タ 白書1980正 誤 表 (財)日本情報処理開発協会

頁 行 誤 正

10 4 収拾 収拾

26 12 (年年2.4倍) (前年2.4倍)

47 下4 Ambahl Amdah1

53 1 Falricants Fabricants

53 3 dude de

53 3 1',lnformation 1'Information

59 13 判定 制定

80 3-1-18表 日本 東芝情報 システ ム(株) 日電東 芝情報 シス テム(株)

127 12 衛生通信事業会社 衛星通信事業会社

130 9 CII-HB中 心 的役 割 を CII-HBが 中 心的役割 を

142 14 会社 公社

144 20 会社 公社

151 16 連信方式 通信方式

195 上表 (日本 ・備考欄)ミ ニ お よびSBC SBC

294 11 DE・denkosha DEndenkosha

328 3 需要な 重要な

337 2 (タ イ トル ぬ け) (4)国 際 間 ネ ッ トワ ー ク ・シ ス テ ム

344 下1 利用者が 利用者か

346 7-5-1表 ELECIRICALENGINEERING ELECTRICALENGINEERING

346 7-5-1表 (注***)FUSIDIC EUSIDIC

349 下2 経済総計 経済統計

355 11 判定 制定

362 21 1076年 1976年

362 21 事務事官 事務次官





〔A選 書 シ リー ズ

親 と子の ほん もの教 育
大島渚/伊 藤友宣/井 上敏明 共著
荒井弥太/速 水良祐/山 田宗睦

B6判212頁 650円 〒250円

錯綜 した現代にお いて,真 に求め られる教育 とは何 か。r・に とっ

て,親 に とって,ま た広 く現 代 人に とっての教育の意味 を問 うこと

は,新 しい時代 を迎 えるために,必 要不 可欠な重要課 題であ る。 本

書 は,教 育 と文化の課題 を さぐることを 目的 とした,各 界6氏 に よ

る 「公開教養講座」 の中か らさまざまな教育の問題点.一 受 験に迷

うf',教 育に迷 う親.社 会に迷 う現代 人一 をえ ぐり出 し,EIJj快な

解決 策 として述べ られた もの を収録 。

ミ ス タ ー ・ホ ン ダ!
ソル ・サ ンダース著 田 口統吾/中 山晴康訳

B6判 ・270頁 860円 〒250円

自動 車に情熱 をか け、世 界に 「ホ ンダ」の名 をとどろかせ た本 田

技研工 業の創立者 ・本田宗一郎の型破 りな'Lき 方 を米Wの 経 済 ジャ
ー ナ リス トの 目を通 して浮 き彫 りに している。本 田宗一一郎について

は、 いままで 多数 出版 されてい るが,本 書は単な る"人 物 誌"に と

どま らず.西 洋 人か らみ た本田論で あ り,同 時に 日本経 済の発展 史

や 文化 論へ と分析 を試み てい る。

鬼 才大島渚の教育論 ・家庭 論 ・夫婦論・.一大島渚 の びの び対談

こん な生 き方 が す ば ら しい/
B6判294頁860円 〒250川

正 木 ひろし,き だみの る両

氏か ら,最 年少の 中山千夏氏

まで,大 島渚 と各界24人 との

対談。彼等の育 ち方.子 供の

教育論,夫 婦の あ り方,女 の

生 き方等 をのびの び と語 りあ

ってい る。

きだみの る
与謝野道子

李 礼f山
大宅 昌
武満 徹

富岡多恵子
赤塚不 二夫
正木ひろし

鈴木健二
東松照明

川喜多か しこ 長島茂左佳 』
山岡久乃 小沢遼子
鳳 啓助 屋良朝苗

80年 代の道標

子 どもに未来はあ るか
B6判207頁

末川 博
森崎和江
陳 舜臣
「i':ナト 糸屯

曽野綾イ・
中山千夏
伊丹 十三
松本h切長

900円 〒250円

会 田雄次VS末 次措 子,俵 萌子,木 曽秀夫,野Ll三 千三,三 辺 光

夫 共著

混迷の時代 だか らこそ、 私たちのr－ど もたちへ の、私た ちの新 し

い社会への,道 標力必 要 とされてい る。 本 、㌣は、 各分野で.独 自の

活動 を展開す る評論家.ジ ャーナ リス ト.絵 本作家.教 育 者な どが,

80年 代に投 げかけ た熱い メッセ ージであ る。

コン ピュー タの総 合誌

暑コ ニ」ヒ三ユートヒ三ヲ
毎 月18日 発 売A4判620円/年 間6,900円

現 代 の ビ ジ ネ ス マ ンに と っ て,コ ン ピ ュー タの 開 発 技

術 動 向,利 用 技 術 動 向 は 欠 くこ と の で き な い 必 須 の知 識

で あ る。 急 速 に 変 化 し発 展 しつ づ け る 技 術,ま た そ の 企

業 に 与 え る影 響,社 会 に 与 え る イ ン パ ク ト・ これ ら は

即,わ れ わ れ の 日常 に 深 い 係 わ りを 持 っ て い る。

本 誌 は,ハ ー ドウ ェ ア 技 術,ソ フ トウ エ ア技 術,デ ー

タ通 信 技 術,周 辺 端 末 技 術 等 の 解 説 は も ち ろ ん,ユ ー ザ

ー が 効 率 的 シ ス テ ム を構 築 す る ため の あ ら ゆ る知 識 と情

報 の 提 供 を 目的 と して い る 。 さ ら に 加 え て,コ'ン ピ ュー

タ,情 報 処 理,ソ フ トウ エ ア 産 業 の 詳 し い動 向 を い ち早

く毎 号 解 説 す る 。

コ ン ピ ュ ー タ の ス ペ シ ャ ル ・ウ ィ ー ク リー 誌

覇P】【〕0婿 麸嘉 均諮 緒(痙翼歴 発行
昨 今 〃)ビ ジ ネ ス 環 境 は 、 毎 日の 情 報 が 洪 水 の ご と く生

み 出 され,情 報 の 受 け 手 側 に と っ て は,必 要 な 情 報 の 入

手 が 複 雑 困 難 と い う の が 現 状 で す 。 本 来 の ビ ジネ ス に 直

結 し,必 要 な 時,迅 速 に 提 供 す る情 報 誌 を切 望 さ れ る 多

くの 人 た ち に 応 え る こ と を 目指 し た の が 週 刊"PICO"

で す 。 世 界 の コ ン ピ ュ ー タ 産 業 界 の 動 静,新 テ ク ノ ロ ジ

ー と その 利 用 技 術 等 を 中 心 に ,限 ら れ た 価 値 あ る情 報 を

週 間 ベ ー ス で,お 手 元 に お 届 け し ま す 。

(週間PlCOに 限 り書店での販売 および一 部売 りはいた してお り

ません。 直接幣社宛 お申 し込み下 さい。)

創 立15周 年 記 念 出版(全3巻 同時発売)

[新刊]THECOMPUTERAGEシU－ ズ
日本 語版 監修 江崎 玲於 奈

編 鐘 雲腸 ㌔Age1コ ンピュー タ・社会 ・経済
(著 者)ダ ニエ ル ・ベ ル/ハ ー バー ト・A・サ イ モ ン/ロ パ 一 十 ギル ピン/ロ ジ

ャー ・ノル/マ ー チ ン ・シュ ピー ク/ケ ネ ス ・ア ローA5判264s'〔2,400円

撫 嘉謬 巴搬 豊e2コ ン ピュー タ・個 人 ・生活
(著 者)ジ ェ ー ル ・モー ゼ ス/ニ コラ ス・ネ グロ ポ ンチ/ミ カエル ・ダー トウ ゾス

テ リー ・ウ イ ノ グラー ド・セ イモア/ハ バ ー ト/」 ・C.リ ッ クライ ダー/ビ ク タ

ー ・ヴ ィソッ キー/シ ドニ ー ・ファー ンバ ッ クA5判25817〔2
,300円

編 垂謬 閉羅 舞㍊3コ ン ピュー タ・科学・技術
(著 者)ロ バ ー ト・ノイ ス/B・O・ エ パ ン ス/=)一ーーピ ン・デニ コフ/マ ー ビ ン ・ミ

ン スキー/ア ラ ン ・パー リス/ジ ョセ ブ ・ワ イゼ ンパ ウ ムA5判22頒2.100円

出

版

目

録

日召和55年12月

発行=1ン 凹 ユ一日 ら工 一5」冷 ■

〒100東 京 都千代 田区 霞が 関3-2-5

霞が 関 ビル30階

電 話03(581)5201(代)



世 界 コンピュー タ年鑑'80
働 日 本 情 報 処 現 開 発 協 会 編

B5判424頁6,500円 〒300円

'80年代 はマイクロコン ピュー タやオフ ィ

ス ・オー トメー シ ョン,デ ー タ通信な どの

新 しい発展 が期待 され るカ㍉ ・'方におい て

は,プ ライバシー問題や コン ピュー タ犯 罪

などに 対処 していかなければ ならない。

本,1}は以 ヒの 二とをふ まえた上で,"80

年代情 報化の展望 と課題"を テーマに,海

外のコン ピュー タ界や情 報化をめ ぐる諸問

題について,内 外の資料 を中心 にと りま と
め,客 観的 なデー タを提 供 している。

日本 の電 子工業
㈲ 日本電子工業振興協会編

∨

6判326頁1,600円 〒250円

が 国 の 電 子 工 業 は 、 戦 後 の 経 済 復 興 に 続 く

成 長 と と もに 進 展 し.い まや 年 間 生 産 額6

を超 え る大 型産 業 と な っ た。 本 書 では,そ

成 長 の 柱 と な っ た 「コ ン ピ ュー タ」,「 オー

メー シ ョン,電 子 応 用 機 器 ・シ ス テ ム」,

「電 子 部 品 ・材料 」 に ス ポ ッ トを あ て,そ の

開 発 の 秘 密 と 市 場 化 の 歴 史 を探 り,現 在,

世 界の エ レ ク トロ ニ クス産 業 を リー ドす る

ま でに 成 長 した 日本 の 電 子 工 業 を 浮 き彫 り

に し て い る 。

ソフ トウエア労 働 の 変貌
P・ ク ラ フ ト著

四六判192頁

下 田 博 次 訳

980円 〒250円

コ ン ピ ュ ー タの ま わ りで 働 く人 口は ,今 や

膨 大 な 数 に の ぼ り、 さ らに コ ン ピ ュー タ利

用 の 簡 易 化 に と も な うエ ン ドユ ー ザ ー 層 が

拡 大 す るに つ れ,各 種 の労 働 問 題 が ク ロー

ズ ・ア ップ され つ つ あ る 。 本 書 で は 米 国

難 ㌘ 麟 ㌫ ㌶言 言 鷲
を分析 し,変 容 をとげ るこの労働環 境に

警鐘 と提 言 を与えてい る。 わが 国におい

て も,同 様の問題が現実化 してお り、 無

視できない問題であ る。

'パ ㍗

三鷲 舞
.・欝 ㌘ 骸 三

』・在 ㌶ぷ㌘
.

シス テ ム ・エ ン ジニ ア 教 育 マ ニ ュア ル

上級情報処理技術者育成指針
情 報処理研修 セ ンター編

B5判 セ ッ ト(5分 冊)箱 入

1セ ッ ト ・16,000円

将来,企 業内においてSEや プログラマーなどの リー

ダー,あ るいは情報処理部 門の管理 者 として、企業の情

1蕊;嶽 裟垂 ≡三.'

1耀 驚 竃':≡ 烹_。.

新100万 人 の コンピュー タ事 典

南 條 優/保 坂 岩 男/海 老 沢 成 享 共 著

B6判318頁1,500円 〒250円

"オ フ ィス・オー トメー シ ョン"
,"パ ー ソナ ル ・

コン ピュー タ"… … な ど,今 日 で は 日常 語 とい

えるほ ど、コ ンピュー タが オフ ィスや家 庭 に深 く

入 り込 ん で きて い る。 こ の 傾 向 は 今 後 さ ら

に 増 大 し複 合 機 能 を 有 す る 装 置 が 目新 し く

な くな る で あ ろ う。本`}輻典 で は,現 代 人 と し

て必要 な コンピュー タ知 識が得 られ るよ

う,全項 目に写 真や図表 を織 り込み,平 易

に解 説 してい る。また,情 報処理 技術者 を

目指す人達や企業の研 修用 として も十

分使用出来 るよ う編 集 を・[夫している。

口'。。

bl-－Ul:

'帯"叉 ㍍;・・

三⇒i㌫

コンピュータ技術者神話の終焉

下田博次著

[Jq/V判1172頁980Fi] 〒250円

急 激 に 襲 い か か る"テ ク ノ ロ ジ ー ・シ ョ ッ

グ が,今 シ ステ ム ・エ ン ジ ニ ア,プ ロ グ ラ

マ ー た ち の 佳 「ドを 大 き く変 え よ う と して い る。

本 蒔で は 、 全体 を.三部 に わ け,第 一一部 で は,

コン ピュ ー タ ・ユ ー ザ ー 編 と して,企 業 の コ

ン ピュ ー タ利 用 技 術 レベ ル の 現 状 と要 員 問 題

に つ い て,第 二部 で は,コ ン ピ ュー タ ・メー

カー で 働 く技 術 者 た ち の 変 貌 に っ い て,第 三'

部 は ソ フ トウ エ ア 会 社 に 働 く技 術 者 の 要 員問

題 に つ い て.各 々 ス ポ ッ トを あ て る。

コンヒ註棚

神田Φ笹恒

、zt/.tt

詳解BASIC

監修 渡辺 茂

マ イクロ ・コン ピュー タ入門

指導 三浦宏文

B5判168頁2,400円 〒300Fq

マ イコンを勉強 し利用 しよ うとして いる読

者 に,金 殿 も普及 しているプロ グラ ミング言t.

語"BASIC"を 完全にマ ス ター出来 る最

適 な学 習書であ る。本書は基礎 編 と応用編 と

の 二部構成 として,基 礎編 ではマイ コンその
]・

ものについて出来 るだけ平 易に解説 を試み,

応 用編では 多くの応用事例 を載せ たBASI

Cプ ログラ ミング習得に恰 好の入門書 である。

新
[刊1

新 デ ー タ網 と企 業 シス テム

、【ケ』L、

瞬饗1
れ や"
＼〉＼油

コンピュータ・ネッ トワー ク 時 代
南 澤 宣 郎 著A5判220Y(1,600円 〒300円

新 し い デー タ通 信網(DDX}サ ー ビ スの 開

始 に よ り、 これ ま で の 企 業 内 コ ン ピ ュ ー タ ・シ

ステ ム は,コ ン ピ ュ ー タ と通 信 が 融 合 した ネ ・ジ

ト・一 ・ ・以 テムへ と変乱 ・い ・・ 今後・ 鳥

企 業 に お い て効 果 的.経 済 的 に 活 用 す る ユ ー ザ

ー の 立 場 か ら、 詳 細 な 専 門 的,技 術 的 内容 は と

もか く,現 実 企 業 の コ ン ピ ュ ー タ ・シ ス テ ム に

ど ん な 影 響 を及 ぼ し,ど う対 処 す べ きか を 解 説

した もの で あ る。 本 川は 、 そ の よ うな 意 味 か ら,

コ ン ピュ ー タ部 門 の 管 理 者 層1二 理 解 し て い た だ

コンピュー タ
ネットワーク時代

'

司

難
く巳

←"● 頃b

け るよ うに胴 ξるだけや さ しく角観 したユ_ザ ±
一の ための実務 `1聯であ る。

圃 石炭 十 一世 紀へ のか け橋
_WOCOLレ ポー ト邦 訳 版 ・

`

●

、

⑳

世界石炭研究会議 日本委員会編
監修 稲葉秀三/生 田豊朗

A5判260頁2,500円 〒300円_w.

t}}:界石炭研究 会議(WOCOL)が 世 界16カ

国の1亨門家 を結 集 し,1年 半 にわたる研究討議

をまとめ たレポー トの邦訳版 である。本書は.

総合的 なエ ネル ギー供給 における石炭への将来
ニー ズを検 討 し,石 炭が わが国石油代替エ ネル

ギー の主力 として関連産 業界に与え る多大 な影

響 と.エ ネル ギー危機 克服のための石炭 利用 ノ∫

針 の基礎 として国際的 な評価を うけて いる もの

である。

1・世紀～ が ナ抜
ス〆●プ
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の調 査 研 究

〔研 究 方 針 〕 商 用DBMSの 評 価 実験 を実 施 す る と と も に官 庁 業務 の 特 性 と デ ー タ利 用 の パ タ

ー ン化 を通 じて
、 官 庁 業 務 に最 適 な業務 指 向 型 のDBMSの 機 能 や エ ン ド ・ユ ー ザ ー 言 語 を中

心 と した エ ン ド ・ユ ー ザ ー と の イ ン タフ ェ ース を研 究 す る。

④ 周 辺 問題 研 究 班

〔研 究 課 題 〕 最適 な行 政 情 報 シ ス テ ム の あ り方 、実 現 方 法 に関 す る行 政 ニ ー ズ お よ び情 報 処 理

技 術 の両 面 か らの 総 合 的 な調査 研 究

〔研 究 方 針 〕 意 思 決 定 支 援 シス テ ム、 オ フ ィス ・オ ー トメ ー シ ョ ン技 術 等 の将 来 の情 報 処 理 技

術 の 行 政 情 報 処 理 へ の イ ンパ ク トを分 析 し、今 後 の 官庁 にお け る情 報 シ ス テ ム の 技 術 的 展 望 を

と りま と め る。

⑤ 運 用 技 術 研 究 班

〔研 究 課 題 〕 シ ス テ ム の安 全性 、 効 率 性 、 デ ー タの保 護 、 デ ー タの互 換 性 の 確 保 等 電 子 計 算 機

の 運 用 管 理 に関 す る諸 問題 の技 術 的 な観 点か ら の調 査 研 究

〔研 究 方 針 〕 情 報 処理 部 門 に お け る運 用 管 理 に関 連 して 注 目 され て い る シス テ ム監 査 の技 術 的

手 段 につ い て具 体 的 に調 査 研 究 を行 う。

⑥ リ ソ ー ス シェ ア リ ン グ ・シス テ ム 研 究 班

〔研 究 課 題 〕 政 府 各 省 庁 の持 つ リ ソ ー ス(デ ー タ 、 ソフ トウ ェ ア ・ハ ー ドウ ェ ア等)の 相 互 有

効利用を可能とするシステムの実現 をめざした総合的な調査研究

〔研究方針〕データシェアリングの実現 を目指 して、先進技術と既存プロ トコルの整合性 に関

する研究 を行い、データシェアリングめ論理設計を行 う。

⑦ アプリケーション・システム研究班

〔研究課題〕効率的な行政データの作成および利用を促進するための各省庁共通のアプリケー

ショ・システムの開発お よびこれにともなう諸問題の調査研究

〔研究方針〕統計業務、物品管理業務等に適用可能な漢字編集 システムの論理設計を中心 に研

究する。

⑧ 日本語情報処理 システム研究班

〔研究課題〕日本語情報 を自然語のまま電子計算機 によって処理する日本語情報処理 システム

の開発およびこれに伴 う諸問題の調査研究

〔研究方針〕 自然語によるデータベース問い合わせ処理 について、内外の実験 システムを調査

分析するとともに、具体的 なシステムを構築する際の課題事項 について調査研究する。

⑨ 新技術応用 システム研究班

'〔研究課題〕パ ターン認識技術等の最近著 しく進歩 している新 しい情報処理技術 を行政 に応用
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するためのシステム開発およびこれに伴 う諸問題の調査研究

〔研究方針〕画像処理、音声処理等を実際の行政情報処理に適用するための諸問題 に関する調

査研究 を行 う。

Dお わ りに

コ ン ピュ ー タの 普 及 と、 それ に伴 う機 器 の低 廉 化 な らび に漢 字 処 理 技 術 、音 声 処理 技 術 等 の新 し

い型 の情 報 処理 技 術 の実 用 化 に よ り、電 子 計 算 機 は、 単 独 で 「計算 」「事 務 処 理 」 等 に使 用 さ れ る だ

けで な く、 フ ァ 久 シミ リ等 、他 の情 報 処 理機 器 と結 び つ くこ と に よ り、情 報 を効 率 的 に蓄 積 ・加工 ・

流 通 させ る た め の手 段 と して適 用 分 野 が大幅 に拡 大 しつ つ あ る。

一 方 で は
、 この よ う に増 大 す る需 要 に対応 すべ く、 ソ フ トウ ェ ア の生 産 技 術 、 デ ー タベ ー ス技 術 、

日本 語 情 報 処 理 技 術 、 パ ター ン情 報 処 理 技 術 等 の 新 しい技 術 の 開発 が急 速 に進 展 しつ つ ある。

この よ う な周 辺 の状 況 を踏 ま え 、利 用 研 に お いて も、 今 後 これ ら諸 技 術 の官 庁 業 務 へ の適 用 可 能

性 につ い て 、 実 験 分 析 、 フ ィー ジ ビ リテ ィ ・ス タデ ィ 等 に よ り、 包 括 的 視 点 か ら評 価 す る 。

ま た 、 必 要 に応 じて 、 官 庁 ニ ー ズ に即 した プ ロ トタイ プ ・シス テ ム の 開発 を行 い、 各 省 庁 で の こ

れ ら技 術 の 利 用 の 円滑 化 ・容 易 化 に資 す る。

あ わせ て 、情 報 処理 部 門 と一 般 行 政 部 門 と が調 和 を保 ちつ つ 、 各 々 の 役割 を果 た す こ とが で きる

よ うな情 報 処 理 技 術 の 利 用 の あ り方 を検 討 し、将 来 の 官庁 で の情 報 処 理 シ ステ ム の あ るべ き姿 につ

い て 技 術 的側 面 か らの提 言 を行 うこ と と した 。

7運 輸省 における情報化施策

運輸は旅客または貨物 を安全、迅速かつ正確 に輸送する乏 いう社会的 ・公共的使命 を担 っている

が、その任務 を迅速、的確かつ効率的に遂行するために運輸の各分野 において情報 システム化 を推

進することが重要な課題となっている。

このような点 を踏 ま'え、運輸省は情報管理部(1971年 度設置)中 心として運輸行政事務へのコン
ヘ

ピュータの導入 を促進す るとともに、公共的な運輸情報 システムの開発等、運輸における情報処理

振興施策 を推進 していこる。

A運 輸行政におげる情報化の現状

運輸省はわが国の行政機関 としては最初 に気象庁 にコンピュータを導入(1958年ll月)し て以来、

気象業務、自動車登録検査業務、航空交通管制業務、海技従事者免許登録事務等省内の各種の行政

事務の効率化を図 るため、その情報システム化を促進 しており、1979年 度末 におけるコンピュ㌔ タ
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設置台数は51台 となっている。

(1)運 輸省汎用コンピュータ・システム

運輸行政における事務処理の合理化、高度化 を図 るため、1969年 に汎用コンピュータを導入 して

以来、数回にわたっJて主記1意容量、周辺機器の増強 を行った。1974年からTSSを 導入 し、省内ざ局

において端末機 により汎用コンピュータが利用できるようになり、さらに1977年 には事務処理量の

増大 に対処 して機種の更新(NEAC-ACOS700)を 行った。

1979年10月 には地方海運局 とのオンライン・ネットワークが完成 し、海技従事者免許登録事務が

処理 されるようになり、従来本省内部の利用にとどまっていた運輸省の汎用コンピュータが、全国

的な規模で利用 される第一歩 となった。

(2)気 象資料自動編集中継 システム(ADESS)

このシステムは、気象庁本庁 のコンピュータと国内および海外の気象通信網 とを有線 または無線

で結び、各地 から送 られて くる気象データの収集、判別、編集、中継 などを行 うものである。

(3)地 域気象観測 システム(AMeDAS)

このシステムは、集中豪雨等の局地的、急激 な異常気象 を監視 し、適切な防災対策 を講ずるため、

全国に約1,300カ 所の自動気象計を設置 し、電話回線によるデータ通信 によって気象庁本庁で1時 間

ごとに自動的 にデータを収集 したうえ、そのデータを全国60ヵ 所の気象台、測候所に配信するもの

である。

(4)自 動車登録検査業務電子情報処理 システム

この システムは自動車の登録検査業務 を迅速、正確 に処理するために、従来、各陸運事務所で個

別に管理 していた登録原簿 を、すべて自動車登録センターのファイルに格納 して一括集中管理 し、

各陸運事務所の窓 口に端末機 を置 き、申請者の記入するマークシー トにより入力し、ファイルの更

新、抹消等の処理 を行い、自動車の登録 および検査等の業務をオンライン・リアルタイムで行 うも

のである。

(5)航 空交通管制情報処理 システム

このシステムは航空交通量の増大 と航空機 の高速化に対応 して航空交通管制に関する情報処理の

ために開発され、以下のサブシステムから構成 されている。

① 航空路管制情報 システム

a飛 行計画情報処理 システム(FDP)… …飛行計画報、出発報等の運航情報 をコンピュー

タで処理 し、管制官に運航票 などの管制資料を提供す るほか、RDPな ど他 システムに対 し、

飛行計画デー タを提供する。

b航 空路 レーダー情報処理システム(RDP)… … レーダー情報によって得 られる運航情報

をコンピュー タで処理 し、 レーダー表示面上 に便名、飛行高度 などの飛行情報 を表示す る。
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② ターミナル管制情報処理 システム(ARTS-J)

空港周辺の航空機 のレーダー情報を処理 し、管制卓のレーダー表示面上に、管制に必要な飛行情

報 を表示する。

B公 共的な運輸情報システムの開発

運輸省では、特に開発 を推進する必要のある先進的情報システム、中小事業者の共同利用 システ

ム等公共性 の高い情報 システムの開発を推進 しているが、その主なものは次のとありである。

(1)国 際航空貨物輸送情報システム

運輸省では、流通経費の節減、輸送サービスの向上、国際貿易の発展等 を図 り、国民生活の安定

に寄与す る目的で、国際貨物輸送情報システムの開発 を推進 している。

この システムは、機能的には国内情報処理 システムと国際データ伝送 システムからなる。

運輸省では、システム開発の緊急性、システム化の容易性、さらに海外のシステム化の動向等 を

勘案 し、航空貨物 を対象 としたシステム開発 に1973年 度から着手しており、このシステム開発のた

めに航空会社、航空貨物代理店、上屋菜箸か らなる「国際航空貨物輸送情報システム開発協議会(J-

ACIS)」 が1973年 に設立 されている。

(2)ト ラック輸送情報ネットワーク ・システム

安定成長下において増大するトラック輸送が円滑に行 われるためには、輸送 を全体 として適切 に

管理する情報 システムが必要である。このため、 トラック事業に対 し、システム化を前提 とした標

準貨物送 り状、窓 口業務処理のための専用端末機 を作成 しその普及を図るとともに、中小事業者で

ある区域 トラック事業者の返 り荷の斡旋 を目的 とした全国的な トラック輸送情報ネットワーク ・シ

ステムの研究 を実施 している。

(3)都 市交通情報提供 システム

都市における公共輸送機関の利用 を促進す るための一方策として、必要 な場所で必要な交通情報

を容易、迅速、的確に得られるようにす る必要があり、コンピュータを利用 した、都市交通情報提

供システムの研究 を行 っている。

C運 輸業界における情報化

運輸業は旅客、貨物 を時期、数量、区間等 が異 なる複雑な輸送条件に対応 して大量に輸送する活

動 を行っているが、輸送需要の増大およびその高度化、多様化に対応 して人員、設備 を有効 に活用

するとともに、輸送の効率化、サービスの向上などを図 るための一方策として、各分野 において情

報 システムを導入することにより、経営の合理化、近代化 を推進する必要がある。

運輸業界におけるコンピュータの適用業務は、運航 ・安全 ・生産管理業務、施設 ・資材管理業務、
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3-2-16表 運輸業界 における情報 システム化の現況

年末

業種

運輸 関係事業コ ンピ
ュー タ設置台数(台)

情 報 シ ス テ ム の 代 表 例

1970 1977 1978

鉄 道
(うち国鉄)

110

(73)

160

(95)

185
(107)

座席予約 システム、新幹線運転管理 システム、操車場総合 自動化 シス
テム、列車運行制御 システム

自動 車 運 送 59 194 237 トラッ ク輸 送 貨物 管 理 システ ム 、 タ ク シー配 車 システ ム

海 運 27 75 79 コ ンテナ ヤ ー ド情報 シス テ ム、超 自動化 船 シス テ ム

港 湾 運 送 7 33 38 船積書類作成 システム

倉 庫 31 123 134 倉庫管理 システム、省 力自動化倉庫 システム

航 空 22 68 65 座席予約 システム、飛行計画(運 賃)管 理 システム

観 光 10 67 209 宿泊予約 システム、 ホテル管理 システム

造 船 48 111 106 造船情報 システム

鉄道車両製造 4 18 20 車両設計 システム、車両工程 システム

自動車販売 64 230 243 自動車販売管理 システム

計 382 1,079 1,316

(注)コ ンピ ュー タ設 置台 数は、從 情報 処理 学会 「電子 計算 機 ユ ーザ ー調 査 年報」よ り作 成。

営 業 ・販 売 管 理 業 務 、 一 般 管 理 業務 な ど多岐 に わ た っ て い る。 ま た、 業務 の形 態 もバ ッチ 処 理 か ら

コ ン ピ ュー タ に よ る処 理 と通 信 回線 と を結 合 した オ ン ラ イ ン処 理 へ と進 展 して い る(3-2-16表

参 照)。

D貿 易関係手続の標準化 ・簡易化

貿易関係諸手続 が煩雑なため、貿易取引の拡大に伴 って、関連企業の業務量 および経費が増大 し、

業務の遂行上大 きな障害 となっている。これに対処す るため、欧米諸国では、早 くから国連経済社

会理事会(ECOSOC)の もとに設けられている欧州経済委員会(ECE)貿 易拡大委員会国際

貿易手続簡易化作業部会 を中心 として、貿易書式標準化の基本型(ECELAYOUTKEY)に よる

貿易関連書式および手続 きの標準化 ・簡易化 に努めるとともに、コンピュータによるデータの自動処

理(ADP)化 に向けて、データ ・用語 ・コー ド等の統一化を強力に推進 している。

わが国においてもこのような国際的動向に対処するため、運輸省は関係省庁 と協力して1974年 に

働)日本貿易関係手続簡易化-協会(JASTPRO)を 設立 した。同協会は貿易関係業界 ・企業の相

互協調のもとで、海外 との連絡 をとりつつ簡易化作業に取 り組んでお』り、これまでに標準貨物送 り

状、標準荷印などの貿易関係標準書式などを発表 している。

'
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Eそ の他

運輸行政部門および運輸関係事業における情報処理を促進 し、かつ情報化の促進に関連する諸問

題にっいて協議することを目的 として、運輸情報 システム連絡懇談会 を毎月1回 開催 している。

また、あらゆる分野における情報量の急速な増大と情報処理技術の高度化に対応 して、国民生活

における健全な情報化を推進するため、運輸省は関係省庁および関係団体 と協力 して、毎年度「情報

化週間(10月1日 ～7日)」 において諸行事を実施 している。

8郵 政省 における電子計算機利用

Aは じめに

郵政省においては、郵便、郵便貯金、簡易生命保険等の各事業および電波監理事務等の行政事務

を一体的に遂行 しているが、これら各部門において電子計算機が利用 されており、1979年 度未にお

いて63台 が利用 されている。 なかでも為替貯金事業、簡易生命保険事業 および電波監理事務につい

ては、それぞれオンライン ・システムを導入 し、 システムの拡充に向けて推進中であるので、以下

これらのシステムについて、その概要 を紹介す る。

B為 替貯金業務の総合機械化

為替貯金事業においては、事務能率の向上 に資するため、1970年 度から地方貯金局の原簿事務の

うちそのおおむねを占める通常郵便貯金について電子計算機による処理 を実施 してきた。また、郵

便振替口座事務についても1975年 から電子計算機処理 を行 ってきたが、金融サービスに対する国民

のニーズの多様化、高度化に伴 う利用者サービスの向上、事務処理の効率化および経営管理の近代

化を図るため、それまでのオフライン方式に代 えオンライン ・システムを導入することとし、1978

年8月 から神奈川県下の郵便局においてオンラインによる業務の取扱を開始 した。

このオンライン・システムは東京、大阪、名古屋等全国で9か 所の地方貯金局 に計算セ ンターを置

き、超大型電子計算機(DIPS-11)を 設置 して、全国約2万 の郵便局の窓口端末機 との間をデータ

通信回線で接続 し、貯金口座の受払計算等 をオンライン処理するものであり、その概要は次のとお

りである。また、その概念図は3-2-10図 のとおりである。

(1)各 計算センターはデータ通信回線で相互 に接続 され全国網 を構成する。

(2)計 算センターで集中的な機械処理 を行 うほか全国所要の地方貯 金局において証拠書等の整理検査

保管,入 力データの作成、通帳 ・証書の再発行等の後方事務処理を行 う。
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(3)郵 便局 に窓口端末機 を設置 し、データ通信回線で計算センターと接続する。

オンラインによる取扱対象業務は、現在通常郵便貯金、定額 ・定期郵便貯金、年金恩給の振替預

入、現金 自動支払機 による払い戻 し、給与預入筆であるが、オンライン化 された地域がある程度広

域 となって初めて、オンライン化の効果 を発揮すると考 えられる郵便為替については、1981年 度後

期、郵 便 振 替については1982年 度前期 から取扱開始 を予定 しているほか、総合口座、自動振替等

の新 しいサービスも提供で きるよう予定 している。

また、この導入計画は3-2-17表 のとおりである。

3-2-10図 為替貯金業務総合機械化 システム構成概念図

特 定 通信 匝1線

9,600ビ ッ ト/秒

オ寺宝通信回線
1,200ビ ッ ト/秒

または200ビ ッ ト/秒

速)(遮)

特 定 通 信 回線

1,200ビ ッ ト/秒

また は200ビ ッ ト/秒

3-2-17表

為替貯金業務 オンラ

イン計画の導入予定

スケジ ュール

大 型 電 子 計算機 を
設置する地方貯金局

受 持 区 域 導入開始(予 定)
年 度

東 京 南関東(神奈川県、東京都、千葉県、山梨県) 1978年8月

宇 都 宮 北関東(埼 玉県、栃木県、群馬県、茨城県) 1979年4月

大 阪 近畿全県 1979年7月

名 古 屋 東海全県 1980年3月

広 島 中国及び四国全県 1981年2月

長 野 信越及び北陸全県 1981年 度

仙 台 東北全県 1981年 度

熊 本 九州全県及び沖縄県 1982年 度

小 樽 北海道 1982年 度

(注)各 計算セ ンターとも受持区域内の各郵便局に窓 口端末機の配備 を完了す るには、お

おむね2年 間程度 を要す る。
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C簡 易生命保険業務の総合機械化

簡易生命保険事業においては、事務能率の向上等に資す るため、1967年 から地方簡易保険局にお

ける業務の電子計算機処理 を推進 してきたが、加入者サービスの向上、事務処理の効率化および経

営管理の近代化を図るため、最新のデータ通信技術を取 り入れて、郵便局、地方簡易保険局、地方

郵政局等および本省をも包含 したオンライン・システムによる総合機械化にっいて検討 を行い、1977

年2月 から首都県の郵便局 においてオンラインによる業務の取 り扱 いを開始 した。

この総合機械システムでは、センターと他の事業所 との間をデー タ通信回線等で接続 し、事務の

性 質や事務量に応 じて、オンライン・リアルタイム処理、オンライン ・バッチ処理、インハウス ・

オンライン処理およびオフライン・バッチ処理のいずれかの方式により処理するシステムである6

各事業所の機能の概要は次の とおりであり、その概念図は3-2-11図 のとおりである。

(1)東 京および京都地方簡易保険局にセンターを置 き、超大型電子計算機(NEAC-9200)を 導入

して、全国の端末とデータ通信回線で接続 し、オンライン処理 を含む保険料の収納、監査事務等の

集中処理 を行 う。

(2)全 国の集配普通郵便局 に端末機 を設置 し、センターとの間でオンラインにより入出力処理 を行

う。

(3)全 地方簡易保険局 をサプセンターとし、端末機を設置 して、それぞれ所掌地域内の特定郵便局

3-2-H図 簡易保険業務総合機械化システム構成概念図4

データ通信回線 本 省

==縫 遍 の郵送 ＼

1＼燃

㈱(端 φ
オ フ ラ イ ン局

サ|Z/

晶6幽
オフ ライ ン局
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等(端 末機を設置 していない郵便局)の 事務についてセンターとの間でオンラインにより入出力処

理 を行 う。このほか、中型電子計算機 により所掌地域内の全郵便局 を対象 として、オ ンライン処理

になじまない事務の一括処理 を行 う。

(4)本 省、郵政局に端末機 を設置 し、経営管理資料の収集等を行 う。

このオンライン・システムの導入に伴い、保険金、貸付金等の即時払いの処理が速 くなったこと、

従来郵便局で即時処理ができなかった失効還付金等の請求も即時払いが可能となるなど、加入者サ

ービスの向上に大 きな効果をあげることができるようになった。

このシステムは、本年度末までに当面の計画である全国の集配普通郵便局(約1,100局)を 結ぶオ

ンライン・ネットワークとして完成す る予定である。

D電 波監理事務の機械化

電波監理事務の機械化 については、1969年 に本省 に電子計算機 を導入 し、主として本省事務 に限

って処理 を行ってきたが、最近にお』ける無線局の増加等に伴 う事務長の増大に対処 し、きめの細 か

いしかも密度の高い電波監理行政を遂行するため、地方電波監理局の事務処理をも含めた、全国オ

ンライン ・システムを導入することとし、1980年4月 から一部運用を開始 した。

この システムは、本省に大型電子計算機(ACOSシ リーズ77NEAC700)を 設置 し、地方電波監

理局の端末機(N6300モ デル30)と の間をデータ通信回線で結ぶシステムであり、その概念図は、

3-2-12図 のとおりである。

このシステムの対象業務には、現在、次のものがある。

① 無線局(ア マチュア局および市民ラジオ局)の 許認可関係事務

3-2-12図 電 波監 理情 報 シス テ ム概念 図

蘇 ご蕪 欝 ㌍55年 度運用開始
近畿

Bブ ロ ック4地 方局

中 国、九州 、東北56年 度運 用開 始 予定
お よび北 海道

Cブ ロ ック4地 方局

信越 、北陸 、四 国57年 度運 用開始予 定
および沖 縄
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② 無線従事者関係事務

③ 無線局等許認可状況の管理

④ 各種統計資料の作成

これ ら業務のオンライン化 により、無線局 に関する事務の能率化、行政サービスの向上が期待 さ

けているところである。

9労 働省 における電子計算機利用

Aは じめに

労働省における電子計算機処理業務の主要なものは、労働統計、労働保険徴収、労災保険、雇用

保険、職業紹介等である。その特徴 としては、労働統計関係においては労働関係各種統計の迅速な

集計、デー タ蓄積 およびそれらに関する分析のための、高度加工計算業務などの各機能が年々充実、

整備 されっつあること、保険関係においては、デー タ量が膨大であることやデータの発生、受け渡

しが全国的な規模であり、ことに雇用保険、職業紹介関係はデータ伝送システムによりオンライン

によるデー タの授受が行われていることなどである。

これらの業務は、年々増加傾向にあり、電子計算機利用の高度化、効率化がさらに要請 されてい

るところである。 このような要請 を踏まえ、利用者のサービス向上 と事務処理の簡素 ・合理化を図

るため、全国をオンラインで網羅する大規模な新システムの開発が進められている。これは、日進

月歩 を続ける電子計算機のソフ ト、ハー ド両面の技術進歩および多様な端末機の発展と、通信回線

として 「料金は公衆網、使いやすさは専用線並み」 と言われる日本電信電話公社の新データ網(D

DX)の 出現と相 まって実現が可能となるものである。

この うち、オンライン・リアルタイム ・システムとしての労災行政情報管理 システムと雇用保険

適用給付即時処理 システム(雇 用保険 トータル・システム)の 概略 を以下 に紹介する。

B労 災行政情報管理システム

(1)目 的

労災行政情報管理 システムは、労災行政の質的変化および量的な増加 に伴 う業務量の増大に対応

し、あわせて労災保険受給者へのサービス向上 と事務処理の簡素 ・合理化を図 るため、労災保険業

務室に労災行政の中核 となる即時処理用大型電子計算機 を設置 し、地方労働基準局および労働基準

監督署 に配置す る予定のOCR(光 学文字読取装置)等 の複合端末装置 と通信回線(DDX－ 日

本電信電話公社ディジタル ・データ交換網)で ネッ トワーク化 し、リアルタイム処理 を行 うことに
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3-2-13図 新 労働 省 通信 ネ ッ トワー ク

「 一 一 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー 一 「

1業 務処理用

1晶 繭 タ

1

i灘 中央…

i
l業 務処理用

1コ ンピュー タ/

1〔 労災保検'徴収〕/

1/

L______v/

上 石神 井庁 舎

日本電信電話公社

新 デー タ網

(DDX)

端末 システム

「 一 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー 一 『 「

L______________」

業務処理用
コンピュータ

〔労働統計〕

大手町庁舎

より労災行政機能の強化 を図 るべく開発を進めている。

(2)新 システムの構成

このシステムの構成は、センター ・システムと端末装置からなる。センター ・システムは通信制

御を行 う前置 コンピュータと業務処理 を行 う業務処理用コンピュータとからなる。端末装置は、O

CRと これに付属するプリンターお』よびキーボー ド・プリンター等の入出力装置とから構成 されて

いる(3-2-13図 参照)。

(3)業 務内容

新 システムの主な業務内容は、次のようなものである。

① 被災労働者およびその遺族等に対する迅速かっ適正な保険給付と被災労働者の早期社会復帰

を図 るため、給付基準台帳を一元的に管理 し、これをもとに被災労働者についての災害発生から

社会復帰 までの各種給付業務 を行 う。

② 労災年金受給者からの年金給付に関する照会等に対 し、即時 に情報提供 を行 う。

③ 労災保険による労働福祉事業の実施状況 に関する情報提供 を行 う。

④ 災害発生予防関連情報 をデー タベースより取 り出 し、災害防止、職業性疾病の早期発見およ

び危険有害環境改善指導資料の提供を行 う。
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C雇 用保 険適用給付即時処理 システム(雇用保険トータル ・システム)

雇用保険 トータル ・システムとは、公共職業安定所(※1)の 窓口業務の効率化と利用者サービ

スの向上 を図 ることを目的 としたものであり、新 しい発想 と最新の技術 とを導入 し、職業安定行政

の本来の機能の強化 を図ろうとするものである。

すなわち雇用保険業務の うちで、最も定型的業務が多 く機械化処理に移 しやすい適用給付業務を、

即時処理 システムの導入 によって全面的に機械化 し、 対人面接業務によりいっそうの力を注 ごうと

いうことが、その主目的になっている。

(1)新 システムの業務処理の特徴

新 システムの2大 特徴は次の通 りである。

① 端末装置としてOCR(光 学文字読取装置)を 使用すること。

② 処理方式 として、次の手続 きのための書類 を届書用紙に組み入れて交付するター ン・アラウ

ンド方式 を採用 したこと。

この方式は、安定所等に設置するOCRに 事業主等から提出された届書をそのまま読み取 らせ、

センター(※2)あ てに入力し、センターでは即時処理 により、事業主等に回付する文書 をOCR

のプリンターに印書作成する。事業主への回付文書は、次の手続 きのための届書 として使用 し得る

様式 とする、 という方法である。

※1本 所、出張所、分室、合 わせて全国676カ 所(以 下、「安定所」 という)

※2職 業安定局労働市場センター業務室

(2)新 機械 システム

新 システムにおける機器構成は3-2-13図 のとおりであり、センター ・システムおよび端末装

置で構成 される。

① センター ・システムー センター ・システム1ま、新システムの中枢的存在になる業務処理用

コンピュー タと、 このコンピュー タと全国の各端末装置の間の通信 を媒介する中央交換機(前 出

Aの 前置 コンピュータと同 じ)の2台 で構成 される。この2台 はチャンネル結合 され、1台 のマ

シンの如 く効率良く機能を発揮で きる。

② 端末装置一 新システムで使用す る端末装置は、端末制御装置とこれに接続する各種 の入出

力装置で構成 される。入出力装置の主力は、OCRと キーボー ド・プリンター(WM－ ウインド

ウ ・マシン)で あり、特にOCRは この画期的システムで大 きな役割 を担っている。

OCRは 、届書に記載 された手書きのカナ文字および数字ならびに印書された数字を自動的に

読み取 り、その結果 をデータとしてセンターへ送信するものであって、新システムにおいては、

主に適用業務 および給付業務の うちの受給資格決定にかかわる業務の処理に使用するものである。
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WMは その鍵盤 を打鍵す ることによって、必要なデー タを々 ンターへ送信するとともに、センタ

ーから受信 したその処理結果を即時 にプリントす るものであって、主に失業給付の支給にかかわ

る業務処理に使用する。

なおOCRとWMは 互換性 を持つように設計 されており、一方のみの使用で も適用 ・給付の全

業務処理を行 うことができる。

これらの端末装置をセンターのコンピュータと結びつけることによ り、現行のさん孔作業 を廃

し、業務処理即デー タ処理 となるよ うなシステムが生まれてくるわけである。

③ 業務処理の内容一 このシステムによって処理する業務は安定所窓口の うち雇用保険の適用

・給付に関す る事務処理であり、その流 れは3-2-14図 のようになる。すなわち安定所で事業

主等から提出 された各種届 を確認の上OCRに 入力すると、それは直ちにデータとしてセンター

に送 られる。センターで即時処理 した後、OCRの プリンターに打 ち出 した文書 を、安定所で確

認の うえ事業主 に交付することで一連の業務処理が終了する。

新システムでは、従来安定所の業務となっていた、諸台帳の作成 ・記録 ・保管 ・抽出、事業主

等に交付する文書の作成、データのさん孔、伝送等の作業が、原則 として、全 く不要 になる。

なお、この業務処理の方法 には、前述の ターン ・アラウンド方式が用いられている。この方式

により、④ 処理の順序1生が確保 され ㊥ 短期間に取得 ・喪失を繰 り返す人達の処理が正確に

3-2-14図 業務処理の流れ
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迅速 に行われる。

具体的な業務処理 としては、④ 事業所設置、廃止の届出に伴 う業務 としての、適用関係業務

◎ 労働者が雇用保険適用事業所に新規 に雇用された り離職 した際の届け出に伴 う業務 としての、

被保険者資格取得 ・喪失業務 ◎ 失業給付の受給資格を得るための届け出に伴 う業務 としての、

受給資格決定業務 ◎ 失業認定申告書の届け出に基づ き失業給付 を支給するための業務 として

の、失業給付支給業務がある。◎の資格取得 から受給資格決定までの業務の流れは3-2-14図

の如 くであり、ター ン・アラウンド方式が用いられている。 また◎の失業給付支給業務について

は、3都 府県(東 京 ・神奈川 ・大阪)の 全安定所ですでにオンラインによる処理を先行的に実施

して効果が認 められている(先 行 システム)。

以上雇用保険業務の処理方法を抜本的 に改善 しようと図る、雇用保険 トー タル ・システムにっい

て述べてきたわけであるが、この システムが将来、雇用保険の適用 ・給付業務だけでなく、職業紹

介等の業務 にも大 きな役割 を果たすことが期待されていることを、最後 に、ひとこと付け加えるも

のである。
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第3章 諸外国 の動向

1ア メ リ カ の コ ン ピ ュ ー タ政 策

Aア メリカ連邦政府の調達政策 とVHSIC計 画

連 邦政 府 は コ ン ピュ ー タ産 業 に対 す る特 別 な振 興 策 を持 っ て い る わ け で は な い。 しか し、 国 防 の

宇 宙 開発 計 画 の巨 大 な プ ロ ジ ェ ク トが 、 コ ン ピュ ー タの 開 発 と利 用 を促 し、 こ の産 業 を育 て る上 で

の大 きな推 進 力 とな っ て き たの は 、事 実 で あ る。 ま た 、 連 邦 政 府 は 全 ア メ リカ ・コ ン ピュ ー タ設 備

金 額 の約1割 を保 有 す る世 界 最 大 の ユ ー ザ ー で あ り、1978年 度 末 に お け る連 邦 政 府 の コ ン ピュ ー タ

設 置台 数 は12,190台 、設 置 金 額 は48億8,000万 ドル、1978年 度 の 連 邦 政 府 の 情 報 処 理 費 用 は42億3,700

万 ドル で 、1980年 度 に は これ が52億 ドル に な る もの とみ られ て い る。

な お、 連 邦 政 府 に お け る コ ン ピ ュ ー タの 調 達 、 管 理 、 運 用 は、 一 般 調 達 庁(GSA)、 商務 省標 準

局(NBS)、 行 政 管 理 予 算 局(OMB)が そ れ ぞ れ分 担 して い る。 コ ン ピ ュー タの 一 括 調 達 を受 け

持 つGSAお ・よ び政 府 に つ いて はバ イ ・ア メ リカ ・ア ク ト規 制 に よ り、 当 該契 約 製 品 が ア メ リ カ国

内 で製 造 され る こ と と、最 終 製 品 の コ ンポ ー ネ ン ト ・コス トの50%以 上 が ア メ リ カ製 品 で あ る こ と

が義 務 づ け られ て お り、 ア メ リ カ外 コ ン ピ ュー タ ・メ ー カー の ア メ リ カ政府 機 関 へ の販 売 は相 当 困

難 視 され て い る。

最 近 の 大 きな プ ロ ジ ェ ク トと して は,1978年10月 に国 防 総 省 が発 表 したVHSIC(VeryHigh

SpeedIntegratedCircuit)研 究 開 発 計 画 が 挙 げ ら れ る。 こ れ は6カ 年 計 画 で 総 額2億 ドル を投 入

し、 現 在 の100倍 の速 度 、能 力 を持 つ 軍 用 の 半 導 体 技 術 の確 立 を 目標 に、 ア メ リ カの 世 界 にお け るマ

イ ク ロ ・エ レ ク トロ ニ クス 技術 の優 位 を確 保 しよ う と した もの で 、 や が て そ の 成 果 が商 用 に ス ピ ン

オ フ され る こ とは 明 らか で あ る。

1980年 度 国 防 予 算 に お い て 、 同 計 画 の初 年 度 には 約3,000万 ドル の 予 算 が認 め られ る模 様 で 、VH

SIC計 画 は1980年 か ら い よ い よ本 格 的 な ス ター トを切 る こ と とな っ た。

B輸 出促進プログラムと輸入増加抑制への動き

ア メ リ カ商 務 省 は国 際 貿 易 収 支 バ ラ ンス を改善 す る た め、 国 務 省 と共 同 で グ ロー バ ル ・マ ー ケ ッ
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ト ・プ ロ グ ラム を作 成 して輸 出 の拡 大 をは か っ て きて お り、 コ ン ピ ュ ー タは 有 力 な輸 出 商 品 と し て

この プ ロ グ ラム の対 象 に入 れ ら れ て い る。

な お、 商 務 省 発 表 の輸 出統 計 に よ る と、 ア メ リカ か らの コ ン ピ ュ ー タ輸 出 実績(部 品 を含 む)は

毎 年順 調 に増 加 して お り、1978年 に おけ る そ れ は42億 ドル で あ っ た。 一 方 、 輸 入 は6億7,000万 ドル

で あ っ た た め コ ン ピ ュー タ と して の 出 超 は35億3,000万 ドル を記 録 、アメ リ カ貿 易 収 支 に対 す る コ ン

ピ ュー タ輸 出 の貢 献 度 は 多 大 で あ る。

C対 共産圏輸出規制

1976年 に は商 務 省 と コ コ ム が大 手 メー カ ー(IBM、 ユ ニ パ ッ ク、 バ ロ ー ス、・ハ ネ ウ ェ ル、CD

C、DEC、DG、HP、 バ リ ア ン)に 対 し、輸 出規 制 を緩 和 した ガ イ ド ・ラ イ ンを文 書 で 通 告 し

た 。 内 容 と して は 、 ハ ー ドウ ェ アの性 能 を3ラ ン クに分 け 、 第1基 準 の もの は国 防 総 省 の 同 意 が な

く と も商務 省 の認 可 だ けで 輸 出 可 能 、 第2基 準 の もの は 国 防総 省 お よび 他 の 官 公 庁 の 同 意 が求 め ら

れ 、 そ れ 以外 の 第3基 準 の もの は 以 前 の よ う に個 別 審 査 の 対象 と な る。

た と えば 、CPUのPDR(ProcessingDataRate)に 関 して は 、13メ ガ ・ビ ッ ト/秒 以 下 の も

の は 第1基 準 、32メ ガ ・ビ ッ ト/秒 以 下 の もの が 第2基 準 、それ 以 上 は 第3基 準 と定 め られ て・い る。

こ れ と同時 に、 セ ー フ ガ ー ドと しての オ ンサ イ ト検 査 も義 務 づ け て い る。 ま た、1977年 に輸 出 管 理

局 は輸 出規 制 チ ャ ネ ルで の再 審 査 を迅 速 に す るた め に、 先 の ガ イ ドラ イ ン に 準 じて コ ン ピ ュ ー タ

・シス テ ム の パ ラ メ ー ター をPDR
、1/OBusRatq内 ・外 部 メ モ リー 容 量 、 周 辺 装 置 の 実効 ビ ッ

ト転 送速 度 に4分 類 した。

し か し、 対 共 産 圏 輸 出 規 制 に不 満 を持 つ業 界 は 連 邦 政府 に対 し、 輸 出 可 能 ライ ン を32メ ガ ・ビ ッ

ト/秒 か ら72メ ガ ・ビ ッ ト/秒 に引 き上 げ る よ う要 求(IBM370/158、Univac1100、Cyber74な

どが 輸 出 可 能)、こ れ に対 して 、 連 邦 政 府 は輸 出 可 能 ラ イ ン を50メ ガ ・ビ ッ ト/秒 に 引 き上 げ るよ う

コ コ ム に提 案 した が(IBM3031、Univac1108、Cyber173な ど が輸 出 可 能)、 その 後 、連 邦政 府 は

輸 出 可 能 ラ イ ンを42～48メ ガ ・ビ ッ ト/秒 にす る よ うコ コ ム と交渉 中 で あ り、 業 界要 求 は 実質 的 に

却 下 され る模 様 で あ る。

コ ン ピ ュ ー タ の 輸 出 に 関 し て は 従 来 か ら、共 産 圏 諸 国 だ け で な く自 由 圏 諸 国 に対 して も商務 省

の 承 認 が必 要 で あ っ た 。 その 繁 雑 な 手続 きは 輸 出 認 可 業 務 の著 し い停 滞 を招 き、 それ が企 業 の 輸 出

戦 略 に甚 大 な マ イ ナ ス要 因 とな っ て い る こ と が業 界、 議 会 か ら指 摘 され て いた 。 その 結 果 、1979年

5月 に 商務 省 はNATO加 盟 諸 国 と 日本 に対 して はPDR225メ ガ ・ビ ッ ト/秒 、CPUBusRate

500メ ガ ・ビ ッ ト/秒 ま で の コ ン ピ ュ ー タ(IBM3032ク ラ ス)を 、 それ 以 外 の 自由 圏 諸 国 に対 し

て はPDR60メ ガ ・ビ ッ ト/秒 、CPUBusRate200メ ガ ・ビ ッ ト/秒 ま で の コ ン ピ ュ ー タ(IB

M370/158ク ラス)を 自由 に輸 出 で き る よ う規 制 緩 和 措 置 を講 じ た。
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ま た、1978年12月 の 米 中 国 交 樹 立 発 表 を契 機 と して、 中国 と の商 談 が 活発 化 して お り、1979年 に

入 っ て か らはCDC、IBM、 ユ ニパ ッ ク、 バ ロー ス と立 て続 け に大 型 商談 を成 立 させ て い る。 コ

コ ム も対 中輸 出規 制 緩 和 に合 意 した と伝 え られ 、 中 国 市 場 へ の 進 出 が今 後 と も増 加 す る もの と み ら

れ て い る。 他 方 、 ソ連 に 関 しては 、 ユ ニ パ ッ クが モ ス ク ワ ・オ リ ン ピ ッ ク報 道 用 に タ ス通 信 か ら受

注 した1100/10Cの 輸 出 を カー ター 大 統 領 が ソ連 の反 体 制 派 弾 圧 の 報復 と して拒 否 す る と い うこ とが

あ り、1978年 に お け る ソ連 か らの 受 注 は 実 質 的 に空 白 と な っ た 。

さ ら に、1979年10月 に は ソ連 軍 の キ ュ ー バ 駐 留 に態 度 を硬 化 させ た 連 邦 政 府 が 、 ソ連 へ の コ ン ピ

ュ ー タ輸 出 申請 を す べ て再 審 査 す る とい う新 政 策 を打 ち出 した こ と に よ り、 最 終 認 可 を待 つ ば か

り と な っ て い たCDCの ソ連 に 対 す るCyber73グ レー ド ・ア ッ プ輸 出 申請 の認 可 を延 期 され る こ と

とな っ た 。

D情 報通信サービス関連政策

通 信 と情 報 処 理 の境 界 を不 明 瞭 に した 代 表 例 は 、IBMに よ る衛 生 通 信 事 業 会 社SBS(Sate1-

liteBusinessSystem)の 設 立 、 ネ ッ トワー ク ・ア ー キ テ ク チ ュ ア 「SNA」 の発 表 、 お よ びAT

&Tに よ る端 末 装 置 「デ ー タス ピ ー ド40/4」 の販 売 、 公 衆 パ ケ ッ ト交 換 ネ ッ トワー クACS(Ad-

vancedCommunicationsService)計 画 で あ る。

IBMは1973年 以 来6年 間 は サ ー ビ ス 業 分 野 に参 入 しな い約 束 と な っ て い る が1975年 にSBSを

設 立 、FCCは 厳 しい制 限 を設 け た も の の1977年1月 に これ を認 可 した 。 しか し1978年8月 に、F

CCが 独 禁 法 問題 につ い て完 全 な ヒ ア リ ン グ を行 わ ず にSBSの ライ セ ン ス を認 可 した の はFCC

の越 権 行 為 で あ る と して、FCCの 認 可 を無 効 にす る と と も に独 禁 法 に及 ぼ す 影 響 につ い て完 全 な

ヒア リ ン グ を実 施 す る よ う裁 決 が下 され た 。FCCは こ の裁 決 に対 し再 審 理 を要 求 、 現 在 再 審 理 が

行 わ れ て い る が、 こ れ に よ りSBSの 営 業 開 始 時 期(1982年 まで に2つ の衛 星 を打 ち上 げ て 営 業 開始

す る と され て い る)が ず れ こむ の は 必 至 で あ る。

1978年4月 商務 省 にNTIA(NationalTelecommunicationsandInformationAdministration、

通 信 情 報 庁)が 創 設 され た が、 こ れ は 従 来 大 統 領 府 に あ っ た 通信 政 策 局 が廃 止 され る と と も に 商務

省 の 通信 局 に統 合 し、情 報 通 信 担 当 商 務 次 官 を新 た に設 け た もの で あ る。 これ に よ りNTIAが コ

ン ピ ュ ー タ 、 通 信 に 対 す る 総 合 的 な政 策 を立 案 し、 大統 領 に ア ドバ イ ス す る こ と に な り、 大 統 領

の情 報 通信 政 策 に あた っ て のNTIAの 動 向 が 大 きな意 味 を持 つ もの と考 え られ る。 その 活 動 の 第

1歩 と してNTIAは1979年 初 め に 「情 報施 策7原 則 」 を ま とめ た 。 そ の骨 子 は 、① 政 府 が保 有 す

る情 報 へ の オー プ ンな ア クセ ス の保 証 、② 青報 の流 通 に公 正 を期 す る こ と、③ 情報 の効 率 的 な 管 理 、

運 用 の奨 励 、④ 情報 関 連 市 場 に お け る競 争 関 係 の 予 測 、⑤ 個 人 の同 意 な しに い か な る個 人情 報 も記

録 さ れ て は な らな い。 ま た記 録 され た情 報 は 不 公 正 に使 用 、 公 開 され な い こ と(プ ラ イバ シー 保 護)
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⑥ 商品やサービスに関する情報の充実を図る、⑦諸外国と情報の管理、運用面で協調することとな

っており、情報関連政策に対す る国の基本姿勢 を明示 するのが狙いとなっている。

一以上JECCコ ンピュータ ・ノー ト1980年版より抜粋一

2ヨ ー ロ ッパ 主 要3カ 国 の コ ン ピ ュ ー タ政 策

Aイ ギ リス サ ッチャー政権による施策見通 し

1979年5月 の サ ッチ ャー保 守 党 政 権 誕 生 に よ っ て 、 イギ リ スの コ ン ピ ュ ー タ産 業 は 新 しい局 面 を

迎 えて い る。 前 労 働 党 政 権 は 、1977年 か ら1979年 にか け て 、 企 業 庁(NEB)を 主 体 に一 連 の ポ ス

トICL政 策 を展 開 して い た だ け に 、 新 政 権 に よ る コ ン ピ ュ ー タ政 策 見 直 しの 行 方 が内 外 の関 心 を

集 め て い る。

前 労 働 党政 権 に よ るポ ス トICL政 策(国 策 メ ー カーICLの 育 成 強 化 後 の新 しい サ ポ ー ト策)

の 目玉 は 、企 業 庁 に よ る野 心 的 新 分 野 強 化 に あっ た 。 同 庁 は将 来 性 の 高 い 、 あ るい は今 後 の競 争 激

化 分 野 の て こ入 れ を重 視 し、① ソ フ トウ ェ ア ・パ ッ ケ ー ジ輸 出企 業(後 に ビュ ー デ ー タ海 外 販 売 も

追 加)INSAC設 立(1977年9月)、 ② 半導 体(マ イ クロ プ ロ セ ッサ ー生 産 販 売 含 む)企 業INM

OS設 立(1978年7月)、 ③ オ フ ィス ・オー トメ企 業NEXOS設 立(1979年1月)と 続 々 と新 企 業

を発 足 させ た 。 いず れ の分 野 も、ICL(メ イ ン フ レー ム)以 後 を継 承 す る もの と して は誠 にふ さ

わ しい もの で あ り、EC諸 国 の 新 政 策 の モ デ ル と も な っ た 。

新 政 権 は高 度 技 術 の育 成 、 海 外 販 売 につ い て は 、労 働 党 政権 の や り方 を踏 襲 した が、企 業庁 の 活 動

自体 には 規 制 体 制 を強 化 す る な どの 手 を打 っ た。 ま た 、ICLは じめ 、 民 間 企 業 の株 式 保 有 分 を売

却 す る よ う企 業 庁 に要 請 した。 サ ッチ ャ ー首 相 の ね らい は 、 選 挙 キ ャ ンペ ー ン当時 か ら主張 して い

た よ うに 、政 府 介 入 を少 な く し、 民 間 主 導 に よ る企 業 活 動 意 欲 の 活発 化 に あ る。 企 業 庁 は こ れ を受

け て、ICL株 式 の持 分25%を 放 出 した(1980年1月)。 これ はICL自 身 も歓 迎 して い た こ とで あ

る が 、一 方 で 、INMOSな ど前 政 権 が約 束 した 助 成 金 供 与 が遅 れ て、 当初 計 画 に影 響 が 出 て い る

とこ ろ も あ り、 政 権 交 代 に よ る混乱 は1980年 前 半 まで 続 きそ うだ 。

Bフ ランス 活発化する途上国技術援助

1970年 代 後 半 の フ ラ ン スの コ ン ピュ ー タ産 業 は 、1976年 に誕 生 したCII-HB(CompagnieInter-

nationalpourl'】hformatique-HoneywellBull)と 、 同 社 へ の 積 極 的 な助 成 策 を柱 とす る 政 府 の

「きわ め て ナ シ ョナ リス テ ィ ッ ク な コ ンピ ュ ー タ産 業施 策 」を中 心 に推 移 して きた。 ま た 、1970年 代

後 半 か ら1980年 に か け て は 、CII-HBへ の助 成終 了 もあ っ て 、1980年 代 を指 向 した新 し いサ ポ ー ト
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3-3-1表 イギ リスの政 権 とコ ン ピ ュー タ関連 施策(1968～1980年)

政 権 担 当 年 月 施 策

1968年 ○産業拡大法制定

労 働 党 ○産業再編公社設立

OICL設 立

1970年6月 ○㌶ 鑑 』
○産業省 を貿易省に統合

1971年8月 OICL援 助続行 を表明

保 守 党 1971年11月 ○国産 コ ンピュー タ優先購入

政府機関購入窓口設立準備発表

1972年 ○購 入 窓 口、 セ ン トラ ル ・コ ン ピュ ー タ ・エ ー ジ ェ ンシー(CCA)

設立

OICLに 対 し総 額4,000万 ポ ン ドの助 成 表 明

1974年2月 ○貿易産業省 から産業省 を分離、独立

1976年9月 OICLに 最後 の助成金提供

1977年9月 ○企 業庁 、INSAC設 立

労 働 党
1978年7月

7月

○ 企業 庁 、INMOS設 立

○企 業庁 、MISP、MAP発 表

12月 ○ キ ャ ラバ ン首相 、 マ イ クロ拡 充策 発表

1979年1月 ○企業庁 、NEXOS設 立

5月 ○企業庁 、MPI(CDC子 会社)/DRI合 弁 に援助

1979年5月 ○新政権 による企業庁見直 しスター ト

5月 ○ 企 業庁 、NEXOSメ ンバ ー2番 手 と して、Muirheadと 話 し合 い

5月 ○企業庁 の存続 を望む声関係方面で強 まる

5月 OACTP助 成策打 ち切 り検討 開始

6月 OMISP/MAPの 見 直 しス ター ト

7月 ○学校教育 のマ イコン利用推進策見直 しスター ト

ONEB保 有の民 間企業株式の売却要請

8月 ONEB、 アメ リカ系 企 業 と初 の合 弁事 業 と して 、Q1と 提 携(500万

ポ ン ド投資決定)

9月 ○ 企 業庁 のNEXOS、 ア メ リカExxon子 会社Delphiと 提 携

保 守 党 ○ 企 業庁 のINSAC、 ア メ リカのGlobalData吸 収

10月 ○ 国 立 マ イ コ ン ・セ ンター構 想発 表

11月 ○ 企 業庁 メ ンバ ー、 長官 以下 全 員辞 任 、新 長 官 にGEC-Fairchildの

R.ク レ イ トン会 長就 任

12月 OBurroughs、 新政 府 のICL優 先 買上 策 を非 難
.

○企業庁 ガイ ドライン発表一 基本的役割 は持続す るが、各種規制

を強化

○企業庁 のINMOS、 第1号 工場用地 ブリス トルに決定

○ 政 府 の コ ンピ ュー タ購 入窓 口 、CCA再 編

1980年1月 ○ 企 業庁 、ICL持 株(25%)を 売 却

OSPL、INSACメ ンバ ー か らの 脱退 を表 明
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路 線 も表 面 化 した。 共 産 圏 諸 国 を含 む 海 外 との 技 術 協 力 の 強化 や 「プ ラ ン ・テ レマ テ ィー ク」(有線

都 市 構 想)に 見 られ る社 会 の 情 報 化 推 進 な ど で あ る。

まず ソ連 とは1979年 夏 、1980年 以降 の10年 間 を め ざ した コ ン ピ ュ ー タの共 同 開発 につ い て、 基 本

的 合 意 に達 した。 す で に1978年4月 、 デ ィス カ ー ル デ ス タ ン大統 領 の 訪 ソ時 に 、 両 国 間 の科 学 技 術

分 野 の 協 力 につ い て 両 国首 脳 の 意 見 は 一致 して い た が 、1979年 の共 同 開 発 は この合 意 を具 体 化 した

もの 。

ソ連 は国 内産 業 の コ ン ピ ュ ー タ ・ニ ー ズ に応 え るた め 、 海外 の コ ンピ ュ ー タ技 術 の導 入 を必 要 と

して お り、共 同 開発 とい う名 目 に な って は い るも の の 、 実 質 的 には フラ ンス側 の技 術 援 助 と い う形

に な る。 した が っ て 、 当 然CII-HB中 心 的 役割 を果 たす こ とに な り、ジ ャ ン ・ピエ ー ル ・プ ル レ同

社 社 長 が訪 ソ、 ソ連 国 家科 学 技 術 委 員 会 の 代 表 者 と この件 につ い て話 し合 い を行 って い る。 一 方 、

ソ連側 も細 部 調 整 の た め に訪 仏 して い る。 。

今 回 の コ ン ピ ュー タ共 同 開 発 は 、 当初 、 ソ連 が魅 力 を感 じて い た ア メ リ カの コ ン ピ ュ ー タ技 術 の

導 入 が 、 カー ター 大統 領 のUnivac大 型 機 の 対 ソ輸 出 不 許 可 な ど に よ り困難 と な っ た た め に 、フ ラ ン

ス に 目 を転 じた もの と み られ て い る。 共 同 開発 の 対 象 に は コ ン ピュ ー タ本 体 だ け で な く、磁 気 テ ー

プ やICな どの 開 発 も含 まれ て い る が、 中 心 は ソ連 のRyad2の 次 期 世 代機 の 開 発 と販 売 計 画 が 中心

と な る と伝 え ら れ る。 現 在 、CII-HBの ソ連 に おけ る設 置 ベ ー ス は約80台 で 大 半 は ミニ コ ン だ が、

7台 の レベ ル66,4台 のIris80な ど大 型機 も含 ま れ て い る。

中 国 とは 、 す で に1978年12月 に合 意 を見 て い る電 子 産 業協 力15項 目 の一 部 が具 体 化 の段 階 に入 っ

た 。 こ れ は 総額15億2,000万 ドル相 当 のEDP製 品 受注 で 、 フ ラ ンス側 はThomson-CSFを 中 心 に4

社 が 引 き受 け る。契 約 内 容 の 詳 細 は 明 らか に され て い な い が、Thomson-CSFが 同 社 子 会 社SEM

Sの 小 型 コ ン ピ ュー タを輸 出 す るほ か、CII-HBは マ イ クロ ・パ ッ ケー ジ技 術 と レベ ル64な らび に

同6型 小 型 コ ンピ ュ ー タを輸 出 、 両 モ デ ル と も中 国 で 生 産 され る可 能性 も あ る。 この ほ か 、Soci-

6t6AnonymedeT616communication社 とLogAbaxの2社 が 受 注 に加 わ っ て い る。LogAbaxは 以

前 プ リ ン ターの ラ イ セ ンス を中 国 に与 え る計 画 を明 らか に して お・り、 ス モ ー ル ・ビ ジ ネ ス ・コ ン ピ

ュ ー タを担 当 す る。 対 共 産 圏 との積 極 的 な合 弁 事 業 の促 進 の ほ か 、 海 外 関係 で 注 目 され るの は、 ア

メ リカ企 業 との 半 導 体 関係 の 合 弁 プ ロ ジ ェ ク トで あ る。 大 手 エ レ ク トロニ ク ス/エ ンジ ン ・メ ー カ

ー のMatraS .A.は ア メ リ カ のHarris社 と、Saint・GobainPont・a・Moussonは や は り ア メ リカ の

NationalSemiconductor(NS)と そ れ ぞ れ合 弁 会 社 を設立 した 。

MatraS.A.とHarris社 の合 弁 事 業 はMOS集 積 回 路 の 生 産 会 社Matra-HarrisSemicondu-

cteursの 設 立 。Matraの 出 資額 は 、1,170万 ドル で 新会 社 の51%資 本 を所 有 、Harris社 は残 り49%

を保 有 し主 に ノ ウハ ウ と同 社 の ヨ ー ロ ッパ販 売網 を提 供 し、81年 に従 業 員250名 で ヨー ロ ッパ 市 場

向 け のMOS-IC生 産 を 開始 、85年 まで に500名 の拡 充 を予 定 して い る。この合 弁 事 業 につ い て フ ラ
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3-3-2表 フラ ン ス政 府 の コン ピュ ー タ関連 施 策 の 経 緯

年 月

1966年

1969年

1970年

1971年

1973年1月

7月

10月

1974年1月

2月

9月

10月

1975年5月

9月

11月

1976年7月

9月

1977年3月

10月

1978年2月

7月

12月

1979年1月

2月

3月

4月

5月

6月

8月

9月

11月

12月

1980年1月

関 連 施 策

○ 情報 代表 部(D61ege61'lnformatique)設 立 。

○ 第1次 プ ラ ン'カ ルキ ュル 開始(5ヵ 年)

OCII発 足 。

OCII、 大型 機IRIS80開 発 計 画発 表 。

○ フ ランス政 府 、HoneywellのBullGE買 収 認 可 、HoneywellBullと な る。

○ 第2次 プ ラン ・カ ル キ ュル 開始(5ヵ 年)

OCII/Siemens.,コ ン ピュ ー タ事 業 提携 で正 式 に合意 。

OCII/Siemens/Philips3社 、Unidataを 結 成 。

○産 業 省 の胆 入 りで 、 ク ラ ブ ・ ド ・ラ ・ペ リ ・ア ンフ ォル マテ ィ ック設 立 。

OUnidata第1号 機7.720発 表 。

OCII× 手株 主 、Thomson-CSFとCGE対 立 表 面化 。

OUnidata,7.000シ リーズ3機 種 発 表 。

○ フ ランス政 府機 構 改 革 、新 産 業 省(MinistredeI'IndustrieetlaRecherche)の 下 にDIELI

(DesIndustriesElectroniqueetde1'Informatique)を 設立 。備 報 代 表部 は この中 に統 合 さ

れ る)

OCII/HB、 合 併で 合 意 。

OPhilips,Unidataを 脱 退(同 時 に汎 用 事業 撤 退)

○ ドル ナ ノ産 業相 、SICOBシ ョウで ペ リ ・ア ンフ ォルマ テ ィッ ク業 界統 合策 を発表 。

OCII/HB、 合併 に正式 調 印(フ ラ ンス政 府 は向 う4年 間 に助 成 金 、買付 保 障 を用 意)

○ ペ リ ・ア ンフ ォ ルマ テ ィ『ック統 合 第1グ ルー プ、SEMS設 立 。

OCII-HB発 足 。

OCII-HB、 次 世 代 統 一 シ リー ズ、Unisys構 想発 表 。

OCII-HB、 分 散処 理 ネ ッ トワ ー ク ・コ ンセ プ トUnisys/DSE発 表。

○ 下院 で プ ライバ シー法 可 決 。

OCII-HB、Philips子 会社RTC(RadioTechniqueComplec)とLSI購 入 で提 携 。

OCII-HB、 マ イ コ ン ・メー カーR2Eの 買収 取 沙汰 さる。

○ フ ラ ンス政 府 、電 子機 器 開発 で 中 国 と協 力。

OTranspac稼 動 開始 。

OECFIS(Thomsonと 原 子 力委 の 合弁)とMotorola、 半 導体 で合 弁 。

OCII-HB、CPTCorp.(ミ ネ ソ タ州)の ワー ド ・プ ロセ ッサ販 売権 獲 得 。

OMatra,Harris半 導 体 で合 弁 事 業 契 約 。

OCII-HB、 政 府 か ら4年 間最 後 の助 成 金 を入 手。(最終 分2,340万.ド ル 、合 計2億8,000万 ドル)

OTranspac、 本格 的 運 用 開始 。(交換 ノー ド10カ 所 、ユ ーザ=…数 、専 用線70社1電 話/テ レ ックス

経 由60社)

OSalnt-Gobain,CII-HB株 式 買 収 うわ さ を否 定 。

OSaint-Gobain-Pont-a-MoussonとNationalSemiconductorの 半 導 体合 弁 会 社Eurotechnique

正 式発 足 。

○ フ ラ ンス政 府 、 中国 との電 子 産 業協 力 で 話 し合 い。

OCII-HB、DPS7/80、 同7/82発 表。(P7Gプ ロジ ェ ク ト)

OSt-Gobain-Pont-a-Mousson、CGEに か わ りCII-HB株 主 に。・

○各 種 の マ イ コ ンの雇 用 に与 える イ ンパ ク ト調 査 発 表 さる。,

○ ブ ル レCII-HB会 長 、 欧州 メー カ ー結 束(CII-HB,ICL,Siemens,Philips,Olivetti)を 呼 び

か け。

○ フ ラ ンス 、PTTと カナ ダ通 信 省 、 ビデ オ テ ックスで協 力態 勢 を組 む 。

○ クラ ブ ・ ド ・ラ ・ペ リ ・ア ンフ ォル マテ ィ ッ ク、政 府 の新5力 年政 策 に対 し、 同分野 へ あ助 成 強

化 、CII-HBサ ポ ー トとの 不 均 衝 是正 を要 請 。

OCII-HB、Honeywellの イ ギ リス お よ び イ タリ ア子 会 社買 収 計画 を発 表 。
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ン ス政 府 は 、 か ね て か らのMatraの 要 請 に沿 っ て2,800万 ドルの 助 成 を行 う予 定 。

一 方
、Saint-GobainとNSの 合 弁 事 業 は 、Saint・Gobain51%、NS49%出 資 で 、初 期 資本 金9,000

万 フ ラ ンの 半導 体 生 産 会 社 を設 立 した もの 。 新 会 社 はEurotechniqueと 名付 け られ 、 プ ロバ ンス地

方 南 西 部 の ロー ゼ ッ トにi万2,000平 方 メー ター の敷 地 か ら ス ター ト、 従 業 員200名 で 、1980年 中頃

に限 定 生産 を開 始 、1981年 か ら量 産 に入 る予 定 。

Eurotechniqueで 注 目 さ れ る の は 、NSの 製 品 を その ま ま生 産 す るの で は な く、新 会 社 独 自 の 設 計

セ ン ター(主 に欧州 向 け の製 品 開 発)や 販 売 部 門 を持 つ 点 で 、 新規 製 品 の開 発 ま で は 、16K、64K、

RAMな らび に8ビ ッ トと16ビ ッ トの マ イ ク ロ ・プ ロ セ ッサ ー を製 造 。将 来 的 に は あ らゆ るMOS回

路 の 生 産 を め ざす 。 フ ラ ンス 政府 も こ の新 会 社 に 多 くの 期 待 を寄 せ て お り 「部 品援 助 政 策 」 で サ ポ

ー トす る
。

この ほ か 、CII-HBが イ ン ドのSpencer&Co.ofDelhiと イ ン ド市 場 で の販 売 契 約 の ま とめ を

急 いで い る ほ か 、 ブ ラ ジ ル その 他 の南 米 諸 国 との 合 弁 計 画 を進 め て い る。

C西 ドイツ 新政策のスター ト

西 ドイ ツの コ ン ピ ュ ー タ産 業 関連 の 動 剖 よ、政 府 政 策 お よ び産 業 界 両 面 に お いて 、 フ ラ ン スや イ

ギ リス に比 較 して地 味 な も の に なっ て い る。 これ は イギ リス お よ び フ ラ ンス が、 各 々ICL、CIIと

い っ た 国 策 メ イ ン フ レー ム ・メ ー カ ー を設 立 して 、 ナ シ ョナ リス テ ィ ッ クな育 成 策 を展 開 した の に

対 し、西 ドイ ツで はSiemensと い う既 存 総 合 エ レ ク トロ ニ クス 企 業 を て こに振 興 策 を 進 め て きた こ

とに も起 因 して い る。

政 府 サ ポ ー トの や り方 に お・い て も 、① イギ リ ス政 府 の ポ ス トICL策 や 政 権 交 代 に よ る波紋 、② フ

ラ ン ス政 府 の ポ ス ト・プ ラ ン カ ル キ ュ ル とCIIお よ びHoneywellBull合 併 な どか な り派 手 な 方 法 と

違 っ て、 西 ドイツ は1979年 』まで3次 に わ た る情 報 処 理 振 興 政 策 に よ る地 道 な方法 を とっ て きた 。

しか し、 これ は 西 ドイ ツ政 府 の コ ン ピ ュ ー タ産 業へ の取 り組 み が弱 い こ と を意味 す る もの で は な

い。 む し ろIUD計 画 にみ られ る デ ー タベ ー ス整 備 あ るい はSiemensの 汎 用 コンピュー タ事 業 利 益 転

換 な ど、 成 果 は着 々 と出 て きて い る。 コ ン ピュ ー タ産 業援 助 の ア プ ロー チ の 仕 方 が、 西 ドイ ツ の場

合 多 少他 の ヨー ロ ッパ 諸 国 と違 って い た とい うの が 真 相 だ ろ う。

も っ と も、1979年 か ら1980年 に か け て の動 き をみ る と、 西 ドイ ツ も イ ギ リス/フ ラ ンス な み に か

な り積極 的 な ア プ ロ ー チ を と る構 えが 出 て きて い る。 ちな み に、1979年 で終 了 す る第3次 情 報 処 理

振 興 政 策 の後 は 、総 合 的 サ ポ ー ト策 は 策 定 しな い と表 明 して いた に も か か わ らず 、1980～1983年 を

カバ ーす る新 政 策 を1979年 秋 に打 ち出 して い る。 同 政 策 で は 、 イ ギ リス の マ イ クロ ・エ レ ク トロニ

ク ス ・サ ポ ー ト策 や フ ラ ンスのICプ ラ ン同 様 、VLSI政 策 を 目玉 の ひ とっ に して お り、助 成規 模 の

点 で も ほ ぼ同 じに な っ て い る。
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第1章 わが国の情報通信 事業

1概 説

電子計算機等 を電気通信回線に接続 して、データの伝送と処理 とを一体的に行 うデータ通信は、

昨今の厳 しい経済情勢 にもかかわらず、'ここ数年来順調な発展 を遂げてきている。

情報通信事業(他 人の需要に応 じ、データ通信 によって情報処理、情報提供 を行う事業)も 、総

体 としては順調に発展 しており、その売上高は、1978年 末現在で約1、200億 円に達し、アメリカに

次 ぐ市場規模 を持つに至っている。 しかしながら、その市場構造、事業基盤等に立 ち入ってみると、

多くの問題をかかえており、アメリカに比 し、未成熟な段階にある。

4-1-1表 対象 業 務 別 シ ステ ム 数

対 象 業 務 システ ム数 備 考

販 売 ・在庫 管理 シス テ ムサ ー ビス サプセ ンター56

(DRESS) ユ ー ザー 数1,279

電
公衆 デー タ通' 15 端 末 数3,758

信 サ ー ビス
科 学 技術 計 算 システ ムサ ー ビス

(DEMOS,DEMOS-E)

サ プセ ンター62

ユ ー ザ ー数1,234

6 端 末 数1,486

電 金 融 業 務 27

自動車検査登録業務 1

座席予約業務 1

公

各 種 デー タ通

信 サ ー ビス

税務関係業務

信用 ・購買 ・販売業務

気象観測情報業務

環境情 報業務

4

2
'
1

1

総 端末 数7,663

1シ ステ ム あた り

平 均 端末 数174.2

生鮮食料品流通情報業務 1

社
救急医療情報業務

官庁会計業務

5

1

小 計 65

国 際 電 電
国際 オ ー トメ ックス サ ー ビス

個 別 シ ステ ム

1

3

オ ー トメ ックス ・ユーザ ー 数23

同 端 末 数215

1小 計 4

販売 ・在庫管理業務 25 ユ ー ザ ー数1,669

民間情 報通信事 証券取 引業務 14 総端末数12,096

銀 行 業 務 8 1シ ス テ ムあ た り

業者(76社) その他の特殊業務 13 平均端末数112.0

多 目 的 48

1小 計
108

合 計 177

(注)公 衆 デ ー タ通 信 サ ー ビス の シス テ ム数 は 、セ ン ター数 と同一 で あ る
一 資料:通 信 白書 一
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すなわち、① 事業規模が小 さく、経営基盤 も脆弱であり、噺 規サービスの開発費等の負担が困難

であること ② 一般企業には自社でシステムを構築する傾向があり、また、全般的にサービス ・レ

ベルが低 いことから、潜在市場の開拓 も不十分 なこと ③ アメリカ系企業は、ネットワークを全世

界的規模 に拡大 し、高度なソフ トウェア、豊富 なデータベースを有 し、終 日サー ビス体制 を作って

いるが、わが国の情報通信事業者は、資金面、技術面で立 ち遅れているのみならず、技術の進歩等

に即応 した諸制度の整備が十分でないため、事業活動が萎縮するおそれがあること等が主要 な問題

点 として指摘 できる。

しか し、最近、一般企業が情報処理 コス トの増加や保守 ・要員管理の困難 さに対す る認識 から情

報通信事業者のシステムを利用する意向を示 しつつあること、また、事業者自身 もソフ トウェアの

充実などサービス拡充に努めていること等から、将来、アメリカのNIS業 と同 じく、ネ ットワー

ク機能を活用 したユーティリティの提供へ向かうものと期待 されている。_

情報通信事業は、単独には電子計算機を持つ ことの困難な企業や個 人に、データ通信サービスを

提供することにより、情報の格差 を解消 し、データ通信の大衆化を促進するものであるとともに、

情報通信事業 それ自体が知識集約的な戦略産業 として、その発展が期待 されているものであり、上

に述べたよ うな問題点、発展動向を踏 まえ、中 ・長期的視野に立った施策を講 じていく必要がある。

2情 報通信事業のサービス概況

わが国において、情報通信事業 を営んでいるのは、電電公社、国際電電の公衆電気通信事業者お

よび民間企業70数 社である。このように、情報通信事業が競争分野とされたのは、デrタ 通信が情報

化社会の中で中核的な役割 を担 うことが予想 され、多種多様 な需要に対応するためには、公衆通信

事業者のみならず民間企業の創意工夫をも活用するのが望 ましいとの、政策判断 によるものである。

これ ら情報通信事業が提供 しているサービスの対象業務、システム数等は、4-1-1表 のとお
NO

りで あ る(1978年 度 末 現 在)。

A電 電公社

電電公社の行 う情報通信事業は、公衆電気通信法上 「データ通信設備サービス」 とされ、電信、

電話のサービスと同様 に公衆電気通信業務の一環 として行われている(国 際電電の場合 も同様であ

る)。 したがって、サービスの提供開始に先立 って、公衆電気通信法の規定に基づき、料金その他の

提供条件 について郵政大臣が認可す ることとされてい る。

電電公社のデータ通信設備サービスは 「公衆データ通信サービス」 と「各種データ通信サービス」

に大別 される。「公衆データ通信サービス」は、さらに、事務計算用の販売在庫管理システム ・サー
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ビス(DRESS)と 科 学技 術 計 算 用 の科 学技 術 計 算 シ ス テ ム ・サ ー ビス(DEMOS
,DEMOS-E)

と に分 け ら れ る が、 これ らは 、 電 電 公 社 が あ ら か じめ 用 意 した シス テ ム を共 同 利 用 す る、 い わば レ

デ ィー ・メ ー ド型 の サ ー ビス で あ る。

販 売 在 庫 管 理 シ ス テ ム ・サ ー ビス は 、1970年9月 か ら、 科 学 技 術 計 算 シス テ ム ・サ ー ビス は1971

年3月 か ら、 そ れ ぞ れ 開始 され 、 以 後 順 調 な伸 び を示 して い る(4-1-1図 お よ び4-1-2図

参 照)。

「各 種 デ ー タ通信 サ ー ビス」 は
、 電 電 公 社 が ユ ー ザ ー の 求 め に応 じて シ ス テ ム を設 置 し、 サ ー ビ

ス を提 供 す る、 い わ ば オ ー ダー ・メー ド型 のサ ー ビス で あ る。

各 種 デ ー タ通 信 サ ー ビス の対 象 業 務 は 、 従 来 か ら預 金 、 貸付 、 為替 等 の 金 融 業 務 に か か わ る もの

が 中 心 で あ り、1978年 度 末 に お い て も過 半 を 占 め るが 、 その 比 率 は 年 々低 下 して お り、 か わ っ て 、

救 急 医 療 情報 、 環 境 「青報 等 の 公 共 サ ー ビス 部 門 の業 務 が 増 加 して い る。

各 種 デ ー タ通 信 シス テ ムの推 移 は 、4-1-3図 の とお りで あ る。

4一 ト1図
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資料:通 信 白書
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4-1-2図
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8国 際 電 電

国 際 電 電 は 、 国際 電 電 が あ ら か じめ 用意 した シ ステ ム をユ ー ザ ー が共 同利 用 す る、 い わば 、 レデ

ィー ・メ ー ド型 の サ ー ビ ス と して 、1973年3月 か ら「国 際 オ ー トメ ッ クス ・サ ー ビ ス」を提 供 して い

る。 こ の サ ー ビ ス は 、 同 一 ユ ーザ ー 内 の メ ッセ ー ジ交換 を行 うサ ー ビス で あ っ て 、 サ ー ビ ス内 容 と

して は 、 メ ッセ ー ジ の 中継 、 通 信 文 の再 送 、伝 送速 度 の 変 換 等 の機 能 を持 ち、 端 末 制 御 につ い ては

ポ ー リ ン グ方 式 も可 能 で あ る。 国 際 オ ー トメ ッ クス ・サ ー ビス の推 移 は 、4-1-4図 の と お りで

あ る。

国際 電 電 で は 、 この ほ か 、 ユ ー ザ ー の 求 め に応 じて シス テ ム を設 置 し、 サ ー ビス を提 供 す る。 い

わ ば オ ー ダ ー ・メ ー ド型 の シス テ ム ・サ ー ビス を、1976年9月 か ら提 供 して い る。 こ のサ ー ビス の

対 象 業 務 は 、ユ ー ザ ーの 国 内 本 支 店 と海 外 支 店 間 の メ ッセ ー ジ ・ス イ ッチ ン グ と、 国 内取 引先 へ の

4-1-4図

国 際 オ ー トメ ック ス
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メ ッセ ー ジ配 信 で あ っ て 、1978年 度 末 現 在 の シ ス テ ム数 は3で あ る。

C民 間情報通信事業者

電 電 公 社 、 国 際 電 電 の提 供 す る デ ー タ通 信 回 線 に電 子 計算 機 等 を接 続 して 、 デ ー タ通 信 サ ー ビス

を提 供 す る民 間 情 報 通信 事 業 者 は 、郵 政 省 が毎 年 実 施 して い る 「情 報 通 信 業 実 態 調 査 」 に よ れ ば 、

1978年 末 現 在 で、76社 、108シ ス テ ム に達 して い る。

業者 数 、 シ ス テ ム 数 の推 移 は4-1-5図 の 通 りで あ る。

4-1-5図110
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4-1-2表 サービス種類 別分類

サ ー ビス種類
販売 ・在庫

管 理 業 務

証 券 取 引

業 務
銀 行 業 務

その 他 の

特 殊 業 務
多 目的 計

シ ス テ ム 数 25 14 8 13 48 108

資料:通 信 白書

1978年 末 現 在 、情 報 通 信 事 業 者 の シ ス テ ム の サ ー ビス種 類 別 分 類 は4-1-2表 の 通 りで あ るが ・

この う ち一 般 ユ ー ザ ー を対象 と してサ ー ビス提 供 を行 っ て い る シス テ ム が53シ ス テ ム あ る もの の ・

残 り55シ ス テ ム は親 会 社 また は 系列 会 社 専 用 シス テ ム で あ り、 一 般 ユ ー ザ ー を対象 と して い る シス

テ ム につ い て も、 ユ ーザ ー 数 は 必 ず しも 多 くは な い 、民 間 情 報 通信 事 業 者 の シ ス テ ム は 、親 会 社 ・特

定 会 社 依 存 型 か ら脱 却 して い な い状 況 に あ る。 ま た 、 サ ー ビス 提供 地 域 につ い て も、 東 京 、 大 阪 地

域 が 最 も 多 く、 全 国 的 規 模 の もの は 、7シ ス テ ム にす ぎ な い。

3デ ー タ通信 回線利用の現状

データ通信回線には 「特定通信回線」 と 「公衆通信回線」の2種 類 があり、公衆電気通信法の改

正に偉い、1971年9月 に特定通信回線、1972年11月 に公衆通信回線 が、それぞれサービスを開始 し

た。1979年3月 末現在、特定通信回線は67,422回 線、公衆通信回線 は16,217回 線、合計83,639回 線

が利用 されている。

なお、公衆通信網 をデータ通信に利用する方法 としては、公衆通信回線 を利用するほかにも、加

入電話網利用の場合は、加入電話に転換器によ りデー タ通信端末装置 を接続 して利用する方法、

プ ッシュホンそのものをデータ通信端末装置 として利用する方法 と加入電話等の送受話器 に音響 カ

プラによりデータ通信端末装置 を結合 して利用する方法がある。 また、加入電信網利用の場合は、

加入電信に接続装置 によりデータ通信端末装置 を接続 して利 用す る方法 を加入電信機 そのものを

データ通信端末装置 として利用する方法がある。

Aデ ータ通信回線サービスの概要

(1)特 定通信回線サービス

特定通信回線サービスは、民間企業等が設置する電子計算機 と遠隔地の入出力装置 を直結する、

専用線 タイプの電気通信回線 を電電公社が提供す るサービスである。 したがって、電子計算機 と入

出力装置との間においては、常に回線設定がなされている。このため特定通信回線は、入出力装置

を常時電子計算機 に接続 して使用する場合に適 した回線であり、各銀行の預金 オンライン・システ

ム、製造業者、販売業者相互間め販売在庫管理 システム、情報処理業者のTSSシ ステム等におい

て数多 く使用されている。



第1章 わが国の情報通信事業141

特定通信回線の種類は、4-1-3表 のとおりであり、近時における電子計算機の利用技術の高

度化、今後のデータ通信の普及発展等 を展望 して、1978年4月1日 より、データ伝送のみに利用す

る電気通信回線 については、割安で利用できることとし、従来の周波数帯域により分類 した品目(帯

4-1-3表 特 定通 信 回線 サ ー ビ スの 品 目

区

分

品 名
内 容

規 格 種 別

帯

域

品

目

D規 格

(3.4キ ロヘ ル ツ)

D-1

(帯域 使 用)

通常0.3キ ロヘ ル ツ か ら3.4キ ロヘ ル ツ まで の周 波 数帯 域

を伝 送 す る こ とが可 能 な もの

D-1S

(帯域 使 用 ・特)

通常0.3キ ロヘ ル ツ か ら3.4キ ロヘ ル ツ まで の周 波 数帯 域

を伝 送 す る こ とが可 能 な もの で あっ て 、伝 送特 性 に関 す

る補 正 を した もの

D-5

(1,200ビ ッ ト/秒 符 号伝 送)
1,200ビ ッ ト/秒 以 下 の デ ー タ伝 送 が可 能 な もの

D-7

(2,400ビ ッ ト/秒 符 号伝 送)
2,400ビ ッ ト/秒 のデ ー タ伝 送 が 可能 な もの

D-9

(4,800ビ ッ ト/秒 符 号伝 送)
4,800ビ ッ ト/秒 のデ ー タ伝 送 が可 能 な もの

D-13

(9,600ビ ッ ト/秒 符 号伝 送)
9,600ビ ッ ト/秒 の デ ー タ伝 送 が可 能 な もの

1規 格

(48キ ロヘ ル ツ)

1-1

(帯 域 使 用)

通 常60キ ロヘル ツか ら108キ ロヘ ル ツ まで の周 波 数帯 域 を

伝 送 す るこ とが可 能 な もの

1-3

(48キ ロ ビ ッ ト/秒 符 号伝 送)

48キ ロ ビ ッ ト/秒 の デー タ伝 送 が可能 な もの

J規 格

(240キ ロヘ ル ツ)

J-1

(帯 域 使用)

通 常312キ ロヘ ル ツか ら552キ ロ ヘ ル ツ まで の周 波数 帯 域

を伝 送 す る こ とが可能 な もの

符

号

品

目

50b/s 50ビ ッ ト/秒以下 の伝 送が可能な もの

100b/s 100ビ ッ ト/秒 以 下 の デー タ伝 送 が可能 な もの

200b/s 200ビ ッ ト/秒 以 下 の デー タ伝 送 が可能 な もの
、

300b/s 300ビ ッ ト/秒 以 下 の デー タ伝 送 が可能 な もの

1.200b/s 1、200ビ ッ ト/秒 以下 の デ ー タ伝 送 が可 能 な もの

2,400b/s 2,400ビ ッ ト/秒 の デー タ伝 送 が可能 な もの

4,800b/s 4,800ビ ッ ト/秒 の デー タ伝 送 が可能 な もの

9,600b/s 9,600ビ ッ ト/秒 の デー タ伝 送 が可能 な もの

48Kb/s 48キ ロ ビ ッ ト/秒 の デ ー タ伝 送 が可 能 な もの

(注1)D-1S規 格 は、直営の変復調装置 と同等の変復調装置 を用 いた場合、おおむね9、600ビ ッ ト/秒以下 の符

号伝送が可能 なものである

(注2)符 号品目は、専 ら符号伝送 に使用す る場合 に限 り提供 され、従って混合使用は認 め られない
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域 品 目)の ほ か に 、符 号伝 送 速 度 に よ り分類 す る品 目(符 号 品 目)を 設 け た。 さ らに 、 高速 の デー

タ伝 送 に利 用 で き る電 気 通 信 回 線 と して、D-1S規 格(帯 域 使 用 ・特)、D-13(帯 域 品 目)、9,600

b/s(符 号 品 目)が そ れ ぞ れ 新 た に提 供 され る こ と とな っ た 。 帯域 回 線 は 、周 波 数 の 分 割 使 用 が で き、

J-1規 格(240キ ロ ヘ ル ツ帯 域)は5つ の1-1回 線(48キ ロヘ ル ツ帯 域)に 、1-1回 線 は12の
　

D-1回 線(3.4キ ロヘルツ帯域)に 分割することができる。また、1つ のD-1回 線は通常24の50

ビット/秒回線,12の100ビ ット/秒回線、または6つ の200ビ ット/秒回線などに分割することができ

る。

なお、1980年1月18日 より符号品目に300b/sが 新たに提供 されることとなった。

特定通信回線の利用において、最も特長的なことは、共同使用、他人使用であ り、これらの大幅

な制限緩和 により、企業グループ等 によるオンライン ・ネットワーク作 り、また、計算センター等

の情報処理業者によるオンライン ・サービスが可能となっている。

(2)公 衆通信回線サービス

公衆通信回線サービスは、民間企業等が設置する電子計算機 と遠隔地の入出力装置 を、加入電話

または加入電信の回線および交換設備を介 して結ぶ、交換回線 タイプの電気通信回線 を会社が提供

す るサービスである。 したがって、電子計算機 と入出力装置 との間においては、常に回線設定がな

されているわけではなく、通常の加入電話または加入電信利用の場合と同様、必要のつ ど、ダイヤ

ルによって回線設定 を行 なう形態となる。

公衆通信回線の利用は、特定通信回線のように常時回線設定をするまでもない、比較的データ量

の少ない区間に適 している。また、既成の全国的交換網 を利用することができるので、広範囲にわ

たってデータ通信 を経済的 に行 うことができる利点があるが、反面、通信速度、信頼性 、接続時間

などの面で、特定通信回線 に比べて種々の技術的制約が見られる。

公衆通信回線サービスには、加入電話網 を利用する電話型公衆通信回線 と加入電信網 を利用する

電信型公衆通信回線の2つ の品目が設けられている。

電話型公衆通信回線は、交流符号伝送用でおおむね1,200ビ ット/秒程度のデータ伝送が可能であ

る。なお規定周波数帯域は0.3キ ロヘルツから3.4キ ロヘルツとなっている。電信型公衆通信回線は、

直流符号伝送用で、50ビット/秒以下のデータ伝送が可能である。加入電信サービスにお』いては、使

用コー ドはJIS6単 位 に限定 されているが、電信型公衆通信回線サービスにおいては、使用コー

ドは利用者が自由に選定でき、6単 位以外の符号伝送も可能である。

Bデ ータ通信回線の利用状況

(1)'特 定通信回線

年間30%前 後の増加率で成長を続ける自営システムの伸びとあいまって特定通信回線の利用 も、
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過 去3年 間 を通 じ10%以 上 の 順 調 な伸 び を示 して い る。

利 用状 況 の 全般 的 な傾 向 と して は 、通 信 速 度 の速 い も の の 占 め る割 合 が年 々 多 くな っ て きて い る。

また 、 自営 モ デ ム を接 続 して利 用 で き るD-1回 線(帯 域 使 用)の 増 加 が 目立 っ て い る(4-1-

4表 参 照)。

規 格 別 に見 る と、200ビ ッ ト/秒 以 下 の低 速 回線 の 全 回 線 に 占 め る比 率 は年 々低 下 の傾 向 をた ど っ

て い る(1975年 度38.2%、1976年 度34.5%、1977年 度30.7%、1978年 度27.4%)。

1,200ビ ッ ト/秒 以 上 の 中 高速 回 線 の年 々 の伸 び 率 は 高 い が 、全 回線 に 占 め る比 率 は年 々 ほ ぼ 一 定

4-1-4表 デ ー タ通 信 回 線の 利 用 状況

年 度 別 1975 1976 1977 1978

区 別 回 線 数 回 線 数 対前年度比 回 線 数 対前年度比 回 線 薮 対前年度比

D-1滞 域使用) 16,346 20,509 125.5% 25,658 125.1% 31,392 122.3%

特 帯 D-IS(帯 域 使用 ・特) 一 一 一 一 一 2 一

D-5(互,200b/s) 9,945 10,945 110.1 10,027 9L6 294 一

域 D-7(2,400b/s) 1,528 2,638 172.6 4,607 174.6 95 一

定 D-9(4,800b/s) 268 281 104.9 439 156.2 25 　

品 D-13(9,600b/s) 一 　 　 一 一 0 一

仁1(帯 域使用) 12 23 19L7 64 278.3 95 148.4

通 目 1-3(48kb/s) 29 57 196.6 82 143.9 1 一

J-1(帯 域使用) 0 0 一 4 一 4 一

符
50b/s ※110,536 ※111,103 105.4 ※111,653 105.0 12,055 103.4

信 100b/s ※2529 ※2550 104.0 ※2482 87.6 423 87.8
号

号
200b/s ※36,332 ※36,525 103.0 ※35,961 ・91.4 5,963 100.0

1,200b/s 一 一 一 一 一 10,584 一

回 2.400b/s 一 一 一 一 一 5,788 一

品
4.800b/s 一 一 一 一 一 592 一

目
9,600b/s 一 一 } 一 一 17 一

線 48kb/s 一 一 一 一 一 92 一

計 45,525 52,631 115.6 58,977 112.1 67,422 114.3

公衆 電話型(お おむね1,200b/s) 3,180 5,449 17L4 8,306 152.4 12,606 151.8

通信 電信型(50b/s) 2,065 3,116 150.9 3,811 122.3 3,611 94.8

回線 計 5,245 8,565 163.3 12,117 141.5 16,217 133.8

合 計 回 線 数 ① 50,770 61,196 120.5 71,094 116.2 83,639 117.6

シ ス テ ム 数 ② 1,429 1,999 139.9・' 2,689 .134.5 3,403 126.6

システム当り回線数 ①/② 35.5 30.6 △86.2 26.4 △86.3 24.6 △93.2

※1=旧A-1規 格 ※2=旧B-1規 格 ※3=旧C-2規 格 一資料:通 信白書一
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である。こうした中で、D-1回 線(帯 域使用)の 伸びにはめざましいものがあり、1979年3月 末

の全回線に占める比率 は46.6%に 達 している。

特定通信回線の利用状況 を適用業務によって見 ると、ここ数年来、各製造業者、販売業者にょる

販売在庫管理 システムによる利用が優位 を占めている。また、1シ ステム当た りの回線数は、公衆

通信回線 を含めて1979年3月 末で24.6回 線 となっているが、年々減少の傾向にある。 これは、小規

模 システムの増加が要因 と考えられる。

(2)公 衆通信回線

公衆通信回線の利用は、広域時分制への移行が完了 して全国的に利用が可能となるとともに、以

後、その数の増加は著 しいものがあり、需要の旺盛 さがうかがわれる。

利用状況の全般的な傾向としては、電信型公衆通信回線の利用において、公衆網の開放(1972年

11月)以 前に、オフラインの形で加入電信 を利用 していた大手企業のシステムのほとんどが、オン

ライン化を終 えたこともあり、ほぼ一巡 した感 じが出ていることが特長的である。1973年 度末時点

(電話型255回 線、電信型547回 線)で は電信型公衆通信回線の利用が多 くなっていたが、1974年 度末

時点(電 話型1,319回 線、電信型1,307回 線)で は、逆転 して電話型公衆通信回線の利用が多くなっ

ており、その後、電話型公衆通信回線は著 しい伸びを示 している(1976年度171.4%、1977年 度152.4

%、1978年 度151.8%)。 今後は、中速度のデータ通信への移行、音響カプラ利用の増加傾向と合わ

せて電話型公衆通信回線の利用がさらに増す ものと思われる。

(3)デ ータ通信回線の共同使用 、他人使用、相互接続

1971年 の公衆電気通信法の改正により、データ通信回線の利用上、電気通信回線 を2人 以上の利

用者が共同で契約 して使用する 「共同使用」 と、会社から提供 された電気通信回線 を他人に使用 さ

せる 「他人使用」についての制限が大幅 に緩和 された。

この結果、特定通信回線の共同使用は、製造業と卸売業等による販売在庫管理 システム、銀行等

の各種金融機関の業務提携 によるバ ンキング ・システム、運輸業と旅行業の業務提携 による座席予

約 システム等 において数多く実現 しており、年々増加の傾向を見せている。

関連企業における電子計算機の共同使用 を可能 とする特定通信回線の共同使用は、その利便性、

有用性 から、今後ますます多方面に増加 していくものと推測 される。

また、特定通信回線の他人使用は、民間計算セ ンター等が顧客に計算サービスや情報検索サービ

スをオンラインで提供することを可能 にしたものであり、科学技術計算、情報検索、事務計算等、

幅広 く利用 されている。特定通信回線 と公衆通信 回線の相互接続は郵政大臣の個別認可 を必要とす

るが、特定通信回線 システムに公衆通信回線 を接続 して、これまで電話や加入電信 によってオフラ

インで連結 していた各種の業務 をオンライン化す るケース等数多く実現 しており、その利便性 から

今後増加 していくものと推測される。
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第2章 わが国の情報通信政策

1デ ー タ通信政策展 開の方向

わ が 国 に お い て、 デ ー タ通 信 が法 制 度 化 され て か ら約10年 経 過 した(デ ー タ通 信 の 制 度 的位 置 づ

け は 、1971年 の 公 衆 電 気 通 信 法 の改 正 に よ っ て な され た)。 その 間 、デ ー タ通 信 を取 り巻 く環 境 は 、

電 気 通 信 技 術 、 コ ン ピ ュー タ技 術 の進 歩 、発 展 と相 ま っ て 、著 しい変 貌 を遂 げ て お・り、 また 、 利 用

者 の ニ ー ズ も高 度 か つ 多 様 化 して い る。

す な わ ち、 デ ー タ通 信 の 利 用 形 態 は 、 当初 の ホ ス ト集 中 型 か ら、 複 数 の コ ン ピュ ー タ を接 続 し、

ハ ー ドウ ェ ア 、 ソ フ トウ ェ ア 、 デ ー タベ ー ス等 の 資源 を効 率 的 に使 用 す る コ ン ピュ ー タ ・ネ ッ トワ

ー クの 形 成 を指 向 して い る。 また 、 その 利 用 分 野 も、 金 融 機 関 や製 造 業 等 の 企 業 活動 の 分 野 の ほ か 、

公 害監 視 シス テ ム、 交 通 制 御 シ ス テ ム等 社 会 、 公共 的 分 野 へ と拡 大 して お り、 今後 は 、 生 活 に密 着

した予 約 、 レ ジ ャ ー情 報 等 の 案 内 シ ス テ ム な ど個 人 生 活 の分 野 で も利 用 さ れ よ う。 さ らに 、 国際 化

の 進 展 に伴 い 、 デ ー タ通信 に密 接 に か か わ る問題 と して 、 国際 間 デ ー タ流 通 の 問 題 が、 プ ラ イバ シ

ー等 の保 護 、 ナ シ ョナ ル ・セ キ ュ リテ ィの確 保 の観 点 か ら論 じ られ て い る。

こ の よ うな状 況 の 中 で 、 デ ー タ通 信 が健 全 な発展 を遂 げ るた め 、 制 度 面 、技 術 面 に わ た る国 の 諸

施 策 が 強 く求 め られ て お り、 郵 政 省 と して も、 デ ー タ通信 を情 報 通 信 政 策 に お け る重 要 な課 題 の 一

つ と して認 識 し、 諸施 策 を積 極 的 に講 ず る こ と と して い る。

A電 気通信法制 とデータ通信の位置づけ

わが国の電気通信関係法制における基本的な理念は、「公衆電気通信業務」す なわち 「電気通信設

備を用いて他人の通信 を媒介 し、その他電気通信設備を他人の通信の用に供す る役務を提供する業

務」 を電電公社および国際電電の独占とすることである。 これは、公衆電気通信業務の自然独 占性、

公益事業性等によるものである。

1971年 の法改正一 データ通信の法定化一 は、当時 「回線開放」 と言われ高 く評価されたが、

原則的には上述 の考え方を踏襲 しており、近年、技術進歩、ニーズの多様化 を背景に、データ通信

法制の見直 しの声が再 び高 くなっている。

そこで、電気通信サービスの本質を見きわめ、その中で、データ通信 をどのように位置づけ、ま

ノ
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4-2-1図 デー タ通 信 の ニ ー ズ と技 術 対応する技術

ソ フ トウ ェ ア技 術1処 理 の 多 様 化'

1処 理 の 迅 速 化
分 散 処 理 技 術

顧客サービスの向上

市場戦略への活用

経営戦略への活用

企業の意思決定

公共性の向上

情報の管理

生活形式の向上

国 際 化

巳 報 の 即 時 性

巳 報 の 交 換
ネ ッ トワー ク化技 術

データベース関連技術巳 報量 の ・鰍

1情 報の一 元的鯉

1イ枷 価値の高い情報

,デ ー タ保護 関連 技術

マ ン ・マ シ ン ・イ ン タ

フ ェ ー ス 関 連 技 術1信 頼 性,安 全 性

い ステム保守の容易 高度な端末製造技術

1端 末 利 用 の 容 易

4-2-1表 情 報通 信 サ ー ビス の 分類 、デ ー タ通 信 の範 ち ゅう (1978「 デー タ通信会議 報告書」 よ り)

情 報通 信サ ー ビス 情報 の流 れ 情報の付加 内 容 具 体 例,

情 報疎 通サ ー ビス 利
用
者
に
よ
る
付加

提
供
者
に
よ
る
付
加

利 用者 か ら入 力 された 情

報 をその まま利 用者 の指
示に従 い伝送 ・交換 する

もの

電報 、電信 、電話

デー タ伝送 サ 一一 ビス

●

}
鴫 一+

A-○

原情報 蓮

付加価値
情報

A≡ ○

パ ケ ッ ト交換 サ ー ビス

販 売 在庫管理 サ ー ビス

科 学技 術計算 サ ー ビス

(オ ンライ ン情報 処理)

予約情 報案 内サ ー ビス

デ ー タベ ースサ ー ビス

キ ャプテ ンサ ー ビス

株 価情 報案 内サ ー ビス

情 報管 理 サー ビ ス

利 用 者 か ら入 力 され た情
報 を変 換 、加 工 し、新 た な
情 報 と して 利 用 者 に提 供
し、 全 体 と し て の情 報 の

管 理 ・制 御 を行 う もの

情 報 応答 サー ビ ス

利用者 か ら入 力 され た問

合 わせ情 報 に応 じて、 自
己の もっ情 報 を提 供す る

もの
'応 答

A-○
情 報 配布 サー ビ ス

.自己 の もっ情報 を、利 用

者 に一 方的 に提供 す る も

の

放送 、CATV、 時 報

時事 ファッ クス

○:サ ー ビス提供主体 わく内がデー タ通信の範 ちゅ う

た、どのような方向に導 くのが、国民の利便、公共の福祉の観点から最も望ま しいかの検 討が喫緊

の課題 となっている。

データ通信の位置づけについては、一昨年のデータ通信会議の報告書 「データ通信の発展のため

に」で論 じられている(4-2-1図 参照)ほ か、アメリカのFCCの 第2次 コンピュータ調査に

おいても、独 占と競争、規制と非規制等の観点から通信サービスの分類を行っている。

これらは、いずれも情報通信分野における通信 と処理の融合化現象と、それにより出現 した新 し
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い 通信 サ ー ビ ス を規 律 して い く際 、基 本 と な る視 点 を提 供 す る も の と して 、 き わめ て注 目 に値 す る

試 み で あ る。

Bデ ータ通信 をめぐる制度的課題

データ通信は、電気通信、コンピュータ、および伝達 される情報 その ものに関連するもので、そ

の制度面の整備 についても各分野における広範 な検討 が必要であるが、当面の課題 として、次のよ

うな諸点があげられる。

(1)情 報通信事業(デ ータ通信事業)の 育成

わが国の情報通信事業の事 業基盤 は脆弱 であり、財政面の施策や市場環境の整備等の施策が必

要である。

(2)回 線利用制度の整備

データ通信回線の利用制度は、1971年 の公衆電気信法の改正以来、特段の改正のないまま今 日に

至っている。 しかし、日進月歩の技術革新、利用者のニーズの多様化、高度化に伴い、共同使用、

他人使用等の規制の緩和や料金の低廉化が強 く要望されている。

この回線の問題は、電気通信法制全般 に深 くかかわる基本的な問題であ り、関係各方面のコンセ

ンサスが得 られるものとしなければならないもので、そのような認識 に立 ち、現行制度 を見直すこ

とが必要とされている。

(3)デ ータ保護対策

データ通信の利用分野が、社会経済、国民生活のすみずみまで行 きわたるに伴 い、広範かつ重要

な情報がデータ通信 により提供 され、あるいは蓄積 される結果、事故や犯罪による情報の漏洩等は、

個人のプライバ シー、企業秘密 に重大な影響 を与 えるほヵ・、外国企業等 による国家的に重要な情報

の管理は、国家主権 にも深 くかかわる問題となってくる。このため、データ保護 に関する制度面の

整備が、国内的にも、国際的にも重要な課題になっている。

制度面の課題 としては、このような多 くの問題があるが、いずれにしても、この分野 における技

術の進歩、状況の変化 に対 して、制度面における的確 かつ迅速 な対応 が求められているものと言え

る。

C技 術面の課題

デ ー タ通信 の 高 度 化 は 、 高 度 化 に対 す るユ ー ザ ー の ニ ー ズ と、 デ ー タ通信 シ ス テ ム 、 デ ー タ通 信

サ ー ビス を提 供 す る供 給側 の 体 制 に よっ て 、 そ の骨 格 が規 定 され る。 そ して 、 そ れ は 、技 術 的 な裏

づ け が あ っ て初 め て現 実 化 さ れ る もの で あ る。

デ ー タ通信 を支 え る基 礎 的 な技 術(素 子 、 コ ン ピ ュ ー タ本 体 、 端 末 機 器)に つ い て は 、 そ,れそ れ
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の 分 野 に よ り、 そ の基 礎 的 な部 分 は確 立 さ れ て い る と い え る。 しか し、 ネ ッ トワ ー ク化 その もの に

対 す る技 術 と か、 ソ フ トウ ェ ア技 術 は 、 まだ 十 分 とは い え な い。 あ るい は 、 技 術 的 に は で き あが っ

て い て も、 その 様 式 、仕 様 等 が異 な るた め 、 実際 に デ ー タ通 信 シ ス テ ム を構 築 す る際 、 非 常 に大 き

な負担 が か か る状 況 に あ る。 特 に、 ネ ッ トワ ー ク形 成 を効 率 的 、経 済 的 に行 うた め に 、 シス テ ム構

成 諸 要 素 間 の イ ン タフ ェ ー ス の標 準 化 と か、 機 器 の 互 換性 、通 信 方 式 の統 一 等 が必 要 に な って い る。

4-2-2図 は 、 デ ー タ通 信 の 高 度化 の ニ ー ズ と そ れ に対応 す る技 術 を整 理 した もの で あ る が、

そ れ ぞ れ の 技 術 に つ き種 々 の ボ トル ネ ック を か か え て お り、 そ の解 消 が大 きな課 題 と な って い る。

Dデ ータ通信政策の方向

データ通信は、① 社会活動の効率化、高度化、科学文化の向上、国民生活の利便の向上に大 きな

役割を果たす ②わが国の社会経済における省資源、省エネルギー化 を促進す る ③ 通信関連産業、

コンピュータ産業、ソフ トウェア菜箸の広範な関連分野の上 に立つ、 きわめて高度かつ付加価値性

の高い知識集約産業として、大 きな期待がかけられている ④ 社会経済活動の基礎 をなす情報 を扱

うものであることから、国益上も重視 され て いる等、わが国にとってきわめて重要な役割 を果た

すものであり、その高度化の推進は緊要の課題である。

郵政省 としては、このような観点から、上述の制度面、技術面の課題に積極的に取 り組んでいる。

特に、一昨年来、新規立法も含め、データ通信法制の整備を図るため、専門家や関係機関等の意見

を聴取する等諸作業 を進めている。また、技術開発や標準化作業にも着手 している。

法制面の整備については、電気通信全体の中でデータ通信をどう位置づけていくかが、重要なポ

イントになる。また、技術面では、特にネットワーク化の動向に対応 した研究開発、標準化が中心

となる。

2デ ータ通信の高度化施策

A標 準 プロ トコル(CCNP)の 開発等

近 年 の 電 気 通 信 技 術 、 電 子 計 算 機 技 術 、 ソ フ トウ ェ ア技 術 等 の 発 達 に伴 い 、 コ ンピ ュ ー タ ・ネ ッ

トワー ク は、 従 来 の ホ ス ト集 中型 か ら分 散 型 ネ ッ トワ ー クへ と発 展 し、 デ ー タ ベ ー ス 、 ソ フ トウ ェ

ア等 各種 リソ ー ス の 共 有 化 が進 み つ つ あ る。 こ の よ うな分 散 型 ネ ッ トワー ク に お い て は 、異 機種 マ

シ ー ン間 の 通信 を容 易 に す るた め の 通 信 規 約(プ ロ トコ ル)の 標 準 化 が必 要 で あ る。

この た め 、1977年 度 よ り標 準 プ ロ トコ ル(CCNP=コ ンピ ュ ー タ ・コ ミュ ニ ケ ー ン ヨ ン ・不 ッ

トワー ク ・プ ロ トコ ル)の 開発 、 総 合 評 価 等 を行 っ て きて い る。 さ らに1979年 度 か らは、 標 準 プ ロ
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4-2-2表

(単位:千 円)

年 度

項 目 ・
1977 1978 1979 1980

A.標 準 プ ロ トコルの開発 等 5,934 11,661 143,149 98,064

B,デ ー タベ ース利 用技術 の開発調査 (0) 20,040 49,316

C.デ ー タ通信向き言語の開発調査 (0) 6,105 .30,797

D.ネ ッ トワー ク化 に伴 う諸問題 の調査 (0) 21,891 29,661

E.国 際間デー タ流通に関する調査研究 (0) 6,214

トコ ル の普 及 を図 る た め 、 ユ ー ザ ー の プ ロ グ ラ ム が標 準 プ ロ トコ ル に適 合 して い る か ど うか を検 証

す る シ ス テ ム の 開 発 を行 っ て い る。1980年 度 は 、 前年 に引 き続 き、 プ ロ グ ラ ム設 計 を行 う。

Bデ ータベ ース利 用技術の開発調査

デー タベ ー ス の構 築 が各 方 面 で 重 要 な課 題 とな っ て・い る が、 デ ー タベ ー ス は、 デ ー タ通 信 シ ス テ

ム に よ りオ ン ラ イ ン化 、 ネ ッ トワー ク化 され る こ とに よ っ て、 その 利 用 価 値 が飛 躍 的 に高 め られ る

もの で あ る 。

わ が国 の現 状 は、 デ ー タベ ー ス構 築 の 緒 に つ い た ば か りで 、 デ ー タ通 信 シ ス テ ム に よ って提 供 す

る もの は数 シス テ ム しか な く、 その 利 用 形 態 も、個 別 の シ ス テ ム に閉 じた 閉鎖 的 な もの にす ぎず 、

今 後 、 デ ー タベ ー ス が ネ ッ トワー ク化 さ れ、 十 分 な機 能 を果 た す た め に は 、 デ ー タ通 信 の サ イ ドか

らの技 術 開 発 を早 急 に行 う必 要 が あ る。

この よ うな観 点 か ら、1979年 度 よ り、 分 散 型 デ ー タベ ー ス に共 通 に ア クセ ス す る手 法 の 開 発 を行

って い る。1980年 度 は、 分 散 型 デ ー タベ ー ス に関 す る技 術 動 向 、 利 用 動 向調 査 に基 づ き、 共 通 ア ク

セ ス 手 法 の 開発 を行 う。"

Cデ ータ通信向 き言語の開発調査

コ ン ピ ュ ー タ ・シ ス テ ム は 、 当初 の イ ンハ ウ ス の もの か ら、単 一 機 能 、 閉鎖 的 デ ー タ通 信 シ ス テ

ムへ 、・さ らに 、 分 散 型 ネ ッ トワー ク ・シ ス テ ムへ と変 遷 して き て お り、 その 利 用 分 野 も、 今 後 ます

ます 多 様 化 す る もの と考 え られ る。 この よ うな デ ー タ通 信 の 高 度 化 に伴 い 、 シス テ ム で 用 い られ る

ア クセ ス 言 語 の 共 通 化 、 一 元 化 が 必 要 と な っ て い る。

ア クセ ス言 語 の 現状 は 、 シス テ ム ご とに手 順 、体 係 、 フ ォー マ ッ ト等 が異 な っ て い るが 、 これ を

共 通 化 す る こ と に よ り、TSSやRJE用 の ホ ス ト ・コ ン ピ ュ ー タの 結 合 が容 易 に な る と と も に、

従 来 の端 末 仕 様 、機 能 を変 更 せ ず に、種 々の ホ ス トコ ン ピ ュー タ が有 す るア プ リ ケ ー シ ョン ・プ ロ

グ ラ ム が利 用 で き る よ うに な る。

この よ うな観 点 か ら、1979年 度 以降 、 本 プ ロ ジ ェ ク トを進 め て お り、1980年 度 は 、 ア クセ ス 言 語

の 現状 調 査 お よび体 系 化 を踏 ま え て、 言 語 仕 様 の作 成 を行 う。
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Dネ ッ トワ ー ク化 に伴 う諸 問題 の調 査

データ通信のネットワーク化の進展は、今後の社会経済活動の効率化、高度化 を図 るうえで、不

可欠かつ不可避的なものであるが、一方、システムの障害や犯罪、エラー等の影響は きわめて重大

なものとなる。 一

そこで、ネ ットワーク化に伴 うマイナス面に対する対策の1つ として、データ通信システムにお

けるデータ保護手法 について、技術的観点から検討 を進めている(1979年 度以降)。1980年 度は、デ

ータ保護手法 として、暗号化に関する標準技術仕様の設計を行 う。

Eデ ー タ通信 シ ステム の国際 化 に伴 う国 際間 デー タ流通 に関 す る調査 研 究

近年、データ通信 システムは、単 に国内にとどまらず、国際的なネットワーク化に向いつつあり、

これに伴 って国際間データ流通のあり方、データ保護等の問題が重要な課題 となっている。このた

め、欧米諸国やOECD等 の国際機関において、国際協定や法制度のあり方 について検討 が進めら

れている。

そこで、1980年 度において、国際間データ流通に関す る現状把握、それに伴 う諸問題の分析、諸

外国の動向等 について調査 を行いわが国における施策の方向について研究 を行 う。

3そ の他の情報通信関連施策

前節で解説 したデータ通信高度化推進施策のほか、次のような報情通信関連施策 が実施 されてい

る(4-2-3表 参照)。

Aキ ャプテ ン ・システ ム に関 す る調査

情報通信メデ ィアの中で、受け手が必要 とする情報を任意に選択 できる画像通信 システムは、今

後、電信電話 に続 くきわめて重要なメディアと考えられており、世界的にも注 目されている。

キャプテン ・システムは、電話 とテレビ受像機 を結びつけた、文字図形情報 ネットワーク ・シス

4-2-3表,(単 位:千円)

年 度

項 目
1977 1978 1979 1980

A.キ ャ プテ ン ・システム に関す る調査 2,261 62,018 68,247

B.生 活 情報 システ ムの普及基 盤 の整備 77,011 67,900 60,406

C.総 合 テレメータシステムの実 用化 の ための 開発調査 10,050 10,050 9,985
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テ ム で あ り、 セ ン タ ー に蓄 積 さ れた ニ ュ ー ス 、一 般 生 活 情報 、 学 習 プ ロ グ ラ ム 、 天 気 予 報 等 の情 報

を、 電 話 回 線 を介 して テ レ ビ受像 機 に表 示 す る もの で あ る。'

キ ャ プ テ ン ・シス テ ム は1978年 度 か ら開 発 して きて い る が、1980年 度 は 、 実 生 活 の 場 で実 験 し、

技 術 的 可 能 性 、 国 民 の ニ ー ズ 、制 度上 、 経 営 上 の 諸 問題 を検 討 す る。

B生 活情報システムの普及基盤の整備

,CATVの 伝 送 路 に使 用 され る同軸 ケ ー ブ ル を利 用 して 、双 方 向 通 信 を含 む 多種 多 様 な情 報 サ ー

ビス を行 う同 軸 ケ ー ブル 情 報 シス テ ム(CCIS)に つ い て は 、 多 摩 ニ ュー タ ウ ンに 実験 施 設 を設

置 して 問 題 点 の 解 明 を1977年 度 まで 行 っ た。 こ れ に よ り、 ハ ー ドウ ェ ア 中 心 の 発 想 か ら、 地 域 を 中

心 と し た コ ミュ ニ テ ィ コ ミュニ ケ ー シ ョ ン情 報 シス テ ム と して見 直 す 必 要 が あ る こ と が判

明 した 。 そ こで 、1978年 度 か らは 、既 設施 設 をパ イ ロ ッ ト施 設 と して運 用 し、 そ の定 着 を図 るた め

に 必要 な経 済 的 可 能 性 、社 会 的 ニ ー ズ 等 を解 明 す るこ と と して おり、1980年 度 は 、最 終 年 度 と して

総 合 的評 価 を行 う。

C総 合テ レメータ ・システムの実用化のための開発調査

電気、ガス、水道等のメータの検針 を従来の人手による個別の方法から、電気通信 を利用 して総

合的に自動検針する方法 に替える、総合テレメータ・システムの実用化のための開発調査 を、1978

年度か ら4カ 年計画で進 めている。1980年 度は、連信方式の標準化 に関する検討 を踏まえ、さらに

実用化 に向けて、信頼性の確保や機密保持等の細 目調査検討 を進める。

4デ ィジ タル通信 の動 向

国民生活の高度化、社会活動の広域化とともに、電気通信網 と電子計算機 を結合 したデータ通信

は多様化、高度化 しており、また、電気通信網を通 して手書きの資料のコピー等を遠隔地 にわずか

の時間で送るファクシミリ通信 も、急速 に普及 しつつある。それに伴 って、データ通信回線に対す

る要望 も多様化 してきている。

現在、データ通信やファクシミリ通信に利用 されている通信方法には、公衆通信回線 を用いる方

法と特定通信回線または専用線 を用いる方法があるが、いずれも一長一短がある。このため、高速、

高品質の従量制料金 による交換網サービスに対す る要望が高まっており、このような要望 に応 える

ため、電電公社では新データ網サービス(DDX)の 提供 を開始 し、国際電電では、国際 コンピュ

ータ ・アクセス ・サービス(ICAS)の 提供 を開始 した。また、国際加入データサービス(VENUS)

と呼ばれるサービスの開発 を進めているところである。
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この 新 しい サ ー ビス で は 、.デ ィジ タル伝 送 設備 、時 分割 交換 機 、 パ ケ ッ ト交換 機 等 が 用 い られ 、

電 子 計 算 機 等 で 使 わ れ るデ ィ ジ タ ル信 号 の ま まで デ ー タ を伝 送 す る こ とが 可 能 で あ り、 デ ー タ通信

等 の 発 展 に大 き く寄 与 す る と考 え られ る。

A電 電公社のサービスの概要

電 電 公 社 の 新 デ ー タ網 サ ー ビス は 、 最 新 の デ ィ ジ タル技 術 を駆 使 した。 高速 ・高 品 質 の従 量 制 料

金 に よ る 交換 網 サ ー ビス で 、 回 線 交 換 サ ー ビス とパ ケ ッ ト交換 サ ー ビス の2種 類 が あ る。 回線 交換

サ ー ビス は1979年12月 か ら、 パ ケ ッ ト交換 サ ー ビス は1980年7月 か らサ ー ビス を開 始 した 。

新 デ ー タ網 サ ー ビス で は 、 端 末 の伝 送速 度 に応 じて 、200ビ ッ ト/秒 程 度 の低 速 か ら48キ ロ ビ ッ ト

/秒 の高 速 まで の サ ー ビス 品 目 が あ り、伝 送 品 質 につ いて は 、 ビ ッ ト誤 り率 で 現 在 の特 定 通信 回線 と

同 等 以 上 の 品 質 が確 保 さ れ 、 ま た 、接 続 時 間 につ い て も、 公 衆 通 信 回線 が 数 秒 か ら10数 秒 か か るの

li比 べ 、 平 均1秒 程 度 に短 縮 され る。

(1)回 線 交 換 サ ー ビ スの 概 要

回 線 交 換 サ ー ビス は 、 デ ー タ通信 、 デ ー タ伝 送 、 フ ァ ク シ ミ リ伝 送 等 の 用 に供 す るた め 、 時分 割

交 換 技 術 と デ ィジ タル伝 送 技 術 を用 い て、 高 速 、 高 品 質 の 符 号伝 送 を行 うサ ー ビス で あ り、 本 サ ー

ビス に加 入 した任 意 の 加 入 者 相 互 間 で 従 量 制 料 金 に よ る通 信 が で き る、 公 衆 ネ ットワー ク ・サ ー ビス

で あ る。

本 サ ー ビス で は 、 通 信 の つ ど回 線 が設 定 され 、通 信 中 の伝 送 制 御 手 順 に つ い て 特 に規 定 さ れ な い

の で 、 比 較 的 多量 の 情 報 を短 時 間 で送 るデ ー タ通 信 や フ ァ ク シ ミ リ通 信 に適 して い る。

回 線 交 換 サ ー ビス の サ ー ビ ス 品 目は4-2-4表 の とお りで あ り、 ま た 、 主 要 な料 金 等 は4-2

-5表 の と お りで あ る。

(2)パ ケ ッ ト交 換 サ ー ビ スの 概 要

パ ケ ッ ト交 換 サ ー ビ ス は 、 主 と して デ ー タ通 信 の た めの 新 しい 公衆 ネット・ワ ー クサ ー ビス で あ り、

これ に加 入 す る と任 意 の 相 手 加 入 者 との 間 で 、高 速 ・高 品質 の符 号 の伝 送 を行 う こ と がで きる。

この サ ー ビス に お い て は 、 発 信側 か ら送 られ た デ ー タ をい った ん交換 機 に蓄 積 し1パ ケ ッ トと呼

4-2-4表

回線 交 換 サ ー ビス の

サ ー ビス品 目

サ ー ビ ス品 目 内 容

200b/s 200ビ ット/秒 以下 の符 号伝 送 が可能 な もの

300b/s 300ビ ット/秒 以下の符 号伝 送 が可能 な もの

1,200b/s 1,200ビ ット/秒 以下 の符 号伝 送 が可能 な もの

2,400b/s 2,400ビ ット/秒 の符 号 伝送 が可能 な もの

4,800b/s 4,800ビ ット/秒 の符 号 伝送 が可能 なもの

9,600b/s 9,600ビ ット/秒 の符号 伝 送 が可 能 な もの

48Kb/s 48キ ロビット/秒 の符 号 伝送 が可能 なもの
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4-2-5表 回線交換サー ビスの主 な料金等

区

サ 分

τ
ス品

目

新 設 時 毎 月
1

加

入

料

設

備

料

債

券

1

基

本

料

通 信 料

単
位
料
金

課 金 秒 数

同－
MA内

隣接MA
～30km

～60㎞ ～120㎞ ～240㎞ ～420㎞ ～75〕 ㎞ 筏㎞を

こえるもの

200ビ ッ ト/秒

`
円

300 濁 誌;・

I

f『

10円

128 98 6ξ 48 2ζ 1ゲ 1ζ 1r

300〃

1

300 140 650

1

18 100 80 55 35 22 14 11 9

1,200〃

1

300 140 650

`

20 60 45 30 18 11 7.5 6 5

2,400" 300 140 650 22 55 40 27 17 10 7 5.5 4.5

4,800〃 300 140 750 24 50 35 25 15 9 6.5 5 4

9,600〃

`

300 140 900 26 45 30 20 14 8 6 4.5 3.5

48キ ロビ ッ ト/秒

.

300 140 2,200

1

30 20円 12 8 5.5 4.5 3.5 2.5 1.5 1

4-2-6表 パ ケ ッ ト交 換 サ ー ビスの サ ー ビス品 目

サ ー ビス品 目 内 容
端 末 機 器 区 分

一 般 端 末 パケ ッ ト形態端 末

200b/s 200ビ ッ ト/秒 の符号 伝送 が可能 なもの ○ 一

300b/s 300ビ ッ ト/秒 の符号 伝送 が可能 な もの ○ 一

1,200b/s 1,200ビ ッ ト/秒 の符号 伝 送 が可 能 な もの ○ 一

2,400b/s 2,400ビ ッ ト/秒 の符号 伝送 が可能 な もの ○ ○

4,800b/s 4,800ビ ッ ト/秒 の符号 伝送 が可能 な もの ○ ○

9,600b/s 9,600ビ ッ ト/秒 の符 号伝送 が可能 な もの ○ ○

48Kb/s 48キ ロ ビッ ト/秒 の符 号伝送 が可 能 な もの
一 ○

4-2-7表 パ ケ ッ ト交 換 サ ー ビスの主 な料 金等 (1回 線 ごとの料金等)

区 分

サ ー ビス品 ＼

新 設 時 毎 月
1

加 入 料 設 備 料 債 券 基 本 料
通信 料(128オ クテ ッ トご とに)

～100㎞ ～500㎞ 500㎞ を

こ え る もの

200b/s
`

300円 110千 円 900千 円 16千 円

0.4円 0.5円

'

0.6円

300b/s
1

300 110 900・ 16

1,200b/s
1

300 140 1,000 22

2,400b/s
1

300
`

140 1,100 26

300
1

140 1,100 28
1

9,600b/s 300
1

140 1,100 30
1

48Kb/s .300 140 2,200 75
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4-2-8表 新 デ ー タ網 サ ー ビスの付 加 サ ー ビス

区 分

サ ー ビス名
サ ー ビ ス 機 能 の 概 要

閉 域 接 続 この機能 を利用 す る特定 の加 入回線相 互 に限 り、接続 を行 う機能

ダ イ レ ク ト ・ コ ー ル ζ5ア ル操 作 な しで発信 がで きる繊 丘(通 信相手 の加 入 回線 は特 定 の ・1こ限

相 手 通 知 鶏 灘 駿 脇 ㌶ ㌶ 能を利用する回線に局交換設備から通信相手の加

通 信 料 一 括 課 金 ㌶ 麟 ξ蠣 欝 鰹 嬰 嬬 信ずるすぺての通信に係る通信料を・その

短 縮 ダ イ ヤ ル 難 賛9粁 曝 書詫 詫 羅 め2杉テの数字に短縮 し・その短縮した数
パ ケ ッ ト多重化(注) 轄 蟹 ㌍ 認 騰 銚 惣 倉を言婬 孕合鍵 で複数の相手と同時に通信
相手固定接続(注) 齢 灘 駝 犠 編 題 蟻 麗線又は論理チャネルに固定され・発呼・切

(注)パ ケ ッ ト交 換サ ー ビス に限 り提 供す る。

ば れ る一 定 の 長 さの電 文 に分 割 して伝 送 す る方 式(蓄 積 交 換 方 式)を 用 い て お り、伝 送 路 の 使 用 効

率 が 高 ま り、 通 信 の 品 質 が 向上 す る と と も に 、異 速 度 端 末 間 で も通信 がで き、 また 、1本 の 加 入 回

線 で複 数 の 通 信 相 手 と同 時 に通 信 がで きる。

パ ケ ッ ト交 換 サ ー ビ ス は 、1度 に送 る情 報 量 が比 較 的 少 な く散発 的 な デ ー タ通信 に適 して い る。

パ ケ ッ ト交 換 サ ー ビ ス の サ ー ビ ス品 目 は4-2-6表 の とお りで あ り、 ま た 、主 要 な料 金 等 は4

-2-7表 の とお りで あ る。

(3)付 加 サ ー ビス

新 デ ー タ網 サ ー ビ ス で は 、 デ ー タ交換 と い う基 本 的 な機 能 の ほ か、 サ ー ビス の効 用 を高 め る た め 、

加 入 者 の 選 択 に よ り利 用 で き る付 加 サ ー ビス と して 、4-2-8表 の付 加 サ ー ビス を提 供 して い る。

B国 際電電のサービスの概要

国 際 電 電 で は 、 こ れ か らの デ ー タ通信 需 要 に対 し、VENUS計 画 の 中 で 対 処 して い く こ と と して

い る が 、 現 在推 進 中 の もの と して 「国際 加 入 デ ー タ ・サ ー ビ ス(仮 称)」 が あ る。

こ れ は 、 国 際 間 にパ ケ ッ ト交 換 技 術 に よ る デ ィジ タ ル ・デ ー タ網 を建 設 し、 各 種 サ ー ビス を設 定

して これ をパ ケ ッ ト網 に統 合 し、 国際 間 の 各 種 コ ン ピ ュ ー タ、 高 速 端 末 装 置 を結 ぶ 通 信 が可 能 と な

る機 能 を提 供 しよ う とす る も の で あ る。

こ の サ ー ビ ス は 、 公 衆 加 入 型 業務 と して提 供 され 、 コ ンピ ュ ー タ を中 心 とす る各 種 デ ー タ ・フ ァ

ク シ ミリ等 の 情 報 を高 品 質 、 高速 度 で伝 送 す る と と も に、 ネ ッ トワー クが 持 つ 各 種 の機 能 が顧 客 に

提 供 され る。

この サ ー ビス の概 要 は、 次 の とお りで あ る。

(1)加 入 形 式 を と る・デ ィジ タル 交換 サ ー ビ ス で あ り、 デ ー タ お よ び フ ァ ク シ ミ リ等 の伝 送 が 可 能 で

で あ る。

(2)各 種 コ ン ピュ ー タ 、各 種 端 末機 器 の 接 続 が可 能 で あ る。 端 末 との基 本 的 な イ ン タフ ェー ス は 、
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CCITT勧 告X.25の プ ロ トコ ル に よ る。 また 、 ハ ー ド的 な イ ン タ フ ェ ー ス はCCITT勧 告V24(物

理 的 条 件)、V28(電 気 的 条 件)で あ る。

(3)サ ー ビ ス品 質 は 、 見逃 しビ ッ ト誤 り率10-7程 度 以 下 、パ ケ ッ ト紛 失 率10-8以 下 、局 内転 送 時 間

平 均100マ イ ク ロ/秒 以 下 で あ る。

(4)端 末 速 度 は 、 当初2,400--9,600ビ ッ ト/秒 で あ る が、 将 来 は48キ ロ ビ ッ ト/秒 も可 能 とな る。

(5)顧 客 の 通 信 形 態 に よ り、 次 の とお り4つ の 加 入 サ ー ビス が 設 け られ 、 それ ぞ れ種 々 の付 加 サ ー

ビス が提 供 され る。

①Rサ ー ビス(Realtimetraffic)リ ア ル タイ ム に よ るデ ー タ、 フ ァ ク シ ミ リ通信

②Mサ ー ビス(Messagetraffic)蓄 積 交 換 に よ るメ ッセ ー ジ通 信

③Tサ ー ビス(TSSAccess)情 報煙 里、情 報検索 用 のTSS通 信

④Fサ ー ビス(Facsimiletraffic)一 方 式 変 換 を伴 うデ ィ ジ タル 型 フ ァ ク シ ミ リ通 信

㈲ 利 用 形 態 と して は、 加 入 者 線 に よ る利 用 の ほ か 、Rサ ー ビ ス につ い て は 電 電 公 社 の 新 デ ー タ網

(パ ケ ッ ト交 換 網)、Tサ ー ビス につ い ては 公 衆 電 話 網 経 由 も可 能 とな る予 定 で あ る。

(7)サ ー ビス の 開始 は、Rサ ー ビス が1980年 に予 定 さ れて お り、 そ の他 の サ ー ビス に つ い て も順 次

4-2-9表VENUSシ ステ ム に よ り提 供 す るサ ー ビス

サ

ー

ビ

ス

端末における
利 用 形 態

利用し得る端末装置

各クラスの導入時におけるサービス内容

料 金
端末速度

b/s

基 本

サー ビス

加入者の選択により提

供される1寸加サービス

端末方式/
アクセス方法

R

リアルタイムによる

データ通信

ファクシミリ通信

メッセージ通信

CPUICPU

CPU/デ ータ端末

データ端末/デ ータ端末

FAX端 末/FAX端 末

同 期

2,400

4,800

9,600

交 換 型

相手国定型(
PVC)

着信課金

短縮ノニュモニツク

ダイレクトコール

X2i端末加 入者線

HDLC/加 入者線

CBS/加 入者線

およびNTT

新データ網経由
固定料

願 別ポート料)

従量料金
極信料+累加料)

付加サービス料

(検討)
F ファクシミリ通信 FAX端 末/FAX端 末

同 期

4,800

9,(蜘

交換型
相手固定型

(PVC)

霞棚 位

短縮/ニ ュモニツク

着信課金

同報通信

着信転送

再送要求 自動)
ダイレクトコール

方式変換

X2端 末/加 入者線

HDLC/加 入者線

T TSS用 通信 データ端末ノCPU

非同期

300

1,勿0

交 換 型

相手固定型
(PVC)

着信課金

ダイレクトコール

短縮/ニ ュモニツク

無手順/PAD/

加入電話、加入者線

BASIC/PAD/

加入電話、加入者線

交換型
(速度別ポー ト料+時
分料

+通 信料)

相手固定型
(速度別ポー ト料

十定額時分料
十通信料)

付加サービス料
(検討)

M メッセージ通信
端末/端末

端末/CPU

非同期

1,200

同 期

2ω0
4,800

蓄積交換方式

閉域接続
出馴 域接続

優酬 位
短縮/ニュモニツク

同報通信
着信転送

再送要求(自動)
コード変換

無手順/加入者線
ポーリング加 入者

線
BSC加 入者線

、、

＼

＼
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導 入 され る。 な お 、 デ ー タベ ー ス用 コ ン ピ ュ ー タへ の ア クセ ス を主 た る 目的 と す る 「国 際 コ ン ピ

ュ ー タ ・ア ク セ ス ・サ ー ビス」 が開 始 され た 。

(8)サ ー ビ ス対 地 は まず ア メ リカ、 次 い で欧 州 、 カ ナ ダ が予 定 され 、 そ の後 需 要 の 動 向 、 相 手 国 の

準 備 状 況 等 を勘 案 しな が ら、 順 次拡 張 され る。

(9)加 入 区 域 は 、 加 入 者 線 利 用 に よ る場 合 は ま ず東 京 、次 い で大 阪 、そ の後 、逐 次 国際 電 電 営 業 局 所

在 地 に拡 張 さ れ る が、 電 電 公 社 のパ ケ ッ ト交 換 網 お よ び 公衆 電 話網 経 由 に よ る場 合 は 、 その サ ー

ビス が提 供 さ れ て い る地 域 か ら利 用 で き る こ と に な る。

な お 、 料金 につ い て は 現 在 の とこ ろ未 定 で あ る が 、料 金 体 系 と して は 、 固 定 部 分(加 入 料 、基 本

料)、従 量 部 分(時 分 料 、 通 信 料)お よ び加 入 ク ラ ス ご とに定 め る付 加 部 分(付 加 サ ー ビス料)か ら

構 成 され る こ と とな ろ う。

以 上 を ま とめ る と、4-2-9表 の とお りで あ る。

C欧 米諸国におけるデ ィジタル ・データ網の動向

欧 米 諸 国 に お い て は 、 国 際 電 信 電 話 諮 問 委 員 会(CC,ITT)の 勧 告 を受 け て 、 デ ィジ タル ・デ

ー タ網 の 開 発 の 動 きは さ らに 活発 化 して い る。

主 要 国 に お』け る導 入状 況 は4-2-10表 の と お りで あ る。

4-2-10表 欧 米 主 要 国の デ ィジ タル ・デ ー タ網 導 入状 況

国 名 サ ー ビ ス 名
サ ー ビス提

供 会 社

サ ー ビス開
始 時 間 種 類 備 考

ア メ リ カ

TELENET テ レネ ッ ト 1975 パケ ッ ト交換

TYMNET タイム ネッ ト 1977 パケ ッ ト交換

GRAPHNET グラフネ ッ ト 1976 パケ ッ ト交換

DSDS AT&T 1980(予 定) 回線交換
DataphoneSwitchedDigital

Service

ACS AT&T 未 定 パケ ッ ト交換 AdvancedCo㎜unication

Service

カ ナ ダ

DATAPAC TCTS 1977 パケ ッ ト交換

INFOSWICH CNCP 1978
パケット交換

回線交換

イギ リス PSS 郵電公社 1980(予 定) パケ ッ ト交換 ig77年 からEPSSと して実施 中

フ ラ ン ス TRANSPAC 郵電庁 1978 パケ ッ ト交換

西 ドイツ

DATEX-C 都電省 1978 回線交換

DATEX-P 都電省 1980(予 定) パ ケッ ト交換

ス ペ イ ン RETD CTNE 1971 パケ ッ ト交換 国際標準に準拠したネットワーク
を建設中

EC9カ 国 EURONET 各都電省 1979 パ ケッ ト交換



第3章 諸外国の動向157

第3章 諸 外国の動 向

情報通信 をめ ぐる諸外国の主な動 きとしては、次の諸点が挙げられる。

(1)デ ータ通信 システムのネットワーク化に対する需要を背景 として、最新の通信技術、各種の国

際標準の成果を駆使 したパケット交換、回線交換方式による公衆ディジタル ・データ網の建設が進

んでいる。

② ・情報通信事業(デ ータ通信 による情報処理、情報提供 を業として行 うもの)が そのサービス内

容を多様化 しつつ、順調 な成長を遂げている。特に、データベース ・サービスは、政府の助成策 と

も相 まって 、この分野の台風の目となっている。

(3)電 気通信 と情報処理の結合が進展する中で、電気通信を従来 とは異 なる新たな枠組み に基づい

て規律 していこうとする試みがなされている。

(4)越 境データ流通の問題等、データ通信の発展に伴 う種々の問題 に関する検討が進められている。

1980年 代 においても、情報通信は、技術革新と積極的な情報通信政策の展開に支 えられ、大きく

成長 してい くものと期待 されている。

1諸 外国の情報通信事業

A付 加価値通信事業者(VAC)の 動向

付 加 価 値 通 信 事 業 者(伝 送 設 備 を所 有 す る通 信 事 業 者 か ら専 用線 を賃 借 して回 線 網 を構 築 し、 そ

の 節 点 に 自営 の ミニ コ ンピ ュ ー タ を設 置 して蓄 積 交 換 を行 い 、 高能 率 、 高 品 質 、 低 コ ス トの 多彩 な

サ ー ビス を提 供 す る事 業 者)は 、1976年 のFCCの 裁 定 で 、再 販 売 構 造 下 の 公 衆 通 信 事 業 者 と され

た。

付 加 価 値 通信 事 業 者 には 、 テ レネ ッ ト社 、 タ イ ム ネ ッ ト社 、ITT・DTS社 、 グ ラフ ネ ッ ト社

寺 が あ る。 デ レ ネ ッ ト社 は 、1979年6月 、 ア メ リ カの 独 立 系 電 話 会 社 の 最 大 手 で あ るGTE社 と合

併 した 。 こ れは 、GTE社 の 巨 大 な資 金 力 を背 景 に、 パ ケ ッ ト交 換 デ ー タ通 信 サ ー ビス を大 々的 に

拡 張 し、 後 に述 べ るATTの 計 画 中 の サ ー ビス で あ るACSに 対 抗 す るこ と をね ら った もの で あ る。

ATTのACS(ア ドバ ンス ト ・コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ンズ ・サ ー ビス)は 、パ ケ ッ ト交換 方 式 に よ

る公 衆 デ ー タ交 換 網 サ ー ビ スで あ り、1978年7月 、FCCに 認 可 申請 され た 。ACSの 特 徴 は 、
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現 在 の付 加 価 値 通 信 事 業 者 の パ ケ ッ ト交換 サ ー ビス が 、 端 末 一 ホ ス ト ・コ ン ピュ ー タ間 の 即 時 的

な デ ー タ伝 送 で あ るの に対 し、パ ケ ッ ト交換 網 内 で ユ ー ザ が入 力 した デ ー タ を蓄 積 、編 集 し、 指 定

され た 時 刻 、 ノ ー ドお よ びモ ー ド(自 動 モ ー ド、 予約 モ ー ド、 要 求 モ ー ド)で メ ッセ ー ジ を取 り出

す 。 メ ッセ ー ジ ・フ ィー チ ュア と称 す る サ ー ビス を提 供 す る点 に あ る。

ACSに 対 して は 、ATTが デ ー タ処 理 分 野 に参 入 す る こ と を禁 じた1956年 同 意 審 決 に反 す る等 、

さ ま ざ ま な意 見 がIBMやCCIA(コ ン ピ ュ ー タ通 信 産 業 協 会)、ADAPSO(米 国 情 報 処 理 サ

ー ビ ス業 者 協 会)等 関 係 者 か ら出 さ れ て い る
。

ACSは 、 ア メ リ カの デ ー タ通 信 業 界 に大 き な論 争 を巻 き起 こ した が、ATTは 、 ソ フ トウ ェ ア、

ハ ー ドウ ェ ア上 の 問題 か らサ ー ビ ス開 始 を延 期 す る と発 表 し、1979年10月 にFCCへ の 申請 を取 り

下 げ た。 こ れ に よ り、 今後 、ATTが 新 しい利 用 方 法 を どれ だ け早 く実 現 す る か が焦 点 と な っ て い

る。

この ほ か、IBMの 通信 業 界 へ の 進 出 と して注 目 され て い る もの に、SBS(サ テ ライ ト.・ビ ジ

ネ ス ・シ ス テ ム)が あ る。SBSは 、 最 新 の デ ィ ジ タ ル伝 送 技術 を駆 使 した音 声 、 デ ー タ通信 、 画

像 通信 を行 う衛 星 通 信 シス テ ムで あ り、IBM、 コ ムサ ッ ト ・ゼ ネ ラ ル社 、 エ トナ社 に よ り1975年

に設 立 さ れ た。

FCCは 、1977年 、SBSの シス テ ム を認 可 した が、 認 可 手続 や独 占禁 止 法 との 関 係 か ら裁 判 所

で審 理 さ れ る こ と と な っ た 。1978年 、 高 等 裁 判 所 は 、FCCの 認 可 が 通信 法 等 に違 反 す る もの と し

て 、FCCに 再 検 討 す るよ う に との 判 決 を下 した が 、1979年5月 、 同裁 判 所 大 法 廷 で は 、先 の判 決

を取 り消 し、9月 か ら再 審 理 を始 め た 。

ヨー ロ ッパ 諸 国 に お い て も、 デ ー タ通 信 に適 した デ ィ ジ タ ル ・デ ー タ網 の建 設 が着 々 と進 ん で い

る(4-3-1表 参 照)。,

BNIS(ネ ッ トワー ク ・イ ン フォ メー シ ョン ・サ ー ビス)の 動向

欧 米 に お い て は 、 わ が 国 に お け る情 報 通 信 事 業 と同 様 の サ ー ビス を提 供 す る業 者 は、NIS業 者

と呼 ば れ て い る。NISは 、電 気 通 信 が コ ン ピ ュー タ と結 合 す る こ と に よ り誕 生 した、 従 来 の通 信

サ ー ビ ス と は異 な る高度 通 信 サ ー ビ ス と位 置 づ け ら れ る もの で あ る。NISベ ン タ ー(業 者)は 、

ユ ー ザ ー側 に あ る端 末 機 器 をデ ー タ伝 送 網 を通 じて 自己 の 中央 コ ン ピ ュー タ と接 続 し、 情 報 処 理 、

情 報提 供 を行 っ て い る。NISは 、 コ ン ピュ ー タ関 連 サ ー ビス の 中 で も最 も成 長 の 著 しい分 野 で あ

り、 今 後 と も通 信 技 術 等 の進 歩 発達 と相 ま っ て順 調 な発 展 を遂 げ て い く もの と予測 さ れ て い る。

NISは 、特 に ア メ リカ で著 し く発 展 して い る。1978年 に お け るア メ リカのNIS業 者 は27億7,

000万 ドル 、処 理 サ ー ビス 全体 の47.0%に 達 し、 今 後5年 間 、毎 年平 均20%の 伸 び が期 待 され て い る。

(4-3-2表 参 照)
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NISが この よ うに成 長 す る と予測 され る根 拠 と
,して は 、① 高 速 、 高 品 質 の 通 信 回 線(網)の 提

供 ② 青報 の 即 時 性 を要 求 す る機 会 の 増 大 ③ デ ー タ ベ ー ス に よ る情 報 検 索 の 普 及 、 発 展 等 が 挙 げ

ら れ る。

4-3-1表 ヨーロッパ ・カナダにお ける公衆デ ィジタル ・デー タ交換網 サービスの動向

シ ス テ ム 名 国 名 交換 サ ー ビ ス

(サ ー ビ ス) (会 社 名 等) 方式 開始時期等
概 要

カ ナ ダ 交換局7
Datapac P 1977年

(TCTS) サ ー ビス提 供地域57ヵ 所

カ ナ ダ P
イ ンフ ォグラム(P)4交 換局

Infoswitch
(CNCP) (…

1978年 イ ン フ ォエ クス チ ェ ン ジ(C.)56都 市

イ ン フ ォ コー ル(P)

交換局9、 交換局 相 互間 は48Kbps

イ ギ リ ス の回線で結ぶ
PSS

(郵電公社)
P 1980年

X.25に 準 拠 、1980年9月 試 行 サ ー ビ

ス開始

交 換 局12、 容 量1,500加 入

ユ ー ザ ー 数 約500(積 滞1 ,400)
フ ラ ン ス

Transpac
(郵電庁)

P 1978年 タ イ ム ネ ッ ト、 テ レネ ッ トとの 相 互

接 続(1980.1)

ユ ー ロ ネ ッ トと の相 互 接 続(1980 .3)

EDS(電 子 デー タ交換 システム)

西 ド イ ツ 15都 市 設 置
IDN

(郵電蓄)
C 1975年

1981年 末 まで に19都 市 に25のEDS

を設置予定

交 換 局4、 コ ン セ ン トレ一 夕局5

Euronet亀

(DIANE)

Ecgカ 国

(EC委 員会 と各PTT)
P 1979年

1981年 末 ま で に、 約20の ホ ス トコ ン

ピ ュ ー タ に よ り150以 上 の デ ー タベ

一 ス を提供 す る予定

デ ンマ ー ク1979.10サ ー ビ ス 開 始

●

NPDN
北 欧4カ 国

C
1979年 ス ウ ェ ー デ ン1979末

・

(各PTT) (逐次実施)

;㌻;;;,}198・ 中頃

予定

交 換 局5、 コ ンセ ン ト レー タ局30ユ

RETD
ス ペ イ ン

(CTNE)
P 1971年

一ザ ーは金 融機関 を主 体 に多数
,目

下X.25等 の国際標 準 に準 拠 した新

パ ケ ッ ト網 の建 設 中

P=Packet,C=Circuit

資料:電 気 通 信総 合 研 究所 「欧 米諸 国 に おけ るデ ー タ通信 の動 向 」
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4-3-2表 アメリカにおけ るNISの 売上高推移 (単位:百 万 ドル)

年

サ ー ビス種 類

1977 1978 1983 平均年間成長率83/78比(%)

一 般 事 務 処 理 227 283 805 23

手斗 学 ‡支 部i言 十 算 258 301 640 16

特 定 業 界 向 け 処 理 1,120 1,403 3,700 21

ユ ー テ ィ リ テ ィ 593 720 1,740 19

①NIS合 計 2,198 2,707 6,885 20

②処 理 サ ー ビ ろ 合 計 4,850 5,765 11,659 15

③ コ ンピュー タ ・サー ビ ス産 業合計 6,835 8,108 16,706 16
`

①/②(%) 45.3 47.0 59.2
| 一

①/③(%) 32.2 33.3 41.2 一

資 料:INPUT社 「TheComputerServicesIndustry」

リ

ア メ リ カ に お け る主 要NIS業 者 の 売 上 高 は 、4-3-3表 の と お りで あ る。 表 か ら明 ら か な よ

う に、CDC社 が依 然 と して トップ で 、約10%の シ ェ ア を 占め て い る。 また 、上 位6社 で 市場 全 体

の3分 の1強(約10億 ドル)を 占 め て い る。

NIS業 界 の ・今後 の 動 向 と して は 、 企 業 の 買 収 、合 併 が進 む と と も に(1978年 に は12以 上 の 大 型

合 併 が あ っ た)、 ミニ ・コ ン ピュ ー タ との 激 しい競 合 か ら、 ネ ッ トワ ー ク を最 大 限 利 活 用 した付 加 価

値 の大 きい サ ー ビ ス 、例 えば デ ー タベ ー ス ・サ ー ビ スの よ う な分 野 に向 か うも の と思 わ れ る。

一 方 、 ヨ ー ロ ッパ に お・い て は 、 ア メ リカ に比 し てNISは 立 ち遅 れ て お り、売 上 高 もECSA(ヨ

ー ロ ッパ ・コ ン ピュ ー タ ・サ ー ビス協 会)加 盟11カ 国 と非 加 盟 国3カ 国 を合 わせ た14カ 国 で も、11

億6,000万 ドル と、ア メ リ カの 半 分 以 下 で あ る。 し か しな が ら、NIS業 は デ ー タ処 理 サ ー ビス全 体 に

占め る シ ェア を伸 ば しつ つ 、順 調 に発 展 を遂 げ て い る(4-3-4表 参 照)。

ま た 、 ヨー ロ ッパ のNIS市 場 に お い て は 、依 然 と してIBM、CDCな どの ア メ リカ系 企 業 の

優 位 は続 い て い る も の の 、 ア メ リカ系 企 業 の 進 出 に対 す る脅 威 は 徐 々 に薄 れ て きて い る。

ヨー ロ ッパ のNISの 売 上 高 は 、4-3-5表 の と お り、 フ ラ ンス(2億7,440万 ドル)で あ り、

次 いで イ ギ リス(1億9,960万 ドル)、西 ドイ ツ(1億8,480万 ドル)、ス ウェ ー デ ン(8,670万 ドル)、

オ ラ ンダ(8,660万 ドル)と 続 い て い る。

他 方 、 コ ン ピ ュ ー タ ・サ ー ビ スの 売 上 高 全 体 に 占 め るNISの 害1」合 か ら見 る と、 ス イ.ス(3L3%)

と きわ め て 高 く、20%以 上 で は 、 イ ギ リス(25.9%)、 ベ ル ギ ー(24.7%)、 オ ラ ン ダ(21.4%)と 続

き、 全 体 と してNISの 割 合 は20.4%と な って い る。

Cオ ンライン情報提供 サー ビスの動向

デ ー タ通信 シス テ ム に よ りユ ー ザ に情 報 を提 供 す るサ ー ビス(オ ンラ イ ン情 報提 供 サ ー ビス 、 オ
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(単位:百 万 ドル)

会 社 名 NIS バ ッチ 合 計
1977年

合 計

1 ControlDataCorp. 263 90 353

1

300

2 AutomaticDataProcessing 80 245 325 259

3 ElectronicDataSystems 236 12 248 190

4 GE/ISBD 185 一 185 150

5 Tymshare 95 40 135 96

6 McDonnellDauglas 118 一 118 99

7 Itel 55 44 99 75

8 ComputerSciencesCorp./lnfonet 83 6 89 72

9 NCR 21 62 83
s73

10 BradfordNationalCorp. 16 65 81 65

11 Reynolds&Reynolds 53 23 76 52

12 UnitedComputingSystems 72 一 72 48

13 SharedMedicalSystems 63 一 63 46

14 FirstDataRes皿rces 60 一 60 40

15 NationalCSS 52 6 58 47

16 TRW 45 9 54 一

17 UniversityComputingCompany 52 一 52 一

18 Chilton 40 10 50. 一

19 TransUnionSystemCorp. 37 10 47 一

20 XeroxComputerServices 46 一 46 36

21 OptimumSystemsInc. 41 4 45 40

22 BunkerRamo 43 一 43 38

23 NationalDataCorp. 40 一 40 36

24 StatisticalTabulating 4 35 39 36

25 BoeingComputerServices, 33 5 38 31

資 料:IDC「AutotransactionIndustryReport」1979

ンラ イ ン ・デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス と呼 ば れ て い る)は 、1970年 以降 急速 に成 長 して きて い る。

こ の サ ー ビス は 、 特 に ア メ リカ で発 展 し て お り、1979年 の 市 場 規 模 は 、 対 前 年 度125% 、6億8,00

0万 ドル に達 す る もの と推 定 され て い る(イ ンターナシ ョナル'・テし タ社 調 べ)。 ま た分 野 別 で は 、 ク レ

ジ ッ ト ・チ ェ ッ ク ・デ ー タ が1億6,500万 ドル と最 も大 き く、次 い で市 況 デ ー タ(1億2,500万 ドル)

財 務 ・経 済 デ ー タ(8,100万 ドル)の 順 と な っ て いる(4-3-6表 参 照)。

一 方
、 ヨー ロ ッパ で は ユ ー ロ ネ ッ トが完 成 し、ECを 中 心 とす る超 国 家 レベ ルの デ ー タベ ー ス ・

ネ ッ トワ ー クの基 盤 整 備 が 進 め られ る と と も に、 政 府 の振 興 施 策 の1つ と して2社(イ ンフ ォ ラ イ

ン社 、 テ レ シス テ ム社)が 政 府 助 成 下 で サ ー ビ ス を開 始 した 。 ヨー ロ ッパ の主 要 国 に お け るデ ニ タ
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ベ ー ス振 興 ・助 成 策 は4-3-7表 の と お りで あ る。

(単位:百 万 ドル)
4-3-4表

ヨー ロ ッパ にお け る

NISの 売 上 高

年

項 目
1977 1978

1978/1977

伸 び 率(%)

① ネ ッ トワ ー ク ・イ ン フ ォ メ

ー シ ョ ン ・サ ー ビ ス
755.3 1,162.7 53.9

② 処 理 サ ー ビ ス 2,412.9 3,509.5 45.4

③ コ ン ピ ュ ー タ ・サ ー ビ ス

合 計

4,173.8 5,676.7 36.0

①/②(%) 31.3 33.1

①/③(%) 18.1 20.5

1

2

資料

本 義 の 数値 は ヨー ロ ッパ14カ 国の 合計 で あ る。

ECSA「3rdAnnualSurvey」 等 か ら作 成

電 気 通信 総 合 研究 所 「欧米 諸 国 に おけ るデ ー タ通信 の動 向 」

4-3-5表 ヨ ー ロ ッパ にお けるNISの 売 上高 推 移 (単位:百 万 ドル)

年

国 別.

1977 1978

1978/1977

伸 び率(%)

コ ンピュー タ ・サ ー

ビス産 業 の売 上高 全

体 に 占め るNISの 比

率(%)

ベ ル ギ ー 29.5 50.6 71.5 24.7

デ ン マ ー ク 28.6 56.1 962 21.3

フ ィ ン ラ ン ド 13.9 19.3 38.8 13.1

フ ラ ン ス 203.0 274.4 35.2 20.5

西 ド イ ツ 120.0 184.8 54.0 19.5

イ タ リ ア 38.8 69.4 78.9 13.2

オ.ラ ン ダ 67.4 86.6 28.5 2L4

ノ ル ウ ェ ー 19.2 26.1 35.9 16.5

ス ペ イ ン 12.4 24.6 98.4 14.5

ス ウ ェ ー デ ン 73.4 86.7 18.1 21.3

イ ギ リ ス 100.1 199.6 99.4 25.9

ア イ ル ラ ン ド 一 (4.7) 一 14.6

オ ー ス ト リ ア 7.1 11.8 66.2 11.8

ポ ル ト ガ ル 1.0 1.7 70.0 11.5

ス イ ス 40.9 71.0 73.6 3L3

合 計 755.3
1,162.7

(1,167.4)
53.9

ECSA「3rdAnnualSurvey」 か ら作 成'

資料:電 気 通信 総 合 研 究所 「欧 米 諸国 に おけ る デー タ通信 の動 向」
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4-3-6表 ア メ リカ に おけ る オ ンラ イ ン情報 提 供 サ ー ビス市 場 の売 上 高見 積 り(1979年)

(イ ン ター ナ シ ョナ ル ・デー タ社 の見積 り、 単位:百 万 ドル)

区
分

売
上
高

加 工 ・分析 用 デー タ 最 終 デ ー タ

科 デ

学
|技

術 タ

人|グ

ロ ケ ・

統 ツ デ

計 テ1
・ イ タ

マ ン

財 デ

務
・i

経

済 タ

そ

の

他

ク チ デ

レ ェ1

ジ ッ タ

ζ ク
・ ●

市

況

デ

i

タ

法

例

検

索

文

献

検

索

そ

の

他

金
額 14 12 81 6 165 125 16 14 250

資料:電 気通信総合 研究所 「欧米諸国 におけるデー タ通信の動向」

4-3-7表

ヨーロッパ諸国の振興 ・

助成施策の実施状況

国名

活動内容

フ

ラ

ン

ス

西

ド

イ

ツ

イ

ギ

リ

ス

E

C

① 政 府 プロ ジェ ク トの外注 ◎ ◎ ◎ ◎

② ネ ッ ト ワ ー ク の 整 備 ◎ ○ ◎ ◎

デー タベ ース の作 成 ・流

③ 通 に 対 す る 資 金 援 助 ◎ ◎ ◎

④ 政府 デー タベ ース の公開 ○ ○ ○

⑤ 政府 に よるデ ー タベ ー ス
・ サ ー ビ ス の 提 供 ◎ ◎ ◎

⑥ デー タベ ー ス技術 の 開発 ◎ ◎ ◎ ◎

(表注)◎ 現在積極的 に実施 している事項

○現在一応実施 している事項

資料:電 気通信総合研究所 「欧米諸国 におけるデータベース に対す る

政府助成 の実態について」

2諸 外国の情報通信政策

Aア メリカにおける情報通信政策

アメリカでは、1978年 から通信法改正作業が進められている。これは、現行1934年 通信法の全面

改正を目指す画期的なもので、通信業界に大 きな反響 を呼び起 こしたが、1978年 、1979年 とも議会

で審議未了、廃案となった。4-3-8表 は、改正法案の主要内容について現行法 と比較 したもの

である。通信法の改正の動 きは、①1960年 代末以降のFCCの 強力な競争導入政策の推進 ②電気
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4-3-8表 アメリカにお ける通信法改正法案等の主要内容

内容別
組 織 通信事業者に関する規定 市内電話会社への財政的援助

法案別

無線及び有線による通 州際通信、国際通信は連邦、州 規定なし

信の一元的規制機関と 内 通信 につ いては州 が規制 。通

1934年 してFCCを 設置 信事業者が設備製造を行うこと

通信法 につ いて は無 規制 。ATTの 処

理 サ ー ビス参入 は不可。(1956年

同意 審決)。

FCCに 代 わ るもの と 通信事業者は、子会社を介しで 市外通信事業者に課す接続料
1978年

してCRC(通 信 規制 通信 付随 サ ービスの提供 可能 、 による普遍補償基金から補助
改正法案

委 員会)、NTA(電 気 独占的通信事業者は通信設備製 基金はCRCが 管理
(HR13015)

通信庁)を 設置 造不可

通信事業者は、通信付随サービ 州の監督により接続料を課す

1979年 スの提供可能。独占的通信事業 こ とを認 め る

改正法案 同 上 者を除く市外通信事業者の規制

(HR3333) 緩和(10年 後 には規制廃 止)。

通信事業者を第1種(競 争的) 接続料、付加料が課される

と第2種(独 占的)に 分類 し、

1979年
第1種 の事業者 につ いて、通信

改正法案
現行法どおり 付 随 サー ビスの提 供 は無 規制。

(S611)
第2種 の事業者は分離会社によ

るべ し。

現行FCCの 中に規制 通信 事業 者 は、独 占サー ビス と 接続補償料が課される

1979年 緩和局を新設 他の通信サービス双方の提供可

改正法案 能(内 部 相 互補助 は不可)。また

(S622) 電気通信以外の業務への従事可

能

資料1通 信 白書

通信、情報処理両分野における技術革新の進展に伴い、市場解放の要求や通信業界と処理業界のあ

つれきが強まったこと等 を背 景 としている。改正法案は、いずれも基本的方向として、競争政策

のいっそうの促進 と競争 によっては達成 されない公共の利益への補償措置を主眼とし、①競争的通

信事業者に対する規制の緩和 ②独占的通信事業者が通信付随サー ビスを提供す ることの認容 ③

市内電話会社の財政補助策を共通的な内容 としている。

また、FCCは 、インテリジェント端末やコンピュータ ・ネットワークの出現 に伴 い、通信 と処

理の境界がますます不明瞭になっている状況のもとで、1976年 から第2次 コンピュータ調査 を実施
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4-3-9表 主要国 におけるプライバシー保護立法化の動向

ス ウ ェ ー デ ン
「デ ー タ法」 を1973年5月 に制定 。世 界最 初の 自動処 理 に伴 うプ ライバ シー保護

法 で あ る。 その監 督機 関 、デー タ検 査 院 が厳格 な法運 用 を行 って い る。

ア メ リ カ

「プラ イバ シー法」 を1974年12月 に制 定。 その対 象 は連邦政 府 の個人情 報処 理、

更 に民 間部 門 も対象 と した法制 を検 討中。

西 ド イ ツ

「デ ー タ処理 にお け る個 人 に関 す るデー タの濫 用防止 に関 す る法 律」 を1977年1月

に制 定 、連邦法 の ほ か、 ヘ ッセ ン州 をは じめ州 レベ ルの保 護法 もあ る。

カ ナ ダ
1977年7月 に制 定 した 「カナ ダ人権 法 」 の第4章 個人 情報 の保護 によ り取 り扱 っ

て いる。連邦 政府 の個 人情 報処理 を対象 としてい る。

フ ラ ン ス 叶青報 の処理 、 蓄積 と自由 に関 す る法 律」 を1978年1月 に制 定。

ノ ル ウ ェ ー 「個人 デ ー タの蓄積 に関 す る連邦法 」 を1978年6月 に制定 。

デ ン マ ー ク

「個人 デ ー タの蓄積 等 に関 す る法 律」 及 び 「公的機 関 によ る情報 の蓄積 に関す る

法 律」 を1978年5月 制 定。

オ ー ス ト ラ リ ア 「個人 デ ー タの保 護 に関 す る法律」 を1978年10月 に制 定。

イ ギ リ ス

何 度 か議 会 に法 案 が提 出 され、 また政 府 もヤ ンガー委 員会 、引 き続 きデー タ保護

委 員会 を設 置 す る等検 討 を行 って い る。

資料:通 信 白書

していていたが、1980年4月 に最終決定を採択 した。今回の決定は、1971年 の裁定によって定めた

コンピュータ ・通信分野におけるサービスの定義、規制方法等 を改正するもので、上述の通信法改

正の動 きや係争中のATT反 トラス ト訴訟 などにも、大 きな影響 を与えることが予想 される。

今回の裁定の要旨は、①すべての通信サービスを基本通信サービス(単 なる情報転送サービス)

と高度通信サービス(基 本通信サー ビスとコンピュータによる情報処理が結びついたサービス)に

分類 し、基本通信サービスのみを規制の対象 とすること ②非規制分野の高度通信サービスについ

ては、ATTとGTEは 再販売ベースの分離子会社 を通 して提供することを要求 されるが、その他

の通信事業者はその必要がないこと ③宅内機器は通信サービスの中で分離可能なものとし、基本

サービスのタリフから除外するものとするとともに、規制対象外とす ること ④1956年 の同意審決

はATTが 高度通信サービスを提供することを禁止 していないこと解釈す ることなどである。

Bプ ライバシー保護等の動向

情 報 通 信 の 発 展 に伴 う問 題 点 と して、 プ ラ イバ シ ー の侵 害 、 デ ー タ の漏 洩 等 が あ り、 各 国 と も法

制 化 に向 か っ て い る(4-3-9表 参 照)。

他 方 、 こ れ ら各 国 の 規 制 の 調 和 を図 り、 デ ー タ流 通 の健 全 を図 る 目的 の も とに 、OECDに お い

て越 境 デ ー タ流 通 、 個 人 デ ー タお よ び プ ラ イバ シー保 護 を規 定 す る基 本 原 則 に関 す る ガ イ ドラ イ ン

作 り を行 っ て お り、1980年 中 に作 業 が終 了 す る予 定 で あ る。
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第1章 わ が 国の コ ン ピュー タ実動 状 況

通商産業省調査 より

1は じめ に

通商産業省では1973年 度から電子計算機納入下取調査 を実施 している。これは電子計算機の納入

お』よび下取 りの実態を調査 し、市場動向、市場構造の変化等 を把握 し、電子計算機産業の振興およ

び健全な情報化 を図るための基礎統計とすることを目的として、電子計算機の製造業者、輸入業者

等 を対象として行っているものである。

A本 調査の概要

(1)調 査の範囲

この調査では電子計算機 とは次の基準に該当す る汎用電子計算機 をい う。ただし、展示用のもの、

製造計画のためのサンプル、プロ トタイプの ものおよびプロセス制御用等の専用機 として設計され

たものは対象としない。

① ディジタル型であること。

② プログラムの蓄積方式で重要な命令を内部記憶装置に記憶 しているか、または相当性能を有

す ること。

③ 内部記憶容量 が2,000ビ ット以上であること。ただ し、サイン、パリティ・チェックのために有

す るビットは含まない。

④ 電子論理演算機構 を有すること。

(2)電 子計算機型別分類基準

電子計算機(本 体+周 辺装置)設 置規模の分類は、金額(レ ンタルのものは、売価 に換算)に よ

り次のように行 った。なお、本統計の金額はすべて売価換算金額である。

大型A5億 円以上

大型B2億5,000万 円以上5億 円未満

中型A'1億 円以上2億5,000万 円未満

中型B4,000万 円以上1億 円未満
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小 型1,000万 円以 上4,000万 円 未 満

超 小 型1,000万 円未 満

現 在 の 電 子 計 算機 は、 シス テ ム規 模 の上 限 と下 限 の 間 が か な り広 い た め 、 同 一 モ デ ルで もユ ー ザ

ーの 使 用 態様 次 第 で シ ス テ ム規 模 が異 る。 従 っ て同 一 モ デ ル で 分 類 す る と、 あ る シ ス テ ム は大 型 に

属 し、 あ る シ ス テ ム は 中型 に 属 す る とい う こ と に な る。 また 、 こ こ で い う型 別 とは 、 物 理 的 な 大 き

さ と い うよ りも、 む しろ ユ ー ザ ー の 投 資(レ ン タル料 支 出 ま た は買 取 り)と ニ ー ズ の 水 準 を表 わ し

て い る。 電 子 計 算 機 の シ ス テ ム規 模 は 、 自 らユ ー ザ ー の ニ ー ズ と投 資 力 によ って 決 ま るか らで あ る。

(3)シ ス テ ム増 設 に よ る型 別 移 動 の 考 慮

ユ ーザ ー に お け る現 実 の電 子 計 算 機 の使 用 形 態 をみ る と、 ア プ リケ ー シ ョンの 適 用 段 階 に合 わせ

て、 適 当 な シス テ ム規 模 を選択 し、 後 日、 経験 を積 む に従 っ て メ モ リー 増 設 や 周 辺 機 器 を増 設 す る

こ と が 多 い。 そ の場 合 は 、 以 前 に は小 型 も し くは 中型 で あ っ た もの が 、 増 設 の 結 果 、 中型 も し くは

大 型 に昇 格 して い るわ け で あ る。 本 統 計 中 、 実 動 状 況 に関 す る もの は 、 この 型 別 移 動 を考 慮 に入 れ

て集 計 して あ る。

(4)調 査 の時 点

ハ ー ドウ ェ ア をユ ー ザ ー へ納 入 した 時 点 で集 計 して あ る。

B1979年6月 末現在における汎用電子計算機実動状況 および1979年 度第1四 半期(79

年4月 ～6月)に おける納入状況

5-1-1表 は 、「1979年6月 末 現 在 汎 用 電 子 計 算機 実 動 状 況 お』よ び1979年 度 第1四 半期 納 入 状 況 」

で あ る。

5-1-1表 に よれ ば、1979年6月 末 現 在 、わが国 におい て実動 して い る汎 用 電 子 計 算 機 は 、総 数 が

61,687セ ッ トと初 め て6万 セ ッ トを越 え、 金 額 で は3兆3,160億 円 と な って い る。1979年3月 末 に対

す る実 動状 況 をみ る と、 総 実 動 金 額 で3.0%、 総 セ ッ ト数 で4.7%増 加 して い る。 ま た 、実 動状 況 の型

別 シ ェ ア をみ る と金 額 ベ ー ス で は 、 大 型 機 が60.2%、 中型 機 が23.7%、 小 型 機 が9.9%、 超 小 型 機 が

6.1%と な っ て い る が、台 数 ペ ー ス で は超 小 型 機 が54.9%と 最 大 の シ ェ ア を有 して お り、 前 期 に 比較

して 、 シ ェ ア は増 加 して い る。

さ ら に、1979年 度 第1四 半期 の納 入 状 況 をみ る と、総 数 で3,199セ ッ ト、 金 額 に して1,862億 円 と

な って お り、 型 別 シ ェア をみ る と、 金 額 ベ ー ス で は 大型 機 が41.3%と 最 も大 き く台 数 ベー ス で は超

小 型 機 ガ65.2%と 最 も大 き な シ ェ ア を 占め て い る。
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5-1-1表

1979年6月 末現在汎

用電子計算機実動状

況 および1979年 度第

1四 半期納入状況

(上列 セ ッ ト数 、下 列 金額百 万 円)

1979年6月 末 実動状 況 1979年 度 第1四 半期納 入状 況

規 模 別 実動台数および金額 型別 シェア 納入台数および金額 型別 シェア

大 型A
1,411

1,499,836

2.3

45.2

59

58,641

1.8

31.5

大 型B
1,342

497,341

2.2

15.0

49

18,287

1.5

9.8

大 型 闇
2,753∀

1,997,177

4.5

60.2

108

76,928

3.4

41.3

中 型A
2,945

485,994

4.8

14.7

89

14,261

2.8

7.7

中 型B
4,540

301,414

7.4

9.1

185

11,573

5.8

6.2

中 型 齢
7,485

787,408

12.1

23.7

274

25,834

8.6

13.9

小 型
17,590

328,524

28.5

9.9

731

13,887

22.9

7.5

超 小 型
33,859

202,873

54.9

6.1

2,086

11,593

65.2

6.2

増 設 = =
一

57,961

一

31.1

合 計
61,687

3,315,982

100.0

100.0

3,199

186,202

100.0

100.0

2産 業別汎用電子計算機実動状況

5-1-2表 は、1979年6月 末現在における産業別汎用電子計算機実動状況である。

(1)設 置台数での上位業種

1業 種で1,000セ ット以上の設置規模 を持つ業種は次の14業 種である。

卸 ・小売 ・商事

金 融

サービス業

(一般サービス)

(情報サービス)

法人団体農協

電気機械

23,761セ ッ ト

5,198セ ッ ト

4,875セ ッ ト

2,468セ ッ ト

2,407セ ッ ト

3,002セ ッ ト

2,815セ ッ ト

(38.5%)

(8.4%)

(7.9%)

(4.0%)

(3.9%)

(4.8%)

(4.5%)



5-1-2表

産業別汎用電子計算

機実動状況(1979年

6月 末現在)
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(単位:金 額 百 万 円)

コー ド

番 号
産 業 別 台 数 金 額 1セ ッ ト平均

01 農 業 59 1,098 18.6

02 林 ・ 狩 猟 業 26 293 11.3

03 漁 ・水産 ・養 殖 128 2,452 19.2

04 鉱 業 105 3,742 35.6

05 建 設 業 1,191 38,768 32.6

06 食 品 2,149 50,132 23.3

07 繊 維 1,371 30,186 22.0

08 紙 ・ パ ル プ 504 11,937 23.7

09 出 版 ・ 印 刷 510 23,024 45.1

10 化 学 ・ 石 油 2,114 115,721 54.7

12 ガ ラス ・セメ ン ト 443 17,845 40.3

13 鉄 鋼 708 106,575 150.5

15 金属製品製 造 966 36,247 37.5

16 機 械 1,222 57,666
'

47.2

17 電 気 機 械 2,815 360,140 127.9

18 輸送用機械製造 1,055 140,489 133.2

20 精 密 機 械 535 26,455 49.4

21 そ の 他 製 造 2,103 49,603 24.6

22 卸 ・小売 ・商 事 23,761 419,426 17.7

24 金 融 5,198 583,953 112.3

25 証 券 232 47,111 2031

26 保 険 244 109,308 448.0

27 不 動 産 140 3,040 21.7

28 運輸 通信・報道 1,860 86,380 46.4

30 電 気 ・ ガ ス 234 48,882 208.9
一 サ ー ビ ス 業 4,875 245,974 50.5

32 (一 般 サ ー ビ ス) (2,468) (62,530) 25.3

33 (情報サービス) (2,407) (183,444) 76.2

34 病 院 289 11,834 40.9

35 大 学 830 81,483 98.2

36 高 校 331 7,132 21.5

37 そ の 他 学 校 142 6,548 46.1

38 地 方 公 共 体 1,087 74,320 68.4

39 政 府 534 127,482 238.7

40 政府関係機 関 793 287,312 362.3

41 法人団体農協 3,002 95,529 31.8

42 宗 教 法 人 24 979
'

40.8

43 分 類 不 能 107 6,917 64.6

合 計 61,687 3,315,982 53.8

食 品

化学 ・石油

その他製造

運輸 ・通信 ・報道

2,149セ ッ ト

2,114セ ッ ト

2,103セ ッ ト

1,860セ ッ ト

(3.4%)

(3.4%)

(3.4%)

(3.0%)
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繊 維

機 械

建設業

地方公共体

輸送用機械製造

コ ン ピュー タ利 用 の現 況

1,371セ ッ ト(2.2%)

1,222セ ッ ト(1・9%)

1,091セ ッ ト(1.9%)

1,087セ ッ ト(1.7%)

1,055セ ッ ト(1.7%)

(2)設 置金額での上位業種

①1業 種で1,000億 円以上の設置規模をもつ業種は次の10業 種である。

金 融

卸 ・小売 ・商事

電気機械

政府関係機関

サービス業

(一般サービス)

(情報サービス)

輸送用機械

政 府

化学 ・石油

保 険

鉄 鋼

5,839億 円

4,194億 円

3,601億 円

2,873億 円

2,459億 円

625億 円

1,834億 円

1,404億 円

1,274億 円

1,157億 円

1,093億 円

1,065億 円

(17.6%)

(12.6%)

(10.8%)

(8.6%)

(7.4%)

(1.9%)

(5.5%)

(4.2%)

(3.8%)

(3.4%)

(3.2%)

(3.2%)

②1業 種で500億 円以上1,00臆 円未lthの設置規模 をもつ業種は次の6業 種である。

法人団体農協

運輸 ・通信 ・報道

大 学

地方公共体

機 械

喰 品

955億 円

863億 円

814億 円

743億 円

576億 円

501億 円

(2.8%)

(2.6%)

(2.4%)

(2.2%)

(1.7%)

(1.5%)

③1業 種で1セ ット平均1億 円以上の設置規模 をもつ業種は次の9業 種である。

保 険

政府関係機関

政 府

電気 ・ガス

証 券

4億4,800万 円

3億6,200万 円

2億3,800万 円

2億800万 円

2億300万 円



鉄 鋼

輸送用機械製造

電気機械

金 融

1億5,000万 円

1'億3,300万 円

1億2,700万 円

1億1,200万 円
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3地 域別実動状況

4-1-3表 は都道府県別の実動状況 を示 したものである。

(1)設 置台数での上位地域

1地 域で1,000セ ット以上の設置規模 をもつところは、次の11地 域である。

東 京

大 阪

愛 知

神奈川

北海道

福 岡

広 島

兵 庫

静 岡

京 都

埼 玉

18,747セ ッ ト(30.3%)'

9,776セ ッ ト(15.8%)

4,068セ ッ ト(6.5%)

2,439セ ッ ト(3.9%)

2,210セ ッ ト(3.5%)

2,150セ ッ ト(3.4%)

1,744セ ッ ト(2.2%)

1,631セ ッ ト(2.6%)

1,370セ ッ ト(2.2%)

1,293セ ッ ト(2.0%)

1,206セ ッ ト(1.9%)

② 設 置 金 額 で の上 位 地 域

1地 域 で1,000億 円 以 上 の 設 置 規 模 を もつ と こ ろ は次 の4地 域 で あ る。

東 京1兆3,669億 円(41.2%)

大 阪4,399億 円(13.1%)

神 奈 川2,619億 円(7.8%)

愛 知1,913億 円(5.7%)

(3)1地 域 で500億 円 以 上 、1,000億 円未 満 の 設 置 規 模 を もつ 地 域 は次 の8地 域 で あ る。

兵 庫865億 円 北 海 道663億 円

福 岡765億 円 静 岡584億 円

茨 城722億 円 京 都556億 円

広 島707億 円 埼 玉549億 円
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5-1-3表

地域別汎用電子計算

機実動状況(1919年

6月 末現在)

(単位:金 額 百万円)

コー ド

番 号
地 域 別 セ ッ ト 数 金 額

01 北 海 道 2,210 66,307

02 青 森 389 9,800

03 岩 手 327 10,113

04 宮 城 985 34,157

05 秋 田 238 10260

06 山 形 282 7,802

07 福 島 373 12,327

08 茨 城 517 72,253

09 栃 木 488 24,912

10 群 馬 533 19739

11 埼 玉 1,206 54,938

12 千 葉
、

960 44,570

13 東 京 18,747 1,366,970

14 神 奈 川 2,439 261,983

15 新 潟 789 25870

16 富 山 422 22,087

17 石 川 432 13,423

18 福 井 232 5,867

19 山 梨 225 7,198

20 長 野 684 25438

21 岐 阜 658 22,085

22 静 岡 1,370 58,452

23 愛 知 4,068 191,317

4

5

0
乙

∩乙 豆 曇
372

376

17,645

20382

26 京 都 1,293 55,643

27 大 阪 9,776 435,961

28 兵 庫 1,631 86,593

29 奈 良 199 4,205

30 和 歌 山 305 14523
31 鳥 取 134 3,257

32 島 根 152 6,418

33 岡 山 619 25,932
34 広 島 1,744 70,714

35 山 口 454 17710
36 徳 島 178 4,943
37 香 川 597 16,628

38 愛 媛 478 14,866
39 高 知 161 6,285
40 福 岡 2150 76507
41 佐 賀 221 5,959
42 長 崎 349 10,275

43 熊 本 358 13,081

44 大 分 388 9,663
45 宮 崎 220 5380

46 鹿 児 島 378 10,533

47 沖 縄 291 6,085

48 不 明 289 8,924

合 計 61,687 3,315,982
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第2章 コ ン ピュー タ利 用状 況 調 査

第9部 集計表参照

今回の調査 においては、第14回 目の"コ ンピュー タ利用状況調査"と して従来からの基本的調査

項 目を踏襲 し本章に掲げるとともに、通信回線開放の実現に対処 して,1973年 版 より継 続して"オ

ンライン化調査"を 実施 し、その第8回 の調査結果 を、次の第3章 に掲げる。

〔調査項 目〕 ・

調査項目は次の通 りである。

① ハー ドウエア関係

5年 後の予想規模 、グレー ド・アップの予定、使用時間、入 力システム、周辺記憶装置台数

② コンピュー タ部門の月間運用経費

③ コンピュー タ要員および教育問題

勤務制度、要員数、平均残業時間、平均年齢、平均給与、職務手当額、要員教育上の問題点

④ 被派遣要員数 ・費用、外注パ ンチ単価

⑤ 業務部門別コンピュー タ化状況および予定

⑥ 平均 ジョブ数

⑦ 使用言語

⑧ システム監査実施状況

〔調査時点、対象〕

本調査は、1979年9月30日 現在を調査時点とし、調査票 を同年11月10日 発送、80年1月15日 に回

収を締め切った。

発送数 回収数 回収率
コンピュー タ利用状況調査

3,9991,27131.8%

なお、発送対象は、1979年 版 「ユーザー調査年報」(情報処理学会編)に よった。

〔回答事業体の規模〕

資本金平均75億9,330万 円

年商平均1,001億3,750万 円

従業員数平均2,629.8人

〔集計表〕
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巻 末(9-1-1-9-1-25表)に 掲 げ る 。

A自 社 コ ンピ ュー タ ・システ ムの5年 後 の予 想 規模分 布(巻 末9-1-1表)

5年 後 に自社の コンピュー タ・システムは規模 を拡大すると予想する企業の比率は漸落 してきた

が、1977年 度以降60%前 後で保合気味 となっている。

拡大 を予想す る事業体

1979年 度 調 査

1978年 度 調 査

1977年 度 調 査

1976年 度 調 査

1975年 度 調 査

59.5%

60.6%

59.6%

66.7%

71.5%

拡 大 を予 想 す る各 社 の拡 大 率 につ い て、「わ か ら な い」 とい う回 答 を除 き、「減 少 」 を 「マ イナス1

倍 」、 「5倍 以 上 」 を 「6倍 」 と して平均 を と る と、 全 産 業 平 均 で5年 後 に、 現 シス テ ム 規模 の1。8

倍 に な る と予 想 さ れ、1976年 度 か ら1978年 度 まで の3年 連 続 同 比 率 か らや や 下 降 した。

5年 で1.9倍 と は、 平 均 年 率12.5%増 の割 合 で あ る。

5年 後 の規 模

1979年 度 調 査

1978年 度 調 査

1977年 度 調 査

1976年 度 調 査

1975年 度 調 査

1.8倍

1.9倍

1.9倍

1.9倍

2.2倍

また、予想拡大率 を業種別に見ると、業種 によって大 きな差がある。

拡大率の高い業種

医 療 業

電力 ・ガス事業

印刷業 ・同関連業

小 売 業

金 融 業

拡大率の低 い業種

新聞業 ・出版業

5年 後 の平均 予 想 拡 大 率

2.3倍

2.2倍

2.2倍

2.1倍

2.0倍

L4倍
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放 送 業

5年後の予想規模

1.4倍

(%)

5年 後 回 減 変 2 3 4 5 5 わ

規模 竺口 や 倍 か

調査
ムロ

ら

な 以
ら

な

年度 計 少 い 倍 倍 倍 倍 上 い

1979 1,258(100.0%) 1.0 26.8 49.0 8.7 0.2 0.5 1.0 12.7

1978 1,344(100.0%) 0.4 24.0 48.0 9.6 0.9 0.9 1.1 15.0

1977 1,368(100,0%) 1.1 24.2 47.7 8.6 1.1 1.0 1.2 15.1

1976 1,116(100.0%) 0.3 15.5 52.4 11.5 1.4 1.2 1.1 17.4

1975 1,265(100.0%) 0.5 13.4 52.1 12.6 1.9 1.8 2.5 14.6

Bコ ンピュー タ ・セ ッ ト保有 状況(巻 末9-1-2～9-1-4表)

1社 当 りの保 有 セ ッ ト数 は 、全 産 業 平 均3.5セ ッ ト(ミ ニ コ ン、オ フ ィ ス ・コ ン ピ ュー タ等 を含 む)

で 、 ミニ ・コ ン ピ ュー タお よ び オ フ ィ ス ・コ ン ピュ ー タ等 を除 い た汎 用機 の保 有 セ ッ ト数平均 は2.8

セ ッ トとな っ て い る。保 有 セ ッ ト数 は 調査 年 に よ る サ ンプ ル の 構 成 に よ り必 ず しも連 続 した傾 向

を示 な い点 に注 意 され た い。

調査年度 回 答 数 平均保有セ ット数

1979 1,258 2.8

1978 1,344 3.2

1977 1,370 2.0

1976 1,189 2.4

1975 1,401 8.3

C入 力 システム の現 状 と将来(巻 末9-1-5--9-1-6表)

インプット方式 について現状 と将来計画を比較すると、明 らかにパ ンチ方式が減 りキーイン方式

とOCR方 式が増 える傾向がうかがえる。
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多重回答

回

答

実

数

ノξ

ン

チ

方

式

キ

↓

;
式

O

C

R

方

式

O

M

R

方

式

M
I
C
R
方
式

そ

の

他

1979年

度現在

社 数

%

1,247

100.0

LO48

84.0

658

52.8

237

19.0

306

24.5

55

4.4

58

4.7

5年 後
社 数

%

1,213

100.0

680

56.1

961

79.2

566

46.7

264

21.8

82

6.8

112

9.2

Dコ ン ピュー タ使 用 時間(巻 末9-1-7表)

調査年度別のラン時間を下表 に掲げる。

調

査
年
度

回

答
社
数

総
平
均
時
間

1979 1,271 196.4

1978 1,350 203.2

1977 1,336 198.6

1976 1,094 210.1

1975 1,395 166.6

Eコ ンピュ ータ部門 の運 用経 費(巻 末9-1-8・-9-1-9表)

◇ 業種 別 集 計

周 辺 記 憶 装 置 あ る い は端 末機 器 の 増 加 傾 向 に対 し、 そ の実 態 を把 握 す る ため 、73年 度 調 査 か ら機

械 設 備 関 係 費 を レ ン タル使 用 、 買 取 使 用 の各 々 につ き、CPU費 、周 辺 装 置 費(除 記 憶 装 置)、周 辺

記 憶 装 置 費 、 末 端 装 置 費 の4項 目 に細 分 し て調査 して い る。

運 用経 費 中 、 機 械 設 備 費 合 計 は全 経 費 に対 し全 産 業 平 均47.7%(1978年 度 調 査 で は48.8%)で 、

これ に人 件 費25.7%(1978年 度 調 査 で は27.5%)を 加 え る と73.4%に 達 し、全 経 費 の 大 半 を 占 め る。

機 械 設 備 費 を100と す る と き、CPU費 は 全 産 業 平 均 で32.5%で あ り、周 辺 装 置 、 周 辺 記 憶 装 置 、

オ ン ラ イ ン端 末 装 置 は各 々12.4%,11.0%,27.5%を 占 め る。
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月 間経 費 対 月商 比率 は 全 産 業 平均1,000分 の3.66(1978年 度 調 査 で1,000分 の3.00)で 、1976年 度 で

は低 下 した が再 び増 加 の 気 味 が あ る。

従 業 員1人 当 た りの 月 間 コ ンピ ュ ー タ経 費 は、 公 務 を除 く全 産 業 平 均16,800円 で1978年 度 調査 と

同 じで あ る。

◇ 調査年別集計

各年の金額値 そのものは、サンプルの構成差のため、単純 に比較することはで きない点 に注意さ

れ た い。

(月 額 、千 円)

調査年度 回答数 人 件 費 機械設備費 消耗品費 外 注 費 そ の 他 総 計

1979
1,150

9,631.5
(25.7%)

17,899.7
(47.7%)

2,884.1
(7.7%)

4,790.2
(12.8%)

2,295.0
(6.1%)

37,800.5
(100%)

1978 1,240
9,592.8

(27.5%)
17,036.7
(48.8%)

2,580.4
(7.4%)

3,805.5
(10.9%)

1,866.4
(5.4%)

34,881.8
(100%)

1977 1,252
9,104.8

(27.1%)
16,429.4

(48、9%)

2,734.8
(8.1%)

3,796.9
(11.3%)

1,515.6
(4.5%)

33,581.5
(100%)

1976 698
7,605.3

(28.0%)
14,073.7
(51.7%)

2,097.8
(7.7%)

2,525.2
(9.3%)

1,110.7
(4.1%)

27,205.2
(100%)

1975 751
6,747.4

(27.0%)
12,176.1
(48.7%)

2,093.5
(8.4%)

3,083.3
(12.3%)

913.6
(3.7%)

25,014.1
(100%)

Fコ ンピュータ運用経費指標の企業規模別水準

◇ 月間経費対月商の比(A指 数 ということにす る)が 、企業の年商規模の大小によりどのように変

化 しているかを示 したのが後出のA指 数表である。年商50億 円未満の例は、情報処理サービス業が

多 く、一般企業の経費水準の参考とはならない。A指 数は、年商規模 が大 きい企業ほど低 くなって

いる。

◇ 次 に、従業員1人 当たり月間コンピュータ経費(B指 数 とい うことにす る)が 、企業の従業員

数規模の大小によりどのように変化 しているかを示 したのが次のB指 数表である。

従業員数300人 未満の例は、情報処理サービス業、ソフ トウェア業が多 く、一般企業の経費水準 の

参考とはならない。

ここでも規模の利益はほぼ明らかでB指 数は、従業員規模が大 きい企業ほど低 くなる傾向が見 ら

れる。
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A指 数 表 年 商規 模 別 ・コ ン ピュ ー タ経 費

年商規模
(億円)

一

〇
億
円
未

一

〇

～

三

三

〇

～

五

五
〇

⊥

○

δ
○

↓
6

三

〇
〇
～
五
〇

五

〇

〇-
1'

○

○

二

8三
〇 〇
10

三

〇 五
〇'
○O
lO

五

〇
〇
〇 以
億

総

平

均
満 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 円 上

〔月間経費 対月商 比〕

バ ッチ ・ 社 数 41 44 43 108 135 32 31 10 1 2 447

ユ ー ザ ー 平均比 1/1000 472.81 47.82 11.78 6.76 3.78 2.77 1.73 1.41 L57 0.83 2.91

オ ン ラ イン ・ 社 数 16 16 6 21 71 47 60 71 30 32 370

ユ ー ザ ー 平均比 1/1000 831.92 482.23 191.84 87.64 15.79 5.30 4司8 3.15 3.19 2.85 3.83

享

全 ユ ー ザ ー
社 数

平均比 1/1000

61

607.90

62

142.29

54

31.87

142

18.41

230

7.93

88

4.16

103

3.45

86

2.82

32

3.11

34

2.63

892

3.66

*全 ユ ー ザ ー には 、バ ッチ ・ユ ー ザー 、 オ ンラ イ ン ・ユ ー ザ ーの 他 に オ フラ イ ン ・ユ ー ザ ー を含 む(オ フ ライ ン ・

ユ ー ザ ー のみ の集 計 は繁 を さけ るため 表 示 して いな い)

B指 数表 従 業 員数 規 模 別 ・コン ピュー タ経 費

従業員数規模 一 一 三 五 一
三 五 一

(人) ○ ○ ○ ○
、 、 一 ○ 総

○ ○ ○ 〇 一 〇 三 〇 五 ○ ○ 、

～ ～ 1' ○' ○' ○' ○ 平
人 三 五 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 以
未 ○ ○ ○ 10 10 10 ○ 均
満 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 人'上

〔従業員1人 当 月間経費〕
バ ッ チ ・ユ ー ザ 社 数 79 125 78 118 87 10 8 2 507

一 平 均 千 円 169.6 32.2 9.8 7.6 7.5 4.6 7.3 10.6 10.7

オ ン ラ イ ン ・ 社 数 23 41 34 68 158 62 58 38 482

ユ ー ザ ー 平 均 千 円 700.5 165.8 51.6 43.5 27.7 17.5 12.0 14.7 18.3
*

全 ユ ー ザ ー 社 数 100 181 120 210 270 78 68 40 1,073

平 均 千 円 297.8 60.5 22.1 20.5 20.0 15.4 11.31 14.6 16.8

*全 ユ ーザ ー に は、 バ ッチ ・ユ ーザ ー 、 オ ン ライ ン ・ユ ーザ ー の他 に オフ ライ ン ・ユ ーザ ー を含 む(オ フ ライ ン ・

ユ ーザ ーの み の集 計 は繁 を さけ るた め表 示 して い な い)

◇ バ ッ チ ・シ ス テ ム ・ユ ー ザ ー と オ ン ラ イ ン ・シ ス テ ム ・ユ ー ザ ー と を 比 較 す る と 、 従 業 員1人

当 た り の 経 費 は 両 シ ス テ ム で 大 差 が あ り オ ン ラ イ ン ・シ ス テ ム の ほ う が 単 位 経 費 は 高 く(全 産 業 総 平

均 で バ ッ チ ・ユ ー ザ ー10,700円/1人 、 オ ン ラ イ ン ・ユ ー ザ ー18,300円/1人),月 間 経 費 対 月 商 比

で も バ ッ チ ・ユ ー ザ ー と オ ン ラ イ ン・ユ ー ザ ー の 差 は 相 当 開 い て い る(バ ッ チ ・ユ ー ザ ー2.91/1,000

オ ン ラ イ ン ・ユ ー ザ ー3.83/1,000)。

Gコ ン ピュー タ運 用経 費指 標 の年 次 変化(巻 末9-1-10～9-1-11表)

◇ 参 考 の た め、 全 ユ ー ザ ー につ い て の経 費 指標 が最 近9年 間 で 、 どの よ うに推 移 して い る か を示

した の が 下 表 で あ る。

従 業 員1人 当 た りの経 費 は1974～1975年 、1976～1977年 で急 上 昇 して い る。
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コンピュータ部門運用経費月額の月商 に対する比率

調

査

年

度

回

答

社

数

1月

雪 間

霞 孟

1月

1§
嵩 高 巴

月
間(

餐/1
月100
商)

1979 892 31,382 .8,565 3.66

1978 994
-

29,676 9,884 3.00

1977 988 26,535 8,895.1 2.98

1976 878 26,208 10,057.2 2.60

1975 951 22,677 6,549.4 3.46

1974 825 17,355 5,516.3 3.14

1973 806 17,526 8,386.2 2.08

1972 845 18,469 7,・047.8 2.62

1971 231 17.,184 8,639.0 1.99

'(注)
コ ンピ ュー タ経 費 合 計 と月商 の双 方 と も記 入 の あ った回 答 につ い ての集 計 で あ る。

従業員1人 当たりのコンピュータ部門運用経 費月額(公 務 を除 く全産業平均)

調

査

年

度

回

答

社

数

1月

彗 間

舞 孟

1従

彗 業
た

鍼 ε・

月
間
経_
費 千
/円
人)

1979 1,073 38,499 2,286 16.8

.

1978 1,171 36,027 2,145 16.8

1977 1,178 34,654 2,215 15.6

1976 1,036 31,272 2,694 11.6

1975 1,165 26,421 2,477 10.6

1974 1,029 20,899 2,679 7.7

1973 ,974 20,164 2,596 7.7

1972 1,048 20,104 2,886 6.9

1971 277 23,737 6,197 3.7

(注)コ ンピュー タ経費合計 と従業員の双方 とも記入のあった回答 についての集計である。

Hコ ン ピ ュ ー タ 要 員 と 待 遇(巻 末9-1-12～9-1-16表)

要 員 数 は 、1事 業 体 当 た り総 平 均37.1人 で管 理 職1人 当 た りの人 員 構 成 は 、 庶 務 そ の他1.4人 、パ

ンチ ャ ー1.6人 、オ ペ レ ー ター1.2人 、 プ ロ グ ラマ ー3.1人 、SE1.9人 と な っ て い る。

◇ 調 査 年 度 別1社 当 た り コ ン ピュ ー タ社 内 要 員 数
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職種

調査年度

庶

務
そ
の

他

ノ寸

ン

チ

ヤ

|

ズ

ヤ

7

ご

多

子

S

E

管

理

職

合
計

人

数

直
答
社
数

1979
5.0

(1.4)

5.9

(1.6)

4.2

(1.2)

11.4

(3.1)

6.9

(1.9)

3.6

(1.0)

37.1 1,221

1978
5.0

(1.5)

5.7

(1.6)

4.5

(1.3)

13.1

(3.8)

5.3

(1.5)

3.4

(1.0)

37.1 1,319

1977
5.2

(1.5)

6.3

(1.8)

5.0

(1.4)

10.6

(3.0)

6.8

(1.9)

3.5

(1.0)

37.5 1,330

1976
5.8

(1.7)

7.1

(2.1)

5.3

(1.6)

10.8

(3、2)

6.5

(1.9)

3.4

(1.0)

39.2 1,187

1975
10.1

(1.7)

10.0

(2.4)

6.8

(1.6)

10.4

(2.9)

7.7

(1.8)

3.7

(1.0)

42.6 1,397

◇ 全産業平均の給与年度別推移は下表のとおりである。

(単位 千円)

職種

調査
年度

パ ンチ ャー オ ペ レ ー ター プ ロ グ ラマ ー SE

給 与
-対前 年 比

給 与 対前年比 給 与 対前年比 給 与 対前年比

1979
107.1 十5.8

(+5.7%)

134.4 十9.0

(+7.2%)

158.6 十8.7

(+5.8%)

200.4 十10.9

(+5.8%)

1978
101.3 十3.8

(+3.9%)

125.4 十7.8

(+6.6%)

149.9 十10.9

(+7.8%)

189.5 十12.9

(+7.3%)

1977
97.5 十3.0

(+3.2%)

117.6 一1
.0

(-0.8%)

139.0 十9.7

(+7.5%)

176.6 十6.1

(+3.6%)

1976
94.5 十7.9

(+9.1%)

118.6 十13.9

(+13.3%)

129.3 十10.5

(+8.8%)

170.5 十20.3

(+13.5%)

1975
86.6 十1.1

(+1.3%)

104.7 一8
.5

(-7.5%)

118.8 十13.6

(+12.9%)

150.2 十19.8

(+15.2%)

職務手当の平均 (千円)

調査年度 回 答 社 職務手当記入数 パ ンチ ャー オペ レー ター プログラマー SE

1979 1271 260(205%) 38 129 77 152

1978 1 350 304(22 5%) 4 4 11 4 9 1 16 2

1977 1 375 315(22 9%) 4 2 10 0 9 3 15 8

1976 1 197 323(27 0%) 6 7 15 2 16 3 32 4

1975 1 401 374(26 7%) 7 5 12 0 9 4 23 6
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(時 間)

調査年度
庶務 その他 パ ンチ ャー オペ レー ター プログラマー SE 管 理 職

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女

1979

1978

1977

1976

1975

13

14

12

12

12

9

5

7

0

0

6

5

6

3

4

0

9

1

7

2

22

16

15

8

4

3

7

8

5

6

6

6

6

4

4

6

3

8

5

0

18

19

18

14

17

5

4

3

5

0

8

8

8

4

4

1

4

1

6

5

20

21

19

19

19

8

2

4

5

3

8

9

8

5

6

1

1

8

5

5

22

22

19

19

18

8

1

8

1

3

12

10

11

5

5

0

3

8

3

1

21

21

20

6

8

3

8

4

7

0

22

17

9

3

3

1

4

3

5

0

1被 派遣 要 員 と費用,外 注 パ ンチ単価(巻 末9-1-17～9-1-20表)

◇ ア ン ケ ー ト回収 社 総 数1,230社 中429社 が 、外 部 か ら の派 遣 要 員 を うけ入 れ て い る。 全 産 業 平 均

で被 派 遣 要 員 の1社 当 た り平 均 人 数 は パ ンチ ャー5.7人 、 オ ペ レー ター6.3人 、フ.ログ ラマ ー3.0人 そ

の他 で あ っ て1社 当 た り平 均 の被 派 遣 要 員 総 数 は17.5人 とな る。

派 遣 元 へ の支 払 いは1日 当 た り、 パ ンチ ャ ー11万5,000円 、オペ レー ター15万8,000円 、プ ロ グ ラ マ

ー17万3
,000円 、SE24万5,000円 とな っ て い る。

◇ 外 注 パ ンチ の1字 当 た り単 価 平 均 は 、 全 産 業 平均 で数 字 が30.8銭(1978年 度30.0銭)、 英 字 が40

.6銭(同40.1銭)、 カ ナ が52.9銭(同52.7銭)と な っ て い る。

(銭)

調

査

年

度

数

・

字
(A)

英

字
(B)

カ

ナ

(C)

算
術
平
均

/A+B+C、

k3ノ

平
均
単 外
傾 注
で の

と
き

1979 30.8 40.6 52.9 41.4 36.0

1978 30.0 40.1 52.7 40.9 33.9

1977 30.1 39.7 53.1 41.0 33.0

1976 28.4 37.7 51.0 34.7 33.4

1197・1…1…1姐 ・
…1一 1

Jコ ン ピュー タ教 育費 用(巻 末9-1-21表)

◇ コ ン ピ ュー タ要 員 の教 育 費 用 は 、 全 産 業 平均 で 年 間107万8,600円(前 年92万2,000円)、 要 員1

人 当 た りに引 き直 す と24万9,000円(前 年20万1,000円)と な る。

一 般 社 員 の コ ン ピュ ー タ教 育 費 用 は 、 全 産 業 平 均 で年 間124万9,100円(前 年117万5,200円)、 従 業

員1人 当 た りに引 き直 す と300円 程 度 にす ぎな い。
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コンピュータ関連教育費用

対象

調査年度

コ ンピュ ー タ部 門 要 員 一 般 社 員

要

員

教

育

費

記

入

教

;
当
た
り
平
均

璽
千

旦

教
育

費

要
員
数
双
記
入
数

天
当
た
り
平
均

璽
千

旦

社

員

教

育

費

記.

人

数

豆
当
た
り
平
均

璽
千

旦

教教
育費

従
業
員
数
双
記
入

天
当
た
り
教
育

費
千

旦

1979 543 1,078.6 537 24.9 258 1,249.1 257 0.3

1978 570 922.0 569 20.1 266 1,175.2 266 0.3

1977 585 928.6 581 18.1 299 1,056.1 297 0.3

1976 576 1,097.1 569 20.9 240 956.7 235 0.2

K適 用業務(巻 末9-1-22表)

適 用 業務 の 各 分 野 につ い て、1979年 まで に そ れ らの 業 務 を コ ン ピ ュ ー タ化 した企 業 の総 数 を100

と す る と き、 計 算 ・集 計 業 務 を コ ン ビュ ー 化 した社 数 は78.5%で 、 解 析 ・予 測 ・計 画 業務 を コ ン ピ

ュ ー タ化 した社 数 は21.5%と な っ て い る。

これ に対 し、 今 後3年 間 に計 画 中 の 業務 につ い て は 、計 算 ・集 計 業 務 を コ ン ピュ ー タ化 しよ う と

す る回 答 は 全 計 画 回 答 社 の42.9%、 解析 ・予 測 ・計 画 業 務 の コ ン ピ ュ ー タ化 計 画 社 数 は57.1%で 、

適 用 業 務 の 高 度 化 を示 唆 して い る。

適用業務項目の傾向

調査年度
現在 までにコンピュー タ化 した業務項 目 今後3年 間 に計画中の業務項 目.

計算 ・集計 解 析 ・予 測 ・計 画 合 計 計算 ・集計 解析 ・予 測 ・計 画 合 計

1979

1978

1977

1976

1975

78.5

79.1

78.7

72.9

75.8

21.5

20.9

21.3

27.1

24.2

100%

100%

100%

100%

100%

42.9

46.4

54.4

50.4

52.0

57.1

53.6

45.6

49.6

48.0

100%

100%

100%

100%

100%

Lス ル ー プ ッ ト ・タ イム と平均 ジ ョブ数(巻 末9-1-23表)

全 産 業 平 均 で は 、1社1日 の 平均 ジ ョブ数 は125.3(79年 度 調 査 で114.5)で 、ス ル ー プ ッ ト ・タイ

ム は1分 以 内 、3分 以 内 、.5分 以 内 、10分 以 内 、30分 以 内 の5段 階 に ほ ぼ集 中 して い る。

1日 平均 ジ ョ ブ数 の 多 い 業 務 と して は、 生 命保 険 業(503.3)、 損 害 保 険 業(335.3)、 電 力 ・ガ ス事 業

(391.3)、 情 報 処 理 サ ー ビス 業 ・ソ フ トウ ェ ア業(242.9)、 な ど をあ げ る こ と がで きる。
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スル ー プ ッ ト ・タ イム 別,1日1社 当 りジ ョ ブ数 平 均

調査年度 1分 以内 3分 以内 5分 以内 10分 以内 30分 以内 1時間以内 3時 間以内 5時間以内 5時 間以上 合 計

1979年 度 367 240 184 195 178 55 2.4 05 0.5 125.3

% (29 3) (19 2) (14 7) (15 5) (14 2) (4 4) 1.9 0 4 0.4 (ioO.0)
1978年 度 30 5 23 1 18 4 17 6 16 7 4 6 2.2 0 7 0.7 114.5

% (26 6) (20 2) (16 0) (15 3) (14 6) (4 1) (2.0) (0 6) (0.6) (100.0)

1977年 度 28 4 20 9 16 1 16 2 15 7 4 9 2.3 0 8 0.7 105.8

% (26 8) (19 8) (15 2) (15 3) (14 8) (4 6) (2.2) (0 5) (0.7) (100.0)
1976年 度 24 2 19 9 14 2 16 8 15 4 5 0 2.5 0 4 0.6 99.4

% (24 3) (20 0) (14 3) (16 9) (15 5) (5 0) (2.5) (0 4) (0.6) (100.0)
1975年 度 12 2 13 0 9 3 11 8 11 1 4 3 1.8 0 6 0.5 65.0

% (18 8) (20 0) (14 3) (18 2) (17 1) (6 6) (2.8) (0 9) (0.8) (100.0)

M使 用言語

ア セ ン ブ リー 言 語 使 用 比 率 が漸 減 し、COBOL,PL/1使 用 割 合 が漸 増 して い る。

使用
言語

調査年度

シ ンボ リッ ク言 語

(%)

コ ンパ イ ラー言 語(%) 機
械
語
お
よ
び

特

殊一言%

語)

回

答_

三
社○

○
%

数)

毛

チ
リ

↓藷

ジ

干
不

レ

|

タ

A

L

G

O

L

F

O
R

T

R

A
N

C

O

B

O

L

P

L

/

1

そ

の

他

1979 15.6 2.1 0.1 7.2 59.9 4.3 8.1 2.7 1,222

1978 16.6 2.2 0.1 7.4 59.4 3.4 8.2 2.7 1,306

1977 19.6 2.3 0.3 7.3 55.3 3.1 9.3 2.9 1,338

1976 21.7 2.8 0.1 8.2 53.7 3.9 6.7 2.4 1,179

1975 26.4 3.4 0.1 7.5 50.6 2.7 6.5 2.4 1,351

オ ン ラ イ ン ・ユ ー ザ ー とバ ッチ ・ユ ー ザ ー を比 較 す る と次 の通 りで 、 アセ ン ブ リー 言語 とCOB

OLお よびPL/1の 使 い方 に大差 が あ る。

使用言語

1979年 度

シンボ リッ ク言語(%) コ ンパ イ ラー 言語(%) 機

械
語 ・

お
よ ・
び

特,殊
一

∋%暴
一

口口

ζ

参
り

↓謡

ジ

エ

ネ

レ

|

タ

A

L

G

O

L

F
O
R
T
R
A
N

C

O

B

O

L

P

L

/

1

そ

の

他

オ ンラ イ ンユ ー ザ ー 22.7 2.3 0.2 7.4 51.8 7.5 6.9 1.2

バ ッ チ ユ ー ザ ー 9.2 2.0 0.0 7.8 66.4 1.5 9.3 3.8

(79年 度 調査).
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Nシ ステ ム監 査実 施 状況(巻 末9-1-24～9-1-25表)

◇ 実 施 状 況

コ ン ピュ ー タ ・シス テ ムの 規 模 別 に シ ス テ ム監査 の 実 施 状 況 をみ る と、超 大型 シス テ ム で は54 .3

%、 大 型 シス テ ム で は25.8%、 中 型 シ ス テ ム13.7%、 小 型 シス テ ム8.3%と な っ て い る。

ま た、 コ ン ピ ュ ー タ ・シ ス テ ム の モ ー ド別 にみ る と、 シス テ ム監 査 を実施 して い るの は 、 オ ンラ

・イ ン ・シス テ ム が145事 業 体
、バ ッチ ・シ ス テ ムが56事 業 体 、 オ フ ラ イ ン ・シ ス テ ム が16事 業 体 と な

っ て い る。

◇ シ ス テ ム監 査 の実 施 主体

シ ス テ ム監 査 を誰 が行 った か にっ い て は 、 公 認 会 計 士 に よ る シス テ ム 監査 の み を受 け た の が51.3

%、 内 部 監 査 人 に よ る シス テ ム監査 の み を実施 して い るの が42.0%で 、 この 両 者 で過 半 数 を超 え て

い る。

シ ス テ ム監 査 人 を置 い て シ ス テ ム監 査 を実施 して い る の1#1、27事 業体 で11.9%と ま だ 少 な い。

システム規模別 ・システム監査経験

主力機械
あ

る

な

い

合

計

超 大 型 社 数
%

25

54.3

21

45.7

46

100.0

大 型 社 数
%

92

25.8

264

47.2

356

100.0

中 型
社 数

%

80

13.7

502

86.3

582

100.'0

小 型 社 数

%

16

8.3

176

91.7

192

100.0

超 小 型 社 数

%

3

9.1

30

90.9

33

100.0

オ フ ィ ス ・コ ン ピュ ー タ
社 数

%

0

0.0

3

100.0

3

100.0

ミ ニ ・ コ ン ピ ュ ー タ
社 数

%

0

0.0

7

100.0

7

100.0

そ の 他
社 数

%

0

0.0

3

100.0

3

100.0

総 計 社 数

%

216

17.7

1,006

82.3

1,222

100.0

監 査 担 当 者 (多重回答)

実1内
《

監 公 そ 延

部 言刃

回 テ 陳じ、 べ

監 ム 査 公 の
答 木 監 合且 査 計

業 種 数 人 人 役 士 他 計

全 産 業 計 社 数 226 95 27 25 116 33 296

% 100.0 42.0 11.9 11.1 51.3 14.6 131.0
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第3章 オ ンライン化調査

第9部 集計表参照

1973年 版より新設 したオンライン化調査 においては、

① センターCPUが 自社内に所在するのか、あるいは他の事業体 に所在するCPUに 自己の端

末機 を接続するのか、CPUと 端末機の所在、接続関係 を調査 して興味ある結果を得た。

② 諸種の端末機使用の現況 と将来の使用予定を調査 して、端末機 の利用傾向を明 らかにした。

③ 各種通信回線使用の現況 と将来の使用予定を調査 して、オンライン化動向の基礎資料 を得た。

④ データ伝送方式、回線制御方式等 を調査 して、 オンライン化の技術的側面を観察 した。

〔調査項目〕

オンライン化調査における調査項目は次の通 りである。

① 各種端末機利用の現況 と予定

② 使用通信回線数の現況 と予定

③ 通信回線使用時間

④ 特定通信回線利用の態様

⑤ オンライン方式CPU構 成、 ファイル構成、データ伝送方式、通信制御方式

⑥ トランザクション量の現状と将来の増加予想

⑦ 記録通信設備利用の現況 と予定

〔調査対象〕

当協会調査 による、1979年9月 現在で外部通信回線(日 本電信電話公社の回線 または私設回線 を

いう。構 内回線 を除 く)を 利用 し、かつ自己のコンピュータを保有 してオンライン ・システムを実

施 している事業体 のみを調査対象とす る。

対象数1,739社 、回収数566社 、回収率32.5%で あった。

〔調査時点〕

本調査は、1979年 の9月30日 を調査時点 とし、調査票 を同年11月10日 発送、1980年1月15日 に回

収 を締め切った。

〔回答事業体の規模〕

.資本金平均124億2,790万 円/年 商平均1,936億8,330万 円/従 業員数平均4,305.1人

〔集計表〕
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巻 末9-2-1～9-2-30表 に 掲 げ る 。

Aセ ンターCPUと 端 末機 の設 置 ・接 続関係(巻 末9-2-1～9-2-6表)

わ が国 の オ ン ラ イ ン化 方 式 を、機 器 の設 置 ・接 続 関 係 に よ っ て分 類 す れ ば 、 次 の3方 式 に分 か れ

る。

(1)自 社 設 置 のCPUと 自社 設 置 の端 末 機 を回 線 で接 続 して オ ン ライ ン処 理 を行 う場 合

(2)他 社(親 会 社 、子 会 社 、 共 同 セ ン ター 、 民 間 計 算 セ ン ター を含 む)設 置 のCPUと 自社 設 置

の 端 末 機 を回 線 で接 続 して オ ン ライ ン処 理 を行 う場 合

(3)電 電 公社 設 置 のCPUと 自社 設 置 の 端 末機 を回 線 で接 続 して オ ン ラ イ ン処 理 を行 う場 合

(注:設 置 に は 、 買 い取 り、 レ ン タ ル また は リー ス使 用 を含 む)

な お(1)、(2)、(3)の 各 ケ ー ス は あ る1事 業 体 で重 複 して採 用 され る こ と が あ る か ら、 オ ンラ イ ン化

方 式 の 可 能 な組 み 合 わ せ ば7種 類 と な る。

基 本 的 な3方 式(他 の 方式 の 重 複 使 用 の 有 無 を問 わ な い と き)の 採 用 状 態 を見 る と、 全 産 業 平 均

で 上 記(1)方 式 が97.2%(前 年95.2%)、(2)方 式 が10.7%(前 年10.4%)、(3)方 式 が3.9%(前 年8.1%)と

な っ て い る。

これ に対 し、(1)方 式 の み を採 用 す る割 合 は 同 じ く全 産 業 平 均 で86.0%(前 年82.5%)、(2)方 式 の み

の 採 用 は1.8%(前 年1.8%)、(3)方 式 のみ の 採 用 は0.7%(前 年2.8%)で あ っ て,ま だ 単 独 方 式 が 圧

倒 的 に多 い。

センターCPUの 所在(現 在)(%)

調 回 オ ン ラ イ ン 化 社

査 答
端Cる
末Pシ

端Cる
末Pシ

端袖 続
末 のす

延

機Uス 機Uス 機Cる べ

年 実 が にテ
自接 ム

が にテ
他 接 ム

がPシ
電Uス 合

社続 社続 電 にテ
度 数 の す のす 公 接ム 計

1979 541(100.0%) 97.2 10.7 3.9 111.8

1978 434(100.0%) 952 10.4 8.1 ll3.6

1977 429(100.0%) 94.9 10.3 5.4 llO.5

1976 333(100.0%) 92.8 11.4 11.4 115.6

1975 264(100.0%) 94.3 13.6 13.6 121.6

i接続 す る他 の セ ン ター(自 社 、 公 社 以 外)の 種 別

全 産 業 平均 で 自社 の端 末 を接 続 す るセ ン ター種 別 は、1979年 で は子 会 社(33.0%)、 独 立 営 業 セ ン

ター(15.5%)、 同 業 共 同 セ ン ター(15.0%)の 順 で あ る が、5年 後 に は子 会 社(44.9%)、 同 業 共 同

セ ン ター(21.4%)、 親 会 社 と独 立 営 業 セ ン ター(13.3%)に な る と予 想 され て い る。
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本調査 はコンピュー タ保有事業体 を対象 とするものであるから、独立営業センターに関 してはこ

の項 目の調査結果はその一般的な住置づけを示すものではないが、独立営業センターがこの調査で

3位 以内に進出 して きたのは1978年 度調査以来である。

センターCPUの 複合利用状況(現 在)(%)

自 社

CPU

他 社

CPU

公 社

CPU

自社 と他社

のCPU

自社 と公社

のCPU

他社 と公社

のCPU

自社 と他社 と

公社のCPU
合 計

調査年度

1979 86.0 1.8 0.7 8.3 2.6 0.2 0.4 541(100.0%)

1978 82.5 1.6 2.8 7.8 4.4 0.5 0.5 434(100.0%)

1977 84.8 3.0 2.1 6.8 2.8 10.0 0.5 429(100.0%)
1976 78.4 2.7 42 7.5 6.0 0.3 0.9 333(100.0%)

1975 75.0 3.4 2.3 8.0 9.1 0.0 2.3 264(100.0%)

接続 する他 のセンター(自 社,公 社以外)の 細分類 (多重回答)

親 子 系 同 独 そ 延 回
列 業 立

会 会

共
同
セ

共
同
セ

営
業
セ

の

べ 答

ン ン ン 合 実
タ タ タ

調査年度 社 社 1 | | 他 計 数

現 在% 13.9 33.7 8.0 15.0 15.5 32.1 118.2 187(100.0%)
1979

5年 後% 13.3 44.9 13.3 21.4 11.2 29.6 133.7 196(100.0%)

現 在% 11.7 32.7 62 16.7 20.4 25.9 113.6 162(100,0%)
1978

5年 後% 11.4 40.5 10.8 19.0 17.1 24.7 123.4 158(100.0%)

1977
現 在%

5年 後%

17.4

15.9

29.0

36.6

10.0

8.3

13.5

172

16.8

15.9

21.3

22.8

108.4

116.6

155(100.0%)

145(100.0%)

1976
現 在%

5年 後%

18.l

l7.3

35.3

44.5

9.5

11.8

16.3

20.9

11.2

8.9

26.7

21.8

117.2

124.5

116(100.0%)

110(100.0%)

現 在% 11.6 24.4 5.8 15.1 12.8 30.2 86(100.0%)
1975

5年 後% 10.3 29.0 10.3 17.8 9.3 23.4 107(100.0%)

(注)1976年 度以降 とそれ以前では、百分比の算出基礎 がちが うので、直接比較 はで きない。

B端 末機の利用状況 と5年 後の利用予定(巻 末9-2-7～9-2-12表)

各種の端末機 を、自社のCPUに 接続す るもの、他社のCPUに 接続するもの、電電公社のCP

Uに 接続するもの、その合計(全CPU)と に分類 し、1979年 の利用台数と5年 後の利用予定台数

を調査 した。なおインテリジェン ト端末 とノン ・インテリジェント端末に分けて調査 している。
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全 産 業 の 全CPUに 対 す る全端 末 機 利 用 状 況 の 現 在 と5年 後 の 利 用 予 定 を比較 す る と、 総 台 数 に

お い て1社 当 た り153.9台 か ら193.7台 と増 加 す る。 そ の 質 が 向上 す る こ と も い う まで も な い。

端 末 合 計 台 数 で み て、 ノ ン ・イ ンテ リ ジ ェ ン ト端 末 と イ ンテ リジ ェ ン ト端 末 の 比 は、 現 在69:31

で あ る が、5年 後 に こ の 比 は54:46に な る も の と予 想 さ れ て い る。

端末機のインテリジ ェン ト化 (平均台数は個別平均、分母 は各機種ごとの記入数)

K Cデ 金 紙パ キデ 出 P 予 複 そ 合

Rイ 融
テ 1ヌ 力

約 合

1979年 度 B

Tス

そ

機

関

|

プ

・ン

シク
|答

専

用

プ

O

S

用

'特

端

末
の

プ
の

他 レ

用

端

リ

1

ダ

ニカア
セ

1ッ

プ ト

リ

ン

タ

端
殊

端

制

御

装

P の イ 末 /チ グ | 末 末 置 他 計

ノ テ ン

ン リ ト

イ ジ

記 入 社 数

業 種 毎 合 計 台 数

200

8,476

293

0,656

76

28,173

80

1,945

26

253

178

4,323

4

44

1

200

61

1,271

92

2,009

(449)

57,350 68.9%

ン エ 機種毎1社 当平均台数 42.4 36.4 370.7 24.3 9.7 24.3 ll.0 200.0 20.8 21.8 127.7

現
イ ジ 記 入 社 数 74 93 68 18 22 34 7 1 72 49 (287)
ン エ

テ ン 業 種 毎 合 計 台 数 2,575 3,046 13,991 186 81 494 681 1,700 2,056 1,103 25,913 31.1%

リ ト 機種毎1社 当平均台数 34.8 32.8 205.8 10.3 3.7 14.5 97.3 1700.0 28.6 22.5 90.3

在
記 入 社 数 数 250 351 109 92 45 205 11 2 119 132 (541)

計 業 種 毎 合 計 台 数 1,051 3,702 42,164 2,131 334 4,817 725 1,900 3,327 3,112 83,263 100%

機種毎1社 当平均台数 44.2 39.0 386.8 23.2 7.4 23.5 65.9 950.0 28.0 23.6 153.9

ノ テ ン

ン リ ト

イ ジ

記 入 社 数

業 種 毎 合 計 台 数

88

4,519

185

11,558

36

13,354

22

441

16

68

113

3,498

7

336

1

1,421

26

931

50

2,436

(265)

38,592 53.9%

ン エ 機種毎1社 当平均台数 51.4 62.5 370.9 20.0 4.3 31.0 52.3 1421.0 35.8 48.7 145.6

5
イ ジ 記 入 社 数 55 115 64 8 14 35 5 0

'69
41 (262)

年
ン ェ

テ ン 業 種 毎 合 計 台 数 2,829 7,142 2,400 192 79 949 5,890 0 2,391 1,197 33,069 46.1%

リ ト 機種毎1社 当平均台数 51.4 62.1 193.8 24.0 5.6 27」 1178.0 一 34.7 29.7 126.2

後

記 入 社 数 127 251 79 27 27 138 12 1 87 82 (370)

計 業 種 毎 合 計 台 数 7,348 18,700 25,754 633 147 4,447 6,256 1,421 3,322 3,633 71,661 100%

機種毎1社 当平均台数 57.9 74.5 326.0 23.4 5.4 32.2 521.3 1421.0 38.2 44.3 139.7

C保 有 回線 の現 況 と5年 後の 予定(巻 末9-2-13～9-2-14表)

全産 業 平 均 で 、 特 定 回 線 、 網 回線 、私 設 回 線 の 合 計 は1社 当 り現 在49.6回 線(前 年60.5回 線)、5

年 後 に は1社 当 た り66.3回 線(前 年79.8回 線)の 利 用 が 予 想 さ れ て い る。

現 在 で は鉄 鋼 業(269.7回 線)、 金 融 業(121.2回 線)な ど が保 有 回 線 が 多 く、5年 後 の 予 想 で は生

命保 険 業(493.0回 線)、 鉄 鋼 業(191.8回 線)、 金 融業(125.2回 線)、 証 券 業(115.3回 線)な どが

保 有 回 線 が 多 い 。
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全産業平均1社 当たり回線保有数

帯 域

50100200 1.2
K

2.44.89.6
KKK

48
K

D
l

D
l
S

D
5

D
7

D

9
DI
131

IJ

31

現

在

各回答数
合 計
回 線 数

個別平均

287106

1,090832,135

38,911,920.1

106

3,987

37.6

96519

2.25726722

23.55.22.4

10

19

1.9

314

5,859

18.7

9

58

6.4

67

1,458

21.8

69

1,763

25.6

41

133

3.2

820

3177

3.93.9

41

84

2.04.0

5

年

後

各回答数

合 計
回 線 数

個別平均

7327

591211,277

8,440,347.3

48

2,690

56.0

663513

2.985524132

45,215,010.2

11

60

5.5

192

6,699

34.9

13

102

7.8

21

482

23.0

40

686

17.2

24

202

8.4

1415

5886

4.15.7

23

435

2,011.7

公 衆 DDX
私 △

電 電48 C P
口

話 信K S S 設 計

各回答数 220 58一 一 一 110 (557)
現 △ 計

在

口

回 線 数
2,664 1,303一 一 一 3,829 27,047

個別平均 12.1 22.5一 一 　 34.8 49.6

5 各回答数 135 31一 27 34 59 (367)

牛

後

合 計
回 線 数

3,309 899一 599 673 2,650 24,332

個別平均 24.5 29.0一 22.2 19.8 44.9 66.3

特定通信回線利用態様(社 数比)

調

査

年

度

自
己
単
独
使
用

共

同

使

用

他
人
使
用
の
主

他
人
使
用
の
客

延

べ

合

計

回

答

実

数

1979
現 在

5年 後
%
%

89.8

89.6

18.9

29.2

9.3

13.7

4.7

7.0

122.8

136.8

492(100.0%)
415(100.0%)

1978
現 在
5年 後

%
%

87.3

83.0

20.0

28.8

12.4

16.1

4.9

6.6

124.6

134.6

410(100.0%)
347(10q.0%)

1977
現 在

5年 後

%

%

88.1

85.6

13.7

20.7

11.4

14.7

3.8

4.5

ll7.0

125.4

395(100.0%)
334(100.0%)

1976
現 在
5年 後

%
%

86.7

81.3

14.9

24.4

11.4

10.6

1.9

3.7

114.9

119.9

316(100.0%)
246(100.0%)

1975 現 在
5年 後

%
%

81.0

70.2

9.0

18.7

7.2

6.4

2.9

4.7

279(100.0%)
235(100.0%)

(注)1976年度 とそれ以前 では、百分比の算出基礎がちが うので、直接比較 できない

D回 線 使用 時 間(巻 末9-2-15表)

全産業平均で、回線の1日 当たり実使用時間は100bqs回 線で3.0時間、公衆回線電話型で3.0時 間、

公衆回線電信型で3.5時 間であるが、お・おむね4時 間以上平均5.0時 間使用 されている。
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E特 定 通 信 回 線 の 利 用 態 様(巻 末9-2-16～9-2-19表)

全 産 業 平 均 で 自 己単 独 使 用 は現 在89.8%(前 回 調 査87.3%)で あ る が 、5年 後 に は89.6%(前 回

83.0%)と 保 合 、共 同 使 用 は現 在 の18.9%(前 回20.0%)か ら5年 後 に29.2%(前 回28.8%)に 上

昇 す る と予 想 され て い る。

他 人 使 用 の主 で あ る場 合 は現 在9.3%、 将 来13.7%で 他 人 使 用 の客 で あ る場 合 は現 在4.8%、 将 来

7.0%と な っ て い る。

Fト ラ ンザ ク シ ョン量(巻 末9-2-20～9-2-24表)

◇ 全 産 業 平均 で トラ ンザ クシ ョ ンの平 均 字 数 は330.6字 で あ り、平 均1日 の トラ ンザ ク シ ョ ン数 は

4万800、 ピー ク時 の1日 トラ ンザ ク シ ョ ン数 は6万7,000で あ る。

5年 後 の 平均 トラ ンザ ク シ ョ ンの増 大 予 想 につ い て は 、 不 明 回 答 を除 き 「5倍 以上 」 を6倍 と し

て平 均 を と る と、 全産 業 平 均 で は2.71倍 に な る と予 想 され て い る。

◇76年 度 調 査 か ら、 字 長 、 トラ ンザ クシ ョ ン数 、 両者 の積 の トラ ンザ ク シ ョン量 に関 し、 各 各 分

布 状 態 も算 出 した 。

学 長 で は 、64字 未満16.4%、64～128字23.1%、128～256字28.4%と な っ て い て 、比 較 的 短 い字 長

の こ の3種 だ け で 合 計67.9%と な る。

トランザ クション平均字長、平均 および最繁忙時の1日 トランザクシ ョン量

調

査

年

度

記

入

数

平

均

字

数

記

入

数

平 ト
ラ

均 尋

ク
ー 、

ン

日 膓

記

入

数

ピ ト

弓
ク ザ

時 ク
ー ζ

日 ン

1979 451 330.6 472 40,844.3 468 67,405.3

1978 371 327.7 384 65,593.8 376 79,928.8

1977 371 287.1 381 53,267.7 374 90,489.2

1976 293 275.1 300 42,097.6 297 70,149.2

1975 252 410.7 259 40,454.2 251 72,413.1

1日 の トラ ンザ ク シ ョ ン数 で は 、1日3,000ト ラ ンザ ク シ ョ ン未 満 が32.6%と 十 を 占 め る。

1日 の トラ ンザ ク シ 白 ン量 で は 、1日50万 字 未 満 が32.4%を 占 め る。
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GCPUと プ ア イ ル の 構 成 方 式 、 伝 送 方 式(巻 末9-2-25～9-2-28表)

CPU構 成 は74.1%がSimplex方 式 で あ り、マ ス ター ・フ ァ イ ルの ア クセ ス方 式 と して はrandom

方 式 とindexedsequential方 式 が、 とも に56.0%と な っ て い る(多 重 回 答)

ま た、 伝 送 方 式 と しては 半 二 重 式 が72.5%と 多 く、 通 信 制 御 方 式 は79.0%が ポ ー リ ン グ方 式 で あ

る。

Hフ ァ ク シ ミ リ(巻 末9-2-29表)

フ ァ ク シ ミリは 、 現 在 最 も高 い増 加 率 を示 す コ ミュ ニ ケー シ ョ ン手 段 で あ る。 国 内 用 で は 、 全 産

業 平均 で 現 在 、1社 平均 公 衆 回 線 利 用11.6台 、専 用線 利 用25.0台 を使 用 して い るが 、5年 後 に は 、

全 産 業 平 均 で1社 平均 公 衆 回 線 利 用16.3台 、 専用 線 利 用30.6台 の使 用 の ほ か デ ィ ジ タル 網 に よ る使

用 が21.1台 と予 想 され て い る。

国 際 間 フ ァ ク シ ミ リにつ い て は 、未 だ 明 瞭 な動 向 を察 す る こ とは で きな い。

1電 信 設備(巻 末9-2-30表)

コ ン ピュ ー タ ・ユ ー ザ ー に お いて も電 信 設 備 の使 用 率 は高 い。 国 内 用 で は、 全 産 業 平均 で 現 在 、

1社 平 均 加 入 網 利 用10.9台 、専 用線 利 用26.6台 を使 用 して い るが 、5年 後 に は 、全 産 業 平均 で1社

平均 加 入 網 利 用12.0台 、 専 用 線 利 用26.4台 の 使 用 の ほ か デ ィ ジ タ ル網 利 用 で19.1台 が 予 想 され て い

る。

ま た 、 国際 電 信 設 備 につ い て は 、 全 産 業 平 均 で 現 在 、1社 平 均 加 入 網 利 用3.4台 、専 用線 利 用28.5

台 を使 用 して い る が、5年 後 には 、 全 産 業 平 均 で1社 平 均 加 入 網 利 用2.5台 、専 用線 利 用61.2台 の ほ

か デ ィ ジ タル 網利 用 で5.3台 の使 用 が 予 想 され て い る。
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第4章 諸外 国の コン ピュータ設置状況

1 世 界 の汎 用 コ ンピ ュー タ設置状 況

国 名 台 数 金 額 備 考

ア メ リ カ 57,960 486億9,200万 ドル 1978年 末 現 在 、IDC調 べ 。 ミニ 、SBCは 含 ま ない

西 ド イ ツ ll,182 80億9,200万 ドル 'ノ

フ ラ ン ス 10,195

■

65億3,200万 ドル 〃

イ ギ リ ス 8,018 57億7,600万 ドル ノ'

イ タ リ ア 4,665 28億9,000万 ドル 〃

オ ラ ン ダ 2,445 15億1,000万 ド ル "

ス イ ス 1,813 13億3,000万 ドル ノ,

ス ペ イ ン 1,760 10億7,600万 ドル 〃

ス ウ ェ ー デ ン 1,054 10億2,600万 ドル 〃

ベ ル ギ ー 1,123 8億6,900万 ドル ノノ

デ ン マ ー ク 831 7億1,400万 ドル ル

オ ー ス ト リ ア 771 5億4,300万 ドル ,!

ノ ル ウ ェ ー 541 4億3,400万 ドル ノ,

ブ イ ン ラ ン ド 442 3億2,500万 ドル ノ,

ア イ ル ラ ン ド 197 1億1,800万 ドル ノノ

ポ ル ト ガ ル 157 8,500万 ドル ,1

ギ リ シ ャ 124 7,000万 ドル 〃

その他 ヨー ロ ッパ 85 6,100万 ドル
'ノ

西 ヨー ロ ッパ 全 体 45,403 314億5,100万 ドル ノノ

カ ナ ダ 8,251 一 1978年 現 在 、 カ ナ ダ情 報 処理 学 会調 べ 。 月間 レ ン タル

料1,000ド ル以 上 の もの

ブ ラ ジ ル 1,907 一 1978年 現 在 、CAPRE調 べ 。 ミニ 、SBCほ 含 ま な い

メ キ シ コ 1,080 一 1977年 末 現 在 、ア メ リカ商務 省 調ぺ 。ミニ 、SBCは 除 く
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韓 国

台 湾

香 港

フ ィ リ ピ ン

シ ン ガ ポ ー ル

イ ン ド

ォ ー ス ト ラ リ ア

175

101

550

300

198

448

1,874

一

ー

ー

ー

一

一

9億8,500万 ドル

"

1978年 末 現 在 、韓 国 科 学虚 調 べ 。 ミニ、SBCは 除 く

1977年 末 現 在 、ア メ リ カ商 務 省調 べ 。ミニ、SBCは 除 く

1978年 現 在、AsianComputerYearbook調 べ 。 ただ

し、 ミニ ・SBCを 含 む

1978年 末 現 在 、フィリピ ンNCC調 べ。ミニ、BBCを 含

む ㎡

1978年8月 末 現 在 、SingaporeComputerSociety調 べ

1978年5月 現 在

1976年 末 現 在 、IDC調 べ

ソ 連

東 欧 諸 国

11,482

3,871

39億7,900万 ドル

15億1,500万 ドル

1976年 末 現 在 、IDC調 べ

ノ!

日 本 55,626 3兆844億
'

9,900万 円

1978年 末 現 在 、通 産 省調 べ 。 た だ し ミニ お よびSBC

を含 む

2世 界 の コ ンピュー タ生産 ・輸 出入状 況

(1)欧 米主要国のコンピュータ/周 辺機器生産 ・輸出入額

生 産 輸 入 輸 出 市 場 規 模
備 考

1976 1977 1978 1976 1977 1978 1976 1977 1978 1976 1977 1978

ア メ リ カ

(100万ドル)

コンピュータ

周辺端末装置

部 品

合 計

28143

5,035.0

2,050.6

9,899.9

3,373.8

6,268.5

2,194.7

11,837.0

4082.3

7,585.0

2,655.7

14323.0

一

一

一

234.7

一

}

}

2529

一

『

}

鵠7,5

7701

1,121.0

477.6
」

2,368.7

胸 、7

1.4355

735.5

3.0557

1,226.5

1,445.7

1,526.7

4,198.9

一

一

ー

7,765.9

一

一

{

9,034.2

一

}

-

10,511.6

アメリカ

商務省調

ぺ

イ ギ リ ス

(1000ポンド)

コンピュータ

.

周辺端末装置

部 品

合 計

150,137

399,334

30,275

589,746

187,393

460,433

25,895

673,721

280,043

410,411

51,874

742,328

89,515

245,064

217,954

552533

91,613

370,598

229,770

691,田1

94651

447,肪6

290,158

832,675

69,921

199,857

s

l36,073

切生851

70,841

269,942

158,3鮪

499,179

136,090

314,586

178,722

629,398

179,731

楓541

112156

737,417

20a165

艶1,偲9

97,加9

1,136,523

識604

543,θ1

163β10

別5.605

EDP

EurOP8

RepOrt

調 べ

フ ラ ン ス

(100万フラン)

コンピュータ

周辺端末装置

部 品

合 計

　

一

　

4,878

}

一

一

5,366

　

　

一

*

5,902

}

『

-

3,9関

　

一

}

4594

一

ー

一

一

一

一

}

3,848
:

　

一

ー-

4,229

一

一

ー

一

　

　

-

4脳

『

一

一

5,731

一

一

一

*

6,頷)5

フランス

政府通関

統計調ぺ

*は 推定

西 ドイ ツ

(100万マル勿

コンピュータ

周辺端末装置

部 品

合 計

一

一

一

3,集8

一

ー

一

*

5,160

一

一

一

　

一

一

一

2,550

一

一

}

2,臼〕0

一

一

ー

一

一

一

一

2,839

一

一

、

_

2980

一

一

一

一

一

一

一

3,679

一

一

、」
_

5,041

　

一

ー

一

ドイツ政

府外国貿

易統計調

ぺ部品を

含む。

*は 推定
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(2)そ の他 各 国の コ ン ピュー タ/周 辺機 器生産 ・輸 出 入額

生 産 輸 入 輸 出 市 場 規 模
備 考

1975 1976 1977 1975 1976 1977 1975 1976 1977

'

1975 1977

オ ラ ン ダ

(100万 オ ラ ン ダ

フ ロ ー リ ン)

175.7 192.2 198.2 581.5 689.5 834.0 223.7 243.2 248.4 533.4 638.5 784.3

CentralBureauofStゴ

tistiCS調 べ

ベ ルギ ー、 ルクセ ンブ ルグ

か らの輸 入 を除 く

生産 、輸 出、市場規模 はす

べ て推 定

1978年 生 産は218.6、 市場

規模 は945.4

ス イ ス

(100万 ドル)

一 一 一 102.9 135.9 163.2 一 一 ・ 一 一 一 一
スイス外国貿易統計調ぺ

ス ペ イ ン

(100万 ドル)
114.9 134.9 147.5 259.2 343.5 428.5 22.2

.

25.2 78.4 351.9 452.4 497.6 スペ イン政府調べ

ス ウ ェ ー デ ン

(100万 ドル)
241 260* 299 238 266* 314 177 183 214 302 343 399

スウ ェーデ ン政府調 べ

*は 推 定

ベ ル ギ ー

(100万 ドル)
67.4 74.8 72.6 150.9 154.2 219.4 76.6 81.9 91.0 158.0 164.3 222.3

ベ ルギ ーINSお よび、

FABRIMETAL調 べ

デ ン マ ー ク

(100万 ドル)

} 一 一 一 92 121 一 一 一 一 一 一 デ ンマ ー ク政府調 べ

オ ー ス トラ リ ア

(100万 ドル)

一 一
*

14.2 180.9 170.4 176.7 7.2 11.2 8.7 一 一 一

AustrallianBureauof

Statistics調 べ

*は 推 定

オ ー ス トラ リ ア

(100万 ドル)

一 一 一 29.7 29.3 31.1 一 一 一 一 一 一 ニュー ジ ラン ド政 府調べ

ニユー ジー ラ'ン ド

(100万NZド ル)

一 一 一
112 118 100 一 一 一 一 一 一 CIEF/FAZENDA調 べ

ブ ラ ジ ル

(100万 ドル)

一 一 一 50.5 67.3 85.5 一 　 　
50.5 67.3 85.5 ベネズエラ政府調べ

ベ ネ ズ エ ラ

(100万 ドル)

一 一 一 16.3 14.0 32.1 一 一 一 一 一 　
InstitutoNacionalde

EstdistiayCensos調 べ

ア ル ゼ ン チ ン

(100万 ドル)

一 　 一 一
4.1 4.9 24.1 15.1

一 一 　 一 OECD等 調べ

イ ラ ン

(100万 ドル)

… 　 一 13.5 102 一 一 一 一 一
12.0』 15.0

イ ラ クForeignTrade

Statistics調 べ

イ ラ ク

(100万 ドル)

一 一 一 20.1 35.8 46.7 一 一 　 一 一 一

イ ス ラ エ ルCentralBur6

auofStatistcs調 べ

ブ イ リ ピ ン

(100万 ドル)

一 一 一 8.7 13.1 10.1 一 一 　 8.7 13.1 」0.1

フ ィ リ ピ ン

NationalCensusand

StatisticsOffice調 べ

台 湾

(100万 ドル)
0.35 0.69 2.1 26.4 43.5 46.1 0.06 0.2 i.2 26.7 44.0 47'0 Ibid調 べ

韓 国

(100万 ドル)

　 一 一 10.4 19.8 19.1
一 　 一 　 一

MinistryofScience

andTechnology調 べ
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1㈱ 長谷 川 工務 店 の マ ンシ ョン設計CADシ ステ ム

A導 入の背景 とね らい

本システム導入の背景 となったのは次のような情況であった。

(1)業 績拡大に伴 い設計量が急増、早晩現状の人員では消化 しきれない状態 に立 ち至ることが予想

され、何らかの抜本的対策が必要となった。

(2)当 社の住宅総合生産 システムの最大の特徴は、コンパスという土地探 し、企画、設計、施工、

販売、保守 までをカバーする標準設計システムを有 していることであり、これにより企画のスピー

ドアップ、大量発注による大幅なコス トダウン、施工精度の向上 と工期短縮、品質管理 ・保守体制

の充実等、多 くの成果 をあげてきた。

(3)同 時 にこのことは設計作業においても、特殊個別生産的な建築設計の概念 を打 ち破 り、標準ユ

ニット、標準部材の組み合わせ、組み立てによる設計 という革命的な設計手法 を可能にし、現状に

おいても同業他社 に数倍する生産性 を持つにいたっている。

以上 を前提 として具体策 を種々検討 し、単に量的消化能力の向上のみならず、質の面においても

よりいっそうの充実をはかることを目的として、コンピュー タを利用 したCDAシ ステムを導入

ることとした。具体的には以下の諸点をね らいとした。

(1)標 準図の組み合わせ、組み立ての作業 を省力化 し、大幅に設計能力を向上 させる。

(2)上 記により、設計者を思考を要 しない単純作業からできるだけ解放 し、計画、デザイン等創造

力を駆使す る業務 により多くの時間をあてさせ、1つ1つ の建物の設計品質向上 を図 る。

(3)同 様に標準システムの改良あるいは新標準システムの開発という面においても、納 まりの検討

等の シミュレーション、断面モーメント、面積、重量等の解析、チェックを会話型式で簡単に行 う

ことにより、より多くの試行錯誤 を可能ならしめいっそう充実 した標準化 システムとする。

(4)周 辺 ソフ トウェアの開発によ り将来的 には企画段階における利用に発展 しうるシステムとする。

Bシ ステムの概要

(1)ソ フ トウ ェ ア

早 期 導 入 の 必要 の 点 か ら、 ソ フ トウ ェ ア は 自社 開発 を考 えず 、 一 般 に公 表 され てCADシ ス テ ム

の 中 か ら最適 な もの を選 定 す る こ と と し、 数 種 の シ ス テ ム を検 討 した結 果 、 当 社 の 求 め る機 能 、 処

理 ス ピー ドを持 つ もの と して 、 ア メ リカ の ロ ッキ ー ド社 が 開 発 し、 同 社 を は じめ他 の 航 空 機 メ ー カ

ー 、 自動 車 メ ー カー 等 で利 用 さ れ て い るCADAM(Computer-graphicsAugmentedDesign



㈱ 長 谷川 工 務 店 の マ ン シ ョ ン設 計CADシ ステ ム

AndManufacturing)を 採 用 す る こ と と し た 。(6-1-1図 参 照)

6-1-1図CADシ ステ ム概 念 図
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(2)CADAMの 機 能 ・

CADAMは グ ラフ ィ ッ ク ・デ ィス プ レ イ を通 して コ ン ピ ュ ー タ と会 話 しな が ら設 計 を行 うシ ス テ

ムで あ り、 そ の た め に 以下 に掲 げ るよ うな諸機 能 、 特 徴 を有 して い る。

① 点 、線 、 曲 線 等 基 本 的 な作 図 の た め の 機 能 が豊 富 。

② 一 度 作 図 した図 面 の 保 存 、再 活 用 が可 能(こ れ に よ りコ ンパ ス物 件 の 設 計 は ほ とん ど標 準 図

の 組 み合 わ せ 作 業 で す ます こ とが で き る)。

③ 作 図 内 容 の 修 正 が 容 易。

④ 各 種 寸 法 の 表 示 や 解 析 の 為 の 断 面性 能 等 の 演 算 、 表 示 が可 能 。

⑤ 画 面 の縮 少 、 拡 大 、 移 動 等 の機 能 が強 力、 また 操 作 が容 易。

(3}ハ ー ドウ エ ア

ハ ー ドウエ ア は当 シ ス テ ム の た め に専 用 コ ンピ ュー タを設 置 し、6-1-2図 の よ うな構 成 と した。

C運 用 体 制

運 用 体 制 に つ い て は 、 当 面 専 用 シ ス テ ム(実 際 には構 造 計 算 等 に も一 部 使 用 して い るが)で あ る

6-1-2図 ハー ドウェア構成図
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ことから、主要利用部門である設計部 に新たにCAD室 という組織を設け、そこを中心 として6-1

-3図 のような体制で運用 している。

D作 図 内容

現在設計部で行っている設計業務(社 内打 ち合わせ、思考、作図作業、役所打 ち合わせ等)の う

ち作図作業について分析 してみると、当社コンパス ・シリーズによる標準設計の採用により

(1)ド ラフターにより白紙から図面を書 き完成 させるもの

(2)ゼ ロックス1860を 利用 した第2原 図 を修正追加記入 して完成させ るもの

に大別することができ、さらに(1)を

① あまり思考を要せず単純作図作業 となる図面 ②思考を錯誤 しながら作図するものに分けるこ

とができる。

本 システムは当然すべての図面の作図は可能であるが、当面 グラフィック ・ディスプレイ装置の

台数 も限られていることか ら、採算ベースにのせていくためにもCAD利 用効率がきわめて高い[①

の図面」 を第1ス テップとして、以下 に示す種類の図面を対象 としている。

〈意匠図〉

④ 各階平面図 ◎ 立面図 ◎ 断面図 ◎ タイプ詳細図

〈設備図〉

④ 給排水系統図 ◎ 雨水汚水系統図 ◎ 消化栓系統図 ㊥ 受水構、高架水槽詳細図 ㊦

タイプ詳細 ㊦ ポンプ室ユニット

〈電気図〉

④ 電灯、幹線系統図 ◎ 電話、TV系 統図 ◎ 非常警報系統図

6一 ト3図

CAD運 用体 制 図 企画部 ●企画図面

設計部CAD室
設計部 ●確認申請図

●本設計図● シ ス テ ム管理

●文 書 管理

● オペ レ ー タ ー 教 育

● シ ステ ム拡 充

技術開発部
・

●新 コ ン パ ス ・

シ リ ー ズ 開 発

建築部 ●施 工 図1
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〈構造図〉

④ 各階床伏図 ◎ 杭 伏図 ◎ 軸組図

く施工図〉

④ 基準階コンクリー ト平面施工図

E本 設 計 に導 入、CADシ ステ ムの 実績

(1)設 計部CAD利 用物件数と作図枚数物件数(2～5月)49物 件、作図枚数(2～5月)588枚

(2)関 連各部利用総合実績(2～5月 分)GD稼 動時間(GD4台)3,711.5時 間、作図枚数842枚 、

稼動 日数106日

F作 図 システ ムの 今後 の展 開

これまでCAD利 用は 「作図のスピー ド化」という観点から利用範囲を設定 し、効果をあげてき

たが、この膨大な多様性のある能力を持つ コンピュータを、さらに当社 として最も効果あるシステ

ムに作 りあげるために、コンパスの企画、設計過程 を構成パター ン、部品パターンに分解し、需要

6-1-4図 作 図例

⑧ ⑧ ⑳ ⑳ ⑧ ⑭⑰ ⑳ ⑰

At,::{,ffn|1有 店一斑建 築士・聞 所

¶r,4、,
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動 向 の 変 化 に応 じて そ れ ら を組 み 合 わ せ 、 バ ラエ テ ィ に富 ん だ 企 画 、 設 計 が可 能 と な る 「CPSデ ー

タバ ン ク(ConbusPlanningSystemDataBank)」 を開催 中 で あ る。

以上 当 社CADシ ス テ ム につ い て述 べ て き た が 、現 状 は よ うや く活 用 の途 に着 い た ば か りで あ り、

ま だ まだ 多 くの 応 用 シ ス テ ム拡 張 を図 っ て い か な け れ ば な ら な い。 ま た 、7月 末 に は 大 阪 支 社 に も

導 入 され現 在 稼 動 中 で あ り今 後 さ ら に発 展 させ て い きた い と考 え る次 第 で あ る。

2毎 日新聞大阪本社 の漢字情報集配信処理 システム

Aは じ め に

毎 日新 聞 大 阪 本 社 に入 出 力 す る原 稿 の う ち漢 字 コ ー ドに よ るデ ー タ通 信 情 報 量 は 、1日 平 均2万

8,000行(15字/行)に の ぼ る。

この 半 長 は 、 主 と して東 京 、 中 部 、大 阪 、 西部 各 本 社 間 の送 受稿 で あ り、 残 りは 、 大 阪 管 内(近

畿 、 中 国 、 四 国 、 北 陸)の 各 支 局 か らの地 方 版 用 原 稿 で あ る。 す で に、 前 者 の幹 線 通 信 系 は 、1974

年 に導 入 され たTOSBAC-40系 に よ る ポー リング ・シス テ ム と高 速漢 字 プ リ ン ター に よ り処 理(19

75年 度 新 聞 協 会 電 気 通 信 技 術 賞)し て きた が、 後 者 の地 方 系 につ い て は 、 リ レー ・メ カ プ リ.ンタ ー

を 中心 と した低 速 漢 字 プ リ ンタ ー方 式 に頼 っ て きた。 今 回 、 老 朽 化 し た設 備 を更 新 す る に当 た っ て

は 、単 に通 信 ・プ リ ン ター 系 の 変 更 だ け に と ど め ず 、現 在 の 新 聞製 作 工 程 の流 れ(通 信 ・編 集 ・活

字 鋳 植 ・組 版)を 合 理 的 に再 編 成 し、 これ に適 合 した シス テ ム化 を考 え る こ と に し、 メ ー カー の 協

力 を得 て共 同 開 発 、1980年4月 導 入 、 以後 順 調 に稼 働 して い る。

Bシ ステムの機能

本 シ ス テ ムは 、 大 別 して次 の機 能 を持 つ 。

(1)デ ー タ通 信 入 出 力 お よ び フ ァイ ル

幹線 系1,200ボ ー ・ポ ー リ ン グ ・シ ス テ ム に よ る漢 字 情 報 入 出 力 お よ び地 方 系50ま た は200ボ ー14

回線 の 同 入 力 情 報 を、 後 述 す る電 文 解析 に よ っ て 必 要 な処 理 を し、 フ ァイ ル に収 容 す る。

情 報 総 量 に よ るが 、 平 均 的 に は 新 聞 原 稿 の約 半 月 分 が保 存 され、 必 要 に 応 じて取 り出 せ る。 発 信

局 名 、 原稿 番 号 、 使 用 版 名 な ど原 稿 の 頭 の 部 分 を シ ス テ ム解 析 す る ほ か 、 入 出 力時 間 、 原 稿 行 数 な

ど、 必 要 と な るデ ー タ を管 理 して 、 送 受 稿 記 録 を と り、 日常 運 用 上 の 管 理 、 日報(時 間 別 ・発 信 局

別 人 出 力 件 数 ・行 数 リ ス ト)、月 報 の 作 成 な ど もす べ て シ ス テ ム化 し、 手 作 業 に よ っ て い た送 受稿 記

録 や 統 計 資 料 の作 成 な ど を全廃 した 。

(2)原 稿 コ ピ ー 出 力(印 字 サ ンプ ル6-2-1図 参 照)
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6-2-1図 印字 サ ンプ ル
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新 聞 原 稿 は 、 す べ て 編 集 者 の 手 を経 て紙 面化 され る。 した が っ て、 コ ー ド情 報 は 漢 字 コ ピ ー に し

て編 集 者 に配 稿 す る が 、大 阪本 社 で は、 常時50余 名 の 各 面 担 当者 が、 そ れ ぞ れ の 版 を編 集 して お り、

必 要 とす る情 報 が 、 速 く正 確 に配 稿 され る よ う、 シ ス テ ム解 析 した版 名 や 大 組 着 手 時 間 その 他 の組

版 指 定 情 報 を、 ス タ ンプ状 にヘ ッ ダ ー部 に 印 字 させ た 。

まだ 後 工 程(校 閲 、 活版 な ど)に も必 要 なた め 、 原 稿 は2、3枚 の 色 分 け され た コ ピー 出 力 が望

ま しい う え、外 字(標 準 盤 内 文 字 に収 容 し きれ な い文 字 を外 字 と し、和 数 字4ケ タ で指 定 され て 送

稿)も 、 この コ ピ ー上 で は 文 字 印字 す る必 要 が あ る。、

さ らに 、複 数 版 に共 通 使 用 を指 定 す る もの(例=高 知 ・徳 島版 共 通 指 定)の 原 稿 は 、 そ れ ぞ れ の

版 名 ス タ ンプ を印 字 、2度 出 力 して 、 各 編 集 者 に出 稿 す る。

お もな機 能 要 求 だ け で も以 上 の条 件 が あ り、 こ れ を満 足 させ る漢 字 プ リ ンタ ー と し て 、 ワ イヤ ー

・ド ッ ト漢 字 プ リ ン ター を採 用 して い る
。

(3)テ ー プ出 力

印刷 局 活 版 部 で は 、 出 力 紙 テ ー プ を 自動 鋳 植 機 に か け、 活 字 を作 り、組 版 を経 て 紙 面 化 す る6限

られ た 時 間 内 に、 多 くの 版 を、 そ れ ぞ れ定 め ら れた 降 版 時 間 に合 わせ て作 業 す る必 要 が あ る。 『

そ こで 、 シ ス テ ム処 理 して フ ァ イ ル され た 原 稿 の 版 別 ・種 別 の 残 量 リス トが 活 版 部CRTに 常 時

表 示 され 、作 業 者 は 、 全 量 を見 な が ら、 ワ ンタ ッチ ・キ ー の操 作 で鋳 植 用 テ ー プ を取 り出 せ る よ う

に した。

こ の際 、 テ ー プ 出 力 は 降 版 時 間 テ ー ブ ル に よ り管 理 され て お り、優 先 順 に出 力す る うえ設 定 時 間

が過 ぎて も取 り出 して い な い版 の 原稿 が あ る と、CRT上 の そ の版 名 が 点 滅 し て 警 報 す る。 この結

果 、作 業 者 は 工 程 時 間 を意 識 す る必 要 が な く、 ア ラー ム を発 生 し な い よ うに取 り出 し処 理 を し て お』

れ ば 、 自動 的 に 金 版 の 降 版 時 間 が 守 られ る こ と に な った 。

この ほ か、 原 稿 コ ピ ー に 印 字 さ れ た フ ァ イル番 号 ま た は原 稿 送 信 号 ・原 稿 番 号 ・日付 を使 っ て、

任 意 に フ ァ イ ル か ら取 り出 し、 活 字 化 す る こ と も可 能 と な っ て い る。
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6-2-3図

CRT表 示例

(額表 部 修正 画面)

(4)シ ス テ ム管 理

新 聞 製 作 で は 、 版 数 ・降 版 時 間 の 変 更 や 、総 選 挙 、 大事 件 の 発 生 な どに よ る臨 時 処 理 が 要 求 され 、

流 動 的 要 素 が 多 い 。 ま た 、 送 稿 され て きた デ ー タの誤 さん 孔 に よ る エ ラー や 、 使 用 版 の 変 更 、 他 本

社 へ の 中 継 送 稿 な ど 、 多 くの 可 変 機 能 を要 求 され る。

この た め 、 一 般 的 な シス テ ム管 理 機 能 に加 え、 これ らの 要 因 に よ る動 作 変 更 を容 易 に す る ため 、

連 絡 部 に置 かれ たCRTデ ィ ス プ レイ上 に呼 び 出 した シ ス テ ム ・テ ー ブル を加 工 す る こ とで 、 簡 単

に シス テ ム動 作 を変 更 、 目的 を果 た せ る よ うに した。

この ほ か、 漢 字 プ リ ンタ ー 、PTR、PTPな ど各 所 に配 置 した1/0機 器 類 の 障 害 ・復 旧監 視 、電

文 受 信 状 況 な ど、 必 要 に応 じてCRT上 に表 示 で き るよ うに して い る。

Cシ ステム構成

回 線 系 を含 め た シス テ ム構 成 概 念 図 を6-2-2図 に示 す 。 メ イ ン ・シ ス テ ム はOKITAC-50/40

同 周 辺 装 置 で構 築 し、漢 字 プ リ ン ター は3台 のOKI-8530で すべ て の 原 稿 処 理 を行 っ て い る。 同 プ

リ ン ター の 主 な仕 様 は 、 ①24×24ワ イヤ ー ・ ドッ ト印字=ロ ー ル 感 圧 紙(B6、3プ ラ イ)使 用

② オ ー トカ ッ タ ー機 構 付 き ③ 印字 速 度=毎 日電 文 フ ォー マ ッ トで 平 均20字/分 ④ 印字 文字 数

=プ リ ン ター 内 蔵2
,450字 、 デ ィス ク収 容 約5,200字 ⑤ 横 ・縦 書 き、平 ・長 体 文 字 印字 、罫 線 印字

可 能 ⑥ 文 字 サ イ ズ3.45mm角 で あ る。

各1/0機 器 の バ ッ ク ア ップ は 、 テ ー ブ ル に よ り指 定 さ れ た機 器 で 自動 的 に行 わ れ る。 また 、 回 線
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系 につ い て は 、 毎 日新 聞 で 開 発 製 作 した マ イ コ ン(M6800)制 御 シス テ ム で 集 信 ・結 合 装 置 、回 線 監

視 ・表 示 装 置 な ど に 多 用 し て い る。

D導 入効 果 と今後 の展 開

システム導入の直接省力効果としては、連絡部要員6名 減であるが、それ以上に、手作業からの

解放により、次のシステム開発への余裕が生 じたのと、工程がスムーズになり、紙面製作がゆとり

を持って行えるよ うになった。

現在、CRT増 設 による野球テーブル、選挙開票データの入力 ・システム処理 を開発中で、さらに

将来は、原稿の校閲訂正 システムを包含したものにレベルアップすべ く検討中である。参考までに、

CRT表 示(受 積樽画面、残量表示 、額表部修正画面)の 一部 を付 した(6-2-3図 参照)。

3ブ リヂス トンタイヤ㈱ の販売情報(BS-DOT)シ ステムの概要

ABSコ ミ ュ ニ テ ィ の 原 点 を 探 る

当 社 は 、新 車 向 け(OE)、 お よ び輸 出 を除 く国 内 補 修 用 自動 車 タ イヤ(リ プ レー ス 以 下 略 してREP)

の 分 野 に お い て 、 概 略50%の シ ェア を 占め 、 年 間 販 売 高 は2,000億 円 に近 い 。また 販 売 機 構 は 、北

海 道 か ら沖 縄 に及 ぶ 約70社 の販 売 会 社 と 、傘 下 の550カ 所 の 営 業 所 か ら構 成 さ れ て い る。

今 仮 に 、第 一 線 の これ らの 営 業 所 を訪 れ る と、 全 国 い ず れ の営 業所 に お い て も、 メモ リー と フ ァ

イ ル を持 っ た イ ンテ リ ジ ェ ン ト端 末 機 が 稼 動 し、① 伝 票 発 行 ② 日報 作 成 ③ 在 庫 問 合 せ ④ 各 種

販 売 管 理 資 料 の作 成 ⑤ デー タ伝 送 な どの 販 売 情 報 を、 共 通 の ソフ トウ ェ ア に よ り、標 準 化 され た

手 続 き と動 作 で処 理 して い るの に 出会 う。

も ちろ ん 、"デ ー タ処 理"と い う面 か らす れ ば 、 そ れ ま で の こ と にす ぎな い が 、 目 を転 じて"販

売"さ ら には"経 営"と い う事 実 か ら判 断 した場 合 、 ブ リヂ ス トン ・グ ル ー プ に と っ て、 そ れ は在

来 と異 な る意味 を持 つ 。

す な わ ち、 メ ー カー/販 売 会 社 を含 む オ ー ル ・ブ リヂ ス トン とい うコ ミ ュニ テ ィ に と っ て、"販

売 とは何 か"あ る い は 、"経 営 とは 何 か"と 問 うた 場 合 、一 言 で い えば 、 そ れ は 「顧 客 に満 足 し

て も ら う こ と」 にほ か な ら な い。 そ して 、 こ れ らの 顧 客(バ ス 、 トラ ッ ク、 タ ク シ ー か らSS、 カ

ー デ ィー ラー 、 シ ョッ プ な ど)と 日夜 相 接 して 、熾 烈 な販 売 活 動 を展 開 して い るの が、 この550カ

所 の営 業所 で あ る。 い っ てみ れ ば 、 これ らはBSコ ミュ ニ テ ィの原 点 で あ り、 は た また ブ リヂ ス ト

ンの情 報 の原 点 と も い え る。

した が っ て 、 顧客 の 息 づ か い を肌 で 感 じる営 業 所 の 情 報 処 理 にメ ス を入 れ 、体 質 改 善 を実 施 す る
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こ と は 、 そ の ま ま と り も な お さず メ ー カ ー/販 売 会 社 の 双 方 の 体 質 強 化 に つ な が る 。

前 置 き が 長 く な っ た が 、 要 す る にBS-DOTシ ス テ ム は 、 営 業 所 の 特 質 と機 能 に 重 点 を 置 き 、 こ

れ を 徹 底 し て 分 析 し 、 実 施 し 、 評 価 し 、 何 度 も 改 善 の ア ク シ ョ ン を と っ て き た 、 オ ー ル ・ブ リ ヂ ス

ト ンの"体 質 改 善 運 動"の 一 連 の 計 画 で あ る 。

(注)BS-・DOTSYSTEMに は お よ そ 次 の 意 味 が 込 め ら れ て い る 。

●Bridgestone-DealerandBranch-officeOnlineTireapplicationsystem

●DistributedOnlineTerminalsystem

●DOT=dot(点 あQい は ‡契 を打 つ)

Bブ リヂ ス トン ・デ ミ ング ・プラ ンの実践

い さ さか 旧 聞 に属 す る が、 当社 は1968年10月 、統 計 的 品 質管 理 の実 施 に よ り、 経 営 の 体 質改 善 活

動 に お い て 、 顕著 な業績 を収 め た とい うこ と で 、 デ ミ ング賞 委 員 会 よ り、 デ ミ ング賞 を受 賞 した。

以 来 、経 営 の体 質 改 善 を目的 に 、 生産 、 販 売 、管 理 の 全部 門 に わた って 、 品 質 管 理 に使 わ れ る科 学

的 手 法 を応 用 し、 質 と量 と コ ス トを最 善 の 状 態 に も っ て行 くよ う、 計 画 し、 実 施 し、 こ れ をチ ェ ッ

ク し、改 善 の ア ク シ ョ ン を と るす べ ての 計 画 を"デ ミ ン グ ・プ ラ ン"(D-Plan)と 呼 ん で い る。

BS.DOTシ ス テ ムは 、 シ ス テ ム の基 本 理 念 、 あ るい は シ ス テ ム の推 進 過 程 に お』い て、こ う した デ ミ

ン グ ・プ ラ ンの思 想 を根 底 に取 り入 れ 、 実践 をは か っ て き た点 で 、従 来 の伝 統的 と も い うべ きE

DPシ ス テ ム とは様 相 を異 にす る。

す な わ ち、 当 社 は1959年 初 め てPCSを 導 入 し、販 売 業 務 の 合 理 化 に着 手 し、以 後 第1世 代 か ら今

'
日 に至 る まで各 世 代 の コ ン ピュ ー タ を活 用 し、経 営 の 合 理 化 をは か っ て きた 、 しか し、 た と えば販

売 の分 野 につ い てみ る と、 あ く まで も個 々 の 業務 が主 体 で あ り、 全 体 をマ ス(mass)と して と ら え

'経 営 の体 質 を改 善 し
、顧 客 に満 足 して も ら う体 制 の 確 立 を図 る"と い う見 地 か らす れ ば 、 い さ さ

か へ だ た りが あ っ た。

こ れ に対 してBS-DOTシ ス テ ムは 、メ ー カ ー と販 売 会 社 を トー タ ル と して と ら え、"経営 の体 質 改

善"を 主 眼 に 、職 場 に お け る あ らゆ る質 の 改 善 に ス ポ ッ トをあ て 、計 画 を お し進 め て きた点 で、 今

まで に な い特 長 が あ る。

デ ミン グ ・プ ラ ンは 当社 にあ って は 、 あ らゆ る"質"の 改 善 の基 本 で あ り、 その 精 神 は永 遠 な も

の と され て い る。 した が っ て 、"販 売 の 質"の 改 善 は 、BS-DOTシ ス テ ム の 永遠 の 課 題 で も あ る。

CBS-DOTシ ステ ムの ね らい

た ま た ま当 社 は 、1981年3月 に創 業50周 年 を迎 え る が 、 これ を機 会 に経 営 刷 新 の た めの50周 年 体

制 と もい うべ き もの を確 立 し、 これ に よ っ て 「不透 明」 、 あ るい は 、 「不確 実 」 な ど と取 り ざた さ
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れ た1980年 代 の 変 化 に、 適 切 に対 応 し、 全 社 一 丸 と な っ て さ ら にい っ そ う飛 躍 し、"世界 の ブ リヂ ス

ト ン"と して の ゆ る ぎな い体 質 の 確 立 を 目指 す との 基 本 方 針 が 明 示 さ れ て い る。

こ の方 針 に添 った プ ロ ジ ェ ク トの1つ が"販 売 の 質 の 改 善"を 基 本 的 な ね らい と したBS-DOT

シ ス デ ム に ほ か な ら な い。 そ して 、 そ れ は 別 の 見 方 をす れ ば 、 タ イヤ 販 売 部 門 の 「総 合 経 営 情 報 シ

ス テ ム」(REP-MIS)と い うこ と がで き る。

す な わ ち、 メー カ ー と販 売 会 社 が一 体 と な り、 合 理 的 な 仕 組 み を作 りあ げ 、経 営 の 体 質 強 化 を促

進 し、"販 売 の 質"と"サ ー ビス の 向 上"を 図 り、 ユ ー ザ ー や 販 売 店 に対 して信 頼 性 を高 め 、 「最

高 の 品 質 で 社 会 に貢 献 」 とい う社 是 の 理 念 の 実 現 を 目 ざす と こ ろ に 、基 本 的 なね らい が あ る。

な お 紙 面 の 都 合 で詳 述 は避 け る が、 この よ うなBS-DOTシ ス テ ム の 基本 的 な ね らい と"良 い品 質"

との 関 連 を図 示 す れ ば 、6-3-1図 の と お りで あ る。

また 、 「総 合 管 理 体 制 」 は 、 先述 の 「REP-MIS」 を確 立 す る こ とに よ っ て達 成 され るべ き性 質

の もの と解 釈 して い る。

当 社 で は 、 「総 合 管 理 体 制 」 とは 、 統 一 あ る方針 ・計 画 に よ り、 人 ・物 ・金 の3主 要 資 源 を利 用

し、 質 ・量 ・コ ス トの最 適 の結 合 をは か る こ と に よ っ て 企 業 の 総 合 戦 力 を高 め 、 全 社 が一 丸 と な っ

て た えず 業 績 を向.Eさ せ るた め の 仕 組 み をい う。

DBS-DOTシ ス テ ム の 対 象 と ネ ッ トワ ー ク

BS-DOTシ ス テ ムは 、情 報 処 理 とい う立 場 か ら眺 め る と、6-3-2図 に示 す と お り、 タイ ヤ販

売 部 門 の す べ て の業 務 と、 す べ ての 拠 点 を対 象 と した 、 トー タ ル ・シス テ ム で あ る。

また 、BS-DOTシ ス テ ム を 、 ネ ッ トワー ク と い う見地 か ら眺 め る と、お よ そ6-3-3図 に示 す と

お・りで あ る。

販 売 会 社 本 社 、同 営i業所 に設 置 した端 末 機 はNEAC6300シ リー ズ 、17カ 所 の サ ブ セ ン ター は 日

本 ビ ジ ネ ス ・コ ンサ ル タ ン ト社(NBC)に 運 営 を委 託 し、 同 社 のMシ リー ズ を活 用 、別 にデ ー タ集

6-3-1図BS-DOTが"良 い品質"に 果たす役割

◇
情報の適切な管理

、

BS-DOT

システム

一 良い業務の質は

適切 な情報から

◇ ◇
信頼性 の 高い情報 と

サー ビスの提供

良い品質は良い経営の体質から
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6-3-2図BS-DOTシ ステ ム の対象 と範 囲

販 売 管理

サ ブ ・システム

売掛/与 信

管理

物 流 管理

サ ブ ・シ ステ ム

総合経営

情報 システム

一般会計

人事給与

サー ビス

⇔
販売会社 ・営 業所

(約550カ 所)

タイヤ販売部門のすべての業務 とすべての拠点 を対象

配 信 を 目的 にHITAC20ミ ニ コ ンピ ュ ー タを9セ ッ ト専 用 機 と して配 置 して い る。

な お、 シス テ ム全体 の トラ ンザ ク シ ョ ン件 数 は 、 月平 均150万 件 で あ る。

EBS-DOTシ ステムの基本理念

前項Bで 述 べ たclう に、BS-DOTシ ス テ ム は 、 単 に入 出 力 デ ー タの 効率 的 な処 理 に重 点 を置 くの

で な く、 強 固 な体 質 作 りを基 本 に 、 シス テ ム設 計 を行 な った 点 に特 徴 が あ る。 紙 面 の都 合 で 具 体 的

な 説 明 は 省 略 す るが 、 項 目 と要 点 を略 述 す れ ば 次 の とお りで あ る。

(1)営 業 所 事 務 の3A化

Anyone(誰 で も)、Anytime(い つ で も)、Anywhere(全 国 どこ の営 業 所 で も)同 じ"質"

の 標 準 化 され た 販 売 情 報 を活 用 す る。 特 定 の ス ペ シ ャ リス トの 固有 技 術 を排 し、事 務 の フ ー ル ・プ

ル ー フ化(バ カ チ ョ ン化)を 図 り、 人 材 の 効 率 的 な管 理 に徹 す る。

(2)デ ー タは 発 生 時 点 で即 時 チ ェ ッ ク を励 行

デ ー タ を正 確 かつ 迅 速 に処 理 す る こ と が、"BSの 信 頼 性"を 高 め るこ とに つ な が る。

(3)「 物 」 と 「情 報 」 の一 元 化

商 品 管理 の 基 本 は"基 本 動 作"に あ る。 こ れ の 徹 底 を図 る こ とが 、"信 頼 性 の 向 上"に つ な が る。

(4)標 準 化 を促 進 し重 点 管 理 をは か る。

販 売 会 社 の本 社 は仕 事 の標 準 を設 定 し、営 業所 は こ れ に従 い作 業 をす る。 本 社 は 、「標 準 」 や 「基

準 」 か ら外 れ た例 外 を管理 す る(例 えば 、標 準 在 庫 管理)。

(5)メ ー カ ー/販 売 会 社 間 の重 複 事 務 の 排 除 。(例)販 売 会 社 仕 入=メ ー カー 出 荷 。

(6)業 販 情 報 の有 効 活 用 に よ る総 合 管 理 体 制 の確 立 。*第 一 線 営 業所 の 実績 。
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6-3-4図BS-DOTシ ス テム 開発 の 背 景 と経 過
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デ ミング賞受賞 ★

PCSな ら び に
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電 卓,複 写 機

な ど

1970年 代

受注/出 荷

オ ンラインの時代

1980年 代

★ 創立50周 年

DOTシ ステム完成

総 合 管 郷 制 の 確 立

BS-DOT

ネ ッ トワー クの 時 代

マ イ コ ン ・ミニ コ ン,大 型 コ ン

ピュ ー タ通 信 回線 の複 合的 な利 用

に よ る トー タ ル ・シス テ ム化

デ ーリー/オ ンライン
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F効 果 と 明 日 の 課 題

6-3-4図 に示 した と お りBS-DOTシ ス テ ムは 、 第1の ス テ ー ジ を経 て 、第2の ス テ ー ジへ と量

か ら質 へ の転 換 期 に あ る。 な お 今 日の段 階 に至 る まで の 効 果例 は 、 お よ そ次 の とお りで あ る。

(1)質 の改 善

事 務 の標 準 化 に よ る管 理 の 対 象 領 域 の拡 大 。 商 品 管理 意 識 の 向上 とデ ー タの 品 質 向上/こ れ に伴

う顧 客 の 信 頼 性 の 向上 な ど。

(2)量 の 改 善

品 ぞ ろ え に よ る欠 品 の減 少 。 情 報 の 迅 速 な伝 達/こ れ に伴 うア ク シ ョ ンの 迅 速 化 に よ り顧 客 に

対 す る サ ー ビ スの 質 の 向.ヒな ど。

(3)コ ス トの 改 善

事 務 の 生 産 性 向⊥ に よ る事 務 コ ス トの 削 減 。 間 接 人 員 の削 減 に よ る直 間比 率 の 改 善/概 算350人 相

当 の 省 力達 成 。

なお 、1981年 以 降 は シス テ ム的 に は 、生 産 、 財 務 等 の部 門 と結 合 した 、 全 社 の 総 合 物 流 シス テ ム

との連 結 が課 題 で あ り、一 方"体 質 改 善"面 か らす れ ば 、 既述 のREP-MISの 確 立 に よ る 「総 合 管

理 体 制 」 指 向 の 促 進 強 化 が課 題 と い え る。 ま だ 、個 別 問 題 と して は 、 シス テ ム の運 用 体 制 の 定 着 化 、

あ る い は大 型 営 業 所 に対 す るハ ー ドウ ェ アの 強 化 な ど が 当 面 の課 題 と い える。

4日 本石 油㈱ の販 売 ・需 給 オ ンライ ン ・シス テ ム

Aは じ め に

当 社 は 、石 油 の 輸 入 、 精製 、 販 売 を行 う会 社 で あ り、 日本 全 国 に また が る販 売 網 を持 っ て い る。

北 海道 か ら沖 縄 に至 る ま で 、 全 国 に散 在 す る事 業 所 の 数 は 、本 社1、 支 店18、 製 油所6、 漉 そ う所

(石油 製 品 を貯 蔵 ・出 荷 す る基 地)約110で あ り、 こ の他 に、 関 連 会 社 の製 油所 お よ び石 油工 場 が6

カ 所 、 原 油 基 地(CTS)が1カ 所 あ る。

この 間 で 発 生 す る販 売 ・需給 デ ー タは 、 月 間 約70万 件 あ る が、 こ の デ ー タの コ ン ピュ ー タ処 理 は、

主 と して 月 次 の バ ッチ 処 理 に よ っ て いた 。

こ こ に紹 介 す るオ ン ラ イ ン ・シス テ ムは 、 約2年 間 の 開 発期 間 を経 て 、1980年1月 に稼 動 に至 っ

た もの で あ る。
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Bオ ンライン ・システムの開発 目的

オンライン ・システム導入の目的は、長期的にはこれを契機に会社全体のコンピュータ化を促進

し、コンピュータ利用効率の向上 を図 ることであり、短期的 には販売 ・需給速報 をコンピュータ化

することであった。

販売 ・需給オンライン ・システム似 下 「本システム」とい う)開発の目的は、大別 して次の二つで

ある。

(1)迅 速 ・的確な情報の必要性に対する対応

世界の経済が高度成長時代から安定成長時代へ と移って きて、会社経営にも社会情勢に対するき

め細かな対応が要求されるようになってきた。 このため、社内的にも社外的にも、迅速 ・的確 な情

報の必要性が増 してきた。

① 社内的な必要性

販売部門、運輸部門をは じめ各部内では、迅速 ・的確な情報が不足していた。このため必要に

迫られて、不十分ながらも多大な労力をかけて最低限必要な情報 を人手で集めていた。しかし、こ

のようなや り方では、効率的な営業活動 を進めて行 くことが難 しくなっていた。

② 社外的な必要性

通産省が開発 した 「石油流通情報システム(JODIS)」 を機能 させるために、緊急時に石油会社

は、石油の輸入、販売、出荷、受入、生産、在庫 などの流通実績を早いタイ ミングで、磁気 テー

プまたはOCRシ ー トの形で提出 しなければならない。

その他 にも、このような情報提出の要請が増えて来る傾向にあるが、これが可能 なシステムを

確立 しておく必要 がある。

これらの必要性に対応することが、本 システム開発の第1の 目的であった。

② 省力化

当社では、データの発生場所で入力する、あるいは入力データを作成するという方向 をめざして

いたが、データの発生場所から別の場所に原始伝票 を郵送 し、さん孔タイプライタで入力データを

作成するという古い方式がまだ半分位残っていた。この入力データ作成要員 を削減することと、従

来人手で作成 していた報告書類 をコンピュータ化することによる省力化も、本 システム開発の目的

であった。

C本 システムの概要および特徴

に)設 備 お よび ネ ッ トワー ク

本 シス テ ムの ネ ッ トワー クは6-4-1図 の と お りで あ る。
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6-4-1図 オ ン ラ イ ン ・シ ス テ ム ・ネ ッ トワ ー ク
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本 社 に は、 本 シス テ ムの セ ン ター マ シ ンで あ るFACOMM-18011(主 記憶 装 置3MB、 磁 気 デ ィ

ス ク装 置16ド ラ イ ブ3,200MB)、 製 油所 に はFACOMVま た はFACOMVOm 、7ヵ 所 の 大

支 店 にはPANAFACOMU-1500の 各 コ ンピ ュ ー タ を設 置 して い る。 ・」・支 店 、 油 そ う所 お よ び関

連 会 社 の 製 油 所 な ど にはFACOM2740イ ンテ リジ ェ ン ト・タ ー ミナ ル を設 置 して い る。 な お、 市 川 、

名 古 屋 の2大 油 そ う所 お よび 喜 入 基 地 には 、 本 計 画 とは 別 にFACOMVO皿 が設 置 され て い るの

で 、 これ との 回 線 接 続 を行 っ た。

以 上 の各 機 器 間 を 、 本社 を中 心 とす る放 射 型 の 通 信 回 線 網 で接 続 して い る。 通信 回 線 は原 則 と し

て、 本 社 と大 支 店 の 間 お よび 本 社 と製 油所 の 間 は 特 定 通 信 回線 、 大 支 店 と小 支 店 、 油 そ う所 な どの

間 は公 衆 通信 回線(2400bps)と した が、デ ー タ量 等 に応 じて 若干 の例 外 が あ る。シ
こ の ネ ッ トワー ク を統 括 す るデ ー タ通 信 技 術 は 、 富 士 通 の 最新 技術 で あ るFNA(FujitsuNet-

workArchitecture)で あ る 、FACOMM-18011とPFU-1500、FACOMVと の 間 にはハ イ

レベ ル伝 達 手 順(HDLC)が 通 用 され 、 一 つ の 通 信 回 線 上 に集 信 、 配 信 、 照会 応 答 、RJE(Re・

moteJobEntry)の 業 務 を同 時 に並 行 して乗 せ 得 るよ うに な っ て い る。 ま た 種 類 の 異 な る機 器 の 結

合 が、 同 一 回 線 との マ ル チ ドロ ッ プ も含 め て、 有効 に活 か さ れ、 われ わ れ は同 一 の 手 順 で デ ー タ通

信 を 扱 うこ とが 可 能 で あ る。FNAに よ る最 初 の 稼 動 シス テ ムが本 シス テ ム で あ る。

(2)本 シ ス テ ム の機 能

本 シ ス テ ム の オ ン ラ イ ン機 能 に は 、集 信 、 配 信 、 照会 応 答 、RJEが あ る。

① 集 信

原 始 デ ー タ は 、各 所 に設 置 さ れ た端 末機 で 、 原 始 伝 票 と同時 に作 成 さ れ る。 各 所 で作 成 され た ・

原 始 デ ー タ は 、 支 店 の コ ン ピュ ー タ に、 あ る い は直 接 本 社 の コ ンピ ュ ー タ に送 ら れ る。 支 店 に送

られ た デー タは処 理 、 統 合 され た 後 、本 社 の コ ン ピュ ー タ に送 られ る。 この よ う に、 上 りの デ ー
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タ 収 集 を扱 うの が 集 信 の機 能 で あ る。 集 信 は フ ァイ ル単 位 で 、 原 則 と して1日1回 行 わ れ る。

② 配 信

集 信 さ れ た デ ー タ を一括 処理 し、 そ の結 果 を各 所 に、 集 信 と は逆 の 経 路 で送 り返 す の が配 信 の

機 能 で あ る。 配信 も フ ァ イ ル単 位 で行 わ れ る。

FACOM2740の フ ァ イル は フ ロ ッ ピー一・デ ィス ク上 に あ る が、 容 量 に制 限 が あ る(1ド ラ イ ブ

242KB)た め 、 集 信 フ ァ イ ル と配 信 フ ァ イル を同 一 の フ ァイ ル に して い る。この た め 、 回線 障 害

な ど で集 信 が で きな か っ た場 所 に対 して は 、集 信 フ ァ イ ル を保 護 す るた め に、 配 信 を行 わ な い よ

うに配 慮 して あ る。

な お 、集 信 お』よ び 配 信 は夜 間 に 行 うた め 、FACOM2740に は自動 電 源 投 入 ・切 断 機 能 をつ け 、

無 人 で集 配 信 で き る よ うに して あ る。

③ 照会 応 答

本 社 内 の デ ィス プ レイ 装置 、PFU-1500お よ びFACOMV配 下 の デ ィ ス プ レイ装 置 か ら、照 会

応 答 の 機 能 に よ っ て 、各 種速 報 を見 る こ とが で き る。

本 社 以 外 の デ ィス プ レ イ装 置 か らの 照会 で は 、 ま ず 自所 の コ ンピ ュ ー タの 照会 フ ァ イ ル を参 照

し、 該 当 す るも の が あ れ ば 直接 デ ィス プ レイ画 面 に表 示 す る が、 該 当 す る もの が 無 い場 合 に は 本

社 の 照 会 フ ァ イ ル を参 照 して 、 照 会 先 の デ ィス プ レ イ画 面 に表 示 す る。 この よ うな方 法 で 、PF

U-1500お よ びFACOMVの フ ァ イ ル容 量 の 拡 大 を防 止 して い るが 、 照会 応 答 業 務 の利 用 者 は、

必 要 な画 面 内 容 が ど この コ ン ピュ ー タ に あ るの か を全 く意 識 す る必要 が な く、 自動 的 に行 われ る

よ うに な っ て い る。 ま た 、応 答時 間 も それ ほ ど長 くは な く、 数秒 で 画 面 に表 示 され る。

④RJE

－ 般 的 に行 わ れ て い るRJEと 同 様 で あ るの で 、 説 明 を 省略 す る。

以 上 の 諸 機 能 を有 効 に働 かせ るた めの ソ フ トウ ェ ア ・コ ンポー ネ ン トは6-4-2図 の と お りで あ る。

図 中 、AIM(AdvancedInformationManager)はDC(DataCommunication)機 能 だ け で あ り、

DBMS(DataBaseManagementSystem)と して はADABAS(theAdaptableDAta

BAseSystem)を 使 用 して い る。

(3)本 シス テ ムの 運 用 形 態

本 シス テ ムの 運 用形 態 は 、 ひ と 言 で い えば オ ンラ イ ン を利 用 した デ イ リー バ ッチ処 理 で あ る。 各

所 で発 生 す る デ ー タは 、 各 所 の機 器 の 中 に貯 え られ る。 貯 え られ た デ ー タは 、 夕刻 に1日 分 ま とめ

て集 信 さ れ、 バ ッチ処 理 され た結 果 が1日 分 ま とめ て配 信 され る。

照 会 応 答 、RJEは 日中 常時 運 用 さ れ て い る。

本 社 のFACOMM-180ilは 、 本 シ ス テ ム に関 す る処 理 以 外 に、従 来 か ら実 施 され て い た 他 の社

内 業 務 の バ ッチ処 理 を行 っ て い る。
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6-4-2図 オ ン ライ ン ・シス テム の ソ フ トウ ェ ア ・コ ンポ ー ネ ン ト
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Dシ ステムの効果と今後の課題

本 シ ステ ムの 効 果 と して は 、開発 目的 の項 に記 した こ と が そ の ま ま.効果 と して 実 現 され っ っ あ り、

1、2年 の う ち に当 初 の 目的 を達 成 す る もの と考 え られ る。

エ ネ ル ギ ー 需 給 が不 透 明 な今 日 、 当社 と して は 、 石 油 の安 定 供 給 を果 す 社 会 的 使 命 を負 っ て い る

が 、地 域 的 な 需 給 バ ラ ン ス の早 期 把 握 等 シス テ ムの 果 す 役 割 りは 大 き い。

本 シス テ ム が稼 動 した 今 、本 シス テ ムの 改 善 ・拡 張 や 新 規 シス テ ムの 開 発 等 を進 め て行 か な け れ

ば な らな い が 、 よ り使 いや す い シ ス テ ム、 よ り効 果 的 な シス テ ム をめ ざ して タ イ ム シ ェ ア リ ン グ 》

シ ス テ ムや 日本 語 情 報 処 理 シス テ ム等 新 しい 技 術 の 導 入 や シス テ ム運 営 の 自動 化 な ど今 後 の 課 題 は

多 く あ る

5エ ッ ソ ・ス タ ン ダー ド石 油 ㈱ の 分 散 処 理 シ ス テ ムMIDAS

Aは じめに

石油資源の節約が重要な課題 となってきた現在、石油業界 においては各社 とも早 くからコンピュ
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一 夕 を導 入 して販 売 管 理
、在 庫 管 理 、 仕 入 管 理 な どの 管 理 を強 化 し、的 確 な営 業 活 動 お よ び企 業経

営 の推 進 、 顧 客 サ ー ビ スの 向上 、関 連 経 費 の 減 少 を行 うべ く企 業 努 力 を続 け て い る が、 な か で もエ

ッ ソ ・ス タ ン ダー ド石 油㈱ で は 、常 に業 界 に先 がけ て技 術 を進 取 した コ ン ピュ ー タ利 用 が行 わ れ て い

る。

特 に正確 か っ タ イ ム リー な デ ー タ収 集 シス テ ム の確 立 に関 して は、1968年 に穿 孔 タ イ プ ラ イ ター

と専 用線 を用 い た伝 送機 器 に よ る販 売 デ ー タ収 集 シ ス テ ムの 導 入 を行 い、 次 に1974年 に デ ィス ク ・

ベ ー ス(2 .4MB)の 小 型 コ ン ピュ ー タTOSBAC-1350(27式)を 主 体 に電 話 型 公衆 回 線 を用 い

た 分散 型 コ ン ピュ ー タ ・ネ ッ トワー ク ・シス テ ムDACAPS(デ ー キ ャ ップ ス:DataCapture

System)に 移 行 し、 そ の基 盤 を確 立 した 。

DACAPSは 、 電 電 公 社 に よ る電 話 型 公衆 回線 の 開 放 後 の 初 め て の全 国 規 模 の 分 散 処 理 シス テ ム で

あ り、 次 の 成 果 を得 た 。

(1)よ り正確 な デ ー タ を迅 速 に本 社 コ ン ピュ ー タ に イ ン プ ッ トす る。

(2)各 事 業 所 の基 本 事 務 処 理 を機 械 化/効 率 化 す る。

(3)本 社 コ ン ピュ ー タ処 理 に よ る高 次 元 な情 報 を迅 速 に分 配 す る。

当 時 、 油 槽 所 な どの 現場 に コ ン ピュ ー タ を導 入 す る こ とは 、 現 場 要 員 が十 分 対 応 で き る か否 か不

安 も あ った が 、操 作 性 を重 視 した シス テ ム設 計 と マ ニ ュ ア ル/イ ンス トラ クシ ョ ンの 充 実 お よ び教

育 訓練 の 努 力 に よ り、 この 不 安 は解 消 され た 。

エ ッソ ・ス タ ン ダ ー ド石 油㈱ で は 、 このDACAPSを 分 散 処 理 の 第1世 代 シス テ ム と称 して お り、

さ ら に多様 化 、複 雑 化 、 高 度 化 した コ ン ピ ュー タ利 用 の た め に第2世 代 の 分 散 処 理 シス テ ムMIDA

S(マ イ ダ ス:MarketingInformationandDataAcquisitionSystem)を 計 画 し、1979年5月

の パ イ ロ ッ ト ・シス テ ムの 稼 動 をは じめ と して、1980年10月 まで に段 階 的 に機 能 を拡 充 し完 成 させ

た 。

MIDASは 、DACAPSが 備 え て い る範 囲 、 機 能 をす べ て満 足 す る に加 え、 次 の 目標 を達 成 した。

(1)ロ ー カ ル事 務 機 械 化 の 大 幅 拡 充

(2)ネ ッ トワ ー クの機 能 拡 大 お よび機 器 設置 場 所 の増 加

(3)本 社 大 型 コ ンピ ュ ー タ との オ ン ラ イ ン結 合

(4)自 動 出 荷 シス テ ム、 自動 秤 量 シス テ ムの拡 大

Bネ ッ トワー ク構 成

6-5-1図 は ホ ス ト ・コ ン ピュ ー タ(IBM3031)と ス ーパ ー ・ミニ コ ンに よ るフロ ン トエ ン ド

・プ ロセ ッサ ー(TOSBACシ リー ズ7/40)
、全 国37ヵ 所 の 分 散 処 理 プ ロセ ッサ ー(TOSBACD

P/6)、 特 定 回線 で 分 散 処 理 プ ロセ ッサ ー と接 続 され る8カ 所 の リモ ー ト ・ワ ー クス テ ー シ ョ ンの



エ ッソ ・ス タ ンダー ド石 油 ㈱ の分 散処 理 シス テムMIDAS219

6-5-・1図M|DASネ ッ トワ ー ク 概 念 図
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ネ ッ トワー ク図 で あ る。

フ ロ ン トエ ン ド ・プ ロセ ッサ ー(FEP)は 、 ホ ス ト ・コ ン ピ ュー タ とMIDASネ ッ トワー ク と

'の 間 に あ
って デ ー タ集 配 信 業 務 を中 心 に処 理 す る ほ か8台 の キ ー ボ ー ド ・デ ィ ス プ レイ 、6台 の シ

リ ア ル ・プ リ ン タ`を 用 い て通 常 の デ ー タ処 理 も実 行 す る必 要 が あ るた め 、TOSBACシ リーズ7

/40の 中 にTOSBACDP/6を エ ミュ レー トす る機 能 を有 して い る。 フ ロ ン トエ ン ド ・プ ロ セ ッ

サ ー に は、 さ ら に3回 線 の電 信 型 公 衆 回線 を接 続 し、 銀 行 か らの 入 金 通 知 デ ー タ の収 集 も行 っ て い
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る。

次 に分 散 処 理 プ ロセ ッサ ー(LT)で は 、支 店 、 油 槽 所 、 出 荷 事 務 所 、LPGガ ス ・セ ンター一に お

け る各 々 の適 用 業 務 を構 内 の 最 大8台 の キ ー ボ ー ド ・デ ィス プ レ イ を用 いマ ル チ ワ ー クで処 理 して

い る。 この う ち9カ 所 の油 槽 所 で は 自動 出荷 、 自動 秤 量(BulkPlantAutomationSystem:B

PAシ ス テ ム 、6-5-2図 参 照)を 導 入 して い る。.

こ れ らの シス テ ム は現 場 の 制 御機 器 や 計 器 との 接 続 を行 うた め 、 従 来 は 制 御 用 専 用 コ ン ピ ュー タ

を用 い て い た が 、MIDASで は現 場 機 器 との 接 続 にマ イ クロ ・コ ン トロー ラーTOSMIC-12を 用

い、TOSBACDP/6と 通信 結 合 す る こ と で、 制 御 系 シス テ ム を融 合 させ る こ と に成 功 した 。 ま

た 現場 機 器 の一 部 で あ る出荷 制 御盤 につ い て も、6カ 所 の 油槽 所 で は 従 来 の リ レー 方 式 に よ りマ イ

コ ンの シ ー ケ ンサ ー(TOSMIS)の ソフ トウェ ア を主 体 に実 現 して い る。

この 自動 出荷 シ ス テ ム に 関連 して2ヵ 所 の 油 槽 所 で は、 関連 会 社 に よ る出 荷 の た め に 、他 社 コ ン

ピ ュー タ との 間 で 予 約 デ ー タや 出荷 デ ー タの 伝 送 を行 っ て い る。 また逆 に2ヵ 所 の 関 連 会 社 で は 、

エ ッ ソの 出 荷 を行 うた め に逆 の デ ー タ伝 送 を行 っ て い る。

リモ ー ト ・ワー ク ・ス テ ー シ ョン(WS)は 、 小 規 模 な油 槽 所 、 出荷 事 務 所 、LPGガ ス ・セ ンタ

6-5-2図 自動出荷システ ム
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一 に設置 し、近 隣 のTOSBACDP/6と 特 定 回線 に2接 続 し、TOSBACDP/6の 構 内 ス テ ー シ

ョ ン と全 く同 一 の 処 理 を行 う。

Cシ ステムの機能

MIDASは 、 大 別 して次 の9の サ ブ ・シス テ ムで構 成 され る。

(1)商 品 会 計 シ ス テ ム

(2)鶴 見 油槽 所 専 用事 務 機 械 化 シス テ ム

(3)販 売 価 格 管 理 シス テ ム

(4)船 舶 ・航 空 機 請 求 事 務 シス テ ム

(5)ト ラ ッ ク運 行 管 理 シ ス テ ム

(6)LPG小 売 管 理 シス テ ム

(7)マ ー ケ テ ィ ン グ情 報 シス テ ム

(8)代 理 店財 務 分 析 シス テ ム

(9)伝 送 シ ス テ ム

6-5-1表 に 商 品 会 計 シ ス テ ム の機 能 に つ い て記 述 す る。

Dシ ステムの特徴、効果

(1)タ ー ン ・ア ラ ウ ン ド ・タイ ム の短 縮

LTやFEPに て 入 力 した デ ー タバ ッチ は 、 バ ッチ組 み と同 時 にFEPの デ ー タ収 集 シ ス テ ム に自

動 的 に伝 送 され 、ま とめ て ホ ス ト・シス テ ム にRJE入 力 され る。 こ の た め 、当 日発 生 したデ ー タは ホ

ス ト・システム で 当 日中 に処 理 され 、翌 朝 まで に は管 理 レポ ー トをLTに 返 送 す る と い う完 全 な 日次

処 理 に よ る運 用 が可 能 と な る。

ま た、 支 店 や本 社 か ら販 売 速 報 や在 庫(商 品 、 タ ン ク)を 即 時 に把 握 す る こ とが 、 公 衆 回 線 を経

由 した リモ ー ト ・イ ンク ワイ ア リー に て 可 能 と な っ た。

(2)油 槽 所 で の 負 荷 の 平 衡 化

DACAPSで は 出 荷 予 約 の入 力 は 、 出荷 前 日の 配 車 計 画 後 で な け れ ば な らず 、 出荷 件 数 の 多 い油

槽 所 で は オ ペ レー タ ーの 負 荷 が大 きか った が、MIDASで は 受注 時 に予 約 入 力 して お け ば よ く、 配

車 もコ ン ピュ ー タで 自動 割 り当 て され るの で ピー ク を平 衡 化 で き る。

(3)デ ー タエ ン トリー の 分散

これ まで 非機 械 化 事 業 所 で発 生 す るデ ー タは 、 外 注 パ ンチ を含 め本 社 に て キ ー パ ンチ して い た が、

こ れ を非 専 任 オペ レー ター が 、本 社 や 支 店 よ り厳 しい バ リデ ー シ ョ ン を経 て入 力 す る こ と に よ り、

デ ー タの信 頼 性 が向 上 し、 デ ー タ ・コ ス トも低 減 した 。
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(4)BPAシ ス テ ムの 拡 大

MIDASで は 、 自社 で の 自動 出荷 シ ス テ ム8ヵ 所 、 自動 秤 量 シス テ ム1カ 所 、関 連 会 社 で の 自動

6-5-1表 商 品 会 計 シ ステ ム の機 能

機 能 機 能 要 素 特 徴

オ ー ダ ー ・エ ン ト リ ●出荷 予約 の入 力、変 更 、取 り消 し

●予約 変更 記録 の プ リ ン ト出力

●出荷伝 票 の発 行(手 動 出荷 の場 合)

●予約 リス トの プ リン ト出 力(明 細 、

サ マ リー)

●予約締 切

●完 全 なバ リデー シ ョン

●顧客 別販売 割 当照合 お よび引落 し

●商 品予定 在庫 照合 、更 新

●一括発 行 、遂 次発行

配 車 計 画 ●自動 配車 と配 車表 の プ リン ト出 力

●配車 順 の変更(ト リップ交換)

●配 送 距 離 ・費 用 な ど を も と に した 会

社 トラ ッ ク 、タ イ ム ・チ ャーター、スポ

ッ ト ・チ ャ ー ター の 自動 割 り当 て 、配

車 の 最 適 化

自 動 出 荷 ●積込 指図 書 の プ リン ト出力

●積込 時 の設定 油量 と予約情 報

との照合

●積込 制御(流 量 計 からの流 量信 号 の

受信 、 バ ルブ開閉 、ポ ンプ始 動 ・停止)

●積込状 況 の監 視盤 表示

●緊急 停止(全 種場 、 ローデ ィン グ ・

アー ム単 位)

c

●IDカ ー ドによ る予約情 報 との照合
'

●予 約 情 報 の 主 メ モ リー 常 駐 化 に よ る

高 速 な ター ンア ラ ウ ン ド ・タ イム

●マ イ ク ロ ・コ ン ピ ュ ー タに よ る出 荷

制 御 盤(コ ン トロー ル ・パ ネ ル)の 実

現(TOSMIS)

● セ ンサ 入 出 カ イ ン タ フ エ ー ス をマ イ

クロ ・コ ン ピュ ー タ化 し、DP/6と 通

信 結 合(TOSMIC)

●障 害 時 の切 離 し運 転 、 手 動 出荷 へ の

切 換 え

自 動 秤 量 ●LPGの タン ク トラ ックの 積 込 前

後 重量 の測 定 によ る実車量 の 自動 算

出

●出荷 伝票 の発 行

●IDカ ー ドによ る予約 情報 との照合

●計量 機 との イ ン タフェー ス をマ イ ク

ロ ・コ ンピュー タ化 し、DP/6と 通 信

結 合(TOSMIC)

自 動 タ ン ク 測 定 ● タ ンク内 の液面計 、温 度計 との結 合

に よる油 高 ・温度 の コンピュ ー タへ

の 自動 入 力

●計 量 機 との イ ン タ フ ェ ー ス をマ イ ク

ロ ・コ ン ピ ュ ー タ化 し、DP/6と 通 信

結 合(TOSMIC)
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出荷 シス テ ム2ヵ 所 のBPAシ ス テ ム が 稼 動 し、 さ ら に拡 大 す る方 向 に あ る。BPAシ ス テ ム は
、

現 場 設 備 や 工 事 に は未 だ 大 きな投 資 が伴 うが 、 コ ン ピ ュ ー タ側 はMIDASの よ うに分 散 処 理 プ ロセ

リ モ ー ト ・オ ー ダ ー ●関連 会社 の コン ピュー タか らの 出荷 ●構内回線や公衆回線を介 した伝送

伝送 予約 受信(東 京、 名古屋) ●予約 デ ー タの一括伝 送 、予約追 加 、

●関連会 社 の コ ンピュ ー タへ の出荷確 変更 、取 消、 出荷確 定 デー タの遂 次

, 定 デー タの送信 伝送

●関連会 社 の コ ンピュ ー タへ の出荷 予

約 の送 信(清 水 、岡 山)

●関連 会社 の コ ンピュー タか らの出荷

確 定 デー タの受信

出 荷 確 定 ●手動出荷時の出荷済/未 出荷の伝票 ●15℃ 温度 換算

N・.の指 定

● ハ ッ シ ュ ・ トー タ ル ・チ ェ ッ ク
、 バ

ッチ組 み

●自動出荷時の自動確定処理

レ ポ ー ト 出 力 ●バ ッチ組 み 時の ファ イル一括 更 新 ●CRT/プ リン タ表示

● タ ン ク ・ レ ポ ー ト、 タ ン ク ロ ス ・ ■ タン ク毎 の在庫 管理 、ロス管理

レポ ー ト ●商品 ・荷姿 毎の 在庫管 理

●商 品在庫 レポー ト(商 品在庫 受払 表 ●流量 計 の メー ター値 と出荷 量 との照

主要商品在庫表、出荷実績表) 合
● フ ロ ー ・メ ー タ検 定 表

●顧 客販 売 レポ ー ト

商品 受払 デー タ入 力 ●受 入、 出荷訂 正 、油 槽所 内受払 、在 ●油槽所 にお けるバ ッチ入 力

庫 報告 デー タのバ ッチ入 力 ●支店 、本社 におけ る非機械 化 油槽 所

●販売 報告 、販 売遡 及訂 正 デー タのバ の代行 入 力(ジ オセ ンター)

ッチ入 力 ●本 社 で の ホ ス ト検 出 エ ラー ・バ ッチ

の訂正

計 算 ●タ ンク在 槽 計 算(油 高 、 水 高 、 温 度 、 ●ASTM近 似式 を用 いた在槽計 算

比 重入 力 に・よ る見掛 量 、15℃ 換 算量 ●球 形 タ ン ク、JISテ ー ブ ル の 登 録

の算出)

●LPGタ ンク在 槽 言十算

●投 資効 果予 測計算(D.C.F.計 算)
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ッサーとマイコンをベースにしたコントローラーを通信結合 して現場機器とインタフェースをとる

ことや、マイコン ・コントロールの出荷制御盤で容易に導入で きるようになった。

BPAシ ステムによる効果は、次のとおりである。

① 監視盤での集中管理 による現場監視員の削減

② 積み込み作業の誤 り防止、安全性向上

③ 予約情報 と流量 との照合による積込制御のための検量作業の削減

④ セキュリティ向上.

⑤ 出荷伝票の積込後の自動発行による事務作業の軽減、伝票管理の向上

⑥ 出荷確定処理の自動化

(5)無 人運転 と操作性の向上

コンピュータ・システムの機能の増大とともにオペレーターの操作負荷 が大きくなるのでは意味が

ないとの考 えより、MIDASで は極力オペレーターの操作、判断 を避け、自動出荷、自動秤量、自

動 タンク測定、自動発着信、自動電源切断 など自動化、無人化 を図っている。

特にFEPの デー タ集配信 については全 く無人で運転 できる。一方LTで も適用業務の随所 に自

動処理 を配慮 して設計 し、データ ・エ ントリーの後続処理は、すべて自動的に実行 される。

(6)管 理の強化

油槽所の在庫管理は これまで商品 ・荷姿ごとに行って きたが、さらにタンクごとの管理や15℃ 温

度換算数量 の把握 が可能 となった。 このため、これまでの商品ごとの実在庫 と帳簿在庫 との差異に

基づ く管理のほかに、タンク実在庫 とタンク帳簿在庫 との差異、15℃温度差増減等の情報により、

より正確なロス管理が可能となった。また、流量計のメータ値との照合も行 うなど、科学的 な管理

が一段 と強化で きた。

一方、販売管理面では石油の供給が厳 しい際には商品の顧客への公平な販売割 り当て管理 が重要

な機能 となる。DACAPSで は油槽所 コンピュー タで しか入力できなかったものを支店や本社のF

EPや ホ ス ト・システムからオンラインにて入力で きるようになった。これによ り割 り当ての変更

など情況に応じたダイナミックな運用が行えるようになった。

(7)内 部監査統制、セキュリティ強化

監査統制、セキュリティは、MIDASの 基本機能として重視 している。

① オペ レーターID、 パスワー ド照合 によるプログラム起動の制御

② ファンクション(部 門)に よる表示情報の制御

③ 伝送ログ、操作 ログ、作業管理 ログの表示による異常の発見、オペ ミスの防止

④ 監査員 による在庫監査機能

⑤ 伝票変更 ・取消ログの出力による伝票管理
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Eあ とが き

前述 の よ うに、 第1世 代 の 分 散 処 理 ネ ッ トワー ク ・シ ス テ ム で あっ たDACAPSは 昨 今 ほ ど分散

化 が叫 ば れ て い な か っ た 時期 で あっ た に もかか ら らず 、その 挑 戦 は見 事 に成 功 し、 大 きな成 果 を あ げ

た 。 その 第2世 代 とも い うべ きMIDASに つ い ては、当 然 の こ とな が らすべ て の 面 で 前 身 シス テ ム を

上 回 る もの で な け れ ば な らな い とい う大 き な課 題 を か け ら れ な が らも、 ハ ー ドウ エ ア、 ソ フ トウ エ

アの革 新 が 、十 分 に そ の期 待 に応 え、 これ を見 事 に達 成 で きた と確 信 して い る。

今 後 と も 分散 ネ ッ トワ ー クの拡 充 を 図 り な が ら、 次 世 代 シス テ ムへ の準 備 、検 討 を続 け るつ も

りで あ る。

6㈱ 荏原製作所の羽田、袖 ヶ浦工場 のオンライン生産情報管理

Aは じめに

羽田工場は本社 と同一敷地 にあって、大型ポンプ、送風機、発電用水車、各種 プラン ト機器等の

設計と製造 を行 っている。この羽田工場から大型製缶工場 を主体 として分離 した袖ヶ浦工場は、 コ

ンプレッサーとタービンの製造を担当 している。

両工場の製品はすべて受注生産であり、シリーズ化 された一部の機種 もその範囲は図面段階まで

で、ほ とんどの場合、都度設計、製作 されるとい う特徴を有する。 したがって工場の生産活動(購

買、製造、品質管理等)も すべて個別 オーダー単位 の作業や管理 を基本 としている。

B新 システム導入の背景

従来の生産活動は 「台帳一伝票 システム」 をベースとして営まれていた。すなわち設計図面の部

品情報 をインプッ トとして、EDP的 に合成 された 「目的別部品表」を各々が手控 え的な台帳 とし、

それをベースに各種伝票 をハ ンドリングするとい う姿である。この方法は、時系列的変化 を伴 う生

産情報 を扱 うにははなはだ具合が悪 く、事物の真のステータスと手もとの情報 を一致 させ ることは

ほとんど不可能である。その結果、物 さがしや問い合せ等の非生産的な業務が多発することになり、

事務作業や同管理等の生産性 という点でも多くの問題 をかかえるに至っていた(6-6-1図 参照)。

Cシ ステムの 目的と構想

(1)機 能分散(ワ ーク ・シス テムの構築)

工場は事物の動 きを工程順 にリアルタイムで把握 し、かつ管理する。そのためには作業現場 を含



226第6部 コ ン ピュー タ適 用 業務 の 具体 例

6-6-1図 台帳 一 伝票 を基本 と した 旧 シス テ ム ・フ ロー
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め た ラ イ ンで の 発 生 デ ー タ を即 時 に収 集 で き る端 末 機 器 を導 入 し、 かつ 現場 へ 即 時 の応 答 が で き る

よ う、 オ ン ラ イ ン ・フ ァ イ ル処 理 の 可 能 な ミニ ・コ ン ピ ュ ー タ を工場 に設 置 して、 ホ ス ト ・シス テ

ム との機 能 分 散 を図 りた い。

ホ ス ト ・シス テ ム(本 社 設 置 のIBM-370を 利 用)は 工 場 か ら投 入 され るバ ッチ'モ ー ドの 各 種 ト

ラ ンザ ク シ ョン ・デ ー タ に よ り、 主 要 フ ァ イ ル の バ ッ ク ア ッ プ お よ び メ ン テナ ンス処 理 を デ イ リ

ー ・サ イ ク ル で行 い
、 ロ ー カ ル(工 場)・ シ ス テ ム を サ ポ ー トす る と と も に従 来 か ら処 理 して きたバ

ッチ ・ベ ー ス で の 各 種 の報 告 書 を作 成 す る。 つ ま り、 工場 ワー ク ・シ ステ ムの構 築 で あ る。

(2)事 務 処 理 の 効 率 化

デ ー タが発 生 した 部 署 で 、 また発 生 した 時 点 で タ ー ミナ ル操 作 を行 う こ と に よ り、 鮮 度 、確 度

の 高 い デ ー タが 工場 の オ ン ラ イ ン ・フ ァ イ ル に反 映 さ れ る。 そ れ は と り もな お さず 「現 在 」 の状 況

に関 す る情 報 を全員 が くま な く 「共 有 」 す る こ と にほ か な らな い。 そ の結 果 は、 人 手 に よ る繁 雑 な

伝票 の 扱 いや 、 私 設 台 帳 の転 記 、 消 し込 み 等 の 作 業 を排 除 す る こ と につ な が るで あ ろ う。

(3>羽 田 ・袖 ヶ浦 工 場 を直 結

袖 ヶ浦 工場 は 羽 田 工場 か ら分 離 した工 場 で あ る が 、 羽 田 工場 の組 織 を利 用 した事 務 処 理 に基 づ い

て運 営 され て い る部 分 が あ る。 一 方 生 産 設 備 と して の 補 完 的 性 格 も あ り生産 情 報 の 管 理 は 同 一 シス

テ ムで 行 う こ と が望 ま しい。 さ らにハ ー ド、 ソ フ トの 費 用 面 で も一 方 をサ ブ ・シ ス テ ム と して構 築

す る方 が 有利 で あ る。

(4)ソ ー ス ・デ ー タの エ ン トリー機 能

設 計 図面 か ら作 成 す るB/Mの ソ ー ス ・デ ー タの エ ン ト リ ー 方 式 お よび機 能 を、 最 低 で も 旧 シ

ス テ ム と同 等 に は 維 持 した い 。 さ りと て、 その た め に キ ー ・ツ ー ・デ ィス ク等 の入 力機 器 を別 途 に
'

採 用 す るの は シ ス テ ム、 費 用 の 両 面 で む だ で あ るの で 、 こ れ を新 シス テ ム に統 合 で き る よ う に工 夫

した い。

以 上 の よ うな い くつ か の主 要 な案 件 を満 た す こ と を 目標 と して、 シス テ ム構 想 を進 め 、 数 社 の メ

ー カ ー を検 討 した 結 果
、NCRのDPI-150の 導 入 を決 定 した。

新 シ ス テ ム の検 討 に入 っ て以 来 、 約2年 の構 築 作 業 の 末 に1979年3月 か ら シ ス テ ム は稼 動 した。

シス テ ム開発 の経 過 は6-6-2図 の とお りで あ る。

な お、 この シ ス テ ムは 当 社 では 、EPOCS-HS(EbaraProductionOrgqnizationControl

SystemforHaneda,Sodegaura)と ネ ー ミ ン グ され て い る。

DEPOCS-HSの 概 要

(1)デ ータ構造

事物のステータスとその情報 を同期化するために 「材料に対する作業工程」 とい うデー タ構造に
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した。 その"容 れ もの"に 対 して作 業 部 門 が報 告 を行 い 、 あ るい は そ こか ら必要 とす る情 報 を引 き

出 して 作 業 を行 う(6-6-3図 参 照)。

フ ァ イ ル の概 要 は次 の と お り

① 製 番 フ ァ イ ル

製 品 レベ ルの 情 報 フ ァ イ ル で製 品 お よ び オー ダー に関 す る種 々の 情 報 を有 し、 大 日程 レベ ル で

の管 理 を 目的 と す る。

②B/Mフ ァ イ ル

あ る製 品 に属 す る組 立 レベ ル あ るい は部 品 レベ ル の情 報 の フ ァイ ルで あ る。 個 々の 部 品 の 完 成 、

入 出庫 等 の 進 捗 状 況 も含 め て管 理 され る。

③ 工 順 フ ァ イ ル

個 々 の 部 門 の 製 造 工 程 にお いて 、発 注 した り、加 工 した りす る各 工程 の情 報 を フ ァ イ ル す る と

と も に、 現 場 よ り発 生 す るデ ー タ を記 録 す る た め に 利 用 され る。

(2)シ ス テ ム の概 念 図 とデ ー タ ・フ ロー

ど この 部 品 が シ ス テ ムで どの よ うに、 か か わ る か を示 した の が6-6-4図 で あ る。 また そ こで

発 生 した各 種 の デ ー タ ・フ ロー が6-6-5図 で あ る。,

(3)工 場 オ ン ラ イ ン ・シ ス テ ムの機 器構 成 は6-6-6図 に示 した と お りで あ る。

6-6-2図 シ ステ ム導 入 経過 概 況
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E新 システ ム の効 果

(1)帳 票類の削減と事務作業の軽減

伝票や台帳が大幅に削減 されることになり用紙代は もちろん、ファイリングやそれに付随 してい

た転記、消 し込み等の作業が大幅 に減 った。

(2)情 報の集中管理 と検索による効果

工場の各部門が共有するファイルが工程 ごとにその情報 を更新する。そのファイルに対 して多面

的な検索メニューを用意することにより、だれでも、いつでも精度のよい情報 を得ることがで きる。

6-6-3図 材 料 と作 業 の フ ァ イル関 連 図
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6-6-4図 シ ステ ム概 念 図
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し た が っ て以 前 の'情 報 の ず れ"に 起 因 して い た 「物 さが し」 と か 「問 い合 わせ 一 調 査 報 告 」 と

い っ た非 生 産 的 な業 務 は皆 無 に等 し くな っ た 。 こ れ は と り も な お さず 管 理 機 能 の レベ ル ア ップ と い

お うか強 化 に直 結 し、 工 場 に お け る現 場 の ス ピ ー デ ィ な ア ク シ ョ ンが可 能 に な っ た 。

6-6-5図 ホス ト・システムとローカル ・システムの関係 とデー タ ・フロー
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6-6-6図 シス テ ム機 器 構 成 図
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7銀 行間CD提 携 システム

Aま えがき

各金融機関においては低成長時代 を乗 り切るため生産性向上、経営効率化の推進が必須条件 とな

っているばかりでなく、全国2万2,000あ まりの店舗網 を有する郵便貯金の全国オンライン・ネッ ト

ワー ク・サービス網 に対抗する自衛策が求め られているきわめて厳 しい環境下にある。

この対応策の1つ として顧客サービス向上と省力効果の大 きい現金 自動支払機(以 下CDと 略称)

の普及率は目ざましく、すでに全国で約1万5,000台 が設置 されているが、これらを自行網内で自行

取 り引 きに使用するほか、CDを 多数銀行間で共同利用するオンライン業務提携の動 きが活発化 し

て きた。

これは日本キャッシュサービス(以 下NCSと 略す)に 見られるよ うに共同利用専用のCDを 使

ったオンライン業務提携にとどまらず、さらに進んで加盟行の自行網内既設CDを 経済的に相互利

用するものである。

まず相互銀行CD提 携 システム(以 下SCSと 略す)が1978年11月 にサービスを開始 した。 さら

に都市銀行CD提 携 システム.のうち中下位6行 システム(以 下SICSと 略す)が1980年3月 に、

同上位7行 システム(以 下TOCSと 略す)が1980年4月 に、地方銀行CD提 携 システム(以 下A

CSと 略す)が1980年10月 にサービス開始 した。

これ らの各 システムは、電電公社が各ユーザーの依頼 を受けて設計建設を行ったもので以下に概

要を紹介するとともに将来の展望 について述べる。

BCD提 携 システムの概要

(1)CD提 携サービスの概要

本システムは加盟銀行の各 自行網 センターと本 システム ・セ ンターとを接続 し、各自行網 システ

ムの保有するCDを 他銀行から相互 に利用しあうことにより、現金の他行代払を迅速 かつ正確 に行

うものである。

6-7-1図 に当システムで実施 しているオンライン ・サービスの流れを示す。なお、CDセ ンター

では同図の中継機能のほかに犯罪防止のための不正カー ド登録管理、顧客の待時間の過大化防止の

ための交換データ・レスポンス時間監視、被仕向自行センター障害時の仕向行 に対す る支払 中止

の代行連絡などを行 う。また現金代払のほか、残高照会電文の中継 も行 うが、現時点にお・いては、

この機能はACS、SCSの みが使用 している。
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② 各CD提 携 シ ス テ ム の概 要

各 業態 別 に構 築 され て きたCD提 携 シ ス テ ム をサ ー ビ ス 開始 順 に概 要 を述 べ る。

① 相 互 銀 行CD提 携 シス テ ム(略 称SCS)

各 自行 網 の保 有 す る既 設CDを 加盟 銀 行 間 で 利 用 しあ う とい うCD提 携 シ ス テ ム の先 駆 的 な役

割 を果 した の が、 こ の相 互 銀 行CD提 携 シス テ ム で あ る。 す で に1978年11月 に16行 を接 続 して サ

ー ビス 開 始 し
、 翌1959年11月 には21行 の収 容 と な っ た。 さ ら に全 国71行 の 相 銀 を4回 に分 け て 順

次SCSセ ン ター に接 続 して い くと い う構 想 が打 ち出 され て お り1980年10月 に はCDセ ン ター 収

容 行 は41行 とな っ た 。SCSの シス テ ム構 成 は6-7-2図 に示 す よ うに東 京 と大 阪 に各 々CDセ ン

ター を置 き、 両 セ ン ター 間 を中継 回線 で接 続 して い る。 また 制 御 手 順 はNCSで 使 用 して い るB

イ ン タフ ェ ー ス制 御 手順 に統 一 され て い る。

② 都 市 銀 行CD提 携 シ ス テ ム(略 称TOCStsよ びSics)

都 市 銀 行 シ ス テ ム は 中下 位6行(CiCS)と 上 位7行(TOCS)の2グ ル ー プ に分 か れ て

1980年3月 お よ び4月 に そ れ ぞ れ サ ー ビ ス開 始 した。 構 成 は6-7-3図 に示 す よ う に、 各 々個 別 の

CDセ ン ター を介 して 加盟 自行 網 セ ン ター ど接 続 され て い る。

な お伝 送 制 御 手順 につ い て はSCSと 同 様 にBイ ン タフ ェ ー ス制 御 手順(6-7-1表 参 照)に 統 一

され て い る。

③ 地 方 銀 行CD提 携 シ ス テ ム(略 称ACS)

全 国63行 の 全地 方銀 行 が1980年10月 に同 時 加 盟 で一 斉 サ ー ビス 開始 した 。6-7-4図 の シ ス テ ム

6-7-1図 オ ンライン ・サー ビスの流れ(現金支払い)

顧客 仕向銀行セ ンターCD中 継 セ ンター 被仕向銀行セ ンター

』隠避○ ± ○=量二〇 閣
他 行 カー ド

(営 業店)(支 払請 求 銀 行)(支 払銀 行)

(注)オ ン ライ ン ・サ ー ビスの 流 れ は次 の通 りで あ る。

① 参加 銀 行 の営 業 店 に設 置 されて い るCD端 末 を使用 した、他 行 あ ての 現金 取 引 デ ー タは、 当 該銀

行(仕 向 行)の 自行 セ ン ターへ 伝 送 され る。

② 仕 向セ ン ターで は 、CD提 携 シス テ ム統一 形 式 の支 払 要求 電 文 に変 換 して 、CD中 継 セ ン ター に

伝 送す る。

③CD中 継 セ ンター で は、電 文 内容 チ ェ ック、判 別 、 記録 な どの処 理 を行 っ た後 、 あ て先該 当他 行

(被仕 向 行)の 自行 セ ンターへ 伝 送 す る。

④ 被 在 向銀 行 セ ン ター は電 文 内容 をチ ェ ック し、 当該顧 客 の元 帳 フ ァイ ル を更 新 処理 後 、CD提 携

シス テ ム統 一形 式 の 支払 許 可電 文 をCD中 継 セ ン ターへ 応 答伝 送 す る。

⑤CD中 継 セ ン ターで は 、電 文 内容 をチ ェ ッ ク、記 録 し、当 該仕 向銀 行 セ ン ターへ支 払 許可 電 文

を応 答伝 送 す る。

⑥ 仕 向銀 行 セ ン ターで は 、当 該CDに 支払 い を許 可 す る旨の連 絡 をす る こ とに な り、現 金 支 払取 引

の 処理 が完 了 す る。



6-7-2図 相 互 銀行CD提 携 シ ス テム(SCS)
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松江

大正

高千穂

西日本

(注)当 システム構 成は、71行 がすぺて接続 された場合の構成 を示す(今 後若干の変更 も予想 される)。

関西
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中央

中京

岐阜

名古屋

興紀

滋賀

大阪

二宋

愛媛

東邦

和歌山

香川

福岡

扶桑 ＼

高知

山陽

山口
正金,佐賀,

九州,熊本,徳 島

肥後,豊和,宮崎

旭 ＼

ゴ

o
o融

×'

Si

8
臼
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6-7-3図 都市 銀 行CD提 携 シ ス テ ム(SICS,TOCS)

CD端 末

(自行網内)
住友

第一勧銀

東京

富士

TOCS

セ ン タ ー

(J-2095.DUP.)

_湿 二_「

SICS

セ ン ター

(J-2095.DUP.)

KJ・・2095・DUP」
一!一'「 「～一、一

自行網 セ ンター

イ

拓銀CD端 末

(自行網内

埼玉 ,

協和

東海

(注)点 線 部 分 は 、将 来TOCSシ ス テム とSICSシ ス テ ムが結 合 した時 点の 想 定 図で あ る。

6-7-1表Bイ ン タ フェー ス制 御 手 順

要因
匝】線種別 伝送速度 接続制御方式 応答監視ソ斌 伝 送 力 式 伝 送 符 号 系 言呉 り 制 御 同 期 方 式

内容

符号品目 ●不定 長(た

内 ACK/NAK
だ しテキス ト

は100文 字固

JIS7ビ ッ ト

2,400B/S 2,400B/S コ ン テ ン シ ョ 交互監視方式 定) 十 CRC SYN同 期

ン方式 ●単信(1プ ロ 1パ リテ ィ ピ

ツクの送 受信 ッ ト
容 毎 にデー タリ

ンクを解散 す

る)

注)た だ しACSで は この他 にさらに3手 順 を採 用 してい る

構 成 に示 す よ うに 自行網 セ ン ター が 全 国 に分 布 して い るた め セ ン ター設 備 費 と回線 料 の経 済条 件

の 他 、還 元 資料 の 配布 や 保 守 上 の地 理 的 条 件 を考 慮 し地 区 別 サ ブ ・セ ン ター 方 式 が採 用 され た 。

した が っ て各 地 区 別 のCDセ ン ター(以 下 地 区 セ ン ター と い う)間 に渡 る取 引 電 文 は 必 ず 中継 セ

ン ター を介 して 行 われ る。

ま た 当 シス テ ム の 特 徴 と して 、 地 区 セ ン ター で は電 文 フ ォ ー マ ッ ト標 準 形 式 で な け れば な ら な

い が 、接 続 条 件 の 制 御 手順 を各 自行 セ ン ター ・シ ス テ ムの 条 件 に よ り任 意 の伝 送 手順(現 行 はB

イ ン タフ ェー ス制 御 手 順 を含 め て4手 順)で も接 続 可 能 と して い る こ と が あ げ られ る。 す な わ ち

異 な る制 御 手順 間 の イ ン タ フ ェー ス吸 収 は 各地 区 セ ン ターの ソ フ トウ ェ ア で 実施 して い る。

(3)セ ン ター設 備構 成

CDセ ン ターの 設 備 構 成 は6-7-5図 の と お りJ2094(PANAFACOMU-1500相 当)ま た はJ
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6-7-4図 地 方銀 行CD提 携 シ ステ ム(ACS)

岩手

東北

七十七

秋田

羽後

荘内

山形

東邦

北 富

陸 山

6-7-5図

2400b/s

ノ

〆
2400b/s

仙台 地区

セ ンター

(仙台)

(J2095DUP)

2400b/s

＼

北 福 歪+
国 井 蓋 重

センター設備構成図

横
浜

東 京地 区

セ ンター

(東 京)

(」2095DUP)

2400b/s

中継 セ ン ター

(東京)

(J2095DUP)

大 阪地区

セ ンタ・一

(大阪)

南.紀
部 陽

2400b/,

福 岡地 区

セ ンター

(福岡)

(J2095DUP)

山口

福岡

筑邦

佐賀

十八

親和

肥後

大分

宮崎

鹿児島

琉球

沖縄

CPU

MEM

(100枚/分)

CPU

MEM MEM

(SCSは 合 計128KB)

また は

(SCS以 外は 合計256KB)

1600/800RPI

(SCSは1MB)

または

(scs以 外 は40MB)
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6-7-6図 オ ン ライ ン ・プ ログ ラム構 成 図

管理 プログラム

「 一 十 一ー 一 一ー 一1-一 一 一 一 ー ー一 一「'

1一

一

ー

主記憶管理

プログラム

入出力管理

プロ グラム

タ

+一 〔=コ
一

一 ＼
ー

ー

通
信
制 「 一 一 一

一 ー ー ー ー ー 一 _____」
∈∋

1 御 1プ

1 口 1 劔

＼1
グ

ラ 1 (Dオ ンラ イ ン開 始処 理{7}試 験 処 理オ

1 ム 1 ン

ー

ー

1
ラ(2)オ ンラ イ ン再 開始 処理(8)障 害 処 理

イ

一

一

l

l

ン

業(3)オ ンライ ン終 了処 理 〔9)INQ処 理

務

1 処
| 理(4)現 払 処理 仰)リ カバ リー処理

1 1 プ

一

一

1

1

;(5)鵬 照会処理
ラ

L______」

ム

⑥ 時間監視処理

オ ンラ イ ン制 御 プ ロ グ ラム

2094(PANAFACOMU-400相 当)の 中 央 処 理 装 置 と主 記 憶 装 置 を2セ ッ ト用 意 したCPU

待 機 方 式 を採 用 して い る。 ま た 主 な周 辺 装 置 は 各 々現 用 と切 替 予 備 を装 備 し信 頼 性 と経 済性 を総 合

的 に追 求 した シス テ ム構 成 と な っ て い る。

(4)プ ロ グ ラム構 成

CDセ ン ター の プ ロ グ ラム は 処 理 効 率 を高 め るた め オ ン ラ イ ン ・シ ス テ ム と オ ン ラ イ ン関 連 バ ッ

チ ・シス テ ム の2種 類 の専 用 モ ニ ター が用 意 され て い る。 オ ンラ イ ン ・シス テ ム は 、 リア ル タイ ム

な電 文 交換 制 御 を 目的 と しオ ン ラ イ ン関 連 バ ッチ の ソ フ トウ ェ ア は大 量 一 括 処 理 を迅 速 に行 う こ と

を 目 的 に それ ぞれ6-7-6図 お よ び6-7-7図 に示 す構 成 を と っ て い る。

C自 行網 セ ンタ ー との 接続 条件

CDセ ンターと接続 されている各自行網センターは各々独自の開発経緯 を経て今 日の自行網 シス

テムを構築 してきてお・り、本 システムと接続するための条件 も多様化 している。 したがって本 シス
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6-7-7図 オ ン ライ ン関連 バ ッチ ・プ ログ ラム 構 成 図

つ

管理 プロ グラム

ー {

ジ
ョ

ブ

制
御
プ
ロ

グ
ラ
ム

頃 ●

資金決済高一覧表作成処理

資金決済用磁 気 テープ(帳票)作 成処理

オ 資金 請求書作成処理
ン
ラ 銀 行別地 区セ ンター別 日別取 引集 計表作成処理

璽難 竃i∴覧　

ll轍欝 欝=
難 二 元欝 欝:舞)

経費一覧表作成処理

r■ ●

z
イ
ル

制
御
プ

;
z

● 一

一

一

●

一'

■

○
[]

口
[コ

∈∋

(注)上 記管 理 資料 の 種類 は各 シス テ ムに よ り異 っ て い る。

6-7-8図 基 本 電文 様 式

「一 一「
ll

lSBl

lYCl

lNC|
ll

ll

ll

l|

ll
ll

ll

ll

ll

L_」

100キ ャラ ク ター

(注)①*は 、CDカ ー ドの 内容 と同 一 で あ る。

**は 、 仕 向 か ら被 仕 向へ の 上 り電 文 で は予 備 で あ り、被 仕 向 か ら仕 向へ の 下 り電 文 で は

残 高 で あ る。 な お、 上 り電 文 の残 高 欄12桁 と予備 欄10桁 の合 計22桁 は、CDカ ー ドの予 備18

桁 と有効 期 限4桁 で あ る。

***は 、 予備 欄 の 下3桁 を顧客 手 数料 欄 と して使 用 して いる。

②SCSに っ い ては電 文 様 式 が異 な る部 分 が ある。

共通項 目'

欝 糟ll鞭 鞭lI
番 号 ド 番

1216544441221210444613641
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テムの早期実現および経済性 を図るとい う目的のためには接続条件を標準化にして統一することが

必要 となって くる。

このため本システムでは接続条件に関するインタフェースを電気的規格を規定 した制御仕様、機

能設計条件 を規定 した機能仕様 および運用上の責任分界等 を規定 した運用仕様の3種 類 に分けて規

定 している。なお6-7-8図 に基本電文様式 を示す。

D将 来の展望

都銀、地銀、相銀および信金のCDオ ンライン提携も実現 し、他の業態も全国ネットワー ク構想

を検討中である。このように各業態別水平提携 システムも出そろったあかつ,きには、顧客の利便に

重点 を置 くならば、次のステップはこれらを相互 に接続 した垂直提携システムに進んでいくものと

考 えられる。・

これまでに紹介 してきた公社直営の各 ジステムは当初から相互接続 を意識 した設計 を行っている

ため全金融機関による垂直水平提携 システムの実現は比較的容易に行える。 さらにこのような業務

提携はCDに 対する業務提携にとどまらず、自動預入機(AD)、 自動預入支払機(ATM)の 普及

に伴 う代受業務 さらには各金融機関と企業間で個々に実施 されている給与振込みや自動引 き落 とし

データ振分け処理等 も当システムを介 して効率的 に処理することも可能と考えられる。

8碧 海信 用金 庫 の 第2次 総 合 オ ン ライ ン ・シス テム

Aシ ステム開発の背景

金 融 機 関 に と っ て 、 コ ン ピ ュー ター は 不 可 欠 の 道 具 で あ る とい う時 代 に な った 。

まず 「大 衆 化 」 に よ る顧 客 先 層 の拡 大 が、 事 務"量"の 増 加 を もた ら した 。 一 方 で新 種 商 品 が相

次 い で生 み 出 され 、 業 務 の 多様 化 は 進 む ば か りで あ る。 金 融 機 関 の 事 務 は 、 も はや 伝 統 的 手段 で は

ど うに も な ら な い状 態 とな り、 そ こ に コ ン ピュ ー タ利 用 の 必然 性 が あ る。

信 用 金 庫 レベ ル に お い て も、 都 市銀 行 と比 較 して 、 量 の 面 で の違 い こ そ あ れ、 質 の面 で は 同 じ処

理 結 果 を求 め ら れ るの で あ り、 何 よ りも外 部 環 境 が 、 金 融 機 関 は す べ て コ ン ピュ ー タ・シス テ ム(そ

れ も相 当 高 度 な)を 持 っ て い る と い う常 識 の下 に あ る と い う こ とで あ る。

さて 、 当 金 庫 は早 くか ら、 効 率 経 営 、 省 力化 思 想 の も とに事 務 の 機 械 化 、合 理 化 を手 が け 、1969

年 小 型 機 に始 ま る コ ン ピ ュー タ利 用 はバ ッチ ・シ ス テ ム3年(小 型 → 中型 機)第1次 オ ンラ イ ン6

年(中 型 機)の 過 程 を経 て 、1979年 バ ロ ー ス 大型 機B6800に よ る第2次 総 合 オ ン ライ ン を実 現 した 。
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Bシ ステムの概要

第2次 総 合 オ ンラ イ ンは 、次 の 思想 に基 づ い て構 築 した。

① 全店 ・全科 目 オ ン ライ ン

② 全層CIF

③ 全二 重 化 機 器 設 備

④ 電 算 機 運 転 時 間 の短 縮

⑤ セ ン ター 集 中 処 理 化 の 徹 底

⑥ デ ー タベ ー ス(DMSII)の 採 用

(1)ト ー タ ル ・オ ン ラ イ ン ・シス テ ム につ い て

全 店 全科 目 オ ンラ イ ンで あ る た め に は 、預 貸 金 主 要 科 目の ほ か、 別 段 預 金 、 本 支 店 勘 定 、経 費科

目等 本 部 勘 定 に至 る まで 含 め な け れ ば な らな い 。 当 シ ス テ ムは 全 科 目 を次 の8区 分 に分 類 して 、 そ

れ ぞ れの ア プ リケ ー シ ョン ・プ ロ グ ラム が存 在 す る。

① 当座 預 金 ② 普 通預 金 ③ 別段 預 金 ・預 け 金 ・仮 受 金 ・仮 払 金 ④ 定 期 預 金 ・通 知預

金 ⑤ 定 期 積 金 ⑥ 融 資 ⑦ 為 替 ⑧ 日計

日計 とい う項 目は 上 記① ～⑦ の い ず れ に も属 さ な い科 目 を デ ー タ ・ギ ャザ リ ングす る。

営 業 店窓 口 は テ ラー ・シ ス テ ム を敷 い て い る。 テ ラー ・マ シ ンに は 上 記8分 類 の 集 計 が とれ る よ

うに な っ て お り、 営 業 店 に お け る締 め 上 げ作 業 は 、 テ ラ ー ・マ シ ンの 各 科 目(分 類)合 計 と、 オ ン

ラ イ ンが 出 した 各科 目(分 類)合 計 と が一 致 す れ ば締 め 上 げ作 業 は 終 わ りで あ る。 伝 票 を集 計 す る

作 業 は 行 わ な い。 従 来 使 用 して い た プ ル ー フ ・マ シ ンは全 店廃 止 した。 締 め上 げ作 業 の簡 素 化 は 営

業 店 業 務運 営 全 体 の 上 に 大 き な効 果 を も た ら して い る(6-8-1図 参 照)。

(2)全 層CIFに つ い て

預 金 、 融 資 、 出資 金 い ず れ か1つ で も取 り引 き が あ れ ばCIFが 作 られ、 顧 客 番 号 が付 け られ る 。

全 層CIFで 問題 に な るの は、 法 人格 を持 た な い任 意 の 団 体 、グループ等 の預 金 で 一 時 的 に利 用 され る

性 格 の 口座 で あ る。 これ らは 特 定 の 番 号 を設 け 、 集 合 体 と して扱 い 、 顧 客 フ ァ イ ルの 膨 張 を防 い で

い る。

(3)ハ ー ドウ ェ ア につ いて

機 器 設備 は 、 全系 統 に わ た り障 害 時 の 予 備 機 を配 置 し た二 重 系 統 で あ る。 予 備 機 は平 常 時 の バ ッ

チ ・シス テ ム機 で あ る と と もに 、 常 時 い か な る デバ ッ ク に も使 用 す る ことがで きる。 各IO機 器 にっ

い て も数 の上 で 余裕 を持 た せ て あ り、 この こ とは緊 急 な シス テ ム の 変 更 、 検 証 をも容 易 に して い る

ほ か 、 無理 な割 り込 み オペ レー シ ョンを避 け、シス テ ム運 営 上 の 安 全性 を高 め て い る(6-8-2図

参 照)。
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(4)事 後 作 業 の簡 素 化 につ い て

電 算 機 の夜 間 使 用 は極 力行 わ な い 方針 で あ る。 こ の た め に オ ンラ イ ン事 後 作 業 の短 縮 化 に 不断 の

努 力 を払 っ て い る。 夜 間 作 業 を回避 す る こ と に よ り、 交 代 要 員 あ る い は超 過 勤 務 等 の 人件 費 を抑 え

て い る。 事 後 作 業 の ス ピ ー ドア ップ を図 る た め に 、 次 の 諸 方 策 を行 っ て い る。

① 全 機 器 を事 後 作 業 の た め に フ ル運 転 す る。 ハ ー ドウ ェア に余 裕 を持 た せ て あ る の で こ の時{こ

有 効 で あ る。

② 当時 の ア ウ トプ ッ トは 、必 要 最 少 限 に しぼ り、 不急 の もの は 翌 日作 成 にす る。

③ 一 部 の事 後 作 業 は 、 オ ン ラ イ ン終 了 前 か らか か れ る よ うな シス テ ム を作 っ た。

④ セ ン ター ・カ ッ トの 引 き落 と しは 、 オ ンラ イ ン時 間 中 に行 い 、事 後 作 業 に この 仕 事 は な い。

以 上 の 結 果 、事 後 作 業 は 、 バ ッ ク ア ッ プの た めの フ ァイ ル ・コ ピー と最 少 限 の 日報 、 日計 表 、 自

動 継 続 処 理 程 度 で 、 午 後7時 に終 了 す る。

(5)セ ン ター集 中処 理 の 徹 底 に つ い て

営 業 店 に お け る端 末 オペ レー シ ョ ン機 会 を極 力減 ら し、 可 能 な限 りセ ン タ ー が代 行 す る思 想 に基

づ い て シス テ ム を作 っ て い る。

その 具 体 例 は次 に掲 げ る。

① 定 期 積 金 の 集 金 分 の入 金 は 全部 セ ンタ ー で エ ン トリ ー ・マ シ ン を介 して イ ンプ ッ ト。

② 高 手 、 代 手 の セ ン ター集 中 、 割 引 手 形 の取 り組 み は 、 現 物 をセ ン ター へ 送 付 し、 セ ン ター で

一8-1図 オ ン ラ イ ン ・プ ロ グ ラ ム 構 成 図 「一 ーー一 一　一 一ー 一 一「
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6-8-2図B6800シ ス テ ム構 成 図
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MICRを 入 力媒 体 と して イ ン プ ッ ト。

③ 証 書 貸 付 、代 理 貸 付 の 実 行 もセ ン ター で取 り組 み をす る。

④ 交換 持 出 、持 帰 りと もに 、MICRue23ft介 して の セ ン ター 処 理 、持 帰 手 形 は持 帰 後1時 間 以 内

に セ ン ター で 引 き落 と しを完 了 させ る。

⑤ 口座 振 替 業 務 は す べ て セ ンタ ー引 き落 と し、 カ・つ 資金 付 替 ま で一 貫 してセ ン ター完 結 処 理 。

振 替 不 能 分 は翌 朝 リ トラ イ実 施 。

Cデ ー タベ ー スの活 用

オ ンラ イ ン ・フ ァ イ ルの 構 成 に対 して は 、 メー カ ー提 供 の デ ー タベ ー ス ・ソ フ トウ ェ ア(バ ロ ー

スDMSII)を 使 用 した。

当金 庫 の マ ス ター'フ ァイルは 、一 般 的 な構 成 で 、科 目 ご と の フ ァ イ ル を持 ち、 全科 目共 通 の ナ ン

バ ー に よ る顧 客 フ ァ イ ル(CIF)が 存 在 す る。 各 科 目 間 の 連 動 、 チ ェ イニ ング をデ ー タベ ー スの テ

ー ブ ル が機 能 す る
。 テ ー ブ ル に は簡 潔 な情 報(日 付 、 諸 コ ー ド等)を 持 つ こ とが で き る。 した が っ

て テ ー ブ ル ・サ ー チ をす る だ け で簡 単 な情 報 検 索 な ら き わ め て短 時 間 で結 果 を得 る こ と がで きる。

デ ー タベ ー ス を使 用 した こ と に よ り、 シス テ ム運 営 上 、 次 の 諸 効 果 が あ っ た。

① ア プ リケ ー シ ョ ン ・プ ロ グラ ム とフ ァ イ ノレ操 作 の 分 離

② デ ー タネ ー ムの標 準 化 、 統 一 化

③ 障 害 時 処 理 の 容 易 さ 、 リ カバ リー 時 間 の 短 系宿化

④ 照 会 、 作 表 等 の 既 成 ソフ トが簡 便 に使 え る。

⑤ これ らの 結 果 、 オ ン ラ イ ン ・プ ロ グ ラ ム を経馬鋤 浅 い担 当 者 で も メ イ ンテ ナ ンス が可 能 と な

っ た 。

当 金庫 は、 デ ー タベ ー ス ・シ ス テ ム に よ っ て 、 フ ァイ ル効 率 を高 く維 持 しな が ら、 テ ー ブ ル技 術

に よ っ て 、 フ ァ イ ル間 の 連 動 を可 能 にす る、 い わ ゆ るCMFと 同 時 の効 果 を得・て い る。(6-8-3

図 参 照)

Dシ ス テ ム の 効 果

シス テ ム全 体 の投 資 効 果 を測 る1つ の 指 標 と して 、 第1次 オ ンラ イ ン完 了 時 と現 在 に お け る事 務

量 と人 員 の 比 較 、 も う1つ は セ ンタ ー カ ッ トの 現状 につ い て 記 す 。

事 務 量 の比 較

口座 数(マ ス ター件 数)ト ラ ンザ クシ ョン(月 間)事 務 職 員 数(人)

1976年10月'555,945754,701545

3
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1980年7月947,0311,343,133

増 力ロ率(%)70.378.0

セ ン タ ー カ ッ ト率(1980年7月 中 ト ラ ン ザ ク シ ョ ン)

営 業 店 端 末(107台)49.5%

CD・ATM(31台)3.6

セ ン タ ー カ ッ ト46.9

690

26.6

9三 菱銀 行 にお け るTMS1100シ ステ ム

ATMS1100導 入 の背景

三 菱 銀 行 で は1968年 、預 金 、内 国 為 替 業 務 をオ ンライ ン化 して以 来 、今 日 まで 、顧 客 サ ー ビスの 向上

と業 務 処 理 の合 理 化 に努 め て きた が 、TMS1100導 入 の 背 景 と して 、 オ ン ライ ン・シス テ ム 開発 の経

緯 を振 り返 っ て み る。

バ ンキ ン グ ・オ ン ラ イ ン ・シス テ ム は 、 まず 、 顧 客 サ ー ビ ス の 向上 と営 業 店事 務 の 省 力 化 を最 大

の 目的 と して預 金 、 為 替 等 の い わ ゆ る科 目別 オ ンラ イ ン を開 発 、稼 動 させ た の で あ る(第 一 次 オ ン

ラ イ ン)そ の後 、銀 行 を取 り巻 く諸環 境 は 高 度 成 長 経 済 を背 景 に大 き く変 化 し銀 行 業 務 の 多様 化 、

顧 客 数 の増 大 、 事 務 量 の 急 増 等 を もた ら した。

こ れ らの環 境 変 化 に対 処 し、 よ りい っ そ うの顧 客 サ ー ビ スの 向上 と よ り一 層 の 省 力 化 を 目指 して 、

CIFを 中 心 と した 全 科 目の 総 合 オ ンラ イ ン ・シ ステ ム を 開発 し(第 二 次 オ ン ライ ン)、この シス テ ム

をベ ー ス に新 しい諸 機 能 を追 加 しつ つ 、 今 日に 至 っ て い る。

これ らの 大 規 模 オ ン ラ イ ン ・シ ステ ム は 、 あ くま で も 自行 内 で ク ロ ー ズ した シ ス テ ムで あ っ た。

1973年 、全銀 シ ス テ ム を皮 切 りに、日本 キ ャッ シュ ・サ ー ビス(NCS)と の オ ンラ イ ン接 続 、都 銀 オ ン

ラ イ ン提 携 と、 銀 行 間 の オ ンラ イ ン接 続 が 開始 され 、 ます ます オ ー プ ンな シス テ ムの性 格 を具 備 す

る に至 っ た 。

一 方
、 企 業 の コ ン ピ ュ ー タ リゼ ー シ ョ ンの 進 展 と と もに 、磁 気 テ ー プ を媒 体 と した各 企 業 シス テ

ム と銀 行 シス テ ム との オ フ ラ イ ン結 合 が 開始 され て きた。 最初 はMT交 換 の形 で の 公共 料 金(電 気 、

ガ ス等)の 口座 振 替 処理 に 見 られ るよ う に、 企 業 も限 定 的 で あ っ た が 、銀 行 とMT交 換 に よ り経理

情 報 を受 け渡 しす る企 業 が 増 加 して きた 。

そ の後 も、 テ レ ック ス受 信 紙 テ ー プ の 自社 シ ス テ ムへ の 入 力 、銀 行 業 務 の 一環 と して の 売掛 金 の

自動 集 金 サ ー ビ ス等 、 各 企 業 シス テ ム と銀 行 シス テ ム との 結 合 は 、 ます ます 密接 化 の 一途 をた ど っ

て お り、電 電 公 社 の パ ケ ッ ト交換 サ ー ビ スの 提 供 と も相 ま っ て 、将 来 は オ ンラ イ ンに よ る結 合 へ と
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進 む こ と も予 想 され る。

今後 と も銀 行 シス テ ム と外 部 シ ス テ ム との結 合 の な お い っ そ うの拡 大 が予 想 され、 しか も その媒

体 も、 ます ます 多様 化 して い くも の と考 え られ る。

この よ うな新 規 業 務 の 要請 を最 小 の コ ス トと開発 要 員 で 対応 す る 、 す な わ ち既 存 の シ ス テ ム へ の

影 響 を最小 限 に お さ え な が ら対 外 部 との結 合 の 多様 化 へ の適 応 力 を強 化 す る ため の 具 体 的 な方 策 を

確 立 す る必 要 が生 じた の で あ る。

そ こで 、 以 上 の よ う な課 題 を解 決 し、今 後 の シス テ ム 開発 に柔 軟 に対 応 す る た め に 、 ソ フ トウ ェ

ア ・パ ッケ ー ジ 「TMS1100」 を 日本 ユ ニパ ッ ク㈱ と共 同 で 開 発 す る こ と と した の で あ る。

BTMS1100シ ス テ ム の 概 要

外 部 シス テ ム との イ ン タ フ ェ ー ス をつ か さ ど る機 能 を分 析 す る と

① 純 然 た る ア プ リケ ー シ ョ ン(ア プ リケ ー シ ョ ン機 能)

② デ ー タの 伝 送 を果 す部 分(コ ミュニ ケ ー シ ョ ン機 能)

③ ア プ リケ ー シ ョ ンに連 動 す る前後 処 理 の 部 分(蓄 積 と中 継 、集 配 信 機 能)

④ デ ー タの 受 渡 し を果 す 部 分(蓄 積 と中継 、集 配 信 機 能)

⑤ デ ー タ ・リカバ リー機 能 の5つ の機 能 に 分類 で き る。

「ア プ リ ケー シ ョ ン機 能」 は適 用 業 務 に よ っ て 、 ま た 「コ ミュニ ケ ー シ ョ ン機 能」 は接 続 す る外

部 シス テ ム に よ っ て異 な るた め 、 個 別 に開 発 す る必 要 が あ るが 、 「蓄 積 と中継 、 集 配 信 機 能 」お よ び

「デ ー タ ・リカバ リー 機 能」 は
、 外 部 シ ス テ ム との イ ン タフ ェ ー ス に共 通 の機 能 で あ るた め、 こ れ

を共 通 プ ロ グ ラ ム と して取 りま と め、 「ア プ リ ケ ー シ ョ ン機 能 」「コ ミュ ニ ケ ー シ ョン機 能」を容 易 に

組 み込 め る よ うに した シス テ ム がTMS1100で あ る(6-9-1図 、6-9-2図 参 照)。

Cソ フ トウ ェア構 成

TMS1100の ソ フ トウ ェ ア構 成 は 、OSレ ベ ル 、 コ ン トロ ー ル ・レベ ル 、TMS(ユ ー ザ ー ・レ

ベ ル)に 大 別 さ れ る。TMSレ ベ ルの 中 に位 置 す る ア プ リケ ー シ ョン ・プ ロ グ ラ ムは 、 各種 の サ ポ

ー ト ・プ ロ グ ラ ム に よ っ て 、 テー ブ ル ・ハ ン ドリ ン グや 入 出 力媒 体 変 換 等 本 来 の機 能 とは 無 関 係 の

処 理 を行 う必要 は な く、純 粋 の ア プ リケー シ ョン処 理 だ け を行 うこ と が可 能 にな って い る(6-9

-3図 参照)。

DTMSllOO採 用 の効 果

TMS1100採 用 の 効 果 と して 以 下 の 点 が挙 げ られ る。

(1)シ ス テ ム を簡 素 化 し、 シ ステ ムの 開発 ・保 守 を容 易 に した 。
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6-9-1図TMS概 念 図 一1
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6-9-2図TMS概 念 図一2
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ー処理等の機能をTMS1100が 提供す るため、業務処理 としてこれからの機能を新規に開発す る必

要はなく、開発負荷が大幅 に削減 され、メンテナンスの容易性 も向上 した。

'
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さ らに ホ ス ト ・シス テ ム 、TMS1100、 外 部 シス テ ム の 間 が互 い に ルー ズ リー な関 係 に あ る た め

に、 テ ス ト環 境 の柔 軟性 が 高 ま りテ ス トも容 易 と な っ た 。

今 回 、 三 菱 銀 行 で はTMSを ベ ー ス に音 声 応 答 シ ステ ム を 開発 した が 、これ らの 効 果 の 積 み 重 ね に

ょ り、・従 来 に比 べ 、 か な り短 時 間 で シ ス テ ム の 開発 が 図 られ た と考 え て い る。

(2)今 後 の 対外 接 続 へ の 迅 速 な 対応

対 外 部 シス テ ム との 結 合 部 分 は 、 業 務 処 理 シス テ ム とは 独 立 した位 置 づ け と な っ て い るた め 、 外

部 に新 規 シス テ ム が発 生 して も、 業 務 処 理 シ ス テ ムへ の 影 響 は 最小 限 に と どめ られ る。 した が っ て

今 後 発 生 す る と予 想 さ れ る音 声応 答 シ ス テ ムへ の 業務 追 加 は も ち ろん 、 オ ンラ イ ン ・デ ー タ交換 シ

ス テ ム や電 電 公 社 の 新 しい 通信 サ ー ビス網(DDX)と の 結 合 等 、 新 サ ー ビスや 新 商 品 の 出現 に 対

して迅 速 に対応 で きる と考 えて い る。

10横 浜銀行の漢字人事情報検索 システム

Aは じめに

銀 行 をは じめ とす る 多 くの金 融 機 関 で は 「総 合 オ ン ラ イ ン・シス テ ム」 を運 用 し1営 業 店 事 務 処 理

の 効 率 化 とサ ー ビ スの 向 一ヒに努 め て い る。 こ う した営 業 店 業 務 の合 理 化 の 次 に本部 の 企 画 立 案 部 門

の 一 般 事 務 を含 め た 「経 営 情 報 シス テ ム」 が注 目 され 、本 部 各 部 門 の ニ ー ズ を吸 収 す る シス テ ム化

が具 体 化 しつ つ あ る。

「経 営 情 報 シ ス テ ム」 の 目 的 は 企 業 内外 の情 報 を シス テ ム化 す る こ と に よ っ て 、企 画 な らび に 管理

業 務 の 効 率 化 、 高 度 化 を図 り、 意 志 決 定 の 的 確 性 、即 時 性 を増 大 させ る こ ど に あ る。

当 行 に お い て は従 来 か ら本 部 各 部 門 の 業 務 をオ フ ライ ン処 理 で電 算 化 して きて お り、1977年 か ら

経 営 情 報 シス テ ム の 開発 に着 手 し、1978年11月 に 「営 業 店 管理 情 報 シス テ ム」(SHIPS-ll)を 完 成

させ た。 引 続 い て1980年3月 に人 事 情 報 シ ス テ ム(HARMONIES)を 完 成 させ稼 動 中 で あ る。

この シ ス テ ム は 人事 管 理 を主 眼 に人 事 情 報 の デ ー タベ ー ス を構 築 し、 条 件 検 索 、 照 会 、 作 表 、 人

事 異 動 処 理 な どが で き る もの で 、 その 特 徴 は漢 字 に よ る オ ンラ イ ン ・リア ル タ イム の 情 報 シス テ ム

で あ る。 銀 行 と して は 最 初 に コ ン ピ ュ ー タに よ る漢 字 処 理 を全 面 的 に導 入 した 点 で 非 常 に画期 的 な 、

シ ス テ ム で あ ろ う。

Bシ ステム概要

(1)シ ステム設計の基本方針

横浜銀行人事部 では、従来 から 「給与」「勤務職務」「経歴」などをオフライン処理で運用 してき
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た。1975年 以降、より戦略的な人の配置、よりきめの細 かい人材育成などの要請が強 まってきたた

め、条件検索などの機能をフルに活用で きる人事情報 システムを開発することとした。そこでさま

ざまな角度から検討 を重ね、次の基本方針 を決定 した。

① 漢字処理の導入

情報利用の拡大を図ると同時 に人事業務 を極 力省力化するため、漢字システムを導入する。

例 えば人事異動処理では、異動通知や辞令の発行 などをシステム化することによって手作業事

務 を削減 させる。

② 既存システムとの並行運用

給与や勤務職務などを処理する既存のシステムは、条件検索や個人照会に力点 を置いた人事情

報システムとは処理分野 を異 にするので、システム上重複のないよう調整 し、並行運用する。

③ 操作の容易性'

機能の高度化 と操作の容易性は二律背反する面があるが、操作の容易性 を重視 し誰にでも使 え

るシステムとする。

④ 情報の機密性重視

人事情報 とい う性格上、プライバシーの保護と人事政策の機密保護に留意する。まず、人事部

設置の漢字ディスプレイ装置 に対 し、利用者、端末装置、情報単位 に機密保護機能 を設けるとと

もに、データ収集から運用まで、システム全般にわたって可能 な限 り機密保護 を図る。

(2)シ ステムの特徴

本 システムでは、次のような特徴を有 している。

●漢字 による情報処理

●操作の容易性

●機能分散

システム概要は6-IO-1図 のとおりである。

① 漢字による情報処理

本 システムにおける大 きな特徴は、個人単位の各種照会項 目を漢字によって出力できることで

あって見易さ、使いやすさに大きく貢献 している。ただし、所属や資格 などの諸項 目を漢字デー

タとして収容したのでは、ファイル容量はふ くらんでしまう。 また、漢字は字数が非常に多いた

めに、入力操作 が繁雑で、データの収集やメンテナンス処理の遅滞 を招 くおそれもある。

そこで本 システムでは文章データを除 くすべての漢字項 目をコー ド化し、データベース上には

コー ドのみを持たせるようにし、容量を必要最小限におさえて、データ操作の向上 を図った。

(6-10-2図 参照)

② 操作の容易性
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6-IO-1図 シ ステ ム概 要 図
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デ ィス プ レイ 画 面 の 見 出 し、 オ ペ レ ー タ ー ・ガ イ ダ ンス を漢 字 表 示 し、 ラ イ トペ ンや フ ァ ン ク

シ ョ ン ・キ ー を有効 に利 用 して 、 タ イ プ イ ン動 作 を少 な く した。

ま た 、英 数 字 ・カナ ・デ ー タの イ ンプ ッ トに対 し検 索 結 果 を漢 字 で ア ウ トプ ッ トす る と と も に、

定 例 業 務 操 作 につ い て は メ ニ ュー 登 録 を 多 用 で き る よ うに した。

③ 機 能 分 散

一 方
、 ホ ス ト ・ア プ リケ ー シ ョ ン と ク ラス ター ・シ ス テ ムの 機 能 を分 散 させ 、漢 字 に関 す る全

処 理 を ク ラス タ ー に持 た せ る こ と に よ っ て 、 ホ ス ト ・シス テ ム で の負 荷 を軽 減 し、他 業務 や 一 般

バ ッチ 処理 業 務 へ の 影 響 をで き る だ け 少 な く した。 つ ま り、 ク ラス ター ・シス テ ムで は 、 メ ッセ
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一 ジ編 集
、 画 面 ペ ー ジ ン グ、 ハ ー ドコ ピー 機 能 な どの 漢 字 デ ィス プ レイ操 作 を支援 して 、 ホ ス ト

・ア プ リケー シ ョ ン を漢 字 処 理 の 煩 わ しさ か ら解 放 した。

Cシ ステム構成

(1)ク ラ ス ター ・シ ス テ ム の機 器構 成

ク ラス ター ・シス テ ムはPANAFACOMU-400を 使 用 し、ホ ス ト ・シス テ ムで あ るFACOM230

-58と は 、4,800BPSの 回線 で 接 続 して い る(6-10-3図 参照)。

漢 字 デ ィス プ レイ 装 置 に は 、 ペ ン タ ッチ 式漢 字 キ ー ボ ー ドと英 数 字 ・カ ナ ・キ ー ボ ー ドの2機 種

を接 続 し、漢 字 デ ー タの 直 接 入 力 をで き るよ うに した。

(2)ク ラス ター ・シス テ ムの ソ フ トウ ェ ア構 成

UMOS/D(DRS2)の 下 で 、 リエ ン トラ ン ト構 造 の ア プ リ ケー シ ョ ン ・プ ロ グ ラ ムが 動 作 して

い る(6-10-4図 参 照)。

D業 務処理概要

(1)フ ァ イル概 要

① ホ ス ト側 フ ァ イ ル

(a)人 事 情 報 デ ー タ ベ ー ス(PIF)

汎 用 デ ー タベ ー ス ・マ ネ ジ メ ン ト ・シ ス テ ム(INIS)で 構 築 し、検 索 や 更 新 な どの プ ロ グ ラ

ム 開発 の容 易性 な ど を考 慮 して 、 単 純 な階 層 構 造 と した。 また 、 デ ー タの 形 式 は 、 入 行 年 度 、

勤 続 期 間 な どの 数 値 デ ー タ、 資格 、 所 属 、 従 業 員 番 号 な どの コー ド化 デ ー タ、 お よ び漢 字 に よ

る文 章 デ ー タな ど に分 類 され る。

(b)コ ー ド漢 字 変換 フ ァイ ル

デ ー タベ ー ス上 の コ ー ド化 デ ー タ を漢 字 デ ィス プ レイや 漢 字 プ リ ン ター に 出 力 す る さ い に 、

漢 字 デ ー タに変 換 す るた め に使 用 す る。

(c)イ ンバ ー デ ッ ド ・フ ァイ ル

検 索 処 理 の効 率 化 と高 速 化 の た め に、 検 索 値(条 件 値)に 対 す る該 当 従 業 員 との 関 連 付 け を

ビ ッ ト列 で管 理 す る フ ァ イ ル で、 条 件 式(質 問式)に 対 す る該 当者 の検 索 処 理 の 高速 化 を実 現

して い る。

② ク ラ ス タ ー側 フ ァ イ ル

(a)画 面編 集 フ ァイ ル

ホ ス トとの 電 文 の 送 受信 処 理 の 円滑 化 を図 る た め の漢 字 メ ッセ ー ジ編 集 定 義 体 で、 漢 字 デ ィ

ス プ レ イ会 話 処 理 を容 易 に して い る。
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6-10-3図 シ ステ ム構 成 図
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(b)外 字 フ ァ イ ル

文 字 発 生 装 置 に収 容 され て い な い特 殊 文 学 の パ タ ー ン を登 録 して、 特 殊 文 学 の 出 力 を可 能 に

して い る。

(c)画 面 蓄 積 フ ァ イ ル

編 集 済 の 出 力情 報 を デ ィス プ レ イの 画 面 単 位 に 蓄 積 して お き、 利 用 者 は 前 頁 ・次 頁 の 表 示 、

連 続 ハ ー ドコ ピー な どの機 能 を活 用 す る な ど 、情 報 を 自 由 に操 作 で き る よ うに して い る。

6-10-4図 クラスター ・システムのソフ トウェア構成
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(2)機 能概要

① 個人情報照会

漢字ディスプレイに従業員番号 を入力すれば、漢字氏名が表示 される。また、姓 もしくは姓名

をカナで入力すれば同姓同名者のリス トが表示 され、目指す該当者 を簡単に探 し出すことができ

る。次に照会対象者の個人に関する全情報 もしくは照会 したい情報のみを任意に選択 して表示す

ることができる。

当然のことながら、機密保護の観点から検索者自体の資格などはIDカ ー ドによって厳格 にチ

ェックしているのでだれにでも情報 を照会できるわけではない。

② 条件検索処理

漢字デ ィスプレイから条件式 を指示することにより、各条件式ごとに該当者数が表示 され、次

に該当者の リス トを照会形式で得 ることができる。 こうして得た情報は、研修対象者の選定や異

動候補者の選定などに活用で き、その効果は大 きい。

③ 異動処理

異動 を行 うに当たっての、異動候補者選定、辞令の発行、異動通知(名 簿)な ど従来手作業で

あった一連の事務 をシステム化 した。これによって繁雑な手作業は削減 され、事務処理 は迅速化

した。同時に本処理により作成されたデータはデータベース ・メンテナンスの元データとなり、

メンテナ ンス面でも効率化 を実現 している。

④ 計表作成

研修候補者名簿 など多種類の計表が漢 字プリンターで作成できるようになった。この計表作成は

人事部の漢字ディスプレイ装置からリモー ト・ジョブ ・エ ントリー処理として指令 し、出力情報

はホス ト・システムから、回線でクラスター ・システムのディスクに転送 され、人事部 に設置 さ

れた漢字 プリンターに出力される。アウ トプッ ト資料は転記などの中間作業がなく、最終資料 と

して、管理資料や還元資料 として活用 されている。

⑤ リモー ト更新処理

ペンタッチ式漢字キーボー ド付 きディスプレイから更新データを入力することにより、ホス ト

・システム配下のデータベースおよびコー ド漢字変換ファイルの更新を行 うことがで きる。これ

らの更新にあたっては、利用者や利用端末単位 にきびしく資格チェックがなされ、機密保護上、

特定の者でなければできない仕組みになっている。

Eお わ りに

本 システムは人材の戦略的 な配置育成 を図るため、個人情報 を主体 としたデータベースを構築 し

たものである。本 システムでは適用範囲は広 く、迅速 に条件検索、照会 などがで きる。 しかもだれ
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に で も分 か る使 い や す い シ ス テ ム にす る こ と を 目的 と した もの で あ る。

現 在 、 所 期 の ね らい ど お りの 満 足 す べ き効 果 を発 揮 し、 かつ 安 定 した運 用 が 行 わ れ て い る。 しか

しな が ら本 シス テ ム は 開 発 して 間 も な く、 い くつ かの 検 討 課 題 を残 して い る。

(1)現 行 シ ス テ ム に お け る漢 字 デ ィス プ レ イは ま だ初 期 の 開 発機 種 で あ っ て、 一 画 面 に あ け る字 数

は漢 字 単 位 で最 大672文 字(32字 ×21行)で あ る。1画 面 の 情 報 量 と して は や や 少 な い と 言 わ ざ る

を得 な い。 漢 字 プ リ ン タ も低 速 の ドッ ト式 の も の で あ り、大 量 の 出 力 に は 不適 当 で あ る。 この種 の

・ハー ドウェアお よび ソフ トウェア上 の 制 約 の 解 消 な ど現 行 システムにお け る問 題 点 を解 決 し、シ ス テ ム を

充 実 させ る こ と が望 ま れ る。 ま た人 事 管 理 に特 徴 的 な 「人」 の イ メ ー ジ を容 易 に検 索 で き る シス テ

ム、例 えば顔 写 真 マ イ ク ロフ ィ ル ム を利 用 した情 報 検 索 シ ス テ ム を'開発 し、本 シス テ ム を支 援 す る

な ど も検 討 課 題 で あ る。

(2)本 シ ス テ ムは 個 人 情 報 を主 体 と した シス テ ム で あ っ て、 総 数 管 理 に よ る店 別 定 員 管 理 、 労 働 力

管 理 シス テ ム と しては 不 十 分 で あ る。 今後 は 総 数 管 理 の た め の情 報 を採 り入 れ る と同 時 に営 業 店 情

報 シス テ ム、 事務 情 報 シ ス テ ム な ど関 連 シス テ ム と連 動 させ 、他 方 、 統 計 予 測 、 モ デ ル1シ ミュ レ

ー シ ョ ン な どの各 種 手 法 を駆 使 で きる シス テ ムの 開 発 が 必要 で あ る
。

こ れ ら を解 決 す る こ と に よ っ て 、 人 事 業 務 の 総 合 的 な シス テ ム が確 立 し、「調 和 の とれ た 人事政 策」

を円 滑 に して効 率 的 な運 用 が可 能 に な る と考 え ら れ る。

11野 村言登券 ㈱ の分散型 総 合 オ ンライ ン ・シス テム

(NOMURA・CUSTOM)

Aは じめに

1980年4月28日 、 野 村 言登券 の 第2次 総 合 オ ン ラ イ ン ・シス テ ムNOMURACUSTOM(NOMU

RACo'mputerUtilitySystemforTotalManagement)が 、1976年 の 計 画 開始 以 来4カ 年

の 開 発 プ ロ ジ ェ ク トを終 え全面 稼 動 に入 っ た。

この シス テ ム は 、 今 後 の コ ン ピ ュー タ利 用 技 術 の 中 で 注 目を あ び て い る分 散 処 理 、 コ ン ピュ ー タ

・ネ ッ トワ ー ク方 式 を全 面 的 に取 り入 れ 、東 京 に設 置 した5台 の異 機 種 ホ ス トコ ン ピ ュー タ ど全 国

104カ 所 の営 業店 に 配 備 した3,400台 の端 末 群 、 お よ び これ ら を結 ぶ 自 営 パ ケ ッ ト交換 網 よ り成 る、

分散 型 総 合 オ ン ラ イ ン ・リア ル タイ ム ・シ ステ ムで あ る。

Bシ ステム開発の背景とね らい

1970年 に稼 動 を 開始 した 野 村 言登券 の 第1次 総 合 オ ン ライ ンは 当時 と して は画 期 的 な もの で あ り、
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そ の後 も シ ス テ ム化 ニ ー ズ を受 け て拡 張 を続 けて きた。 しか し、次 第 に シ ス テ ム の老 朽 化 が 目立 ち

は じめ 、 ます ま す高 度 化 し多 様 化 す るマ ネ ジ メ ン ト ・ニ ー ズ に的確 に応 え る こ とが困 難 に な る と と

も に 、 シ ス テ ム開 発 効 率 の低 下 が 目立 ち始 め た。 こ の段 階 で システ ム再 構 築 の必 要 性 が 大 き くな り、

同 時 に超 大 型 コ ンピ ュ ー タ にす べ て の シ ステ ム を集 中化 す る こ との 限 界 も感 じ られ た た め 、 分 散 型

に よ る今 回 の シ ス テ ム の 開 発 が計 画 され た 。

今 回 の シ ステ ム の 目標 と な っ た主 た るマ ネ ジ メ ン ト ・ニ ー ズ は次 の よ うな も の で あ る。

(1)株 式 、 公 社 債 の取 引 を迅 速 かつ 円滑 に行 え る よ うにす るた め の営 業 サ ポ ー ト機 能 の い っ そ うの

強 化 、 拡 大

(2)顧 客 の 属 性 を は じめ とす る諸 情 報 の統 合 的 な管 理 とそ の タイ ム リー な提 供

(3)対 顧 客 サ ー ビス の 向 上 と事 務 部 門 の徹 底 した合 理 化 、 省 力 化

(4)次 々 に 開発 され る新 製 品 に対 す る迅 速 な シス テ ム 開発 を可能 にす る た め の基 盤 の 整 備

(5)情 報 処 理 コス トの総 合 的 な軽 減

Cシ ステムの設計思想

上 記 の よ うなニ ーズ を受 けて 、1976年 の初 め か ら開 発計 画 の 策 定 、 シス テ ム構 想 の検 討 が 開始 さ

れ た 。慎 重 な分 析 と研 究 の 結 果 、 従 来 の 集 中 型 オ ン ライ ン ・シ ステ ム か ら分 散 型 オ ン ライ ン ・シ ス

テ ムへ 大 き く設 計 思 想 を変 え、次 の よ う な設 計 上 の 特徴 を持 つ システ ム とす る こ と が決 定 され た 。

ほ)ホ ス ト ・コ ン ピ ュ ー タの 業 務 別 分 散

一 般 的 に見 て ア プ リケ ー シ ョ ン ・シス テ ム は処 理 方 式 、 処 理 能 力 、信 頼 性 な ど に関 し、異 な っ た

性 格 と要 求 を も っ て お り、 オ ン ライ ン ・シス テ ム の利 用形 態 が進 歩 す る と い っ そ う この傾 向 が強 ま

る。

この よ うな シス テ ム を単 一 の 大 規 模 コ ンピ ュ ー タ に収 容 す る こ とは 開 発 、維 持 の うえで 困 難 を伴

い 、 ま た コ ス ト的 に も得 策 で な い こ と が 多 い。 この 問題 を 解 決 す るた め に は 、性 格 の 異 っ た業 務 単

位 に最適 な規 模 と構 造 の コ ン ピュ ー タを割 り当 て 、 それ ら を統 合 的 に運 用 し う る方 式 を確 立 す る必

要 力1ある 。 こ れ に よ っ て新 しい オ ン ライ ン業 務 を安 全 に かつ 効 率 よ く追 加 す る こ と が可 能 と な り、

ま た一 度 に大 きな シス テ ム の再 構 築 を す る必要 も な くな る。 さ らに 、業 務 単 位 の コ ス ト管 理 が容 易

に な る こ と も1つ の利 点 で あ る。

6-11-1図 の コ ン ピ ュ ー タ群 に業務 分散 の 実 態 を示 す 。

(2)自 営 パ ケ ッ ト交換 網 の採 用

複 数 コ ン ピュ ー タ を有 機 的 に結 合 す る た め にパ ケ ッ ト交 換 網 を採 用 した 。 通 信 路 を仮 想 化 す る こ

とに よ り 、 ホ ス ト ・コ ンピ ュ ー タ を地 理 的 に分散 す る こ とが 可 能 と な る。 これ に よ り地 震 の よ う な

災 害 に よ りシ ステ ム が決 定 的 な破 壊 を受 け ない よ うにす る こ とがで き る。 また将 来 他 の ネ ッ トワ ー
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ク と接 続 す る場 合 の拡 張 性 が維 持 され る。 回 線 コ ス トに関 して も従 来 のTDM方 式 を採 用 した場 合

に比 べ て 大幅 な削 減 が 可 能 と な っ た 。

(3)パ ー ソ ナ ル端 末 と イ ン テ リジ ェ ン ト ・ター ミナ ル ・コ ン トロ ー ラ ー の採 用

デ ス ク ト ップ ・タ イ プ の ミニ ビ デ オ 、 ミニ プ リ ン タ ー を中 心 に8種 類 の端 末 を開 発 し、8,500

人 の社 員 に対 し3,400台 を配 備 した。こ れ に よ り業 務 を大 幅 に合 理 化 し、 オ フ ィ ス ・オ ー トメ ー シ ョ

ンを進 展 させ る こ と を ね らっ た 。 また こ れ らの 数 の 端 末 を有 効 に制 御 しホ ス ト ・コ ン ピ ュ ー タの負

荷 を減 じる た め に イ ンテ リ ジェ ン ト ・ター ミナ ル ・コン トロー ラ ー を導 入 し処 理 機 能 を 分散 した 。

(4)信 頼 度 設 計

株 式 取 引 お よび顧 客 口座 管 理 業務 は 信 頼性 に対 す る要 求 が きわ め て高 い 、 した が って 障 害 時3分

以 内 の復 旧 が 可 能 と な る よ う にICS(lntegratedClusterSystem:相 互 バ ッ ク ア ッ プ 自 動 リ カ

バ リ ー ・シス テ ム)を 開発 した 。 また ネ ッ トワ ー ク に関 して は 自動 迂 回機 能 等 に よ り信 頼 性 を高 め

て い る。

Dシ ステムの構成

シス テ ムの 全 体 構 成 は6-11-1図 の と お'であ り、東 京(6台)、 大 阪 、 名古 屋 、広 島 、仙 台(各

1台)に 設 置 され た 合 計10台 のパ ケ ッ ト交換 装 置(NP:NodalProcessor)と 、 そ れ らの 間 を

結 ぶ48KBPS(一 部9600BPS)の 幹 線 網 に対 し、 各 ホ ス ト ・コ ン ピ ュ ー タ と、各 営 業店 のT/C(端

末 制 御 装 置)が 、パ ケ ッ ト端 末 と して結 び つ く形 態 を と っ て い る。

ネ ッ トワ ー ク の構 成 要 素 の諸 元 は そ れ ぞ れ 次の とお りで あ る。

(1)ホ ス ト'コ ン ピ ュ ー タ

① ユ ニパ ッ ク1100/81(1.25MW)2台

この2台 は 、ICS構 成 で稼 動 して お り、相 互 に稼 動状 態 を監 視 し、一 方 の ホ ス トが ダ ウ ン し

た場 合 に は他 方 の ホ ス トが ダ ウ ン側 の回 線 、業 務 シ ステ ム な ど を 自 ホ ス ト業 務 を継 続 し なが ら吸

収 し、 リ カバ リー す る仕 組 み と な っ て い る。 この 結 果 、平 均2分 程 度 の リカバ リー時 間 で す む よ

うに なっ て お り、株 式 取 り引 きの迅 速 な執 行 な ど に威 力 を発 揮 して い る。

② 日立M170(6MB)3台

現 在 は3台 の うち2台 が リア ル タ イ ムで稼 動 して お り、残 り1台 は オ ン ライ ン ・テ ス ト用 兼 バ

ッ ク ア ップ用 と して い る。将 来 的 には3台 とも リ ア ル タ イ ム運 用 を行 う予 定 で あ る。

(2)加 入 者 通 信 回 線 数(構 内 回線 を除 く)

48KBPS… …10回 線

9600BPS… …13回 線

4800BPS… …94回 線
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2400BPS… …49回 線

合 計156回 線

(3)T/c(端 末 制 御 装 置)

台 数 は146台 で 、パ ケ ッ ト交換 網 に対 しパ ケ ッ ト端 末 と して接 続 さ れ、NPと の 間 の 回線 速 度 は

4800と2400BPS(一 部9600BPS)で あ る。プ ロ グ ラム お よ びユ ー ザ ー用 フ ァイ ル と して固 定 ヘ ッ ド

型 デ ィス ク3MBを 持 つ 。 主 記憶 は128KBで あ り、プ ロ グ ラ ム は付 属 の フ ロ ッピ ー ・デ ィ ス ク装 置

か ら、 も し くは セ ン タ ー ・ホ ス トよ りの リモ ー ト ・ロー デ ィ ング に よ っ て更 新 、修 正 され る。

(4)端 末(8種 、 明細 は6-11-1図 参 照)

特 徴 は小 型 デ ィス プ レイ と小 型 プ リ ンタ ーで いず.れ もパ ー ソ ナ ル ・ユ ー ス を ね ら って 開 発 され た

低 コ ス ト端 末 で 、T/Cと は ミニ ・コ ン トロ ー ラー を介 して接 続 され る。

(5)ネ ッ トワ ー ク能 力

NP1台 当 た り450パ ケ ッ ト/秒 以上

(6)(幹 線 網)コ ン トロー ル

ネ ッ トワー ク ・コ ン トロー ル用NP(NCS)1台 を東 京 に 持 っ て お り、 運 用 お よ び障 害 監 視 を

行 って い る。

E分 散処理方式

ハ イ ・レス ポ ン ス 、 ハ イ ・ トラ フ ィ ッ ク、 ク イ ッ ク ・リカ バ リー、 障 害 の局 所 化 、端 末 よ りの ホ

ス ト共 用 な ど の要 件 を満 す た め に、 次 の よ うな分 散 処 理 方 式 を採 用 した。

(1)ネ ッ トワー ク ・ア ー キ テ クチ ュ ア と してHNA(日 立 ネ ッ トワー ク ・ア ー キ テ クチ ュ ア)を 採

用(ユ ニ パ ッ ク ・ホ ス トにはHNAサ ポ ー ト用 ソ フ トを 開発)

(2)ホ ス ト、 サ ブ ネ ッ ト(幹 線 網)T/C、 端 末 の機 能 分 担

① 論 理 チ ャ ネ ル… …PVC採 用

② ネ ッ トワー ク資 源 管 理 は各 部 独 立

(i)ホ ス ト… … 端 末 、 ホ ス トの ス テ ー タ ス管 理

㈹ サ ブ ネ ッ ト… … ホ ス トT'/Cの リ ン ク管 理

(ili)T/C… … 端 末 の ス テ ー タ ス管 理 、 ホ ス トへ の ス テ ー タ ス連 絡

③ 宛 先管 理 … … ホ ス トT/Cは 分 類 コ ー ドによ り宛 先 ホ ス トを識 別 、 サ ブ ネ ッ トは ネ ッ トワ ー ク

・ア ドレス よ り宛 先 を決 定 す る
。

④ 障 害 時 の リラ ン機 能 … … ホ ス トの み持 つ

⑤ 通 番 管 理

(i)T/C… … ホ ス トご と 、端 末 ご と に付 与 して管 理
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(ii)ホ ス ト… …端 末 ご と に管 理 、T/C障 害 時 にはT/Cに 連絡

⑥ 端 末 操 作 サ ポ ー トと して 、T/Cに 入 出力 ガ イ ダ ン ス機 能 を持 つ 。

Fシ ステムの開発

(1)開 発 ス ケ ジ ュ ー.ル

●1976年1月 ～12月:開 発 計 画 の策 定 、 米 国 証 券 業 界 調 査 、 計 画 の認'定

●1977年1月:開 発 プ ロ ジ ェ ク ト発 足 、概 要 設 計 の実 施

●1977年7月:公 社 債 在庫 管 理(暫 定)シ ス テ ム稼 動

●1778年6月:ア プ リ ケ ー シ ョ ン基 本 設 計 開 始 、ベ ー ス ソ フ ト関 連 プ ロ グ ラ ム開 発 開始

●1979年2月 ～6月:ネ ッ トワー ク系 テ ス ト

●1979年7月:新 ネ ッ トワー ク と営 業 情 報 オ ン ライ ン稼 動(日 立 系 ホ ス ト)

●1979年10月:新 継 続 投 資 、顧 客属 性 シス テ ム稼 動

●1979年12月:ユ ニパ ッ ク系 ホ ス トネ ッ トワー ク接 続

●1980年1月:新 株 式 注 文 シ ステ ム稼 動

●1980年1月 ～4月:全 店 テ ス ト

●1980年4月:金 シス テ ム稼 動

(2)開 発 規 模

① 開 発 投 資 コ ス ト… … ソ フ トウ ェ ア 開発 コ ス トを含 ん で 約150億 円

② 開 発 マ ンパ ワ ー… … 野 村 コ ン ピ ュ ー タ ・シス テ ム の他 日立 、 ユ ニ パ ッ ク 、 ソ フ ト会 社 を含 ん で 、

野 村 の コ ン トロ ー ル下 の メ ンバ ー の ピー ク人 員約300名 、延 べ8,500人 月

③ ア プ リケ ー シ ョ ン ・ソ フ トウ ェ ア の 開 発量 … … ユ ニパ ッ ク系 、日立 系 を合 わせ て約150万 ス テ ッ

プ(ソ ー ス ・プ ロ グ ラ ム ・ス テ ップ 数 、 主 た る言 語 は オ ン ラ イ ン、 バ ッチ と もCOBOLで あ る)

12国 際電信電話㈱研究所の研究共 用電子計

算機(疎 結合)シ ステム におけ る自動運転

Aは じめに

KDD研 究所の電子計算機 システムは国際通信 に関する研究の推進手段として使用するため、一

般科学技術計算 をはじめ各種 シミュレーションやオンライン実験の処理に使用 している。

これらの計算機需要は、次代を担 う通信手段 となる光通信、計算機間通信、音声認識、画像通信

等の進展と相まって、日々増大する傾向にあるため、たび重 なるシステムの増強 と人手による時間
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外 運 用 に よ っ て 対 処 して きた。

しか し、 この 方 法 で は、 要 員 等 に おけ る困 難 な 問題 点 が残 るな どの こ と か ら、今 回 、 この 計 算 機

の利 用 実 態 に順 応 した シス テ ム の 自動 化 と して 、 有 人 、 無 人 の運 転 モ ー ドの ほ か に 新 た に準 無 人 運

転 モ ー ドの概 念 を提 案 し、 これ に よ りシ ス テ ム の 使 い が っ て の 良 さ を落 と さず に 自動 化 を実 現 した

の で 、 そ の概 要 を述 べ る。

Bシ ステム自動化の背景

計 算 機 シス テ ム の構 成 はMELCOM-COSMO700皿(MP)2台 を疎 結 合 した シス テ ム と な っ て

お り、 その概 略 を6-12-1図 に示 す。 疎 結 合 化 は、 通 信 制 御 処 理 装 置(ICP)に よ っ て相 互 にi接

続 し、 これ に よ っ て ジ ョブ ま た は フ ァイ ル単 位 での 転 送 を行 い、 負荷 分 散 、 資 源 の 有 効 利 用等 が 図

れ る一 方 、 計 算 磯 間結 合機 構(IPC)に よ っ て運 転 モ ー ドの同 期 処 理 も行 え る シス テ ム と な っ て い

る。

本 シ ス テ ム の従 来 の 運 用 は昼 間 と夜 間 に区 別 され 、 昼 間 は1系 を プ ロ グ ラ ム作 成 者(主 に研 究 者)

が予 約 制 に よ って 使 用 す る オ ー プ ン使 用 、II系 は専 任 オペ レー ター に処 理 を依 頼 す る クロ ー ズ 使 用

と な っ て い る。

6-12-1図 シス テム 構 成概 略

1
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夜間は両系とも予約制によるオー プン使用 として複数(5～15人)の 利用者が計算機室に在室 し

てプログラムのデバ ッグや実行 を行 う一方、運用終 了時には、オープン利用者の中で定められた、

責任者によってシステムおよび空調等の電源OFFを 行っている。このような運用形態ではどうして

も稼動時間に限界があるため、夜間使用も可能 とする自動運転 を指向する必要が生 じた。

C準 無 人運 転 モー ドの必 然性 とその概 念

一般に無人運転化 を指向 した自動化 システムの運用では有人帯と無人帯がある
。

有人帯ではオペレーターの判断で システムを運用 し、無人帯では操作不要な装置(無 人機器)の

みを稼動させ る一方、環境等の防災面 を考慮 した方式が採用されている。

この方式においてもCPUバ ウンドの長時間ジョブの実行(無 人ジョブ)な どでは十分効果があ

るものの当然のことながら無人時間帯では、① ローカル ・バッチによるマシン・デバ ッグがで きな

い ②MT、CP等 の入出力を伴 うジョブ'(有 人ジョブ)の 実行ができない等の問題がある。

したがって研究所の利用形態などでは、利用者(不 特定多数)が ある程度の計算機操作ができ、シ

ステム管理者不在となる時間外であっても必要 に応 じオペレーションしたいなどの要求がある。こ

のような利用形態では安易に有人帯 と無人帯 を設定 したのでは①②に示 した点が顕在化 して利用実

態にそぐわないものとなる。

そこで本システムでは有人帯 と無人帯の間に、さらにもう一段の準無人帯 なるモー ドを設けこれ

により無人運転 による問題点 を吸収 した。 またこの準無人の概念 を加 えることによって、各運転時

間帯は利用者にとって次のように定義づけられる。 .

(1)有 人時間帯

計算機は尊人オペ レー ターまたはオープン利用者が運転 している形態であってすべての計算機機

能が動作できる状態。

(2)準 無人時間帯

計算機は準無人監視プログラム等 によって制御される状態に入 り、専任オペレー ターなどによる

監視は不用となり、計算機利用者は、利用者 自身のジョブの入出力操作以外、計算機室内に在室す

る必要はない。

このような概念に基づ く、自動運転の標準的な形態としては、有人→準無人→無人に至るが、こ

れらの各運転時間帯に対する、計算機、自動運転 ソフ トウェア等の動 きについて6-12-1表 に示

す。

D自 動運転システムとしての動作 。

先述 した準無人運転帯のニーズを実現す るためには、有人機器である入出力装置 を1台 でも多く
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6.12--1表 自動 運転 シス テム の動 き

有

人

運

転

準

無

人

運

転

無
人
運
転

電 子 計 算 機 シ ス テ ム

① 全て の運 用形態 が稼動。

(バ ッチ、 リモー ト・バ ッチ、

TSS、 ター ミナル ・バ ッチ 、オ

ンライ ン実験 他)

② 計算機使 用効率最大

① バ ッチ ・TSS、 リモー ト・バ

ッチ 、 ター ミナル ・バ ッチ。

②LP等 出力装置 はデマ ン ド・モ
ー ド

。

③ システムの障害 は 自動運 転装置

で検知 し計算機 をOFFす る。

④ 計算機 使用効率 よりも安全性 を

重視 す る。

ソ フ ト ウ ェ ア

(自 動運 転 ・ユ ーザー ジ ョブ)

① ユー ザー ジ ョブは 全て実 行で き

る。

② アイ ドル ・タイムが あれば無 人

ジ ョブも実行 。

① 準無人監視 プログラムがシステ

ム を運転 す る。

② ロー カルバ ッチ用1/0を 使用

す るジ ョブおよ びTSSジ ョブ

オ ペ レ ー シ ョ ン

① 自動運転スケジュール(立 ち上

げ時)

② システム管理者等による計算機

運転状態の監視と効率的な運用。

① ユー ザプ ロ グラムでの1/0操

作の ほか計算 機室 に在室 す る必

要 はない。

②専 任 オペ レー タは不要。

③1/0エ ラー ・オペ ミスな どで

は、 予 じめ設定 された時 間(e
・g・20分)シ ステ ム制 御卓 に レ

スポ ンス が無 ければ計算 機系 か

らこの装置 を切 り放 す。

無人運転時間帯に入るときは、①有人ジョブが終了したとき ②あらかじめ設定 してある時刻、

によるが、このときは各端末へ無人時間帯に入る旨の通報のほか、音声による通報も行 う。

また、デバッグ等によってさらに準無人運転時間帯使用を延長 したい場合は、システム制御卓か

らのキーインによって準無人帯の延長 を行 うことができる。

①CPUメ モ リー ・デ ィス ク、E

AP(外 部 ア レイ ・プロセ ッサ
ー)の みが稼動

。

①無人監視 プログラムによって運

転される。

②無人ジ∋プのみ実行。

オペ レー シ ョンの必要 な し。

防 災 関 係

① ラ ンクA(煙 、電源 、

地震)の 異常 では計算

機電源 を遮 断 す る。

② ランクB(温 度 、湿度

漏 水)で は オペ レー ター

介入 によって処置 する。

① ランクAの 異常では計

算機電源を遮断する。

② ランクBで はシステム
のチェック ・ポイン ト

を取ってシステムを停

止させる。

なお、① ②の通報は遠

隔操作によって警備室
へ連絡する。

稼動させる一方、この時間帯に計算機室内が無人状態 となっても、十分安定 した稼動がで きる措置

を講ずる必要がある。 このように構築 されたシステムは、準無人、無人帯 にそれぞれ準無人監視プ

ログラム、無人監視プログラムによって運行 される。

システムの動 きは6-12-2図 に示 したように、 システムの運転開始に先立ちそれぞれの区間設

定(デ ット・・ライン)の 指定を行い稼動 を開始する。

有人帯から準無人帯への移行は設定 された時刻(有 人デッ ト・ライン)に 準無人監視プログラム'

が立ち上がりこれによって、システムの監視 が開始 される。このときLP出 力などはデマンド・モ

ー ド(要 求時出力)と なる一方入出力装置の異常(紙 ぎれ、ジャム、ノンピック…など)が 発生 し

た場合は、操作卓へ表示す る。 またこのときに操作員の介入が得られない場合は約2分 後 にシステ

ムからこれを切 り離す方法 をとっている。

準無人帯から無人帯への移行は準無人監視プログラムによって有人ジョブの有無 を検出 し準無人

帯に実行されるジョブがなくなれば相手系の計算機 と同期 を取 り無人運転に入 る。 .

このとき操作卓、各端末、RJEへ 通報するほか、音声によって計算機室、同事務室、カフェテ リ

ア室などへ通報する。 また、一定の猶予時間を置いてあるのでこの間に操作卓から準無人回帰 コマ

ンドを指示すれば準無人帯の延長も可能である。
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6-12-2図
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なお、システム管理上設定 した時刻(準 無人デッ ト・ライン)に 達 した場合は無人帯へ強制移行

す る。

無人帯ではCPU、 メモ リー、ディス ク以外の入出力装置の電源を切断 して運転 を続行 し、処理す

るジョブがなくなれば計算機は自動停止 し、空調、電源、照明等の電源 もOFFす る。また、設定

時刻(無 人デット・ライン)に達 しても処理が終了 しない場合は、一時これを凍結 しておき、次の時

間帯に再開し継続 した処理が可能である。これらの動作は、疎結合 されている2台 の計算機 を計算

磯間結合機構(IPC)と 情報交換制御プログラム(IPCGST)群 によって運転モー ドの同期処理 を

行っている。

E疎 結合システムにおける同期処理

疎結合 システムではそれぞれの計算機で独立 したOSに よって計算機制御が行われている。この

ため一般には各系独立 した動作となるが、本 システムでは運転 モー ドにおいて同期 した運転 が行わ
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れ る よ う考 慮 して い る。 この こ と か ら計算 機 障 害 時 の シス テ ム の切 り離 し、 自動 リ カバ リー処 理 、

再 同期 処 理 な ど複 雑 な 手 法 に よ っ て実 現 して い る。 こ れ ら、計 算 機 系 の 制 御 や 情 報 交換 は6-12-

3図 に示 したハ ー ドウ ェ アお よび ソ フ トウ ェ ア に よっ て実 現 して い る。 各 系 の シス テ ム制 御 装 置

(SCP)に 計 算 磯 間 結 合 機 構(IPC)を 取 り付 け 、 こ れ に よ つ て相 手 系 計算 機 と接 続 して 、 計 算 磯

間情 報 交換 ソ フ トウ ェ ア(IPCGST、IPC-HAND)に よ っ て相 手 系 の運 転 状 態 を把 握 す るた め の

テ ー ブ ル を更 新 しな が ら、 この シ ス テ ム の 同期 処 理 を行 っ て い る。

F防 災上の措置

準無人帯、無人帯においては地震、火災、温湿度等の災害や環境異常に備え、十分 な措置を講ず

る必要があるため本 システムでは6-12-4図 に示 した構成による防災装置系で異常 を検出するた

めのセ ンサー類 を装備 している。

万一重大な災害となるお』それのある地震、火災等 を検出 した場合は、電源 をただちに遮断する一

方、警備室に設置 されている遠隔操作盤に警報表示やアラームによって通報するよ うになっている。

また、温度等(ラ ンクB)で は実行中のジョブの凍結処理 を行いシステムを停止する(6-12-1

表参照)。

6-12-3図

自動 運 転 シス テ ム構
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6-12-4図
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G自 動運転化による効果と今後の課題

(1)準 無人帯の導入

準無人帯の設定によって自動運転状態においてデバ ックに必要 なバッチ1/Oが 使用で きることや

ローカル ・バッチをオープンで使用 していても計算機室に在室 してシステムの監視を行 う必要がな

いなど利用者側のニーズに応 えられるシステムとなっている。

(2)運 転モー ドの同期処理

疎結合 システムにおける同期処理 を可能 にしたことによって、各系特有の リソースも運転状態に

かかわらず使用可能なため利用者にとって使いやすいものとなっている。

(3)省 資源化

本 システムは、準無人 ・無人運転の各時間帯における稼動続行条件はジョブの有無 に よ って行

われている。すなわち処理するジョブがなくなれば自動的に計算機はもとより、空調機、照明まで

電源をOFFす ることから、省源資化 としてのニーズにも対応 したシステムとなっている(参 考、

実効消費電力108.4KWh、1時 間当た りの電力料金約3,252円)。

(4)今 後の課題



首都高速道路公団(東京第二管理部)の交通管制システム269

本 システムでは計算機の付帯設備である空調や照明などもコントロールしたが、こうした設備の

障害保守は一般に計算機保守 とは要員も時間帯 も異 なる等のため、必ず計算機 によって制御 される

「自動」とローカルに制御す る 「手動」とがある(こ のことはセ ンサー類 においても同 じである)。

現状では自動運転 に入 る前にシステム管理者がこれらをチェックして自動運転 に入 っているが、

将来的 には自動運転装置側(6-12-4図 参照)に これらのモニ ター機能 を持たせた高度なインテ

リジェ ンス化が要求されることとなろう。

また、防災関係では火災の早期発見を実現するため各CPUや 入出力装置内に煙センサー(光 電

式)を 装備 し、これによって、より高感度なセンサー能力を確保 した。

しか しながら、ここで使用 したセ ンサーは建築物用であるため計算機筐体内などのような特殊な

環境では取 り付け方法や要求性能 を十分に満たすには困難 な面がある。今後はこれら、筐体内取 り

付け専用の煙セ ンサーなどの開発が望 まれることとなろう。

13首 都高速道路公団(東 京第二管理部)の 交通管制 システム

Aは じめに

首 都 高速 道 路 は 、首 都 圏 に お け る幹 線 道 路 と して重 要 な役 割 を果 た して い る。 しか し なが ら、 道

路 の延 伸 、利 用 車 両 の 増 大 に伴 い 、1968年 頃 よ り高 速 道 路 上 で の 渋 滞 の発 生 が 、社 会 的 な問題 と な

り始 め た。 この た め 、都 市 内 高 速 道 路 本 来 の 機 能 で あ る、適 正 な交 通 状 態 を確 保 す るた め 、 交 通 管

制 シ ス テ ム導 入 の必 要 性 が認 識 され 、研 究 、 開 発 が進 め られ た。

この た め 、1973年 に、 東 京 線 の 交通 管 制 を効 果 的 に運 用 す る た め 、電 子 計 算 機(TOSBAC-7000

/25)を 用 い た 交通 管 制 シ ス テ ム を導 入 した(東 京 第 一 管 理 部 交通 管制 シ ス テ ム)。

その 後 、 供用 延 長 、運 用 上 の 問題 に対 処 して 、設 備 の 増 設 、改 良 を行 って きた が 、 シス テ ム と し

て ほ ぼ設 計 規 模 に達 した ので 、今 回9号 線 の 開通 に合 わせ て 、新 しく東 京 第 二 管 理 部 交通 管 制 シス

テ ム の導 入 を図 った 。

こ の 東京 第 二 管理 部 交 通 管 制 シス テ ムで は 、新 し く超 音 波 式 車 両感 知 器 、 フ リー ・パ タ ー ン型 情

報 板 と、 こ れ に対応 した新 しい渋 滞判 定 、情 報 板 表示 ロ ジ ッ ク を採 用 し、 高 速 道 路 上 の渋 滞 状 況 の

早 期 検 出 、道 路 利 用 者 へ の情 報 提 供 の ス ピー ドア ップ を最 大 の 目的 と して い る。

Bシ ス テ ム の 概 要

首 都 高速 道路 は 、6-13-1図 に示 す よ うに、 これ までTOSBAC-7000/25を 使 用 して 交 通 管

制 を行 って きた が 、今 回 道路 網 の拡 張 に対処 す る た め 、東 京線 を東 西 に分 割 して 管 制 す る こ と に な
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6-13-2図 首都 高 速道 路 管 理範 囲 図
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っ た。 この た め 、既 設 の計 算 機 シ ス テ ム は 、西 半 分 を管 理 範 囲 と し(東 京 第一 管 理 部 に設 置 され た

交 通 管 制 シス テ ム で 、 以 後 東 一 管 シ ス テ ム と呼 ぶ)、新 しい管 制 シ ステ ム は 、東 半分 を管 理 範 囲 と し

て(東 京 第 二管 理 部 に設 置 され た交 通 管 制 シス テ ムで 、 以 後 東 二 管 シ ス テ ム と呼 ぶ)管 制 を行 う こ

と に な っ た(6-13-2図 参 照)。

Cシ ス テ ム の 特 徴

(1)情 報提 供 の ス ピー ドア ップ お よ び 表示 情 報 の 多様 化



272第6部 コ ンピュータ適用業務の具体例

① 情 報提 供 の ス ピ ー ドア ッ プ

交通 状 況 を迅 速 かつ 正 確 に道路 利 用 者 へ 知 らせ るた め に、 以 下 の よ うな対 策 を 行 っ て い る。

(D高 速 道 路 上 の車 両感 知器 設 置 間隔 の短 縮

(ii)車 両 感 知 器 デ ー タ収 集 周 期 の短 縮

刷 高性 能 計 算 機 を使 用 した 処 理 の効 率 化

(iv)情 報 板 表 示 デ ー タの伝 送 速 度 の 高速 化

② フ リー ・パ ター ン型 情 報板 の導 入

(i)1板 当 た り2,880(16行180例)個 の ラ ンプ よ り構 成 され 、 各 ラ ンプ の 点灯 に対 応 した任 意

文 字 、図 形 が表 示 で きる 、 フ リー ・パ ター ン型 情 報 板 を使 用 して い る。

(ii)フ リー ・パ ター ン の登 録 は 、 オペ レー ター ・コ ンソ ー ル付 属 の 高 密 度CRT、 ラ イ トペ ン、

仮 想 大 画 面 処 理を 使 用 して容 易 に行 う こと がで き る。

③ わ か りや す い情 報 表示

(D道 路 利 用 者 に わ か りや す い 情 報 表 示 を行 うた め に 、図 形 情 報板 の新 規 設 置 、 お よ び文 字 情

報 の渋 滞 表 示 は 、渋 滞 の先 頭 地 名 と末 尾 地 名 を表 示 した 区 間 表 示 方 式 を採 用 して い る。

(iD文 字 情 報 板 は、 上 下2面 板 を採 用 し、上 下 別 々 の情 報 を表示 で き る よ うに し、提 供 情 報 量

の拡 大 を図 って い る。

(2)二 重 化 シス テ ム に よ る信 頼 性 、 保 守 性 の向 上

(D中 央 処理 装置 、情 報 板 制 御 装 置 、 デ ィス ク装 置 な ど、 主 要 な装 置 を二 重 化 した デ ュ プ レ ッ

ク ス構 成 を と って い る。 これ に よ り、 万一 オ ン ラ イ ン系 が故 障 停 止 して も 、 オ フ ラ イ ン系 が 自

動 的 に機 能 を 引 き継 ぐ ため 、 シス テ ム の 信頼 性 、保 守 性 の 向上 が期 待 で き る。

な お、 正 常 時 には 、 オ ンラ イ ン系 にて磁 気 テ ー プ に収 集 さ れ た交 通 デ ー タの 解析 を 、 オ フ ラ

イ ン系 計算 機 を使 用 して処 理 して い る。

(iD二 重 系 シス テ ム の運 転 状 態 は 、 モ ニ ター ・パ ネ ル.ヒに ラ ンプ 点 灯 表 示 され 、 一 目で 運転 状

態 の 監 視 が 行 え る。 そ の他 に も、 パ ネ ル を使 用 して 手 動 にて の系 切換 を 自由 に行 うこ と がで き

る。

(3)デ ー タ ウ ェ イ を介 した既 設 のシ ス テ ム との情 報 交換

既 設 の 東 一 管 シス テ ム と は 、 デ ー タ ウ ェ イ(TOSWAY-1500)を 介 して 、 交 通 情 報 を 高速 で 交

換 す る こ と によ り、 両 シ ス テ ム を結 合 した一 元 的 な交通 管 制 が 行 え る よ うに なっ て い る。

(4)自 動 的 な調 光 制 御

情 報板 の輝 度 は 、昼 間 は 高 輝 度 、 夜 間 は低 輝 度 に なる よ う、 計算 機 に て カ レ ン ダ ー に基 づ い た 自

動 輝 度 変 更 を行 って い る。
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D機 器構成

本 シス テ ム に お け る機 器 構 成 は 、 デ ュ プ レ ッ ク ス方 式 を採 用 して お り、 主系 計 算 機 は 、 オ ン ライ

ン ・リア ル タ イ ム処 理 を行 い、 従 系 計算 機 は 、磁 気 テ ー プ ・デ ー タの 解 析 な ど の オ ン ライ ン ・デ ー

タ処 理 を行 う(6-13-3図 参 照)。

E処 理業務の概要

東 二 管 シ ス テ ム に お』け る処 理 業 務 お よび その 関 連 は 、6-13-4図 に示 す通 りで あ る。

以 下 に、 主 要 な処 理 業 務 につ い て述 べ る。

(1)車 両感 知 器 デ ー タ収 集 お よ び 交通 状 況 の 判 定

① 高速 道 路 上 に平 均150mお きに設 置 され た超 音 波 式 車 両 感 知器 よ り、 中央 へ 伝 送 され て く る

感 知 器 ご との 車 両 通 過 パ ル ス ・デ ー タ(台 数 、速 度 、 オ キ ュ パ ン シ ー)を 、 中央 に設 置 され たD

MA(DirectMemoryAccessの 略 称)方 式 の 車 両 デ ー タ処 理 装 置 にて カ ウ ン ト して い る。

② カ ウ ン トさ れ た感 知 器 パ ル ス ・デ ー タ に基 づ い て 、 高速 道 路 上 を入 出 路 ま た は約1kmの 道 路

延 長 で 区切 っ た各 区 間 につ い て 、 区 間平 均 速 度 を求 め る。

③ 求 め られ た 区 間 平 均 速 度 デ ー タ よ り、 次 の よ うに して渋 滞 判 定 を行 い、 グ ラフ ィ ッ ク ・パ ネ

ル に表 示 す る。

区 間平均 速度(km/h) 交通状況の判定 グ ラフ ィックパネ ルへ の 表示

40≦V 正 常 不 点 灯

20≦V<40 混 雑 黄色点灯

V<20 渋 滞 赤色点灯

(2)情 報板 表 示 デ ー タの 作 成

① 渋 滞 判 定 さ れ た区 間 デ ー タ、 東 一 管 シス テ ム か らデ ー タ ウ ェ イ を介 して 送 られ て く るデ ー タ 、

管 制 官 が マ ン ・マ シ ン にて 入 力 した事 故 、 工 事 デ ー タ に基 づ い て 、複 数 個 の渋 滞 情 報 を作 成 し、

渋 滞 長 が一 定 キ ロ数(1.5km)以 上 と なっ た 渋 滞 の う ち か ら・ 各 情 報 板 に最 も近 い位 置 に あ る(直

近)渋 滞 事 象 を選 択 表示 す る。

② 情 報 板 へ の 表示 デ ー タ作 成 に お いて は、 上 記① 以 外 の マ ン ・マ シ ン か ら の手 動 に よ る表示 情

報 、入 路 閉 鎖 など の事 象 が 、優 先 度 に従 っ て 取 り入 れ られ る。

③ 情 報 板 へ の表 示 デ ー タの 内 容 は 、渋 滞 の 先頭 地 名 と末 尾 地 名 、渋 滞 の原 因(自 然 、 事 故 、工

事)お よ び渋 滞 長 よ り構 成 され 、 次 の よ うに表 示 され る。

箱 崎 一 新 木 場 工 事 渋 滞4km

(3)情 報 板 表示 デ ー タの板 へ の 表示



274第6部 コ ン ピュー タ適 用業 務 の 具体 例

6-13-3図 シ ステ ム機 器構 成 図

車 両感 知 器 デー タ

車両 呈一 タ
処理 装置
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バ ス切換装置

グラフィック

パ ネル

交通状況
表示盤

プロセス

入出力装置

カラー・

ディスプ レイ

ヘ レ一 夕ー ・

コ ンソ ール

×3台

×3台

パス切換装置

遠隔端末

遠隔端末

通信制御装置

ラ イ ン ・

プ リ ン タ ー

TOSWAY

-1500

オヘコン用

タイプライター
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×2台

可変 情報 板 制 御装 置

TOSBACシ リー ズ7/40

256KB

デー タ'i)ンケー ジ・ア ダプ ター

東 一管 シス テ ムへ

コンソール'

タイプライター

CCU経 由 し て 情 報 板 へ

磁気 ディスク装置

2MB×4台

可変情 報板 制御 装 置

TOSBACシ リー ズ7/40

256KB

TOSWAY

-1500

東一管下ア チムへ

ノ

コンソール ・
'タ イプライター

CCU経 由 して 情 報 板 へ



6-13-4図 処理 業 務 関連 図

車 両感 知 器

デ ー タ

感知 器デ ー タ

事故,

工 事 デー タ

事故,

工 事

デ ー タ 人路管 制

指 示

人路 管 制

デ ー タ

区間

デ ー タ

首都高速道路公団(東京第二管理部)の交通管制 システム275

感知器故F章

人路 管 制

デ ー タ

⑨ 交通データ
収集

MT

出力

⑦ グ ラ フ ィ ッ ク ・

ノξネ、ノレ才ぐ,」ミ
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① 中央 処理 装 置 に て 作成 さ れ た情 報 板 表示 デ ー タ は、情 報 板 制 御 装 置 へ 送 られ 、 ラ ン プ点 灯 、

消 灯 信 号 に対応 した ビ ッ ト ・パ タ ー ンに変 換 され 、 回線 制 御 装 置(CCU)に よ り伝 送 制 御 され 、

道 路 上 の 各 情 報 板 へ 自動 的 に表 示 され る。

② 文 字 情 報板 は 、1板 当 た り'2,880(16行180列)個 の ラ ン プ よ り構 成 され た板 で あ る。

③ 図 形 情 報 板 は 、板 面 に道 路 の路 線 形 状 を模 式 化 して表 示 した もの で 、 渋 滞 区 間 を黄 色 点 灯 に

よ り表 示 し、常 時 は そ の図 形 が 案 内標 識 と して 使 用 され る。

④ 街 路 情 報 板 は 、入 路 お よ び料 金 所 の 閉鎖 、 制 限 状 況 を表 示 す る もの で 、入 路 まで の 走 行 時 間

差 を 考慮 して 表 示 され る。

(4)入 路 管 制

管 制 員 が 、 オ ペ レー タ ー ・コ ンソ ー ル よ りマ ン ・マ シ ン にて行 う。原 則 と して30分 単 位 で 路 線 上

の 入路 お よ び料 金 所 の 開 、閉 、 レー ン制 限 を行 い 、高 速 道 路 上 に流 入 す る交 通 量 を調 整 す る。 事 故

な ど が発 生 した場 合 な ど 、緊 急 に入路 、 料 金 所 の入 路 規 制 を行 うこ と もで き る。

(5)マ ン ・マ シ ン処 理

操 作 卓 、 高密 度 カ ラ ーCRT、 タ イ プ ライ ター よ り構 成 され た オペ レー ター ・コ ンソ ー ル を介 し

て 、 管 制 員 は随 時 、 以 下 の よ う な処 理 を行 う こ とがで きる。

① 交 通状 況 の監 視

② 事 故 、 工 事 情 報 の登 録 、呼 び 出 し

③ 情 報 板 の 手 動 制 御 、 表示 情 報 の呼 び出 し

④ 入路 管 制 の 制 御

⑤ フ リー ・パ ター ンの登 録 、呼 び出 し 、

⑥ 管 制 評 価 、 統 計 資 料 作 成 の指 定

⑦ その 他

F今 後の課題

現 在 、東 二管 シ ステ ム は運 用 後 まだ 日 が浅 く、渋 滞 判 定 、情 報板 表 示 な ど の新 しい管 制 ロ ジ ッ ク

の評 価 は 、今 後 の 課 題 と じて残 っ て い る。

ま た 、今 後 長期 間 に わ た るデ ー タ収 集 、 解 析 を 行 い 、 高速 道路 上 の実 現 象 を適 確 に把 握 し、道 路

利 用 者 に対 して 、 さ らに精 度 の 高 い情 報 提 供 ので き る シス テ ム に改 良 して行 く こ と が考 え られ る。

さ らに 、将 来 の 路 線 網 の 複 雑 化 へ の対 応 、他 関連 道 路 も含 め た広 域 情 報 、突 然 発 生 す る渋 滞 の検

出 方 法 、 あ る し、は 、交 通 予 測 を導 入 した情 報 提 供 な ど、 い くつ か の研 究 課 題 が あ る。
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14自 転 車等総合情報 システム(競 輪情報 システム)

Aは じめに

自転車等総合情報システムの一環 としての競輪 情報 システムは全国に散在する競輪場で発生す る

競輪開催結果を収集 し、加工編集 した情報 を迅速 に各競輪場 に提供するとともに、センターで選手

の成績の集計、選手の級班決定などの処理 を行 うシステムである。

1976年度 から郵送方式によるデー タの収集、情報の提供 を行 うバッチ処理形態のシステム を稼動

させた。この稼動と並行 してオンライン方式 によるシステム化の検討を進め、1978年 度から79年度

にかけてインテリジェント・ター ミナルによる分散型オンライン ・システムの開発 を実施 し、1980

年4月 にオンライン・システムの稼動に移行 した。

インテリジェン ト・ター ミナルによる分散型 オンライン ・システムの開発のねらいは、第1に 全

国で開催される競輪結果の迅速な収集とその加工情報の提供であり、第2に は、競輪場 における選

手に対する賞金支給などの開催現場で閉 じた業務の機械化 を積極的に推進 し開催現場事務の簡素化

をはかることにある。.

Bシ ステムの概要

競輪は約4万 人の登録 された選手が全国50ヵ 所の競輪場の各開催にあっせんされ、通常3日 間 を

1節 とする開催が実施 される。

この競輪開催に関連する業務について、中央の競輪開催の指導団体である日本 自転車振興会、競

輪の施行権 を持つ地方自治体、競輪競技の実施 を行 う自転車競技会などにまたがる情報 を総合的に

システム化 したものである。このシステムの情報の流れの概略は6-14-1図 のとお』りである。

(1)選 手登録関係情報一 選手の登録 に関するデー タが随時 システムに投入 される。

(2)級 班変更関係情報一4カ 月に1回 、選手の成績 によって級班決定が実施 される。

(3)あ っせん結果関連情報 各競輪場の各節 に出場 する選手(通 常90人)の 情報が、月2回 の処

理でシステムにあらかじめ投入 される。

(4)入 力関連データの送信一 これ らの各競輪場 ・各節の選手に関するデータと入力に必要なデー

タが競輪開催の前 日に端末ファイルに送信 される。

(5)競 輪開催情報の収集 競輪場では、この端末ファイルにより完全に閉 じた形で競輪開催に必

要な情報の入手と開催結果の入力処理 を実行する。

① 出場選手の直近成績 などの情報検索
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6-14-1図 シス テ ムの 情報 の 流 れ

繊 手登録 関係↑青報

②級班変更 関係情報

③ あっせん結果 関係情報

検索処理

開催結果の

情報提供

⑦

オ

フ

処
理

検索処理

開催準備業務

入力処理

中央 フ ァイル群

(デ ー タ ベ ー ス)

〈セ ン ター.東 京 〉

〈競

⑧

入力確認

処理

登録選手名簿

級班決定資料

あっせん選手一覧表

成績一覧表

郵

送

開催準備業務

入力確認表

⑤競輪報告情報の収集
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② 競輪実施の前日にあらかじめ競走単位のメンバー組み合 わせの入力(番 組入力)

③ 競輪実施後、あらかじめ入力されたメンバーに対 して着順、 タイム、着差などの競走結果の

入力(競 走結果入力)

(6)競 輪報告情報の伝送一 入力されたデータは端末 ファイルに蓄積 されるとともに、センターに

バッチ伝送される。

(7)オ ンライン処理 セ ンターに伝送 された選手成績、競輪売上などのデータは端末からの即時

検索 を可能にする形で蓄積 される。

(8)各 種資料作成 これらの蓄積 されたデータはバ ッチ処理 により、成績集計、選手の級班決定

売上統計などの資料 を作成す る。

Cシ ステム構成と回線ネ ッ トワーク

ホ ス ト ・コ ン ピ ュー タはFACOMM-160S、160Fの デ ュ プ レ ッ クス構 成 で 、機 器構 成 の 概 略 は

6-14-2図 の とお りで あ る。

端 末 シス テ ム はMELCOMM2350/40イ ンテ リ ジ ェ ン ト ・ター ミナ ルで 、 機 器 構 成 の概 略 は6

-14-3図 の とお りで あ る
。

全 国 的 に配 置 され た60台 の 端 末 に対 して 、 公衆 通 信 回 線 を主体 と した回 線 ネ ッ トワー クと して い

る。 各 端 末 の デ ー タ伝 送 量 、 開 催 日の 競 合 状 況 を考 慮 して 回線 費 用 の 削 減 を図 るた め 、 東 京 の セ ン

ター と名古 屋 、西 宮 、 広 島 、 久留 米 の 中 継 局4ヵ 所 と の 間 にDI回 線 を使 用 して9600BPS内 を2400

BPSの 伝 送 を同 時 に4回 線 分 多重 させ るNCU制 御 装 置 を設 置 す る。 この 中継 局 か ら先 端 末 ま で は

通常 の 公衆 通 信 回線 とす る方 式 を採 用 して い る。 この 回 線 ネ ッ トワー クの 概 略 は6-14-4図 の と

お りで あ る。

Dシ ステムの特 徴

こ の シス テ ム の 特 徴 と して は 、 イ ン テ リ ジ ェ ン ト ・ター ミナ ル を使 用 した分 散型 オ ンラ イ ン ・シ

ス テ ム で あ る こ と、 全 国50ヵ 所 で コ ン ピ ュ ー タ等 に全 く経 験 の な い業 務 担 当者 に端 末操 作 を可 能 に

させ るた め 、操 作 性 を重 視 した シス テ ムで あ る こ と 、広 範 囲 に わた る情 報 を一 元 的 に管 理 す る こ と

に よ り関連 す る業 務 を総 合 的 に シス テ ム化 した もの で あ る こ と、 さ ら に は1年 中休 み な しで 稼 動 す

る シス テ ム で あ るた め 障 害 対 策 お よび 追 加 開発 対 策 に考 慮 した シス テ ム構 成 で あ る こ と な ど に要 約

され る。 具 体 的 に は次 の と お りで あ る。

(1)分 散 型 オ ン ラ イ ン ・シ ス テ ム

① 競 輪場 で の 現場 処理 を重 視 す る と と も に 回線 費 用 を削1威す るた め 、 デ ー タの収 集 に お い て1よ

競 輪 開 催 期 間 中 の み 完 全 に ロ ー カ ル に閉 じた 処 理 と デ ー タの バ ッチ 伝 送 を主 体 と した シス テ ム
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6-14-2図 ホ ス ト ・コ ン ピュ ー タの機 器 構 成
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6-14-3図 端末システムの概略機器構成

MELCOMM2350/40

通信

制御装置

記 憶装 置

48KB

(ユーザ ー)

M2350/40

処理 装置

○

○

○

80字 ×25行

3色 カ ラ ー

ハ ー ド ・165字/秒

コ ピ ー132字/行

243KB×3台

である。

② 競輪揚間の情報流通のた、めには、センター ・ファイルにデータを一元的{こ蓄積 し、どの端末

からも即時検索が可能なシステムである。

(2)端 末操作性の重視 ・

① ディスプレイ画面 を使用 し入力負荷 を最小限にするため、あらかじめシステムに投入 されて

い る情 報 を利用して通常選手の登録番号、着順などの数字入力だけで処理 を可能としている。

② 前 日に入力した競走メンバー(番 組入力)を 利用すると、競走結果の入力は表示 されたメン

バ ー に対 して着順、タイム、着差 などの競走結果のみを入力すればすむよ うに処理間の有機的

結合 を図っている。

③3色 カラー ・デ ィスプレイを使用 し、表示情報の内容によって色分け し、画面 を見やす くし

ている。

④ 入力方式は入力誘導するとともに、画面操作方式を統一 しているため、だれもが容易1こ入力
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することがで'きる。

(3)総 合システム

関連する業務 を総合的にシステム化するため、デー タの収集の一元化、データの蓄積の一元化 を

図 り、情報の多目的利用が可能なシステム設計 をしている。

(4)障 害対策および追加開発対策

①1年 中休みなしで稼動するシステムであるため充分 な障害対策 を考慮している。

・ホス ト・コンピュータはデュプレックス構成

・回線は中継局経由とセンター直結の両方可能

・端末、端末モデムの保守体制強化

② 追加開発対策 として、デュプレックスの待機系 を使用 して追加開発 が可能なように機器構成

上、運用上の配慮をしている。

E今 後の課題

システムは稼動後4カ 月を経過するが、システムの運用上の問題点になるかと考えていた回線費

用の削減、コンピュータ等にまった く経験のない業務担当者 による端末操作、異なるメーカ間のホ

ス トと端末の接続 などの点についても、想定 どお り大 きな問題 もなく順調に稼動 を続けている。

今後のシステムの課題は、第1に 、現在稼動 しているシステムを骨格として初期のシステム構想

を実現するため、 システム化の範囲を拡大 ・拡充することである。当面のシステム化の範囲拡大は

ローカル処理としては選手への賞金支給関係業務の システム化、センター処理 としては選手の各競

輪場へのあっせん関係業務のシステム化、さらには収集情報の報道機関への情報提供を可能 にする

といった点である。

第2に は、システムの将来の発展のため、端末の日本語処理化の問題、競輪場内における情報の

流れを円滑にするために端末 システムの クラスター化の問題 などについて検討することである。

さらに競輪情報 システムの情報処理 を基盤 と して自転車業界の複雑多岐にわたる諸情報処理 シス

テムについての研究開発 を推進中である。

15東 京都 水 道局 にお け る水 運用 システ ム

Aは じめに

東京都の水需要の増加は、その伸びが鈍化 したものの、新たな需要 が加わり引 き続 き増大する見

込みである。これに対 し、水源開発の遅れによる原水の不足は深刻で将来的 には慢性化の傾向 さえ
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示 して い る。

この た め 、需 要 抑 制 や 循 環 利 用 を強 力 に推 進 す る と と も に、 現 有 水 利 権 水 量 を有 効 に利用 し、 か

つ 公平 に供 給 す る施 策 が必 要 不 可 欠 で あ る。

当 局 は 、効 率 的 水 運 用 が図 られ る よ うな諸 施 設 の 改善 を行 う一 方 、浄 水 場 、給 水場 、配 水 管 等 各

施 設 の デ ー タを集 中監 視 し、総 合 的 、 かつ適 正 な水 運 用 を行 う「水 運 用 シス テ ム」を完 成 させ 、1979

年4月 「水 運 用 セ ン ター 」 を発 足 させ た 。

Bシ ステムの構成

水運 用 シ ス テ ム の系 統 図 を6-15-1図 に示 す 。

各 事 業 所 か らの デ ー タ を収 集 す るた め 、 マ イ ク ロ ・コ ン ピュ ー タ を内 蔵 した デ ー タ通 信 装 置(45

カ所)お よ び テ レメ ー ター 装 置(3ヵ 所)を 設 置 した 。

テ レ メ ー ター 装 置(TM)か らの デ ー タ は当 局 の 自営 線 を介 して 、 デ ー タ通 信 装 置(TCU)で い

っ た ん 受 け 、 ま た 、TCUに 入 力 した デ ー タ は 、通 信 回 線(符 号 品 目1,200BPS)を 介 して 水 運 用

セ ン ター の 中央 処 理 装 置(CPU)に 伝 送 され る。

TMは 、 伝 送 速 度200BPS、 ア ナ ロ グ情 報5量 、監視 情 報30点 が伝 送 で きる も の で あ る。TC

Uは 、 設置 場 所 ご とに 多 少異 な る が 、6-15-1表 の構 成 とな っ て い る。

支 所 には 、す で に配 水 管 網 に設 置 して あ る流量 、圧 力の 計 測 デ ー タ をTM(送 信 局215局)で 受

信 して い るの で 、 そ れ をTCUの テ レメ ー タ入 力部 で 受 信 し、 セ ン ター に転 送 す る もの で あ り、AI、

DI、 割 込DI、DOは 実 装 して な い 。

浄 水 管理 事 務 所(5カ 所)、 小 河 内 貯 水 池'支 所(8カ 所)に は 、 カ ラー ・キ ャ ラ ク ターCRT表

示 装 置(最 大 表 示 文 字 数1,920文 字 、 小CRTと い う)を 設 置 し、 自局 お よ び他 局 の デ ー タが 表示

で き る。 ま た、 水 運 用 セ ン ター 、 給 水 部 浄 水 管 理 事 務 所(5カ 所)、羽 村 取 水 所 に は 、 カ ラー ・グ ラ

フ ィックCRT表 示 装 置(最 大 表示 文 字 数5,120文 字 、 大CRTと い う)を 設置 した。

Cシ ステムの機能

本 シス テ ムの 機 能 は 、 デ ー タ、 情 報 の 収 集 提 供 が主 な機 能 で あ り、各 事 業所 の 設 備 の直 接 制 御 は

対 象 外 で あ る。 各 事 業 所 か らの デ ー タの種 類 お よ び デ ー タ数 は 、6-15-2表 の と お』りで あ る。

シス テ ム の基 本 機 能 は 、次 の と お りで あ る。

(1)計 測 デ ー タ 、情 報 の収 集 、 蓄 積 、提 供 。

(2)水 運 用 に関 連 す る各 種 判 断 お よ び計 画 立 案 す るた め の 情 報提 供 。

(3)シ ス テ ムの監 視

(4)各 種 報 告 書 の 作 成
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6-15-1表

デ ー タ通信 装 置 構成

一 覧 表 名 称 実 装 数 備 考

記 憶 容 量 24～40Kワ ー ド コ ア ー 、ICを 含 む

ア ナ ロ グ 入 力(AD 8～32点

デ ィ ジ タ ル 入 力 ・(DI) 16～160点

割込 デ ィジ タル入 力(割 込DD 8点

デ ィジ タ ル ・テ レ メ ー ター 入 ガ 2～7回 線 分

・主 と して支所 のTCUに 実装

ア ナ ロ グ ・テ レ メ ー タ ー 入 力 17～22回 線分

デ ィ ジ タ ル 出 力(DO) 16二32点

6-15-2表 オ ン ライ ンデ ー ター 覧表

事 業 所 の 分 類

デ ー タ 種 類

計

流 量 圧 力 水 位 電 力 雨 量 開 度 接 点

貯 水 池(4ヵ 所) 14 13 2 8 5 42

取 ノ1く 戸斤(3力 戸斤) 10 11 2 2 7 18 50

浄 水 場(11ヵ 所) 179 26 29 8 107 349

給 水 所(14ヵ 所) 154 55 29 15 95 348

増産 ポ ンプ所(7ヵ 所) 20 16 2 6 36 80

支 所(8ヵ 所) 152 194 2 348

計(47ヵ 所) 529 291 86 33 10 12 256 1,217
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(5)そ の他

① 大CRTに よ る簡 易 な プ ロ グ ラ ム作 成 、 実 行 。

② リモ ー ト ・ジ ョブ処 理(設 置 端 末2カ 所)

Dシ ス テ ム の 特 徴

ほ)マ ン ・マ シ ン ・イ ン タ フ ェ ー ス

この シス テ ム の大 き な特 徴 は 、 マ ン ・マ シ ン ・イ ン タフ ェー ス を十 分 に考 慮 した こと で あ る。 マ

ン ・マ シ ン ・イ ン タ フェ ー ス と して 、大CRT表 示 装 置 お』よ び監 視 盤 が あ る。

① 大CRT表 示 装 置

大CRTの 表 示 画 面 は 、大 き く分 け て次 の よ うに な り、画 面 数 は約800枚 程 度 で あ る。

(」)ポ ン プ運転 … … ポ ンプ運 転 の計 画 値 、 目標 値 の登 録 、修 正 並 び に そ れ ら と実 績 値 と の対 比

表 示 。

(ii)計 測 デLタ の収 集 … … マ ニ ュ ア ル 入 力デ ー タの登 録 、修 正 お よ びTcuか らの入 力 デ ー タ

の マ ニ ュ ア ル補修 。

⑭ 水 運 用状 態 監 視 … … 水 運 用 状 態 の時 々刻 々変 化 の監 視 並 び に統 計 トレ ン ド表 示 。

(IV)施 設 ・設 備 状 態 の把 握 … … ポ ンプ 、 バ ル ブ 、浄 配 水 施 設 の 状 態 の把 握 と状 態 の登 録 、修 正 。

(V)事 故 対応 … … 事 故 発 生 時 の対 応 お よ び事 故 情 報 の登 録 、修 正 と管 理 。

(vi)シ ステ ム運 用操 作 … …運 用 上 下 限 値 、 休止 デ ー タ指 定 な どデ ー タ測 定 上 の環 境 を決 定 す る

各 種 定 数 の設 定 、TCU送 信 モ ー ド指 定 な ど。

(vii)日 、 月 、 年 報 表 示

(viii)情報 サ ー ビ ス画 面 … … 水 道 需 給 計 画 、各施 設 水 位 関係 図 、 電 気 設備 の 一単線 結 線 図 等 の情 報

サ ー ビ ス画 面 。

② 監 視 盤 一

監 視 盤 は モ ザ イ ク ・パ ネ ル上 に各施 設 を図 形 化 し、 変 更 が容 易 な ビ ル デ ィ ン グ ・ブ ロ ッ ク方 式

を採 用 して種 類 の盤 に構 成 した 。

(D水 源 系 統 監 視 盤(表 示 デ ー タ24個)

(iD配 水 系 統 監 視 盤(表 示 デ ー タ180個)

(川)シ ステ ム監 視 盤

(iv)デ ー タ表 示 パ ネ ル

(2)デ ー タの 安 定性

情 報 処 理 で 重 要 な こ との 一 つ に デ ー タの 安 定性 が あ る。 本 シ ステ ム で は 重 要 な施 設 や デ ー タ数 の

多 い施 設 のTCUは 二 重 化 して あ り、 デ ュ ア ルで稼 動 して い る。 ま た 、電 電 公 社 回 線 も一 部2ル ー

●
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ト化 され て い る。

セ ン ター のCPUは 、 デ ュ プ レ ッ クス構 成 で あ り、 デ ー タ ・情 報 は 、記憶 装 置 の障 害 に備 え二 重

書 き して い る。

(3)デ ー タの蓄 積

①TCUの デ ー タ 蓄 積

TCUで は 、流 量 、圧 力等 の す べ て の デ ー タ につ い て、1分 ご と デ ー タを30分 間分 、1時 間 デ

ー タ を48時 間 分 蓄 積 して い る
。

②CP'Uの デ ー タ蓄 積

即 時 に提 供 で き るデ ー タ と して 、磁 気 デ ィ ス ク装 置 に次 の よ うに蓄 積 して い る。

(D5分 毎 デ ー タ72時 間分(iD1時 間 デ ー タ32日 分

(iii)1日 デ ー タ3年 分(iv)1月 デ ー タ10年 分

(V)1年 デ ー タ100年 分

E関 連設備

水 運 用 業 務 の実 施 に当 た っ て は 、情 報 処 理 シ ス テ ム の他 に次 の 設 備 を設 置 して い る。

(1)専 用 電 話 お よび フ ァ ク シ ミリ装 置(共 に一 斉 通 報 が可 能)

(2)無 線 電 話 設 備

(3)気 象 フ ァ クツス

(4)テ レ ガ イ1ド

Fお わ りに

以 上 、 東 京 都 水 道 局 に お け る 「水 運 用 シ ス テ ム」 の概 要 を紹 介 した 。

東 京 都 の 水 源 は 、 その75%!を ・利 根 川 水 系 に 、残 りを 多摩 川 、相 模 川 水 系 等 に依 存 して い る。

当 局 は 、 近 年 の異 常 気 象 によ り、特 に夏 季 は網 渡 り的 給水 を余 儀 な く され て お り、1978年 か ら1g80

年 の3年 連 続 で 利 根 川 水 系 の取 水 を削 減 され た。 この よ う な水 不 足 に対 応 す るた め 、 こ の 「水 運 用

シス テ ム」 を 最大 限 に活 用 し、 キ メ細 い水 運 用 を行 うべ く、 職 員 の教 育 訓 練 、 シ ス テ ム の試 運 転 調

整 を経 て 、1980年 ・か,ら2名 編 成 に よ る24時 間 の勤 務 体 制 を実施 した 。

水 道 事 業 は 、 都 市 に お け る基 幹 的 公 共 事 業 で あ り、 その 存 立 は都 市 め 生 命 を左 右 す る と云 っ て も

過 言 で は ない 。 こ の た め 「水運 用 シス テ ム」 の 信頼 性 の確 保 につ とめ 、使 いや す い シス テ ム に拡 張

発 展 させ て い くと と も に、 水 運 用 技 術 開 発 、 設 備 の 予 防 保 全 、経 済 性 の発揮 等 、懸 案事 項 につ いて

も鋭 意 努 力 す る所 存 で あ る。
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16分 子科学研究所の無人化運転 システム

Aは じめ に

分子科学研究所(分 子研)は 、物質科学の基本となる分子の構造 とその機能に関す る実験的 ・理

論的研究、すなわち化学と物理学の境界にある分子科学研究を中核 として、広 く共同利用に供する

ことを目的とした国立の大学共同利用機関である。分子研の電子計算機セ ンターは、HITACM-

180マ ルチ ・プロセッサー ・システムを導入 し、1979年1月 より運用 を開始 した。

このセ ンターの特徴は大規模 ・長時間ジョブの実行と、少人数のセンター要員による運営 にある。

前者 に対処するために計算機 システムの長時間連続運転が不可欠であり、夜間、休日でも運転 を実

施することが必要である。

これを少数要員で実現するために、無人化運転 システムを開発 し、1979年9月 より夜間 ・休 日の

連続運用を行っている。1980年4月 から計算機はHITACM-200Hに レベルアップしたが、約1

年間にわたり順調に作動 している。

この無人化運転 システムは、分子研電子計算機セ ンターの総合設計に基づき、分子研 と日立製作

所、ファコム ・ハイタック株式会社の共同開発により実現 したものである。

B無 人化 運 転 システム の要点

計算機 システムを無人 という特殊状態で運転す るために、分子研電子計算機センターでは計算機

システム、環境設備に対 して総合的な対策を行った。本システムは、特に次に示す3点 を考慮 して

いる。

(1)セ ンター内が無人状態で計算機 システムの自動運転 を行 う。これはセ ンター外端末 との入出力

を含む。

(2)無 人運転中に発生する異常を自動的に検知 し、自動的に対処する。

(3)平 日昼間の運転 についてもオペレーターの労力を最少限 にとどめる

Cシ ス テ ム の 自 動 運 転

無 人 化 運 転 シス テ ムの 中 心 とな る 自動 運 転 は 自動 化 モ ニ タ ー(AOM:Auto-OperationMoni-

tor)を 使 用 して 行 っ て い る。 これ は 、 オペ レ ー テ ィ ン グ ・シス テ ムVOS3(Virtual-storage-

OperatingSystem3)の 機 能 と して開 発 され た プ ロ グ ラム で あ り、 シス テ ム の運 転 状 況 を監 視

し、 オペ レー ター に代 わ っ て シス テ ムの運 転 を行 うプ ロ グ ラ ム で あ る。
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6・・16-1 ,iオ ペ レー タ機 能 の代 行機 能

項番 オ ペ レ ー'タ ー の 機 能 自 動 化 モ ニ タ ー の 機 能

オペ レー タを代 行

す るための 自動化 モ
ニ ターの 自動運 転機

能 には 自動応 答 と自

動停 止機 能 があ る。

1 オペ レー テ ィ ング ・システム、処 理 プ ロ グ

ラムか らの応 答 要求 、 ア クシ ョン要求 に対

す る応 答
自動応答

2 シ ステムの停 止 自動停止機能

6-16-1図

自動応 答 の 方式

応答 要 求 に対 して 、 自

動 モ ニ ター が 自動応 答

を行 う。

オペ レー テ ィン グ ・

システ ム あるい は

処 理 プ ロ グラ ム

自動 化モ ニ ター

↓ 応答要求の受け取 り
応答要求

自動応答機能

信 書o
>、

応答 ライ

〉 み"

オペ レーターが行 う機 能 と 自動 化 モニ ター が サ ポ ー トして い る機 能 の 関係 を6-16-1表 に示 す 。

(1)自 動 応 答

オ ペ レー テ ィ ング ・シ ス テ ム あ るい は処 理 プ ロ グ ラ ムか らの オペ レー タ ーへ の応 答 要 求 が あ ると

応 答 待 ちに な る。この よ うな応 答 待 ち を避 け るた め の 機 能 と して 、自動 化 モ ニ ター は 自動 応 答 機 能 を

サ ポ ー ト して い る。 自動 化 モ ニ ター の 自動 応 答 の 方 式 を6-16-1図 に示 す 。

自動 応 答 の種 類 は 以下 の もの が あ る。

① 応 答 要 求 に対 す る応 答 コマ ン ドの投 入

② ジ ョブ の キ ャ ンセ ル

③ オペ レー ター ・コマ ン ドの 投 入

④ シス テ ム異 常 の 通 報

⑤ オ ペ レー ター の 呼 び出 し

分 子 研 電 子 計 算機 セ ンタ ー で は 、稼 動 中 の ユ ー ザ ー ・ジ ョブ に対 応 す る応 答 ラ イ ブ ラ リー と して

約350の 自動 応 答 機 能 を登 録 して 、夜 間 ・休 日の無 人 運転 を実 施 して い る。具 体 的 に は次 の よ うな方

向 で作 成 した応 答 ラ イ ブ ラ リー を用 いて 、 運 用 し て い る。 応 答 要 求 に対 して 昼 間 で は 、 チ ャ イ ム を

鳴 動 させ オペ レー ター を呼 び 出 し、 夜 間 で は 、 ジ ョブ をキ ャ ンセ ル す る。 シ ス テ ム異 常 発 生 時 には

ブ ザ ー を鳴 動 させ警 備 員 に通 報 す る。

(2)シ ス テ ム の 自動 停 止機 能
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無人で運転する場合、処理すべ きジョブがなくなったとき計算機 システムを自動的に停止 し、電

源 を切断する必要がある。このため、本 システムでは次の2っ の自動停止機能 をサポー トしている。

① 計画停止機能

計画停止機能は、指定 した停止条件 になると、新たなジョブの実行を禁止 し、実行中のすべて

のジョブが終了した状態で計算機 システムの運転終了処理 を行い、電源切断 を行 う機能である。

② ジョブの中断 ・停止機能

ジョブの中断 ・停止機能は、指定 した停止条件 を満足す ると、実行中のジョブを中断 して、計

算機 システムの運転 を停止 し、電源切断 を行 う機能である(シ ステム ・フリーズ機能)。運転 を再

開 したとき、ジョブの中断点から継続 して運転す る(シ ステム ・リスター ト機能)。

分子研電子計算機センターは、この機能 を利用 して以下 のような効果を得ている。

① 電力節約がはかれる。無人運転中にシステムの負荷 が軽 くなった時、システムを中断 ・停止

し電源を切断する。

② 空調異常、停電時など軽度の異常状態では実行中のジョブを救済できる。

③ 異常が確実でない場合でもユーザーに被害 を与 えることなくシステムを停止 して調査するこ

とができる。

システムの停止条件は次の情報を組み合せることによって設定している。

① 指定時刻

② 実行中のジョブ数

③ 実行中のジョブ ・クラスの種類

④ セ ッション中のTSS端 末数

⑤ セッション中の リモー ト・バ ッチ立席末数

本システムは、現在ほぼ設計どおり稼動 しており、電力は自動停止 しない時 きと比べ約15%節 約

されている。

D異 状発生時の防災対策

無人運転中に発生する環境異常に対処す るため、次のよ うな設備 を設け計算機 システムと連動 さ

せ、また警備員への異常状態の通報を行 うよ うにした。

(1)環 境異常を検知するための異常検知器の設置一 火災、温湿度異常、漏水、地震の検知

(2)自 動消火設備の設置

(3)オ ペレーター監視盤、警報盤の設置 異常の集中監視、計算機システムへの異常通知、計算機

システム ・空調機の電源切断、警報の発令などの機能

(4)バ ッテリー付CVCF電 源装置の設置
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計 算 機 室 内 の 防 災 対 策 用 の異 常 検 知 器 とオペ レーター 監 視 盤 お よ び計 算 機 との 配 置 ・接 続 の略 図 を

6-16-2図 に示 す 。

こ れ らの 設 備 と計 算 機 シ ス テ ム を6-16-3図 の よ うに連 動 させ て異 常 発 生 時 の処 理 を行 っ て い

る。 異 常 の 内 容 に よ り処 理 を次 の2種 類 に 大 き く分 け る こ とが で きる。

(1)重 障害 時 の 処 理 一 計 算 室 火 災 と地 震 の場 合 、 二 次 災害 防 止 の ため 、 空 調 機 ・計 算 機 シ ス テ ム

の電 源 を直 ちに 自動 切 断 す る。

(2)軽 障害 時 の 処 理 一(1似 外 の 場 合 、計 算 機 シ ス テ ム で 実 行 中 の ジ ョブ を救 済 す る た め 、 ジ ョブ

の 中 断 ・停 止 に よ る計 算 機 シ ステ ム を停 止 し、 そ の 後 空 調 室 計 算機 シ ス テ ムの 電 源 を 自 動 切 断

す る。

6-|6-2図 防 災対 策 用 設備 の 配置 関 連 図
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無人化運転 システムは、計算機 システムの 自動運転 と異常発生時の自動的処理 を行 っている。

Eお わ り に

夜 間 ・休 日の オペ レー タ ー な しで の無 人運 転 は、 本 シ ス テ ム を利 用 し1979年9月 か ら本 稼 動 に入

っ て お り、現 在順 調 に稼 動 して い る。 そ の 結 果 、 少 人 数 の セ ン ター要 員 に よ るセ ンタ ー運 営 が 実現

し、 大 規 模 ・長 時 間 ジ ョブの 処 理 、電 力節 約 も当初 計 画 した 通 り実績 が 得 られ て い る。

現 在 、 世 の 中 の 動 向 は益 々 無 人 化運 転 シ ス テ ム を必 要 とす る よ う幽に た っ て きて い る。 この よ うな

要 請 に応 え るた め に も本 シス テ ム開 発 で得 た実 績 は 貴 重 で あ り、 今 後 の 計 算 機 利 用 あ り方 お よ び次

の シス テ ム開 発 の 参 考 に な る と考 え ら れ る。 ∵

17電 電 公社 の デー タ通信 サ ー ビス の現状

Aは じめ に

電電公社が、デー タ通信事業という新分野 に取 り組 んでから10余年が経過 したが、事業は着実な

進展 を遂 げ、1980年3月 末現在では70シ ステムが稼動するに至っている。
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電 電 公 社 の デ ー タ通信 設 備 サ ー ビ ス は、 公 社 が 電 気 通 信 回 線 、 セ ン ター設 備 、 宅 内 装 置 な らび に

ソ フ トウ ェ ア な ど を一体 と して利 用 者 に提 供 す る もの で あ り、 シス テ ム利 用 態 様 、性 格 な どか ら、

「公衆 デ ー タ通 信 サ ー ビ ス」 と 「各 種 デ ー タ通 信 サ ー ビス」 の2種 類 の サ ー ビス・に分 類 して い る。

1980年3月 末 現 在 で 、 前 者 は18シ ス テ ム、 後 者 は52シ ス テ ムが稼 動 して い る。

以下 、 こ れ らの サ ー ビス に つ い て シス テ ム の概 要 、 利 用 状 況 な ど を概 観 す る。

B公 衆データ通信サー ビス

公 衆 デ ー タ通 信 サ ー ビス は 、 不特 定 多 数 の 利 用 者 を 対 象 に大 型 コ ンピ ュー タの 共 同 利 用 と ネ ッ ト

ワ ー ク機 能 等 の 特 徴 を生 か して 、 手 軽 で経 済 的 な情 報 処 理 手 段 の提 供 を 目指 した レデ ィ ・メ イ ド型

の オ ン ライ ン ・サ ー ビス で あ る、 これ には 「科 学 技 術 計 算 サ ー ビス」 と 「販 売 在 庫 管 理 サ ー ビス」

の2種 類 が あ る。

(1)科 学 技 術 計 算 サ ー ビ ス(DEMOS-E:D旦 －denkosha也ultiaccessgn-line旦ystem－ 旦 －

xtended)

科 学 技 術 計 算 サ ー ビ ス は 、高 度 な技 術 計 算 や経 営 科 学 計 算 が で き るわ が国 初 の本 格 的 タイ ム ・シ

ェ ア リ ング ・シス テ ム(TSS)と して 、1971年3月 東 京 で サ ー ビス を開 始 した 。1973年12月 に は 、

公 社 が国 産 メ ー カ ー3社 と共 同 開発 した超 大 型 コ ン ピ ュ ー タDIPSを 使 用 し、 そ れ ま で のDEM

OSを レベ ル ・ア ップ したDEMOS-Eの 提 供 を開 始 し た。 こ れ と同 時 に サ ー ビス ・エ リアの拡 大 を

図 る た め サ ブ ・セ ン ター 方 式 を導 入 し、1980年3月 末 現 在 、 全 国65の 主 要 都 市 にセ ン ター ま た は サ

ブ ・セ ン ター を設 置 し、 サ ー ビスの提 供 を行 っ て い る。(6-17-1表 参 照)

また 、 サ ー ビス の 向 上 に つ い て は従 来 か ら積 極 的 に 推 し進 め て い る とこ ろで あ り、1979年 に は土

木 、 建 築 を中 心 と した ライ ブ ラ リー約40本 を追 加 す る と と も に、 今後 デ ー タ通 信 に おけ る中 核 的 サ

ー ビ ス に な る と期 待 され るデ ー タベ ー ス 用 の 情 報 検 索 プ ロ グ ラ ムDORIS-IIを 開 発 した 。

こ の結 果 、DEMOS-Eは1980年3月 末 現 在 に お い て 、 中 小 企 業 か ら大 企 業 に至 る ま で広 範 な業

種 に わ た っ て 約1.500ユ ー ザ ー に利 用 され て い る。

(2)販 売 在庫 管 理 サ ー ビ ス(DRESS:DendenkoshaREaltime旦ales-managementSystem)

販 売 在 庫 管 理 サ ー ビス は 、 オ ン ラ イ ン ・リ ア ル タ イ ム機 能 を駆 使 して販 売 管 理 、 在庫 管 理 等 の 企

業 活 動 に必 要 な各 種 伝 票 の 作 成 、 フ ァ イ ルの 更 新 な ど の処 理 を行 うサ ー ビス と して 、1970年9月 東

京 に お・い て サ ー ビ ス を開 始 した 。 以後 全 国 の 主 要 都 市 に サ ー ビ ス ・エ リア を拡 大 し、1980年3月 末

現在 で は64都 市 の セ ンターまたは サフセ ンターで サ ー ビ ス を提 供 す る に至 って い る(6-17-1表 参 照)。

この 間 、DIPSを 導 入(1975年10月)す るな どサ ー ビ スの 向 上 につ い て も積 極 的 に取 り組 み 、19

79年 には 生 コ ン ク リ ー ト製 造 販 売 業 を対 象 と し た標 準 プ ロ グ ラム を開 発 し、 利 用 者 の便 に供 す る と

と も に、 全 国 ネ ッ トワ ー クの機 能 拡 充 に 努 め 、 広 域 処 理 の 高度 化 を実 現 した。
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DRESSの 利 用状 況 に つ い て は 、1980年3月 末 現 在 、 卸 売 業 、 製 造 業 な どの 中小 企 業 を中心 に約

1、400ユ ー ザ ー が利 用 して い る。

C各 種 デー タ 通信 サ ー ビス

各種データ通信 サービスは、電電公社が利用者(ま たは利用団体)の 求めに応 じ、その対象業務

に適 したシステムを設計 しサービスを提供するもので、1980年3月 末現在で52シ ステムが稼動 して

いる(6-17-2表 参照)。

電電公社は従来から、国民福祉の向上、社会開発の推進などに寄与するナショナル ・プロジェク

ト関連データ通信 システムの開発を積極的に推進 してきたが、この種のシステムとしては現在、運

輸省の自動車登録検査 システム、神奈川県の救急医療情報 システムなど18システムがある。このう

ち1979年 度にサービスを開始 したシステムとしては、社会保険業務の効率化 ・高度化 を図 り、年金

サー ビスの向上 に寄与する公共福祉型の社会保険 システムと、同 じく公共福祉型 プロジェク トであ

る7府 県(大 阪府、奈良県、広島県、滋賀県、長崎県、熊本県、新潟県)の 救急医療情報 システム

がある。

また、同一業務処理内容 を有する複数の利用者が1つ のマシンを共有する共同利用型 システムは、

共同利用型病院情報 システムなどがあるが、1979年 度 も6都 銀現金自動支払 システムがサービスを

開始 している。 この種のシステムは経済的 ・効率的 にシステムを運営できることから、今後 さらに

6T17-1表

公 衆 デー タ通 信 シス

テ ム ・サ ー ビス提供

都 市

(1980年3月 末 現 在)

DEMOS-E(65都 市)

東 京 、国 分寺 、三 鷹 、立 川 、相 模 原

横 浜 、川 崎 、千 葉 、 前橋 、 浦和 、宇 都宮

水 戸

新 潟 、長 野 、 長岡 、 松本

名古 屋 、静 岡 、岐 阜 、浜 松 、四 日市 、沼 津

金 沢 、福 井 、 富 山

大 阪 、京都 、神 戸 、八 尾 、西 宮 、姫 路

和 歌 山、堺 、寝屋 川

広 島 、岡 山 、倉 敷 、福 山 、 下関 、 松 江

徳 山

高 松 、松 山 、高 知 、徳 島

福 岡 、北 九州 、熊 本 、大 分 、鹿 児 島 、

長 崎 、佐 賀 、宮 崎

仙 台 、福 島 、盛 岡 、 山形 、青森 、秋 田

札 幌 、旭 川 、釧 路 、函館 、帯 広 、室 蘭

DRESS(64都 市)

東京

横 浜 、水 戸 、前 橋 、宇 都 宮 、千 葉 、 甲府

浦和

新 潟 、長 野 、 長岡 、 松 本

名 古 屋 、岐 阜 、一 宮 、 静 岡、 浜松 、豊 橋

沼 津 、 四 日市

金 沢 、福 井 、 富 山

大 阪 、 京都 、 神 戸 、姫 路 、 八尾 、和 歌 山

広島 、 岡 山、 下 関 、 倉敷 、福 山、 松 江

鳥取 、徳 山

松 山 、高 松 、高 知 、徳 島

福 岡 、北 九州 、熊本 、長 崎 、大 分 、鹿 児島

佐 賀 、宮 崎 、佐 世 保 、 久留 米

仙 台 、盛 岡 、福 島 、 山形 、秋 田 、 青森

郡 山 、八 戸

札 幌 、旭 川 、 函館 、釧 路 、帯 広
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増 加 して い く こ と が 予想 され る。

'・D今 後 の課 題

わ が国 の デ ー タ通 信 をめ ぐ る動 きは ます ま す 活 発 に な っ て きて い る。 この よ うな状 況 下 に お け る

電 電 公社 デ ー タ通 信 事 業 の課 題 につ い て触 れ て み る。

(1)ナ シ ョナ ル ・プ ロ ジェ ク ト関 連 デ ー タ・通信 シ ス テ ムの 推 進

電 電 公 社 は 今 日 ま で 、 医療 ・行 政 ・流 通 ・交 通 な ど の 各 分 野 で社 会 開 発 、 国 民 福 祉 の 向 上 に寄 与

す る ナ シ ョナ ル ・プ ロ ジ ェ ク ト関 連 シ ス テ ム の 開 発 に 努 力 して きた。

今 後 は 、 国 民 生 活 の 質的 充 実 、利 便 の 向 上 等 を指 向 した 個 人 レベ ルの シス テ ムや デ ー タベ ー ス ・

サ ー ビス な ど、 ま だ残 され て い る未 開拓 の 分 野 に取 り組 む と と も に、 医療 情 報 シス テ ム の よ うな全

国 的 ニ ー ズ の 高 ま りつ つ あ る もの につ いて は そ の普 及 を図 るべ く積極 的 に推 進 す る こ とが 必 要 と考

え る。

(2)公 衆 デ ー タ通 信 シス テ ム の充 実

公 衆 デ ー タ通信 サ ー ビス は 、 コ ン ピ ュー タ利 用 の 社 会 へ の浸 透 と情 報処 理 技 術 面 に お け る先 導 的

役割 を担 う もの と して 、 これ まで 大 き な成 果 を上 げ て きた 。

今 後 は 、 サ ー ビ ス の 高度 化 、 多様 化 、広 域 化 な どの 要 望 に応 え るた め 、 ネ ッ トワー ク機 能 、 日本

語情 報 処 理 機 能 、 画 像 処 理 機 能 等 の充 実 を積 極 的 に進 め る と共 に、 デー タ ・テ レホ ン、 フ ァ ク シ ミ

6-17-2表

各種 デ ー タ通信 シス テム

(1980年3月 末現 在)

ナ シ ョナ ル ・プ ロ ジ ェ ク ト

関 連 シス テ ム

○運輸省自動車登録検査 システム

○地域気象観測 システム

○環境情報システム

○農林水産省生鮮食料品流通情報 システム

○救急医療情報 システム(神 奈川県、千葉

県、愛知県、宮城県、大阪府、奈良県、広島

県、滋賀県、長崎県、熊本県、新潟県)

○官庁会計事務 システム

○航空貨物通関情報処理 システム

○社会保険 システム

18シ ス テ ム

共同利用型 システム

』○全国銀行 システム

○信用金庫協会 システム

○現金自動支払 システム

○税理士 システム

○共用利用型病院情報 システム等

19シ ス テ ム

w

個 別バ ンキ ング ・シス テ ム等 ○地方銀行、相互銀行システム等 15シ ス テ ム
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リ等 に よ る各 種 予 約 業務 、照 会 業 務等 、 国 民 が手 軽 に利 用 で きるサ ー ビスの 実 現 と普 及 を図 る考 え

で あ る。

(3)ネ ッ トワ ー ク ・ユ ー テ ィ リテ ィ の推 進

デ ー タ通 信 シ ス テ ム は 、全 体 的 傾 向 と して ネ ッ トワー ク と情 報処 理 シ ス テ ム が複 合 し、 さ らに 高

度 に発 展 した形 態 を志 向 す る も の と思 わ れ る。

ネ ッ トワー ク ・ユ ー テ ィ リテ ィ は高 度 な網 と し ての 新 デ ー タ網(DDX)と 、 相 互 接 続 概 念 と し

て の デ ー タ通信 網 アー キ テ クチ ュ ア(DCNA)を 中 核 と し、 汎 用 的 な共 同 利 用 型 サ ー ビス 、情 報

資源 サ ー ビス な ど を包 含 した高 度 な コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ン お よ び プ ロセ シ ン グ ・ユ ー テ ィ リテ ィで あ

る。 電 電 公 社 と して は こ れ に よ り、 わ が国 の デ ー タ通 信 が個 々 の特 徴 を生 か しつ つ 、 全 体 と しての

整 合 性 の とれ た 発 展 を遂 げ て い くこ と に貢 献 した い と 考 え て い る。

Eお わりに

以上見たとお り、電電公社のデータ通信サービスは、わが国データ通信事業の発展 に大 きな役割

を果たしてきた。今後 も従来培 ってきた電気通信技術ならびに保有するネットワークを活用 し、国

民のためのデータ通信サービスを開発、提供 し、進展す る情報化社会の要請に応 えてい くことが、

電電公社データ通信事業の基本的 な課題であると考 える。
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1座 談 会 「80年代 情 報技 術 と社 会発 展 の課 題 」

A1980年 代 の 情 報 産 業 お よ び情 報 化 社 会 を展 望 す る わ けで す が 、 日本 情 報 処 理 開発 協 会 が1979年

3月 に発 表 した 「情 報 処 理 動 向調 査 」 の7項 目の うち特 に 「社 会 ・経 済 の 発 展 と情 報 化 の進 展 」 と

「情 報 の 活 用 と社会 生 活 」 と い う2つ の 問題 の ア ンケ ー ト集 計 結 果 をベ ー ス に しな が ら
、1980年 代

を展 望 して いた だ きた い と思 い ま す 。

10年 前 の1970年 版 『コ ン ピュ ー タ白 書 』 で は 「1970年 代 の コ ン ピュ ー タ リゼ ー シ ョ ンの 展 望 」 と

して 、 デ ル フ ァ イ法 に よ る予 測 を行 い ま した 。1970年 代 は 激 動 の 時 代 で あ っ て 、 わ が国 が 自 らの 手

で 国 際 社 会 に果 た す 役割 が大 き く な る と い う こ と を白 書 で は 予 想 して お り ま す が 、実 際10年 間 を経

過 して 見 る と、 結 果 と して ドル ・シ ョ ッ ク、 オ イ ル ・シ ョ ッ ク、 そ の他 変 動 為 替 相 場 制 の 導 入 な ど 、

1970年 代 は 大変 な激 動 の 時 代 で あ り、 か つ て の経 済 大 国 の ア メ リカ は 、 日本 が生 産 性 を高 めた こ と

に よ っ て大 きな影 響 を受 け て お り ます 。

と こ ろで 、1980年 代 は 果 た して政 治 、 経 済 、社 会 、 その 他 につ い て 、再 び 激 動 の 時 代 と な る か ど

うか とい うこ とで す が 、 最初 に お話 し した ア ンケ ー ト調査 は 、 ちょ う ど1980年 代 の 中 心 に な る1985

年 に お け る社 会環 境 あ る い は シス テ ム ・マ ネ ジメ ン ト、 また は 、 ソ フ トの状 態 にっ い て質 問 を行 っ

て お り ます 。

1985年.に お け る社会 環 境

Aは じめに 「日本の社会環境に大 きな影響 を与 えるものとして、1985年 までに起こりそうな出来

事 の うち次のものから3つ まで選ぶこと。

①エネルギー危機 ②原材料資源危機 ③国際通貨危機 ④輸出環境の悪化 ⑤大 きな不況 ⑥

大 きな震災 ⑦ 日本に影響の大 きい戦争 ⑧その他(具 体的な事項 を記入 して下 さい)

まずここから始まっております。

回答者は492名 、複数回答 しておりますが、その うち日本経済から見て輸出環境 が悪化するであろ

うとい うのが68.3%で 第1位 、第2位 が54.1%の エネルギー危機、第3位 が42.7%の 原材料資源危

機、第4位 が38.2%の 国際通貨危機。これが1980年 代の中心の大 きな特徴と回答者の皆 さんは考え

ておられます。
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この 問題 は 、情 報 化 と い うこ と とは か か わ りな く提 起 され て い ます け れ ど も、基 本 的 な政 治 、 経

済 、社 会 的 環 境 にっ いて み な さん は どの よ うな 見 解 を お持 ち に な っ て い る で し ょ うか。

B「 原 材 料 資源 危 機 」は そ う大 きな ウエ ー トを 占 め な いの で は な い か。「大 き な不 況 」も な さそ うな

気 が す る。「その他 」で 、 い ま企 業 経 営 者 をい ちば ん悩 ませ て い る問 題 は 、 い ま まで は 良 い もの を 安

く供給 で きれ ば よい と い う経 済 の 論 理 だ け で い け る と思 っ て い た こ と が 、 た と えば 現 在 の 輸 出環 境

の悪 化 も、 不 況 の 問 題 以 上 に政 治 的 な動 きが 出 て きた と こ ろ に問 題 が あ るよ うに、 経 済 が非 常 に政

治 化 して き て お り、 経 済 の論 理 だ け に徹 して きた経 営 者 は 、経 済 の 政 治 化 に対 して ど う対 処 した ら

よ い か と い うこ と に一 番 悩 ん で い る と思 う。1980年 代 に は これ が い ちば ん 大 き な問 題 で は な い で し

よ うか。

C経 済 の 国 民 サ イ ドか らの展 望 と か 、企 業 に お け る1980年 代 の 問題 や 課題 を見 る と、 調 査 に も あ

る よ うに、198q年 代 に脅 威 を与 え る もの は 、 エ ネ ル ギ ー の 石 油 不足 、 自然 災 害 、 貿 易 摩 擦 、 食糧 危

機 、 国 防 の 順 に な る。

特 に重 要 な も の は 、 第1に エ ネ ル ギ ー の 安 定 供 給 、物 価 の 安 定 で あ り、 そ して福 祉 の 充 実 、 商 品

安 定 、 公害 防 止 、失 業 の 解 消 、 経 済 協 力 、住 宅 公 団 の整 備 の 順 に 国 民 は 要望 して い る。

しか らば 、企 業 が どの よ うに1980年 代 を展 望 し、 ど うい う能 力 を開 発 す る か と い う問題 か らす る

と、 当 面 、 高齢 者 の再 教 育 問 題 が1位 に あ げ られ る。 次 は 管 理 者 の 訓練 、 組 織 開発 と経 営 者 の養 成

が急 務 に な っ て 、 す で に企 業 内 で は 国際 人 の 養 成 の 問 題 を非 常 に ク ロー ズ ・ア ップ させ て い る。 そ

して 、独 創 性 の 開発 、 リー ダー シ ッ プ、 自己 啓 発 、 コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ンの 問題 とい う順 番 に な っ て

い るわ け で す 。

そ の ほ か に最近 い わ れ て い る シス テ ム産 業 、 す な わ ち、 現 在 と られ て い る もの で 見 ます と、航 空 、

宇 宙 、 海 洋 開 発 、 原 子 力 、 省 力機 械 な ど 、 い わゆ る 多数 の 複 雑 な機 能 を有 機 的 に結 合 す る新 産 業 群

で 、 これ が 生 産 の 面 で は5年 間 に2.5倍 の 急 成 長 を示 して い るが、こ れ らの シス テ ム 産 業 との 関 連 に

おい て、 コ ンピ ュー タが ど う関 連 す る か とい う問 題 を論 議 し なけ れば な らな い と思 い ます 。 そ れ が 、

国 際 的 に ど うか か わ る か 、 あ る い は 日本 の経 済 と して そ の影 響 を ど う受 け るか 。 新 しい1980年 代 の

産 業 群 の 急 成 長 と絡 み 合 わ せ な が ら、 コ ン ピ ュ ー タの 問題 、 あ る い は ソ フ トの 問 題 が クロ ー ズ ア ッ

プ して こ な いの だ ろ うか とい う気 が す るの で す 。

その た め に は、 技 術 の進 展 を見 な け れ ば な ら な い。1980年 代 は 、 い まの よ うな汎 用 の コ ン ビュ ー.

タだ け で は な く、 技 術 、制 御 、 事 務 な どの専 門 分 野 の マ シ ン が クロ ー ズ ア ップ され 、 そ れ ら を総 合

的 に使 う場 合 、通 信 の ネ ッ トワ ー クで そ れ ぞ れ ア クセ ス す る よ うな方 向 に行 くで あ ろ う。 そ の一 環

と して 、 オ フ ィス ・オ ー トメー シ ョ ン な どの 問題 が 出 て くるの で は な い か。 そ れ が1980年 代 の どの

段 階 で そ の方 向 に 向 くの か は わ か ら な いの で す が 。

D「 最初 ⑳ 社 会環 境 」 の 問 題 だ け で述 べ ま す と、 この 中 で 「震 災」 と 「戦 争 」 をほ か と同 列 に並
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べ て い いの か ど うか。 人 事 を尽 く して震 災 の 影 響 を少 な くす る とか 戦 争 をな くす る よ うに努 力 す る

こ とは も ちろ ん です が 、 それ 以 外 の 問 題 は 、 プ ロ セ ス は非 常 に 大変 だ と思 い ます が、 人 事 を尽 く し

て 何 と か乗 り越 える こ とが で きる。

地 震 が起 き る とか 、戦 争 が起 き る と か い う こ と に な る と、 す べ て が ご破 算 に な る とい う こと で 、

最 近 の ソ連 の動 き を見 て お り ます と、1980年 代 に戦 争 が起 こ り そ うな気 配 が 濃 厚 だ と も、 一部 には

い われ て い ま す。 こ れ は また 国 防 の 問 題 で 防 衛 費 は経 済 的 に影 響 が あ り、 も し戦 争 が起 こ れば 、 新

し い技 術 開 発 は行 え るで しょ うが 、 す べ て が ご破 算 に な る。

した が っ て こ の社 会 環 境 の 同 じ要 因 の 中 に取 り入 れ て い い もの か ど う か。 非 常 に大 きな ファ ク タ

ー で 同 列 に は論 じが た い と い う気 が して お り ます。

A基 本 的 に は2番 目の 「エ ネ ル ギ ー 危 機 」 に 関連 して 、世 界 の 主 要 各 国 、 特 に ソ連 な ど もエ ネ ル

ギ ー危 機 的 な様 相 を帯 び て お り、 この よ うな こ とが 質 問項 目の7番 目 の 「大 きい戦 争 」 とい うの に

つ な が っ て く る可能 性 が な い とも い え な い。

と こ ろ が 「戦 争 」 を前提 にす る と話 題 が発 散 す る可 能性 も あ るの で す が… … 。

C私 は そ うい う意味 で こ れ を と ら え て い な かっ た の で す 。 い わ ゆ る大 きな震 災 が起 こっ て も、 被

害 を受 け た 設備 をサ ブ ・シ ス テ ム で補 て ん で き る体 制 が 、 い まの コ ン ピ ュー タ部 門 に あ るの だ ろ う

か とい う立 場 で と ら えた わ け で す 。

た と えば 、警 備保 障 は 、 地 盤 が 非 常 に 固 い 八幡 山 に大 き な土 地 を買 っ て、 コ ン ピュ ー タで全 部 制

御 して い く。 だ か ら ほ か が倒 れ て も あ そ こは倒 れ な い と い う前提 で つ くっ て い る。

磁 気 テ ー プの 保 管 も埼 玉 の場 合 は 、地 盤 を非 常 に強 調 し、 そ こ に い わ ゆ る サ ブ テ ー プ を置 き、震

災 にな って も、 あ と は い つ で も回 復 で き る と い う体 制 を持 っ て い る。 戦 争 の防 止 とい う問題 は別 と

して 、 た だ コ ン ピ ュ ー タ と連 携 して 物 を見 る な らば 見 れ な い こ と は な い と い う立 場 で 、私 は考 えて

お り ます 。

た しか に 、震 災 と戦 争 の この2つ で 全部 ご破 算 だ と い うの で は 困 る わ け で す が 、 ご破 算 に しな い、

い まの コ ン ピュ ー タ リゼ ー シ ョ ン とい うもの を、 果 た して 日本 で は頭 に入 れ て い るで あ ろ うか 。

ア メ リカ で は 、NASAの もの に つ い ては 、全 部 別 な と ころ に保 管 し、 そ こが た た かれ て も いつ

で も復元 で き る シス テ ム に な っ て い ます 。

A昨 年 度 の情 報 化 週 間 で 「コ ン ピ ュー タと労 働 」 とい う問題 が取 り上 げ ら れ、1980年 代 には 、 コ

ン ピュ ー タが 人 の職 場 を奪 う可 能 性 が あ るの で は ない か 、 特 に学 校 教 育 を受 け た人 々 が新 し く産 業

に入 っ て く る場 合 に、 非 常 に厳 しい 社 会 に な るで あ ろ うと ヨー ロ ッパ で は い わ れ て い る と報 告 が あ

りま した が 、 コ ン ピ ュー タ化 が進 展 す る反 面 にお いて は 、 失 業 の 問題 が 大 き く浮 か び上 が っ て くる 。

も ち ろん 、 先 ほ どCさ ん が い われ た よ うに 、 シ ス テム 産 業 と い う よ うな ニ ュ ー ・エ ン トリー の大

きな成 長株 が あ っ て、 そ れ に吸 収 さ れ れ ば い ちば ん よ い わ け で す け れ ど も。
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Bそ れ に つ い て はP.ド ラ ッ カ ー も その危 険 性 を指 摘 して い るの で す 。 しか し、失 業 問題 が 起 こ

る と い うの は 、 い わ ゆ る ホ ワ イ ト ・カ ラー 並 び に 高 学歴 者 に対 して 、 ジ ョブ ・ク リエ ー シ ョ ン を し

な い限 りは 、一 方 で はハ イ ・イ ンテ レ クチ ュ ア ル な労 働 者 の 失 業 、他 方 で は労 働 力不 足 が進 み そ う

だ と彼 は見 て い るの で す。

私 は コ ン ピュ ー タ化 に よ っ て失 業 が 生 ず る とは思 わ な いの で す が 、 高 学 歴 化 は失 業 を生 む 可 能 性

が あ り、 そ れ に対 して企 業 の 方 か らい うと、 い ま企 業 の 仕 事 は作 業 中 心 の 経 営 で 、 プ ラニ ン グ機 能

は非 常 に弱 い と思 い ます。 こ れ は 高度 成 長 経 済 の残 した 遺 産 で 、 これ か らは 、実 行 に移 す場 合 に相

当 ハ イ ・イ ンテ レ クチ ュ アル な労 働 者 を必 要 とす る と思 い ま す 。

コ ン ピュ ー タで失 業 とい うこ と よ り も、 高 学 歴 者 を ほ っ て お く と失 業 問 題 を生 む。 コ ン ピ ュ ー タ

化 の 結 果 で は な く、 む し ろ高 学 歴 の方 に問 題 が あ りは しな い か とい うよ うな気 が しま す。

こ れ か らの 時 代 は頭 脳 の 生 産 性 が物 を い う時 代 で 、1985年 に ど うな る か は わ か りま せ ん が 、 高 学

歴 者 に対 す る ジ ョブ が作 られ 、 高 学 歴 者 を必 要 とす る時 代 に な るの で は な い か と楽 観 して い るの で

す が。

C最 近 の企 業 の社 長 や トッ プ ク ラス は 国 際 派 を起 用 して い る よ うに見 え ま す ね。 日本 の企 業 経 営

が国 際 的 に なっ た か らで しょ うが 、 た しか に い まの 問 題 で感 ず る こ とは 、 上 級 職 の 高級 公 務 員 を 多

く採 用 して い る もの で す か らポ ス トが な い。 そ こ に ジ レ ンマ が あ り ます が、 しっ か り した 者 は い る

の だ け れ ど も、 あま り多 くて 本 当 の知 恵 が出 な い と い う問題 を解 決 す る た め に 、 民 間企 業 で は 非 常

に新 しい 問題 と して組 織 開 発 を行 っ て い ます ね 。

マ ンネ リ化 の組 織 を打破 して い く と きに、 コ ン ピ ュ ー タの役 割 が 、 単 に道 具 と して で は な く、 記

憶 装 置 と して 人 間 に代 行 され る資 質 的 な も の 、科 学 的 な も の 、 あ る いは 技 術 的 な もの 、 これ をつ ぶ

さ に経 営 陣 に フ ィー ド ・バ ッ ク しな が ら国 際 的 な視 野 に お い て や っ て い く とい う頭 脳 を最 大 限 に使

う もの と コ ンピ ュー タと結 び つ け れ ば 、 コ ン ピ ュー タに よ っ て 失 業 者 が出 る とは私 も思 わ な い。

B私 も そ う思 い ます ね 。 そ れ で 生 き る よ り手 が な い の だ か ら、 そ れ を生b・.す方 向 に向 か わ な け れ

ば い け ない と思 い ます ね 。

Cそ れ だ か ら、基 本 的 に言 えば 、 こ れ か らの1980年 代 、21世 紀 に向 か っ て 従 来 の よ うな甘 い考 え

方 は とれ な い と い う前提 で 物 を考 えて い か な け れば い け な い 。 その 中 で夢 を持 ち、 い まの 技 術 を生

か し、頭 脳 を生 か して い く。 わ れ われ 人 類 と して生 き残 るた め の あ り方 とい うもの を基 本 的 に1980

年 代 で構 築 しな けれ ば な らな い の で は な い か と い う気 が す る。

Aホ ワ イ トカ ラー の 失 業 とい うの は 、 現 在 ヨー ロ ッパ で い わ れ て い る の で す が 、 日本 だ けの 立 場

で 考 え る と、 日本 は む しろ工 業 化 が 進 ん で い ます か ら、 コ ン ピ ュ ー タ を使 っ て さ らに技 術 進 歩 を推

進 す る こ と に な る と、 日本 が さ ら に攻 め て く る よ うに感 じて 、 日本 に対 す るチ ェ ッ クを強 化 す る可

能 性 が あ るの で は な い で し ょ うか 。
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C問 題 は い まの 日本 の政 治 で す よ。 企 業 が 防衛 の た め に 国際 人 を採 用 して い る とい うこ とは 非 常

に 企 業 の 先 見 性 が あ る と私 は 見 て い るの で す 。 だ か ら、国 際 的 な 問 題 と しての トラブ ル や摩 擦 を ど

う国 家 的 に、 企 業 的 に防 ぐか と い う問題 が 、 日本 の 産 業 と して は い ちば ん 大 きな 問題 に な りは し な

い で しょ うか。

B日 本 の 経 済 が政 治 化 す るの で は な くて 、外 国 の 経 済 が政 治 化 され 、 経 済 と政 治 が一 体 に な っ て

攻 め て くる もの で す か ら、 それ に対 して ど う企 業 人 が対 処 す る か 。 日本 は 行 政 指 導 み た い な もの は

あ っ た け れ ど、 あ ま り統 制 せ ず 、 政 治 が経 済 に干 渉 しな か っ た か ら、 実 際 うま くい っ た と思 うの で

す 。

あ く まで も 自主性 を尊 重 す る とい う形 で1969年 頃 か らず っ と一 貫 して きた こ と が成 長 を支 えた と

思 い ます 。 で す か ら、 日本 は経 済 が 政 治 化 して い る わ けで は な い が 、各 国 が経 済 と政 治 と を一 体 化

し、攻 め て くる もの で す か ら、 それ に対 して経 済 人 が ど う対 処 して い い か と い うの が い まの 非 常 に

大 きな悩 み だ と思 うの で す 。

D先 頃 「ソ フ トウエ ア労 働 の変 貌 」「コ ン ピュ ー タ技 術 者 神 話 の終 焉 」 と い う本 が 出 ま した ね。 結

局 、 アセ ン ブ ラー で 一 生 懸 命 、 これ が わ が人 生 と思 っ てや っ て い た 人 は脱 落 して い く、 そ うい う労

働 は な く な って い くと い うこ との神 話 の 崩 壊 。 これ は 世 の 中 が進 ん で く る と、各 企 業 と もそうい う人

材 を抱 え、 た と えば 従 業 員 が1,000人 おれ ば 、100人 か50人 は や む をえず 切 り捨 て て い か な け れ ば な

ら な い 。

こ れ は 先 程 の エ リー トクラ ス の ポ ジ シ ョ ンが な いた め に ど う した らよ い か と い うこ と と、 ま っ た

ぐ違 う次 元 の 問 題 なの で す 。 絡 み な が ら こ れ を自 動 的 に捨 てて い っ て 、企 業 が伸 び 、 経 済 が伸 び 、

日本 が伸 び て い く。

や は り ご本 人1人1人 の 自覚 の 問題 で あ っ て 、社 会 問 題 に な る か ど うか 分 か り ませ ん が、 社 会 が

進 展 して い くには 、 心構 え が悪 け れ ば 、や む を え ず 出 て く る問 題 で は な い か な と思 って 、私 は あの 本

を読 ん だ の で す 。

A技 術 進 歩 と い うの は そ うい う要 素 を含 む の で す ね 。 アセ ン ブ ラー で プ ロ グ ラム を組 んで い る人

が 、 だ ん だ ん パ ッ ケー ジ化 、 フ ァー ム ウ ェ ア化 され て い くよ うな計 算 機 に 必 要 な い と言 わ れ た と き

に 、彼 らは 何 年 もや っ て い た わ け で す か ら、 方 向転 換 は 非 常 に むず か しい 。再 教育 と い うか、 そ う

い う こ とは 。

D実 は私 自身 が会 社 の 中 で再 教 育 を担 当 して い て悩 ん で い る最 中 なの で す 。 ま あ切 ら ざる を え な

い の で す が 、 切 りよ うが むず か しい と い うの が 実情 で す 。 うま く違 う角 度 の勉 強 を して い た だ い て 、

自分 で 職 業 を探 して い ただ か ざ る を え な い。 非 常 には っ きり申 し上 げ る と そ うい うこ と も世 の 中 で

起 きて お』ります 。

Eコ ン ピ ュ ー タ ・サ イ ドだ け で見 る と、 い く ら い ろ い ろ な材 料 や 生 産 費 が 上 が ろ うが 、八 一 ドウ
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エ ア は どん どん安 く な って い きます が 、 ソ フ トウ ェ アの 方 は 高 くな る一 方 です 。 だ か ら ど う して も

償 却 す る た め に は標 準 化 して パ ッ ケ ー ジ化 しな け れ ば い け な い。 技 術 的 な もの は 、割 合 パ ッケ ー ジ

化 しや す い の で す が 、企 業 の 一一般 の 事 務 の プ ロ セ ス とい うの は、 よ そ さん と ち ょっ と変 えた い と か

い うこ と の た め に 、非 常 に む だ な、 日本 全 体 と して大 変 む だ な こ とを して い ます 。 そ うい う と こ ろ

を あ る程 度 統 制 す る とい うわ け には い か な いの で す が 、 せ め て イ ー ジ ー オ ー ダ ー ぐ らい の と こ ろで

み ん な が満 足 す る よ うに な っ て こ な い と、 大 変 な こ とに な るの で は な い か と思 い ます 。

だ か ら、 ア セ ンブ ラー の プ ロ グ ラマ ー は 、 ほ と ん ど ど うに も な らな く な って しま っ て 、 か な り大

きな企 業 で もせ いぜ い コ ンパ イ ラー の プ ロ グ ラマ ー が少 しい れ ば よ く、 あ とは既 製 の パ ッケ ー ジ を

少 し直 す と い う ぐ らいの こ とで 済 む よ うな産 業 界 に しな い と いけ な い の で は な い か。

だ れ が や る か と い うこ と で は な く て、せ めて、お互 いにそ の よ うな考 え方 を しな い と、 自動 車 産 業

の よ うに世 界 に伸 び る こ と は 、 こ と ソ フ トウ ェ ア に関 して は 不 可 能 だ と思 い ます 。

Aこ の 問題 は 非 常 にた く さん の 問題 を含 ん で お』り ます が、 次 に 「1985年 頃 の所 得倍 率 」 を見 る と 、

所 得倍 率 は 、 平均1.59倍 に な っ て お り、 こ れ を年 率 に直 す と、6%ち ょっ とに な り ます 。 そ うい う

高 さで 日本 は成 長 す る と思 い ま す か。

E物 価 の上 昇 は経 営 者 は低 くあ っ て欲 しい し、 実 質 所 得 の倍 率 は 大 体1 .5ぐ らい で は な い で す か。

Bも っ と上 が り そ う な気 も します ね。 だ か ら、 い まの 調 子 で い け ば い い とこ ろ じゃ な い で す かね 。

A「1985年 の予 想 され る 日本 の 経 済環 境 」で は、 安 定 経 済 で あ ろ うと い うの が51.5%、 低 迷 経 済 と

い うの が36.7%で す が 、 これ は 政 策 と絡 ん で い ま す か ら、 多 少 願望 が 強 いの で し ょ うね。

B全 体 と して はや は り安 定 で しょ うね 。 そ う悪 くな る兆 しは な い。 景 気変 動 論 的 な 問題 は あ る に

して も、低 迷 して しま うと何 か こ うい うふ うに な る よ うな 気 が しま す。 低 成 長 と い っ て も、 外 国 と

比 べ れ ば 高 成 長 で 、 問 題 は な い と い うわ け で は な い が 、 それ で 良 い の で は な いで す か。

A「 耐 久 消 費財 」「勤 務 体 制 」「企 業 活動 の 変 化 」「定 年 制 」な どが あ りま す が 、 これ ら をみ ん な含 め て

・..…

o

E「 系 列 企 業 との 人 事 交流 が行 わ れ る」とい うの は 余 り考 え られ な い の で す が 、 ず いぶ ん高 い。 人

事 交 流 は一 方 通 行 が あ ります か ら。

キ ャ ッシュ レス ・ソサ エテ ィ

Bあ と5年 ぐ らい の 間 に は そ ん な に革 新 的 な こ とは あ ま りで きな い と思 い ます が ね。「官 庁 、 銀 行

を含 む 全般 的 週 休 二 日制 」 とい う設 問 に つ い て、 私 は 、 そ うな る だ ろ うとは 思 うの です が、 銀 行 が

コ ン ピ ュー タ化 を進 め て い る に も か か わ らず 、 ア メ リカ や イギ リ ス の よ う に、 キ ャ ッシ ュ ・デ ィス

ペ ンサ ー が24時 間 年 中 無 休 で な いの で 、CDぐ ら いは そ の よ うな体 制 が とれ な い か と い う気 が し ま
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す 。

そ の場 合 に、 た と えば 、CDは キ ャ ッ シ ュ を補 足 しな け れば い け な い と い う手 間 が あ り ます か ら、

1回 の払 い 出 し を営 業 時 間 内 は40万 円 か30万 円以 下 、 土 曜 日、 日曜 日に は3万 円以 下 にす る と い う

よ うな こ とで 、 現 金 をチ ャ ー ジ す る労 働 を少 な く して、 いつ も引 き出 せ るよ うに す る。 た と え ば週

休 二 日制 に な っ て も、 預 金 を あ らか じめ 引 き出 して 準 備 す る必 要 は な くな りま す 。

日本 は カー ドの 普 及率 も そ う大 した こ と は な い し、 ま だ現 金 が い る社 会 で す ね 。 計 算 機 を も っ と

一 般 の 人 に も利 用 させ る と同 時 に
、銀 行 も預 金 の 歩 ど ま りが上 が るよ うに 、 計 算機 部 隊 だ け は 日曜

に 交 代 で 出 れば い いの だ か ら。

それ か ら、 セ キ ュ リテ ィの 問題 につ い て は何 か工 夫 して あ ぶ な い よ うな と こ ろ には 置 か な い よ う

に し、 コ ン ピュ ー タお よ び オ ン ラ イ ン ・リ ア ル タ イ ム の普 及 を一 般 ユ ー ザ ー お よ び銀 行 の メ リ ッ ト

に な る よ うにや っ て も ら えな いだ ろ うか と い うこ とで す。

E .「24時 間 操 業 が増 える」につ い て は 、営 業 時 間 は24時 間 に な るが 、 人 間 は 週 休 二 日制 とい う意 味

で 、 一般 に そ うい う方 向 で は あ りませ ん か。CDもADも 今 度 の 法 律 で 大 分 延 び ま した ね 。

A問 題 の1っ の解 決策 と しては 現 金 の 出 し入 れ とい うの で は な くて、 チ ェ ッ ク ・デ ィス ペ ンサ ー

的 な発 想 を持 っ て くれ ば よ い と思 い ま す 。 口座 の預 金残 高 を確 認 して、 数 字 を印 刷 した小 切 手 が 自

動 的 に 出 て く る よ うにす れ ば 、 あ ま り問 題 は な い よ うに思 うの です 。

B日 本 で は 、 カー ドは 手 数 料 を取 ら れ る か ら店 は い い顔 を しな い。 そ れ が アメ リ カの 社 会 で す と、

と に か く人 間 を信 頼 して い な い か ら、 人 間 に現 金 を扱 わせ る こ と を極 度 に嫌 う。 現 金 を実 際 に払 っ

て くれ るの は あ りが た い とい うよ り も、 持 ち逃 げ の 危 険 性 が増 大 す るの で 、 結局 現 金 よ り振 り込 み

や カー ドを歓迎 す る とい っ た空 気 が あ る。

キ ャ ッシ ュ レス ・ソサ エ テ ィ も い い け れ ど、 小 切 手 社 会 も大 変 な んで す よ。 エ レ ク トロ ニ ッ ク ・

フ ァ ンズ ・ トラ ンス フ ァー が 行 わ れ て い ます が、 い ま オ フ ィス ・オ ー トメ ー シ ョ ンで重 大 問題 に な

っ て い るの は 、小 切 手 を ど うす る か な ん で す 。 だ か ら、小 切 手 をや っ て も、 わ れ わ れ は簡 単 か も し

れ な い け れ ど、銀 行 は 大変 な の で す。

A現 金 で取 り引 き しな け れ ば な ら な い とい う風 潮 は 、 計 算機 を使 い な が ら少 しつ つ 改 善 さ れ て く

る の で は な い か と思 い ます 。CD自 身 が普 及 し始 め た こ ろ、 非 人 間 的機 械 か ら現 金 が 出 て くる こ と

に抵 抗 が あ りま した が、 今 日で は 、CDの 方 がだ れ に もわ ず らわ され な くて よ い と い っ て い ま す ね 。

EADの 方 は 余 りよ くな い で す ね 。ADだ と何 も くれ な い か らい や だ と い う人 が い ま す。

この ご ろ は記 帳 ま で で き る機 械 が あ っ て 、 非 常 に便 利 に な っ た 。

Dキ ャ ッ シュ レス社 会 は な か な か や っ て こ な い の で し ょ うけ れ ど も 、 キ ャ ッ シュ レス に向 か っ て

一 歩 一 歩 前 進 は して い く。 前 進 す るた め の 道 具 に コ ン ピ ュー タを使 う とい う こ とで し ょ うね 。銀 行

員 の労 働 は猛 烈 商 社 ど こ ろで は な く、 も っ と コ ン ピ ュ ー タ を活 用 して 、 楽 を させ て や る方 法 は な い
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もの か と思 い ま す 。

週 休 二 日 を交 替 で や っ て い ま す が 、 休 ん だ あ と、 ま た忙 し く な っ て き ま してね 。

Cし か し、 大 きな金 は い ら な い の で は な い で す か。 い ま新 聞販 売 と か 、 デ ィ ノ ス な どデパ ー トよ

り品 物 は豊 富 に あ っ て 、1割 か2割 安 いで す よ 。電 話 で 頼 ん で 商 品 が 来 た ら金 を払 えば よ い と い う

販 売 網 が非 常 に進 ん で きて い ます 。 そ うい う買 い物 な ら現 金 を あ ま り多 く持 た な いで 、 必 要 な ら お』

う して お け ば い い し、 来 た ら振 替 で 送 れ ば い い の で す か ら。 キ ャ プ テ ン が普 及 す れ ば お そ ら くそ う

な る と思 い ます 。

い まの 民放 テ レビは 、 み ん な テ レ ビ シ ョ ッ ピ ング をや っ て 、 この 商 品 は い く らです と放 映 し、電

話1本 で注 文 し、 決 済 は 後 日 で す が 、奥 さん連 中 も この 方 式 に影 響 さ れ て い ます 。 キ ャ プ テ ン方 式

が さ ら に進 み ます と、 社 会 は少 し変 わ っ た行 き方 を と りゃ しな い だ ろ うか と思 い ます
。

そ の 点 い ちば ん困 るの は 銀 行 で は な い か と思 い ます 。 そ れ と も う1っ 、 銀 行 が コ ン ピ ュー タ化 し、

振 替 が盛 ん に な っ て も 、5の 日 と か10の 日 には 道路 が大 変 混 む の です ね。 こ れ は なぜ で し ょ う か。

D

C

キ ャ ッ シュ レス に ま だ なっ て い な い と い う こ とで す ね 。

や は り人 間 が行 か な け れ ば 日本 人 の社 会 は だめ な の で す ね 。 この辺 の と ころ は 、 社 会 の仕 組 み
●

が ま だ 混乱 して い る感 じがす る の で す が、1980年 代 は い く ら か成 長 して も ら い た い と思 い ます
。

A 1980年 代 は い ろ い ろ な話 題 が あ りま す が 、情 報 化 に つ い て 「1985年 頃 の市 民 の 意識 」「情 報 化 が

もた らす悪 影 響 」 を 「個 人 的側 面 」 と 「社 会 的側 面」 か ら聞 い て い ます が 、 この 問題 は ど うで し ょ

うか 。

Cこ の 問題 は情 報 公 開法 との 問 題 で す し、 ま た プ ラ イバ シ ー との 問題 な どに関 連 す る わけ で す が、

情 報 公 開 を して くれ とい う こ とは 、 自分 の 利 益 に関 して の 問 題 で あ っ て 、 た だ 、寝 て い る子 ど も ま

で 起 こす よ うな情 報 公 開 は必 要 な い の で は な い か。

そ の辺 の け じめ を ど うい う ぐ あ い に つ け るの か、 こ の 問題 が 大 体 一 段 落 す るの が、 お そ ら く1980

年 代 で は な い か とい う気 が し ます 。

A法 律 制 度 が 整備 され る と い う こ とで す か 。

Cそ れ が整 備 され る と い うよ り も、 法 律 ま で行 か な くて も、 あ る程 度 ま で秩序 が保 た れ る よ うに

な るの で は な い か。 暗 黙 の ルー ル か 、 あ る程 度 まで の 閣 議 決 定 か分 か りま せ ん が。

D情 報 の 公 開 に つ い て は法 制 審 議 会 で 作 業 して い る よ うです が 、 や は り どこ か に限 界 を設 け て 、

け じめ をつ け る こ とが重 要 で し ょ う。

A1980年 代 に その よ うな け じめ が 、 次 第 に は っ き り して くる とい うこ とで す ね 。

Dl970年 代 は オー プ ンにす れ ば す る ほ ど よ い と い うよ うな理 屈 で 、行 き過 ぎ た面 も出 た の で す が 。

Cコ ンピ ュー タに入 っ た情 報 を公 開 し ろ と い う問 題 は 、 ロー カ ル の場 合 は 別 問 題 と して も、 中央

行 政機 関 の もの は 、 実際 問題 と して あ ま りな い と思 い ま す。 文書 の い わ ゆ るマ ル秘 を何 年 で解 くか 、

`
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そ の マ ル秘 が解 け た らよ こせ と か、 その 経緯 を くれ とい うの が 、 情 報 公 開 の場 合 は 一番 多 い。

民 間 か ら行 政 の デ ー タが欲 しい とい うの は既 発 表 の 月報 や 白 書 で は な くて個 票 を欲 しが るの で す 。

だ か ら、 情 報 公 開 は そ こ に非 常 に む ず か しい問 題 が あ る と思 い ます 。 マ ス ・メデ ィ ア を含 め た 問

題 と して情 報 の 公 開 で あ 。て 、 ・ ン ピ ュ ー タ部 門 だ け の 問 題 で1まな いの で す ・1980年 代 は そ こ に 秩

序 がf来た れ るで あ ろ うと い う ・ と な ん で す.・これ はOECDが 大 分 うる さ く・ わ が 国 にプ ラ イバ シ

ー の 問 題 と合 わせ て や っ て い る も の で す か ら、 国 際 的 に どの よ うな政 治 勢 を示 す カ'とい う髄 が

1つ 残 され て お り、 それ が ど の よ う働 くか とい う こ とは あ る に して も・ あ る不霊 ま での 秩 序 を保

た ざる を得 な い の が1980年 代 だ と い う気 が し ます 。

A為 替 が非 常 に変 動 す る と き に 「日銀 が1晩 で 何 億 ドル介 入 した模 様 」 と新 聞 に報 道 され て い ま

す が 、 実 は 日銀 は事 前 に も事 後 に も公 表 して い な い の で す。 そ うい うこ と を公 表 す る こ とが 良 い の

か悪 いの かは 、 政 治 の 問題 と絡 ん で む ず か しい 問題 で す ね 。

Cそ れ と も う1つ 、 い ちば ん大 き な問 題 と して高 額 所 得者 を公 表 して い ます が 、 こ れは 実 際 問 題

と して は ナ ンセ ンス なん で す 。 高 納 税 額 者 を公 表 す る こ とは 必 要 か も知 れ ぬ けれ ど も、 総 所 得 額 を

発 表 す る義 務 は 国税 庁 に な い の で す 。1969、1970年 のGHQの 政 策 の 名 ご りにす ぎませ ん。 あ れ が
　

発表 されると、国民は高額所得者はみんな悪で、努力 したという感 じを持たない。これだけ税金 を

払ったとい う額が出ているわけではありませんから、高額所得者の税金を納めた額に応 じて発言が

反映 しているかといったらしていない。それでは国税庁はどう考えているかとい うと、この問題の

政策がないのです。

ダイレクト・メールは、みんなそこから流れているわけです。そこで、情報公開法をもう一度考

え直せと言いたいのです。

B新 聞発表は外国為替市場にどれだけ日銀が介入 したかということで参考にはなるけれども、あ

の数字がいい加減だったら困 りますね。

A本 当にそうですね。

D発 表 してもらった方が都合のいい場合と都合の悪 い場合一 悪 い場合の方が多いのですが、日

銀はどうして黙っているので しょうね。

A基 本的 には、各国の中央銀行は発表 しないことになっているのですが、為替取引業者等から動

きがつかまえられるのですね。

Eこ れがこう変 わったら、どれだけ介入すればこれ ぐらいになる、という逆算をすればいいわけ

ですね。

Bそ れがいい加減 な数字だったら本当に困 るんだな。日銀でも介入 したことぐらいは、公開 して

もよさそうな気がするけれどもね。

A新 聞に日銀の介入記事がの りますが、時系列ではとれないですね。
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E介 入 して いて も、 出 な い と き も あ りま す ね 。

Aそ うで す ね 。 日銀 の場 合 は ア ナ ウ ンス メ ン ト効 果 が非 常 に大 き い です か ら。

Aだ か ら、 公 開 で きな いで し ょ う。 公 表 す る とみ ん な その 裏 を か きま す か ら、 その効 果 が減 殺 さ

れ て し ま うで し ょ う。 そ うい うよ うな い ろ い ろ な問 題 が あ っ て 、 公 開 して も らい た い と い うこ と と 、

公 開 は で き な い と い うこ と と が1980年 代 で 多彩 に議 論 さ れ る だ ろ うと思 い ま す 。

ネ ッ トワ ー ク ・ユ ー テ ィ リ テ ィ

Aネ ッ トワー ク ・ユ ー テ ィ リテ ィに っ い て で す が 、 一般 的 な傾 向 と して ビ デ オが は や る とい うよ

うな こ とが 、 質 問 の 中 に も あ りま す 。「個 人 ・家 庭 用 画像 応 答 サ ー ビス の普 及 度 」 の と ころ で 「一 部

の 家 庭 に普 及 す る」 が 多 いの で す が 、 これ は 「業 務 用」 で は ど うで し ょ うか。

B全 体 と して 見 る と、私 の 感 じで は 少 し早 す ぎ るよ うな気 が し ます 。

Dビ デ オは 方式 が統 一 さ れて い な い か ら、 今 後 ど うな る か よ く分 か り ませ ん が、 や は り第2の テ

レビ の よ うに 、家 庭 電 器 産 業 は 相 当潤 うの で は な い で し ょ うか。 将 来 は8ミ リを駆 逐 し、磁 気 テ ー

プ が伸 び て く る と思 い ます 。

ビデ オ と して は画 像 が使 え る と思 い ま す が、 だ か らと い っ て 、 ビ デ オの ソ フ トが 入 って きて、 あ

の 画像 が通 信 と して事 務 用 に活 用 され る かは 、 ネ ガ テ ィブ な感 じが し ます 。 画像 を含 め 、 会 議 電 話

と か い ろ い ろ あ ります が 、 そん な に普 及 す る価値 が あ る か ど うか 、非 常 に疑 問 だ と思 い ます 。

C日 本 人 に は直 接 会 っ て 話 をす る とい うこ と に意 味 が あ り ます か ら、 テ レ ビ を見 て話 をす る と い

うの は 、電 電 の画 像 応 答 シ ステ ムの 実験 な ど あ りま す が 、料 金 の 問題 な どで 普 及 は むず か しいの で

は な い で す か。

そ れ よ り も、飛 行 機 や船 の 中 で 会 議 す る と い う形 が普 及 して く る と、 か な り変 わ っ て くる ので は

な い で す か。 た だ通 信 とい うの は刻 々技 術 が開 発 され て い るの で 、 ど う発 展 す る か は予 断 を許 しま

せ ん が。

Dビ デ オ も使 い や す くな る と、 ラ ジ オや テ レビ か ら コ ピー を と っ た り、 い まの もの を陵 駕 す る利

用 価 値 が 出 て くる の で は な い か と思 い ます 。

Cい ちば ん テ レ ビ を見 て い る層 は 、年 代層 で い えば 、 子 供 の 一 部 と学 生 の 一部 、 そ れ に老 人 で し

ょ う。 か れ らは朝 か ら晩 ま で 見 て い る。 問題 は ラ ジ オ を聞 く層 が 多 い ら しい で す ね 。

Bほ か の こ とをや りな が らで き ま す か ら。 私 の 場 合 も完 全 に な が ら族 に な っ て い ます 。

A「 画像 応 答 サ ー ビス の 普 及 を は ば む 原 因 」と して 「情 報 の 使 用 コス トが そ れ ほ ど低 廉 にな らな い」

とい うの が あ り ます が 、 こ れは 機 械 その も の は安 くは な って も、 情 報 コス トが先 へ 行 っ て、 む し ろ

「電 話 料 金 が コス ト高」 に な る との懸 念 の 表 わ れ で
、 料 金 問題 に議 論 が集 中 す る か も知 れ ま せ ん 。
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これ が 安 くな れば 、 か な り普 及 の 速 度 も速 くな る の で しょ うが 、 この 問 題 は政 治 的 な内 容 を含 み

ま す の で即 断 で きま せ ん ね 。

次 で は 、「今 後 利 用 が予 想 され る デ ー タベ ー ス」 に 「経 済統 計 」 が75.7%あ ります が 、経 済 統 計 的

な 利 用 につ い て の御 意 見 は 。

Eい ち ば ん 多 い の で は な いで す か。

A経 済 統 計 的 な デ ー タベ ー ス は 、本 来 な ら国 や 各 産 業 の 連 合 会 な ど で作 っ て 、 そ れ が 結 び付 くよ

うに なっ て い る と非 常 に便 利 だ と思 い ま す が 、個 々の 企 業 や個 人 で は 、経 済統 計 の デ ー タを独 力 で

大 量 に集 め る こ と は困 難 で す。

E経 済 研 究 所 な どの 私 的研 究 所 で 作 っ て い ま す か ら、 だ ん だ ん そ うい う方 向 に な るの で は あ り ま

せ ん か。

Bい ま ミ クロの もの は沢 山 あ り ます が 、産 業 レベ ルや 企 業 レベ ルの デ ー タベ ー スは ほ と ん ど あ り

ま せ ん の で 、 この 点 は 、連 合 会 な ど に主 体 性 を置 い てや る と非 常 にい い と思 うの で す が。

.Eだ ん だ ん意 義 の あ るデ ー タベ ー ス に な って くれ ば どん な形 態 で も よ い です か らね 。 よ くな り ま

す よ。

Bデ ー タベ ー ス の良 さ と い うの は 、 ア ッ プ ・デ ー トされ た デ ー タを使 う とこ ろ に あ る の で 、現 在

で は そ ろ え るの が大 変 だ か らや っ て い な い け れ ど も、応 々 に して年 度 が違 っ て比 較 で き ない こ と が

あ りま す。 そ うい う こ とが 無 くな る と助 か るの で す が 。

D企 業 レベ ルだ と 日本 経 済 新 聞社 のNEEDSし か な い で す ね 。

Aア メ リ カで は 、 た と え ば フ ィ ラデ ル フ ィア の チ ェー ス ・エ コ ノメ トリ ッ・クス で は 、 産 業 別 、 項

目別 に今 日の状 態 が ど うか を 聞 け ば 直 ちに 予測 して 出 して くれ ま す 。 失 業 の状 態 につ い て 日本 で は 、

今 日現 在 何 人 と い うよ うな こ と もマ クロ ・レベ ル か ら各 産 業 レベ ル まで 予 測 して い ます 。

お そ ら く日本 の 官 庁 の発 表 して い る デ ー タ を入 力 して、 加 工 し て い る に違 い ない の で す が 、 日本

もチ ェー ス ・エ コ ノ メ トリ ッ ク スの よ うな機 関 が で きる とい い と思 い ます ね。

Eア ップ ・デ ー トす る には 大 変 お金 が か か ります か らね。

Aそ れ が 商売 と して 成 り立 っ て い る わ け です か ら、 わ が 国 に も同 様 の ニ ー ズ が あ る と思 い ま す が 。

D船 舶 情 報 とい うの は 、 世 界 中 の何 カ所 か で 、船 が い ま ど こ を走 っ て い て 、 そ の船 の 国籍 が ど こ

で 、 とい うよ うなデ ー タベ ー ス が あ り ま して 、 い つ で も旅 先 で 出 せ る とい うもの が あ り ます ね 。 私

ど もの会 社 で は コ ン ピ ュ ー タ を導 入 して情 報 処 理 を行 っ て い ます が 、 それ 以外 のTSS、 た と えば 、

日経 、電 通 、 電 電 な どのTSSが 、 各 部 門 に導 入 さ れ てず いぶ ん 役 に立 って お り ます 。

A「 デ ー タベ ー ス利 用 に お け る漢 字 表 現 の 必 要 度 」とい う項 目は ど うで しょ うか。 「必 要 で あ る」

と い うの が80.5%で す が 。 ・

Eこ れ は 、 もの に よっ て は 本 当 に必 要 で す ね。
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た と えば同 姓 同 名異 人 とい うの が、 カ タカ ナ で す と た く さん で て きて しま い ます か ら。 今 年 の ビ

ジ ネ ス ・シ ョウ は ほ と ん ど漢 字 ば か りで した ね 。

Bこ れ が普 及 す るの は 大 変 速 い と い う気 が しま す 。 私 の個 人 的 な意 見 と して は 、1980年 代 は ア ル

ファベ ッ ト使 用 国 民 の 方 が優 越 す る が 、1990年 代 は漢 字 国 民 の 方 が優 越 す るの で は な い か 。 と に か

く40数 値 の 中 で12億 ぐ らい は漢 字 国 民 で す か ら。 しか も漢 字 で 出 た方 が 一 覧 性 が あ る。

い まの と ころ英 字 国 民 よ り少 し遅 れ て い る け れ ど も、1990年 代 には 追 いつ け る と思 うの で す 。

Dそ の た め に は1980年 代 の間 に 日本 語 情 報 処 理 が相 当 進 展 す る と思 い ます 。 い ま各 社 の 開 発 努 力

を見 ます と、 この10年 間 に相 当優 秀 な と こ ろ ま で 行 くと思 い ま す ね 。

Bタ イ プ ラ イ ター で拾 っ て い く もの は な く さな け れ ば な ら な い で す よ。

Eプ ロ グ ラム の コ ンパ イ ラ ー なん かは 日本 語 に す る必 要 は な い と思 い ます が。

Bそ れ は 必 要 な い。 最 近 話題 に出 た の で す が 、 漢 字 の字 母 を リ ー ド ・オ ン リー ・ス トレ ー ジ に し

て し ま えば ご く簡 単 で 、 印 刷 の よ うな もの だ か ら、 い く らで も安 くな る の で は な い か と思 うの です 。

入 出 力 は 大体 で き て い ま す 。 だ か らこ れ は完 全 に1990年 代 に は で き る。

Dい ま 買 い取 りで1,300万 円 の 優 秀 なセ ッ ト ・シス テ ム が あ りま す ね 。 い ま ま で は 月300万 円 か ら

400万 円 で あ れ だ け の こ と しか で き な か っ た の が 、現 在 で は 買 い取 りで その 何倍 もの 仕 事 が で き ま

す しね。

C国 際 的 に見 て 、隣 の 中 国 向 け の 輸 出 と い う問題 か ら考 え て も、1980年 代 に や は り追 いつ か な け

れ ば 、 コ ン ピュ ー タ ・メ ー カ ー は 困 るの で は な い で す か。 そ うい う問 題 意 識 も あっ て 開 発 が 進 む の

で は ない か とい う気 が しま す。

E何 し ろ人 口 が 日本 の10倍 ぐ ら い漢 字 国 民 が お り ます か ら。

Bい ま まで 大 体 コ ン ピュ ー タ関 係 者 は 、 自分 の作 業 の 方 を簡 単 に して きて 、 ア ウ トプ ッ トを読 む

方 は 、 あ ま り考 えず に押 しつ け た 傾 向 が あ る。 い ま まで は技 術 の 進 歩 が幼 稚 だ っ た か ら仕 方 が な い

が 、 これ か らは 書類 を作 成 した り、 利 用 した りす る側 に重 点 を置 くの が近 代 化 で す ね 。

そ うい うこ と に な る と、 漢 字 は コ ン ピュ ー タ を利 用 す るユ ー ザ ー側 に対 して 非 常 な貢 献 に な る と

い う意味 で もぜ ひ 開 発 を進 め て欲 しい。

Eイ ン プ ッ ト、 ア ウ トプ ッ トを完 全 に や れ ば 、 手形 な どは み ん な こ れ で で き ます か らね 。 犯 罪 が

起 こる か も知 れ な い け れ ど も。

A次 に 「好 ま しいデ ー タベ ー ス提 供 サ ー ビ スの形 態 」とい う設 問 で は 、「オ ン ラ イ ン」「バ ッチ 処 理 」

「ど ち らも必 要」 の 中 で 「ど ち ら も必 要 」 と い う回 答 が58 .70/。で い ちば ん 多 いの で す が、 業 務 の 形

態 に よ っ て は オ ン ライ ンで な け れ ば な ら な い が、 シス テ ム の 規 模 に よ っ て は 、 この よ うに 「ど ち ら

も必 要 」 とい うの が常 識 的 で し ょ うね 。 ま た 「異 機 種 シス テ ム、 異 企 業 間 の 相 互 結 合 の 進 展 度 」 と

い うの は 「ます ま す増 大 す る」 とな っ て い ま す が 、異 種 産 業 、 異 種 企 業 間 の 相 互 結 合 の 事例 は 、 今
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年 の 白書 に も載 せ て あ り ます 。 ・

D電 気 料 金 、 ガ ス料 金 、 ガ ス会 社 と銀 行 の授 受 、 給料 の振 り込 み な ど相 当 進 展 して きたの です が 、

こ れ を オ ン ラ イ ンで つ な ぐに は 、 い か が な ん で す か。電 電 公 社 のDDX網 が整 備 され る必 要 が あ り

ます ね。

A「 予 想 され る相 互 結 合 の形 態 」は 「流 通 等 水 平 横 断 型 」「リ ソー ス共 用 の相 互 依 存 型 」 の2形 体 と

い う と こ ろで し ょ うか。

A「 電 子 郵 便 」は ど うで しよ うか 。

E大 分 、 先 に な るの で は な い で す か。

Bい ま考 え られ て い る もの に は 、郵 便 局 に持 って いっ て 、 郵 便 局 の フ ァ ッ クス で 送 っ て、 郵 便 局

か ら配 達 す る もの が あ り ま す が 、 結 局 配 達 と か持 参 す る こ と を な く さ なけ れば 、郵 便 局 同 士 が フ ァ

ッ クス で 送 っ て も、 郵 便 局 の合 理 化 に は な っ て も、 社 会 的 に見 れ ば大 き な問 題 で は な い。

Dあ れ は電 報 と同 じで 、 手 段 が 違 うだ け でt、慶 弔 に も使 わ れ る。

Bす こ し冗 長 度 の 高 い文 章 が 送 れ る と い うだ けで しょ う。 だ か らあ ま り役 に立 た な い の で は な い

で す か。 で す か ら、す こ し先 に な るか と思 い ます 。

E日 本 で は 電 話 が こ れ だ け便 利 に な って しま い ま した か らね。 向 こ うの 電 話 の よ うに い つ か か る

の か 分 ら な いの で は、 あぶ な くて ど う しよ うも な い。

Aそ れ で は 「電 子 新 聞 」 は ど うで す か。

Eこ れ も1985年 まで に は む ず か しい の で は な い で す か。

A1980年 代 を通 して も 「コス ト面 の 解 決 」 が 、 どれ を見 て も問題 に な っ て い ま す 。「マ ル チ ・ア ク

セ ス ・ター ミナ ル」 に つ い て は 、「ネ ッ トワ ー ク ・ユ ー テ ィ リテ ィの 実 現 時 期 の 予想 」 に あ るよ うに、

その 実 現 は か な り遠 くな り そ うで す ね 。

Bこ れ は家 庭 用 マ ル チ ・ア クセ ス ・ター ミナ ル で も、 文章 や 論 文 を書 く人 には 非 常 に役 立 つ と思

い ま す が 、特 殊 な もの で 、 家庭 で 使 わ れ る け れ ど も、 必 ず し も家庭 用 で は な い と思 い ます 。

E業 務 用 で す ね 。'

B特 殊 な と こ ろで は 、 コ ス トは ネ グ リジ ブ ル とい う人 は だ くさ ん い る と思 い ます が、 家庭 用 で は

な い。

E現 在 お医 者 さん が健 康 保 険 の 点 数 を計 算 す る人 を1人 つ つ 置 い て い るが 、 こ れ を ター ミナ ル に

替 えれ ば 、 ず い ぶ ん違 うと思 い ま す 。

Aこ れ の 実 用 化 が 可 能 で あ っ て 、 実 現 され れ ば 生 活様 式 が変 化 す る。 た と えば 自宅 勤 務 とか宅 調

と か が流 行 す る とも い わ れ て い ま す が 。

Cそ れで は い ちば ん初 め に女 房 に嫌 わ れ ます よ(笑)。 で す か ら、 その辺 の とこ ろ を 日本 的 な 感情

を無 視 す る こ とは で き な い。
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オ フ ィ ス ・オ ー トメ ー シ ョ ン

A次 に 「オフ ィス ・オー トメ ー シ ョ ン」 に っ い て は ど うで し ょ うか。

Er日 本 話 ワー ド ・プ ロ セ ッサ ー」と い うの は で す が 、 す ぐに は で きま せ ん ね 。

Bぜ ひ欲 しい で す ね。

E和 文 タ イプ を直 さな い と ど うに もで きな い で し ょ うね 。

ち

Cマ クロ的 に オ フ ィス ・オ ー トメ ー シ ョ ン と言 っ た場 合 、 い ま まで の 減 量 経 営 の仕 方 は 比較 的 間

接 部 門 に触 れず 、直 接 部 門 に手 を着 け た形 跡 が あ り ます ね 。 減 量 と か経 営 を マ ネ ー ジ して い く場 合

に 、 これ か ら問題 に な るの は 、 間接 部 門 の オ ー トメー シ ョ ンだ と思 うの で す 。 い ま まで の コ ン ピ ュ

ー タ利 用 は 、 間接 部 門 に は あ ま り入 って い な い わ けで す よ。

そ うす る と、 た と えば 人事 部 門 と か総 務 部 門 とか管 理部 門 と い う間接 部 門 、 サ ー ビス部 門 、 こ れ

を減 量 しな け れ ば な らな い と い う問題 が起 きて き ます 。 間 接 部 門 は総 定 員 の15%以 内 と い うの が 私

の 考 え方 な ん で す が 、15%以 内 で お さ ま っ て い る と こ ろは ど こ に も あ り ませ ん。 組 織 が 大 き く な れ

ば な るほ ど人事 部 門 とか 管理 部 門 と かサ ー ビ ス部 門 が 大 き くな り、 そ こ が権 力 を持 っ て直 接 部 門 を

支 配 して い る と きは危 な いで す ね 。

本 来 な らサ ー ビス部 門 と して乗 っ か るの だ か ら少 数 精 鋭 で や らな け れ ば い け な い。 そ の と きに コ

ン ピュ ー タ を ど う使 うか とい う問題 と して オ フ ィス ・オ ー トメ ー シ ョ ン を,どう位 置 づ け る か が1980

年 代 に クロ ー ズ ア ップ され る と考 えて い ます 。

Dコ ンピ ュ ー タを使 っ て企 業 に寄 与 した い と 、 シス テ ム部 を作 っ て や って きた1世 の 皆 さん は 、

ど こ の会 社 で も、 人 事 部 門 で あ ろ う と他 の 部 門 で あ ろ うと、・会 社 全 体 の こ と をで きる だ け 自分 の 力

を発 揮 して き ま した 。 コ ン ピ ュー タか らは み だ した 部 分 ま で 気 をつ か っ て 、 簡 素 化 して事 務 コ ス ト

を他 社 よ り も安 く、競 争 力 をつ け た い とい う感 覚 で 仕 事 を して きたの で す が 、2世 、3世 に な る と、

最初 の 目的 が ど こ か に飛 ん で しま い 、会 社 に役 立 と うが 役立 つ ま い が 、 シス テ ム を作 る こ とが 目 的

と な っ て、 それ が 私 の 仕 事 だ と い わ ん ば か りで す 。

シス テ ム に乗 らな い部 分 や 手 作 業 との 関 連 な ど、 オ フ ィ ス全 体 の オー トメ ー シ ョ ン とい う感 覚 か

ら言 うと、 ま だ た く さん残 っ て い る に もか か わ らず 、私 が100%功 績 を挙 げ ま した とい う顔 を して ミ

4世 に なれ ば そ の傾 向 が さ ら に強 ま る の で は な いだ ろ うか。

そ うい う時 代 にな る とす れ ば、 オ フ ィス ・オー トメ ー シ ョ ンの 論議 や 概 念 は 、 も う一 度 最初 の 目

的 をみ ん な に与 えて くれ る、 非 常 に 良 い時 代 の到 来 と考 え て も良 い と思 い ま す。

Cコ ン ピュ ー タが入 る原 点 に戻 っ た オ フ ィス ・オー トメー シ ョ ンで す ね 。 そ れ が80年 代 に は重 要

に な る。

B日 本 の 場 合 は、 設 備 の生 産性 が 高 く、 労 働 の生 産 性 は ア メ リカ の半 分 ぐ らい だ と い う こ と を研
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究 して い ま す。 そ う か も知 れ な い が 、 私 は企 業 は減 量 経 営 で相 当苦 い思 い を経験 して お り、物 事 が

立 ちあ が る場 合 は 余裕 が必 要 で す か ら、1980年 代 の 半 ば まで は 余 りや か ま しい こ と を言 わず に温 存

して お き な さい 。 そ して必 要 が 起 きた ら減 量 しな さい と言 っ て い ます 。

ス タ ッ フは全 体 の こ と を考 え て 実行 す る が 、 タイ ミ ン グ を失 った ら途 中 で 野 た れ死 にで す。 だ か

らニ ー ズ が起 こ る少 し前 に行 動 を起 こ した 方 が よ い が、 その 前 には 大 い に作 戦 を練 って お くべ きだ

とい う意 見 を持 っ て い る の で す 。

1985年 ぐ らい まで は、 日本 経 済 は い まの 調 子 で 、 そ う悪 くは ない と思 い ま す が 、 それ か ら先 は 、

1985年 か ど うか分 りませ ん が 、 そ の辺 で 本 当 に事 務 部 内 に メ ス が入 れ ら れ る と きが来 るだ ろ う と思

うの で す 。

C減 量 をや って も初 年 度 は収 益 は な い で す ね 。2年 か ら3年 か かり ます か ら、 早 め にや らな い と 、

時 機 を逸 して絶 対 に間 に合 わ な い場 合 も あ り ます 。 余裕 度 を ど こで切 る か、 どこ ま で余 裕 度 を残 し

て お く か。

た だ 問題 は 、 間接 部 門 は ど ち ら か と い うと扶 養 家族 を抱 えて い る場 合 が あ る。 先 ほ ど話 が あ りま

した よ うに、 ど う しよ うも な い が や め させ る こ と もで きな い。 再 教 育 を して も大 きな成 果 は 得 られ

な い。 した がっ て扶 養 家族 に な っ て しま うの で す 。窓 際 族 な ら ま だ話 は 分 か ります が、扶 養 家族 が

多 くな る と、 これ を どの よ うに処 理 す る か は大 変 む ず か し い問 題 で す。

Bさ ん は 非 常 に楽 観 説 で 、1980年 代 半 ば こ ろ ま で は 大丈 夫 だ と言 わ れ た け れ ど も、 私 は そ れ ほ ど

い か な い だ ろ う と思 うの で す よ。 人件 費 は上 が り、 直接 経 費 や 、 管 理 費 や 、 そ して電 話 や郵 便 代 な

どの 公 共 料 金 は年 々上 が っ て い く。

た と えばJAFは100万 人 か ら200万 人 の会 員 を抱 えて い ます が、 私 が広 告 を取 れ と い い ま した ら、

広 告 を1万 円取 れ ば 、紙 代 だ け で1,000万 円 程 度 の赤 字 に な る と い うの で す ね 。 紙 質 を落 と して も、

結 局 数 が 多 け れ ば 多 い ほ ど採 算 が合 わ な い事 態 に な っ て く る。

数 が 多 くな れ ば利 益 が 上 が る と い うの が1970年 代 で した が 、 数 が 多 くな る と下 手 をす れ ば マ イナ

ス に な る とい う現 象 が 出 て きた り、 い わ ゆ る甘 えの構 造 社 会 の 最 た る若 い世 代 が就 職 し、 口 は 一 人

前 だ が仕 事 は や らな い と い う層 が だ ん だ ん増 えて く るわ け で し ょ う。 企 業 経 営 で は こ うい うこ と も

考 え な け れ ば な らな い の で は な い で し ょ うか。

わ れ わ れ も情 報 産 業 に い る け れ ど も、 も う一 度 原 点 に戻 っ て 見 直 す こ とは 必要 だ と思 い ます し、

1980年 代 に は、 情 報 問題 に対 して の 見 直 しが あ らゆ る個 所 で起 こ るべ きだ と思 うの で す。

A将 来 と も事 務 量 の 増 大 、人 件 費 の 高 騰 な どに よ っ て 、 オ フ ィス ・オ ー トメー シ ョン を推 進 し な

け れ ば な らな い もの は 当 然 で す が 、推 進 の施 策 と して 、 第1に 「安価 な漢 字 入 力装 置 の 開 発 を急 ぐ」

第2に 「日本語 の ワー ド ・プ ロ セ ッサ ー の 開発 を国 が援 助 す る」 第3に 「商取 引 や企 業 の 会 計 監 査

が磁 気 媒 体 だ け で で き る よ う法 令 改 正 す る」 とな っ て お り ます が… …。
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Bこ れ らの 項 目 は少 し細 か い ね 。 こ うい うこ とで は な い の で は な い か と思 い ます 。

A特 に第3番 目の磁 気 媒 体 で会 計 監 査 が で き る よ うに しろ と い うの は 、 実 は1970年 の と きも や っ

た の で す ね 。磁 気 テ ー プ あ る い は デ ィス クな ど が法 定 帳 簿 と して 認 可 され るの は いつ ご ろ か と い う

と、1975年 ごろ で あ ろ うと予 想 して い るの で す が 、 も う10年 た っ て い る け れ ど も法 的 に認 め ら れ て

お りま せ ん ね 。

日本語情報処理

A「 日本 語 情 報 処 理 」は ど うで し ょ う。

Dい ま の 出 力 か らい き ます と、 ドッ トが 非 常 に小 さ くて鮮 明 で 、 活 字 とほ とん ど変 わ らな い 、 き

れ い な ア ウ ト ・プ ッ トが で き る よ う に な っ て きま した 。 入 力 も い ろ い ろ工 夫 され て 、同 意 異 議 語 を

全 部 バ ッ ク ア ップ して や っ て くれ るよ うな も の ま で で きて お りま す 。 も っ と技 術 が 開 発 さ れ 大 量

に生 産 さ れ れ ば 安 く手 に 入 りや す い状 態 に な り、 も っ と小 規 模 の会 社 、 企 業 も入 手 で き る程 度 に

価 格 が下 がれ ば 、爆 発 的 に普 及 す る感 じが し ます 。

EJISな どで磁 気 コ ー ドの よ うに画 一 的 に漢 字 を コ ー ド化 す る と い い で す ね 。 イ ンク ジ ェ ッ ト

も大変 良 くな りま した か ら。

B「 日本 語情 報 処理 適 用 分 野 の状 況 」 と か 「文章 の編 集 、 校 正 、複 製 処 理 」 と書 い て あ るけ れ ど

も、 こ こで ひ とつ クロー ズ ア ップ して お きた いの は 、 い ま コ ン ピ ュ ー タで や って い る仕 事 の 漢 字 化

とい うこ とで な くて、 ナ チ ュ ラル ・ラ ンゲ ー ジの イ ン フ ォメ ー シ ョ ン をプ ロ セ ス す る と い う領 域 が

展 開 す る と い う立 場 で 論 じて欲 し いの で す 。

今 まで の もの が、 も っ と便 利 に な る とい うの で は な くて 、 対 象 領 域 が非 常 に広 が る とい うよ うな

理 解 の 仕 方 で開 発 して も ら う と助 か る と思 うの で す ね。

E1っ の夢 で す け れ ど もね 。

Bこ れ も持 論 です け れ ど も、 今 ま で と か くコ ン ピュ ー タ と い うも の は 、 女 性 と か い ちば ん末 端 の

人 の 省 力化 ば か りや っ て 、作 業 者 の能 率 向 上 を考 えて い た の で す が 、作 業者 で は な くて、 こ こ まで

展 開 して く る と、今 度 は 非 常 にハ イ ・イ ン テ レ クチ ュ アル な人 の 省 力化 に な る と い う点 で 、価 値 が

大 分 変 わ っ て く るの で は ない か と思 うの で す 。

そ うい う意 味 で い まの コ ン ピ ュ ー タの延 長 線 上 で 考 えて も ら わ な い で 、 ナ チ ュ ラル ・ラ ンゲ ー ジ

・プ ロ セ シ ン グ とい うよ うな意 味 で と ら え る こ とが メー カー さ ん に と って も必 要 だ と思 い ます 。

D現 在 ラ イ ン ・プ リ ン ター で 打 っ て い る活 字 よ りは る か に小 さな 活 字 と か大 きな活 字 まで 、 自由

に漢 字 が組 み合 わせ られ て 、 パ ッ と レポ ー トを出 し ます と、 トップ が す ぐそ の ま ま自 由 自在 に利 用

で き る とい うこ と に な り ます と、 今 まで コ ン ピュ ー タ が ア ウ ト ・プ ッ トした もの を も う1度 リ フ ァ
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イ ン して 書 き直 さな け れ ば役 立 た な か っ た 。 た と え ば ロ ー マ字 や カ タカ ナ で書 か れ た名 前 が素 直 に

漢 字 で 出 て くる だ けで もす ぐ に役 立 ち、 コ ンピ ュ ー タは い っ そ う トッ プ に接 近 した位 置 づ け を認 め

られ る よ うな時 期 が来 るの で は な い か と い う感 じが しま す。

A英 文 で は編 集 、 校 正 が 簡単 にで き る もの が あ り ます が 、 日本 語 で も そ うな っ た上 で 、 た と え ば

間違 え て書 い た もの を す ぐ訂 正 して ア ウ トプ ッ トして くれ る よ うに な る と… … 。

E断 わ りも強 く とか弱 く と か そ うい う文 章 を書 い て くれ て 。

分散処理

A「 分 散 処 理 」に つ い て は ど うで し ょ うか。

D回 答 の 中 に 「分 散 と集 中 は択 一 で は な い」 とあ り ます が 、 全 くそ の と お・りで 、 分散 が 非 常 に 有

効 な ア プ リケ ー シ ョン には 分 散 を、 集 中 が必 要 な らば 集 中 に、 自 由 自在 に組 み合 わせ て 使 え る よ う

な シ ス テ ム に な っ て い くの で は な い で し ょ うか。

Eデ ー タベ ー ス とい うもの は 、 物 理 的 には 分 散 して い るか も知 れ な い が 、論 理 的 に は集 中 で あ り

得 るの で す か ら、 そ れ は構 わ な いの で は な い で し ょ うか。

Dコ ン ピュnyタ 処 理 が始 ま っ て か ら、 分散 か集 中 か とい う議 論 が何 回 か繰 り返 え され た の で す け

れ ど も、 い ま や そ うい う二 者 択 一 で は な く な っ て い る。

B明 らか な違 い は 、昔 の グロ ッ シュ の 法則 が だ め にな っ て きた こ とで す ね。 分 散 と言 っ て も、 昔

の 分 散 と、 フ ィ ジ カル に い っ て分 散 せ ざ る を得 な か っ た 。 と こ ろ が、 い ま や ど ち らで も選 択 で き る

よ うに な り、 しか も、 集 中 の メ リ ッ トは 必 ず し も一 グ ロ ッ シ ュの 法 則 が だ め にな った か ら か な り

分 散 して もよ い とい うこ と です が 、 それ は セ ン トラ ラ イズ さ れ た コ ン ピュ ー タ ・シ ステ ム を前提 に

して の分 散 に変 わ って きた の で す ね 。

集 中 して処 理 す る必 要 は 毛 頭 な い の で あ っ て 、 必 要 な と きに いつ で も オ ン ・コー ルで デ ー タが入

れば 、 不 必要 な もの は 集 め な い で 分散 に した方 が よ い し、 そ れ か ら、 コ ン ピ ュー タを入 れ る と い う

こ とが 、昔 ほ どは 重 大 事 件 で な く な っ た の で す ね 。

安 く な った か ら、 その 意 味 で は 、 な るべ く手近 かで 処 理 で き る もの は 手 近 かで 解 決 し、 必 要 な ら

ば い つ で も集 め ら れ る体 制 さ えで き て お れ ば よ い 。 あ ま り役 に立 た ぬ もの を常 日頃 持 っ て い る必 要

は な い と思 い ます ね。

E実 際 、 ほ と ん どバ ッチ処 理 を して い て 、 デ ー タだ け は オ ン ラ イ ンで リ ア ル タイ ム に して い る。

そ う い うよ うな装 置 が あ り ます ね 。

Bや は りグ ロ ッ シュ の法 則 が崩 れ た とい うこ と が、 非 常 に 大 き な意 味 を持 っ て い る と思 い ま す が。

た だ 分散 だ と言 っ て い る け れ ど も、 何 らか の形 で相 互 に結 合 され る と い うの が要件 か ど う か、 これ
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は は っ き り しな いの で す が 、 企 業 は統 一 体 で す か ら、 分 散 とい うこ とで 下 手 をす る と、 現 在 あ る個

々 の ジ ョブ だ け を さば け ば よ い と軽 々 し く考 えな い で 、 この 問題 に対 処 して欲 しい で す ね 。 必 ず 全

体 で統 合 され て デ ー タが 活 用 され る と い うこ とが あ り得 る とい う こ と を考 えな が ら、 分散 の デ ザ イ

ン を して も らわ な い と困 る と思 うの で す が。

Aイ ンテ リジ ェ ン ト端 末 が 発 達 して き ま す と当然 発 生 す る問 題 で す ね 。

さて 、 い ろ い ろ な話題 が あ っ て 、1980年 代 を 占 うと い うの は 、 な か な かむ ず か しい の で す が 、一

口 に言 って1980年 代 は 、政 治 ・経 済 ・社 会 ・技 術 な ど が 、現 在 の延 長 線 上 にあ っ て 、理 念 と して原

点 を反 省 しっ っ 、今 まで の 不 具 合 な点 な ど を手 直 し しな が らま とま って い く、 とい うよ うな感 じが

し ます 。

国 際 情 勢 はDさ ん が お っ しゃ っ た よ うに、 戦 争 の 可 能性 な ど が あ っ て 、 そ れ ら を前 提 と して は 考

え に くい が、 ま っ た く無 視 す る わ け に は ゆ か な い。 こ こで は そ うい うこ とで は な しに 、 コ ン ピ ュー

タ化 あ る い は情 報 化 をど う進 め る か と い うこ とに つ い て 議 論 して い た だ いた わ け です 。 締 め く く り

と して一 言 ず っ い た だ け れ ば と思 い ます 。

D今 日、新 幹 線 の 中 で新 幹 線 に つ い て 考 えた の で す 。1日 お よ そ 「ひ か り」 が60本 、「こだ ま」が

50本 、大 体 往 復200本 が走 り ます 。人 数 を勘 定 し ます と、1日 に20万 人 ぐ らい が全 部 乗 る と動 くわ け

で す 。 で す か ら1カ 月 に600万 人 、 年 間7,500万 人 ぐらい を運 び うる 交 通機 関 な ん です ね。 これ を 日

本 人 の何%が 利 用 して い る か知 り ませ ん が、.い ま まで の15年 間 で相 当 な 日本 人 が乗 っ て い る。

江 戸 時 代 の お伊 勢 参 りで 民族 移 動 が ど うの とい わ れ て ます が 、 今 日の 日本 の民 族 移 動 は 大変 な も

の で す。 新 幹 線 の お か げ で 日本 経 済 、 社 会 すべ て が相 当 に恩 恵 を受 け て ます が 、 これ は数 値 化 で き

な い 。 新幹 線 が 日本 の あ らゆ る社 会 構 造 に価 値 づ け を持 っ た と同 じ よ うに、 コ ン ピュ ー タ と か情 報

化 の価 値 づ け は数 値 化 で きませ ん が 、 こ れ か ら ます ます 抜 き差 し な ら な い 、 か つ われ われ の 生 活 、

社 会 を リ フ トア ップ して くれ る原 動 力 に な るで し ょ う。

ネ ッ トワー ク とか 、 日本 語 情 報 処 理 とか 、 分散 処 理 と か 、 マ イ ク ロ ・コ ン ピ ュー タ その 他 の 発 展

に 支 え られ て 、1970年 代 に比 して飛 躍 的 に で は な く、 そ の延 長線 上 に い っ そ う1980年 代 の 情 報 化 が

前進 す る と思 い ます 。1980年 代 は漢 字 国 の 世 界 に な る とい うの は よ く分 か り ませ ん が、10年 た っ て

振 り返 え る と本 当 に大 きな進 展 を示 して 、情 報 化 が な け れ ば 人 間 生 活 は ど うな っ て い るだ ろ う とい

う ぐ ら い、 それ が大 きな ウエ ー トを 占 め た 要 素 に な る の で は な い か と新 幹 線 の 中 で 考 え て い た の で

す 。

で す か ら、 今 後 、 どの よ う な技 術 や 機 器 が開 発 され るか即 断 で きませ ん が 、 わ れ わ れ も情 報 処 理

の 分 野 で 努 力 を しな け れ ば な ら な い と同 時 に、 直 接 関 与 して い な い 人 々 も その メ リ ッ トを受 け 、 そ

れ だ け弊 害 が出 て きや す い もの で す か ら、 十 分 注 意 しな け れ ば な らな い と思 っ て お ります 。

Aこ れ か らます ます 情 報 化 が深 化 す る と い うこ と とそ の 時 代 の 心 構 えだ と思 い ます が、 かつ て の
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よ うな初 歩 的 な試 行 錯 誤 で は な く、 か な り経 験 を積 ん だ うえ で だ ん だ ん深 化 す る と思 い ます が 、 日

本 の コ ン ピ ュ ー タ利 用 の仕 方 と い うの は 、 一 律 には 言 え ませ ん が 、 学 生 で い うと どの程 度 の水 準 で

し ょ うか。 も ちろ ん常 に幼 稚 園 程 度 の 新 入 生 は い ます が。

D大 学卒 業 で社 会 人 に な るた め の基 本 的 知 識 の 習 得 が終 わ っ た と します と、大 学 の受 験 勉 強 を し

て い る程 度 で すか 。 大 学 ま で 入 っ た と い え る か ど うか… … 。

A高 校 で 基礎 的 な勉 強 の仕 方 は大 体 身 につ いた 。 こ れ か ら知 識 や 技 術 を さ ら に深 め るた め に大 学

に 入 ろ うか と い う程 度 で し ょ うか。

Eこ の ご ろの オ フ ィス ・コ ン ピュ ー タは 、 昔 の 白書 に は入 らな い よ うな何 百 万 円 以下 の ミニ コ ン

で す が 、 第2世 代 の 頃 の ジ ャ イ ア ン ツの 能 力 を持 って い ます ね。 で す か ら価 格 的 に は 中小 企 業 で も

十 分 に使 え る わ けで す が 、現 状 で は ソ ロバ ンの 代 わ りぐ らい に しか 使 え な い の です 。

そ うい う企 業 の 中 の 動 き を見 ます と、 イ ンフ ォー マ ルの もの ば か りで 、 た と えば3人 い る と、同

じ仕 事 を して い て も、1人 ず つ や り方 が違 い、 コ ン ピ ュ ー タに の せ に くい の で す。 で す か ら、 ま ず

企 業 の 中 の 手順 と か、 シ ス テ ム その もの をす っ か り直 さ なけ れ ば な ら ない 。 い まの オ フ ィス ・コ ン

ピ ュ ー タは そ う しな け れば 使 え な い レベ ル にあ りま す 。 ち ょ うど運 転 免許 証 を取 りた て なの に、 キ

ャ デ ラ ッ ク を運 転 す る よ うな もの で 、 だ だ 家 の前 の大 き な道 を ち ょっ と動 かす だ けで 自動 車 の性 能

は発 揮 で き な いの に似 て い ま す 。

中小 企 業 には ア プ リケ ー シ ョ ン ・ソ フ トウェ ア を作 る人 材 も少 な い し、 この状 態 を放 置 す る と 、

メ ー カー は どん どん 新 鋭機 器 を作 っ て い っ て 、 え ら い こ と に な る の で は な い か と い う恐 れ さ え感 じ

ま す 。 それ は だ れ を ど う した ら よ い と い うわけ で は な いの で す が 、 先 ほ どCさ んの 言 わ れ た よ うに 、

も う一 度 本 当 に初 心 に帰 っ て 、 素 直 に原 点 か ら考 え直 さ な け れ ば な ら な い と思 い ま す。

た だ コ ン ピ ュー タ産 業 が進 ん だ とい うだ けで 、 実 質 は す こ し も効 果 が上 が らな い とい うこ とに な

っ て しま うの で は な い か とい う気 が し ます 。 特 に教育 の 問題 も あ り ませ ん し… … 。

A白 書 で は毎 年 社 内 教 育 につ い て 、社 員1人 当 た りの コ ン ピュ ー タ教育 費 を調 べ て い ます が 、 年

間 お よ そ300円 台 の 数 字 が続 い て い ま す 。300円 で は 足 りませ ん ね 。 オ フ ィス ・コ ン ピ ュー タは昔 の

大 型 に匹 敵 しま す。 そ れ を使 い こ な す には 、 使 いや す くは な っ て い て も、 か な りの 知識 を必要 とす

る。 あ る意 味 で は 、本 格 的 な オ フ ィス ・コ ン ピュ ー タの教 育 機 関 が な い とだ め で す ね 。

C1960年 代 か ら1970年 代 に か け て の 高 度 成 長 の段 階 に お い て情 報 化 社 会 、情 報産 業 が ク ロー ズ ア

ップ され 、 そ の 当時 の夢 と現 実 と を比 較 す るの が1980年 代 だ と い うこ と を私 は感 じ ます 。 それ は ど

うい う こ とか とい う と、夢 を求 め るの も よ い け れ ど、情 報産 業 、 情 報 化 社 会 の 中 で 、 わ れ わ れは 何

をや るの か 、 何 を後 世 に残 さな け れ ば い け な い か とい う問題 を考 え る時期 に来 て い るの で は な い か

とい う こ とで す 。

わ れ わ れの 祖 先 は 山 を開 く に 当 た っ て 、 自分 の世 代 に成 果 の あ が らな い杉 や檜 を植 えて孫 、 曽 孫
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の時 代 に伐 採 させ た 。 い まの 時 代 の わ れ わ れ は その 資 産 をみ ん な食 い潰 した 。 い まの コ ンピ ュ ー タ

リゼ ー シ ョ ン を見 る と、 後 世 に何 が残 る か とい えば 、 そ れ は 、 コ ン ピュ ー タの ハ ー ドや統 計 資 料 は

残 るか も知 れ な い。 また技 術 革 新 に お い て さ らに 良 い もの が作 られ る か も知 れ な いが 、 何 を精 神 的

に 、 あ るい は情 報 と い う問 題 と して残 す か。 わ れ われ と して も、 何 らか の形 で残 す もの が な い か と

い う こ と を も うす こ し鮮 明 に1980年 代 は考 えな が ら、 羅 針 盤 を修 正 しな け れ ば な ら な いの で は な い

か とい うこ と を強 く感 じ、 最 近 この 問 題 に凝 っ て い る.ので す。

私 も含 め て 、紀 元21世 紀 に生 きて い る か ど うか 分 か りま せ ん が 、20世 紀 に何 を した か と聞 か れ た

と き、 な ん だ 、未 来 工 学 的 な夢 ば か り追 っ て い た の で は な い か 、何 も残 っ て い な いで は な い か と い

うの で は困 る。 この 問題 を1980年 代 に基 礎 構 築 と して や っ て み た い し、 情 報 産 業 も情 報社 会 も そ う

あ っ て欲 しい と強 く感 じ ます 。

ACさ ん が初 め に 申 され ま した基 本 的 な シス デ ム 設 計 の 思 想 とい うよ うな もの が だ ん だ ん で きて 、

そ れ が残 され て い け ば よ ろ しい わ け で す ね。 機 械 その もの は どん ど ん発 達 して い き ます か ら、 シ ス

テ ム設 計 の 思 想 とい うか哲 学 が… … 。

Cは っ き り言 えば哲 学 を作 るの が1980年 代 で は ない か と思 い ます 。

B皆 さん の言 わ れ た こ と に重 ね させ て い た だ き ます と、 今 ま で の コ ンピ ュ ー タの利 用 は 、 実績 報

告 的 な ニ ュ ア ンス が 強 す ぎる。 こ れ か らは 蓄 積 され た デー タ を さ ら に外 部 の デ ー タ と組 み合 わせ な

が ら、 プ ラ ニ ン グ面 にお いて コ ン ピュ ー タが活 躍 す る面 を ホ ワイ ト ・カ ラー に は お願 い した い 。

企 業 の中 で本 当 に ゴ ン ピ ュ 一 夕 を生 かせ る の は これ か らで す 。 い ま まで は 、 基礎 作 り を して き た

の で 、 こ れ か らは 、 それ を高 度 に活 用 す る よ うな努 力 を して い た だ きた い。 こ れ が1つ で す。

そ れ か ら、1985年 で は それ ほ ど 問題 に な らな い か も知 れ な い け れ ど も、 コ ン ピュ ー タの 出現 が老

齢 化 社 会 を カバ ー す るよ うな要 素 が何 か な け れ ば い け な いの で は な い か。 年 を と る と感 覚 器 官 が落

ち て くるの です ね。 ス ピー デ ィな対 応 が で きま せ ん か ら、 こ れ につ い て は 、 い ま や っ て い るよ うな

仕 事 に対 しての 速 い対 応 は 、 マ イ クロ ・プ ロ セ ッサ ー な ど を使 っ て 間接 的 に制 御 し、 年 を とっ て も

な お かつ 仕 事 が で き るよ うな ジ ョブ を見 直 して い た だ きた い と思 い ます 。

一 種 の 危 険 に対 して対 応 力 が遅 い こ と が老 人 め悪 い と こ ろで す が
、 マ イ ク ロ ・プ ロ セ ッサ ー が せ

っ か く出 て きた の で す か ら、 こ れ をた く さ ん工 場 の 中 に持 ち込 ん で 、 年寄 りで も今 ま で の若 い 人 と

同 じ程 度 の 仕 事 が で き る よ うな工 夫 を して も ら う とよ いの で す 。

年 寄 りは み な年 金 で生 活 す る と い う こ と に な っ た ら、 社会 は破 壊 され て し ま う。 老 人 社 会 が来 る

と い うこ と は、 若 い 力 が 不足 す る こ と を意 味 す る か ら、 した が っ て労 働 者 が 先 進 国 で は非 常 に 不 足

して くる と い うこ とが あ るの で 、 そ れ を カバ ーす る意味 に お い て も 、老 齢 人 の 活 用 の た め に も、 コ

ン ピ ュ ー タが お役 に立 つ よ うな職 場 の デ ザ イ ンを して欲 し い と考 え て お るの で す が。

それ が も し成 功 す れ ば 、Cさ ん の お つ しゃ っ た何 か残 した と い う こ とで 、 と に か く年 寄 り を完 全
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雇 用 して 生 産 の ダ ウ ン を防 い だ とい うこ とな ら、1つ の遺 産 だ ろ うと思 い ます 。

こ の よ うに して 、 ホ ワ イ トカ ラー と労 働 者 の 両 方 が 、 と も に生 き られ る よ うな形 を是 非見 っ け て

欲 しい 。 こ う思 うの で す が。

A実 現性 の あ る大 き な要望 で 、 ぜ ひ そ う あ って欲 しい と思 い ま す 。 それ で は長 時 間 ど うも有 難 う

ご ざい ま した 。
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2ハ ー ドウ ェア の課 題

1概 要

1980年 代のハー ドウェアの発達 に大 きなインパク トを与える技術 としてLSI技 術のあることに異

論はなかろう。 しかし、 このほかにも入出力機器や端末に見られる各種の電子化技術とノンインパ

クト・プリンター技術の発達や、磁性面記憶の急速 かつ定常的な進歩があり軽視で きない。

これ らの技術革新によって生まれた性能/価 格比の飛躍的 な向上は、マイクロ ・プロセ ッサーを

用いた個人用コンピュータから、超高性能や高度の機能 をそなえた超大形 コンピュー タに至る多種

多様 なコンピュータを生み出す原因になっている。換言すればLSIの 量産技術によって個人用コン

ピュー タが従来の汎用機以上の性能/価 格 を持つようになる一方、LSIを 駆使 して超高性能コンピ

ュー タを各種の科学計算やシミュレー シ ョンのために作 ることがで きるようになる。

LSI技 術の当面の影響 として、小規模な個人用コンピュータと、超高性能 か高機能を指向す るス

ーパー ・コンピュー タへの二極化の傾向 と、これ らを組み合せてユーザーの要求に答えるための分

散処理化の傾向 とが現われ始めている。これらのシステムが本格的に実社会 に定着す るまでには、な

お長い歳月 を必要とす ることを考えると、二極化と分散処理化とは1980年 代を代表する傾向 と言っ

てさしつかえなかろう。

端末装置の電子化、 ノンインパ クト・プリンターの普及なども、価格の低下、信頼性向上などの

面で分散処理システム実現に大 きな貢献 をしよ うとしている。

また周辺記憶の価格低下 と性能の向上は、デー タベースの広範な普及 を可能にする方向にある。

デー タ管理がデータ処理 と並ぶコンピュータの応用分野 となる日も近いことと思 う。文書処理など

事務の生産性の向上にコンピュー タを役立て、さらに進んで問題解決形の高度なコンピュータ応用

を開発 してゆく上 にも知識 としてのデータの蓄積、管理が重要である。

入出力装置のインテリジェン ト化は、マンマシン・インタフェースの立場 からみると、人間 とコ

ンピュータが自然に情報 を交換することを目指 した技術である。文字以外の音声 ・図形 ・画像 とい

った多 くの媒介形式 を使 うことを可能にす る努力も同 じ目標 を目指すものである。人間からみて、

自然で使いやすいシステムの実現の方向への努力が盛んに行 われ 、これに伴って画像 ・音声などの

非 数値データの処理 が盛 んになろう。
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以下 に コ ン ピュ ー タ本 体 と、 周 辺 端 末装 置 と に大 別 して今 後 の発 達 の 方 向 につ い て述 べ る こ と に

す る。

2コ ン ピュー タ本 体 の発 達

LSI技 術の発達 により、記憶 と処理能力がますます低価格で提供 されるようになり、コンピュー

タ・システムの設計 に用いられてきた評価基準自体が、大幅に変わろうとしている。小規模 コンピ

ュータはシステムに組み込まれシステムの要素として、多方面 に専用化 して用いられる。二方、大

規模ゴンピュータについては、並列処理やパイプライン処理 を大規模に取 り入れて今日の大型コン

ピュータの100～1,000倍 といった高性能を実現す るシステムや、連想処理、推論機構 など従来のコ

ンピュータが不得意とした処理分野で役立つ機能 を、ハー ドウェアとして備 えたシステムなどの開

発が進められる環境 になってきた。

従来のコンピュー タ技術が汎用大型コンピュー タによる集中処理で代表されてきたのに対 して、

80年代のコンピュー タ技術は、多様な専用 コンピュー タを含む分散処理 システムによって代表 され

る。

このようなコンピュータ ・アーキテクチュアの多様化と分散処理の発展を促す要因 を列挙すると

次のようになる。

(1)集 中処理 を支 えてきたGroscheの 法則が成り立たなくなってきたこと。マイクロ ・コンピュー

タの出現によって ・小型機の分野の技術 はすでに完全 に従来 とは異質の技術に変わっており、超大

型の分野でも今後VLSIの 技術 が導入 されることによって新しいアーキテクチュアが採用される

ものと期待 されている。

マイクロ・コンピュータは同一性能の小型機 に比 して価格が2桁 下がっている。その必然的な結果

として利用法が変化 し、応用分野が大幅に拡大 しようとしている。これほど極端ではないにせよ、

これまで主として価格の点から実用化の進 まなかった、膨大な計算量 を必要とする超大型計算が実

現可能になり、この分野 を指向 したコンピュータが超大型機の分野で開発 され始めている。 これら

小型機分野および超大型機分野からの挟撃を受けて、従来の汎用コンピュータの分担域は縮少を続

けることになろう。

(2)分 散処理は単一のジョブを処理するのに,通 信回線 などでオンライン接続 された、複数のコン

ピュータが分担 して処理する方式である。最終ユーザーにとって手元の端末から入出力することに

よってコンピュータが使える点ではTSS方 式 と変わりない。分散処理の利点は、ユーザーから見

た場合、即答時間が短縮 されること、マ ン ・マシン ・インタフェースが改善されること、個人デー

タ ・ファイルを身近かにお くことができ安心 して使 えることなどである。システムとしてみた時の
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利 点 と して は 、① 通 信 費 用 の 削 減 に伴 う経 済 性 ② 分 散 して い る各 種 リソ ー ス の共 用 に よ る経 済 性

③ シス テ ム 開発 時 、 拡 張 時 に お け る柔 軟 性 ④ シス テ ムの 信 頼 性 ⑤ 利 用 組 織 との整 合 性 な どで あ

る。 ◎ イ ンテ リ ジェ ン ト端 末 な ど、 小 型 機 の 性 能/価 格 の 向上 ⑤ デー タベ ー ス 、特 殊 機 能 を持 っ

た専 用 プ ロ セ ッサ ー とい っ た各 種 リ ソー ス の 共 有 と ◎ 通 信 技 術 の 融 合 と い っ た こ とに対 す る期 待

が その 背 景 に あ る。

(3)コ ンピ ュ ー タ産 業 の 発 展 を阻 害 す る要 因 と して ソ フ トウ ェア の 生産 性 が上 が らな い こ と が問 題

に さ れ て お り、 ソ フ トウ ェ ア 工 学 の 発 達 を見 て い る。 これ を コ ン ピ ュー タ ・アー キ テ クチ ュ アの 面

か らも支援 す る必 要 が あ ろ う。 高級 言 語 プ ロ セ ッサ ー な ど もそ の一 貫 と して 考 え る こ と が で き る。

①OSの フ ァー ム ウ ェ ア化 ② お の お の の機 能 を指 向 した プ ロ セ ッサ ー の組 み合 せ に よ る機 能 分 散

型 コ ンピ ュー タ ③ タグ ・マ シ ン な ど抽 象 デ ー タ構 造 向 き ア ー キ テ クチ ュア ④ ソ フ トウ ェ ア/フ

ァー ム ウ ェ ア/ハ ー ドウ ェ ア 間 イ ン タフ ェ ー ス の トレー ド ・オ フ な どの研 究 は この 問 題 解 決 の た め

の 努 力 の1つ と見 る こ と がで きる 。

(4)デ ー タベ ー ス の共 用 が分 散 処 理 シ ス テ ム の発 達 を促 して い る要 因 の1つ とい う こ と がで き る。

デ ー タ管理 は情 報 シス テ ム の 立 場 か ら考 え る と、 デ ー タ処 理 と並 ぶ 重 要 な役 割 を持 っ て い る。 今 後

コ ン ピ ュー タの利 用 が 高 度 化 す る につ れ、 ます ます その 比 重 は 高 ま る もの と予 想 され て い る。 変 化

の 多 い デ ー タベ ー ス を常 に更 新 して 最 新 の 正 確 な デ ー タ を提 供 で き る よ うに維 持 管 理 す る こ と は大

変 な労 力 を必 要 と し、 で き るだ け 多 くの 人 々 が 、 この デ ー タベ ー ス を有 効 に活 用 で き るよ うな シ ス

テ ム を実 現 す る必 要 が あ る。 この た め には 分 散 処 理 シ ス テ ム上 で 、 デ ー タベ ー スの 共 同 管 理 をす る

こ と が大 切 で あ る。

(5)使 いや す い コ ン ピュ ー タ とす る た め には 、 人 間 と コ ン ピュ ー タの イ ン タ フ ェー ス を多様 化 す る

必 要 が あ る。 画 像 ・音 声 とい った 多様 な入 出 力 媒 体 を 自由 に使 え るよ うにす るた め に は、 後 述 す る

よ うな入 出 力機 器 の 多 様 化 と と も に、 これ ら非 数 値 デ ー タの 処 理 に 向 い た アー キ テ クチ ュ ア を持 っ

た コ ン ピュ ー タが求 め られ て い る。

(6)並 列 処 理 を効 率 よ く行 う方 式 の 研 究 は古 くか ら行 わ れ て きた が 、満 足 すべ き解 決 は 得 られ て い

な い。LSI技 術 を性 能 向 上 に有 効 に利 用 す るた め に は 、LSIに 適 した並 列 処 理 技 術 を ア ル ゴ リズ ム 、

アー キ テ クチ ュ ア な どす べ て の面 で 研 究 す る必 要 が あ る。 パ イ プ ラ イ ン方 式 の ア レー ・プ ロ セ ッサ

ー や デ ー タ フ ロー ・マ シ ンな ど並 列処 理 を指 向 した新 しい コ ン ピ ュ ー タの出 現 が期 待 され て い る
。

(7)LSI技 術 を コ ン ピ ュー タに本 格 的 に取 り入 れ て い くた め には 、LSIの 特 徴 を生 か した ア ー キ テ

クチ ュ ア を持 っ た コ ン ピ ュー タ を開発 す る必 要 が あ る。 現 行 アー キ テ クチ ュ ア を踏 襲 し、 汎 用 コ ン

ピュ ー タ を安価 大量 に生 産 す る個 人 用 コ ン ピュ ー タの方 向 も その1つ で あ る。 他 方 、① ハ ー ドウ ェ

ア の低 価 格 性 、② 同一 パ ター ンの 繰 返 しの 容 易性 ③ 結 合 回 路 ・素 子 間 通 信 の 困 難1生の相 対 的 増 加

とい っ た 諸要 素 を考 え、適 用 分 野 が 限 ら れ る に して も そ の範 囲 内 で は 従 来 実 現 で きな か っ た よ うな
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高性能 ・高機能を実現できるコンピュータを開発することも重要である。

以上、いくつかの立場 から、コンピュータ ・アーキテクチュアの多様化、分散処理の普及 といっ

た問題 について述べてきたが、80年 代発展のシナ リオの形でまとめてみ ると次のようになる。

今日、コンピュータ産業の中核 をなしている汎用大型 コンピュータについては ①LSIの 導入

② ファームウェアによるOSそ の他の特殊機能の強化が行 われ、また、③通信機能やデータ管理機

能の分散化 を進めるといった方法 をとり、④80年 前半では既存のアーキテクチュアとの両立性 を考

えながら、 アーキテクチュアを徐々に変えていく方向をとるものと考えられる。 このため小 ・中型

機、超大型機の両面からの攻撃 を受けて、市場 シェアの相対的比率は低下の一途 をたどる。

小 ・中型機の分野はマイクロ ・コンピュータ化が進み、個人用コンピュータ、オフィス ・コンピ

ュータの評価基準が性能/価 格比から使いやすさに移行 し、それに伴って、用途別の専用化、マン

・マシン ・インタフェースの高級化、分散処理の普及が進む ことになろう。

しかし、デー タベース管理、高性能要求は大型機 に依頼す る必要 が生まれるから通信回線 を介 し

て大型機 システムに接続 されることが多くなる。ここから新 しい環境における大型機に対する要求

仕様が明 らかになり、80年 代後半にはこのような要求仕様 を満 たす大型機アーキテクチュアについ

てのコンセンサスが生まれてこよう。

超大型機の分野はこれまで技術的 なブルー クスルーがなく、経済的理由から開発が中断していた

分野であるが、LSI技 術 を活用することによって価格 が低下 し、また新 しい技術 も生まれようとし

ている。 それに伴 って応用分野 も急速に広がろうとしている。各種の実験設備、試作実験、模擬実

験のなかには数学モデルによるシミュレーションで置 きかえられるものが多い。コンピュー タによ
ノ

る シ ミュ レー シ ョ ンが 高速 ・低 価 格 で実 現 で きれ ば そ ち らに移 行 で き る実験 は 少 な くな い。 ま た 、

構 造計 算 の よ うに、 設 計 を厳 密 に行 うこ とに よ っ て製 造 コ ス トを下 げ る こ と が可 能 な分 野 も 多 い 。

当 面 ア レー ・プ ロ セ ッサ ー を中 心 に超 高性 能 計 算 機 の 開発 競 争 が行 わ れ、80年 代 後 半 に はVLSI向

きアー キ テ クチ ュ ア 、 デ ー タフ ロ ー ・マ シ ン な ど今 日の アー キ テ クチ ュ ア とは大 幅 に異 っ た 非 ノ イ

マ ン ・コ ン ピュ ー タの 開 発 が行 わ れ る よ うに な ろ う。

1980年 代 に お い て 最 も拡 大 の期 待 され て い る応 用分 野 は 、 オ フ ィス ・オ ー トメ ー シ ョン に代 表 さ

れ る文 書 処 理 の分 野 で あ り、 これ に伴 っ て デ ー タベ ー ス と 日本 語 処 理 が重 要 な課 題 と な る。 こ れ ら

にっ い て は次 第 で 詳 述 す るの で 、 も う1つ の課 題 で あ る問 題 解 決 指 向 の応 用分 野 につ い てふ れ て お

く。

今 日の 多 くの コ ン ピ ュー タ利 用 で は 問題 の 解 決 手 法 は プ ロ グ ラム の形 で 人 間 が与 え、 コ ン ピュ ー

タは それ に従 っ て デ ー タ を処 理 して い るに過 ぎ な い。 しか し、 設 計 と か経 営 に お け る意 思 決 定 に コ

ンピ ュー タ を役 立 て よ うとす る時 に は 、 コ ン ピ ュ ー タが 問題 解 決 に役 立 つ デ ー タな り、 手法 を提 供

して ユ ー ザ ー が最 終 決 定 を行 うの を援 助 す る必 要 が あ る。
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この た め に は 、今 日、 人 工 知 能 の研 究 で取 り上 げ ら れ て い る よ うな課 題 、た とえ ば推 論 機 構 、学 習

機 構 、 知 識 ベ ー ス とい っ た もの をコ ン ピ ュー タ技 術 に取 り入 れ る必要 が あ る。 人 工知 能 の コ ンピ ュ

ー タ技 術 へ の導 入 は
、応 用 技 術 の 開発 と平 行 して進 め られ る必 要 が あ る た め 、時 間 もか か る が、 長

期 的 展 望 に立 つ時 見 逃 す こ との で きな い傾 向 で あ る。

3周 辺 ・端末装置 の発達

コンピュータ本体に対するLSI技 術のインパ クトほどはで きはしないが、情報システムにお』ける

データ管理の比重が高まることを考えると、周辺記憶はコンピュータ本体 に匹敵する重要性 を持つ

といっても過言ではない。

また、個人用コンピュータの普及、文書処理のコンピュー タ化の進展 といった1980年 代に期待 さ

れている新 しいコンピュータの応用分野では、使いやすく安価で信頼性の高い入出力機器や端末が

重要 さの面でも、価格の面でもコンピュータ本体以上 に大 きな役割を演 ずることになる。

周辺記1意は磁気ディスクなどの磁性面記憶が順調な発展 を続けており、デー タベース等の応用面

からの要求を満たすことのできる性能を持 つた製品が適度 な価格で提供 されており、この状態は今

後 も当分続 くものと考えられている。応用技術や需要の開拓 も盛んに進められているが、ハー ドウ

ェアの技術進歩はこれを上回 るものがある。

大容量記憶(MassStorageSystem)も 当面の要求を満たす性能や信頼性 を備 えており、より

進んだ製品を要求する前に、利用技術 と市場 を開発す る必要があろう。 しかし、長期的視野に立っ

て考えれば、コンピュータ利用の中に占める情報管理の比率は今後急激に高まることが予想 され、信

頼度の高い大容量記憶 を安価に提供することは、コンピュータ関連技術にとって最も重要な課題の

1つ である。

今後、重要性が増す.と考えられる周辺記憶 に個人用コンピュータに付 けて、個人用 ファイルとし

て使 うことのできる安価な記憶があげられる。可携デ ィスクが一応 その役割 を果 しているが、速度

容量、信頼性 といった点で用途によって使い分けられるように、磁気バブルやデ ィスクなど多品種

を提供する必要があろう。ソフ トウェアや知識ベースのように変化の少 ないデー タベースは本に代

わるものとして、周辺固定記憶の形で安価 に提供 されることが望 まれる。

入出力機器や端末はコンピュー タの今後の普及にとって重要な鍵 を握 る技術である。

以下 に80年代の入出力機器や端末に対するいろいろな立場からの要求 を列挙する。

(1)個 人用 コンピュータや分散処理の普及を考える時、普及を妨げる恐れのある要因の1つ に端末

の価格 ・信頼性、使いやすさがあげられる。プリンターのノンインパ クト化や電子化、あるいは表

示装置のインテリジェント化 については、近年すでに大幅な進歩が遂げ られているが、 コンビュー
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タ本体に対するLSIほ どのインパ ク トはない。大量生産技術あるいはLSI技 術の積極的な導入によ

ってさらに一段 と大幅な価格の引 き下 げをはかる必要がある。

(2)使 いやすいシステムの実現はいろいろな立場 から追求する必要があるが、入出力機器や端末が

関係するマン ・マシン ・インタフェースも使いやすさに大 きな関連がある。頁タイプ型表示装置の

開発、文字、図形、画像、音声 といった多種類の媒体によるマン ・マシン・インタラクションの実

現などが当面の課題である。 コンピュータの利用方式 を高度化 して秘書や助手代わりにコンピュー

タを使 えるようにするためには、マ ン・マシン ・インタフェースを、人間が相互に情報 を交換する

方式に近づける努力 をす る必要がある。

たとえば、音声合成、音声認識の技術は実用化の域に近づ きつつあり、専用のLSIが 作 られ始め

ているので、音声がコンピュー タの入出力の一端 をにな う日も遠 くないもの と思 う。画像入出力に

ついても画像記憶の価格低下センサーの発達 によって普及を促進できる環境が整いつつある。

入力について言えば、この多媒体入力形式の中に文字認識、図形入力と並んで各種センサーから

の入力を考 える必要がある。また、入力を容易にし、助手に意思 をつげるのと同程度の容易さで情

報が入力できるようになるためには、入力を受け付けるコンピュータの側に助手並みの知識がなけ

ればならない。人工知能の技術をコンピュータに取 り入れることの必要性の1つ はここにある。

(3)1980年 代当面の課題 に文書処理 に始まるオフィス ・オー トメーションへのコンピュー タ利用の

問題がある。わが国の場合、漢字 カナ湿 り文 を扱 うという欧米諸国にはない独特の技術課題がある。

し.かし、 ドット・プリンター、ノンインパ クト・プリンター、CRT表 示装置などとLSI・ROMに

よる文字発生器の組み合わせによって漢字を含む日本語用出力装置の課題はほぼ解決で きる見通 し

が立ってきた。入力についてもカナ ・漢字変換 と日本語デー タベースの組み合わせによって素人に

もなじみやすい入力方式が定着 しつつある。

しか し、 日本語情報処理の問題 はしばらく本格的な実用化 が緒に着いた段階であり、 日本語の文

法 といった基本的な問題 を含め、研究 を通 して解決 を求め られている多 くの課題がある。

質問一応答 システムなどで自然語によってコンピュータと対話す る技術 を進めたり、言語翻訳に

コンピュータを利用するといった課題 を解決 していくためには、知識ベースの構築が必要 になる。

また、 日本語によってプログラムを書 きたいといった希望 もある。思考方法 と言語の関連 などを考

えると、文法構造の異 なる日本語に近 いプログラム言語を用いることも研究する必要のある課題で

ある。

(4)端 末 とコンピュータ、あるいはコンピュータ間の通信の問題は、分散処理 システムの実現にと

って基本的な問題であり、その広範かつ円滑な普及 を図る目的で計算機網アーキテクチュアが提案 さ

れ、その実装が進められている。異なる計算機網 が相互 に接続され、世界中の情報システムが相互

に通信で きる環境を作 ることは1つ の夢であるが、ISOTC97/SC16で 標準化を進めているOP一
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enSystemsInterconnectionは この夢 を実現す るための標準化の努力といえる。1980年 代中には

この標準アーキテクチュアを仲介として、国際的な計算機網の接続が実現できることを期待 してい

る。このためには通信技術とコンピュータ技術の融合 が必要であり、また国際的な協力関係の樹立

も重要である。

このほかにも大量デー タの入力方式 など言及す る必要の ある多 くの課題がある。

分散処理、多媒体 による入出力処理、入出力端末のインテリジェン ト化など1980年 代の課題 を考

えると、入出力機器には論理処理能力が付加 され、一方、 コンピュー タ本体の方は専用化が進むこ

とになり、一体化 して分離が困難になる。ここで取 り上げたような本体と周辺機器 といった分類は

このよ うな時代の流 れに逆行するよ うにも考 えられるが、おのお』のの分野がともに、重要 な役割 を

果たすことを強調 したいために、あえてこのよ うな形式 をとって述べてみた。
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3 ソ フ トウ ェアの課 題

170年 代 の回顧
o

単 に回 顧 とは い え、 明 らか に1980年 代 に継 続 され て い くで あ ろ う需要 な もの を 中心 に眺 め る こ と

に す る。

ソフ トウ ェ ア危 機 と い う言 葉 は1968年 の か の 有名 なNATOComputerConferenceで 初 め て現

わ れ た もの と い わ れ る。 そ れ に刺 激 さ れ る よ うに して 、 い わゆ るプ ロ グ ラ ミ ング方 法 論(メ ソ ドロ

ジ ー)の 提 案 が相 次 ぐわ け で あ る。

E.W.Dijkstraの 構 造 的 プ ロ グ ラ ミ ン グが1970年 代 を席 巻 す る の で あ るが 、 それが1968年 、本 に

ま とめ られ て刊 行 さ れ た の が1971年 で あ つた。 同 時 期 に、 お そ ら く私 的 な交 信 が あ つた と考 え られ

るデ ンマ ー クの 、ALGOL60の 編 者 と して 有 名 なP.Naurに よ るActionCluster法 ※と い うフ。

ロ グ ラ ミ ング法 の提 案 が あ る。 す で に この 頃 に は抽 象 化(abstraction)や 詳 細 化(refinement)

の概 念 が芽 生 えて い た と い え るだ ろ う。

※ ア クションすなわち動作 をひとまとまりに理 解 し、 それらアクション問の制御 をあとから加 えていくととも

に、アクションの内容も徐々に詳細化 してい く方法である。

概 念 と い う言 葉 で 思 い つ くが 、1970年 代 は 、緒 概 念 が改 め て認 識 され 、 そ れ ぞ れ が 市 民 権 を得 た

時 代 で も あ っ た 。 詳 細 な定 義 は 現 在 で も確 定 して お らず 、 か な りの あ い ま い さが あ る とは い え、一

応 共 通 の 理 解 が 得 ら れ る ものが 少 な い。 上 述 の抽 象 化 、 詳 細 化 の ほ か に、 情 報 隠 蔽(information

nhiding)、 階 層 性 、 モ ジ ュ ー ル化(modularization)局 所 化(localization)な どが そ うで あ る。

構 造 的 プ ロ グ ラ ミ ン グ(structuredprogramming)も し か りで あ ろ う。

この 種 の 概 念 の きっ か け が70年 代 の 初 頭 に集 中 的 に提 案 さ れ た。D.L.Parnasに よ り、 モ ジ ュ

ー ル化 の 基 準 を与 え る と と も に
、 不 必 要 な情 報 は外 部 には 明 らか に しな い とい う情 報 隠 しの提 案 が

1971年 で あ っ た 。 同 年 に は 、H.Millsの 下 降 型 プ ロ グ ラ ミ ング(topdownprogramming)が あ り、

N.Wirthの 段 階的 詳 細 化 法(stepwiseprogramming)も そ うで あ る。こ れ らの年 代 は 刊 行 学 会

誌 の 年 代 で あ る た め 、 それ よ り1,2年 以 前 には それ ぞ れの 考 えは完 成 して い た は ず で あ る。

抽 象 化 の レベ ル(levelsofabstraction)を 言 い出 したB.H、LiskovとS.N.Zillesの 論 文 は

1972年 で あ る。'論文 の形 式 に は な らな か っ た もの のIBMのHIPOは1973年 に初 め て現 われ た。
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1BMで は下 降 型 プ ロ グ ラ ミン グ、HIPO、 チ ー フ ・プ ロ グ ラマ ー チ ー ム、 ラ イ ブ ラ リア ン等 を含 め

て 、1つ の 大 規 模 ソ フ トウ ェ ア 開発 手 法 が完 成 した かの よ うに広 め られ た の が この 頃 で あ る。 複 合

設 計(structureddesign、 後 のCompositedesign)は1974年 で あ る。.

お よ そ、 こ の 頃 まで .にメ ソ ドロ ジ ーの 提 案 ら し き もの は終 わ っ て い る。 共 通 して い るの は 、 手続

きの詳 細 化 と い う考 え で あ ろ う か。 た だ しLiskovら の 抽 象 化 の レベ ル の 話 の 中 に は 、デ ー タの抽 象

化 とい う考 え が 入 って い る。 デ ー タ指 向 型 と い う考.えで は 、M.Jacksonに よ る い わゆ る ジ ャ クソ
`

ン法 が 単 行 本 に ま とめ られ て刊 行 さ れ た の が1975年 で あ り、1つ の 新 しい 方 向 と見 な され た もの で

あ る。

一 方
、 プ ロ グ ラ ミ ング 言 語 に お い て は、Pascalが 学 会 法 に ま とめ られ た の が1971年 で あ るが 、

P.B.Hansenに よるConcurrentPascalは1975年 で あ る 。必 ず し も実 用 化 を目的 に す る の で は な く、

そ れ ま での プ ロ グ ラ ミ ン グ ・メ ソ ドロ ジー を具現 す る手 段 と して 新 しい 言 語 、Liskovら のCIu、W・

A.Wulfら のAlphanbが1970年 代 の 中 期 、 少 し遅 れ て1977年 頃 にN.Wirthのmodula.B.W.La

mpson他 に よ るEuclid.A.L.AmblerやD.1.Good他 に よ るGypsyは1976--1977年 で あ る。

(Simula67は 構 造 的 プ ロ グ ラ ミ ング との 関 連 も あ っ て1972年 で あ る)そ してadaも 後 期 に な っ て仕

様 が決 め られ た 。

相 前 後 して 、 形 式 的 仕 様 記 述 、 特 に代 数的 仕様 記 述 法 な どの重 要性 の 認 識 と提 案 が あ り、1978年

も終 わ り頃 、J.Backusに よ る関 数的 プ ロ グ ラ ミ ン グfunctionalProgramming)な る もの に よ

り、一 挙 に 、1980年 代 の ソ フ トウ ェ ア は非 手 続 き也 記 述 で あ る と、 世 の 中 で騒 が れ 出 す こ と に な っ

た。

しか し、 そ れ よ り10年 前 の 構 造 的 プ ロ グ ラ ミ ング の提 案 が 出 た と きに、 ま る で あ らゆ る困 難 な問

題 を氷 解 せ しめ る に足 る宝 刀の よ う に受 け とめ られ た の に、 この 提 案 の 受 け とめ方 が似 て い る。 す

な わ ち、 その よ うな考 えは す で に以 前 か ら存 在 しな か っ た わ けで は な く、 極 端 な 表 現 をす れ ば 、 テ

ー ブ ル利 用 法 やRPG .LISP.APL等 に その 考 え の一 部 は 見 ら れ る。

ま た 、 その 頃 に は デ ー タベ ー ス ・シ ス テ ム に お け る関係 デ ー タベ ー ス は実 用 性 は と も か く と して、

盛 ん に研 究 さ れ て い た もの で あ る:

1970年 代 に お い て あ と1つ 忘 れ て は な ら な い もの に 要 求 工 学(Requirementengineering)が

あ る。1975年 の第2回 ソ フ トウ ェア 工 学 コ ンフ ァ レ ンス に突 如 と して現 わ れ 、 あれ よ あ れ よ と い う

間 に 、 内 容 は よ く わか らな い ま ま に、 問 題 の 要 求事 項 を記 述 す る こ との重 要 性 を認 識 させ て 、 一 時

の 大 流 行 が去 っ た か の よ うで あ る。
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280年 代へ の かけ橋

期 せ ず して 、 最 近 はハ ー ドウ ェ ア に お い て は 非 フ ォ ン ・ノイ マ ン型 計 算 機 、 デ ー タフ ロー 型 計 算

機 、 ま た は デ ー タ駆 動 型 計 算機 な ど と い い 、折 りも折 りNCC'80に おい て1980年 代 の デー タベ ースは

リ レー シ ョナ ル ・モ デ ル に な るで あ ろ う との 意 見 が圧 倒 的 で あ っ た とい わ れ る。 ソ フ トウ ェ ア に お

い て は 、前 述 の よ うに関 数 型 と か 、非 手 続 き的 プ ロ グ ラ ミン グな ど と、 か な りの 夢 が描 かれ つ つ19

80年 代 の 初 年 度 を迎 え て い る と い え る。

しか し、 技 術 が い か に 飛 躍 的 に進 歩 す る と い え ども 、材 料 、物 性 分 野 に お け る新 材 料 の 発 見 と異

な り、 シス テ ム化 の 分 野 に おい ては 非 連 続 的 進 歩 は あ りえ な い の で は な か ろ う か。

一 見 華 々 しい1970年 代 の 幕 が降 ろ され て
、振 り返 っ て見 れ ば 、LSI技 術 に代 表 され るハ ー ドウ ェ

ア技 術 の み が 目 につ き、 ソ フ トウ ェ ア技 術 の 立 ち遅 れ ば か りが 非難 の対 象 に な っ て い る と考 え る の

は 、 ひ と り ソ フ トウ ェ ア マ ンの ひ が み だ け で も な さそ うで あ る。

弁 解 が ま し くな る が 、 過 去 の 投 資 額 は圧 倒 的 にハ ー ドウ ェア に対 して で あ り特 に わ が 国 に お い て

は 、 ソ フ トウ ェ アへ の投 資 が少 な か っ た こ とは 大 い に反 省 され るべ きで あ ろ う。 ソ フ トウ ェ ア価 格

が決 ま ら な い と い う前近 代 的 な悩 み が未 だ 残 っ て い るが 、 開発 期 間 、 費 用 、性 能 な どは 過 去 の デ ー

タの 積 み上 げ が あ れ ば 、 か な りの近 似 度 で 予 測 が つ くべ きで あ ろ う(7-3-1図 参 照)。

ま た 、世 の 趨 勢 と して 、 人 件 費 の 高騰 の み な らず この イ ン フ レ社 会 に おい ては 、 ソ フ トウ ェ ア コ

ス トの 増 大 を食 い止 め るべ くも な い で あ ろ う。 しか し、他 人 の せ い ば か り に も して い ら れ な い わ け
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で 、 自戒 す べ き点 も多 々 あ る。

シス テ ム ・ア ナ リス トは ま だ し も、 シ ス テ ム ・エ ン ジニ アや プ ロ グラ マ ー と しての 最低 の 実 力 は

何 に よ り歯 止 め が か け ら れ て きた の で あ ろ うか。COBOLの コー ダー で あ るだ け に対 して さ え、堂 々

とプ ロ グ ラマ ーの 資 格 を与 え て きた 周 辺 の 責 任 は大 き か ろ う。 人 的 資 源 の み に頼 ら ざ る を え な い に

もか か わ らず 、 どの よ うな人 的 資 源 の 養 成 が行 わ れ て きた の か、 質 の良 くな い ソ フ トウ ェ ア を作 ら

ざ る を え な い技 術 能 力 の ため に 、 ソ フ トウ ェ アの ライ フ ・サ イ ク ル に お い て 、 デ バ ッグ と保 守 管 理

に 占め る割 合 ば か りが 増 大 す る。

自 ら進 歩 に貢 献 す る余 力 は な く、 新 た な発 展 は ま して や期 待 で きな い。 い い か え れ ば 、 職 人 芸 的

な ソフ トウ ェ ア技 術 の 脱 皮 が1日 も早 く必 要 に な っ て い る。 メ ソ ドロ ジ ー の提 案 と して 生 き続 け て

い る各 種 の 歯 車 を、 どの よ うに か み合 わせ る か を考 え る時 期 に来 て い る の で あ る。

す で にチ ー ム ・プ レー の 重 要 さは 十 分認 識 され て い るが 、LSI技 術 に お いて 成 功 の因 を作 った の

は純 技 術 以 外 に生 産 管 理 が あ げ られ て い る。1970年 代 前 半 に お いて は ソ フ トウ ェ ア技 術 と して は 純

技 術 論 が 中 心 で あ っ た が 、後 半 に な って か らは 、 生 産 管理 も含 め た 技 術 の進 歩 が 必 要 と い わ れ るよ

うに な っ て い るの も当 然 な こ とで あ ろ う。

こ れ らの 点 を考 え れば 、ハ ー ドウ ェ ア に お け る進 歩 が数 倍 程 度 のMIPSで しか な い こ と を考 えれ

ば 、 こ れ か らの ソフ トウ ェ ア に おけ る進 歩 は大 い に期 待 で きる か も しれ ない し、 逆 に 現状 の 稚 拙 さ

が浮 きぼ りに され て も くる。

1980年 代 とい って も、 少 な く と も前 期 に お い て は 、 従 来 の 継 続 と して 、 並 列 処 理 も さ る こ とな が

ら、 シ ー ケ ン シ ャ ル ・マ シ ン上 で の シー ケ ン シ ャ ル ・プ ロ グ ラ ミン グ技 術 が改 良 され るべ きで あ る。

プ ロ グ ラ ミ ン グ ・ツ ー ル やパ ッ ケー ジ技 術 は 実 用性 の 面 か ら最 右 翼 に位 置 して い る。

しか し一 方 で は 、 非 手 続 き的 と か 、 問題 記 述 と か が重 要 な要 素 に な っ て きた と き、 シ ー ケ ン シ ャ

ル な物 の考 え方 に余 りに も毒 さ れ て きて しま った こ と を後 悔 す る こ と に な る か も しれ な い。 少 な く

と も、将 来 の プ ロ グ ラ マ ー の 卵 に対 して は 、 そ うで な い静 的 な 考 え方 を養 う必 要 が あ ろ う。

どの よ う に状 況 が 良 くな る に して も、将 来 優 秀 な プ ロ グ ラマ ー や シ ス テ ム ・ア ナ リス トの量 的 不

足 は 目 に見 えて お』り、 そ の 不 足 分 は機 械 に カバ ー させ る しか な い で あ ろ う。 した が っ て必 然 的 に、

計 算機 にintelligencyを 持 たせ る方 向 が考 え られ る。

日本 人 と し て は 日本 製 の 特 徴 を積 極 的 に利 用 す べ きで あ るが 、 現 在 の ワ ー ド ・プ ロセ ッサ ー の レ

ベ ルか ら、 ど こ ま でintelligentに で きる か も、一 に 日本 語 入 力方 式 に か か って し)るとい え る で あ ろ

う。
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3想 定 され る市場環境

現 技術 の 外 延 も1つ の 予 測 手 段 で あ ろ うが、 計 算 機 を利 用 す る側 かち の 環 境 と そ の 変 化 も重 要 な

予 測 手段 に な ろ う。 ど こ ま で その利 用 範 囲 が広 が る か想 像 す らつ か ない 計 算 機 利 用 で あ る。 特 に、

マ イ コ ンの 利 用 範 囲 は だ れ に も興 味 の あ る と こ ろ で あ る。 そ れ に関 連 して、 エ ン ド ・ユ ーザ ー と し

て の 素 人 的 な プ ロ グ ラマ ー と、 シ ス テ ム ・ソ フ トの た め の専 門 家 との 分 離 も きわ 立 っ て く るで あ ろ

う。 電 話 回 線 の み な らず デ ー タ回 線 の 開 放 か らデ ー タ通 信 が 盛 ん に な り、 ネ ッ トワー ク技 術 な る も

の が 独 立 して議 論 さ れ る 必要 が、 す で に現 在 で も存 在 して い る。 分 散 処 理 、 デ ー タベ ー ス等 も同 様

な 重 要 さ を持 つ 言葉 で あ る。 利 用 形 態 を考 え つ つ 、個 々 に 眺 め てみ る。

電 話 や テ レ ッ クス その 他 回 線 を した 交信 手 段 の利 用 は拡 大 す るば か りで あ り、 市場 性 か ら して も

か な りの 増 加 率 が見 込 ま れ て い る。 手 紙 よ りフ ァ ク シ ミリの 方 が迅 速 、 格 安 に な る時 代 も そ う先 の

こ とで は あ る ま い。 さ ら に オ ンラ イ ン ・リモ ー ト端 末 に よ る計 算 機 利 用 が拡 大 す る。 これ に対 処 す

べ きネ ッ トワー ク化 の技 術 は 、各 装 置 間 の イ ンタ フ ェ ー スや プ ロ トコ ル を含 め て 、各 種 の 規模 で 実

現 され な くて は な らな い 。

オ フ ィス ・オ ー トメ ー シ ョ ン も、 単 体 の ワ ー ド ・プ ロセ ッサ ー の み な らず 、 知 能 端 末 を装 備 した

電 子 オ フ ィス の 出 現 も近 い 将 来 と な ろ う。

ネ ッ トワー ク が張 られ れ ば 、'分散 処 理 の形 態 も い ろい ろ な もの に な る。 い った い、 今 で い う分 散

処 理 と い うの は 何 を指 して い るの で あ ろ うか 、 分 散 ネ ッ トワー ク ・シス テ ム の た めの 製 品 を出 す こ

と をい うの が 、 例 え ばIBMの 言葉 で すSNA(シ ス テ ム ・ネ ッ トワー ク ・ア ー キ テ クチ ュ ア)やS

DLC(同 期 式 デ ー タリンク 制 御 手 順)な どの延 長線 上 に 考 え る場 合 も あ ろ う。 あ る いは 、 そ れ らの製

品 の 源 流 に な っ て い る 考 え方 だ と か 、 資 源 の共 用 化 を あ らゆ る角 度 で推 し進 め よ う とす る具体 的 な

イ メ ー ジ を指 す 場 合 も あ ろ う。

こ こ で具 体 化 す る際 の概 念 的 な分 類 と して 、 通 常 、 次 の3つ が考 え られ る。① 機 能 分 散 ② 負荷

分 散 ③ 負 荷(処 理)と 制 御 の 分 散 で あ る。

機 能 分 散 は 、 そ れ ぞ れ の 機 能 を実 現 す るた め の 専 用機 器 を準 備 す る こ と に な り、 物 理 的 に は 狭 い

範 囲 が 対 象 に な る。 分 散 用 制 御 プ ロ グ ラ ムや プ ロ トコ ル以 外 は 主 に計 算 機 ア ーキ テ クチ ュア の 主 問

題 と して と ら え られ よ う。

負 荷 分 散 は 主 に ホ ス ト計 算 機 が あ って 、 ま わ りにサ テ ラ イ ト計 算 機 が 来 る こ と が 多 く、 サ テ ラ イ

ト側 の 能 力 次 第 で、 単 な る知 能 端 末 を越 えた デー タベ ー ス まで も独 自に持 つ 方 が便 利 に な る と、 判

断 され る よ うに な る か も しれ な い。

この 形態 を さ らに権 力 分 散 した もの と して 、 負 荷 も制 御 も分 散型 に し、 そ れ ぞ れ が 対等 に相 互 に
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利 用 し合 う こ と が3番 目 と して考 え られ る わ け で あ り、ARPAネ ッ ドワー クは その 一 例 とみ なせ る。

以 上 は現 在 考 え られ る分 類 に基 づ い て 整理 して み た の だ が 、 どれ を と っ て もユ ー ザ ー 、 デ ー タベ

ー ス
、 ネ ッ トワ ー ク、 計 算 機 の 順 序 で何 ら かの 形 式 に 階層 化 さ れ て い る と い え る。 した が っ て、 ユ

ーザ ー か らは ネ ッ トワー ク構 造 や
、個 々 の 計 算 機 は見 えな い 。 こ れ につ い て は も う少 し詳 述 した い。

す で に上 の 記 述 中 に も現 わ れ て い る よ うに、 デ ー タベ ー ス も ま た、 今 後 避 け て 通 れ な い ア プ リケ

ー シ ョ ンの1つ で あ ろ う。 デ ー タベ ー ス ・モ デ ル と し'ての い くつ かの 提 案 が 出 そ ろ い、 将 来 は ど こ

ま で 質的 向 上 が 図 れ る か に あ る。 す で にデ ー タベ ー ス 用 のX万 ドル パ ッ ケー ジ が 市 場 に 君 臨 して 久

しい が 、将 来 の デ ー タベ ー ス は 質 、 量 と も に飛 躍 的 な違 い を か も し出 して い る と見 るべ きで あ ろ う。

480年 代 の期待像
●

将 来 の 計 算 機 へ の期 待 を一 口 で 表 現 す れば 、 だ れ もが期 待 通 りに計 算 機 を使 えて 解 答 を得 る こ と

とい え るで あ ろ う。 一 方 で は計 算機 人 口 は 膨 張 す る し、他 方 で は プ ロ グ ラ マ ー が 不 足 す る こ と に な

る。

これ は パ ラ ドッ ク スで も何 で も な くて 、 エ ン ドユ ー ザ ー数 が 増加 す るた め 、 彼 らが使 い こ なせ る

よ うに す るた め の シ ス テ ム ・ソ フ トを供 給 す る プ ロ グ ラマ ー が不 足 す る。 した が っ て アマ とプ ロ と

の厳 格 な区 別 を した上 で の そ れ ぞ れ の ソ フ トウ ェ ア作 成 能 力 を議 論 しな け れ ば な ら ない 。

まず 、使 いや す さ か ら は準 高級 言語 と その プ ロセ ッサ ー の 開発 が 第 一 ス テ ップ で あ ろ う。 従 来 は 、

業 者 そ の他 の 政 策 的 意 図 が か な り存 在 した た め 、未 だFORTRANやCOBOLPL/1が 消 え る気配 す

らな い。FORTRANに お い てはFORTRAN77やFORTRAN82な ど ます ます攻 勢 が か け ら れ て い る。

最初 に遭 遇 す る プ ロ グ ラ ミ ン グ言語 は脳 裏 に焼 きつ くも の ら し く、 過 去FORTRANに いっ た い何 人

が害 を被 って きた こ とで あ ろ うか 。

ユ ー ザ ー か ら見 れ ば ハ ー ドは 見 え るは ず が な い し、 む し ろ、 その 種 の 情 報 は 隠蔽 す べ き もの なの

で あ る。 必 要 な情 報 で 欠 け て い る もの は 、 手 近 か に置 かれ た デ ー タベ ー ス に ア クセ ス す れ ば よい 。

当 然 の こ と な が ら その 時 の ア クセ ス 言 語 は ユ ーザ ー側 に立 っ た もの で あ るべ きで あ る し、 質 問 応 答

形 式 も しか りで あ る。た と えばQBE(QueryByExample)が 評 判 が 良 い こ と も考 慮 さ れ る べ き

重 要 な フ ァ ク ター を持 つ もの で あ ろ う。

い わ ゆ る 人 間 工 学 的 とい うか、 プ ロ グ ラ ミ ング にお け る心 理 が 、 か つ てWeinberg(Psychology

ofProgramming)に よ り論 じ られ た と同 様 に 、 計 算機 利 用 に お け る心 理 学 的 成 果 も待 た れ る と

こ ろで あ ろ う。・

単 に高 級 言語 は エ ン ド ・ユ ー ザ ー に対 す る もの の み で は な く、 シス テ ム ・ソ フ トの作 成 者 に対 し

て も不 可 欠 な もの に な る。 す で に プ ロ グ ラム の保 守 管 理 の 労 力 は膨 大 な もの に なりつ つ ある。 さらに
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将 来 に か け て の 変 化 、 例 え ば 税法 の 改 訂 、 プ ロ トコ ルや イ ンタ フ ェー スの 改 訂 、 デ ー タベ ー ス の拡

充 に よ る影 響 な ど、 起 こ り う る変 化 に対 処 して い か な けれ ば な らな い。 パ ッケ ー ジ に よ り十 分 の 利

益 を得 た あ と に、 パ ッケ ー ジ仕様 の 改 良 が起 こ り うる か も しれ な い。 こ れ ほ どの 規 模 に な る と、 単

に保 守 技 術 とい え る もの で は な く、 問 題 仕 様 や 設 計 に起 因 す る方 が大 きい。 した が っ て 、 設 計 方 法

論 と しての 歯 車 は 提 案 しつ く され た と して も、 そ れ を使 い こ なす 技 術 が引 き続 き工 夫 され ぬ ば な る

ま い。

さ て、 ユ ー ザ ー が増 加 す る話 は して きた が 、 問 題 を計 算 機 が理 解 で きる よ うな 形 に ユ ー ザ ー/プ

ロ グ ラ マ ー が 変 換 す る話 に は触 れ な か っ た。 問題 さ え与 え れば 良 い と い う、 い わ ゆ る 自動 プ ロ グ ラ

ミ ング に つ い て は 、 低 次 元 の 実 現 は あ り得 て も大 した期 待 は で きま い。 初 期 の計 算 機 は 数 値 計 算 装

置 で あ り、 計 算 機 に分 か らせ る よ うに人 間 の 方 が大 幅 に歩 み 寄 っ て い た。 そ れ が 言 語 の 高 級 化 やO
む

S.の 進 歩 に よ り、 人 間 の 方 に計 算 機 を動 か して きた と見 えよ う。

しか し、 まだ ま だ 不十 分 な状 態 で あ る。 将 来 は 、 人 間 は も っ ぱ ら解 くべ き問題 が何 な の か を、 正

確 に 、 か つ厳 密 に言 う こ と に よ り、 あ とはハ ー ドで あ れ ソ フ トで あ れ、 あ るい は 単 に デ ー タベ ー ス

の 検 索 によ るだ け で あ れ、 シ ス テ ム の方 か ら解 答 が帰 っ て く る こと を待 つ ば か りの 姿 を想 像 した い。

人 間 の 方 に計 算 機 が 歩 み 寄 る に は、 人 間 自身 の 解 決 手 法 や発 想 法 が解 明 され る こ と も重要 で あ る。

従 来 の 人 工 知 能 は そ の辺 り を意 識 した もの で あ ろ う。

最 後 に個 人 的 興 味 と して80年 代 も さほ ど遅 くな い時 期 に囲 碁 の有 段 者 クラ ス の 実 力 を持 つ プ ロ グ

ラ ム が 開発 さ れ る こ と を期 待 して い る。 囲碁 には 図 形 処 理 、パ ター ン ・マ ッチ ン グ、 ヒュ ー リス テ

ィ ッ クス知 識 ベ ー ス 、 問題 解 決 目的 指 向 、 意志 決 定 な ど、 ち ょっ と考 え て も ワ ク ワ ク させ られ る よ

うな要 素 が 含 ま れ て お り、 質 量 とも に相 手 をす る の に 不足 は な い と思 え る問題 だ か らで あ る。
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4 ネッ トワー ク化 の動向

1は じめ に

わが 国 に お け る コ ン ピュ ー タの 設 置 台 数 は 、1979年6月 末 現 在 で6万 台 を越 え、 オ ン ライ ン ・シ

ス テ ム数 も同 年3月 末 現 在 で約3,500シ ス テ ム に達 し、 さ ら に その 利 用 形 態 の 多様 化 、利 用 範 囲 の

広域 化 と も相 ま っ て 、 コ ン ピ ュー タは社 会 の あ らゆ る 分 野 で 活 用 され る に至 っ て い る。

こ う した 中 で 、 デ ー タ通 信 シス テ ム は 、 高度 化 と大 衆 化 の2方 向 に発 展 して い く傾 向 を見 せ て い

る。

高 度 化 の側 面 を表 わす もの と して は 、統 合 シス テ ム指 向 が あ げ られ る。 従 来 、 企 業 に お け る コ ン

ピ ュー タ利 用 は個 別 業 務 の シス テ ム化 とい う形 で 進 ん で きた が 、 各 業 務相 互 間 の 情 報 流 通 に よ り企

業 シス テ ムの 最 適 化 を図 るた め 、 これ ら を統 合 した 総 合 的 な シ ス テ ム化 が必 要 と な っ て き て い る。

この よ うな状 況 を反 映 して 、従 来 の1つ の コ ン ピ ュ ー タ を単 独 で 使 う形態 か ら、 複 数 の コ ンピ ュ

ー タ を ネ ッ トワ ー ク に よ っ て結 合 し
、処 理 機 能 の 分 散 化 や デ ー タの 共 用 を図 る形 態 へ の変 化 が生 じ

て きて い る。

一 方 、 わ が国 の 生 活 水 準 は 高度 経 済 成 長 期 に著 し く向 上 し、 国 民 の 意 識 に従 来 の 仕 事 一 辺 倒 か ら

仕 事 も余 暇 も と い う余 暇 指 向 や 、核 家 族 化 に伴 う ドラ イ ブ、 外 食 回 数 の 増加 等 に見 られ る よ うな家

庭 指 向 を もた ら した 。

この よ うな生 活 様 式 の 変 化 を背 景 に生 活 の効 率 化 、 多 様 化 、 セ キ ュ リテ ィ向 上 等 を 目的 と した情

報 化 ニ ー ズ が顕 在 化 しっ つ あ る。

この よ うな情 報 化 ニ ー ズ に対 応 す る シス テ ム の1例 と して は 、 家庭 内 の プ ッシ ュホ ン、 テ レ ビ受

像機 を利 用 したCAPTAINシ ス テ ム が あ り、現 在 実験 サ ー ビス が行 われ て い る。 また 将 来 的 に は プ

ッ シ ュホ ンや ポ ー タ ブ ル端 末 を利 用 した生 活 関 連 情 報 案 内 シス テ ム、各 種 予約 シ ス テ ム等 の 開 発 、

普 及 が 考 え られ る。

今 後 、この よ うな デ ー タ通信 シ ステ ムの 高度 化 お よ び大 衆 化 を通 じて、シス テ ムの ネ ッ トワー ク化

が促 進 され 、1端 末 か ら複 数 の ホ ス ト ・コ ン ピュ ー タへ の ア クセ ス 、 ホ ス ト ・コ ン ピ ュ ー タ間 の相

互接 続 が 可能 に な る な ど、 情 報 処 理 シス テ ム と通 信 ネ ッ トワ ー クが 有機 的 に結 合 した シ ス テ ム が形

成 され て い くもの と思 わ れ る。



336第7部1980年 代の展望一 情報技術 と社会発展の課題

2ネ ッ トワー ク化 の具 体 的 な動 向

次 に、 前 項 で述 べ た デ ー タ通信 シス テ ムの ネ ッ トワ ー ク化 の 動 きが具 体 的 に どの よ うな形 で現 わ

れ て く るか につ い て 述 べ る。

(1)分 散 型 シス テ ム指 向

現 在 の と ころ 、 オ ン ライ ン ・シス テ ムの 多 くは 、 機 能 と負 荷 をホ ス ト ・コ ン ピ ュー タ に集 中 させ

た シス テ ム形 態 を と っ て い る。

しか し、集 中 型 シ ス テ ム には ホ ス ト ・コ ンピ ュ ー タの 規 模 、 通信 回線 の コ ス ト、 シ ス テ ム 全体 の

信 頼1生 ・保 守 性 等 の 面 で 問題 が あ る こ と、 他 方 ミニ コ ン、 イ ンテ リジェ ン ト端 末 の機 能 の 向上 、価

格 の低 下 が 見 ら れ る こ とか ら、 ホ ス ト ・コ ン ピュ ー タの 機 能 の 一部 を端 末 装 置 等 に分 散 させ る こ と

に よっ て 、 ホ ス ト ・'コン ピ ュー タの 負 荷 を軽 減 し、端 末 で行 え る処 理 は極 力 ロ ー カ ル処 理 す る、 い

わゆ る分散 型 シ ス テ ム へ の 指 向 が高 ま っ て い る。

今後 、 この よ うな 分 散 型 シ ス テ ム は次 に述 べ る シ ス テ ム 間 の 結 合 と結 びつ い て 、 ま す ます 発 展 し

て い くもの と思 わ れ る。

(2)シ ス テ ム間 の 結 合

最 近 に お』け るネ ッ トワ ー ク ・ア ー キ テ クチ ュ アの 進 歩 に よ り、機 能 的 に独 立 して い る複 数 の コ ン

ピ ュー タ を通 信 ネ ッ トワ ー クに よ っ て結 合 す る こ と が可 能 と な っ て きて い る。

この よ うな異 シ ス テ ム間 の結 合 は 、企 業 間取 引 の 円滑 化 、 行 政 事 務 の合 理 化 、社 会 ・国 民 生 活 の

向 上 とい う経 済 的 ・社 会 的 ニ ー ズ に応 じて、 今 後 、急 速 に発 展 して い く もの と思 われ る。

(3)デ ー タベ ー ス の 動 向

現 在 わ が 国 に お い て 、 オ ンラ イ ンで提 供 され て い る デ ー タベ ー スは約40種 類 で あ り、 そ の サ ー ビ

ス を行 っ て い る機 関 も、 日本科 学 技 術 情 報 セ ン タ"(JICST)、 日本 特 許 情 報 セ ン ター(JAPATI

C)、 市 況情 報 セ ン ター な ど約10機 関 程 度 にす ぎな い 。 ま た 、提 供 さ れ てい る デ ー タベ ー ス も ア メ リ

カ か ら輸 入 さ れ た もの が多 い。

一 方
、 欧 米 で は現 在 少 な く と も500種 類 以 上 の デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス が提 供 され て い る。 この

デ ー タベ ー ズ の プ ロデ ュ ーサ ー を国 別 に 見 る と、 米 国 が 全体 の70%を 占 め て い る。 ζの よ うに デ ー

タベ ー ス分 野 で圧 倒 的 な地 位 を 占め て い る米 国 に お い て特 に注 目 され るの は 、個 別 の デ ー タベ ー ス

・シス テ ム の発 達 に伴 い、 デ ー タベ ー ス を効 率 的 に共 同利 用 す る た め に相 互 に通信 ネ ッ トワ ー クで

結 び つ ける、 資源 共 有 型 デ ー タベ ー スへ と発 展 して い く動 きで あ る。

わ が 国 にお け る デ ー タベ ー ス ・サ ー ビ スは 上 に述 べ た よ うに 、 まだ緒 に っ いた ば か りで あ るが 、

今 後 、各 種 デ ー タベ ー ス の 整 備 に伴 い、 ア メ リカ に お け る場 合 と同様 、 ネ ッ トワー ク を媒 介 と した
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資 源 共 有 型 デ ー タベ ー スへ と発展 して い くもの と考 え られ る

国 内 シス テ ム の ネ ッ トワー ク化 と と も に、 国 際 間 の ネ ッ トワ ー ク化 も本 格 化 して きて い る。

国際 間 ネ ッ トワー ク ・シ ス テ ム と しては 、 現 在 、 世 界 各 国 の 航 空 会 社 間 で運 航 や座 席 予 約 等 の メ

ッセ ー ジ交換 を行 うこ と を 目的 と す る国 際 航 空 デ ー タ通 信 シス テ ム が あ り、 わが 国 で は1979年9月

か らサ ー ビス を開 始 して い る。

また 、各 国 の銀 行 間 を オ ン ライ ンで結 び、 国 際 間 の 銀 行 業 務 に関 す る メ ッセ ー ジ を伝 送 、 交 換 す

る こ と を目的 とす るSWIFT(SocietyforWorldwideInterbankFinancialTelecommuni-

cation)シ ス テ ム も1981年3月 か ら、 わ が 国 で も サ ー ビ ス を開 始 す るこ と とな っ て い る。

この よ うに国 際 間 の ネ ッ トワー ク ・シス テ ム は 、 ま だ 緒 につ いた ば か りで あ る が、KDDに よ

るICAS(国 際 コ ン ピ ュー タ ・ア クセ ス ・サ ー ビ ス)やVENUS(国 際 公 衆 デ ー タ通信 サ ー ビス.)の

サ ー ビ ス開 始 と相 ま っ て 、今 後 急 激 に増 加 して い くこ と が予 想 され る。

(5)大 衆 化 シ ス テ ム の 進 展

電 話 網 の 全 国 的 な整 備 、 プ ッ シ ュホ ン、 デ ー タ テ レホ ン等 の 簡 易 端 末 の登 場 、 テ レ ビの 普 及 等 個

人 あ る いは 家 庭 を取 り巻 く情 報 環 境 が か な り整 備 され て きて い る。

さ らに、 プ ッ シュ ホ ン を利 用 した 新幹 線 座 席 予 約 シス テ ム、 銀 行 振 込 、 残 高 照 会 シス テ ム も 出現

して きて お り、 大 衆 化 指 向 が1980年 代 の オ ン ラ イ ン情 報 処 理 の1つ の 潮 流 に な る こ とは 想 像 に難 く

な い。

こ う した オ ン ラ イ ン情 報 処 理 の 大 衆 化 を促進 して い くた め に は、 コ ス トと操 作 性 を重 視 し、 か つ

大 衆 の ニー ズ に か な っ た シス テ ム を構 築 す る必 要 が あ る。 特 に マ ン ・マ シ ン ・イ ン タ フ ェ ー ス の 向

上 を低 コ ス トで 実 現 す る こ と が重 要 で あ る が、 そ の た め に は 音 声 入 出 力 、漢 字 入 出 力 、 画 像 入 出 力

等 の高 度 な入 出 力機 能 が ネ ッ トワ ー クの持 つ 集 約 性 か ら得 られ るス ケ ー ル ・メ リ ッ トを生 か した ネ

ッ トワー クの共 用機 能 と して提 供 され る必 要 が あ ろ う。

3ネ ッ トワー ク技 術 の動 向

Aデ ータ通信用端末

デ ー タ通 信 シス テ ム の端 末 オペ レー ター は 、 一 般 的 に は.コ ンピ ュー タ ・シス テ ム に熟 知 して い な

い こ と が多 いの で 、端 末 の操 作 方 法 は極 力簡 単 で あ る こ と が望 まれ る。

ま た、端 末 の 価 格 は セ ン ター ・コ ン ピュ ー タ に比 べ 安 価 で は あ る が、 最 近 では 、 シス テ ム規 模 の

拡 大 に伴 う収 容 端 末 数 の 増 加 、 さ ら には端 末 へ の 付 加 機 能 の追 加 に よ る価 格 上 昇 が加 わ り、 シ ス テ

ム全 体 に 占 め る端 末 経 費 の割 合 は50%を 超 え るケ ー ス も多 く な って き て い る。
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したがって、端末開発 に当たっては、オペ レーターの取 り扱 いが簡易であること、および装置の

価格が低廉であることが重要 なポイントとなっている。

データ通信用端末は、当初 タイプライター技術 を基礎 とした機構部品中心の装置であったが、最

近では電子部品技術の著 るしい進歩により、その姿は大 きく変 わってきた。端末の技術開発傾向は

次の2点 にまとめることがで きる。

(1)機 能の高度化

LSI等 の半導体技術の進歩 により、インテリジェン ト端末のようなプログラム制御形の装置が出

現 し、従来はセンターで行 っていた処理を端末自身でローカル処理できるようになって きている。

このような端末の中には内部 メモ リー容量が0.5メ ガ ・バイ ト程度の ものもあり、ミニ ・コンピュ

ータやオフィス ・コンピュータとの境界 も明確ではなくなって きている。また、漢字処理装置(デ

ィスプレイ、プリンター等),光学式文字読取装置などより使 い易い装置の開発も盛んに行われている。

(2)簡 易化 ・低廉化

データ通信の利用分野 が拡大 し、より簡易にコンピュータを使いたいとの要望が高まり、低廉、

かつ簡易な端末への需要 が大 きく伸びてきている。 この代表的な例がポータブル形の音響結合端末

やデータテレホ ン等である。この種の端末は、いずれも従来の端末に比べ低廉であり、データ通信

の大衆化、利用層の拡大の1つ の きっかけとなるもの と期待されている。

このような簡易端末は、ベーシック手順端末のような伝送制御機能や誤 り制御機能を持たず、端

末からのメ ッセージの内容 をセンター ・コンピュータが識別することによってメッセージの伝送制

御を行 うところから無手順端末 とも呼ばれている。無手順端末はオーダ ・エ ントリー、簡易な事務

処理、照会処理などの分野において、今後幅広 く利用 されていくものと考 えられる。

Bネ ッ トワー ク ・ア ーキテ クチ ュア

1971年 に ア メ リカ でARPA(AdvancedResearchProjectAgency)ネ ッ トワー クの成 果 が

発 表 され て 以来 、 コ ン ピ ュー タ間 の 通 信 が脚 光 を あ び て きて お り、 また個 々 の シ ス テ ム の持 つ デー

タベ ー ス の共 用 や デ ー タ交換 の 必 要性 が高 ま るに つ れ 、 シス テ ム間 の結 合 は ます ます 増 加 す る傾 向

に あ る。7-4-2図 に コ ンピ ュ ー タ ・ネ ッ トワー クの 構 成 例 を示 す 。

分散 型 シス テ ム に お け る イ ンテ リ ジェ ン ト端 末 とホ ス ト ・コ ンピ ュー タ間 の通 信 も、 プ ロセ ッサ

ー相 互 間 を接 続 す る点 で 、 シ ス テ ム 間 の結 合 と同一 で あ り、 この プ ロセ ッサ ー相 互 間 を効 率 よ く結

ぶ た め に考 え られ た の が、 ネ ッ トワー ク ・ア ー キ テ ク チ ュ アで あ る。 こ の ネ ッ トワー ク ・ア ー キ テ

クチ ュ ア開 発 の ね ら い と して次 の 点 が あげ られ る。

(1)セ ンタ ー側 の ソ フ トウ ェ ア 中 、 通信 処理 に か か わ る処 理 階 層 を明確 に し、各 階 層 間 の 通 信 規 約

(プ ロ トコ ル)を 定 め る こ と に よ り 、 業 務 処 理 プ ロ グ ラ ム の標 準 化 を図 り、 プ ロ グ ラ ム作 成 の効
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7-4-1図 コ ン ピ ュ ー タ ・ネ ッ トワ ー ク の 構 成

/

H:ホ ス ト ・コ ン ピ ュ ー タ

FEP:フ ロ ン トエ ン ド ・プ ロ セ ッサ ー

TCP:端 末 制 御 装 置

T:端 末

＼TCP

T

T

T

T

TT

ロ ー カ ル ・ネ ッ ト ワー ク ・

率 化 を 目指 す 。

(2)通 信 規 約 の標 準 化 に よ り、 シス テ ム相 互 間 通 信 を容 易 に 実現 す る。

(3)通 信 回線 の 効 率 的 利 用 を図 る。

ネ ッ トワー ク ・ア ー キ テ クチ ュ アの 標 準 化 は 、 シ ス テ ム相 互 間 通 信 や処 理 の分 散 化 に対 す るニ ー

ズ に応 じるた め に 、早 急 に実 現 さ れ な け れ ば な ら な い重 要 な課 題 で あ り、 この た め 国 内 で は 電 電 公

社 が 中 心.とな っ て 、 デ ィ ジ タ ル ・デ ー タ網 の効 率 的 な利 用 も考慮 したDCNA(Data'Communica-

tionNetworkArckiteCture)と 呼 ば れ る汎 用 ネ ッ トワ ー ク ・アー キ テ クチ ュ アの 開 発 を進 めて

お り、 さ ら に郵 政 省 で は 、 国 家 的 見地 か ら国 際 通 信 網 も含 め た汎 用 コ ン ピュ ー タ ・コ ミュ ニ ケ ー シ

ョ ン ・ネ ッ トワー ク ・プ ロ トコル(CCNP)の 開 発 を進 め て い る。

C通 信網高度化の動向

(1)電 話 網 の機 能 向 上

水 道 ・ガ ス ・電 気 の メ ー ター値 を、遠 隔地 か ら加 入 電 話 網 を利 用 して 自動 的 に読 み取 る、 い わゆ

るテ レメ ー タ リ ン グ ・シス テ ム は 、技 術 的 には 交 換 機 にNRT(NonRingingTrunk)を 付 加 す
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ることによって全国直 ちにどこでも実施できる段階になっている。このシステムでは、交換機のN

RTを 介 した接続方式がとられており、加入電話回線の空 きを利用 して電話機のベルを鳴 らさずに

セ ンターとメーター ・センサーの接続が可能になって くる。

このほか、地震 ・火災等の防災情報や公害情報 を、端末 から必要に応 じて加入電話網 を介 して送

り、これをセ ンターで処理する遠隔監視システムや、スイッチのオン、オフ等の機器の制御 を行 う

遠隔制御 システムの実現も可能になっている。

(2)デ ィジタル ・データ交換網(DDX)

従来の電話網は人対人の通話のために構築 されたものであり、データ通信のような機械対機械の

通信のためにディジタル信号 を伝送するにはいろいろと不満足な点(接 続時間、伝送品質、通信速

度等)が あった。DDXは データ通信やデ ィジタル ・ファクシミリ通信向きに構築された網であり、

1979年12月 に回線交換サービスが、1980年7月 にパケッ ト交換サービスがそれぞれサー ビス開始 さ

れている。

DDXの 特徴は次の通 りである。

① 広範囲の通信速度をカバー200ビ ット/秒 から48Kビ ット/秒 まで広範囲の通信速度が

カバーされている。

② 高い品質 ・信頼性 を実現 ディジタル伝送路 とディジタル交換機を利用することによって

信 号 をデ ィジタルのまま送受信するので、従来の電話網に比べ高い品質と信頼性が実現 されて

いる。

③ 多彩なサービス機能 交換機はプログラム$1櫛型の処理装置であるので、閉域接続、相手

通知、短縮 ダイヤル等のサービス機能が可能となっている。これ以外にも代行、同報通信 などの

機能を付加することも可能である。

(a)回 線交換サービス

回線交換サービスでは、網はディジタル伝送路、ディジタル交換機 を使用しているので、端

末からの信号はディジタル信号のまま伝送 され交換 される。48Kビ ット/秒 までの高速回線 と

の交換 が可能であり、また保留時間により課金する料金体系 となっている。

(b)パ ケット交換サービス

パケット交換サービスは蓄積交換サービスの一種であり、端末相互間で直接情報は転送され

ず、発信端末からのデー タはいったん交換機が受信 した後、2,000ビ ッ ト単位のパケッ トと呼

ばれる大 きさの通信文に区切って相手方の交換機 に送 られ、着信交換機においてパケッ トを元

の通信文に戻す方式である。

このようにパケット交換は蓄積交換方式 をとっているので、伝送効率がきわめて良 く、伝送

コス トが料 金に影響する度合 が低 くなるため、料金体系は全国3段 階制(電 話は14段 階、回線
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交換は8段 階)と 距離 に比較的影響 されない体系 となっている。さらに、蓄積交換方式 をとっ

ているところから異速度端末間通信が可能であるとともに、プロトコル変換等の新 しいサービ

スも容易に提供できるよ うになっている。

(c)DDX網 拡大

1979年 、1980年 にそれぞれサービス開始 した回線交換サービスお・よびパケ ット交換サービス

は、サービス提供地域の拡大 が網 の効用の増大につながることから早期の全国拡大が望まれて

いる。また、アメリカ、ヨーロッパのパケッ ト交換網 との国際接続 により諸外国のデータベー

スの利用や年々国際化する企業の トータル ・ネットワー クの構築が可能 となる。 さらに既存の

低速端末をパケ ット網サービスで利用するためには、電話網とパケット網 との網間接続が必要

であり、このほか加入電話網 とDDX網 の整理、統合 も利用者の利便 を増す ものとして期待 さ

れるところである。

(3)フ ァクシミリ通信の動向

ファクシミリは、書かれたもの を忠実に相手 に伝 えることができ、操作が容易であることから記

録性のない電話や操作 に若干の手間を要する一般のデータ通信用端末に比べ、有利な通信手段 とい

われている。特 に漢字や図面でも容易に送れるとい う特徴は、一般のデータ通信用端末に比べて特

に有利な点である。元来、ファクシミリの最大の難点は通信速度が遅いことであったが、固体電子

技術の進歩 と、情報 をデ ィジタル化する際のデータ圧縮処理により高速の転送が可能となっている。

しかし、データ圧縮機能をファクシミリ端末自体に持たせることは装置価格 を上げることとなるの

で、この機能 を網 に備え、これを共用することが、経済的かつ高速のファクシミリ通信 を実現す る

うえで重要な課題であるといえる。 このために電電公社 により蓄積 ・圧縮機能を有する加入 ファク

シミリ網の構築が計画されている。

(4)画 像処理技術の動向

画像処理 にはテレビ電話、会議電話のような対面通信 も含 まれるが、ここでは、セ ンター ・端末

間で利用者の欲す る時 に画像 を得ることができる会話型 システムを取 り上げることとする。

現在、開発 されているシステムの中には、CAPTAINシ ステムとVRSシ ステムがある。

CAPTAINシ ステムは郵政省と電電公社が1979年12月 に共同実験 を開始 したシステムであり、

一般のテレビ受像機、専用のアダプターお』よび入出力用の リモー ト・キーパ ッドを端末 とし、加入

電話網 を介 してセ ンターと接続する方式をとっている。 このシステムで得 られる画面は静止画であ

るが、経済的 なシステム構成がとられている。一方、電電公社で現在開発が進められているVRS

(VideoResponseSystem)は 一般のテレビ受像機 を用いる点ではCAPTAINシ ステ ムと同様

であるが、回線が電話回線でなく、広帯域伝送ケーブルであるために伝送容量 が大 きく、動画や自

然画 を提供す ることが可能 となっている。
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(5)デ ィジタル総合サービス網(ISDN)

現在の電話網 においては伝送路 としてPCM伝 送路 が多 く用いられているが、交換機での時分割

処理はまだ行われていない状況にある。 しかし、LSI技 術の進歩によりディジタル信 号 処理 が容

易に行 えるようになり、まずディジタル中継交換機の導入 が計画 され、次いでディジタル加入者線

交換機が導入 され、さらに電話機までがディジタル化 されることになると、発信側電話機 から受信

電話機 まで、情報は完全にディジタル信号のまま送信 されることになる。

このようなディジタル電話網では、電話機、データ通信用端末、,コンピュータ、画像端末、ファ

クシミリ端末等を統一的に扱 うことができるものと考 えられる。 このような網は、ISDN(Inte－

7-4-2図 デ ィジ タル総 合 サ ー ビス綱(ISDN)の イ メー ジ

情 報処 理

セ ン ター

中継系
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通信処理セ ンター
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△
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(注)

中継 伝送 路(光 フ ァイバ ー,同 軸 ケー ブル,マ イ クロ,衛 星)

一 加 入 者線(光 フ ァイバ ー)
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gratedServicesDigitalNetwork:デ ィ ジ タル 総 合 サ ー ビス網)と 称 され 、CCITT(国 際

電 信 電 話 諮 問委 員会)の 場 で の検 討 も盛 ん に行 わ れ て お り、 各 国 でISDNの 構 築 に 向 け 、 デ ィ ジ

タル交 換 方 式 、 デ ィ ジ タ ル伝 送 方 式 、 光 ケー ブ ル伝 送 方 式 等 の 開 発 が進 め られ て い る。 参 考 まで に

7-4-2図 にISDNの イ メ ー ジ を示 す 。

4お わ りに

以 上 述 べ た よ う に、 最 近 の デ ー タ通信 シス テ ム の動 向 を見 る と、 そ の利 用 形 態 は ロ ー カ ル処 理 や

機 能 の 目的 別 分 散 の 重 視 とい う観 点 か ら、従 来 の よ う な集 中処 理 方 式 か ら分 散 処 理 方 式 へ と移 行 し

て い く傾 向 が見 られ 、 ま た個 別 の単 独 シス テ ム を相 互 に接 続 して 、 コ ンピ ュ ー タの 処 理 能 力 や デ ー

タベ ー ス を効 率 的 に共 同 利 用 す る コ ンピ ュー タ ・ネ ッ トワー クへ と発 展 して い く動 きが 見 られ る。

こ の よ うな ネ ッ トワ ー ク化 へ の 動 きは 、 新 しい デ ー タ通 信 用 端 末 や ネ ッ トワー ク ・アー キ テ クチ

ュア の 開発 、DDXや 加 入 フ ァ ク シ ミ リ網 の構 築 等 通 信 網 の 高 度 化 、 画 像 処 理 技 術 の進 歩 等 に よ り

急 速 に進 ん で い く もの と予 想 さ れ る。

今 後 、 オ ン ライ ン ・シス テ ムは 、 複 数 の コ ン ピュ ー タ が デ ィ ジ タル網 の ネ ッ トワー ク を介 して 、

プ ッ シュホ ン、 フ ァ ク シ ミ リ、 各種 デー タ通信 用 端 末 等 と有機 的 に結 合 され、 利 用 者 が種 々 の コ ン

ピュ ー タ に個 別 に蓄 積 され て い るデ ー タや処 理 能 力 を経 済 的 かつ 効 率 的 に利 用 で き る総 合 的 な シス

テ ム に発 展 して い くで あ ろ う。

そ して、 こ の よ うな シス テ ムは 、情 報 処理 シ ス テ ム と通 信 ネ ッ トワ ー クが融 合 した イ ンフ ォメ ー

シ ョ ン ・ネ ッ トワー ク ・シス テ ム と して 高度 情 報 化 社 会 の基 盤 に な る もの と思 わ れ る。
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5デ ータベ ース の重 要性

1は じめ に

現代社会ではあらゆる局面でr青報 が氾濫 している。情報の洪水の中にあって、利用者は情報を適

切に取 り扱 えないよ うな環境に追 いこまれつつある。情報を適切 に取 り扱 うためには次の条件が保

証 されなければならない。

(1)情 報が網羅的であること

(2)情 報が最新のものであること

(3)情 報が正確であること

(4)情 報が自分の要求に合わせて収集、加工 されること

こうした条件を保証す るためには、情報の収集、保管、管理にかかわる繁雑 な作業 を専門業者、

専門機関に委託 してしまえばよい。利用者は必要な時に必要な情報 を専門業者、専門機関に問い合

わせることになる。このような発想で構築 された情報の集合体がデータベースである。 このよ うな・

データベースは、コンピュータ技術 と通信技術の展開に伴なって、いまや、日常化 しつつある。と

くに米国においては普及 が著 しい。

さて、日本においても、社会の成熟化が実現 しつつある。社会の成熟化は一方において知識集約

型産業の比重 を大きくさせ、他方にお』いて産業活動の国際化を拡大させる。こうした環境下にあっ

ては 、企業の情報活動もまた高度化 し、かつ国際化することを要請 されることになる。その結果、

企業はこれまでは情報活動 を大学研究所、調査機関、新聞社などに頼ってきたのであるが、これか

らはみずからの手で情報の収集、加工 を行 うことを余儀なくされるであろう。こうした時点におい

て、データベース利用の普及 と高度化は、まさに必然であるといえよう。

こうした視点は実はひとり産業界にとどまるものでなく、学術研究の分野においてはすでに従来

より主張 されてきたことである。

2デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス の 形 態

7-5-1図 同 図 に示 した ほ か に、 大 手 の利 用 者 が プ ロ デ ュ ー サ ー がデ ー タベ ー ス を磁 気 テ ー プ
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7-5-1図 デ ー タベ ー ス産 業 の構 造

バ ッチ方 式 オ ン ラ イ ン 方 式

統合 プ ロデ ューサ ー 統 合 プロ デュー サー 分 業 プ ロデ ューサー

・デ ー タベ ー ス を編 集

・コ ン ピ ュ ー タ ・セ ン

タ ー を維 持
・顧 客 に デ ー タ を郵 送

・デ ー タベ ー ス を編 集

・コ ン ピ ュ ー タ ・セ ン

タ ー を維 持
・顧 客 タ ー ミナ ルへ 回

線 を介 してデ ータを伝 送
‥

・デ ー タベ ー ス を編 集

・デ ィス ト リ ビ ュ ー タ

ー に渡 せ る よ うデ ー

タ ベ ー ス を磁 気 テ ー

プ化 す る。

A

r ,

◎

オ ンラ イ ン・デ ィス トリ ビュー ター

・コ ン ピ ュ ー タ ・セ ン

ター を維 持
・さ ま ざ まな プ ロデ ュー

サ ー のデータ ベ ース を蓄 積
・回 線 を介 し て デ ー タ

を伝 送

!

↓

ブ ロ ー カ ー

・ タ ー ミナ ル か ら デ ィ

ス ト リ ビ ュ ー タ ー の

シ ス テ ム ・ア ク セ ス
・デ ー タ を 顧 客 に 配 送

↓

顧 客 顧 客 中 小 顧 客

・プロ デューサ ー に電

話 か手紙 で デー タ を

注文

・事 務 所 の ター ミナ ル

か ら プ ロ デ ュ ー サ ー

や デ ィス ト リ ビ ュー

ター の コ ン ピ ュ ー タ

に ダ イ ヤ ル 、 注 文 し、

デ ー タ を受 領

・ブロー カー に郵便 ま

たは電 話 で注 文

資料:「THEDATABASESMARKETＬFROST&SULLIVAN(1977.10)

の形 の ま ま購 入 し、 こ れ を自営 の コ ン ピュ ー タ資 源 を用 い て サ ー ビ スす る方 式 が あ る。

利 用 者 側 か ら見 る と、 デ ー タ ベ ー ス ・サ ー ビ スの み で 必要 な情 報 収 集 が可 能 な もの と、 デ ニ タベ

ー ス ・サ ー ビ スの 結 果 を利 用 して さ ら に原 資 料 に別 途 ア クセ ス しな け れ ば な ら ない もの が あ る
。 前

者 を事 実 検 索 、 後 者 を文 献 検 索 と い う。 文 献 検 索 の場 合 原 資料 の 複 写 配 布 サ ー ビス機 能 が必 要 で あ

る。 この よ うな機 能 を持 つ 組 織 を デ ポ ジ ト リー とい う。

さ らに、 デ ー タベ ー ス の メニ ュ ー の 多様 化 に伴 な い 、 利 用者 に デー タベ ー ス に関 す る案 内 サ ー ビ

ス をす る必 要 が生 じて きた 。 こ の機 能 を果 た す 組 織 を ク リア リ ング ・セ ン ター とい う。

デー タベ ー スの 種 類 も また 各 分 野 に わた る。 こ れ を7-5-1表 に示 す 。 こ の 表 に よ れば 、 経 済

お よ び ビ ジ ネ ス に関 す る もの が最 も多 く、 化 学 、 医 学 、環 境 に関 す る もの が こ れ に次 い で い る こ と

が分 か る。
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7-5-1表 ア メ リカ(カ ナ ダ、 メ キ シコ を含 む)・ 西欧 ・日本 の デ ー タベ ー スー 覧

ア メ リ カ 西 欧 ***日 本

国

(カ ナダ ・メキ シコ) 〔西欧進出の米国分を含む)

* **

デー タ オ リジ オペ レ デ ー タ オ リジ オペ レ デー タ オ リジ オペ レ

ペ ース
、

不 一 タ
一 タ ー ペ ー ス

.

不 一 タ 一 夕 ー ベー ス
、

不 一 タ 一 夕 一

分 野 ファイル数 一致 数 フィイル数 一散 数 プアイル数 一数 数

GENERAL 40 22 8 31 28 30 1 1(6) (7}

AGRICULTURE 26 11 3 65 43 31 〔1}

BIOLOGY 5 4 10 10 9

CHEMISTRY 56 34 3 40 31 46 2 2
「

EARTHANDSPACE 3 3 29 19 13 {1)

MATHEMATICS 6 4 3 1{2} (1)

MEDICINE 48 25 4 30 22 20 1

PHYSICS 4 2 11 6 3

AEROSPACE 2 2 3 2

ARMEDFORCES 1 1 1

CIVILENGINEERING 1 1 18 12 8

ELECIRICALENGINEERING 9 8 1 19 12 19

ENERGY 15 8 4 2 3

MECHANICALENGINEERING 9 7 20 10 7 (1)

METALSCERAMICSGLASS 11 9 11 12 9

NUCLEONICS 3 1 18 11 12

PAPERPRINTINGPACKAGING 6 1 1

PETROLEUM 13 6 3 1 1

SEA 7 3 6 3 3

TELECOMMUNICATION, 6 4 2 7 7 5

TEXTILES 1 1 2 2 1

TRANSPORT 14 7 3 5 3 7 (7)

WOOD 3 2 1

ARTLITERATUREMUSIC 2 2 4 2 2

BUSINESSANDECONOMICS 146 87 28 47 24 15 5 3〔3) {5}

DEMOGRAPHYANDGEOGRAPHY 10 9 6 9 7 5

EDUCATION 10 9 3 9 4 2

ENVIRONMENT 38 15 1 8 6 4
●

HISTORY 4 3 3 2

INFORMATIONANDDOCUMENTATION 1 1 6 4 2

LAW 22 16 25 10 9

LINGUISTICS 6 5 8 6 2

PATENTSANDTRADEMARKS 12 5 1 20 7 10 2 1(1) (1)

PHILOSOPHY 1 1 2 2 1

PUBLICADMINISTRATION 28 13 2 10 8 4 ②

RELIGION 2 2

SOCIALSCIENCES 18 7 11 5 4

SPORTS 2 2 1 1 1 1

計 596 337 66 510 330 293111 800 {14)

*

**

***

資料

オ リジネー ターはプロデューサ に同義(デ ー タベースの構築 に従 う者)

オペ レー ターはデ ィス トリビュー タに同様(デ ータベースの流通 に従 う者)

日本 の数字もFUSIDIC記 載 の もの を一応掲 げた

カッコ内は当方調 べの もので 、大学 を除 いてある ファイルの数は未調査

EUSIDIC'78
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3ア メ リ カ に お け る デ ー タベ ー ス ・サ ー ビ ス

ア メ リ カ にお い て は デ ー タベ ー ス ・サ ー ビ ス は い ま や 、 質 も量 も と も に す ぐれ て い る。1965年 に

は 、 デ ー タベ ー ス の 数 は20で あ り、 利 用 者 は1万 人 で あ っ た。1975年 に は 、 これ が300に な り延 べ

100万 人 とな っ た 。

ア メ リ カ にお け る デ ー タベ ー ス の 発 達 には 理 由 が あ る。 第1に は1960年 代 を通 じ て、 政 府 が強 力

な 活動 を行 った こ と に あ る。 まず 、 政 府 自体 が デ ー タベ ー スの構 築 お よ び そ の サ ー ビス を精 力的 に

実 施 した 。 その 結 果 、 農 務 省 のINTERDIS(病 虫 害)、商 務 省 のICIRPAT(特 許)、NTIS(政 府

科 学技 術)、国 防 総 省 のDDC(防 衛)、保 健 教 育 福 祉 省 のMEDLARS(医 学 文献)、TOXICON(毒

物)、環 境 保 護 庁 のENVIRON(環 境 公 害)な ど が開 発 さ れ運 用 され るに 至 っ て い る。 政 府 の 活 動

は さ ら に営 利 団体 や 民 間 企 業 人 の 助 成 に も及 ん で い る。 た と えば 米 国 化 学 会 をは じめ とす る各 種 団

体 が デ ー タベ ー ス構 築 の た め に 、 多 額 の援 助 を受 け 、 また 、 ロ ッ キ ー ド社 やSDC社 な どの 民 間 会

社 は検 索 シス テ ムの 開 発 を受 託 し、 そ の 成 長 の 基 盤 を築 くこ と がで きた。

発 展 の理 由 の 第2は 、 ビジ ネ ス 情 報 に対 す る大 きな 市場 の存 在 で あ る。 特 に 、信 用 情 報 に対 す る

大 きな 需 要 が あ った 。 こ の た め 、 従 来 、 調 査 や 出 版 を業 と して いた 企 業 が デ ー タベ ー ス を副 次 生 産

物 と して構 築 し、 この サ ー ビス を商 用 化 す る よ うに な った 。 この種 の 企 業 に ダ ン ・ブ ラ ッ ドス トリ

ー ト社(企 業信 用) 、TRW社(個 人 信 用)ニ ー ルセ ン(市 場)ニ ュ ー ヨ ー ク ・タイ ムズ 社(新 聞/

雑 誌)な ど が あ る。 業 務 の 自動 化 に よ っ て発 展 した市 況 情 報 サ ー ビ ス も デ ー タベ ー ス 市場 を大 幅 に

拡 大 した 。 この種 の もの にバ ン カー ・ラ モ社(証 券/株 価)が あ る。

一 方 、 この 市場 を見 込 ん で 、 当 初 か ら この 種 の サ ー ビス を特 化 して行 う企 業 が出 現 した。 その 代

表 的 な もの がDRI社(経 済/ビ ジ ネ ス)で あ る。

さ らに 、 こ の よ う なデ ー タベ ー ス を利 用 者 へ流 通 す る デ ィス トリ ビ ュー タ が出 現 した。 か れ ら は、

本 来 、 コ ン ピュ ー タや ネ ッ トワ ー ク な ど の設 備 を所 有 し、利 用者 に 計算 や 通 信 の サ ー ビス をす る業

者 で あ っ た が 、 こ れ にデ ー タベ ー ス の オ ン ラ イ ン ・サ ー ビス を付 け 加 えた 、 こ の種 の業 者 が も と も

と活 溌 に行 動 して い た こ と が 、 デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス を促 進 させ る こ と に な っ た。GE社 、AP

P社 、 ラ ピ ダー タ社 な ど が そ の例 で あ る。

こ うして ア メ リ カの デ ー タベ ー ス ・サ ー ビ ス市場 は現 在 で は10億 ドル を超 え るに至 っ て い る と推

定 され る。 しか も その 成 長 率 は6～9%で あ る と見 る こ とが で き る(7-5-2表 参 照)。

こ うして ア メ リ カの デー タベ ー ス ・サ ー ビ スは す で に 業 と して成 立 し、 ヨ ー ロ ッパ に も市 場 を拡

大 して い る。 しか も、 い ま や 日本 へ の 進 出 も行 お う と して い る。



348第7部1980年 代 の展 望一 情 報 技術 と社 会発展 の課 題

7-5-2表 ア メ リカ ・デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス 市場

市 場 分 野

現 イ犬.(1976年) 将 来

売 上 高

(百万ドル)

売上比率

(%)

提供

方式

オンライ ン

バ ッ チ 別

売 上 比 率

年 成 長 .率 予 測 予 測 売 」二腐

1976～1980 1980～1985

1980年 1985年
成長率 平 均 成長率 平 均

科 学 技 術 情 報 7 0.9%

オ

ン

ラ

イ

ン

19%

(140百万 ドル)

10%

17.0%

8%

8.6%

10

(百万ドル)

15

(百万ドル)

経済/計 量経済情報 65 8.8 20 15 135 270

市 場 情 報

(証券/株 価)
55 7.4 10 5 80 100

ビ ジ ネス ・ニ ュ ー ス 4 0.5 25 15 10 20

法 例 ,検 索 9 1.2 20 10 20 30

企 業 信 用 情 報 225 30.4
バ

ッ

チ

81%

(600百万 ドル)

10

8.3%

5

6.7%

330 420

消 費 者 信 用 情 報 125 16.9 5 5 150 195

特 定 の マ ー ケ ッテ ィ

ン グ 情 報
250 33.8 10 10 365 590

総 計 740 100 100 L100 1,640

資料:THEDATABASESMARKET"FROST&SULLIVAN(1977年10月)

4日 本 に お け る デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス

日本 にお け る デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス は70年 代 前 半 に始 ま る。民 間 業 者 で は 、 日本 経 済 新 聞 社

(経済 デー タ)、紀 伊 国 屋 書 店(科 学 技 術 文献)、東 京 商 工 リサ ー チ(企 業 デ ー タ)な ど が 、政 府 関 連 機

関 で は 、 日本科 学 技 術 情 報 セ ン タ ー(科 学技 術 文 献)、 日本 特 許 情 報 セ ン ター(特 許 デ ー タ)な ど

が 、 この 時期 に活 躍 を開始 して い る。

70年 代 後 半 に入 っ て か ら この 分 野 は着 実 に発 展 を続 け て お り、 さ ま ざ まの性 格 を持 つ 主 体 が 参加

す る よ うに な っ た。 そ れ は 民 間 企 業 、 非営 利 団 体 、大 学 、政 府 関連 機 関 に及 ぶ 。

民 間 企 業 と して は 、 さ ま ざ まの 業 種 か らの 参 入 が続 い て い る。 そ れ ら は、 調査 会 社 、新 聞社 、 書

籍 輸 入 業 、 計 算 セ ン ター 、銀 行 、 製 造 業 に わ た る。 これ らの 業 者 の 企 業 規 模 は一 般 に小 さい。 し か

し、1980年 には 、 これ ら業 者 が デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス 業 懇 談 会 を結 成 す る まで に こ の業 界 は 成 長

した 。

一 方
、 政 府 関 連 機 関 は 、潤 沢 な 資金 を利 用 しつ つ シス テ ムの 規模 拡 大 とサ ー ビスの 向上 を図 っ て

い る。 さ らに、 大 学 や一 部 の 非 営 利 団 体(例 えば業 界 団 体)は 独 自の サ ー ビス を行 っ て い るが 、 こ

れ らは 閉 じた市 場 を形 成 して い る。 これ 以 外 に も、 デ ー タベ ー ス処 理 、 す な わ ちそ の機 関 の 固 有 業

務 で あ るよ うな 閉 じた シ ス テ ム が 多 数 あ る(労 働 市 場 セ ンタ ー 、み ど りの窓 口)。
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7-5-3表 日本における情報提供サービス業の規模

年
1973 1974 1975 1976 1977 1978

情 報 サ ー ビ ス

全 事 業 所 数
1,105 1,322 1,276 1,276 1,640 1,672

欝 ㌃ 晶(人) 47,675 58,723 57,164 59,025 71,641 77,087

情報 サ ー ビス全売上(百 万 円) 167,162 245,263 275,090 306,966 412,581 460,241

情報提 供 サ ー ビス

企 業 数
153 163 133 147 159

情報提供サービス

事 業 所 数
220 265 256 221 278 302

情報 提 供 サ ー ビス

EDP化 事 業所 数
36 40 31 34 41 42

覧報提供サービ1(百 万円)
7,620 13,046 14,376 12,055 23,811 27,069

出 所:通 産 省 ・特定 サ ービ ス業 実態調 査

注1:情 報 サ ー ビス業 には 日本標 準産 業分類Lサ ー ビス業の うち、産 業 分類番 号(小 分類)851、 情報

サ ー ビス業 、の全部 ソフ トウェ ア業 、情 報処理 サ ー ビス業 、 情報提 供 サ ー ビス業 、 その他

の情 報サ ー ビス業 が含 まれ る。

注2:上 記 調査 は原則 と して事 業所単位 の調査 で あっ て、企 業 数 は厳 密 な意味 で事 業所 数 に完 全 に対

応す るもので は ない。

日本 に お け る情 報 提 供 サ ー ビ ス業 の市 場 規 模 を7-5-3表 に示 す。 その 大 き さ は1978年 に お い

て270億 円 で あ るが 、 デ ー タベ ー ス ・サ ー ビ ス業 の 市場 は この う ち100億 に及 ぶ と推 定 され る。

この 市 場 規 模 は人 口比 修 正 を ほ ど こ して み て も、 ア メ リカ に比 較 して10年 、 ヨー ロ ッパ に比 較 し

て5年 遅 れ て い る、 と見 な さ れ て い る。

こ こ で特 記 す べ き こ とは 、 現 在 日本 に お い て流 通 して い るデ ー タベ ー ス に海外 に よ っ て 生産 され

た もの が少 な く ない こ とで あ る。「CAS」 「MEDLARS」 の科 学 技 術 文 献 、DRIの 経 済 デ ー タな ど が

そ れ で あ る。 この傾 向 は さ らに促 進 さ れ るで あ ろ う。KDDのICASの 開通 と と も に、「ニ ュ ー

ヨー ク ・タ イ ムズ情 報 バ ンク」 や ロ ッキ ー ド社 、SDC社 、CIS社 の デ ー タ ベ ー ス群 の 日 本 に お

け る流 通 が なされ て い る。

こ こで 日本 に お け る代 表 的 な サ ー ビ ス機 関 を紹 介 す る。 ひ とつ は 民 間 業 者 の 日本 経 済 新 聞 社 、 ひ

とつ は 政府 関連 機 関 の 日本 科 学 技 術 情 報 セ ン タ ー で あ る。

(1)日 本経 済 新 聞 社

この 企 業 は 、 経 済 デ ー タベ ー ス に関 す る総 合 プ ロ デ ュー サ ー と して、NEEDSと 称 す る デ ー タベ

ー ス ・サ ー ビス を行 っ て い る
。

民 間 の 業 者 で あ る だ け に 、利 用 者 の 立 場 を考 え 、 多 角 的 なサ ー ビ ス を提 供 して い る。 ま ず 、情 報

の メニ ュー が豊 富 で あ る。 経 済 総 計 か ら企 業 デ ー タ、株 価 デー タ、 さ らに は エ ネ ルギ ー統 計 や 新 聞

の 記事 情 報 に い た る。 ま た 、 サ ー ビ ス の形 態 も 多岐 に わ た る。 オ ンラ イ ン ・サ ー ビス 、 磁 気 テ ー プ
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提 供 サ ー ビス 、 ハ ー ド ・コ ピー提 供 サ ー ビス が あ り、 オ ン ラ イ ン ・サ ー ビス に して も 自社 の 設 備 に

よ る もの と、 一 般 の 商 用 計 算 業者 の 設 備 に よ る もの とが あ る。

こ の企 業 は 自 らが作 成 した デ ー タベ ー ス を提 供 す るの み な らず 、 他 業 者 の 作 成 した デ ー タベ ー ス

(例 、興 銀 財 務 デ ー タ)も 販 売 して 、 サ ー ビス の 多 様 化 を図 って い る。 海 外 の デ ー タベ ー ス の 導 入

(DRI社 デ ー タベ ー ス 、 ニ ュー ヨ ー ク ・タ イ ム ズ社 情 報 バ ンク)に も熱 心 で あ る。

さ ら に、 デ ー タベ ー ス を活 用 す る た め の各 種 の 計 量 経 済 モ デ ル を開発 し、 利 用 者 が そ の ソ フ トウ

ェ ア を 自由 に使 用 し うる よ うに な っ て い る。

この よ うに、 本 シ ス テ ム は徹 底 して利 用 者 志 向 型 で あ る。 民 間 業 者 の よ い発 想 が うか が われ る好

例 で あ る。

(2)日 本 科 学 技 術 情 報 セ ン ター

この セ ン ター は 日本 に おけ る科 学 技 術 情 報 の 中枢 機 関 と して 設 立 され た特 殊 法 人 で あ る。 業 務 は

刊 行 物 の サ ー ビ ス、 磁 気 テ ー プ提 供 サ ー ビス お よ び機 械 検 索 サ ー ビ ス に大 別 され る。

こ こで は 刊 行 物 サ ー ビス と機 械 検 索 と を含 め て コ ン ピ ュー タ化 さ れ て い る。 こ れ を総 合 情 報提 供

シ ス テ ム と称 して い る。 この シス テ ム は記 事 フ ァ イ ル作 成 、 記 事編 集 、 用 語 管 理 、 資 料 管 理 お よ び

検 索 の機 能 を含 み、 オ フ ラ イ ン お よ び オ ン ラ イ ンで稼 動 され る。

この セ ンタ ー は3種 の デ ー タベ ー ス を提 供 して い る。JICST理 工 学 文 献 フ ァイ ル 、CAS化 学

文 献 フ ァ イ ル お よ びMEDLARS医 学 文 献 フ ァイ ル で あ る。 第1の もの は こ こで作 成 して い る が 、

あ との2つ は輸 入 した もの で あ る。

オ ン ラ イ ン ・サ ー ビス は シ ス テ ム名 をJOISと 称 し、 電 話 型 公 衆 回線 を利 用 して提 供 さ れ る。 サ

ー ビス地 域 は順 次 全 国へ 拡 大 して い る
。

この機 関 は政 府 が 支援 す る機 関 に ふ さ わ し く大 きな 予 算(年 間30億 円 強)を 与 え られ て い る。

5技 術上の問題点

デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス が 実 現 さ れ る前 提 と して は 、 まず デ ー タベ ー ス を構 築 す る こ と、 っ ぎ に

デ ー タベ ー ス を流 通 す るた め の 設 備 を用 意 す る こ と、 この2つ が必 要 で あ る。 この2つ の要 件 を満

た す た め には 大 きな 固定 費 が か か る。 した が って 、 デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス の 経 済性 を確 保 す る た

め には 、利 用 者 の 拡 大 、利 用頻 度 の 増 大 が条 件 と な る。 つ ま り、 規 模 の 効 果 に依 存 しな け れ ば な ら

な い。

利 用頻 度 の 増 大 に 当 た っ て は 、 利 用 コ ス トを低 減 す る こ と が第1の 要 請 と な る。 つ ま り、 一 方 で

は デ ー タベ ー ス構 築 費 用 を抑 え、 他 方 で は デ ー タベ ー ス流 通 費 用 を削 る必 要 が あ る。

(1)デ ー タベ ー ス構 築 技 術
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デ ー タベ ー ス構 築 費 用 は 、 主 と して 入 力 作 業 にか か わ る。 こ こで は、 現 在 で は デ ー タの 評 価 、要

約 な ど に知 識 集 約 型 の 労働 を必 要 と して い る。 も し、 文 章 の 自 動構 文 解析 、 自動 索 引作 成 が可 能 と

なれ ば 、 その 効 果 は顕 著 で あ ろ う。 次 に、 現 在 は デ ー タ の コ ン ピ ュー タ可 読 型 へ の変 換 が 険路 に な

って い る。 そ れ ゆ え光 学 的 認 識 、 音 声 認 識 の 実 用 化 の 効 用 は こ こで は き わめ て大 きい 。

② デ ー タベ ー ス流 通 技 術

デ ー タベ ー スの 流 通 費 用 は 、 コ ン ピュ ー タ費 用 、端 末 費用 お よび 通信 費 用 で あ る。 した が っ て、

これ らの 費 用 の 削 減 は利 用 者 の 利 用 コ ス トに直 ちに影 響 を及 ぼ す 。 この 方 面 へ の 技 術 的 進 歩 は こ れ

まで も顕 著 で あ り、 今 後 も顕 著 で あ ろ う。

利 用 頻 度 の 増 大 に対 す る第2の 要 請 は 、 使 いや す い技 術 の確 立 で あ る。 マ ン ・マ シ ン ・イ ン タ フ

ェ ー ス の洗 練 化 は 利 用 者 層 を拡 大 す る で あ ろ う。 こ の た め に は 、 日本 語 処 理 、 コマ ン ドの 標 準 化 、

案 内 サ ー ビス の 装 備 な どが 必要 で あ る。

さて 、 デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス は 現 実 に は さ ま ざ ま の 経営 主 体 が参 加 す るネ ッ トワ ー ク を経 由 し

て行 わ れ る こ と に な る。 つ ま り、 多 様 な デ ー タベ ー ス を その 内 に含 む ネ ッ トワー クが こ こ に 出現 す

るこ と に な る。 こ う した シ ス テ ム を効 率 的 に、 しか も便 利 に利 用 す る た め に は 、分 散 型 デ ー タベ ー

ス、 ネ ッ トワー ク ・ア ー キ テ クチ ュア の 研 究 と開発 が要 求 さ れ る こ と に な る。

6制 度上の問題点

(1)公 共的データベースの公用

公共的データベースは、現在、その大部分 を政府機関が所有している。これらのデータベースは

多 くの場合未公開であり、公開が定められているものは統計法に基づく指定統計と総理府設置法に

基づく公文書に限 られる。

指定統計に関 していえば、大部分のものが印刷物の形態で公表 され、磁気テープの形態で民間に

提供 されてるものは局限 されている。それは、関税統計(日 本関税協会経由)や 産業連関表(通 産

調査会経由)な ど数種類のものにとどまる。

公文書に関 していえば、これに磁気テープを含むとされ て いるが、その索引の刊行は法的には

義務づけられてはいない。 しかも、文書管理規程上、大部分のものは公文書 として扱 うことのでき

ない資料 として処理 されている。

こうした実態よりすれば、政府所有のデータベースについていえば、その公開と、クリアリング

機構 において、利用者にとりきわめて不十分の状態 にある。

ひるがえってアメリカの事情 を見ると、公共的情報に関 しては、商務省の統計局や技術情報サー

ビス局(NTIS)に おいて、公共的デー タベースの積極的な公開が実施 されている。
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(2)J著 作 権

デー タベ ー ス に 関 す る著 作 権 につ い て は 、 その取 り扱 い が未 だ確 定 して い な い 。 この 面 に お い て

先 進 的 な ア メ リカ にお い て も、 新 法 の施 行 に お い て な お未 確 定 の ま ま残 され 、CONTU(著 作物 の

新 しい技 術 的 利 用 に関 す る連 邦 委 員 会)の 検 討 にゆ だ ね られ て い る。

7各 界 からの関心

データベースに対する関心は、この数年来 にわかに高まっている。 したがって、この分野 におけ

る各種の提言 も多い。以下、そのうち代表的 なものについて引用する。

(1)国 際情報ネッ トワーク委員会(委 員長猪瀬博、事務局 日本情報処理開発協会1978年3月)

本委員会は 「国際情報ネットワークの振興のために」 という提言 を示 している。内容は次のとお

りである。

① 情報資源の整備

●情報資源の開発

●情報資源の効率的流通機構の確立

●国際データ通信網等の整備

② 技術的問題

●標準化の推進

●技術開発および機能の拡充

(2)科 学技術情報活動推進懇談会(委 員長加藤辮三郎、事務局科学技術庁、1978年12月)

本委員会は 「科学技術情報活動推進の目標 と施策 について」 とい う検討結果を公表 している。こ

こでは、5年 間に推進すべ き施策として、次のような提案がなされている。

① データベースの拡充

② オンライン ・サービスの拡充

③ 一次情報サービスと各種案内サービスの強化

④ 国内諸機構の育成

⑤ 国際協力活動の推進

⑥ 科学技術情報活動の円滑化

⑦ 筑波地区におけるモデル活動の推進

(3)デ ータベース産業研究会(委 員長田中京之介、事務局産業材料調査研究所、1979年3月)

本委員会は取 り組むべ き課題 として、'次のような提言 を行っている。

① データベース作成に対する助成措置の確立
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② 各種の情報拠点の育成

③ 関連技術開発の強化

④ オンライン流通面の施策の展開

⑤ 回線利用制限の緩和および回線利用料金の低廉化

⑥ 各種制度 ・法制度の整備(官 公庁データのオLプ ン化の前進)

⑦ データベース ・オブ ・データベースの形成

⑧ データベース振興のための団体の設立

(4)学 術審議会学術情報資料分科会(委 員長長倉三郎、1979年8月)

本委員会は 「今後 にお』ける学術情報システムの在 り方 について」という中間報告 を発表 している。

この中で新 しい学術情報システムの考え方 と整備の方策 として、次のような提案 を行っている。

① 一次情報の収集 ・提供機能の充実

② 情報検索 システムの確立

③ データベース形成の促進

(5)公 共的データベース推進調査委員会(委 員長松田武彦、事務局 日本情報処理開発協会、1980年

2月)

本委員会は公共的データベース形成推進の基本的あり方についての提言を次のように行っている。

① 公共的データベース形成の必要性 とその推進基本計画の策定

② 公共的データベースの利用の組織化(ク リア リングハウス機能の充実)

③ 公共的情報の管理方式の確立

(6)情 報処理に関する懇談会(委 員長池浦喜三郎、事務局経団連、1980年5月)

本委員会は 「産業界における情報化の現状と問題点」 という報告 を発表 し、その中でデータベー

については次のような言及 を行っている.

① 政府所有のデータベースの公開

② 仲介業者の育成

③ 著作権等法制の整備

(7)デ ータベース ・サービス業連絡懇談会(委 員長赤司正記、事務局 日本情報処理開発協会、1980

年5月)

本委員会は 「データベース ・サービス業振興のための提言集」 を公表した。その要点は次の通 り

である。

① データベース ・サービスにかかわる言者権利の明確化とその保護

② 各種の標準化の促進

③ 通信回線利用制度の改善
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デ ー タベ ー ス の構 築 ・維 持 へ の 直 接 の助 成

デ ー タベ ー ス 関連 技 術 開 発 の促 進

イ ンフ ォメ ー シ ョ ン ・スペ シ ャ リス トの育 成

政 府 保 有 デ ー タの 適 切 早 急 な公 開

公機 関 の デ ー タベ ー ス利 用機 運 の醸 成

ネ ッ トワー クの構 築 と有 効 利 用

公共 ・民 間 サ ー ビス の適 切 な分 担 、協 力 関 係 の樹 立

デ ー タベ ー ス の ク リア リ ング機 関 の 実 現
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6情 報 の公 開 につ いて

1行 政情報 の公開

A諸 外国における情報公開法制定状況

昨 今 、 わ が国 に お い て も国 や 地 方 公 共 団 体 が握 っ て い る情 報 を国 民 の 請 求 に応 じて 公 開 させる「情

報 公 開法 」 の 制 定 要 望 が野 党 や 法 律 家 、消 費 者 ・市 民 運 動 団 体 の 方 面 か ら強 く出 て い る。

この よ うな動 きは 、 ロ ッキ ー ド ・グ ラマ ン事 件 な ど に お い て 政 府 情 報 が公 務 員 の 守 秘 義 務 等 の 壁

には ば まれ て 入 手 で きず 、 政 治 責 任 の追 求 に十 分 な 成 果 を あげ 得 な か っ た こ と、 あ る い は環 境 保 護

や消 費者 保 護 と い っ た領 域 で も国 民 の要 求 す る情 報 が 行 政 機 関 か ら なか な か開 示 して も ら えな い こ

と な ど、情 報 の 取 り扱 い に関 す る現 状 へ の 不満 あ る い は批 判 的 見 解 を前 提 と した もの で あ る と い え

よ う。

諸 外国 に お いて は 、 すで に欧 米 を中 心 と して 法 律 の 判 定 が相 次 い で い る。歴 史 的 に見 る と、情 報

公 開法 的 な法 律 は ス ウ ェ ー デ ン に お い て1766年 に制 定 さ れ た 出版 自由 法 が最 も早 い もの で あ る とい

わ れ て い る。

各 国 にお け る情 報 公 開 に 関 す る法 律 の制 定 状 況 を一 覧 して み る と、7-6-1表 の と お りで あ る。

この ほ か、 オー ス トラ リア 、 カ ナ ダ に お い て 法 案 が 国 会 で 審 議 中 で あ る とい わ れ て い る。 ま た 、

州 レベ ル にっ いて み る と 、 ア メ リ カで は 、州 法 に よ りほ と ん ど の州 が 情 報 公 開制 を採 用 して お り、

カ ナ ダで も ノバ ・ス コ シ ア州 お よび ニ ュ ー ・ブ ラ ン ズ ウ ィ ッ ク州 の 両州 が制 度 化 して い る。

これ ら各 国 の情 報 公 開 に 関 す る法 律 は 、 それ ぞ れ の 国 情 や考 え方 を反 映 して 多 少 内 容 が 異 っ て い

るも の の 、次 の よ うな共 通 的 な特 徴 が み られ る。

(1)国 や地 方 公 共 団 体 等 が保 有 す る情 報(公 文 書 類)は 公 開 を原 則 と して い る こ と。 た だ し、 一 定

の適 用 除 外事 項 を設 け 、国 防 、 外 交 、 犯 罪 捜 査 や 個 人 の プ ラ イバ シー に関 す る情 報 等 は 非 公 開 と し

て い る こ と。

(2)国 民 に情 報 の 閲 覧 や コ ピ ー を請 求 す る権 利 を与 えて い るこ と。

(3)申 請 に対 して 国 や 地 方 公 共 団 体 等 は 、一 定 期 日内 に公 開 、非 公 開 の 決定 を し な けれ ば な ら な い

こ と。
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(4)非 公 開 処 分 に対 して は 、司 法 機 関等 に よ る救 済 の 道 が 開 かれ て い る こ と。

な お、 わ が国 に お け る情 報 公 開 に 関 す る各 種 提 言 等 は 、 ア メ リ カの法 律 か ら多 大 の ヒ ン トを得 て

い る感 が強 いの で 、 次 に ア メ リ カの 「情 報 の 自 由 に関 す る法 律 」 にっ いて概 論 す る こ と とす る。

Bア メリカ情報の 自由に関す る法律

(1)法 律 制 定 の経 緯

「情 報 の 自 由 に関 す る法 律 」(FreedomofInformationAct.以 下 「FOIA」 と い う)は も と も と

1946年 の 行 政 手 続 法(AdministrativeProcedureAct.以 下 「APA」 とい う)第3条 の 改正 法 と

して1966年 に制 定 され 、1967年 に合 衆 国 法 典 第5編 第552条 と して法 典 化 され た も ので あ る。

FOIAはAPAに 比 し情 報 を比 較 的 容 易 に入 手 す る こ と がで きる道 を開 い て い る。 両 者 の特 徴 点 を

対 比 す れ ば7-6-2表 の と お りで あ る。

この よ うな特 色 を持 っ た1976年FOIAも 、実 際 に運 用 して い く過 程 で 多 くの 欠 陥 を持 って い る こ

とが 判 明 した こ と、 また そ の後 、 ウ オー タ ー ゲ ー ト事 件 が 明 るみ に出 て 政 府 の秘 密 主義 へ の 批 判 が

高 ま っ た こ と等 か ら、 連 邦 議 会 も改正 を検 討 す る よ うに な り 、1974年 に大 幅 に改正 され る こ と と な

7-6-1表

各国における情報公

開に関する法律 の制

定状況

7-6-2表

APAとFOIAの 比較

国 名 法 律 名 制 定 年'

ス ウ ェ ー デ ン 出 版 の 自由 に関す る法律

現 行法 一出版 の 自由 に関す る法律

1766

1974

ブ イ ン ラ ン ド 公文書の公開性に関する法律 1951

ア メ リカ合衆 国

行政 手 続法
情 報 の 自由 に関 す る法 律

同法改 正
サ ン シャイ ン法

1946

1966
1974
1976

西 ドイ ツ
ボン基本法
行政手続法

1949

1977

デ ンマ ー ク 行政公開法 1970

ノ ル ウ ェ ー 公 行政 の 文書 へ の公衆 の アクセ ス
に関 す る法律

1970

フ ラ ン ス
行政 と公衆 の関係 改善 の ための諸措置 と行政 的'・社会 的 ・財政 的諸 規定 を含 む法律

η

1978

オ ラ ン ダ 公的情 報へ の ア クセ ス に関す る法 律 1978

APA FOIA

情報を請求できる者
「正 当 に かつ直 接 に関係

あ る者」 に限 定
.「何 人 」 もで き る

適用除外事項
「公益上秘密 を要する権i能」という

抽象概念規定にとどめる

国家 の防 衛 、外交 に関 す
る秘 密 な ど9事 項 を列挙

違法な開示拒否に対する
司法的救済

規定 な し
連邦地方裁判所等に訴訟
を提起できる
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った。

主要な改正点は、(1)kllEx?の対象を政府の支配する法人まで拡大 したこと ②国家の安全 に関する

秘密も裁判所の非公開調査の対象 とすることとしたこと ③開示要求から開示までの 日数 を原則10

日とし、不当開示拒否責任者に身分上の制裁を課する手続 を定めたこと等であり、これにより制度

の適正 な活用を図ることとした。

(2)制 度の概要

1974年 改正法の概要を示すと次のとおりである。

① 資料開示制度の対象 となる機関連邦政府の行政機関、政府の支配する法人

② 関係資料の範囲

(a)資料開示を求める市民のための手引 として官報により開示すべ きもの 手続 きに関する規

則、法解釈および運用方針の一般的宣言、担当者など

(b)国民の要求に応 じて開示すべきもの 行政処分の理由書お』よび処分過程における決定、法

解釈及び運用方針、執務要領、部内通達 など。

なお、国民からの要求に応 じて開示すべ き情報 にっいては、あらかじめ索引を作成 し、公開

しなければならない。

(c)その他の一般文書

(d)開示義務除外事項一 ⑦ 国家の防衛、外交に関する秘密であって大統領行政命令に定める

類型のもの@機 関内部の人事関係資料 ◎ 法律により除外 された事項 ㊤ 営業上の秘

密 ㊨ 機関部内 または機関相互関の連絡文書であって、法令上、訴訟当事者にも開示する義務

のないもの ◎ 開示により個人のプライバ シーを不当に侵害するもの ㊦ 法執行(捜 査、

調査、警備等)の 記録であって、開示により法執行上支障を生ず るもの ◎ 金融関係機関の

調査記録 ◎ 油田、ガス田に関する調査記録

ただ し、開示 し得 る部分と上記秘密に係る部分 とがあるときは、当該秘密の部分 を削除 して

開示すべ き義務がある。

③ 開示請求者の範囲

一般大衆の誰でもで きる(米 国籍を持たない者を含む)

④ 開示に関する手続

(a)開示期限 開示要求 を受けた機関は、原則 として10日 以内に開示の有無の決定を行わなけ

ればならない。 、

(b)開示拒否に対する救済一 決定が要求を満たさない場合は、当該機関の長に対 して異議申し

立てを行 うことがで きる。

異議の却下、開示期 限の延長 については、裁判所に対 して訴訟 を提起で きる(原 則 として、
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全 て の訴 訟 の裁 判 日程 に優 先 して取 り上 げ ら れ る もの とす る)

また 、裁 判 所 は 、 行 政 機 関 が拒 否 した 資 料 が 、適 用 除 外 事 項 に当 た る か ど うか にっ き非 公 開

で調 査 す る こ と がで き る。 開 示 拒 否 の正 当 性 の 挙 証 責 任 は 、 行 政 機 関 が負 う。

(c)開示 の 費 用一 有 料 とす る。 た だ し、 減 額 、免 除 で きる。

⑤ 議 会 へ の 報 告

各 行 政 機 関 は、 毎 年 議 会 に対 して 同 法 の 運 用 状 況 を報 告 しな け れ ば な ら ない。

Cわ が国における情報公開の動き

(1)国 政 レベルでの対応

政府では、1979年12月 、内閣審議室に専門担当官を配慮するとともに、各省庁 からなる連絡会議

を設け、情報公開問題にっいての検討を行ってきており、1980年5月27日 の閣議で 「情報提供に関

す る改善措置等 について」 を了解 し、当面の改善措置を決めた。

閣議了解の内容は、① 情報提供のための手続 き、窓口の整備 ② 目録作成など情報提供の充

実 ③ 情報提供に関する国民への周知 ④ 情報の体系的分類、保管 ・保存方式等の見直 しと公

開基準の策定など今後の検討事項の4項 目からなっている。

また、立法化の問題にっいては、諸外国における法制や運用実態の研究を行 うなどわが国の実情

に合った情報公開に関する法制化の諸問題にっいて幅広 く検討を進めることとしている。

一方、各党においてもロッキー ド事件を契機 として多 くの政党が1青報公開法の制定を選挙の際の

公約に掲げているが、本年6月 の総選挙では、全野党が政策の重要な柱 として掲げている。

さらに、民社党では第91回 国会において公文書公開法案を提出 したほか、社会、共産、新自由ク

ラブの各党では既に情報公開法の要綱や大綱を発表 している。

(2)地 方公共団体における取 り組み

自治省が1980年5月26日 に発表 した地方公共団体 にお』ける情報公開に関する検討状況の調査結果

によれば、調査対象47都 道府県と10指定都市の うち、約40%に 当たる23団体が情報公開に積極的な

姿勢 を示 しており、公開制度 を設けようとい う動 きが広がっているこ とがうかがえる(7-6-3

表参照)。

7-6-3表

情 報公 開制 度 の検 討

状 況(1979年4月1日

現 在)

検討中 10団 体
2府(京 都 、大 阪)
6県(埼 玉 、神奈 川、愛 知 、滋 賀、兵庫 、広島)

2市(京 都 、神戸)

80年 度 か ら検討 開始 6団 体 6県(群 馬 、富 山 、山 梨 、長 野 、福 岡 、大 分)

近 い将来検討開始予定 7団 体
5県(宮 城 、栃 木、奈良 、岡 山、鹿児島)
2市(川 崎 、大 阪)

検討の予定なし 34団 体 28都 、道 、県 、6市
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このほか、管内市町村で検討 を進めているところと して、大宮市、川口市、東京都世田谷区、同

中野区、広島県府中町であげられている。

これら地方公共団体の レベルで最も早 く制度化への取 り組みを開始 したのは神奈川県である。同

県では、1979年5月 に知事が 「昭和57年 度(1982年 度)を 目途に条例化を目指す」.と発表するととも

に情報公開準備委員会を設置 し、情報目録案、非公開基準案、公開システム案等の検討を行ってい

る。

また、滋賀県では、1979年8月 、プロジェク ト・チーム 「情報公開準備研究班」を設置 して調査

研究を始め、本年4月21日 「開かれた県政へのみ ち」一情報公開の可能性を求めて一と題する検討

結果をまとめ知事に報告 した。 さらに、情報公開条例(仮 称)の 制定を目指 して 「情報公開検討委

員会」 を設置 し、6月10日 、第1回 委員会を開催 し:本 格的な準備 を始めた。

(3)関 係諸団体の動 き

関係団体においても、それぞれの立場 から政府情報の公開を要求する運動を展開してきている。

なかでも消費者団体の要求が強 く、日本消費者連盟 は早 くから熱心に取 り組んで きており、1976

年12月 の総選挙、翌年7月 の参議院選挙の際には、各政党に対 して、消費者問題全般にわたる公開

質問を出し、その中で情報公開の問題 を一項目として取 り上げ回答を得ているほか、講演会の開催

等を通 じて一般消費者 に対する普及啓蒙活動を行っている。

このほか、主婦連合会や市民団体である市民クラブなども独自の運動を展開している。 また、弁

護士を中心 として学者、評論家、学生などで構成 されている社団法人自由人権協会では、1979年9

月 「情報公開法要綱」を発表するとともに、同年11月10日 には学者、弁護士、マスコミ関係者、行

政担当者、政'党、国会議員などに呼びかけて 「情報公開制度を考 える集会」 を開催した。

このように従来は、それぞれの団体の運動の中で情報公開を求める活動が進められてきたが、本

年3月 には、一部学者や自由人権協会、日本消費者連盟などが各団体に呼びかけて 「行政の秘密 を

監視 し、情報公開を求める市民運動」の結成集会を開催 し、今後 とも各団体が大同団結 して全国的

な市民運動 を広げることとしている。

これら一連の動 きは、今後大 きな波紋を投げるであろ うと予測 される。

(4)今 後の検討課題

政府が保有する情報については、幅広 く国民の利用 に供することが必要であるが、反面、政府情

報の中には、国防、外交上の秘密や個人のプライバシーにかかるもの、企業秘密にかかるものなど

も少なくなく、 この種の情報は例外的に秘匿 して保護することが考慮されるべ きであろう。

情報公開法を制定 しているスカンジナビア諸国やアメリカ合衆国では、このような秘匿すべ き情

報を保護するためのプライバ シー保護法や機密保護法等 を併せ持っていることも事実である。

情報公開に関する制度の具体化に際 しては、どのような情報を例外として規定するか、また、具
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体 的 に は ど の範 囲 まで を保 護 す ぺ きか等 、 い わ ゆ る非 公 開基 準 作 りにつ い て の慎 重 かっ 十 分 な検 討

が 望 ま れ る。

さ らに 、情 報 公 開 と は 裏腹 の 関 係 に あ るプ ラ イバ シー保 護 等 の 問題 につ い て は、 その 立 法 化 等 も

併 せ て検 討 す る必要 が あ ろ う。

2プ ラ イバ シー保 護 対 策 の現状

情報化社会 と呼ばれる現代において、一方で情報の自由化の要求が強 くなってきているのに対 し、

他方では、データ・プライバシー保護の必要性が叫ばれている。

このことは、欧米諸国ではほぼ共通の現象であり、わが国においても、近年、諸外国におけると

同様に、情報公開の要求とプライバ シー保護対策強化の要請が交錯 しながら論議が活発化 してきて

いる。

そこで、ここでは、諸外国における法制の概要等 と、わが国におけるプライバシー保護問題に関

する経緯 および、行政機関等におけるプライバシー保護対策の現状 についての概略 を述べることに

する。

なお、多 くの国では、プライバ シー保護法よりも情報公開法のほうが時間的には早 く制定 されて

いるが、わが国では、プライバ シー保護論議が先行 して きた。

Aプ ライバ シー保護 問題の経緯

(1)プ ラ イバ シー の権 利

わ が国 で プ ライ バ シ ー とい う言葉 がマ ス コ ミな どで と りあ げ られ 、一 般 に認 識 され る よ うに な っ

た の は 、1961年 の 「宴 の あ と」 事 件 を きっ か け と し て で あ っ た 。 こ の 事 件 は 、 三 島 由 紀 夫 の 小 説

「宴 の あ と」 のモ デ ル と され た元 外 相 有 田 八 郎 が、 私 生 活 に関 す るの ぞ き見 的 描 写 は プ ラ イバ シ ー

を侵 害 して い る と して 、 東 京 地 裁 に提 起 した 民 事 訴 訟 で あ り、 同 地 裁 で1964年9月28日 に 「個 人 は

私 生 活 をみ だ りに 公 開 さ れ な い プ ラ イバ シー の権 利 を有 す る」 とす る判 決 を行 っ た。

こ の 判 決 に よ り、 プ ラ イバ シー権 は1つ の 権 利 と して社 会 的 に も法 的 に も認 知 され る こ と に な っ

た と い え よ う。 こ の判 決 で み られ る権 利 の 本 質 は 、 個 人 の私 事 を他 人 に知 られ な い権 利 とい うい わ

ば消 極 的 な権 利 で あ る。 プ ラ イバ シー の権 利 は 世 界的 に 見 る と、 コモ ン ・ロ ー の諸 国 、特 に ア メ リ

カ に お い て 認 識 され 、 発 展 して きた もの で あ り、 や は り初 期 に お い て は 「ひ と りで放 っ て お いて も

ら う権 利 」 と して消 極 的 に定 義 づ け られ て い た よ うで あ る 。

しか し、1960年 代 後 半 か らの コ ン ピ ュー タの性 能 お』よ び 利 用 技 術 の 急 速 な進 歩 、利 用 分野 の拡 大

等 が プ ラ イバ シー を取 り巻 く環 境 を一 変 させ た。 この よ うな情 勢 の 変 化 を背 景 と して 、欧 米 諸 国 で
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は 、1970年 代 に な る と 、 プ ライバ シー権 の概 念 を従 来 の 知 られ な い権 利 に と ど ま らず 、 政 府機 関 な

どが収 集 した個 人 に関 す る デ ー タの 内容 を当 時 者 が知 る権 利 あ るい は 自己 につ い て の情 報 を コ ン ト

ロ ー ル す る権 利 と して 積 極 的 に位 置 づ け る見 解 が有 力 と な っ て きた。

(2)統 一個 入 コ ー ド

わ が国 で コ ン ピ ュ ー タに よ る個 人 デ ー タの 処 理 に 関 して プ ライバ シー が侵 害 され るの で は な い か

と い う論 議 が起 っ て きた の は 、1970年 に政 府 が 「行 政 事 務 処 理 用統 一 個 入 コー ド」 設 定 に関 して調

査 研 究 を 開始 した の が きっ か け と な った と い え るで あ ろ う。

情 報 化 社 会 にお け る プ ラ イバ シー 保護 問 題 に っ い て は、 す で に1969年5月 の 産 業 構 造 審 議 会 答 申

「情 報 処 理 及 び情 報 産 業 の発 展 の た め の施 策 に関 す る答 申」 あ るい は1970年3月 の衆 ・参 議 院 商 工

委 員 会 の 「情 報 処 理 振 興 事 業協 会等 に関 す る法 律 」 審 議 の 際 の付 帯 決議 と して 触 れ られ て い る が 、

この段 階 で は 、 未 だ 具 体 的 な問題 の イ メー ジ が必 ず しも明 確 で は な か った と考 え られ る。

しか し、 この 統 一 個 入 コ ー ドの 設 定 に関 す る調 査 研 究 に つ い て は 、1971年 か らい わ ゆ る 「国 民 総

背 番 号 制 」 とい う名 称 の も と に国会 で も しば しば 論 議 さ れ る と ころ と な り、 ま た、1972年11月 に は、

「国 民 総 背 番 号 制 に反 対 し、 プ ラ イバ シー を守 る中央 会 議 」 が発 足 す る な ど市 民 団 体 に よ る反 対 運

動 も強 ま り、 また 、 マ ス コ ミも盛 ん に この 問 題 を と り上 げ る こ と とな った 。 そ こ で は 、 プ ラ イバ シ

ー の侵 害 の 危 険 を強 調 す る もの や 管 理 社 会 強 化 の お そ れ を説 く もの な ど がみ られ た。

その 後 、 本 調査 研 究 は 、 コー ド統 一 に よ る 費 用 と その 効 果 あ るい は運 用 技 術 の 面 等 か ら見 て、 統

一 化 に よ る メ リッ トが必 ず しも明 ら かで な い こ と等 が判 明 し、 間 もな く中 止 さ れ、 国会 に お い て も

1973年4月 、 参 議 院 予 算 委 員会 に お い て、 行 政 管 理 庁 長 官 が 「統 一 個 入 コ ー ドにつ い て は 、 世 界 の

大 勢 、 国 民 の コ ンセ ンサ ス の流 れ を見 た 上 で結 論 を得 べ きも の で あ る」 旨 答 弁 し、政 府 と して は個

人 コ ー ドの 統 一 は 見 合 せ る こ と を明 らか に した。

な お 、統 一個 入 コ ー ドの 調査 研 究 は、 各 省 庁 間 の デ ー タコ ー ド等 の 標 準 化 を行 い 、 デ ー タの 相 互

利 用 に よ る行 政 事 務 の効 率 化 、 ひ い て は国 民 へ の 行 政 サ ー ビス の 向 上 を図 る こ と等 を 目的 と した も

の で あ り、 当 時 国 際 的 には す で に ス ウ ェ ー デ ン な どの 北 欧 諸 国 で は 全 国 民 を対 象 に して 実施 され て

い た こ と、 ア メ リカ で は社 会保 障 番 号 が実 質 的 に統 一 コ ー ドと して 用 い られ て い る こ と な どの 事 情

が 考慮 され て いた 。

本 問題 につ い て は 、 その 後 も国 会 に お い て しば しば 質疑 が な され て お り、 政 府 と して は一 貫 して

て コ ー ドの 統 一 化 をす る意 向 は な い 旨 を表 明 して き て い る。

Bプ ライバ シー保護対策の推進

(1)行 政管理委員会の中間報告

統一個人コー ドの調査研究にからむプライバシー保護論議の高まりをきっかけとして、行政管理
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庁では、1974年6月 、行政監理委員会に対 して 「行政機関等における電子計算機利用 に伴 うプライ

バ シー保護 に関する制度のあり方」 について諮問 し、翌1975年4月 、答申にかえて中間報告 を得て

いる。

中間報告は「この問題は、その関連領域が多岐にわたり、また、個人の権利利益 と社会公共の各

種利益の調整に関す る世論の動向につ き考慮 を要する問題でもあることから、直 ちに結論を得るこ

とが困難であり、ひとまず答申にかえ、検討 されるべ き対策の方向とその問題点等 を整理 して、中

間報告を行 うこととした」 とし、今後の検討の進め方 として、次の7つ の具体的方策 とその問題点

をあげている。

① 個人情報 システムの設置および個人情報の入力に関する規制

② 個人情報 システムの公示に関する規制

③ 個人情報の他への提供に関する規制

④ 維持管理等運用に関する規制

⑤ 個人情報システムに入力される個人情蜘 こ関する閲覧請求、訂正削除請求および不服申立て

に関する規制

⑥ 個人情報 システムの規制に関する糊1]の 機関の設置

⑦1受 託業者に対する規制

そして、中間報告は、「…世界の動向各界の意見等 を十分勘酌 しつつ、できるだけ速やかにプライ

バ シー保護対策の具体化 を図ることが望 まれる」 と結んでいる。

(2)電 子計算機処理データ保護管理準則

行政管理庁は、上記の行政監理委員会 「中間報告」 を受け、具体的な対策 を講ずるため関係省庁

との協議 を進め、1076年1月29日 、事務事官等会議申し合せとして 「電子計算機処理データ保護管

理準則」 を定めた。同準則は、電子計算機処理に係 るデータの滅失、き損、漏えい等 を防止するた

めに最小限講ずべ き事項 を定めたものであり、各省庁において、少なくともこの準則 に定め る程度

の管理規程等 を整備 し、管理の的確 を期することとした。

準則では、以下の事項 を定めている。

① データ保護管理のための組織の整備

② データの管理

③ ドキュメントの管理

④ オペ レーションの管理

⑤ 電子計算機室および磁気ファイル等の保管施設の管理および保安

⑥ 委託およびデータの提供

関係省庁では、この規則 に基づ きそれぞれデータ保護管理に関する内部規程の制定 を進めている。
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一 方 、 地 方 公 共 団 体 で は 、1975年3月 国 立 市 が 全 国 に 先 が け て プ ラ イ バ シー保 護 に 関 す る条 例 を

制 定 して以 来 、 東 京 都 特 別 区 を中 心 に条 例 化 が 行 わ れ 、現 在29団 体(14市 、7特 別 区 、8町)が 条

例 を制 定 して い る。

C諸 外国の法制化の現状

国際 的 にみ て 情 報 シス テ ム との 関連 で プ ラ イバ シー保 護 問 題 に関 す る検 討 が 本 格 化 した の は 、19

60年 代 後 半 か ら と み られ 、1970年 に西 ドイツのヘ ッセ ン州 で 世 界 で最 初 の プ ラ イバ シー 保 護 立 法 が な

され 、1973年 に は国 レベ ルで 最 初 の 立 法 と して ス ウ ェ ー デ ンに デ ー タ法 が制 定 され た。

その 後1974年 に ア メ リ カ が こ れ に続 き、1979年 まで に10ヵ 国 に お い て 法律 が制 定 され て い る。

これ ら各 国 の 法 律 は 、 その 適 用 範 囲 や規 制 内 容 と その 方 法 な どに お い て そ れ ぞ れの 国 内 事 情 を反

映 して 種 々 の差 異 が み られ る もの の 、 い ず れ も個 人 に関 す る情 報 の処 理 利 用 、 特 に電 子 計 算機 に よ

る処 理 が個 人 の プ ラ イバ シー に影 響 を与 え る も の と認 め 、 そ の 幣害 を予 防 す る こ と を目的 と して い

る。 な お 、各 国 法 律 の 主 要 事 項 に つ い て の 概 要 を示 す と7-6-4表 の と お りで あ る。

DOECDの 動 き

OECDで は、1978年2月 以 降 、 各 国 の プ ラ イバ シー保 護 法 の国 際 的 調和 をは か る と と も に 、 デ ー

タの 自 由 な流 通 を確 保 す る こ と を 目的 と した ガ イ ドラ イ ンの 作 成 に着 手 して お り、近 く加 盟 各 国 に

対 して 勧告 を行 う予 定 と な っ て い る。

この よ うなOECDの 動 きの 背 景 は 、近 年 の デ ー タ通 信 の発 達 に よ り、 一 国 の 領 域 を越 えた 国 際 ネ

↓ トワー ク が順 次 形 成 され 、 越境 デ ー タ流 通 と い わ れ る情 報 の 国 際 化 が急 速 に進 行 して お り、 こ れ

に伴 い、個 人 デ ー タの越 境 流 通 が問 題 化 して きた こ と に あ る。 特 に ヨー ロ ッパ 諸 国 に お い て は 、 自

国 民 に係 る プ ラ イバ シー等 を含 む デ ー タが他 国 に流 出 、 蓄 積 され る こ と につ い て、 自国 の 主権 が 有

効 に及 ぶ こ と が困 難 と な る恐 れ が出 て きた た め 、 自 国 民 に係 る デ ー タの 無 制 限 な国 外 流 出 をプ ラ イ

バ シ ー保 護 法 に よ っ て制 限 しよ うと す る動 きが表 面 化 したの に対 し、 一 方 で 、 この よ うな デ ー タの

国 外 流 出規 制 は 、 デ ー タの 自由 な国 際 流 通 を阻 害 す る と い うア メ リ カの 主 張 も あ り、 こ の 間 の調 整

を行 う必要 が生 じて 、 これ がOECDに お・い て採 りあ げ られ る こ と と な っ た もの で あ る。

な お 、 ガ イ ドラ イ ンは 、5章 か ら な り、 第1章 は 定 義 お よ び適 用 範 囲 の 説 明 に関 す る もの 、 第2

章 は 、 国 内適 用 に 関 す る基 本 原 則 を定 め た もの で あ り、 そ の 内 容 は ほ ぼ 最 近 の各 国 に お け る立 法 例

を集約 した よ うな内 容 に な る と伝 え られ て い る。 ま た 、 第3章 で は 国 際 的 適 用 に関 す る基 本 原 則 を

定 め 、 プ ラ イバ シ ー保 護 が行 わ れ て い な い国 に対 して は 、 デ ー タの 流 出制 限 を行 うこ と がで きる と

す る事 項 が盛 込 ま れ る予 定 と な っ て い る。
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7-6-4表 各 国 法 律の 主要 事 項 の概 要

規 制 等事項 内 容
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規
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対

象

領

域

デ ー タ 管 理 者

① 公私 両分 野
a.同 一 法

○ ○ ○ ○ ○ ○

b.公 私個別 法 ○ ○

② 公的分野のみ ○ ○

デ ー タ 処 理 形 態

①騒 轡 罐 自動 ○ ○ ○ ○ ○

②9駕 謡 ず手牒 デ ○ ○ ○ ○ ○

人 格
① 自然人に限る ○ ○ ○ ○ ○ ○

② 法人も含める ○ ○ ○ ○

シ ス テ ム 設 置

① 許可制 ○ ○ ○ ○ ○

② 届出制 ○ ○ ○

③ ①、②併用 ○

④ 規制なし ○

デー タの収集

入 力の制限

①鑓 霞撒 の種 ○ ○ ○ ○ ○. ○ ○

本人 の同意 がある場 合 、

②警緊 顯ぴ 磐 募
ための条 件設定

○ ○ ○ ○ ○
.

③ 収集方法の制限 ○

④ 貯蔵期間の制限 ○ ○ ○

デー タ提 供 に

関 す る規制

① 原則本人の同意 ○ ○ ○

② 原則目的外使用禁止 ○ ○ ○ ○

③ 個別許可制 ○ ○ ○ ○

④ 行政機関の判断に委ねる ○ ○ ○

デ ー タの維 持管理
に関す る規 制

① 安全保護措置の設定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

② 五和雀躍i覆 ・完全・ ○ ○ ○ ○ ○ ○

システ ム公示 に

関す る規制

① 完 全 、公開制 ○

② 原則 、 公開制 ○ ○ ○ ○ ○. ○

個人の権利に関する規定

① 閲覧請求権 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

② 訂正削除請求権 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

③ 不服申立の権利 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○



6情 報の公開 について365

E今 後の課題

行政機関等 における個人データの取扱いについては、国家(地 方)公 務員法、統計法、所得税法

等、すでに数多くの法令において、職務上知 り得た秘密の漏 えい禁止 あるいはデータの目的使用

外の禁止という形で個人の秘密 を保護する規定がなされている。

しかしながら、既述 したとおり、最近のプライバ シー権の概念からすると従来のように単 に私事

を他人に知 られない権利 を保護するだけの対策ではカバーしきれない問題として展開 されてきてい

る。 ⑳

また、諸外国の立法例やOECDガ イ ドライン傑)は、行政機関等の公的分野のみならず、民間企業

等が行 う個人情報処理についても規制対象とする傾向が強 くなっている。

現在までのところ、わが国においては、行政管理庁 が中心 となり、主 として行政機関等における

プライバシー保護対策が検討されてきたが、元来、この問題は、国民1人1人 の基本的な権利にかか

わる問題であり、個人の権利 と社会公共の各種利益 との調整 を必要 とするほか、具体的なプライバ

シー侵害事例がきわめて乏 しいまま予防的な対策措置を検討 しなければならない等の難 しい面を有

している。 したがって、プライバ シー保護対策の在 り方については、各界各層の多くの人々による

幅広い論議 と慎重な検討 が必要であると思われる。

■
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1デ ー タベ ー ス.・ サ ー ビス 業 振 興 の た め の提 言
一1980年5月 デ ー タベ ー ス ・サ ー ビ ス業 連 絡 懇 談 会

「デ ー タベ ー ス ・サ ー ビ ス 業 振 興 の た め の提 言 書 」

よ り抜 粋 一

●デ ー タベ ー ス ・サ ー ビ ス 業 連 絡 懇 談 会 メ ンバ ー 層

朝 日新聞社 旭 リサ ーチ セ ン ター 共 同 通信社 紀伊 国屋 書 店 市況情 報 セ ン ター 時 事通信

社 セ ンチ ュ リ ・リサ ー チセ ン タ 帝 国興 信所 電 通国際 情報 サ ー ビス 東京 商工 リサーチ

東 洋情 報 シス テム 日本 エ ス ・デ ィー ・シー 日本経 済新 聞社 日本興 業銀 行 日本 出版販 売

日本電 子計算 野 村総合研 究 所 丸善 三菱 化成工 業 三菱 総合研 究所 リ コー

A提 言

(1)デ ー タベ ース産 業の確 立 と発展 の ため、次 の点 を中心 に、広 範 な基 盤整 備 がは か られる ことが必要 で

す 。

① デー タベー ス ・サー ビス にか かわ る言者権利 の 明確 化 とその保護

デー タベー ス ・サ ー ビスと い う新 しい無体財 産 サ ー ビス につ いては 、 その根 幹 とな る著 作権 、使 用権 、

販 売権 、複 製権 な どの権 利 につ いて、現 行制 度 では 明確 で ない部分 もあ り、 また 、こ れ ら諸権利 をめ ぐ

る関連 商慣 習 も十 分成熟 して いない状 態 で す。

また、 デー タベー ス ・サ ー ビスが現 に国際 的 に広 が り、入 り組 んで きて いる現実 の なかで 、わが国 の

デ ー タベ ー スをめ ぐる諸 権利 や法制 に対 す る国 と しての明確 な方針 が 不透 明 な まま、国際 的 な契約 が進

め られ てい るのが実情 です。

デー タベー ス著 作権 をは じめ とす る諸 権利 や条件 が、国際的 な法 制 や慣 習 とも整合性 を持 った形 で 明

確 に な らな いと、デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス産 業 の経 済的基礎 は いつ まで も不安 定 なま まに放 置 され る こ

とに な ります。 また国際 的 な紛 争 を引 き起 こす危険 性 を内包 してい るこ とは、国 と して も困難 な問題 を

かか え込 む危険 に さ らされて いるわ けで その萌芽 は現 に ないわ けでは あ りません。

デー タベー ス ・サ ー ビスに かかわ る著 作権 や周辺 の権 利 な らびに権利 関係 を明確 に し、 必要 な保 護基

準 を確 立 す るこ とが望 まれます。

② 各種 の標準化 の促進

さま ざまな分野 で さまざま な型態 で形 成 され るデ ー タベ ース は、 それぞ れ違 っ た コンピュ ー タ ・シス

テム を媒体 と し、 デー タ構成 、 フ ァイル仕様 も違 う形 で構 築 されて います。 あ るコ ンピュー タ ・システ

ムで磁 気 テ ープ に収録 されたデ ー タが別 の コ ンピュ ー タで は読 めな いこ ともあ ります 。 あ る端末機 か ら

違 った二 つの デー タベ ー ス を利用 す る場 合 、 そのデ ー タベ ース ・システムの 間で通信 制御 手順 や言語 、
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検 索 方式 に共 通 した ところ がな い と、 アクセ スは不可 能 か、少 な く とも非 効率 にな ります。

コ ンピュー タによ るシス テム化 が進 む過程 で は、標準 化 はた えず要請 され る問題 です が、デ ー タベ ー

スの共 同利 用 に際 して は、 よ り細 部 にわ たった標準 化 が必要 にな ります。 現実 は その逆 に、 さま ざまな

デ ー タベ ース が開発、 利用 され るに伴 い各種 の コ ー ド、 デー タや フ ァイルの構 造、 キ ー ワー ド記述 、検

索 は多様化 し、 標準化 よ り混乱 が先 行 して い ます。

多 数の コンピュー タ、端 末機 器 メー カ ーが 技術 開発 を競 い、 ソ フ トウエ ア開発 に も個 性 が発 揮 され て

い る なかで、創意 工夫や技 術革 新 を阻害 せ ず に標準 化 をはか るこ とは困難 な側 面 も ありますが、 どんな

デ ー タベ ース も広 く容 易 に利 用 され るた め、 最近 開発 の め ざま しい漢 字端 末 な ど関連 ハ ー ドウエアの標

準 化 や検索言 語、検 索方式 な どにつ いての適 切 な基 準確 立 の姿勢 が必要 です。

当 面、 ひ とつの方法 と して政府 各 省庁で 作 成 され てい るデー タベ ース にっ いて標準 化 をはか り、 これ

を民 間 に対 す る基準 と して示 す こ とによ り、標 準化 促進 の一 歩 を進 め るこ とが望 まれ ます。

③ 通信回線利 用制度 の 改善

わが国の通信 回線利 用制 度 には 、共同 使用 制限 、他人 使用 制限 、相互 接続 制 限 な どの一定 の制約 が あ

って 、 オン ライ ン ・システム の発展 を妨 げてい ます。 デー タベ ース ・サ ー ビス も、 これ をオ ンライ ンで

行 うときこの制約 は大 きな障 害 とな るお それが あ ります。 た とえば、 デ ー タベ ース利 用 が高度 化 し、複

数の デー タベ ー ス間で回線 を共 同 で使 い、各 デー タベ ー スが相 互補 完 す る コン ピュー タ ・ネ ッ トワー ク

は、原則 と してで きな いのが実情 です。

デ ー タベ ースの オ ンライ ン化 は 、 これ まで の オ ンライ ン ・システ ムの回線 利用 とは違 った利 用態様 が'

出て くるはず です し、 また、 自由 な創 意 工夫 が あって こ そ、利 用者 の 多様 な要望 に応 えられ るものです 。

オ ン ライン化 の方向 が大勢 で あ るデー タベー ス ・サー ビ ス発展 のため 、回線 使用 制限 の制度 の根 本 的 な

見 直 しが望 まれ ます。

② ・デ ー タベ ースの構築 ・維持 につ いて、次 の点 を中 心 に強 力な助成 がは か られ ることが必要 です。

① デー タベ ースの構 築 ・維 持へ の直接 の助成

デ ー タベー ス を構築 す る とい うこ とは、(i源 資料 を収 集・u、㈹ 文献情 報 では抄録 の作成 、 キー ワー ド

の抽出 、付 与 、数値情 報 では各種 の 分類 や各 デー タ間の整 合性 、時系 列 整備 な どの加 工 を施 し、㈹ コ ン

ピュ ー タにイ ンプ ッ トす る と同時 に、㈹ デー タの入 力、 ファ イルへ あ展 開 、検 索等 の広 範囲 な プロ グラ

ム を作成 し、(V)さ らにデ ー タの利 用 を有効 にす るため、 キ ー ワー ドの同 意語 、上位 語 、下位 語 等 を体 系

化 した シソー ラスの作 成(文 献情 報)デ ー タ解析 、 シュ ミレー シ ョン ・プロ グラムの作成(数 値 情報)

を行 う一 などの一連 の作業 を行 うことです。

この作業 には莫 大 な人手 、つ ま りコス トが かか ります 。 しか もデー タベ ース には、少量 の デー タを集

めた のではほ とん ど価値 がな く、数 年、 数十年 にわた り、 かつ、広 範 に収集 されたデ ー タで あっ ては じ

めて デー タベ ース と して利 用価値 があ る とい う特性 が あ ります。 さまざ まな分 野 で各 々巨 大 な費用 を一
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度 に投 入 してデー タベ ー ズ を構築 す る か、相 当額 の 費用 を数年 が か りで投入 して利用可 能 なデー タベ ー

ス に育 て上 げねば な りません。

デ ー タベ ースは また、 一度構 築す れば それ でい い とい うもので はあ りませ ん。 年 々発 生す る新 しい デ

ー タを適 時、適切 に追 加 し、 シソー ラスやキ ー ワー ド体系 を整 備 し直 し、新 しい デー タに応 じて過去 に

畜 積 したデ ー タの見 直 しや修 正 を しなければ、 その デー タベ ー スの 価値 はた ちまちゼロ にな ります 。 こ

のデ ー タベ ースの維持 ・更 新 の費用 は、構 築 の費用 に匹敵 す る莫 大 なものです 。

網羅 性 、継 続性 が要請 され、集積 し ては じめて価値 が出 るデー タベ ースは、離 陸す るまで の相 当の期

間 は、利 用者 が支払 う収入 で は コス トが まかな えない宿命 を持 ってい ます 。巨 大 な費 用 を投 じて デー タ

ベ ー スが構 築 され た ところ か ら、 その利 用が始 まるわけ です が、 当初 は利 用方 法 も不 案内 で、 ある程 度

の利用技 術 も要 求 され るので 、利用 者層 も狭 く利用頻 度 も低 くな らざる をえな いか らです。社会 全般 が

デー タベー スの利用 に習 熟 し、利用 者層 も広 が り広 用 に対 す る評価 も高ま って、 デー タベ ースの使 用価

値 とその構築 ・維 持 の コス トが見合 うよ うにな るまで、初 期投 資 され たデ ー タベ ース構 築費 用は 回収 で

きず 、維 持 の費用 さえ十 分回収 で きない とい う期 間 が続 か ざ るを えないので す。

このた め、米国 の例 をみ て も、 ケ ミカル ・アブス トラ ク ト(化 学文献情 報 ボ 一 夕ベ ース)や メ ドラル

ス(医 学文献 情報 デー タベ ー ス)な ど主要 なデ ー タベ ー スは、国 家資 金 によ る大 きな情報 プ ロジ ェ ク ト

を建設 の出発 点 と して きま した。 ロ ッキ ー ド社 の ダイア ロ グ、SDC社 の オー ビッ トな どの壮大 なデー

タベ ー ス ・システム は、米 国政府 によ り防衛 や宇宙 開発 の ため 国家資 金で作 られたデ ー タベ ース利用 ソ

フ トウエ アや デー タベ ー スが、離 陸 の過程 を終 えて民 間で利 用 され るよ うに なった ものです。

最近 では、西 ドイツや フ ラ ンス政府 が大規 模 なデ ー タベ ー ス助 成施 策 をた て、た と えば フラ ンスでは 、

政府 が必要 と認 め たデー タベ ース には、 その構 築費 用の半 分 を国家 が負担 す る と伝 え られ ます。

わ が国 において も、デ ー タベ ー ス構 築 ・維 持 の コス ト的 な特性 や それ に そって と られて いる欧 米 での

施 策 を参 照 しつつ、強 力な助成 策 を実現 す る ことが望 まれ ます。

② デー タベ ース関連 技術 開発 の促 進

デ ー タベ ースの構 築、 デー タベ ース ・ネ ッ トワー クの建 設 、検索 、解析 サ ー ビスの実施 に当 っては、

ハー ドウエ ア、 ソ フ トウエ アの各分 野 に おいて高度 な技術 を必要 と します。 当面 開発 が急 がれ るハ ー ド

ウエ ア には、

○ 漢 字 かな まじ り文人 力 システ ム

○音 声入 力 シス テム

○画像 、映像 蓄積媒 体

OFAXシ ステム と コンピュ ー タ ・システムの結合

○漢 字端 末

○ 大容量 フ ァイル
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な どが あ り、 また ソフ トウエ ア と しては、

○ デ ー タベ ース管理 システ ム(DBMS)

○ ネ ッ トワー クアーキテ クチ ュ ア

○ シソー ラスの編 成

○検 索 アル ゴ リズ ム

な どが あ ります。 これ らは デー タベ ース を離 れ て も開発 、 高度化 、低 価格 化 が要 請 され てい るもので す

が、 デー タベー スの構 築 ・利 用 を促 進 す るため の関連技 術 開発 と して、各 方面 の努 力 と協 力が期待 され

る と ころ です。

③ イ ンフ ォー メー シ ョン ・スペ シ ャ リス ト育 成

関連技術 の開発 と ともに技 術者 の育 成 も重要 な課題 です が、特 に文献 や記事 検索 の ための文 章情報 デ

ー タベ ースの領域 で は キー ワー ド(索 引語)の 抽 出 や付 与
、 シソー ラスの編 成 や維持 、 イ ンデ キ シ ング

や抄録 、検 索 アル ゴ リズ ムの創造 や運 営 な ど、 ひ とつの独 立 した技術 分野 と考 え られ ます 。

最 近で は、 このた めの独立 した大学 や学部 が設 け られ、理 解 と関 心は深 ま りつつ あ りますが、 言語 や

文献 の処理検 索技術 を もっ たい わゆ る イ ンフォー メー シ ョン ・スペ シャ リス ト資格 認 定方式 を研 究 、 実

現 し、 その育 成 に努 める ことが望 まれ ます。

(3)デ ー タベ ースの流 通=利 用促 進 のた め、次 の点 を中心 に強 力 な振興 策 がは かられ るこ とが必 要で す。

① 政府保 有 デー タの適 切 ・早急 な公開

わ が国の統計 制度 は世界 で も最 も整 備 され た もの で、113種の指定統 計 をは じめ各種 の統 計デ ー タが政

府 省庁 に集 積 され てい ます。 文章 によ る各種 の審 議 、調査 記録 、研 究 開発 報告 書の集 積 も莫 大 な もの で

す。 しか し、統計類 は印刷 、公表 されて い るものの コ ン ピュ ー タ化 され たい わゆ るマ シ ン ・リー ダブル

な形 としては、 その ほ とん どが未 公開 です し、調査 ・研 究 文書 も おおむ ね非公 開で す。

これ らの デー タ、資料類 が適 切 に公 開 され、民 間 で加 工 ・処理 されて デー タベー ス化 されれば 、国民

や企業 、研 究 者 に とっ て大 きな便益 を もた らします。

しか も、 デー タベ ー スの構 築 に巨額 の費用 が かか るため その開発 が遅 々 と して進 まず、デ ー タベ ー ス

利 用 に社会 がな じみ 、習熟 す る時 期 が欧 米 に比 べ先 へ持 ち越 され て いる わが国の現状 では、政府 省庁 保

有 デー タで コ ンピュー タ化 されて い るもの、政府 業務 の な かで コ ンピュー タ化 の容 易 なもの をまず デー

タベー ス化 し、 そ(ろ流 通利用 をは かる こ とが、 最 も安 い コス トでデ ー タベー ス ・サ ー ビス産 業 の離 陸 を

は か る道 と考 え られ ます。 プ ライバ シーや 国家 の機 密 に かか わ る場 合 を除 いて、政府保 有 のデ ー タ、 資

料 をマ シー ン ・リー ダブ ルな形 に して一 定 の簡素 な手続 きで公 開 し、 民間 での活 用 をは かる ことに、勇

気 を もって早急 に踏 み切 る必要 が あ ります。

② 公機 関 のデー タベー ス利用機 運 の醸 成

デ ー タベ ース産 業発展 のた めに は、 あた か も国民経 済 で民 間投 資 と公共 投 資 が相補 い、乗 数効 果 をも
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って経済 の成長 、生活水 準 の向上 を もた らす の と同様 に、民 間 におけ るデ ー タベ ー スの利用増 加 と並 ん

で 、公的機 関 に おけるデ ー タベ ー ス ・サ ー ビスの積極 利用 が なければ な りませ ん。 デー タベ ー ス ・サー

ビス が産 業 と して離 陸 す る前夜 で は、 む しろ公的機 関 が民 間 に先導 して、 デー タベ ース を利 用 し、習 熟

し、 デー タベ ー スの効 用 を広 く知 らせ る必要 の あ るこ とは、欧米 諸国 にみ る通 りで す。

政府 省庁 や関係機 関、地 方 公共 団体 な どが年 々行 う調査 、研究 、 開発事 業 は莫 大 な量 です が、その調

査 事業 の実施 や発注 に当 っては デー タベー スの構 築 とい う問題 意識 をもつ こ と、調査 費 用の一定割 合 を

デ ー タベ ースの利 用 にあて る慣 行 を広 め る こと などが望 まれます。

莫 大 な量 の調査 の なか には、類似 の調査 もあ り、観 点は違 っ て も過去 に行 った調 査 と同 じ領域 で の調

査 も少 な くないはず です。 デ ー タベ ー ス を構 築 しつ つ調査 を進 め、次 の調査 で その維持 をはか り、広 く

既 存 の デー タベー ス を活用 す る ことは、 デ ー タベ ース産業発 展 を先導 し、社 会 のデ ー タベ ース利用習 熟

度 を高 め ると同時 に、公機 関 の調査事 業 を効率 化 す る道 で もあ ります 。 そ うした機 運 の醸成 が強 く望 ま

れ ます 。

③ ネ ッ トワー クの構 築 と有効 利 用

デー タベー ス を構 築 す る立場 か らす る と、単 一の巨 大 なデー タベー ス を作 り、広 範 なデー タを画一 的

な手法 で検 索、解 析 す る手段 を提 供 す るの には困難 な問題 も多 く、む しろ適 当 な専 門 に分 かれた デー タ

ベ ー ス を構 築 し、 そのデ ー タ特性 に合 った検索 、解析 手段 を用意 し、 それ らの デー タベー ス間の協 力 ・

補完 の関係 を作 り上 げて広 範囲 の利 用者 の便 をはか るこ とが、 多 くの場 合 、現 実的 と考 え られ ています 。

一方 、 デー タベ ースの流 通 サー ビス を行 う立場 か らす ると、 ある利 用 目的の た めに、複 数の デー タベ

ー ス を、 その特長 に応 じて 、い か に経 済的 、効率 的 に組 み合 わせ て、利 用者 のニ ーズ に応 えるか とい う

とこ ろに重要 な事 業機会 があ る と思 われ ます。

こ うした双方 の立場 か らみ て、近 い将 来 た とえば専 門分野 で デー タベー ス ・サー ビス業者 を軸 に協 力

補完 関係 にあるデ ー タベ ー ス を結 ぶ サ ブ ・ネ ッ トワー ク、汎 用 デー タベ ース につい て、同 じくサ ービ ス

業 者 を軸 に多彩 なデー タベー ス を結 ぶ サ ブ ・ネ ッ トワー ク、 さらにそれ ぞ れ軸 となったデ ー タベ ース ・

サー ビス業者 を結 ぶネ ッ トワー ク といっ た形 で、 デー タベ ー ス ・ネ ッ トワー クが構 築 され てい くこ

とが展望 され ます。

デー タベー ス ・ネ ッ トワー クの構築 には技 術 面の 開発 の ほ か通信 回線 利 用形 態 な ど多 くの問題 があ り

ます が、各方面 の研 究 と協 力 によ って、 デ ー タベ ースの よ り有効 な利 用 がは か られ る ことが望 まれます。

④ 公 共 ・民 間サ ー ビスの適 切 な分担 、協 力関係 の樹立

デ ー タベ ースの 開発 と利 用 が、 わ が国社会 に本 当の意味 で定着 す るた め には、デ ー タベ ースの構 築 に

つ いて も、 その流 通=利 用 につ いて も、民 間の事 業機会 の 自由 な進展 を確 保 し、民 間の 自由 な創 意工夫

が発揮 され、利 用者 はキ メ細 かいサ ー ビス を受 け、 自由経済 の競争 原理 が十 分機能 す るな かで 、デ ー タ

ベ ー ス ・サ ービス産業 が育 ってい くことが絶 対 に必要 です。
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その反 面、 デー タベ ー ス構 築 に莫 大 な費用 が かか り、利 用 の拡 大 ・定着 に時間 が かか るところ か ら、W

あ る種 のデー タベー ス構 築 を国 家資金 で行 うとか、国 家 の助成 が加 わ る こ とにな ると、特 別 なデ ー タベ

ースの構 築 か ら流 通 まで を公的機 関 が行 い、 そのサ ー ビス網 に その他 のデ ー タベ ース を乗 せ る とい うこ

とが考 えられ ます し、 そ うい う動 きは部分 的 に実現 してい ます。

公的機 関 によ るデ ー タベ ー ス ・サ ー ビス と民 間 デー タベ ー ス ・サ ー ビス の競 合 と、 そ こか ら起 きる不

協和 音 はすで に顕 在化 しつ つ あ ります。国 家資 金 によ り、っ ま り広 く国 民 の税金 で コス トの大部 分 をま

かな い、 その結果 安 い利用 料で提 供 され るサ ー ビス と、高 い金利 負担 で構 築 され る民間 のサ ー ビス とが 、

同 じ土俵 で競 争 す るので は、民 間の デ ー タベ ース ・サー ビ ス産 業 が育 つ はず が あ りませ ん。

デー タベー ス ・サ ー ビスは、 それが産業 と して離 陸 したの ちに は、原則 と して すべ て利 用者 の負 担 に

よ り、民 間ベー スで運 営 され るべ きだ とい う考 え方 を確 立 し、 国家 に よ る助成 は 、産業 が離 陸 す るまで

の経 過的措 置で あ るこ と、 一部例 外 的 に公 的機 関で行 うデー タベ ースの構 築 ・サ ー ビスは、民 間ベ ース

で は とて も運営 で きない領 域 に限 られ る ことの認 識 が必要 で す。

民 間 でやれ るこ とは公的機 関 では や らな い し、先導 的 な い し経 過的 に公的機 関 で行 ってい る事 業 も、

民 間で それ をや り うる条件 や態勢 がで きれば、 それ にゆ だね る とい うこ とが必要 です。 デー タベ ー スの

構 築 とい う面で は公的機 関 の行割 は な お長期 間 に わた って残 る と思 われ ます が、 その流 通 の側 面 につ い

ては民間 にゆだ ね、 デー タベー ス ・サー ビス産業 の一 日も早 い離 陸 をは か る とい う方向 で、公共 ・民 間

サ ー ビスの適 切 な分 担 、協 力関係 が樹 立 され る ことが望 まれ ます。

⑤ デ ー タベー スの クリア リン グ機関 の実 現

デー タベース に関す る いろ いろ な案 内 を行 う機 能 を ク リアリ ングと呼 び、 その機 能 を備 えた機構 を ク

リア リ ング機構 とい います。 ク リア リング機 能 には、望 むデ]タ が ど こに あるか を教 える所 在案内 、 デ

ー タの蓄積 範囲や更 新 サ イ クルな ど を教 え る内容 案内 、使 用料金 、・条 件 な ど を教 える利用案 内、検 索 コ

マ ン ドや加 工機 能 な ど を教 える アクセ ス案 内 な どが あ ります。 いず れ も利 用者 が デー タベ ース を活 用 す

る上 で必須 の機 能 で、 クリ アリ ング機 関 が発 達 す るこ とは 、 デー タベ ー スの利用 が高 ま り、 デ ー タベ ー

ス ・サ ー ビス産業 が発達 す るた め に基 本的 に重要 な条件 で す。

政 府統計 デー タの分野 、産 業経 済 デー タの分野 、科 学技術 文献 の分 野 な ど、 さま ざまな クリア リン グ

機 関 が関係 者の協 力 によ って成長 し、 それ らが統合 され てい く過程 で企 業 内 な どに埋 もれてい るデー タ

ベ ー スが利 用の端緒 を得て い くことが望 まれ ます。

口 口
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2第5世 代 の電子計算機 に関す る調査研究中間成果報告

1980年6月 財 団法人 日本情報処理開発協会
「第5世 代 の電子計算機 に関す る調査研 究中間成果報告」

(要旨編)よ り抜粋

A序 論一一調査研究の概要

1.1調 査 研 究 の 目的

我 が国の コ ンピュー タ技 術 は これ まで、常 に外国 の コ ンピュー タ技 術 に追 いつ き追 い越す こと を目標 と

して発展 して きた。 そ して コ ンピュー タ関連技 術 の開発 の結果 、超LSI開 発 の成 果 にみ られ るよ うに、 デ

バ イス技 術 は飛躍 的 な進歩 を遂 げ、 世界 で も トップ クラスの技 術 レベ ルに達 した といって よ い。 また、54

年 度 か らは オペ レーテ ィング シス テム や周 辺 ・端末機 器 を強化 す るプ ロ ジェ ク トが開始 されて、 との成果

が期待 され て いる。

この よ うな技術 開発は1980年 代 に実現 す る第4世 代機種 に向 けての もので あ るが、 ソフ トウェア危機 に

代表 され るよ うに現 在の コン ピュー タの構 造 で は将 来 に行 きづ ま りが生 ず る可 能性 が強 い。

このため 、以下 に示す よ うな問題 意識 に基 づ き、第4世 代機 種 の ライ フサ イ クルが終 わ ると想定 され る

1990年 代 に実用化 され るべ きコン ピュー タ ・システ ム、 す な わち第5世 代機 種 に関 す る研究 開発 を積極 的

に推進 す る必要 があ る。

この よ うな背景 か ら、通産 省で は1990年 を目標年 と して 、第5世 代機種 の研 究 開発 を行 うことに よ り、

真 の意味 で世 界 をリー ドす る コ ンピュー タ ・システ ム技 術 の育成 とコ ンピュー タ産 業の発展 を目的 とす る

「第5世 代 コン ピュー タ開発 プロ ジェ ク ト」 を開始 した。

まず昭和54～55年 度 の2か 年で は 、(財)日本情 報処 理 開発協 会 にお いて第5世 代 コ ンピュー タの調 査研 究

委 員会 を設 置 し必 要 な技 街研 究開発 課題 を明 らか にす ると ともに、開発 方針 、開発 計画 を策定 し、開発体

制 を確 立 す るための基礎 的調査 研究 を行 うことを 目標 と した。

問題意識

① ノ・一 ドウェ アに関す る問題 意識

半導体技 術 の 目ざま しい進 歩 に よっ て、10年 後 には数 メガ ビ ッ ト ・チ ップや数 万一一10万 ゲ ー ト・チ ッフ.

の実現 も夢 で はな くな りつ つ あ る。

しか しなが ら、現在 の コ ン ピュ ー タの 設計思想 は 、ハ ー ドウ ェア ・コス トが高 くかつ あ ま り複 雑 なこ と

まで はハー ドウ ェアでは実現 で きない とい う考 え方 を前提 に した もの で あ り、最 近の技術 進歩 とハ ー ドウ

ェア ・コス トの低 下 とい う新 たな要 素 を踏 ま えて、 コン ピュ ー タ構 造 を根本 的 に見直 し、1990年 代 にお け

る望 ま しい コンピュー タ ・システ ム に関 す る研 究 を行 う必 要 が ある と思 われ る。.
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② ソ フ トウェア に関す る問題 意識

社会 の情 報化 が進 む につ れ コン ピュー タの 果た す役割 は大 きくなる一 方 で あ り、 また要求 され る機 能 も

年々 高度化 、複雑化 してい る。

この よ うな動向 に対 し、現 在の コン ピュ ー タ ・システ ムで は、ハ ー ドウェ アはで きるだ け シンプル に し

て、応 用分野 の拡 大等 の機 能 に対 す る要 求 は、'大部 分 ソフ トウェ アで カバ ーす る とい うソフ トウェ ア依存

型で あ る。従 って ソフ トウェアは 巨大化 ・複雑 化 し、 また生 産性 向上 も望 め な い た め そ の作 成、維 指管

理 には膨 大 な労 力 を要す るこ とにな る。 この ことは人件 費 の上昇 とも相 まって、 システム全体 に占め るソ

フ トウ ェア ・コス トの割合 を大幅 に増加 させ るこ とにな り、1985年 には80・-90%を 占め ると も言 われ てい

る。

以上 の よ うな問題 を解決 す るた めに は、 コ ンピュ ー タの構 造 や基 本思 想及 び言語 理論 に まで立 ち帰 って

1990年 代 におけ るソ フ トウェアの あ り方 を究 明す る必要 があ る と思 われ る。

③ 基礎理 論 に関す る問題意識

1990年 代 に要 求 され る コンピュ ー タ ・シス テム技 術 を想定 す る とき、 自然 言語 の解折 、知識情 報処 理、

学習 や推 論 の メカニズ ムの研 究 、或 いは プ ロ グラ ミン グ言語 の研 究 な ど、現時 点 では基礎 的研 究段 階 にあ

る理 論 が、将 来 は情報 処理 の分野 に大 きな イ ンパ ク トを与 え る技術 とな るこ とが予想 され る。 この よ うな

基礎 理 論研 究 に着 目 し、新 た な概 念 の導入 や研 究成 果 の実用化 に より、 コン ピュー タ ・シス テム技術 の新

た な展 開 をはか ると ともに、 その結果 、 さらに必要 とな る基礎 的研 究課題 を明確 に して研 究開発 の進 展 を

はか る必要 があ ると思 われ る。

④ 社 会 ニーズ に関す る問題意 識

今後10年 間 にコ ンピュー タを と りま く政 治、経 済 、産 業構 造、社 会生 活は 大 きく変化す るもの と予 想 さ

れ、 コ ンピ ュー タの利 用分野 も急 速 に しか も高 範囲 に拡 大 して い くもの と考 えられ る。

従 って1990年 代 の社 会 を可能 な限 り正確 に展望 し、 その中 で情報処 理 分野 に対す るニ ーズ及 び解決 すべ

き問題事 項 、 コンピュー タ ・シス テム技術 に対 す る要求 条件 を分折 す る ことに よ り、利用者 サ イ ドか らみ

て1990年 代 にお いて望 ま しい コ ンピュー タ ・シス テム を検 討 す る必要 があ る。

1.2調 査研 究 の 進 め 方

前 節 で述 べ た よ うに、第5世 代 コ ンピュー タのあ り方 を考 えるには、ハ ー ドウェア、 ソフ トウェアの動

向のみ な らず 、基 礎理 論、社 会 ニー ズの面 か らの裏 づ け、要求 を検 討す ることが重要 で あ る。 この よ うな

ことか ら、本調査 研究 は、 コンピ ュー タ ・アー キ テ クチ ャの専 門家 ば か りで はな く、基礎 的 な理 論の研 究

者 や、 数学、言 語学 、未来学 、社 会 学等 広範 な分 野 の学識経 験 者 お よび 、先進 的 なユ ーザ も含 めた学際 的

な調査 研究 委員会 を設 置 して行 うこと と した。

1.2.1調 査研 究の年度 別 目標

(1)初 年度 の 目標
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i)こ れ までの コン ピュー タ技術 の発 展経過 及 び社会環 境 の変化 の過程 を調査 し、現 時 点 におけ る問

題点 を検討 した うえで 、今後 の技術 進歩 、社会 環境 の変 化 を予測 し、社会 シナ リオ、技 術 シナ リオを作

成す る。

川 知識情 報処理 な ど、現 在研 究 され てい る基礎 理 論 が将 来の コンピ ュー タ技 術 に与 え るイ ンパ ク ト

を調査 し、新概 念 と して導入 す る場 合 の問題 点及 び今後 の研 究課題 を明確 にす る。

iii)社 会 シナ リオ、技 術 シナ リオ及 び基礎理 論 か らの新概 念 をもとに、1ggo年 の情 報処理 シナ リオ を

作成 す る。

iv)1990年 の情 報処理 シナ リオ をもと に して、第5世 代 コン ピュー タの イ メー ジ(開 発 目標)を 設定 す

す る。

(2)第2年 度 の 目標

i)目 標 達成 の ための研 究開発 課題 を展 開 して よ り明確 にす る。

ii)研 究開発 課題 に対 し開発手 順 、開発時 期 、開発 規模 など、研 究 開発 にっ いての シナ リオ を作成 す

る。

川 開発 の基 本方針 及 び開発体 制 を決定 し開発 計 画 を策 定す る。

1.2.2調 査 研究 の体制

第5世 代 コ ンピュー タ調査 研究 委員 会 は、本委 員会 の も とに

① 社会環 境 条件研 究分科 会

② 基礎 理論 研究分科 会

③ アー キテ クチ ャ研究 分科会

の3分 科 会 を設置 し、 さ らに詳細 な研 究 テーマ ごと に5つ の ワー キ ング ・グループ を設 けた。 これ らの委

員 会 にお ける調査研 究 に加 えて、外部 機 関 に対 す る委託 の調査研 究 も行 った。第5世 代 コン ピュー タ調査

研 究 プロ ジェ ク トの全体 の調査研 究 の体制 は、8-2-1図 に示す とお りで あ る。

1.3調 査 研 究 結果 の概 要

本調査 研 究 に於 て は、1990年 代 に至 る社 会的 国際 的外部 環境 の 変化 と、 それに もとつ く情 報処理機 能 に

対す る要請 を トップダウ ン的 に設定 す る と同時 に、現 在の コン ピュー タシステム に於 け る問題点 を整理 し

素子 、ハ ー ドウェ アおよ び応 用技術 等 の現状 とその発 展動 向 か らそれ らの 問題 点の解決 策 を分析 し、 高次

目標 に向 け研究 開発 を行 うべ きテーマ をボ トム ア ップ に設定 し両者の整 合調整 の上 で90年 代 に実現 され る

べ きコ ンピュー タ ・シス テムの イ メー ジを創 成 し例 示 した。

(1)外 部環 境 の変化 と情報処 理機 能 に対す る要請

情 報処 理 シス テ ムは社会 ・経 済 ・産 業 ・学術 ・行 政 ・国際 ・教育 ・文化 ・生活等 の あ らゆ る社 会 活動 に

お けるルー ツで あ り、 その環 境 変化 によ る新 た なニー ズ に追従 してゆ くこ とが要求 される と ともに、 その

機 能 を有効 に活用 す るこ とに よって予想 し得 る社会 的 ボ トルネ ックを回避 し、よ り望 ま しい方向へ 進展 せ
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しめ る積極 的 な人間 の協 力者 と して の役割 を果 させ るこ と も可能 とな る。

今後1990年 代に むか って予想 し得 る幾 つ かの 国際 的 ・社 会的環 境変 化 に対 す る情 報処 理 シス テムへの期

待 としては以下 の よ うな もの があ ろ う。

① 低 生 産性分 野 の生 産性 向上

我 国 に おける過 去30余 年 の主要 産業 分野 の急 成長 の蔭 に、依 然 と して取 り残 された 多 くの低 生産性 分

野 が存 在 し、大 きな不均 衡 が生 じて い る。例 えば農 業、漁 業 、流 通 業、公共 サー ビス な どの 分野 は、第

2次 産 業 に比べ著 しい低 生産性 分野 と言 え る。農 業 、漁業 等の 第1次 産業分野 は我 国の食 糧 自給率 の向

上 や可住 地 面積の拡 大等 の ため に も工業 化 に よる生産性 の向上 が必 須であ る。 また流 通業 の前近 代的 な

非合理性 が我 国の消 費者経 済上 の大 きなネ ックと なって お り、情報 処理 シス テムの今 後の 大 きな活動 の

場 とされ てい る。

行政 や公共 サー ビス を含む企 画 ・調査 ・事務 処理 業務 は、近 年 の業務量 の増大 とと もに低 生産性 が目

立 つ分野 で あ り。今後 の社 会活 動の 中の大 きな ウェ イ トを占め る第3次 産 業 とと もに大 巾 な生産性 向上

によ る コス トダウ ンが望 まれ てお り、 オ フィス ・オー トメー シ ョンに代表 され る情 報処理 シス テムへの

期待 は大 きい。例 えば以下 の よ うな要 素 があ げ られ る。

1)文 書 、図形 な ど を含 む不 定形 デ ー タの扱 い を容 易 とす る処理

2)日 本 語の 自在 な扱 い を可 能 とす る 日本型 オ フ ィス ・オー トメー ション

3)窓 口業務 およびサ ー ビス事 務 の オ ンライ ン化 によ る効 率向上 と処理 の迅速化

4)流 通情 報の即応 化 と流 通制 御 システム の実現 によ るコス ト低 減

5)各 種 デー タベ ー ス を含 む有効性 の高 い意志 決 定 シス テムの実 現 によ る企画調査 業務 の 高度化

6)音 声認識 や 自然 語解釈 等 の人工 知能技 術 に支 え られた マ ンマ シン ・イ ン タフェー スの改 善

7)音 声 ・画 像 ・デr夕 等 の各種 メデ ィアの統 合通 信 を可能 とす る実用網 の大衆化

② 国 際競争 力の確保 と国際協 調

狭 い国 土 と、米国 の約40倍 の平地 人 口密 度 を持つ 我国 は、食 糧 の完 全 自給 す ら不可能 で あ り、 ま して

エネ ルギー 自給 率15%、 石 油 自給 率0 .3%の 超 資源小 国 で ある。

一 方
、 高学歴 で勤勉 な良 質 かつ豊 富 な労働 力お』よび人的 資源 は我国 の貴重 な財 産 で あ り、 これ を活 か

す こ とに よ り今後 我国 で は情 報 自体 を食糧 内至 エ ネル ギー に匹敵 す る新 しい資源 とみ な し、 これ ら情 報

の 自在 な処理 を可能 とす る知識 集約 産 業 に重 点 を置 くべ きで あろ う。

一 方国 際的 な貿 易経済 摩擦 に対処 す る国際 水平 分業 的 な観 点 か らも
、実用化 、普偏化 した工業 製品 は

開発途 上 国 に譲 り、我国 は先 導的 な付加 価値 の高 い知識 集約 産業 に重点 を移 し、国際協 調 をは かっ てゆ

かざる を得 な いで あろ う。

高付加 価値製 品 の例 と しては以下 の よ うな もの が あげ られ る。

1)カ メ ラ、乗用車 、時 計、各種 の 制御機 器 、精 密機 器等 へ のマ イ クロプロセ ッサの内蔵 によ る高付加
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価値化

2)高 度 のパ ッケー ジ ソフ トウェ ア

3)自 動翻訳機 能 によ り国 際的 に通用 す る各 種 デ ー タベ ー ス

4)CAD技 術

5)知 能 ロボ ッ ト等

一 方我 国の コ ンピュー タ技 術 は、従 来 その理想 に反 して、米 国IBMの 技術 の模倣 と追従 の上 に成 立 っ

ていた と言 って も過言 で は ない。 世 界第2の コ ンピュ ー タ先進 国 とな った現在 今後更 に同 じ路線 を踏 襲

す ることは もはや許 されず 、独 自の構 想 による新 しい技術 の 開発 を通 して世 界 を リー ドす る責務 があ ろ

う。

③ 省エ ネ ルギー、省 資源 問題 の解決 への援 助

今世紀末 の世 界最大 課題 の1つ は省エ ネル ギー およ び省資源 問題 で あ る。 これ の解 決 には現 在路線 の

延 長 と して更 に一 層省 エ ネ ルギー あ るいは省資源 対策 をは か ると同 時 に、 よ り積極 的 に新 資源 を開拓 す

ることが要 請 され る。

省エ ネル ギー を効果 的 に実現 す るに は産 業構 造 の転 換 が必要 で あ り、 資源 ・エ ネルギ ー消費型 の産 業

か ら、非 消費型 に重心 を移 す事 も要 求 され る。情 報産 業 あるいは知識 集約 産業 な どは非消 費型 の典型 と

言 える。

省エ ネル ギー および省資 源問題 に対 す る情 報処 理 システ ムの貢献 は、 や ・消極 的 なが ら以下 の よ うな

要素 が考 えられ よ う。

1)CAD/CAMの 実現 によ る製造 エ ネルギ ーの節 約

2)エ ネ ルギー消費 の最少 化、 最適化 制御

3)各 種 工業製 品へ のエ レ ク トロニ クス技 術 の埋 め込 み によ る製 品の損傷 検 出、 自動修 復 など によ る製

品寿命 の延長

4)オ ンライ ンシステ ム化 、電 子光 学的記録 保持 、 ソ フ トコ ピーの活用 等 によ る印刷物 の減少 によ る省

資源化

5)情 報 通信機 能の 充実 によ る人 の移動 の減 少 によ る省エ ネル ギー効果

6)原 子 力 、地 熱、太 陽熱 等 に よる新 エネ ルギー発 電 の コ ン トロー ル

7)コ ンビナー ト等 のエ ネ ルギー再 循環 ・再使 用 の制 御

8)新 エ ネルギー源 開発 の シ ミュ レー ショ ン実験

④ 高令 化社会

1990年 には65才 以 上 の高令者 が人 口 の12%以 上 を占め る と言 われ る。 高令化 か ら派 生 す る問題 と して

医療 費の増加 、福祉 負担 の増加 等 は不可避 で あ る。 した がって 医療 関連 の情報 処理 システムの 充実 や、

高令者 パ ワーの活用 を促進 す る生涯 教育 の ツー ル などの開発 が求 め られ、例 えば以 下の よ うな応 用 が考
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えられ る。

1)医 療 事務 の機 械化 、検 査 の 自動 化 、病 院 リソース管理 の 自動化等 によ る省力化

2)予 防医学 の充実 の た めの ツー ル と して、自動健診 シス テム、遠 隔健診 システ ム等 の開発 と、 ホー ム

コ ンピュー タによ る家庭 にお ける健康 管理 や コ ンピュー タ連 動の健 康機 器 、医療相談 な どの情報 サー

ビスの充実

3)医 師の補助 と しての 自動診 断 システムの 開発

4)'身 体 不 自由者の 活動支援 と して車椅子 、電 子義肢 な どの マ イ クロ プロセ ッサ制御 によ る高機 能化

5)高 命 者の生 涯教育 の ため の広域CAIシ ステ ムの充実

6)在 宅作業可 能 なデー タベ ー スや ソフ トウェ アの作 成 ツー ル

⑤ 社会 の情報 化 と人 間 の と共 存

企業 で、間接 部門 の生産 性 が問題 と され る と同様 に、社 会生 活 の中 に於 て も、 その機構 を合 理化 、生

産性 を向上す ることに よ り、大 きな効果 をもた らす と予想 され る幾 つ かの局 面 が ある。社会情 報処理 シ

ステ ムは その解 決策 と考 えられ、1990年 代 にお ける重 要 な要素 となろ う。

例 えば以下 の よ うな応用 分野 があ げ られ る。

1)医 療

2)交 通

3)教 育

4)流 通

5)電 気 ・ガス ・水道 等 のユ ー テ ィリテ ィ制御

6)ご み処理

7)防 災 ・防犯

これ らの社会 システ ムの基本 フ ァシ リテ ィと して情 報処 理 と通信 の融合 によ るイ ンフ ォー メーシ ョン

・ユ ー テ ィリテ ィ(IU)が 有用 と考 えられ る。

一 方社会生 活へ の急激 な新技 術 の適 用は経 済性 ・効率性 ・省力化等 の メ リ ッ トと共 に
、人 間 との融 和

性 を欠 くこ とによ る精神 的不 安 を含 めたデ メ リ ッ トも生 じ易 い。 これ に対す る防御 ・回避 の充分 な手だ

て も併せ て検 討 してゆ く必要 が あ る。例 えば以下 の よ うな要 素 が考 え られ る。

1)コ ン ピュー タに よる設計建 造物 の 安全性 を確認 す るた めの ソ フ トウェ アの評 価 手法 と評 価基準 の確

立

2)不 正確 な情 報 の氾濫 を防 ぐため の情 報 サー ビス におけ る情 報源 の チェ ッ ク機構 と、 デー タベ ースの

デー タの信 頼性 の評価

3)企 業 シス テムや社会 システ ム に於 て処理 の信頼 性 お よび不正使 用 や犯罪 防止機 能の内蔵 の 有無 、機

密 保護機構 、 プ ライバ シー保護機 構 の完 全度等 をチ ェ ッ クし監査 す るシステム監査機 構 の充備
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4)情 報化 アセス メ ン ト機構 の確 立

5)国 際情 報流 通 に ともな う国家 プ ライバ シー問題 調整 の ため の国際 的 ルー ルの確 立

(2)情 報処理 機能 に対 す る基 本 的要求

以上、 今後1990年 代 にかけ て社 会的 ボ トル ネ ック とな る事 が予想 され る諸要 素 の中 で、情報処 理技術 に

よ る貢献 が比較 的明確 なものの幾 つ か を例示 した が、 これ らを総括 し、且 つ現 在 の コ ンピュー タに於 いて

は不充分 な基本 的要 求 を抽 出す ると以 下 の よ うにな ろ う。

① 各種 の形態 の情 報 に対 し即時 の接近 を可 自旨とす る こ と。実社 会 に於 いて人 間 が接触 し得 る情報 の種

類、量 、形態 に比較 し、情 報処 理 システム を通 して我 々 が入 手 し得 る情 報 の制約 は あ ま りに も厳 しい。

今後 この差異 を縮 少 し、 よ り大量 の、 よ り多彩 な情報 へ の即時 の接近 を容 易 にす る1とともに、特 に実社

会 に於 い て多発 す る漠然 と した要 求 を、明確 な形 の要 求 に顕在 化す る新 しい技術 の導 入 も必要不可 欠 で

あ る。

要 求仕様 、CAD、 意志 決定 サ ポー トシステ ム等 の非 定型 業務 は 、 これ らの要 求 に もとつ くものの例 で

あ る。 、

② 未知 の状 況 を擬似 的 に作 り出す大 規模 シ ミュ レー シ ョ ンに よ り、新 しい矢目見 を獲 得 し得 る こと。

科 学技術 、工 学、経 営、行 政 、社会 等 多様 な分 野 に おけ る大規模 シ ミュ レー シ ョンによっ て、未 知 の

状況 に対 す る知 見 を獲 得す る事 が期待 され る。超 高速 コ ンピ ュー タの実 現 に より従 来不可 能で あった充

分 なシ ミュレー シ ョン効果 を発揮 し得 る事 とな ろ う。

③ コ ンピュー タの イ ンテ リジ ェンス を高め 、人 間の良 き協 力者 と しての親 和性 を高 め る。

人間 の5感 は、 それ か ら得 ら れた情 報 を理 解 す る知 識 に裏付 け され て初 めて その機 能 を果 たす。 コン

ピュー タの イ ンテ リジェ ンス を高 め、人 間の よ り良 き協 力者 と して親和 性 を高め るには、何等 かの 方法

に よ り各 々の応 用分 野 に関 す る知識 とそれ を活用 す る術 を コン ピュー タに付 興す る事 が必要不 可欠 で あ

り、併 せ て、連 憩機 能、推 論機 能 、学習機 能 な ど も欠 くこ とが出来 ない。

マ ンマ シ ン ・イ ンタフェ ースの改 善 、音声 ・図形 ・画像 ・物体 等の パ ター ン認識 、 自然語理 解、 知識

ベ ース等 は、 これ らの要求 に基 づ くもので あ る。

④ 人間 の代替 と未 知 の能 力の開発 。

省エ ネルギー、 高令化社 会等 の環 境 変化 につ れて、 人 間 とコ ンピュー タの よ り良 い負荷分担 を全 うす

る為 に、各 々の特 質 を再検 討 す る ことが要請 され よ う。従 来 の コ ンピュー タ制御 の概 念 は、知能 ロ ボ ッ

トや知識 情 報処理 システム の実現 に よ り大 きく拡 大 され、 ある面 では人 間以上 の業務 能 力 を持 つ これ ら

のツー ル と最適分 担 を行 う事 によ り、 新 しい未知 の能 力の開発 が可能 とな ろ う。

(3)今 後研 究開発 を推 進 すべ きテーマ

第5世 代 コ ンピュー タに向 かって技 術的 シー ズ と して今後研 究 開発 を推 進 すべ き主 た るテー マ と して

は、下記 の よ うなものが考 え られ る。
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① 素子 技術

VLSIの 設計 の 自動 化及 び テス ト技 術 を含 め、高性 能 プ ロセ ッサ へのVLSIの 導入方 式 、及 び シ リコ

ン半導体 素子 の限界 をカバ ー し得 る と予想 され る化合 物 半導体 、 ジ ョセ ブソン接 合素子 等新 しい素子 の

実用化研 究。

② アーキ テ クチ ャ及 び高性 能 プ ロセ ッサ

非 ノイマ ン型 アー キテ クチ ャ を持 つ デ ー タフロ ー ・マ シ ン、連 想機 能及 び推論機 能等 の要素 も含 むデ

ー タベ ース ・マ シン
。 大規 模 シ ミュ レー シ ョンや超高速 計算 の為 の超 高性能 マ シ ン(1～10GFLOP

S程 度)、並 列処理機 構 、 ワ ンレベ ル ス トア機 構 、 ス タッ ク ・ハ ッシュ機 構等 を持 つ新 ア ドレス方 式マ シ

ンな ど、新 しいアー キテ クチ ャ及 び高性 能 の プロセ ッサ の研 究開発 。

③ 機 能分 散 システ ム

高級 言語 プロセ ッサ 、デ ー タベ ー ス ・マ シン、連 想 プロセ ッサ 、記憶 階層 制御 プロセッサ、画像処 理 プ

ロセ ッサ等 、各種 の特殊機 能 プロセ ッサ とその複合 体 に よ るシステ ムの実現 。

④ シス テム化 技術,

ハ ー ドウ ェア、 ソフ トウェ ア、 ファーム ウ ェアの最適 負荷 分担 を含 むモ ジ ュール要 素の 自動 合成 及 び

最適化 アーキテ クチ ャの実現 等、 システム化 技術 の高度 化 と自動化 率 の向上 。

⑤ ネッ トワー ク ・アーキ テ クチ ャ

通信 と情報処 理 の融合 の象徴 的技 術 として、 また今後 の国 際的情 報化 の ツー ルと して国際標 準化 の推

進 を含む汎 用的 ネ ッ トワー ク ・アーキ テ クチ ャの 開発。

⑥ オフ ィス ・オー トメー シ ョ ン

低 生産性 の解 決 を迫 られ てい る オフ ィスの 各種 業務 の 自動化 によ る省力化 と、知的 作業環境 の 実現 に

よる専 門職 、研 究者 、管理 者等 の業 務 の高度化 と効率化 。

⑦CAD/CAM/CAE

VLSIの 製 造 を含 む諸 工業 の一貫性 あ るCAD/CAMシ ステ ムの実現 及 び、要 求仕様段 階 か ら生産段 階

にわた るコ ンピュー タ支援 によ るエ ンジニ ア リン グ。

⑧ 人工知能技 術 の実用化

マ ンマ シ ン ・イ ンタ フェ ース改 善の為 の音 声 ・画 像 ・図形 ・物体 等 のパ ター ン認識技 術 の実 用化 、 あ

るいは知識 ベー ス、連想機 能 、推 論機 能 、学習機 能 等 の実現 に よ る自然 語処理 自動翻訳 、 コンサ ル タ ン

ト ・シス テム等 の 実用化。

⑨ ソフ トウェア工学

現在 の コ ンピュー タ産業 の 一大弱 点 であ る ソフ トウェ アは、今後 ハ ー ドウェ アを始 め、他 の技術要 素

の発展 か らの貢 献 に よ り若 干 の進歩 が期 待 され るが、基 本的 には 、 ソ フ トウェ ア技術 自体 の改 善 によ ら

ねば な らない。 要 求仕様 工学 、モ ジュール化技 術、 プ ロ グラム 自動 合成 、構造 的 プロ グラ ミング、 デ ー
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タ抽象化 、新 プ ロ グラ ミング言語等 総合 的 な ソフ トウ ェア 工学 の強 力 な研究 開発推 進 が必要 不可 欠で あ

る。

⑩ デ ー タベ ース技術

1990年 代の代 表的技術 で あ り、従来 路線 の延 長 と してのANSI/SPACの3層 モ デル、 リレー シ ョナ

ル ・デ ー タベ ースの 実現等 とい う問題 以上 に、 デ ー タベ ース像 の拡 大 によ る新 しい要素 、例 えば意 志決

定者 の直接 の ツー ル として 自然 語解釈 、推 論機 能、連 想機 能等 、 人工知 能技術 との連 係 、 オ フィス ・オ

ー トメー ションの基 本要 素 と しての アナ ロ グデー タとデ ィジ タルデー タの統合 デ ー タベ ース
、 あるいは

通信 との統合 によ る分散 型 デー タベ ース処理 系 、ハ ー ドウェア、 ソ フ トウェアお よび応用技 術 の統 合 技

術成 果 と しての デー タベー ス システ ムが要求 され よ う。

⑪ 知 能 ロボ ッ ト

オフ ィス ・オー トメー シ ョン、CAE等 の1要 素 と して、人間 の 目、耳 、口 に相 当 す るセ ンサ ー機 能 、

表示機能 及 び移 動 、環 境認 識等 の可 能 な オ フィス ・ロボ ッ ト、 あるいは作 業 ロボ ッ ト等 の知 能 ロボ ッ ト

の開発。

⑫ 高信頼 化 、機 密保 護機 能

今後、 各種 システムの複 雑化 、 巨大化 の傾 向 が更 に強 ま り且 つ、 コ ンピュー タの社会 生活機構 へ の浸

透度 力深 まるにつ れ、 シス テムの高信 頼性 に対 す る要 請 は益 々増 大す る。

一 方、 今後社 会的 ユー テ ィ リテ ィと して大 きく期待 され る各種 の社会 システ ムに於 いて は特 に機 密保

護機 能 に対 す る要 求 が切実 とな る。

(4)第5世 代 コ ンピュー タの イメー ジ

第5世 代 コンピュー タは以上 述 べた よ うな社 会的 ニ ー ズ と、技 術進 歩の 必然性 に基 づ くシー ズの両者 の

整合 によ り以下 の様 な幾 つ かの側面 を持 つ こ とが予 想 され る。

① 超 高速処理 用 の マ シンか ら各種 の特 殊機 能 プ ロセ ッサ、 ア プ リケー シ ョン専 用 プ ロセ ッサ 、パ ー ソ

ナル コン ピュー タ、埋 め込 み型 コンピュー タ等 に至 る多様 な機 能、種 類 、 レベ ル が存 在す ること にな ろ

う。

② 従来 の超 氾用性 指 向 が弱 ま り特 殊化 、専 用化傾 向 が表 われ る。

③ 非 ノ イマ ン型 ア ーヰテ クチ ャに重点 を置 い た シス テ ムの比重 が増 大 す る。

④ 個 々の ミクロな新 アー キテ クチ ャの重 要性 と とも に複 数の プ ロセ ッサ やハ ー ドウェ ア、 ソフ トウェ

ア、 ファーム ウェ アの各 種 モ ジュー ル要 素 の組 み合 わせ によ る複合 システム が多用 され、 システム ・
●

アーキ テ クチ ャの重要性 が増 大 す る。

これ らの要素 に基 づ く第5世 代 コ ンピュー タシス テム ・イメー ジの例 を示す 。 これ は、 非 ノイマ ン型 ア

ーキテ クチ ャと知識 情 報処理 の実 現 の可 能性 をベー ス と した シス テムで あ り
、仮 に 「知識情 報処理 シス テ

ム」 と名付 け る。 システ ムの イメー ジは以下 の とお りで あ る。
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知 識情報 処理 システムの基 本的 な機 能要 素 は、高度 な人 間機械 の イ ン タフェース と問題解 決能 力の二 つ

で ある。

人間 と機械 のイ ンタフェー スにつ いて は 自然 語、 図形、 画像 、手書 き文字 、音 声等 に よる 自然 な形態 で

の総 て の入 力 が会話的 に行 な われ るこ とが必要 で あ る。特 に重要 な点 は、 システム がそ れ らの情 報 か ら

「意味」 を くみ とる能 力 を持 つ こ とで あ り、更 に質 問へ の回答 、助言 、要約 的 な回答 等真 に知的 な会 話能

力 を持 つ事 が期 待 され る。

一方 、要求 を適切 に実現 す るには 、「問題 解決機 能 」 が必 要不 可決 で ある。 ここで、「問題」 につ い ての人

8-2-2図 知識情報処理システムの概念図 と実現のためのKeyTechnology
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間 と計算機 の相 互 の了解 が重要 にな る。 計算機 は人 間 の理解 に合 わせ た形 で問題 を理解 して いかな ければ

な らない。 これ は、問題領 域 につ い て シス テム が 「知識 」 を有 してい る ことに他 な らな い。 このよ うな相

互 了解は、 人間 と計算機 の協 調の基礎 で ある。

しか しな がら、 この よ うな システ ムで も、高次 の 問題 解 決 には人 間の 新た な指示 が必要 で あ りそれぞ れ

の問題領域 につ いての 新 たな知識 を獲 得追加 して い く機 能 も重要 で ある。一 つは、統 合性 の問題 で 、既 存

の知 識 に矛盾 な く融合 して組 み入 れ る問題 で あ る。第 二 はデ ー タの集合 か ら法則 性 を発 見 してい く 「帰納

的推 論」 の問題 で あ る。 これ らは学習 の 問題 と も言 える。

このよ うな機 能 を実現す るシス テムの概 念上 の構 成 を8-2-2図 に示す 。 これ につ いて、 ソ フウェア

的 、ハー ドウ ェア的 要件 を考 えて み る。

処理 の内容 と しては高度 の非 数値(記 号)処 理 が要求 され る。 また 「学習 」、 「推 論」等 の機 能 の実現 に

は、非決 定的 なアル ゴ リズ ムが本 質的 に なる。 これ を効率的 に実 行す るにはハ ー ドウェ アの助 け も必要 で

あるが、 ソ フ トウェ アの構 造 ・品質 に も大 きく依存 す る。 この為 の技 法 は、 ソ フ トウ ェア工 学 の分 野 で生

まれっつ あ る。一 つは デー タ抽 象化 と それ に基 づ く階層 的 プ ロ グラ ミン グの考 え方 で ある。 これは問題 の

複雑 さを大 幅 に減 少 させ る。 第二 の考 えは、 ル ー ルに基 づ くプロ グラム変換 の技 法 で ある。 これ によ り、

抽象 から具体 へ の変換 の道 が開 かれ る。 これ らの考 えは、 知識情 報処 理 の枠組 に自然 に組 み込 まれ る。

ハ ー ドウ ェア的 な要件 と して は、推 論 を高速 に実行 す る高次 の 「記号処 理 マ シ ン」 が望 まれる。 これ は

パ ター ン照合機能 、非 決定性 処理機 能 、 それ に伴 うガー ベ ッジ ・コレ クシ ョン機 能(記 憶管 理機 能)等 が

含 まれよ う。非決 定処 理 は、後 戻 り機 能 として だ けで な く、並 列処理 の一つ の あ り方 と して考 え られ る。

この よ うなマ シンは推 論 マ シ ンと言 っ てよい。

第二 の重要 なハ ー ドウェ ア要 素 は、 デー タベ ー ス ・マ シ ンで あ る。推 論 シス テム との整合 性 な どか ら、

関係 デー タベ ース が最 も有 望 で ある。 その検 索機 能 に関 しては、 関係代 数演 算 を直接実行 す る、関係 代数

マ シ ンが構 想 され る。 これ も一種 の推 論 マ シ ンで あ る。

これ らの延 長上 に、ハ ー ドウェア と しての第5世 代 コン ピュー タが イメー ジ され るで あろ う。
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3JECC「EDP関 係

投 資 現状 調査 」 よ り

Aは じめに

本 調査 は日本電子 計算 機㈱(通 称JECC)が 毎年 、民 間の コ ンピュー タ ・ユ ーザ を対象 に してEDP

経 費 とEDPシ ステ ムの利用 状況 を把握 す るため に実施 して い るもので あ り、今回 で7回 目を数 え る。53

年9月30日 現 在で ユ ーザ にア ンケー ト調査 表 を郵 送 し、有効 回答1,141件(回 収 率16.9%)を 対象 に集 計

した ものであ る。

結 論 か ら述 べ る と、 全般 的 に見 て今 回大 きな変 動 は見 られなか った。1社 平均 のEDP運 用 費 は ここ数

年横 ばい傾 向 にあ り、 最近 の コ ンピュー タの性能 向上 、ユ ーザ の利用 形態 の高度 化 等 が必 ず しもEDP運

用 費の 増加 に結 びつ いて いないの が現状 の よ うで ある。 おそ らく、 これはメ ー カ側 の提供 す る シス テ ムの

コス ト・パ フ ォーマ ンスの向 上の み が原 因 で はな く、 オ イル ・シ ョック後 の企 業の 設備投 資意 欲の減退 と

減量 経営 指 向 が要因 と して働 い て いる もの と推測 され る。 また、 コ ンピュー タ に対 す る意識 面 での変 化 も

見逃 せ な い。従 来 の よ うにコ ンピ ュー タ利用 を単 なる事 務の機械 化 と して と らえるので は な く、事務経 費

の合 理 化の 有効 な手段 と して活用 して いこ うとい う企業側 の厳 しい姿 勢 を反映 してい る もの と推 察 され る。

今後 は、 コ ンピュー タの導入 、 シス テムの拡 大 が総体 的経費 の増加要 因 としてで は な く、現状 の事務経 費

の代 替 とい う方向 で進展 して い くと考 え られ る。 今後 ます ますEDP経 費 とい った概 念 で こ う した状況 を

把 握 す るの が困難 となって い こ う。最近 の コン ピュー タと通信 の接近 を表 わすC&C(コ ンピ ュー タ&コ

ミュ ニケ ー シ ョン)テ レマ テ ィク とい った概 念 は そ うしたコ ンピュー タ リゼ ー シ ョンの す そ野 の拡 が りを

表 わ して い る。 そ して最近 のオ フ ィス ・オー トメ ーシ ョンとい う概 念 は、上記 の代替 作用 を象徴 す る もの

で は なか ろ うか。

1.EDP運 用 費 につ いて

(1吟 回の概要

今 回の 回答企 業数(EDP運 用 費 の集計 対象 と した企業数)827社 の平 均年 間売 上高 は73,494,000千 円 、

平均 従 業員 数 は1,472人 で 、 その平均EDP運 用費 は239,954千 円、 そ して1人 当 りのEDP運 用 費 は

163千 円 とい う集 計 結 果 と な っ た 。 また売上 高 に占 めるEDP運 用費 の割合 は、全産 業平均 で0.3%、

EDP運 用費 全体 に 占め るハ ー ドウ ェア設 備 費の割 合 および外部依存 率 は、各45.8%、11.2%と なっ た。

売 上高 規模別 に見 ると、8-3-1表 か ら1社 平均EDP運 用 費 は売上 規模 が大 きくなるほ ど、 増加す
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8-3-1表 売 上 高規 模 別 のEDP運 用 費 分析(単 位:千 円)

項目

売上高規模

回 答

企業数

1社 平 均

年間売上 高

1社 平 均

従 業 員 数

1社 平 均

EDP運 用費

従業員1人 当

たりEDP運

用費

売上高に占め
るEDP運 用
費の割合

(%)

EDP運 用費
に占めるハー
ドウェア設備
費の割合(

%)

ハー ドウエア

設備費に占め
る汎用コンピ
ュー タの割合

(%)

EDP運 用費
に占める外部
依存率

(%)

10億円未満 95

1

325,000 34 194,065 5,708

.

59.7 32.0 76.0 9.4

10億円～
50億 円未満

99 2,958,000
.

229 171,989 751

1

5.8 31.2 71.3 12.0

50億 円～
100億 円未満

120 7,239,000
1

510 77,698 152

I

l.1 45.2 70.6 8.9

100億 円～
250億 円未満

181 15,973,000 772 79,289 103

.

0.5
1

45.4 79.0 4.9

250億 円]
500億 円未満

134 36,151,000 1,232 120,624 98 0.3 46.4 74.5 6.0

500億 円～
1,000億 円未満 72

.

68,996,000
1

2,106 211,429 100

1

0.3 44.7 72.0 ll.1

1,00〔臆 円以上
126 372,093,000 5,343 856,427 160 0.2 50.7 67.1 13.5

全 平 均・ 827

1

73,494,000 1,472 239,945 163

1

0.3 45.8 69.9 11.2

(注)1.売 上高規模10億 円未満 および10億 円～50億 円未満のEDP運 用費の金額や比率が他 に比べ て高 いのは、

情報処理サー ビス業の回答企業数 が多いためであ り、前者では95社 中73社 、後者では99社 中11社 が情報処

理サービス業である。

2.EDP運 用費 に占める外部依存率 とは、自社開発以外 のソフ トウェア費と外部 サービス委託費のEDP

運用費 に占め る割合 を指す。

8-3-2表 売上高規模別 のEDP運 用費構成比(%)

項目

売上高規模

ハー ド

ウェア

設 備 費

自社開発以外のソフトウェア費 外 部

サービス

委 託 費

教育費

EDP関 係

人 件 費

消耗品費

データ通信

回 線 費

その他

物件費

EDP

EDP運 用費
開 発 外 注
・購 入 費 賃 借 料 小 計

10億円未満 32.0 1.5 0.9 2.4 7.0 0.3 4し6 5.5 α8 10.5 100.O
I

10億円一5〔臆 円未満 312 2.1 1.3 3.4 8.6 02 37.0 6.2 12 12.2 100.0

50億円～100億 円未満 45.2 一 一 o.1 8.8 02 36.3 6.0 0.7 2.7 100.0

100億月二250億 用 未満 45.主 0.4　 . ぴ2 0.6一 4.3
-一 一 _o・2 38.9

-」}
6.7

-一 ・一 一 旦. 3.0 100.0一

250億 円～500億 円未満 46.4 0.9 0.4 1.3 4.7 0.2 36.4 6.5 2.1 2.4 100.O
I

500億 円一1,000億 円未満 44.7 1.0 0.4 1.4 9.7 0.2 33.6 5.6 2.0 2.8 100.O
I

1,00〔臆 円以上 50.7 1.6 0.8 2.4 ll.1 0.1 22.5 5.3 3.7 4.2 100.0

全 平 均 45.8 1.3 0.7 2.0 9.2 0.2 29.3 5.7 2.6 52

1

100.0

る傾 向 にあ るが、一方 その売上 高 に占 るめ割 合 は逆 に売 上高規模 が大 きくなるほ ど、小 さ くなる傾 向 が う

か が える。 なお、売上 高規模10億 円未満 及 び10億 円～50億 円未満 のEDP運 用 費 の金額 や比率 が他 に較 べ

て高 いの は、情 報処理 サ ー ビス業の 回答企 業数 が多 いためで あ る。従 業員1人 当 りのEDP運 用 費 は250

億 ～500億 円 の売上 高規模 をボ トムに し.て上下 に増 加す る傾向 にあ るが、売上 高規模 の小 さい企 業の方 が

よ り金 額 が大 きい。EDP運 用 費 に占め る外部 依存 率 につ いて も同様 の傾 向 、す な わち100億 ～250億 円

をボ トム と して上 下 に増加 す る傾 向 が見 られ る。

産業 別 に見 る と、8-3-3表 か ら1社 平 均EDP運 用費 は一般 的 に製 造業 よ りサ ー ビス業 の方 が高 い

傾 向 が読 み とれ る。 また、石 油等 の装 置産 業 や公共性 お よび大衆性 の強 い電 力業 や生 保等 の金 融業 が きわ

めて高 し)傾向 に ある。EDP運 用 費 に 占め る外 部依存 率 はEDP運 用 費 の高 い業種 ほ ど高率 となって い る。

1人 当 りのEDP運 用 費 は情 報処理 サー ビス業 を除 けば金 融業 が最 も高 く、 さ らに そのEDP運 用 費 に占



8-3-3表 産業別のEDP運 用 費分析

項 目

産業
回答企業数

1社 平均年間

売 上 高

1社 平均 従業

員 数

1社 平均ED

P運 用 費

従業員1人 当
た りEDP運

用 費

売上高 に占め
るEDP運 用

費の割合(%)

EDP運 用 費
に 占め るハ ー
ドウ ェ ア設 備
費 の割 合(%)

ハ ー ドウエ ア設

備 費 に占め る汎
用 コンピ ュー タ
の割 合(%)

EDP運 用費
に占め る外部

依存率(%)

漁 ・水 産 ・養殖 業 1

I

lO,900,000 555 18,168 33 0.2 29.1 82.5 0.9

建 設 業 31
1

96,267,000 2,638 157,802 60 0.2 48.7 83.4 7.5

食 品 23

1

64,574,000 1,528 127,580 83 02 53.6 58.0 2.6

繊 維 24

1

34,059,000 1,136 113,351 100 0.3 48.3 73.3 9.7

紙 ・ パ ル プ 15

.

35,659,000 1,187 92,713 78 0.3 48.5 70.3 0.7

出 版 ・ 印 刷 9 45,158,000 1,497 123,747 83 0.3 46.9 76.2 4.7

化 学 39 55,090,000 1,728 186,490 108 0.3 44.3 73.5 6.8

石 油 2 351,223,000 1,150 301,440 262 0.1 60.1 54.9 3.7

窯 業 12 33,849,000 1,658 139,301 84 0.4 50.7 68.1 4.6

鉄 鋼 26 30,141,000 1,100 118,482 108 0.4 48.6 68.3 5.4

非 鉄 金 属 14
1

71,903,000 2,011 221,468 110

1

0.3 36.8 74.9 12.8

金属 製 品製 造 22
1

15,285,000 711 73,857 104 0.5 54.8 74.0 8.0

一 般 機 械 46 19;606,000 1,144 100,446 88 0.5 48.8 78.4 7.4

電 気 機 械 46 23,201,000 1,319 131,508 100 0.6 40.0 77.3 9.3

輸 送 用 機 械 30

I

l27,332,000 3,244 292,118 90 0.2 53.9 79.9 10.9

船 舶 製 造 3 94,226,000 5,618 628,224 112 0.7 46.5 66.0 13.9

精 密 機 械 12 15,826,000 1,129 139,596 124 0.9 50.8 78.3 6.1

そ の 他 製 造 業 31

1

23,724,000 1,083 103,526 96
1

0.4 51.7 73.8 3.4

卸 ・ 商 事 98 67,442,000 565 110,375 195

1

0.2 43.8 69.6 9.4

小 売 業 58

`

38,320,000 1,110 128,946 ll6 0.3 41.0 76.5 15.6

金 融 68 289,273,000 1,125 526,358 468 0.2 61.9 52.5 6.6

証 券 ・保 険 10

1

216,144,000 18,784 2,237,295 ll9

1

1.0 45.9 83.0 20.0

不 動 産 4 24,203,000
1

921 66,369 72

1

0.3 53.7 76.7 1.3

運輸 ・通 信 ・報 道 30 31,272,000 2,530 127,013 50 0.4 42.8 64.8 4.2

水 運 業 8 92,902,000 1,565 219,331 140 0.2 43.1 66.7 16.3

電 力 4 865,682,000 19,763 3,090,600 156
1

0.4 43.6 82.0 23.6

ガ ス 6 112.564000 745 222,498 299

1

1.8 47.8 88.9 9.9

一 般 サ ー ビ ス 23 13,424,,000 792 109,882 139

1

0.8
一

43.1 81.4 7.1

情報処理サー ビス 85

1

597,000 78 399,392 5,120 66.9 30.8 70.9 1L9

法 人 団 体 ・農 協 47

I

lO7,567,000 422 198,827 471

1

0.2 36.4 752 13.4

全 平 均 827

1

73,494,000 1,472 239,945 163
1

0.3 45.8 69.9 ll.29

(単位:千 円)出
oo

oo

(注)EDP運 用費に占め る外部依存率 とは、 自社開発以外の ソフ トウェア費 と外部サー ビス委託費のEDP運 用費に占める割合 を指 す。



8-3-4表 産業別のEDP運 用費構成比(%)

項目

産 業

ハー ドウ エア

設 備 費

自 社 開 発 以 外 の ーソ ト ウ ェ ァ 費 外 部 サ ー ビス

委 託 費
教 育 費

EDP関 係

人 件 費
消 耗 品 費 データ通信回線費 その他物件費 EDP運 用費

開発外注 ・購入費 賃 借 料 小 計

漁 ・水産 ・養殖業 29.1 一 0.9 0.9 一 一 59.4 7.3 一 3.3 100.0

建 設 業 48.7 1.3 0.5 1.8 5.7 0.2 35.9 4.0 0.7 3.0
'

100.0

食 品 53.6 0.4 0.3 0.7 1.9 0.2 33.4 62 3.1 0.9 100.0

繊 維 48.3、 0.6 0.7 L3 8.4 0.1 31.4 5.1 2.1 3.3 100.0

紙 ・パ ル プ 48.5 一 0.2 0.2 0.5 0.1 37.6 7.3 32 2.6 100.0

出 版 ・印 刷 46.9 0.1 0.2 0.3 4.4 一
38.3 9.2 0.1 0.8 100.0

fと 学 44.3 0.1 0.6 0.7 6.1 0.1 37.2 5.7 2.6 3.3 100.0

石 油 60.1 0.1 0.4 0.5 3.2 0.6 28.5 3.8 一 3.3 100.0

窯 業 50.7 一 0.8 0.8 3.8 0.1 29.1 4.7 4.8 6.0 100.0

鉄 鋼 48.6 0.4 α1 0.5 4.9 0.1 37.6 5.5 1.0 1.8 100.0

非 鉄 金 属 36.8 1.8 0.1 L9 10.9 0.1
.

39.2 4.9 2.7 3.5 100.0

金 属 製 品製 造 54.8 2.0 0.7 2.7 5.3 0.3 29.0 3.7 3.8 0.4 100.0

一'般 機 械 48.8 1.6 0.9 2.5 4.9 0.1 35.5 5.3 1.2 1.7 100.0

電 気 機 械 40.0 1.4 0.1 1.5 7.8 0.1 35.3 9.8 0.7 4.8 100.0

輸 送 用 機 械 53.9 1.1 5.0 6.1 4.8 0.4 26.1 4.8 12 2.7 100.0

船 舶 製 造 46.5 5.1 1.6 6.7 7.2 0.1 23.5 22 6.1 7.7 100.0

精.密 機 械 50.8 0.4 0.9 1.3 4.8 0.4 35.1 3.8 22 1.6 100.0

その 他製 造 業 5L7 一 0.6 0.6 2.8 0.1 30.4 7.4 5.5 1.5 100.0

卸 ・商 事 43.8 0.2 0.2 0.4 9.0 0.1 34.2 6.8 1.4 4.3 100.0

小 売 業 41.0 一 0.1. 0.1 15.5 α1 31.7 7.1 0.9 3.6 100.0

金 融 61.9 2.5 0.1 2.6 4.0 0.1 18.4 3.7 6.4 2.9 100.0

証 券 ・保 険 45.9 1.1 L2 2.3 17.7 0.1 21.8 6.1 3.1
.

3.0 10α0

不 動 産 53.7 0.5 一 0.5 0.8 一 31.5 3.4 2.5 7.6 100.0

運輸 ・通信 ・報道 42.8 0.2 0.1 0.3 3.9 0.1 44.6 4.1 1.4 2.8 100.0

水 運 業 43.1 3.8 0.7 4.5 118 　 27.1 5.3 3.9 4.3 100.0

電 力 43.6 1.7 0.1 L8 21.8 0.1 20.7 5.5 一 6.5 100.0

ガ ス 47.8 12 ρ2 1.4 8.5 0.1 26.8 10.1 0.2 5.1 100.0
一 般 サ ー ビ ス

43.1 0.4 0.4 0.8 6.3 0.1 40.9 5.6 1.4 1.8 100.0

情報処理サービス 30.8 1.8 0.7 2.5 9.4 0.3 38.7 5.8 0.8 11.7 10α0

法 人 団体 ・農協 36.4 0.4 LO 1.4 12.0 0.3 26.6 9.3 4.0 10.0 100.0

全 平 均 45.8 1.3 0.7 2.0 92 0.2 29.3 5.7 2.6 5.2 100.0

』
団
o
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o
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8-3-5表

1社 平均EDP運 用

費の年別推移

(単 位 千円)

項 目

調査時_
回答企業数

1社 平 均 年

間 売 上 高

1社 平 均E

DP運 用 費

売上 高に占めるE
DP運 用費の割合

(%)

1974年9月 末

1

960 66,411,000 202,760 0.30

1975年 σ月末

.

996 71,498,000 240,593 0.33

1976年9月 末 1,045 61,618,000 203,881 0.33

1977年9月 末

I

l,251 76,796;000 242,691 0.32

1978年9月 末

1

827 73,494,000 239,945 0.32
'

め るハ ー ドウェア設備 費 の割 合 は全産 業 中第1位 で あ り、平均 の45.8%を 大 き く上 回 る61.9%に 達 して お

り、金 融機 関 の コ ンピュー タの 労働装 備率 の 高 さを裏付 けて いる。

② 運 用 費 の年別推 移

8-3-5表 を見 る と、50年 以降 、51年 を除 けば1社 平均EDP運 用費 は約240百 万円前 後 と横 ばい傾

向 にあ るの が わか る。51年 につ いて は確 かに203百 万円 と落 ち込 んで いるが、 同年 の回答企 業数 は前年 に

比 べ て 多少増 加 して い るにも かか わ らず、平 均売上 高 は他 の年700億 円台 で あ るのに比 して 、616億 円 と

低Vl金 額 にな って いる ことか ら、 回答企 業 の変動 がEDP運 用 費の集 計結 果 に影響 を与 えて い るもの と思

われ る。 しか し、売上 高 に占め るEDP運 用費 の割 合 は この5年 間0.3%と 変 化 して い ない。 この ことは、

売 上高 とEDP運 用費 の 間に あ る程度 相 関関係 が存 在す るこ とを示 す もの と考 え られ る。す な わち売 上高

に 占め るEDP運 用 費の割 は くJecc調 べ からす ると平均0.3%程 度 と言 えるが、 これがT般 的傾 向だ と言

うので はな い。 ま して8-3-1表 や8-3-3表 を見 て もわか るよ うに、売上 高規模 、業種 によ って異

なって い るのが現状 で あ る。 しか し、売 上高 の1%を 越 えない範囲0.3～0.7%程 度 が平均 的 な ところで

は な かろ うか。

8-3-1図 は各 年別 のEDP運 用 費 の費用構 成 を見 た もので あ る。最 もウ ェー トの高 いの はハ ー ドウ

ェア設備 費 で、45%前 後 、次 いで 大 きいの がEDP関 係 人件 費で平均30%以 上 となっ てお り、 この2項 目

で 全体 の80%近 くを占めて い る。52年 の 調査 では、ノ・一 ドウ ェア設備 費 の ウェ ー トの大幅 な減 少 、それ に

対 して人件 費 の ウェー トの 大幅 増加 とい う集 計結果 が出 てい るが、 これ につ いて も回答 企業 の変動 が太 き

・ く影響 を及 ぼ して い るもの と考 え られ る。 この点 を考慮 に入 れる と、EDP運 用 費 に占め るハ ー ドウェア

設備 費 の割 合 は、 こ こ数 年大 き く変 化 して い ない と言 え る。EDP関 係 人件 費 につ いて も以 上 の ことを考

慮 に入 れて観察 す ると、幾 分減 少傾 向 にあ るものの、 その分 、外部 費 が増 加す る方 向'にあ る。 これ は企 業

が従 来 内部処理 で まか なってい た部分 を外注 に振 替 え、業務 の効 率化 を図 って いるた め と考 え られ る。8

-3-2図 は この外部 費の構 成 を見 た もので あ るが、 自社開発 以外 の ソフ トウ ェア費(プ ログ ラム の開発

外注 費.既 成 プロ グラム ・プ ロ ダク トの購 入 費 も しくは賃借 料 費 を指 し、 自社 開発 の ソフ トウ ェア費 はE

DP関 係 人件 に含 まれ る)は 一時 的 な減少 はあ るものの、外部 費 に 占め るウェ ー トは5年 間 で2倍 強 の

18,1%に 増 加 して お り、 また フ ァシ リテ ィ ・マネ ー ジメ ン ト ・サ ー ビス外注 費 も徐 々に その ウェー トが増



8-3-1図

調 査

時 点

1974年9月 末

1975年9月 末

1976年9月 末

1977年9月 末

1978年9月 末

8-3-2図

調 査

時 点

1974年9月 末

1975年9月 末

1976年9月 末

1977年9月 末

1978年9月 末

1社平均EDP運 用費構成比の年別推移

回 答
企業数
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デ ー タ通 信 回線 費(3.1%)

消 耗品 費 その他

外部 費(3.9%)

960件

996件

1,045件

1,251件

827件

八 一 ドウ ェデ設備 費

(44.1%)

EDP関 係 人件 費(9 .0(3
3.1%)%)

(6.8
%)

1 `、.`
`/

(45.0%) (33.3%) (8.7
%)

(7.4
%) 什

ll`
■

1'/

(45.4%)

(41.3%)

(45.8%)

1社平均外部費構成比の年別推移

回 答
企業 数

960件

996件

1,045件

1,251件

827件

自社開発以外のソフトウェア費

(33.2%)

(37.9%)

(29.3%)

(7.9(7.7(4.1

%)%)%)

(8.3(5.6(4.6

%)%)%)

(11.2%)(弘(謝

SE料

/(1.1%) フ ァシ リテ ィ ・マネー ジメン ト・サー

(7.9
%)

'

外 部 セ ン タ'一委 託 料(
74.7%)

ハ

(16.3%)

」

、 、/(1.7%)
'

'

(9.1
%)

'
7

(70.8%) (18.4%)

.

/、 ■

(6.4
%)

(5.9
%) (69.0%) (18.7%)

、 、

、:'、
、

1(4.4%) '

(15.4%) (60.8%) (19.4%)

、

、 、ノ(2.9%) ∫

(18.1%)

!

(59蜘1 (19.6%)

(1.8%)

(3.8%)

(1.7%)

(2.3%)

(2.6%)

加 してお り、20%近 くに達 して い る。 なお外部 セ ン ター委託 料 とはパ ンチ(検 孔 外注 費)、 マ シ!・ タイ ム

賃借 料 、委託 計算 費 を指 して い る。

2.汎 用 電 子 計 算 機 設 備 費 に つ い て

8-3-3図 はハ ー ドウェ ア設 備費 中の汎 用電 子計算 機 設備 費構 成比 の 最近3年 間の推移 を表わ した も

ので あ る。 これ を見 る と本体 費用 の汎 用電子 計算 機設備 費 に占め るウェー トはこの3年 間 、53%程 度 とほ

とん ど変化 が見 られ ない。 しか し周 辺装 置 費用 の うち磁 気 デ ィス ク装置 の ウ ェー トが増 加 す る一方 で 、 そ



392第8部 資 料

8-3-3図

調査時点

1976年9月 末

1977年9月 末

1978年9月 末

汎用電子計算機設備費構成比の年別推移 認識装置1.4%一

その他外部記憶装置2.3%・

読取 ・せ ん孔装 置3.4%_

渠・電子計算馨醜i嚢 鴛 縫ll:`i
l

印刷装置

8.5%
Il

瀦
品

`.l
l、`
1.l
I、1.9%一 ⊥

1

3.0%
1

1.2

末

末

末

1⑪
52.9%117.8%111.2%

1,

1

『
8.2%l

I
l

尼,
%

{

1'7%ヨ

1

…
2.5%`

1
『1>3

53.0% 18.8%

}

10.4%1

!

日
8.1%1

1

14.2

i%

1社 平均年間
汎用電子計算
機設備費

68,062千 円

68.075千 円

76,904千 円

8-3-6表1社 当たりハー ドウェア設置台数の年別推移

調 査 時 点

回

答

企

業

数

汎,用 電 子 計 算 機
デ
1
タ
通
信
端
末
装
置

CPU 磁

気
デ

ィ
ス

ク

装
置

磁

気

テ

|

プ

装

置

そ
の

他
外
部
記憶

装
置

印

刷

装

置

読
取

喜
ん
孔
装
置

認

識

装

置

そ
の

他

人

出
力

装

置

台

数

デ 利
|
タ 用

通
信 率

(%)

1972年7月1日 811 1.4 6.3. 2.9 5.0 0.6 1.7 * 0.2 * 6.1

1973年9月30日 748 L7 10.7 4.4 6.0 0.7 1.8 * 0.3 * 22.3

1974年9月30日 986 1.6 15.6 4.4 5.3 0.6 1.7 * 0.3 * 15.9

1975年9月30日 1,063 1.8 16.8 5.7 5.5 0.9 1.9 1.8 0.3 * 15.4

1976年9月30日 1,194 1.7 2L3 5.4 4.8 0.8 1.8 1.9 0.2 * 13.8
`、

1977年9月30日 1,354 1.7 21.1 5.9 4.8 1.1 2.0 2.4 0.3 0.4 23.1

1978年9月30日 .1,141 1.8 30.2 7.2 5.0 1.1 2.1 2.0 0.3 0.4 27.8

(注)1.磁 気 デ ィス ク装置 はス ピ ン ドル 数 で表 示 してあ る。

不 明 で あ る。

2.*印 は調査時 に調査対象 としなかったために

8-3-7表

汎用(コ ンピュータ)

の主記憶 容量の年別

推移

調 査 時 点 回答企業数
1社 当た り設置台

数(CPU)

1社 当た り記憶 容

量(KB)

1台 当たり記憶容

量(KB)

1975年9月 末 1,063 1.8 327.5 180.9

1976年9月 末 1,194 1.7 341.2 202.3

1977年9月 末 1,354 1.7 431.6 247.4

1978年9月 末 1,141 1.8 659.5 362.5
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8-3-8表 産業別の1社 平均EDP部 門要因数

項目

産 業

回 答

企業数

1社 平均

従業員 数

(A)

1社 平均

EDP部

門要 員数

(B)

1総従業 員
EDP部

に占め る
EDP部
門要員 の
割合(%)

門 要員 に
占め る外
部 要員の
割 合(%)

EDP部 門 職 種 別 宴 員 数

管理職 SE
プ ログ

ラマ ー

オペ レ

ー ター

キ ー ・パ

ン チ ャ ー

端末 オペ

レー ター
その他

漁 ・水 産 ・養殖 業 1 555.0 6.0 LO8 一 1.0 1.0 1.0 3.0 一 一 一

建 設 業 37 2,585.9 19.6 0.78 9.7 1.9 3.6 6.4 2.8 4.1 .0.4 0.6

食 品 32 1,606.9 19.1 L19 4.8 1.7 3.1 4.6 3.0 3.2 1.5 2.0

繊 維 33 i,349.3 16.7 L24 72 1.5 2.6 4.2 2.5 4.2 0.2 1.6

紙 ・ パ ル プ 20 1,094.6 15.9 1.45 17.0 1.3 2.2 3.3 2.5 4.6 12 1』

出 版 ・ 印 刷 11 1,296.0 15.6 1.21 82

.

1.3 1.7 4.3 1.9 3.6 0.4 2.5

化 学 52 1,749.4 25.0 1.43 102 2.1 6.4 6.4 3.1 4.2 1.8 2.1

石 油 5 2.3092 59.8 2.59 10.3 4.2 12.4 11.6 7.6 15.4 1.0 7.6

窯 業
.

.

16 1,662.0 22.9 1.38 2.2 1.3 3.6 4.8 22 8.4 1.9 0.8

鉄 鋼 31 2,250.3 47.7 2.12 13.9 3.5 11.8 12.3 72 10.8 0.5 1.7

非 鉄 金 属 20 1,911.0 32.4 1.70 5.0 2.7 5.9 9.0 3.1 7.5 2.4 2.0

金 属 製 品 製 造 28 1,365.0 23ぼ L70 7.7 L2 2.0 3.0 1・7 2.6 0.5 0.5

一 般 機 械 59 1,099.0 15.9 . 1.45 12.1 1.2 2.8 3.5 2.1 4.9 0.3 1.1

電 気 機 械 60 L299.6 17.7 1.36 15」 L4 3.5 3.9 2.1 4.9 0.7 L1

輸 送 用 機 械 38
A

3,036.2 30.6 LOl 3.2 2.5 5.2 6.9 4.4 7.3 1.8 2.4

船 舶 製 造 4 4,560.0 46.5 1.02

'

22.4 2.0 8.0 15.8 1.8 11.0 1.0 7.0

精 密 機 械 20 1,175.9 22.4 L90 6.2 1.6 3.2 5.7 2.7 3.7 4.1 1.5

そ の 他 製 造 業 39 965.3 ・12
.7 1.32 7.1 0.8 1.9 3.2 1.7 3.6 0.5 L1

卸 ・ 商 事 138 604.1 19.3 320 18.3 1.3 3.0 ・3
.0 2.6 5.5 L8 2.2

小 売 業 71 1,183.4 17.8 1.50 16.3 L6 2.3 3.1 2.0 5.7 02 2.8

金 融 112 1,947.0 65.6 3.37 10.7 7.5 10.3 15.9 13.4 72 1.0 10.3

保 険 ・証 券 16 13,824.2 211.4 1.53 48.1 1L8 27.0 60.8 28.9 26.8 10.5 45.8

不 動 産 5 760.6 9.8 1.29 4.3 0.8 3.4 1.2 22 1.8 一 0.4

運輸 ・通信 ・報道 39 3,690.4 34.3 0.93 2.5 3.3 3.6 5.7 3.1 6.2 7.0 5.4

水 運 業 9 1,701.4 24.9 L46 32.9 3.1 2.6 7.4 2.9 5.0 1.2 2.7

電 力 4 19,762.8 142.8 0.72 0.7 23.0 19.3 38.5 33.8 3.8 一 24.5

ガ ス 8 1,044.6 30.3 2.90 11.5 3.5 4.4 6.6 4.6 8.9 一 2.3

一 般 サ ー ビ ス 35 844.5 16.3 1.93 9.9 1.7 2.3 4.3 2.7 2.8 L1 1.5

情報処理サービス 126 81.2 70.7 87.05 7.3 4ゴ 1L4 14.2 11.6 20.7 0.6 7.5

法 人 団体 ・農協 72 390.2 20.9 5.36 11.0 2.0 2.8 4.3 3.3 4.9 0.9 2.7

合 計 1,141 1,533.0 34.3 2.24 12.4 2.9 5.5 7.8 5.3 7.4 1.3 4.1
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れ に比例 して磁 気テ ー プ装 置の ウェー トが減少 す る傾 向 にあ る。

3.ハ ー ドウェア設置台数の推移

8-3-6表 を見 ると、CPUの 設 置台 数 は ここ6年 間1社 平均L8台 程 度 と変 わっ てい ないが、デ ー

タ通 信 利用 率 は急速 に増加 してお り、 それ に伴 いデー タ通信端 末装 置の 台数 も増加 して いる。 また、磁気

デ ィス ク装 置の台 数 が着 実 に増 えて い るの が注 目 され る。

4.汎 用電子計算機の主記憶容量の推移

8-3-7表 は主 記憶 容量 の年 別の推 移 を表 わ した もので あ るが、1社 当 りお よび1台 当 りの主記憶 容

量 は共 に この4年 間で2倍 となって い る。 しか し、1社 当 りのCPUの 設 置台 数 には変化 が見 られ ない こ

とか ら、ユ ーザ は増大 す る業務 の処理 をCPUを 増 加 させず に、主 記憶量 を増加 させ る方向 で解決 を図 っ

て い ることが うか がわれ る。

5.EDP部 門要 員数

8-3-8表 はEDP部 門要 員 の状 況 を表 わ したもので あ る。EDP要 員 数 の中 には 自社 要員 の ほか、

他 社 か らの支援要 員 、他 社へ の派遣 要員 も含 まれ る。1社 平 均EDP部 門要 員数 は34.3人 で、 その総従 業

員 に 占め る割合 は2.24%と な って い る。 またEDP部 門要員 に占め る外部要 員五 割 合は12.4%に なってい

る。
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4小 規模 企業電算機共同利用 システム
ー1980年3月 日本商工会議所 「小規模 企

業電算機共同利用 システムよ り抜粋一

1.共 同利用システムの特色

この共同利 用 システ ム は、 あ くまで利用 者 た る小 規模 企業 の立場 に立 って開発 され た。 したがって システ

ム開発 の方法 は、その 内容 、シス テム の運 用 、 さらに利用 料金 に至 るまで、 すべて利用 者 との合 意 の も とに

きめ られて い る。 この ため次 の よ うな多 くの特色 を もっ こ ととな った。

(1)バ ス路線 方式

共 同利用 シス テムの対 象 は、 同一 業種 の小規 模 企業 グ ルー プあ るいは同一 経営形 態 の小 規模 企業 群 とし

たが、 た とえ同一業 種 で あって も個 々の 企業 の経営 方針 、業 務処 理方 法 は必ず しも同一 で は ない。 また経

営者 意織 の差 は経営 実態 の差 以上 で あろ う。 さ らに同業 者 なれ ば こそ知 られ た くない と思 う部 分 も あろ う。

利用者 本位 で ある以上 、 これ らはす べ て尊重 しな くて は な らない。 した が って 当初 の共 同利用 システ ムは、

各経 営者 が共 通業務 と考 えて い るものの み を対象 と した。 ・

こ うした考 え方 を理解 して も ら うた め に、 日本 商工会 議所 で は これ を"バ ス路線 方式"と 名づ けて い る。

す なわ ち多数 の利用 者 が低廉 に料金 で相 い乗 りをす る とい う意味 に加 えて、バ ス停 留所 まで の徒歩 部分 を

あ えて残 した システ ムで あ ると い う意味 で あ る。 共通 業務 は機械 処理 で、 固有業務 は 固有の処 理方 法で 行

な えば よい、 したが って、 当初 システ ムで は歩 く部 分 が乗 車区 間 よ りも長 いかも しれ ない が、利用 者 の合

意 の もとに漸 次乗 車区 間(機 械 処理 部分)は 延 長 され るこ とに なろ う。 な お"路 線"と 称す るの は、将 来

あ らゆ る小 規模 企業 が利用 し うるよ うに、業種 業 務 ご との キ メ細 かい共同 利用 システ ム群の 開発 、す なわ

ち方向別 の充実 したバ ス路線 網 を敷 設 した い とい う念願 か らで ある。

② 発展 シ ステム

コンピュー タを利用 す るた め に企業 を経営 して い るもの はな い。 また近 代的経 営管理 をす るこ とが経 営

目的で も ない。小 規模 企業 の現 実 的 なニー ズ はよ り直 接的 な省 力 ・経 費節 減 に ある。 したが って共同 利用

システ ムは、 まず この一次 要求 と もい うべ き省 力 と経 費節 減 を もた らす もので な くては な らない。

コン ピュー タ利用初 期 には一 時 的 に人 手 と経 費の増 加 が不可 避 だ とい うの が、通 念化 して いる よ うにみ

えるが、 こ うした通 念 を前 提 と して は小 規模 企業 の コン ピュー タ利 用 はむず か しい。

したが って初期 の 共同利 用 システ ム におけ る出 力情 報 の種類 は、必要 最少 限 に止 めて ある 。 しか しなが
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ら、 や がて管 理意識 の向上 に伴 い管 理情 報 ニーズ が高 ま って くれば 、速 やか にこれ ら管理情 報 を出 力 し う

るよ うにシステ ムの改 善高 度 化 をは かって い くこ とにな る。 いわば利 用者 の成長 とともに システム を発 展

させ て い くもので 、 これ が本 共同利 用 シス テムの大 きな特色 の一 つ と なって いる。

(3)現 地開 発主 義

この共 同 システ ムの開 発 のね らいは、 システ ムの 開発 その もの に あるので は な く、 この システ ムの

の利用 によって小 規模 企業 の経 営 改善 をは か るこ とにあ る。 したが って、 すぺ て利用 者側 との合意 の も と

にシステ ム開発 をすす め 、 さ らに一 定期 間の実験 サー ビス を行 なっ て利用 の普及 をは かる ことにな ってい

る。 この ため開発作 業 は 当然 利用者 の実 在の場 所 、す なわ ち現 地 開発 と し、 しかも利用者代 表 を主要 メ ン

バー とす る共 同開発 組織 の手 で開発 が進 め られた。

なお現地 にお け る共 同 開発組 織 は、共 同利用 システ ム開発後 も同 シス テム によるサー ビスが実施 されて

い る限 り、利 用者 懇談 会等 の形 で存 続 し、共同 利用 システ ム及 び その運 用 の改善 をは かってい くこ とに な

って い る。

㈲ 小 規模企 業 に有利 な料 金 体系

この共同利 用 シス テ ムの利 用料金 面で の特色 は 、サ ー ビス を提供 す る側 の コス トでは な く、 これ を利用

す る側 の コス トで きめ られ る点 にあ る。 このため 企業側 にわ か りや すい料金 単位、 た とえば業種 に よって

伝 票枚 数当 りとか、一 顧客(利 用世 帯)当 り、 あ るいは、従業 員 一人 当 りとい った単位 を基準 と した料金

体系 となって いる。

従来 、情報 処理 サ ー ビス業 の利 用 な どで は、対 象業務量 が一 定量 以下 で はペ イ しない といわれ て きたが、

この料 金体系 で は、業 務量 の 少 ない企業 で は利用料 金 も少 な くな るわ けで あ り、 したが って小 規模 企業 に

有利 な料金体 系 となって い る。

しか も、 サー ビス を提供 す る側 にとって は ・その運用維 持 費用 を調達 す るた めには、 た えず 利用 者 の増

大 をは かって いか な くて は な らない とい う立場 にお かれ るこ とに なる。 いわば共同 利用 システ ム利 用 の普

及機能 を内蔵 させ た料 金体 系 ともい えよ う。

2.共 同利用 システムの開発手順

この共同 利用 システ ム開発 のす す め方 は、各 地 の実情 に即 して それぞ れ創 意 が生 かされてい るが、一 般

的 な開発手順 は8-4-1図 の よ うに なって い る。

3.共 同利用 システムの概要

1.小 規模企業経営改善情報管理システム 開発担当 松本商工会議所
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8-4-1図 共 同利用 シ ス テ ム開発 手 順

業 界団体,
組合等

共同
開発
繊

基本 シス

テム設計

業界 に

対す る

啓蒙 ・

PR

詳細 シス

テム設計

実験参加企
業の選定と
担当者研修

プロ グラム

作成

実験 サ
ー ビス

解説書
手引書
の作成

本番

稼動

商 工会議所 の経営 改 善普 及事業 の推 進 を図 るた め、小 企業等 経営 改 善資金 融資事務 及 び記帳等 の コ ンピ

ュー タ化 を行 ってい るが、 この事 務処 理 に よって打 ち出 され るデー タは年 々増加 して いる。

本 シス テムは これ ら蓄 積 されたデ ー タ をコ ンピュー タ によ り、 集計 ・分析 ・加工 す るこ とによ って、①

個 々の企業 の経 営 改善 に必要 な企業 内向 け情報 を作 成 す る ととも に、② 地域 内企業 の実態 を把握 し、地 域

全体 の経営基盤 の構 造 を改 善す べ く政策立 案 に資す る地域 情 報 の作成 を行 うことを 目的 と してい る。

2.小 規模 電機組 立製 造業 の在 庫管 理 システ ム 開発担 当 勝田商 工会 議所

勝 田市 は 日立製作 所 お よび その系 列企 業 があ るため 、 その下請 企業 が非常 に多い。 これ らの下 請 企業 は

親 企業の好 ・不況 によっ てその経 営 が大 き く左 右 され る傾 向 にあ る。

低 経済成 長 が続 くな かで下 請 企業 の経 営 も厳 しい状況 下 におかれ 、キ メ細 かな経 営 が要 求 され てい る も

のの、 い まだ勘 に頼 った経 営 が な され て いる。 その打 開策 と して、 昨年度小 規模 企業電機 組立 製造 業 にお

け る生産管理 の うち工程 管理 シス テ ムを開発 したが、今 年度 は工 程管 理の拡 張版 ともい うべ き在庫 管理 シ

ステム を開発 し、次 の点 を コ ンピュー タによ って管 理 しよ うとす る もので ある。

① 安 定 した資材確保

② 資金 効率 、品 質、作 業能 率 の低下 防止

③ 資材滞納 に対 す る処 理 の迅速 化

④ 棚 卸作業 の迅速 化 と ミスの 防止

3.中 小 衣料 品店商 品 管理 シス テム 開発 担当 気仙 沼商工 会議 所

大規模小 売店 の地 方進 出 が激 化 してい るが、 当市 も その例 に もれず、次 々出店 計画 が出 されて い る。 そ

の よ うな状況 の中 に あって、 これ ら大型 店 の進 出 は とくに衣料 品小 売店 に大 きな影響 を与 えっっ あるが、

地 元衣 料品小 売店 のほ とん どが小 規模 事業 者で あるため経 営上 重要 なポイ ン トの一つ で あ るキ メ細 か い商
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品管理 の必要性 が叫 ばれ て いる ものの、 商品 アイ テム が多種 類 にわ た り、手数 が かかる とい う理 由か ら実

施 されて いない。

この点 を踏 まえ、 コ ンピ ュー タ利用 によ り次 の(}④ に関 して 合理化 しょ うとい うもので あ る。

① 営業実績 の正 確 な把握

② 売れ筋 商品 の早期 キ ャ ッチ と商品補 充

③ 値下 げ、返 品等 の タイミングの把 握

④ 死蔵 品の発 見

4中 小縫 製加 工業 向生産 管理 システ ム 開発 担 当 岐阜 商工会 議所

岐 阜県 にお ける アパ レル産 業 関連 企業 は1万 企業 ともい われ、販 売額 で6,000億 円 、出荷額 で岐阜 県全

産業 の30%(53年 工業統 計)近 くを 占め岐阜県 の経 済 に大 きな影響 を与 えて い る。 しか しなが ら、 こ れ ら

の企業 の ほ とん どが中小 ・小 規模 企業で あ り経済 が安定成 長 に移行 した現 在、個 人消 費の伸 び悩 み や、台

湾 ・韓 国 ・香港 製 品の 追 い あげ等 に よ り、厳 しい経営 状態 に追 い込 まれて いる。一方 、生 産面 におい ては、

自家工場保 有率 が極 端 に低 く、生 産高 の62%を 外 注 に依存 してい るため、生産 管理 の一環 と して の外注 管

理 の必要性 が強 く望 まれて い る。

本 システ ムは この 外注 管理(納 品管理 、 品質管理 等)を コン ピュー タ利用 によ り合理 化 す るこ とを目的

と してい る。

5.中 小 乳製 品卸 ・小売 業 の販 売管理 システム 開発担 当 岡山商工会 議所

最近 の中小 乳製品 卸 ・小 売 業界 は 、消 費 の停滞 、購 買方法 の 変化 、量 販店 との価格 競争 の激 化 な どの外

的要因 に もとず っ 問題 と、配 達従 業員 の確 保 難 、量販店 との競合 によ る顧客減 少 に よる零細 化の進 行 等の

内的要 因 にも とず く問題 をか か え、厳 しい経 営環境 の 中 にお かれ てい る。

本 システ ムは、 この よ うな厳 しい環境 に対 応 す るため コ ンピュ ー タ利用 に よる徹 底 した計 数管理 を中心

と した経 営合理 化 を行 うこ とを 目的 と してい る。

6.中 小印刷 業の 原価 計算 管理 システム 開発 担当 三次 商工会 議 所

広島 県の 中小 印刷 業 界 は、大 手企業 の参入 で市場 が狭 陰 化 し、同業 者 間の競争 が激化す る中で 、安 定 し

た受注 先の確保 をい そ ぐあ ま り、適正 利益 率 を無 視 した受 注価格 引 き下 げ による販 売合戦 が行 われ、 過 当

競争→ 出血受 注→ 利 益 の低下 、 とい う悪循環 の繰 り返 しが危但 されて いる。

本 シス テムは、 この よ うな状況 を打 開す るため に、 コ ンピュー タ利用 に よる、原 価意識 に基づ く経 営活 ・

動の健 全化 と管理水 準 の向 上 を 目的 と して いる。
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5 1980年 度情報化週 間表彰者

1.情 報化促進貢献個 人表彰(五 十音順)

代 表 者 名 年齢 企業 ・団体の名称 業 績

稲 垣 早 苗 70

日本 アイ ・ピー ・エ

ム㈱相談役兼経営諮

問委員会議長

日本アイ ・ピー ・エ ム㈱ の社長および会長 として、同社の優秀 な

技術をもとに、わが国の情報処理技術水準向上 に寄与す るとと

もに、㈲ 日本情報処理開発協会の評議員 および理事と して、わが

国の情報化の促進 に貢献 した。

岩 井 熊 也 55
㈱高島屋本社

情報管理部長

日本百貨店協会の情報 システム化研究専門委員会委員長 として、

業界におけるPOSシ ステム導入の促進、同 システムに係 る標準

化の推進等を行 い わが国の流通近代化、情報化の促進 に貢献 した。

上 野 滋 58
丸栄計算セ ンター㈱

インプ ッ ト研究所長

総理府、厚生省 および労働省において、 それぞれの業務の基幹 と

なる情報処理 システムの開発 を手がけ、行政の簡素合理化、高度

化に尽力 し、行政の情報化 に貢献 した。

遠 藤 一 郎 58
電気通信大学

電気通信学部教授

日本電信電話公社および電気通信大学 において、ファクシ ミリ機

器および電話デー タ機器の開発、通信方式 の標準化 に尽力 し、そ

の普及、啓蒙 に務めるなどフ ァクシ ミリ通信の発達 に寄与 した。

奥 津 栄 一 60
㈱ 中央計算セ ンター

代表取締役社長

㈲ 日本情報セ ンター協会の設立 に尽力するとともに、同協会の発

足以来 、理事 および副会長 として情報処理サー ビス業の基盤の確

立、技術向上 に尽力する等情報化の促進 に貢献 した。

野 村 克 己 51
㈱ テ ィー デ ィー シー

代 表 取締 役 社 長

從 ソフ トウェア産業振興協会の設立 に尽力す るとともに、同協会

の発足以来、理事 および副会長 としてソフ トウェア業 の基盤確立、

技術の向上 に専心 したほか、協同システム㈱の設立および発展に

務め、情報化の促進 に貢献 した。

元 岡 達 51 東京大学工学部教授

電子計算機技術の研究開発において、著 しい成果 をあげたほか、

情報処理学会その他の情報処理関係組織の要職 を占め、 わが国 の

情報処理技術の発展 に指導的役割 を果た し、情報化の促進 に貢献

した。

森 田 正 典 64 日本電気㈱ 特別顧問

国 産 コ ンピュ ー タ 「ACOSシ リーズ」 の 開発 にお いて 、 指導 的

役割 を果 た した ほ か、㈹ 日本電 子 工業 振 興協 会 の業 務 委員 長 と し

て業 界 の発 展 に寄 与 す る とと もに、 コ ンピュ ー タ技術 の研 究開発、

普 及 、啓 蒙 に務 め、 わが国 情報 化 の促 進 に貢 献 した。

柳 井 朗 人 56
㈱ 電通国際情報サー

ビス 技術顧問

郵政審議会専門委員等の立場か ら電気通信 政策 に関 し、種 々の提

言 を行 い、新データ網 の普及に努めるなど電気通信の発展 に尽力

し、情報化の促進 に貢献 した。
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2.情 報化促 進貢献企業 ・団体等表彰(五 十音順)

企 業 ・ 団 体 の 名 称 代 表 社 名 業 績

高知県および県内地方 自治体の情報処理業務 を受託処理 し、行政

の効率化 に貢献するとともに、LPガ スの保安点検 に関する情報
㈱ 高知電 子計算 セ ンター 西 山 利 平

処理 システムを開発 し、その運営実施 にあたるなど地域社会の情

報化 に貢献 した。

不定期船における総合的運行収支管理 システムおよび借船料精算

昭 和 海 運 ㈱ 石 井 大二郎 シス テ ム を開発 す る こ と によ り、経 営 の合 理 化 を推 進 し、 業 界 に

おいて先導的役割を果 たした。

独 自のプログラミング手法、生産管理技法を使用 して、各種応用

シ ステ ム お よび ソ フ トウ ェ ア ・プ ロ ダク トを開発 す る ほか、 自社

㈱ ソ フ トウ ェア

リ サ ー チ ・ア ソ シ ェ イ ツ
丸 森 隆 吾 の保有する技術をセ ミナー開催や出版などを通 じて広 く一般 に公

開 し、わが国の情報処理技術の向上 およびソフ トウェア産業の発

展 に貢 献 した。

国際電信電 話諮問委員会の勧告 に基づ くフ ァクシ ミリの通信方式
通信機械工業会

ファクシミリ委員会
南 部 正 英 の標準化 に際 し、積極的 に業界 をとりまとめその実用化試験 を成

功 させる など、わが国通信技術の振興 に貢献 した。

財務 システム、管理会計 システムの標準化 とプログラムの完全パ

ッケー ジ化 によ り、会員 会 計 事務 所 約4,500カ 所 を通 じ約30万 の

㈱ テ イ ケ イ シ イ 飯 塚 毅
中小企業 に財務会計処理 のア ドバイス ・サービスを安価 に提供 し、

中小企業の情報化、経営の近代化に貢献 した。

全 国 的 オ ン ライ ン ・ネ ッ トワー ク によ り、経 済性 の 高 い オ ン ライ

ン情報処理サービスを提供するとともに、情報処理振興事業協会

㈱ 東 洋 情 報 シ ス テ ム 堀 貞 夫 の委託 により優秀 な情報処理 システムを開発 し、産業の情報化に

貢献 したほか、関西地域 において情報処理技術 を駆使 した種々の

調査 を行 うなど、関西地域の情報化 に貢献 した。

鉄道車輌 製造に関 し広範囲にわたる業務 にっいて本格的 なオ ンラ

イ ン ・デ ー タベ ー ス ・シス テ ム を完 成 す る こ とに よ り、経 営 の効
日 本 車 輌 製 造 ㈱ 天 野 春 一

率化を図 るとともに、研究会、講演会等 により普及、啓発 を行 い

情報化の発展に寄与 した。

電子計算機 による情報処理サービスの黎明期で ある1959年 に設立

されて 以来 、一貫 して情 報 処理 技 術 の研 讃 に務 め 、 ソ フ トウ ェ ア

㈱ 日本 ビ ジネ ス

コ ンサ ル タ ン ト
桑 江 和 夫 開発 、 オ ンラ イ ン情 報 処理 サ ー ビス をは じめ とす る総 合 的情 報 処

理 企業 と して 、政府 、 地 方 自治 体 、産 業界 に質 の 高 い サー ビ ス を

提 供す る と ころ によ り、 わが国 の情 報 化 に貢献 した。

超 大型 コ ン ピュ ー タを活 用 して、 技術 開 発 か ら製造 、 販売 まで の

日 野 自 動 車 工 業 ㈱ 荒 川 政 司 業務 を統一管理 し、生産性の向上、企業経済の合理化 を進め、業

界の知事的役割 を果た し、わが国産業の情報化の促進 に貢献 した。
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3.優 秀情報処理 システム表彰(五 十音順)

シ ス テ ム の 名 称 表 彰 対 象 者 名 表 彰 理 由

コ ン テ ナ 情 報 シ ス テ ム 日 本 国 有 鉄 道

全国の国鉄 コンテナ基地 に設置 された端末により、

オンライ ンで コンテナ輸送の全過程 を管理 するシス

テムであ り、経営の効率化、利用者サー ビスの向上

を実現 し、情報化の発展 に寄与 した。

自動車登録 検査業務電子情報処

理 システム

運 輸 省 自 動 車 局

大 規模 デ ー タベ ー ス を効 率 的 に処理 す るオ ンラ イ ン
・デ 一 夕ベ てス管 理 システ ム を開発 し、 わ が国 の 大

規 模 デ ー タベ ー スの 普 及 に先 駆 的 な役割 を果 たす と

と も に、急 速 に進 展 す る わが国 のモ ー タ リゼ ー シ ョ

ンの 円滑 な進 展 に大 き く寄与 した。

社会 保 険 オ ン ラ イ ン シ ス テ ム 社会保険庁年金保険部

インテ リジェン ト端末による業務処理 と大型計算機

による管理業務 を融合 した大規模分散型情報処理 シ

ステムであり、各種 年金の相談、照会業務及び保 険

料徴収事務の迅速化を進め、行政の効率化 に貢献 し

た。

消 防 指 令 管 制 シ ス テ ム 大 阪 市 消 防 局

119番 の受付 から、出動隊の編成、出動 まで を一括 コ

ン トロールするオンライン情報処理システムで あり、

出動時 間の短縮 により火災および救急 による国民 の

生命、財産の損傷 を最少限に防止す ることを可能 に

し、社会情報化 に貢献 した。

全 日空 総合 オ ンラ イ ン シス テ ム 全 日 本 空 輸 ㈱

座席の予約 から航空券の自動発券、安全運航支援 な

ど広範囲 な業務 を トータル ・システム として構 築す

ることにより同一端末で複数業務が可能 となるなど

効率的 なシステム化を行い、業界 において先導的役

割 を果 た し情報化の促進に寄与 した。

パ ト リ ス シ ス テ ム (財)日本特許情報セ ンター

㈲ 発 明 協 会

特許情報 を会話型漢字端末 によりオ ンラインで供給

するシステムで あり、多 くの利用者 に特許情報 の効

果的利用 を促進 させるとともに、漢字処理実用化 に
よるわが国の情報処理技術の開発の一層の向上 に資

することによって、情報化の促進に貢献 した。

ブ リ ジス トン タイヤ

DOTシ ス テ ム
ブ リ ジ ス トン タ イ ヤ㈱

全国630カ 所の支店、倉庫、営業所等 を結ぶ民 間に

おけるわが国最大規模の販売情報オ ンライ ン情報処

理 システムであり、企業経営の高度化 を図る ととも

に、販売物流管理 の面 における先端的役割を果 たす

ことによって、わが国産業の情報化 に貢献 した。

分散型総合オ ンライン
「NOMURA-CUSTOM」 野 村i澄 券 ㈱

5台 の大型電子計算機 と3,500台 の端末機を使用 し

た証券情報、顧客情報の分散型総合 オンライ ン情報

処理 システムであ り大量、最新のデータ処理 を行 う

ことにより、証券界の大衆化に対応す るとともに証

券業界の業務の情報化に先導的役割 を果た し、わが

国産業の情報化に貢献 した。

JTOOLS
(JSRTOTALON-LINE

SYSTEM)

日 本 合 成 ゴ ム ㈱

受注一生産 「品質管理一販売 一代金回収まで をオン

ライン ・リアル タイムで処理す るシステムで あり、

業務の迅速化、合理化等 を可能 とす るとともに、化

学工業 界における情報化に先導的役割 を果た し、わ

が国産 業の情報化 に貢献 した。
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4.情 報化週間コンピュータ ・プログラム入選者(佳 作は五十音順)

作 品 名

作 成 者
作 品 の 概 要

学 校 ・学科 ・学 年 氏 名 年齢

特選

プログラム翻訳

FORTRANTOCOBOL

東京都立第二商業高

等学校

情報処理科2年
,

諸 角 明 良 16

FORTRANで 学 習 して きた 人 が、

続 いてCOBOLを 学 習 す る と き、入

門時 にお いて手 助 け をす るプ ロ グラム。

FORITRANをCOBOLに 翻 訳 す

るこ とに よ り両 方 の言 語 の特 徴 が理解

で きる。

佳作

スポーツテス ト集計処理

埼玉県立熊谷工業高

等学校

情報技術科3年

田 村 誠 二 17

ス ポー ツの 基礎 的能 力で あ る、跳 ぶ、

投 げ る、懸 垂 、泳 ぐ、 すべ る な どの能

力 を測 定 し、 得 点表 に よ り総 合 点 を求

め るプ ロ グ ラム。

数 字 によ り集 計結 果 を出 力 す る と と

も に グラフ を描 きモ デ ル化 を行 っ て い

る。

佳 作

タイ プ練 習 ・

キ ー イ ン トレー ナ

山口県立防府商業高

等学校

情報処理科1年

田 中 綾 子 15

情 報処 理 実習 の ネ ックで あ るキ ー イ

ン操 作 をマ イコ ンを使 って 、初 心者 で

もお も しろ く練 習 で きるよ うに した プ

ロ グラム。

アルフ ァベ ッ トの頻 度 を定 め る確 率

変 数 を利用 して い る。

佳作

大 学 受験 合 否 調査

東京都立白鴎高等学校

3年

回2年

松 村 伸 治

鳥 居 ひろみ

18

17

従来、多量のデータを手作業で扱 っ

ていた進路指導資料の作成 をコンピュ

ータで処理 し、各種の統計表 を作成す

ることにより、生徒の個性 に合った進

路指導を速 く、確実 に行 うための手助

けとするプログラム。

佳作

マ イ ク ロ ・コ ン ピュ ー タ

に よる低 周波 回 路 の設 計

と 自動 製 図

愛知県立小牧工業高

等学校 情報技術科

3年

同2年

大 脇 正 樹

小 倉 久 和

17

16

マ イ クロ ・コ ン ピュ ー タ によ り、各

種 の電 子 回路 の設 計 とJIS規 格 に準

じた回路 図 を 自動 的 に描 き出 す プ ロ グ

ラ ム。

佳作

八 木 ア ンテ ナ の 設 計

山梨県立北富士工業

高等学校

電 子 科2年

宮 下 光 明 17

テ レビの受 信用 、送信 用 に多 く用 い

られて い る八木 ア ンテナ を コ ン ピュ ー

タに よ り設 計 し、 その結 果 か らXYプ

ロ ッター に よ りア ンテ ナの 図面 を作成

す るプロ グ ラム。

/
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5.情 報化週間標語入選者(佳 作 は五十音順)

氏 名 年 齢 職 業 作 品

特 選 岡 本 淳 三 54 公 務 員 情報で 豊 かにひらく 新時代

佳 作 倉 谷 宜 亘 51 文 筆 業 情報 を 選んで生か して よい暮 ら し

佳 作 田 中 陽 子 17 高 校 生 情報 を 自分の意志で 使 う知恵

佳 作 橋 本 雅 史 13 中 学 生 情報 を 豊 かな社会の 礎(い しず え)に

佳 作 渡 辺 力 30 自 営 業 情報で 広が る世界 深 まる理解

e
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406第9部 コンピュータ利用状況 およびオンライ ン化調査集 計表

JIPDEC調 査 集 計

1コ ン ピ ュ ー タ利 用 状 況 調 査

1.自 社 コ ン ピュ ー タ ・シス テ ムの5年 後 に おけ る予 想 規 模

2.コ ン ピ ュ ー タ ・セ ッ ト保 有状 況

3.入 力 シ ス テ ム の現 状 と将 来

4.コ ン ピュ ー タ使 用 時 間

5.コ ン ピュ ー タ部 門 の 運 用 経 費

6.コ ン ピュ ー タ運 用 経 費 指 標 の企 業規 模 別 水 準(本 文 参 照)

7.コ ン ピ ュー タ運 用 経 費 指 標 の年 次 変 化(本 文 参 照)

8.コ ン ピ ュー タ要 員 と待 遇

9.被 派 遣 要 員 と 費用,外 注 パ ンチ 単 価

10.コ ン ピ ュ ー タ教 育 費 用

11.適 用 業 務

12.ス ル ー プ ッ ト ・タ イ ム と平 均 ジ ョブ数

13.シ ス テ ム監 査

2オ ン ラ イ ン化 調 査

1.セ ン ターCPUと 端 末 機 の 設 置 ・接 続 関 係

ダ

2.端 末 機 の 利 用 現 況 と5年 後 の 利 用 予 定

3.保 有 回 線 の 現 況 と5年 後 の 予 定

4.回 線 使 用 時 間

5.特 定 通 信 回線 の 利 用 態 様

6.ト ラ ンザ ク シ ョン量

7.伝 送 方 法

8.フ ァ ク シ ミリ

9。 電 信 設 備

9-1-1表

9-1-2～4表

9-1-5～6表

9-1-7表

9-1-8～11表

9-1-12～16表

9-1-17～20表

9-1-21表

9-1-22表

9-1-23表

9-1-24～25表

9-2-1～6表

9-2-7～12表

8-2-13～14表

9-2-15表

9-2-16～19表

9-2-20～24表

9-2-25～28表

9-2-29表

9-2-30表

21コ ンピュータ利用状況調査



9-1-1表 業 種別 ・5年 後予想 規模

5年 後規模
無 減 変 2 3 4 5 5 わ 合 平

わ
借

か
均

記 ら
F

ら (

な
以

な

除
無
記

倍

業 種 別
入 少 し、 倍 倍 倍 倍 上 い 計さ 率

社数 0 0 1 4 0 0

.

0 0 1 6 1.80一 次 産 業 計
% 0.0 16.7 66.7 0.0 0.O 0.0 0.0 16.7 100.0

社数 8 1 162 297 51 1 2 2 52 568 1.81
二 次 産 業 計

% 0.2 28.5 52.3 9.0 0.2 0.4 0.4 9.2 100.0

杜 数 5 10 160 273 50 2 4 11 85 595 1.84
三 次 産 業 計

% 1.7 26.9 45.9 8.4 0.3 0.7 L8 14.3 100.0

社 数 0 2 14 42 9 0 0 0 22 89 L84
公 務 計

% 2.2 15.7 47.2 10」 0.0 0.O 0.0 24.7 100.0

社 数 13 13 337 616 110 3 6 13 160 L258 L83
全 産 業 計

% 1.0 26.8 49.0 8.7 02 0.5 1.0 12.7 100.0

杜 数 0 0 10 21 1 o 0 0 3 35 1.72
旋 維 工 業

% 0.0 28.6 60.0 2.9 0.0 0.0 0.0 8.6 100.0

社 数
'0

0 28 42 7 0 0 o 5 82 L73
化 学 工 業

% 0.0 34.1 51.2 8.5 0.0 0.0 0.0 6.1 100.0

社 数 0 0 3 9 0 0 0 0 0 12 1.75
石油製品製造業

% 0.0 25.0 75.0 0.0 0.0 0.0 0.O 0.0 100.0

.

社 数 0 0 10 9 2 0 0 0 1 22 1.62
鉄 鋼 業

% 0.0 45.5 40.9 9.1 0.0 0.0 0.0 4.5 100.0

主
電 気 機 械 器具 畳 数 0 0 14 40 9

'0
0 0 6 69 L92

製 造 業 % 0.0 20.3 58.0 13.0 0.0 0.0 0.0 8.7 100.0

輸送用機械器具 社 数 0 0 11 25 5 0 0 0 5 46 ].85

製 造 業 % 0.0 23.9 54.3 10.9 0.0 0.0 0.0 10.9 100.0

な
社 数 0 1 44 37 9 0 1 0 12 104 1.62

卸 業 ・ 商 社
% 1.o 42.3 35.6 8.7 0.0 1.0 0.0 11.5 100.0

社 数 0 1 10 24 3 1 0 3 0 42 2.10
小 売 業

% 2.4 23.8 57.1 7.1 2.4 0.0 7.1 0.0 100.0

業
社 数 0 2 17 68 6 1 0 4 17 115 2.OI

金 融 業
% 1.7 14.8 59.1 5.2 0.9 0.0 3.5 14.8 100.0

生命保険業(舌 代 社 数 0 O 1 4 0 0 0 0 2 7 1.80

理業・サービス藁) % 0.0 143 57.1 0.0 0.0 0.0 0.O 28.6 100.0

種
損害保険業(含 代 杜 数 0 0 0 4 0 0 0 0 0 4 2・00

理業・サービス業) % 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

社 数 1 0 0 9 2 0 0 0 2 13 2.18
電力 ・ガ ス事 業

% 0.0 0.0 69.2 15.4 0.0 0.0 0.0 15.4 100.0

広告 ・調査 ・情報 社 数 0 0 2 5 1 0 0 0 2 10 1.88

提供 サ ー ビ ス業 % 0.0 20.0 50.0 10.0 0.0 0.0 0.0 20.0 100.0

情報処理サー ビス 社 数 0 1 14 37 13 0 1 1 6 73 2.04

業・ソフトウェア集 % L4 19.2 50.7 17.8 0.0 L4 1.4 8.2 100.0

9-1-2〔1}表 全 コ ンピュー タの業種 別 ・型 別保有社 数(1)

型 別

業 種 別

回

答

実

数

超

大

型

大

型

中

型

小

型

超

小

型

オユ
フ1
イタ

ζ
ン

ピ

三

;

㌢

}

そ

の

他

延
べ

回
答
社
数

一 次 産 業 計

国産
社数
%

5

100.0

0

0.0

2

40.0

2

40.0

3

60.0

1

20.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

8

外国
社数

%

3

100.0

0

0.0

0

0.0

2

66.7

2

66.7

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

4

計
社数

%

6

100.0

0

0.0

2

33.3

4

66.7

4

66.7

1

16.7

0

0.0

0

0.0

0

0.0

11

二 次 産 業 計

国産
社数
%

4?6

100.0

3

0.6

86

18.1

285

59.9

168

353

91

19.1

28

5.9

砧

10.1

8

1.7

717

外国
社数

%

162

100.0

8

4.9

64

39.5

77

47.5

45

27.8

17

10.5

6

3.7

15

9.3

5

3.1

237

計
社数

%

誕

100.0

9

1.6

136

23.9

355

62.5

205

36.1

104

18.3

鍋

6.0

田

10.2

12

2.1

913

三 次 産 婁 計

国産
社数
%

硯

100.0

16

3.5

124

26.8

261

56.4

130

28.1

73

15.8

14

3.0

62

13.4

8

L7

棚

外国
社数

%

224

100.0

23

10.3

105

46.9

98

43.8

43

19.2

16

7.1

14

63

18

8.0

2

0.9

319

計
社数

%

596

100.0

鵠

6.4

215

36.1

錨

57.7

165

27.7

86

14.4

27

4.5

71

1L9

10

L7

956

公 務 計

国産
社数

%

85

100.0

l

l.2

36

42.4

41

48.2

8

9.4

3

3.5

1

L2

10

1L8

1

L2

101

外国
枚数

%

10

100.0

1

10.0

5

50.0

2

20.0

1

10.0

3

30.0

0

0.0

2

20.0

0

0.0

14

計
社数

%

88

100.0

1

L1

41

46.6

42

47.7

8

9」

5

5.7

1

1.1

10

11.4

1

L1

lo9

全 産 業 計

国産
社数
%

1,029

100.0

20

L9

蹴

24.1

589

57.2

調

30.0

168

163

43

4.2

120

11.7

17

1.7

1,514

外国
社数

%

399

100.0

32

8.0

174

43.6

179

44.9

91

22.8

36

9.0

20

5.0

35

8.8

7

1.8

574

計
社数
%

1,258

100.0

偲

3.8

ぷ

31.3

745

59.2

迎

30.4

196

15.6

62

4.9

139

11.0

23

L8

1,989

主

な

菜

種

繊 維 玉 案

国産
社数

%

28

100.0

0

0.0

4

14.3

19

67.9

9

32.1

6

2L4

0

0.0

5

17.9

0

0.0

43

外国
社数
%

11

100.0

0

0.0

5

45.5

5

45.5

0

0.0

2

18.2

0

0.0

1

9.1

0

0.0

13

計
社数

%

35

100.0

0

0.0

8

22.9

24

68.6

9

25.7

7

20.0

0

0.0

5

14.3

0

0.0

53'

化 学 工 業

国産
社数
%

71

100.0

0

0.0

19

26.8

51

71.8

21

29.6

11

15.5

6

8.5

▲2

16.9

2

2.8

122

外国
社数

%

21

100.0

0

0.0

11

52.4

10

47.6

5

23.8

2

9.5

2

9.5

1

4.8

1

4.8

32

計
社数

%

81

100.0

0

0.0

29

35.8

59

72.8

26

32.1

13

16.0

8

9.9

13

16.0

2

2.5

150

石油製品製造業

国産
社数

%

10

100.0

0

0.0

5

50.0

8

80.0

3

30.0

2

20.0

0

0.0

13

30.0

0

0.0

21

外国
社数

%

5

100.0

0

0.0

2

40.0

.4

80.0

1

20.0

0

0.0

0

0.0

2

40.0

0

0.0

9

計
社数

%

12

100.0

0

0.0

6

50.0

10

83.3

4

33.3

2

16.7

0

0.0

4

33.3

0

0.0

26

－

u

＼'

μ

1

±

u

い

1

や

蟄

餅

8
べ



9-1-2{2}表 全 コ ンピュー タの業種 別 ・型 別保 有社数(2}

型 別

業 種 別

回

答

実

数

超

大

型

大

型

中

型

小

型

超

小

型

オ.ユ

フ1

イタ

套

ζ

三

ラ

望
「
タ

そ

の

他

延
べ

回
答
社
数

主

な

室

種

鉄 鋼 業

国産
社数

%

18

10C.0

1

5.6

5

27.8

11

6L1

9

50.0

3

16.7

0

0.0

2

11.1

1

5.6

32

外国
社数

%

7

100.0

3

42.9

5

71.4

3

42.9

1

14.3

1

14.3

0

0.0

0

0.0

0

0.0

13

計
社数
%

22

100.0

3

13.6

7

3L8

13

59.1

9

40.9

4

18.2

0

0.0

2

9.1

1

4.5

39

電気機械器具

製 造 業

国産
社数

%

58

100.0

1

1.7

17

29.3

35

60.3

18

3LO

12

20.7

4

6.9

4

6.9

1

L7

92

外国
杜数

%

18

100.0

2

11.1

5

27.8

8

44.4

S

27.8

0

0.0

1

5.6

4

22.2

0

0.0

お

計
社数
%

68

100.0

3

4.4

19

27.9

42

6L8

22

32.4

12

17.6

5

7.4

7

10.3

1

L5

111

始送用機械器具

製 造 業

国産
社数

%

41

100.0

1

2.4

9

22.0

23

56.1

13

3L7

5

12.2

3

7.3

5

12.2

0

0.0

59

外国
社数
%

16

100.0

3

18.8

10

62.5

4

25.0

6

37.5

0

0.0

1

6.3

1

6.3

0

0.0

25

叶
社数

%

46

100.0

3

6.5

15

32.6

27

58.7

17

37.0

5

10.9

4

8.7

6

13.0

0

0.0

77

卸 業 ・ 商 社

国産
社数

%

78

100.0

2

2.6

10

12.8

52

65.7

25

32.1

20

25.6

6

7.7

5

6.4

2

2.6

122

外国
社数
%

37

100.0

1

2.7

13

35.1

16

43.2

11

29.7

4

10.8

3

8.1

3

8.1

0

0.0

51

計
社数

%

104

100.0

3

2.9

22

21.2

68

65.4

34

32.7

24

23.1

8

7.7

7

6.7

2

L9

168

小 売 業

国産
社数
%

33

100.0

0

0.0

7

2L2

19

57.6

6

18.2

8

24.2

3

9.1

2

6.1

0

0.0

45

外国
社数

%

14

100.0

0

0.O

4

28.6

12

85.7

4

28.6

3

21.4

0

0.0

1

7.1

0

0.0

24

計
社数

%

42

100.0

0

0.0

11

26.2

30

71.4

9

別.4

9

2L4

3

7.1

3

7.1

0

0.0

65

金 融 窯

国産
杜数

%

67

100.0

8

11.9

30

44.8

36

53.7

11

16.4

3

4.5

1

L5

8

11.9

1

1.5

98

外国
社数

%

76

100.0

9

1L8

46

605

34

44.7

14

18.4

1

1.3

2

2.6

3

3.9

0

0.0

109

計
社数

%

114

100.0

16

14.0

73

64.0

65

57.0

22

19.3

4

3.5

3

2.6

11

9.6

1

0.9

195

生 命 保 険 婁(含代理藁
・サー

ビス剰

国産
社数

%

5

100.0

0

0.0

3

60.0

3

60.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

1

20.0

0

0.0

7

外国
社数

%

6

100.0

4

66.7

3

50.0

1

16.7

0

0.0

0

0.0

0

0.0

1

16.7

0

0.0

9

計
社数
%

7

100.0

4

57.1

5

71.4

4

57.1

0

0.0

0

0.0

0

0.0

1

14.3

0

0.0

14

損 害 保 険 章

(含代理業 ・サー

ビス業}

国産
社数
%

2

100.0

2

100.0

O

O.0

0

0.0

0

0.0

0

0.O

0

0.0

0

0.0

0

0.0

2

外国
社数

%

2

100.0

0

0.0

2

100.0

0

0.0

0

0.0

1

50.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

3

計
社数

%

4

100.0

2

50.O

2

50.0

O

O.0

0

0.0

1

25.0

0

0.0

0

0.0

O

O.0

5

9-1-2(3)表 全 コ ンピュ ータの業 種別 ・型別 保有社 数{3}

製 別

室 種 別

回

答

実

、数

超

大

型

大

型

中

型

小

型

超

小

型 』

オユ
フ1
イタ

ζ

ζ

三

;

㌢
1
タ

そ

の

他

延
べ
回
答
社
薮

主

な

業

撤

電力 ・ガス事案

国産
社数

%

12

100.0

0

0.0

7

58.3

7

58.3

】

8.3

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

15

外国
社数

%

7

100.0

3

42.9

4

57.1

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.O

7

計
社数

%

14

100.0

3

2L4

10

71.4

7

50.0

1

7.1

0

0.0

0

0.0

0

0.0

O

o.o

21

広告・調査 ・情報

提供サービス藁

国産
社数

%

9

100.0

0

0.0

2

22.2

6

66.7

2

222

2

22.2

0

0.0

0

0.0

0

0.0

12

外国
社数

%

3

100.0

0

0.0

1

333

1

33.3

1

33.3

1

33.3

2

66.7

0

0.0

0

0.0

6

計
社数

%

10

100.0

0

0.0

2

20.0

6

60.0

2

20.0

3

30.0

2

20.0

0

0.0

0

0.O

15

情報処理サービ

ス業 ・ソフ トウ

ェア業

国産
社数
%

60

100.0

1

L7

27

45.0

33

55.0

16

26.7

n

18.3

1

L7

8

13.3

1

1.7

98

外国
社数

%

22

100.0

2

9.1

14

63.6

9

40.9

2

9.1

2

9.1

1

4.5

1

4.5

0

0.0

計
社数

%

72

100.0

3

4.2

37

51.4

39

54.2

18

25.0

13

}8」

2

2.8

9

12.5

l

L4

122

《
o
oo

¢

u

×

ト
1
>
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き
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9-、1-3(1)表 業種 別 ・回答社保 有台 数合 計{1}

聖 別

.

業 種 別

超

大

型

大

型

中

型

小

型

超

小

型

オ ユ
フ1

.イ タ

呑

ζ

ミ

;
`

↓

そ

の

他

合

計

第 一 次 産 業 計

国産
台数
%

0

0.0

3

16.7

11

61.1

3

16.7

1

5.6

0

0.0

0

0.0

0

0.0

18

100.0

外国
台数

%

0

0.0

0

0.0

2

40.0

3

60.0

0

0.0

0

0.0

O

O.0

0

0.0

5

100.0

計
台数

%

0

0.0

3

13.0

13

56.5

6

26.1

1

4.3

0

0.0

0

0.0

0

0.0

23

100.0

第 二 次 産 業 計

国産
台数

%

4

0.2

178

10.1

420

23.8

376

21.3

351

19.9

105

6.0

302

17.1

27

1.5

1,763

100.0

外国
台数

%.

17

3.4

107

2L3

98

19.5

127

25.3

85

16.9

12

2.4

36

7.2

20

4.0

502

100.0

計
台数

%

21

0.9

285

12.6

518

22.9

503

22.2

436

19.2

117

5.2

鎚

14.9

47

2.1

2,265

100.0

第 三 次 産 業 計

国産
台数

%

39

3.0

211

16.4

342

26.6

247

19.2

192

14.9

61

4.7

185

14.4

11

0.9

1,288

100.0

外国
台数

%

39

6.1

183

28.6

147

23.0

93

14.5

46

7.2

72

11.3

56

8.8

4

0.6

640

100.0

計
台数
%

78

4.0

394

20.4

489

25.4

340

17.6

斑

12.3

133

6.9

241

12.5

15

0.8

1,928

100.0

公 務 計

国産
台数

%

1

0.5

46

22.7

58

28.6

19

9.4

10

4.9

1

0.5

67

33.0

1

0.5

2031

100.0

外国
台数

%

1

5.6

5

27.8

3

16.7

1

5.6

3

16.7

0

0.0

5

27.8

0

0.0

18

100.0

計
台数

%

2

0.9

51

23.1

61

27.6

20

9.0

13

5.9

1

0.5

72

32.6

1

0.5

221

100.0

金 座 集 計

国産
台数
%

44

1.3

438

13.4

831

25.4

645

19.7

554

16.9

167

5.1

554

16.9

39

L2

3,272

100.0

外国
台数

%

57

4.9

295

253

250

2L5

.224

19.2

134

11.5

84

7.2

97

8.3

24

2.1

1,165

100.0

計
台数
%

101

2.3

733

16.5

1,081

24.4

869

19.6

棚

15.5

251

5.7

651

14.7

63

1.4

4,437

100.0

主

な

業

種

繊 維 工 業

国産
台数

%

0

0.0

4

3.6

34

30.6

11

9.9

35

3L5

0.

0.0

27

24.3

0

0.0

111

100.0

外国
台数
%

0

0.0

5

17.2

5

172

0

0.0

17

58.6

0

0.0

2

6.9

0

0.0

29

100.O

計
台数

%

0

0.0

9

6.4

39

27.9

11

7.9

52

37.1

0

0.0

29

20.7

0

0.0

140

100.0

化 学 工 業

、

国産
台数

%

0

0.0

21

8.7

63

26.1

28

1L6

45

18.7

27

11.2

51

2L2

6

2.5

241

100.0

外国
台数

%

0

0.0

ll

12.9

13

15.3

16

18.8

23

27.1

5

5.9

9

10.6

8

9.4

85

100.0

計
台数

%

0

0.0

32

9.8

76

23.3

44

13.5

68

20.9

32

9.8

60

18.4

14

4.3

326

100.0

石 油製 品製造 業

国産
台数

%

0

0.0

7

8.5

25

30.5

8

9.8

11

13.4

0

0.0

31

37.8

0

0.0

82

100.0

外国
台数

%

0

0.0

3

23.1

6

46.2

1

7.7

0

0.0

0

0.0

3

23.1

0

0.0

13

100.0

計
台数
%

0

0.0

10

10.5

31

32.6

9

9.5

11

11.6

0

0.0

34

35.8

0

0.0

95

100.0

9-1-3{2}表 業 種別 ・回答 社保有台 数合 計(2)

型 別

集 種 別

超

大

型

大

型

中

型

小

型

超

小

型

オユ
フ1
イタ

ζ

ε

三

ヲ

㌢
1タ

そ

の

他

合

計

主

な

業

種

鉄 損 業

国産
台数

%

2

2.2

36

38.7

16

17.2

17

18.3

3

3.2

0

0.0

14

15.1

5

5.4

93

100.0

外国
台数
%

7

14.6

30

62.5

6

12.5

3

6.3

2

4.2

0

0.0

0

0.0

0

0.0

48

100.0

計
台数

%

9

6.4

66

46.8

22

15.6

20

14.2

5

3.5

0

0.0

14

9.9

5

3.5

141

100.0

電 気 機 械 器 具

製 造 業

国産
台数

%

1

0.2

66

14.4

74

16.2

94

20.6

94

20.6

15

3.3

112

24.5

1

0.2

457

100.0

外国
台数

%

3

7.7

.7

17.9

8

20.5

7

17.9

0

0.0

3

7.7

11

28.2

0

0.0

39

100.0

計
台数

%

4

0.8

73

14.7

82

16.5

101

20.4

94

19.0

18

3.6

123

24.8

1

0.2

496

100.0

輸送 用機 械器具

製 造 業

国産
台数

%

1

L1

ll

122

27

30.0

27

30.0

7

7.8

10

11.1

7

7.8

0

0.0

90

100.0

外国
台数

%

7

13.5

21

40.4

9

17.3

11

2L2

0

0.0

2

3.8

2

3.8

0

0.0

52

100.0

計
台数

%

8

5.6

32

22.5

36

25.4

38

26.8

7

4.9

12

8.5

9

63

0

0.0

142

100.0

卸 業 ・ 商 社

国産
台数
%

4

1.3

15

4.7

65

20.3

52

16.3

80

25.0

51

15.9

51

15.9

2

0.6

320

100.0

外国
台数

%

1

0.9

16

14.2

22

19.5

30

26.5

6

5.3

32

28.3

6

5.3

0

0.0

113

100.0

計
台数

%

5

L2

31

7.2

87

20.1

82

】8.9

86

19.9

83

19.2

57

13.2

2

0.5

433

100.0

小 売 業

国産
台数

%

0

0.0

8

10.8

25

33.8

14

18.9

20

27.0

4

5.4

3

4.1

0

0.0

74

100.0

外国
台数
%

0

0.0

11

23.4

19

40.4

10

2L3

6

12.8

0

0.0

1

2.1

0

0.0

47

100.0

計
台数

%

O

o.o

19

15.7

44

36.4

24

19.8

26

2L5

4

3.3

4

3.3

0

0.0

121

100.0

L

金 融 業

国産
台数
%

27

星5.5

62

35.6

45

25.9

23

13.2

3

1.7

1

0.6

】2

6.9

1

0.6

174

100.0

外国
台数

%

19

7.9

93

38.9

58

24.3

30

12.6

10

4.2

19

7.9

10

4.2

0

0.0

239

100.0

計
台数
%

46

1Ll

155

37.5

103

24.9

53

12.8

13

3」

20

4.8

22

5.3

1

0.2

413

100.0

生 命 保 険 業

(含代理業 ・サー ビス

婁)

国産
台数

%

0

0.0

5

38.5

4

30.8

0

0.0

0

0.0

0

0.0

4

30.8

0

0.0

13

100.0

外国
台数

%

5

20.8

5

20.8

1

4.2

0

0.0

0

0.0

0

0.0

13

54.2

0

0.0

24

100.0

計
台数

%

5

13.5

10

27.0

5

13.5

0

0.0

0

0.0

0

0.0

17

45.9

0

0.0

37

100.0

損 害 保 険 業

(含代理業・サービス

業}

国産
台数

%

3

100.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

3

100.0

外国
台数

%

0

0.0

3

23.1

0

0.0

0

0.0

10

76.9

0

0.0

0

0.0

0

0.0

13

100.0

計
台数

%

3

18.8

3

18.8

0

0.0

0

0.0

10

62.5

0

0.0

0

0.0

0

0.0

16

100.0

u

マ

ト

1
>
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《
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9-1-3{3}表 業種 別 ・回 答社保 有台 数合 計(3)

型 別

業 種 別

超

大

型

大

型

中

型

小

型

超

小

型

オ ユ
フ1
イタ

ζ

善

三

;

ζ
1
タ

そ

の

他

合

計

主

な

業

種

電 力 ・ガ ス事 業

国産
台数

%

0

0.0

19

63.3

10

33.3

1

33

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

30

100.0

外国
台数

%

5

50.0

5

50.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

10

100.0

計
台数
%

5

12.5

24

60.O

10

25.0

1

2.5

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

40

100.0

広告 ・田遊 ・情 報

提 供 サ ー ビ ス 業

国産
台数

%

0

0.0

3

9.1

7

21.2

4

12.1

19

57.6

0

0.0

0

0.0

0

0.0

33

100.0

外国
台数

%

0

0.0

1

14.3

1

14.3

2

28.6

1

14.3

2

28.6

0

0.0

0

0.0

7

100.0

計
台数
%

0

0.0

4

10.0

8

20.0

6

15.0

20

50.0

2

5.0

O

O.0

0

0.0

40

100.0

情報処理サービス業 ・

ソ7ト ウェア業

国産
台数

%

1

0.6

49

30.4

55

34.2

26

16.1

14

8.7

1

0.6

11

6.8

4

2.5

161

100.0

外国
台数

%

3

8.1

17

45.9

10

27.0

2

5.4

3

8.1

1

2.7

1

2.7

0

0.0

37

100.0

計
台数

%

4

2.0

66

33.3

65

32.8

28

14.1

17

8.6

2

1.0

12

6.1

4

2.0

198

100.0

機 種 別

主力機種別

回

答

社

数

M

T

ド

ラ

イ
ブ

ド

ラ

ム

デ三

・ξ

・尤

ク色

そ

の

他

超 大 型 47 50.8 4.8 83.6 2.3

大 型 358 13.6 0.6 2L7 L9

中 型 594 3.3 03 5.5 0.5

小 型 186 3.5 0.3 3.1 L9

超 小 型 24 0.6 0.5 0.8 0.7

オフィスコンピュータ 2 0.0 0.0 0.0 3.5

ミニ コ ン ピ ュ ー タ 7 L4 0.4 3.0 0.6

そ の 他 0 0.0 0.0 0.0 0.0

総 平 均 1,218 8.1 0.6 12.8 1.2

9-1-5表 業 種別 ・入 力 システ ムの現状

(多血回答)

入 力方式 回 'ξ キ 0 0 M そ 桔

業 種 別

答

社

数

ン

チ

方

式

1
イ

ン

方

式

C

R

方

式

M

R

方

式

I
C

R

方

式

の

他

べ

回
答
吐
数

一 次 産 業 肝 社 数 6 3 3 0 2 0 0 8

% 100.0 50.0 50.0 0.0 33.3 0.0 0.0 133.3

二 次 産 業 計
社 数 563 486 289 100 163 2 23 Lo63

% 100.0 86.3 5L3 17.8 29.0 0.4 4.1 188.8

三 次 産 業 計
社 数

%

590

100.0

488

82.7

334

56.6

108

]8.3

118

20.0

53

9.0

26

4.4

L127

19Lo

社 数 88 71 32 29 23 0 9 164
公 務 計

% 100.0 80.7 36.4 33.0 26.1 0.0 10.2 186.4

社 数 1,247 1,048 658 237 306 55 58 2362
全 産 藁 計

,
% 100.0 84.0 52.8 19.0 24.5 4.4 4.7 189.4

社 数 35 30 18 10 15 0 2 75
繊 維 工 業

% 100.0 85.7 5L4 28.6 42.9 0.0 5.7 214.3

社 数 80 71 49 19 25 1 5 170
化 学 工 業

% 100.0 88.8 61.3 23.8 3L3 L3 6.3 212.5

主 石油製品製造業
社 数 12 10 8 4 2 0 1 25

% 100.0 83.3 66.7 33.3 16.7 0.0 8.3 208.3

鉄 鋼 窯
社 数 21 }8 13 7 9 o 1 48

1% 100.0 85.7 6L9 33.3 42.9 0.0 4.8 228.6

電気機械器具 社 数 68 57 31 15 20 0 3 126

製 造 業 % 100.0 83.8 45.6 23.5 29.4 0.0 2.9 185.3

な
輸送用機械器具 縫 紋 46 43 29 10 14 1 1 98

製 造 業 % 100.0 93.5 63.0 21.7 30.4 2.2 2.2 213.0

卸 窯 ・商 社
社 数 103 66 68 8 18 0 2 162

% 100.0 64.1 66.0 7.8 17.5 0.0 1.9 1S7.3

小 犯 意
社 数 41 38 23 10 7 3 3 関

% 100.0 92.7 56.1 24.4 17.1 7.3 7.3 204.9

業 金 融 藁
社 数 114 100 85 25 14 46 6 276

% )00.0 87.7 74.6 2L9 12.3 40.4 5.3 242」

生 命 保 険 業 社 数 7 6 5 6 1 0 0 }8
{含代理瑛 ・サ

一 ビス藁} % 100.0 85.7 ?1.4 85.7 14.3 0.0 0.0 257」

損 害 保 険 業 社 数 4 3 1 2 o 0 1 7
(含代理業 ・サ

一 ビス瑛} % 100.0 75.0 25.0 50.0 0.0 0.0 25.0 175.0
・

種 電力 ・カス事業
社 数 ハ4 13 7 14 5 0 0 39

% 100.0 92.9 50.0 100.0 35.7 0.0 0.0 278.6

広告・調査 ・情報 歴 数 10 10 5 0 1 O 1 17

提供サービス.業 % 100.0 100.0 50.0 0.0 10.0 0.0 10.0 170.0

情報処理サー ピ 社 数 72 62 36 22 17 3 5 "5
ス案 ・ソフ トウ
エア藁 % 100.0 86.1 50.0 30.6 23.5 4.2 6.9 20L4

ふ

5

¢

u

×

ト

1

、

望

斗

×

xll

＼

×
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9-1-6表 業種 別 ・入力 シス テム5年 後 の予想
(多重回答)

入力方 式

業 種 別

回
,

答

社

数

ノぐ

ン

チ

方

式

キ

1

イ
ン

方

式

O

C

R

方

式

O

M

R

方

式

M

I

C
R

方

式

そ

の

他

延
べ

回
答
社
数

社 数 5 2 4 1 0 0 0 7一 次 産 業 計
% 100.0 40.0 80.0 20.0 0.0 0.0 0.0 140.0

社 数 554 292 454 272 ]28 7 45 1,198
二 次 産 業 計

% 100.0 52.7 81.9 49.1 23.1 1.3 8.1 216.2

杜 数 568 336 449 237 110 75 55 1,262
三 次 産 業 計

% 100.0 59.2 79.0 41.7 19.4 13.2 9.7 222.2

社 数 86 50 54 56 26 0 12 198
公 務 計

% 100.0 58.1 62.8 65.1 30.2 0.0 14.0 230.2

社 数 1,213 680 961 566 264 82 ll2 2,665
全 産 業 計

% 100.0 56.1 79.2 46.7 2L8 6.8 9.2 219.7

社 数 35 18 31 20 11 2 3 85
繊 維 工 業

% 100.0 5L4 88.6 57.1 31.4 5.7 8.6 242.9

社 数 78 42 67 41 17 0 8 175
化 学 工 業

% 100.0 53.8 85.9 52.6 21.8 0.0 10.3 224.4

主 石油製品製造業
社 数 ll 7 10 6 2 0 1 26

. % 100.0 63.6 90.9 54.5 18.2 0.0 9.1 236.4

社 数 21 10 16 14 8 0 2 50
鉄 鋼 業

% 100.0 47.6 76.2 66.7 38.1 0.0 9.5 238.1

電気機械器具 社 数 68 33 57 38 13 0 6 】47

製 造 業 % 100.0 48.5 83.8 55.9 19.1 0.0 8.8 216.2

輸送用機械器具 社 数 45 31 39 29 11 3 1 114
な

製 造 業 % 100.0 68.9 86.7 64.4 24.4 6.7 2.2 253.3

社 数 103 28 95 36 15 0 8 182
卸 業 ・ 商 社

% 100.0 27.2 92.2 35.0 14.6 0.0 7.8 176.7

社 数 41 22 37 18 3 3 5 88
小 売 業

% 100.0 53.7 90.2 43.9 7.3 7.3 12.2 214.6

社 数 lo9 71 94 43 】6 66 9 299
業 金 陪 乗

% 100.0 65.1 86.2 39.4 M.7 60.6 83 274.3

生 命 保 険 業 社 数 6 5 5 6 1 0 1 18
(含 代理業 ・サ
一 ビス業) % 100.0 83.3 83.3 100.0 16.7 0.0 16.7 300.0

損 害 保 険 業 杜 数 3 3 3 2 0 0 1 9
(含代理業 ・サ

ー ビス業) % 100.0 100.0 100.0 66.7 0.0 0.0 33.3 300.0

社 数 14 12 11 13 4 0 0 40
樽 電力 ・ガス事業

% ioO.O 85.7 78.6 92.9 28.6 0.0 0.0 285.7

広告 ・調査 ・情報 杜 数 10 4 9 3 1 0 1 18

提供サービス業 % 100.0 40.0 90.0 30.0 10.0 0.0 10.0 180.0

情報処理サーピ 社 数 70 49 48 45 16 5 11 174
ス業 ・ソフ トウ
ェア藁 % 100.0 70.0 68.6 64.3 22.9 7.1 15.7 248.6

'

9-1-7表1セ ッ ト当 り月間 ラ ン時 間

ラ ン ・
回 集 回 一 一 一 一 二 二 三 三 四 四 五 五 総

タイム 計 ○ 〇五 五 o 五 o 五 ○ 五 o 五
収 対

象
答 O

H
○○以
H

Ol ol Ol 01 O
l

○
1

O
l

○
1

O
H

平

社 ㌻
ト

社
未

上

未

二
〇
〇

二
五
〇

三
〇
〇

三
五
〇

四
〇
〇

四
五
〇

五
〇
〇

五
五
〇

以
上

均

時
数 数 数 満 満 H H H H H H H H 閥

1,271 3,470 1,206 杜数 207 222 254 210 102 62 47 31 27 艮0 34
196.4

100.0 % 17.2 18.4 21.1 17.4 8.5 5」 3.9 2.6 2.2 0.8 2.8

u

F

l
>

望

洋

b汁

軽
一
一



9-1-8{1)表 業種 別 ・コ ンピュー タ経費 月額平 均{D

(単位:干 円)

経 費 名 回 人 機 械 設 備 関 係 総
レ ン タ ル 料

業 種 別

答

数

件

費

C主 装
P配 置
u憶)

豆葦
鞠

周^
除

辺記

憶装
装

置旦

周

辺

記
憶

装

置

⌒端
オ

ン末

ラ

イ装
ン
)置

(
機小城

;
タ
ル

料計)

計

青

色

金額 6 8,117.5 967.5 958.0 LO17,2 8,814.7 11,757.3 30,114.3
一 次 産 業 計

% 27.0 32 3.2 3.4 29.3 39.0 100.0

金額 539 9,113.4 3,559.7 L228.6 1,263.6 2,625.1 8.677」 29,262.6

二 次 産 業 計
% 31」 12.2 4.2 4.3 9.0 29.7 100.0

金額 530 10,651.5 5,204.7 2,347.9 2,354.5 2,571.3 12,625.5 48,106.3
三 次 産 業 計

% 22.1 10.8 4.9 4.9 5.3 26.2 100.0

金額 75 6,267.8 4,020.3 1,724.4 1,526.5 915.0 8,186.2 22,346.4
公 務 計

% 28.0 18.0 7.7 6.8 4.1 36.6 100.0

金額 .1,150 9,631.5 4β34.4 1,775.4 1,782.2 ・2
,521.1 10,480.9 37,500.5

全 産 業 計
% 25.7 11.6 4.7 4.8 6.7 27.9 100.0

金額 33 6,306.8 2,993.9 1,126.7 1,143.8 2,079.5 7β43.9 18,917.2

繊 維 工 藁
% 33.3 15.8 6.0 6.0 11.0 38.8 100.0

金額 76 7,425.8 3,115.7 1,177.1 LO70,9 2,181.5 7,545.1 21,767.8
化 学 工 業 ,

「

% 34.1 14.3 5.4 4.9 10.0 34.7 100.0

金額 11 10,752.2 2,758.4 1β82.5 3.56L5 4,132.0 12,334.4 40,043.4
石油製品製造業

% 26.9 6.9 4.7 8.9 10.3 30.8 100.0

金額 21 63,586.1 21,806.0 1,813.9 3.26L2 18,03Ll 44,912.2 207,611.3
鉄 鋼 叢

% 30.6 10.5 0.9 1.6 8.7 2L6 100.0
主

電 気 機 械 器具 金額 66 11,988.2 2,903.9 1,418.5 1,056.2 3,954.8 9β33.3 47ほ23.2

製 造 業 % 25.3 6.1 3.0 2.2 8.4 19.7 100.0

輸送用機械器具 金額 46 11,089.3 7,728.6 2,849.4 4,061.9 2,861.0 17,500.8 37,066.1

製 造 業 % 29.9 20.9 7.7 ILO 7.7 47.2 100.0
な

金額 99 5,279.1 3,350.0 11356.7 1,014.9 1,308.5 7,030.0 23,216.0
卸 業 ・商 社

% 22.7 14.4 5.8 4.4 5.6 30.3 100.0

金額 40 6,408.1 3,326.9 594.8 934.0 675.8 5.53L4 21,299.4
小 売 竜

% 30.1 15.6 2.8 4.4 3.2 26.0 100.0
藁

金額 97 15,699.1 8,243.5 2,845.2 3,077.5 5,088.3 19,254.5 98,099.3
金 融 藁

% 16.0 8.4 2.9 3」 5.2 19.6 100.0

生命保険業(書 状 金額 7 38,679.9 33,580.9 30,273.6 23,806.1 11,909.7 99,570.3 248」63.1

理藁・サー ビス藁) % 15.6 】3.5 12.2 9.6 4.8 40.1 100.0
棟

姐書保険業(含 代 金額 4 30,856.8 13,662.5 7,929.8 8,263.5 3,610.0 33,465.8 130,092.0

理藁 ・サー ビス藁) % 23.7 10.5 6」 6.4 2.8 25.7 100.0

金額 14 24,416.1 21,232.3 8,253.6 14,129.1 4,541.1 48,膓56.1 150,309.9
電 力 ・ガス 事 業

% 16.2 14.1 5.5 9.4 3.0 32.0 100.0

広告 ・調査 ・情報 金額 10 7,463.0 2,657.6 867.1 2,041.7 2,309.7 7,876.1 24.181」

提 供サ ー ビ ス藁 % 30.9 1LO 3.6 8.4 9.6 32.6 100.0

情報処理サー ビス 金額 67 22,188.6 5,901.7 3」08.5 2,717.4 4」78.5 15,906.1 66,756.5

藁 ・ソフ トウエア業 % 33.2 8.8 4.7 4.1 6.3 23.8 100.0

9-1-8(2}表 業種 別 ・コ ンピ ュー タ経 費月額 平均{2)

(単位:千 円)

経 費 名

案 種 別

機 械 船 傭 関 係 総

計

毒

芭

償 却 費 保

守

費
・

保
険
費

機

械

設

備

合

計

C主 張
P配 置
u憶)
_装
演置
算・
装倒
置御

周_
除

辺記

憶
装装

置置
)

周
辺

記

憶
装

置

(端
オ

ン末

ラ

イ装
ン
)置

A
機小

槍

償

却

費計
)

一 次 』産 業 計
金額

%

479.3

L6

9.0

0.0

4.3

0.0

0.2

0.0

4925

1.6

108.0

0.4

12,357.8

4LO

30,114.3

100.0

二 次 産 業 計
金額

%

730.6

2.5

283.2

1.0

80.2

0.3

585.8

2.0

1,679.9

5.7

2,908.7

9.9

13,265.6

45.3

29,262.6

100.0

三 次 産 業 計
金額

%

2,438.9

5.1

669.5

1.4

328.8

0.7

4,567.6

9.5

8.01L9

16.7

3,242.3

6.7

23,888.5

49.7

48,106.3

100.0

公 務 計
金額

%

174.3

0.8

111.1

0.5

47.4

0.2

392.6

L8

725.5

3.2

413.8

1.9

9,325.5

4L7

22,346.4

100.0

全 産 業 計
金額

%

1,480.3

3.9

448.6

L2

192.2

0.5

2.4052

6.4

4,529.7

12.1

2,885.1

7.7

17,899.7

47.7

37,500.5

100.0

主

な

黄

櫨

繊 維 工 業
金額

%

406.8

2.2

13.2

0.1

46.4

0.2

75.6

0.4

541.9

2.9

479.8

2.5

8,365.6

44.2

18,917.2

100.0

化 学 工 業
金額

%

299.0

L4

61.0

0.3

43.9

0.2

302.2

1.4

706.1

3.2

1,067.2

4.9

9,318.5

42.8

21,767.8

100.0

石油製品製造業
金額

%

6,357.5

15.9

L393、5

3.5

259.3

0.6

1,033.5

2.6

9,043.9

22.6

1,241.3

3.1

22,619.5

56.5

40,043.4

100.o

鉄 鋼 藁
金額

%

1,704.0

0.8

13.7

0.0

6.5

0.0

23.9

0.0

1.748」

0.8

48,258.6

23.2

94,918.9

45.7

207,611.3

100.0

電 気機 械 器 具

製 造 桑

金額

%

1,243.2

2.6

1,65L9

3.5

307.5

0.6

3,574.9

7.6

.
6,777.5

14.3

2,860.5

6.0

田.971.3

40」

47,323.2

100.0

輸送用機械器具

製 造 藁

金額

%

779.7

2.】

228.4

0.6

22.3

0.1

65.3

0.2

1,095.8

3.0

586.0

1.6

19,182.6

5L8

37.066」

100.0

卸 業 ・ 商 社
金額

%

56LO

2.4

154.4

0.7

44」

0.2

224.1

LO

983.6

4.2

31004.9

12.9

11,OI8.5

47.5

23,216.0

100.0

小 売 藁
金額

%

156.7

0.7

42.1

0.2

20.8

0.1

194.0

0.9

413.5

1.9

1,6SO.9

7.8

7,595.8

35.7

21,299.4

100.0

金 融 藁
金額

%

8,886.3

9.】

2,288.2

2.3

87L3

0.9

22,487.0

22.9

34,532.8

35.2

9.632:8

9.8

63,420.2

64.6

98,099.3

100.0

生命保険業(含 代

理業・サービス剣

金額

%

16,163.9

6.5

1,016.1

0.4

4.8】7,7

L9

7,405.0

3.0

29,402.7

11.8

7,353.7

3.0

136,326.7

54.9

248」63」

100.0

損害保険業(含 代

理業 ・サー ビス套)

金額

%

3,185.8

2.4

45.3

0.0

21.8

0.0

359.0

0.3

3、61L8

2.8

28,373.3

2L8

65,450.8

50.3

130,092.0

100.0

電 力 ・ガ ス事 案
金額

%

4ほ21,4

2.9

4,685.7

3.1

82L4

0.5

2,377.0

1.6

12,205.6

8」

2,509.9

1.7

62,871.5

41.8

150,309.9

100.0

広告 ・調査 ・情報

提供 サ ー ビス 藁

金額

%

1,215.0

5.0

58.0

0.2

239.O

LO

40.8

0.2

L552.8

6.4

860.3

3.6

10,289.2

42.6

24.18LI

100.0

情報処理サー ビス

業・ソフトウエア藁

金額

%

1,242.2

1.9

】73.3

0.3

8L7

0.1

236.9

0.4

1,734.0

2.6

819.0

L2

18,4S9.1

27.7

66.7565

】00.0
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9-1-8(3)表 業種 別 ・コ ンピュー タ経 費月額平 均〔3}

(単位:千 円)

経 費 名 消 耕 品 な ど 鎗

カ 磁; プ 竃 消
1ド 気1

_ド

リ

ン

カ
.

耕
.

ア. 計
紙
テ

|

|デイ
ト

用

冷
暖

品

A 毒
プ

プス 紙 房
口

集 種 別 費 費乙 費 費 計 琶
金額 76.7 10L2 7643 331.8 1,274.0 30,114.3

一 次 産.藁 計
% O.3 0.3 2.5 1.1 4.2 100.0

金額 151.5 288.1 93L3 1,075.6 2,446.6 29,262.6
二 次 産 室 計

% 0.5 LO 3.2 3.7 8.4 100.0

金額 130.4 355.2 1,926.6 1,158.5 3,573.1 48,106.3
三 次 産 業 計

% 0.3 0.7 4.0 2.4 7.4 100.0

金額 63.9 132.4 880.9 210.8 1,288.0 22,346.4
公 務 計

% 0.3 0.6 3.9 0.9 5.8 100.0

金額 135.7 307.9 1385.9 1,053.6 2,884.1 37,500.5
全 産 集 計

% 0.4 0.8 3.7 2.8 7.7 100.0

金額 95.8 127.5 823.5 390.6 1,437.4 18,917.2
繊 維 工 業

% 0.5 0.7 4.4 2.1 7.6 100.0

金額 7L3 150.3 959.9 436.4 L617.9 21,767.8
化 学 工 業 L

% O.3 0.7 4.4 2.0 7.4 100.0

石油製品製造業
金額 357.8 231.1 1,41L5 6782 2,678.6 40,043.4

% 0.9 0.6 3.5 1.7 6.7 100.0

鉄 飼 業
金額 782.9 276.2 4,497.7 11,908.1 17,464.8 207,611.3

% 0.4 0.1 2.2 5.7 8.4 100.0
主

電 気 機 械 器具 金額 236.5 L448,0 1,194.8 2,776.1 5,655.4 47,323.2

製 造 業 % 0.5 3.1 2.5 5.9 12.0 100.0

輸送用機械器具 金額 401.9 198.7 1.250」 64L9 2,492.6 37,066.1

製 造 業 % 1.1 0.5 3.4 L7 '6 .7 100.0
な

卸 藁 ・ 商 社
金額 64.5 132.1 L14L6 377.5 1,715.6 23,216.0

% 0.3 0.6 4.9 L6 7.4 100.0

小 売 業
金額 169.2 153.0 ],224.9 529.4 2,076.4 21,299.4

% 0.8 0.7 5.8 2.5 9.7 100.0
業

金 融 業
金額 142.8 52L3 2,576.6 2,739.6 5,980.2 98,099.3

% 0.1 0.5 2.6 2.8 6.1 100.0

生命保険業(舌 代 金額 653.1 2,600.3 16」79.3 4,268.3 23.70L3 248」63.1

理業 ・サー ビス剰 % 0.3 1.0 6.5 1.7 9.6 100.0
種

損害保険業(含 代 金額 293.5 669.5 111469.3 2,924.0 15,356.3 1301092.0

理業 ・サー ビス業) % 0.2 0.5 8.8 2.2 1L8 100.0

電 力 ・ガ ス事 業
金額 360.2 958.0 10,273.0 4,010.3 15,60L5 150β09.9

% 0.2 0.6 6.8 2.7 10.4 100.0

広告 ・調査 ・情報 金額 63.6 523 733.4 475.0 1,324.3 24.18L1

提供 サ ー ビ ス業 % 0.3 .0.2 3.0 2.0 5.5 100.0

情報処理 サー ビス 金額 192.9 862.5 2,84L1 1,309.3 5,205.8 66,756.5

藁・ソフトウエア業 % 0.3 L3 4.3 2.0
←..7

,8 100.0

9-1-8{4}麦 藁種 別 ・コ ンピュー タ経 費月額 平均(4)

〔単位:千 円}

経 費 名 外 注 費 紐

委 さ プ作 ブ そ 外
ん 口

託 孔
ロ成

グ 注

計 費 グ委 ラ の 費
計

. ム ⌒
'■

算 検 ラ託 購 合 再
孔 入

窯 種 別 費 費 ム費 費 他 計 曇

金額 1,955.8 1,961.5 1,040.2 14L5 1,204.3 6β03.3 30,114.3一 次 産 業 計
% 6.5 6.5 3.5 0.5 4.0 20.9 100.0

金額 516.1 619.3 637.7 56.7 891.O 2,720.9 29,262.6
二 次 産 業 計

% 1.8 2.1 2.2 0.2 3.0 9.3 100.0

三 次 産 業 計
金額 1,669.6 1,879.0 1,009.6 85.8 2,193.0 6,837.0 4B、106.3

% 3.5 3.9 2.1 0.2 4.6 14.2 100.0

公 務 計
金額 530.4 3β36.7 109.8 18.1 1,080.8 5,075.9 22,346.4

% 2.4 14.9 0.5 0.1 4.8 22.7 100.0

全 産 章 計
金額 1,056.2 1ほ84.1 776.8 68.0 1,505.1 4,790.2 37,自)0,5

% 2.8 3.7 2.1 02 4.0 12.8 100.0

繊 維 工 業
金額 49.0 329.0 75.7 43.8 314.7 812.2 18,917.2

% 0.3 L7 0.4 0.2 L7 4.3 100.0

化 学 工 業
金額 830.3 304.7 235.5 50.1 599.6 2,020.2 21,767.8

% 3.8 1.4 1.1 0.2 2.8 9.3 100.0

石油製品製造業
金額 17L8 784.5 387.3 4.3 164.8 1,5】2.7 40,043.4

% 0.4 2.0 1.0 0.0 0.4 3.8 100.0

鉄 鋼 業
金額 875.2 3,749.8 31702.9 233.8 10,862.4 19,424.0 207.61L3

% 0.4 L8 1.8 0.1 5.2 9.4 100.0
主

電 気 機 械 器具 金額 L819.3 748.5 2,558.7 23.7 2,039.1 7,189.3 47,323.2

製 造 業 % 3.8 L6 5.4 0.1 4.3 15.2 100.0

輸送用機械器具 金額 206.4 1,143.5 360.3 220.8 219.8 2,150.8 37,066.1

製 造 業 % 0.6 3.1 LO 0.6 0.6 5.8 100.0
な

卸 藁 ・ 商 社
金額 725.2 1,788.5 954.3 14.7 959.9 4,442.6 23,216.0

% 3」 7.7 4.1 0.1 4.1 19.1 100.0

小 売.業
金額 522.3 2,084.6 248.8 18.2 868.7 3,742.6 21,299.4

% 2.5 9.8 1.2 0.1 4」 17.6 100.0
業

金 融 業
金額 2,017.2 LO92.2 1,076.3 59」 1.27L4 5,516.3 98,099.3

% 2.1 L1 1.1 0.ユ L3 5.6 100.0

生命保険業(含 代 金額 13,224.7 14,716.0 8,105.7 653.3 3,416.0 40,115.7 248,163.1
ム

理業 ・サー ビス業) % 5.3 5.9 3.3 0.3 1.4 16.2 100.0
種

損害保険業(含 代 金額 21714.0 11,4膓5.3 944.0 0.8 168.8 15,242.8 130,092.0

理業 ・サー ビス業) % 2.1 8.8 0.7 0.0 0.1 11.7 100.0

電 力 ・ガ ス 事業
金額 23,274.4 10,314.1 41831.7 0.0 4,025.6 42,445.9 150,309.9

`
% 15.5 6.9 3.2 0.0 2.7 28.2 100.0

広告 ・調査 ・情報 金額 0.0 1.9663 1,285.0 0.0 1,539.8 4,791.1 24,181.1

提供 サ ー ビ ス業 % 0.0 8.1 5.3 0.0 6.4 19.8 100.0

情報処理サー ビス 金額 906.2 2,909.2 ㌧352,4 415.4 9,418.7 15,002.0 66,756.5

業・ソフトウエア業 % 1.4 4.4 2.0 0.6 14.1 22.5 100.0
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9-1-8(5漬 菜 種別 ・コ ンピュー タ経 費月額 平均(5)

(単位:千 円)

経 費 名 そ の 他 総 他
か

通 デ そ そ ら

層
信 1

の
の

割
り

回 他 か

`

線
使
用

タ

輸

送

連
絡
費
な

他
.

合

け
ら
れた

費
集 種 別 料 費 ど 計 計 用

金額 L776.2 130.3 155.2 2,061.7 30,114.3 0.0
一 次 黄 菜 計

% 5.9 0.4 o.5 6.8 100.0 0.0

金頭 752.6 146.3 817.2 1,716.1 29,262.6 176.0

二 次 産 業 計
% 2.6 0.5 2.8 5.9 100.0 0.6

金額 2,134.1 342.0 680.0 3,156.1 48,105.3 5065
三 次 産 集 計

% 4.4 0.7 L4 6.6 100.0 L1

金額 189.0 6.4 193.8 389.2 22,346.4 898.2
公 務 計

% O.8 0.0 0.9 1.7 100.0 4.0

金額 1,357.9 227.3 709.8 2,295.0 37,500.5 374.5

全 産 業 計
% 3.6 0.6 1.9 6.1 100.0 1.0

金額 1,073.4 83.5 838.4 1,995.2 18,917.2 22.6

但 維 工 業
% 5.7 0.4 4.4 10.5 100.0 0.1

金額 1,062.2 68.3 254.9 1β85.4 21,767.8 352.1
化 学 工 業

% 4.9 0.3 1.2 6.4 100.0 L6

金額 780.2 89.1 1.61LO 2,480.3 40,043.4 13.6

石油製品製造業
% L9 0.2 4.0 6.2 100.0 0.0

金額 2,972.7 235.5 9,009.3 】2,217.5 207,611.3 55.1

鉄 鋼 窯
% L4 0.1 4.3 5.9 100.0 0.0

主
電 気 機械 器 具 金額 1β46.7 849.5 1,322.8 3,519.0 47,323.2 131.7

製 造 集 % 2.8 L8 2.8 7.4 100.0 0.3

輸送用機械 器具 金額 475.? 2L6 L653.6 2,150.8 37,066.1 130.0

製 造 業 % L3 0.1 4.5 5.8 100.0 O.4

な
金額 562.7 34.6 162.9 760.2 23,216.0 349.6

卸 粛 ・商 社
% 2.4 0.1 0.7 3.3 100.0 L5

金額 1,278.8 86.5 111.1 1,476.5 21,299.4 398.3
小 売 業

% 6.0 0.4 0.5 6.9 100.0 L9

藁
金額 6,352.9 595.0 535.6 7,483.5 98,099.3 34L8

金 融 業
% 6.5 0.6 0.5 7.6 100.0 0.3

生命保険業 〔含代 金額 9,300.6 39.0 0.0 9,399.6 248,163.1 0.0

理案・サー ビス業) % 3.7 0.O 0.0 3.8 100.0 0.0
種

損害保険藁(宮 代 金額 1.53L3 L244.8 409.5 3,185.5 130,092.0 3,429.3

理藁 ・サ ービス藁} % L2 LO 03 2.4 100.0 2.6

金額 677.7 3、96L5 335.7 4,974.9 150,309.9 1,236.6
電 力 ・ガス車 裁

% 0.5 2.6 0.2 3.3 100.0 0.8

広告 ・調査 ・情報 金額 287.8 22.8 2.9 313.5 24,181.1 257.9

提 供サ ー ビス 業 % L2 0.1 0.0 1.3 100.0 L1

情 報処理サービス 金額 L673,0 757.0 3,470.9 5,900.9 66,756.5 L907,9

婁 ・ソフ トウエア黄 % 2.5 1.1 5.2 8.8 100.0 2.9

9-1-9表 業種別 ・機械 設備 費構成

(単位:千 円)

経費項目 C 周 周 オ 保 合 回

辺 と
フ

守
辺

記 イ 費 答
P ン .

装 憶

装

端
末
装

保
険

社

婁 種 別 u 置 置 置 費 計 敵

金額 L446.8 967.0 1,021.5 8,814.5 108.0 12,357.8 6
一 次 座 薬'計

% 1L7 7.8 83 71.3 0.9 100.0

金額 4,290.4 1.51L9 L343,8 3,210.9 2,908.7 13,265.6 539
二 次 産 業 計

% 32.3 11.4 10.1 24.2 2L9 100.0

金額 7,643.6 3,017.5 2,683.3 7,138.9 3,242.3 23β88.5 530
三 次 産 業 計

% 32.0 12.6 1L2 29.9 13.6 100.0

金額 4,194.6 1,835.5 1,573.9 1,307.7 413.8 9,325.5 75
公 務 計

% 45.0 19.7 16.9 14.0 4.4 】00.0

金額 5,814.7 2,224.0 1,974.5 4,926.3 2.885」 17,899.7 L150
全 産 業 計

% 32.5 12.4 11.0 27.S 16.1 100.0

金額 3,400.6 1,139.9 1,190.2 2」55,1 479.8 8,365.6 33
識 維 工 業

% 40.7 13.6 14.2 25.8 5.7 100.0

金額 3,414.7 1,238.2 L114.8 2,483.7 1,067.2 9,318.5 76
化 学 工 業

% 36.6 13.3 12.0 26.7 1L5 100.0

金額 9,115.9 3,276.1 3,820.7 5」65.5 L24L3 22,619.5 11
石油製品製造藁

% 40.3 14.5 16.9 22.8 5.5 100.0

金額 23,510.0 L827.6 3,267.7 18,055.0 48,258.6 94,918.9 21
鉄 鋼 藁

、 % 24.8 1.9 3.4 19.0 50.8 100.0
王

電 気 機 械器 具 金額 4,147.2 3,070.4 1ほ63.6 7,529.7 2,860.5 18.97L3 66

製 造 業 % 21.9 ]6.2 7.2 39.7 15.1 100.o

輸送用機械器具 金額 8,508.3 3,077.8 4,084.2 2,926.2 586.0 ハ9,182.6 45

製 造 婁 % 44.4 16.0 2L3 153 3.1 100.0
な

金額 3,911.0 L51L1 1,058.9 L532.6 3,004.9 11,018.5 99
卸 藁 ・商 社

% 35.5 13.7 9.6 13.9 273 100.0

金額 3,483.5 636.8 954.8 869.8 1,650.9 7,595.8 40
小 売 案

% 45.9 8.4 12.6 1L5 2L7 100.0
業

金額 17,129.8 5,133.5 3,948.7 27,575.3 9,632.8 63,420.2 97
金 融 婁

% 27.0 8.1 6.2 43.5 15.2 100.0

生命保険業(含 代 金額 49,744.7 31,289.7 28,623.9 】9,314.7 7,353.7 135,326.7 7

理藁 ・サー ビス業) % 36.5 23.0 2LO 14.2 5.4 100.0
種

損害保険業(含 代 金額 16,848.3 7,975.0 8,285.3 3,969.0 28,373.3 65,450.8 4

星章 ・サー ビス剰 % 25.7 12.2 12.7 6.1 43.4 100.0

金額 25,553.7 12,939.3 14,950.5 6、918」 2,509.9 62.87L5 14
電 力 ・ガ ス 事 案

% 40.6 20.6 23.8 1LO 4.0 100.0

広告 ・調査 ・情 報 金額 3,872.5 925.1 2,280.7 2,350.5 860.3 10,289.2 10

提 供サ ー ビ ス 業 % 37.6 9.0 22.2 22.8 8.4 100.0

情報処理サービス 金額 7,143.9 3,281.8 2,799.0 4,415.4 819.0 18,459.1 67

業 ・ソフ トウエア藁 % 38.7 17.8 15.2 23.9 4.4 100.0
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9-1-10表(総 合)業 種 別 ・1社 当 り月間経費 対月商 比平 均

(注)コ ンピュータ経費合計と月商の双方とも記入のあった回答についての集計である。

業 種 別

回

答

社

数

1
社
当
り
平
均_
月千
間
貸用
賀)

1

ξ

;一
均§

暑巴

月経費/月 商

平

均

1
-
1000

上

限

1
-
1α)0

.

下

限

1
-

1000

一 次 産 業 計 6 30,114.3 】7,674.6 1.70 2.45 0.60

二 次 産 業 計 536 28,877;6 7,174.4 4.03 109.57 0.38

三 次 産 業 計 350 35,240.1 10,537.9 3.34 3,086.22 0.27

公 務 計 0 0.0 0.0 0,00' 0.00 0.00

全 産 業 計 892 31,382.4 8,564.8 3.66 3,086.22 0.27

主

な

業

種

繊 維 工 業 33 18,917.2 4,709.1 4.02 12.84 1.27

化.学 工 業 76 21,767.8 6,099.9 3.57 58.91 0.53

石油製品製造業 ll 40,043.4 37,852.9 1.06 5.17 0.49

鉄 鋼 業 21 207,611.3 28,177.6 7.37 33.43 1.09

電気 機 械 器 具

製 造 業
66 47,323.2 7,694.3 6.15 82.20 1.28

輸送用機械器具

製 造 業
46 37,066.1 13,015.5 2.85 15.03 O.80

卸 業 ・商 社 99 23,216.0 24.05L6 0.97 346.00 0.27

小 売 業 40 21,299.4 6,318.6 3.37 57.70 1.16

金 融 業 (96) (99,072,8) (67,150.1) (L48) (16.81) (0.30)

生命保険業(含 代

理業・サービス業)
(7} (248.163.1) (415ρ922} (0.60) (7.28) (0.09}

損害保険業 〔含代

理業・サービス業)
(4) (130ρ92.0) (9、721.2) (13.3R へ {251、45〕 (5.98)

電 力 ・ガス 事 業 14 150,309.9 31β25.2 4.80 15.06 2.83

広告 ・調査 ・情報

提供サ ー ビス 業
10 24.18L1 6,503.7 3.72 653.92 0.82

情報処理サー ビス

.業・ソフ トウエア藁
65 67,897.2 103.8 65428 Ll66,66 159.96

金融業.証 券業、生命保険業、損害保険業は年商(月 商)の 意味がちが うので、産業計の計算から除外してある。

9-1-11表(総 合)業 種 別 ・従 業員1人 当 り月間経 費

(注)コ ンピュータ経費合計と従業員数の双方とも記入のあった回答についての集計である。

藁 種 別

回

答

社

数

1
社
当
り
平
均月

_
問手
軽円
費)

1
社
当
り
平
均
従
業_
員人数 )

月間経費/1人(千 円)

平

均

上

限

下

限

一 次 産 業 計 6 3σ.1143 4,036.0 7.5 14.3 0.4

二 次 産 業 計 537 29,110.5 2,787.1 10.4 148.1 0.9

三 次 産 業 計 530 481106.3 1,758」 27.4 3,078.0 0.9

公 務 計 75 22,346.4 7,698.9 2.9 1,785.0 0.4

全 産 業 計

公務 を除 く全産業

1,148

1,073

37,443.6

38,498.9

2,639.4

2,285.8

14.2

16.8

3,078.0

3,078.0

0.4

0.4

主

な

業

種

繊 維 工 業 33 18,917.2 2,574.5 7.3 55.2 1.8

化 学 工 業 76 21,767.8 2,292.1 9.5 33.5 2.0

石油製品製造業 11 40,043.4 2,747.8 14.6 52.0 2.4

鉄 鋼 業 21 207,611.3 10,736.1 19.3 30.7 3.1

電気 機 械 器 具

製 造 業
66 47β23.2 41429.2 10.7 68.5 1.9

輸送用機械器具

製 造 業
45 37,066.1 5.01LO 7.4 23.8 L5

卸 業 ・ 商 社 99 23,216.0 986.8 23.5 241.5 3.4

小 売 業 40 21,299.4 2,431.4 8.8 125.7 2.7

金 融 業 97 98,099.3 1,795.5 54.6 144.5 9.8

生命保険業(含 代

理業 ・サービス業)
7 248,163.1 24.50L3 10.1 35.4 4.8

損害保険業(含 代

理業 ・サービス業)
4 130,092.0 2,743.5 47.4 419.1 18.1

電 力 ・ガ ス事 業 14 150,309.9 9,255.8 16.2 30.6 8.6

広告 ・調査 ・情報

提 供サ ー ビ ス業
10 24.18L1 1.27L7 19.0

.

6993 23

情報処理サービス

業 ・ソフ トウエア業
67 66,756.5 145.4 459.O 1,812.1 102.7
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9-1-12表 主 力機 種別 ・1社 当 り要 員数平 均

項 檀 庶 ノ∨ オ プ S 昏 合 回

務 ン べ 口
計 答

そ チ レ グ 理 社
の ヤ 1 ラ 人 実

主力機種 他 1 タ マ E 職 数 数

社内要員配入社数 41 24 28 40 32 41 .41

社 内 要 員 平 均 43.5 20.6 30.9 69.2 47.9 22.8 235.0

超 大 型 管理者1人 に吋† る他項槍人数割合平均 1.9 0.9 1.4 3.0 2.1 LO 103

派遣要員記入社数 8 18 25 21 8 3 29

派 遣 要 員 平 均. 3.1 18.9 28.1 21.3 5.9 0.4 77.8

社内要員記入社数 311 201 217 318 273 343 352

社 内 要 員 平 均 9.9 10.2 7.4 20.8 14.8 7.1 70.2

大 型 管理者1人 に吋† る
他職種人数割合平均 L4 L4 LO 2.9 2.1 LO 9.8

派遣要員配入社数 19 117 165 61 37 5 214

派 遣 要 員 平 均 L6 6.1 7.9 2.7 2.1 0.0 20.3

社内要員記入社数 286 406 325 557 346 514 591

社 内 要 員 平 均 L2 4.1 L8 5.4 2.0 L4 15.9

中 型 管理者1人 に村† る
他職種人数割合平均 o.9 2.8 L2 3.7 L4 1.0 11.1

派遣要員配入社数 8 109 75 25 17 3 162

派 遣 要 員 平 均 0.1 3.3 1」 0.4 0.2 0.0 5.0

社内要 員記入社数 26 114 87 163 67 114 191

社 内 要 員 平 均 0.3 1.7 1.0 2.7 0.6 0.7 6.9

小 型 管理者1人 に対†る他項 禎
人数柄合平均 0.4 2.4 L4 3.8 0.8 1.0 9.9

派遣要員記入社数 1 14 6 5 2 2 21

派 遣 要 員 平 均 0.0 LO 0.4 0.8 0.2 o.1 2.5

社内要員記入社数 4 7 14 21 5 9 32

社 内 要 員 平 均 0.6 0.5 0.5 L2 σ.2 0.3 3.3

超 小 型 管理者1人 に対する
他職種 人数割合平均 2.0 1.7 1.7 3.8 O.5 LO 10.7

派遣要員記入杜数 0 0 0 1 O 0 1

派 遣 要 図 平 均 0.0 0.0 0.0 LO 0.0 0.0 1.0

社内要員記入社数 0 0 2 1 o 2 3

社 内 要 田 平 均 0.0 0.0 1.3 1.3 0.0 0.7 3.3

オ フ ィ ス コ ン ピ ュ ・一 夕
管理肴1人 に対する
他項恒人数割合平均 0.0 0.0 2.0 2.0 0.0 LO 5.0

派遣要員記入社数 0 0 0 o 0 0 0

派 遣 要 員 平 均 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

社内要員肥入社数 2 1 3 3 2 4 8

社 内 要 図 平 均 L3 2.1 2.4 L8 0.6 1.1 9.3

ミニ コ ン ピ ュ ー タ 管理者1人 に対す る
他職筒人数割 合平均 1」 1.9 2.1 L6 0.6 1.0 8.2

派遣要員記入社数 0 1 0 0 0 0 1

派 遣 要 員 平 均 0.0 25.0 0.0 0.0 0.0 0.0 25.0

社内要員記入杜数 0 1 1 2 0 1 3

社 内 要 目 平.均 0.0 1.3 L3 L7 O.0 0.3 4.7

そ の 他 特用.行1人 に 対す る他項檀人数翻合平均 0.0 4.0 4.0 5.0 0.0 1.0 14.0

派遣要員記入杜数 0 0 0 0 o 0 0

派 遣 要 図 平 均 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

社内要員配入社数 670 754 677 L105 725 LO28 1,221

社 内 要 員 平 均 5.0 5.9 4.2 1L4 6.9 3.6 37.1

稔 平 均 管理者1人 に吋† る
他腫橿人数劃イ十平均 L4 L6 1.2 3.1 1.9 LO 10.2

派遣要員記入社数 36 259 271 113 餌 13 428

派 遣 要 員 平 均 LO 5.7 6.3 3.0 1.5 0.1 17.5

9-1-13表 業 種別 ・従 業員数規 模別 ・コ ンピュー タ要員 平均 と対全 従業 員数比

全礎案日数規模 無 五 五
一 三 四 五

「 三 岐 一 合

記

o
,

入

来

o

l

九

九

o

o

上
一

九

九

o

O

1
三

九

九

o

o
l

四
九

九

o

o

`

九

九

九

o
o
o
l

二
九九

九

O
O
O
'

四
九
九
九

o
o
o
`

九
九
九
九

q
o
o
o
o
人
以

業 種 別 入 満 人 人 人 人 人 人 人 人 上 計

割 出《均比 6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 5.o 29.0 0.0 78.3 0.0 45.7
一 次 産 業 計

f口 脇・. 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 6.97 19.04 o.oo |L田 0.00 II.31

劃i数1i均比 564 9.8 2.8 4.9 6.5 7.2 10.0 18.8 36.7 62.8 馴8.8 31.0
二 次 慶 雲 計

1{均 』" 272.73 40.59 24.28 18.88 16.04 1424 n.2い 防 9.42 12.10 ILω

苦i債平均lt 573 】3.5 3L2 30.7 32.9 16.7 26.9 555
1

782 別 、5 237.4 "、6

三 次 産 集 計
f白 陥" 657.98 4烈.56 162.20 gs.80 38.23 閲.}7 32.43 m.42 14.01 10.71 25.70

割 織fこ均比 鴎 9.o lLo 6.0 0.0 65.0 9.4 16.4 加.3 25.2 42.7 24.3
公 務 計

〉
f均 ・塙.. 436.89 M.58 34」9 o.oo 130.26 12.98 801 5.21層3.田 1.95 3.}2

歌臓f均比 L228 12.9 26.7 20.) 20.2 }3.0 16.6 ユ3.2 49.1 60.8 210.8 37.0

会 意 藁 計
糊1協"・ 603.76 368.90 lo3.67 58.89 29.35 23.59 19口7 12.田 9.36 8.63 14.18

苦岨fだ此 35 22.0 2.0 5.0 6.0 10.0 14.0 25.0 ⑮.3 52.3 馴.0 24.7
僅 維 工 業

1{均 陥・. 594.59 3L75 2}.10 16.go 21.四 20.73 14.87 10.29 8.78 5.51 10.12

斜ほ和此 殴 0.0 0.0 5.9 5.4 7.0 9.6 19.7 43.S 58.7 69.7 23.3
化 学 工 業

f均 堆.. 0.00 o.oo 26.30 15.63 1534 14.38 lLl9 10.臼 9.97 6.田 10.49

書1ほ†軸比 12 0.O 0.0 2.0 5.0 Il.0 17.0 60.0 25.0 H2.5 0.0 4LO
石油製品製造業

↓1均 随 時 0.00 0.00 8.89 14.29 24.44 29.3| 27.12 5.96 16.28 0.00 16.悩

曽ii数数筒先 21 0.0 0.0 4.5 4.5 o.o ILo 14.7 53.o 0.0 748.8 187.9
鉄 鋼 業

寸ζ均1鴇"・ 0.00 0.00 23.38 13.60 o.oo 14.83 8.10 17.04 o.oo 18.倶 1?.釦

主
電 気機 械 器 具 宴順 ●均比 69 O.0 0.0 4.6 6.8 |o.3 8.4 IF.0 37.3 49.5 373.5 46.6

製 造 業 糊 ・蟻" 0.00 o.oo 20.92 加.醍` 23.15 12.07 9.97 10.30 6.43 lL46 10,肪

輸送用機械器具 養順f均比 45 0.0 0.0 3.7 0.0 3.5 7.9 15.1 27.1 與.0 250.3 42」

製 造 業 幽1{均S
.. o.oo o.oo 22.96 0.00 8.54 10.74 8.79 7.62 1L55 7.40 8.23

な
釧 数f均比 103 7.0 3.5 8.7 10.9 19.5 17.8 25.1 66.0 製.0 37.0 18.7

卸 葉 ・ 商 社
1{均 ～,.. 168.00 46.05 45.66 31.56 44.76 27.04 18.74 17」3 16.48 3.36 加.93

別別 均比 42 0.0 lLO 6.8 }2.0 7.7 13.8 57.9 39.5 72.5 H9.0 37.1
小 売 業

f均 陥.. 0.00 146.67 32.79 3Lgl 18.⑩ 18.52 32.27 10③3 12.97 5.的 [5.47
業

裳:順■卜均lt 105 0.0 6.0 lL2 16.6 2L9 28.3 56.7 14L7 152.0 臼23 6ア.2

金 融 業
1…均 ㌔" 0.00 85.71 49.67 47.16 50.03 37.品 ぷ}.88 35.Sl 23.89 30.67 3L67

生命保険黄(含 代 劃1数1i均比 7 0.0 mo 0.0 O.0 0.0 0.0 98.0 図.0 0.0 Zl8.o 177.4

理 業・サービス業) fη 覧.. 0.00 0.00 0.00 o.OD 0.00 0.00 3523 )7」4 0.00 6.58 7.24
権

りi害保険業1含 代 則 計f均比 4 0.0 0.0 57.0 0.0 0.0 0.0 30.0 ぷ.0 126.0 0.0 89.3

理趣・サービス業) i三均 協"・ 0.00 0.00 475.00 0.00 0.00 0.00 23.08 3828 2L75 0.00 32.53

要1債f《均比 14 0.0 0.0 O.0 0.0 12.o 18.7 4L5 82.o 67.0 152.2 86.6
電 力 ・ガ ス事 業

層1!均s
台. o.oo 0.00 0.00 0.00 25」o 29.20 2455 23.69 10.96 7.99 9.36

広告 ・調査 ・情報 割1款f均比 8 0.0 0.0 3.o lLO 5.0 12.0 2|.0 010 0.0 0.0 9.8

提供サ ー ビ ス業
g陶%1

,、 0.00 o.oo 19.29 32.07 1232 19.84 16.15 o.oo 0.00 o,tめ 19.61

情報処理サービス 愛徽f均 比 70 }8.5 66.3 川,s 184.4 0.0 詞0,5 LOt3.0 0.0 0.0 0.0 113.6

業・ソフ トウエア業 +拘引 872.05 的6.40 869.34 596.76 o.oo 573.23 『23.57 n.oo 0.00 o.oo 760.06
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9-1-14表 業種別 ・職 種別 ・年齢平 均 およ び月額給与 平均

(注)「月額給与」は、毎月定額を支給せられる賃金の合計で、賞与、超過勤務手当を含まない。

職 種

叢 種 別

'ぐ

ン

チ

ヤ

1

オ
ペ

レ

[

タ

プ

ロ

グ

ラ
マ

S

E

回

答

社

数年
齢

⌒
拾子
与円

)

年
齢

〔
拾子
与円

)

年齢
⌒

拾子与
円
)

年齢
A

拾子
与円

)

一 次 産 業 計 22.0 90.5 26.0 95.0 31.0 140.3 30.0 195.0 4

二 次 産 業 計 22.6 106.9 25.6 134.3 27.8 157.5 32.2 195.6 512

三 次 産 業 計 22.5 106.9 25.2 1343 28.1 16L8 32.3 207.0 527

公 務 計 23.7 U3.0 28.4 144.8 28.3 144.6 35.0 179.8 77

金 壷 集 計 22.6 107」 25.5 134.4 28.0 158.6 32.3 200.4 1」20

主

な

業

種

織 維 工 業 24.0 97.5
'
24.8 118.9 .28」 114.2 32.2 1853 30

化 学 工 業 21.5 105」 26.8 136.9 26.9 157.8 32.3 199.6 71

石 油 製品製造業 22.6 126.0 25.4 133.7 27.7 158.2 34.7 2]43 9

鉄 鋼 業 21.6 106.8 24.5 14L1 28.8 161.1 33.4 199.7 18

電気機械器具製造業 23.6 104.4 25.8 143.8 27.3 157」 32.0 201.7 64

輸送 用機 械器具

製 造 業
22.1 106.8 26.6 127.3 27.4 149」 31.3 176.8 42

卸 婁 ・ 商 社 22.3 106.8 24.2 124.5 28.0 16L1 32.2 204.3 98

小 売 業 21.6 107.3 24」 123.7 27.2 155.0 31.6 197.1 39

金 融 業 2L5 105.5 25.6 147.2 27.3 16L9 32.0 223・5 97

生 命 保険 業 〔含 代

理藁 ・サー ビス業)
2L5 115.5 22.7 124.0 26.0 147.8 32.0 235.5 5

損 害保 険 業(含 代

理業 ・サー ビス業)
25.0 150.0 27.0 182.5 27.3 200.3 32.0 264.0 4

電 気 ・ガ ス事 業 21.1 103.8 24.9 142.3 27.6 】57.9 33.5 21L1 13

広 告 ・調 査 ・情 報

提 供 サ ー ビ ス業
28.0 126.7 30.0 177.5 30.6 19LO 34.3 28L7 9

情 報 処 理サー ビ ス

業 ・ソフ トウェア業
23.0 101.1 24.3 124.4 26.4 142」 30.3 175.6 65

9-1-15表 業種 別 ・社 内要 員職務 手当平均

職 種

章 種 別

回

答

数

無

記

人

数

記

入

数

,ぐ

ン

チ

ャ♀

1巴

オ

ベ

レ

1字

タ巴

プ
ロ

グ

ラ♀

マ巴

S

♀

E巴

一 次 産 業 『計 6 6 0 0.0 0.0 0.0

「

0.0

二 次 産 業 計 576 493 83 4.5 13.1 9.9 23.2

三 次 産 業 計 ⑰ 450 150 3.5

「

13.9 83 14.0

公 務 計 89 62 27 2.4 3.0 2.6 3.2

全 産 業 計 1,271 1,011 260 3.8 12.9 7.7 15.2

主

な

章.

種

.

繊 維 工 業 35 31 4 10.0 40.5 24.0 74.0

化 学 工 業 82 74 8 2.0 0.0 6.0 4ド0

石 油 製品製造業 12 10 2 2.0 12.0 0.0 0.0

鉄 鋼 藁 22 20 2 L5 2.0 L5 0.0

電気機械器具製遺業 69 57 12 2.7 10.0 1LO 26.0

輸 送 用機械器具

製 造 業
46 39 7 2.9 0.0 8.0 12.0

卸 藁 ・ 商 社 104 80 24 3.7 5.0 5.6 10.4

小 売 業 42 28 14 2.4 3.0 3.O 3.0

金 融.婁 115 91 24 1.3 23.0 7.3 8.7

生 命保 険 業(含 代

理業 ・サー ビス藁)
7 3 4 2.3 LO 4.0 9.7

損 害保 険 業(含 代

理業 ・サー ビス業)
4 3 1 0.0 4.0 4.0 4.0

電 力 ・ガ ス 事 案 14 11 3 0.0 15.5 19.0 0.O

広 告 ・調 査 ・情 報

提 供 サ ー ビ ス 集
10 5 5 3.0 4.7 6.8 14.0

情 報処 理サ ービス

業 ・ソフトウェア婁
73 44 29 5.5 15.7 15.4 15.6

]

ト

1
>

主

bX

■
一
べ



9-1-16表 業種別 ・職種 別 ・残 業時 間平 均

職 種

藁 種 別

庶

務

そ

の

他

,ぐ

ン

チ

ヤ

|

オ

ベ

レ

|

タ

プ

ロ

グ

ラ

マ

S

E

管

理

職

回

答

社

数
男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女

一 次 産 姦 計 0.0 4.0 0.0 9.7 0.0 5.0 12.6
「4

.5 13.3 0.0 5.0 0.0 6

二 次 産 集 計 15.9 5.9 36.5 6.5 1B.1 8.0 21.6 7.8 22.4 7.8 23.6 40.0 489

三 次 産 集 計 13.7 5.8 17.5 6.8 19.2 8.3 21.0 8.5 24.0 13.8 21.3 11.4 460

公 務 計 10.7 7.2 0.0 4.0 12.6 5.5 14.2 7.8

「

16.1 11.0 10.7 0.0 67

全 癒 裁 許 13.9 6.0 22.3 6.6 18.5 8.1 20.8 8」 22.8 12.0 2L3 22.1 1,022

'

主

な

藁

楓

一

繊 維 工 業 15.0 4.0 23.0 4.8 13.5 6.5 16.4 6.5 17.5 10.0 20.7 0.0 29

化 学 主 意 13.0 4.5 0.0 7.4 18.7 8.4 20.7 7.0 20.2 8.0 19.9 0.0 73

石油 製品 製造叢 10.0 6.0 0.0 5.3 18.8 10.0 26.7 17.5 20.0 0.0 0.0 0.0 8

鉄,鋼 填 0.O 0.0 0.0 6.7 14.0 5.0 ]7.2 6.5 23.9 0.0 60.0 0.0 14

電気機械器具製造業 17.3 5.4 0.0 6.8 22.0 8.1 24.9 7.3 26.6 5.0 22.6 0.0 65

輸送 用機 械器 具

製 造 藁
15.4 6.6 0.0 7.0 19.1 4.5 24.9 6.4 23.1 5.0 20.2 40.0 40

卸 某 商 社 12.5 5.4 10.3 6」 20.9 8.3 20.1 8.5 20.1 9.2 18.8 0.0 85

小 売 業' 14.9 5.5 0.0 6.6 24.3 8.3 22.2 7.9 22.8 3.0 23.7 0.0 37

金 融 業 10.7 3.8 0.0 4.6 Il.6 4.4 18.7 6.8 2L2 8.8 16.5 LO 87

生 命保 険 藁(含 代

理歳 ・サー ビス業「)
24.3 5.3 0.0 2.0 2.0 1.0 14.6 3.0 22.3 0.0 6.0 0.0 5

損 得保 険 業(含 代

理藁 ・サー ビス藁)
17.5 6.0 0.0 7.0 35.0 0.0 25.0 6.7 27.5 0.0 0.0 0.0 3

電 力 ・ガ ス 事 業 12.6 5.5 0.0 9.3 9.6 11.0 18.4 11.0 13.7 0.0 8.0 0.0 】3

広 告 ・調 査 ・情 報

提 供 サ ー ビ ス業
0.0 5.0 0.0 8.7 18.0 10.0 25.8 LO 27.0 0.0 20.0 0.0 9

情 報 処理 サー ビス

黄 ・ソフ トウェア藁
13.9 6.9

[

35.0 8.3 25.8 7.9 30.2 10.6 29.8 n.8 24.8 13.0 63

9-1-17表 業種別 ・1社 当 り社内要員数平均 と被派遣要員数平均

＼ 　
＼

● ■

庄

●

そ

の

他

☆

ン

チ

ヤ

1

オ

ベ

レ

1

タ

プ

0

7

ラ

ム

S

ε

■

現

●

合

計

目

8

吐

薮男 女 計 男 女 討 男 女 廿 男 女 計 男 女 計 男 w 計 男 貨 計

一 よ6類 語 社内要"平均

"遣 口"鞠

L2

0.0

L5

0.0

2」

0.0

0.0

0.O

`.8

2.7

4.8

2.7

0.0

2.3

0.8

0.0

o.8

2.3

5.5

9.3

L2

0.0

酋7

9.3

7.2

0.0

0.0

0.0

7.2

0.0

3.5

0.0

臥O

O.0

工5

0.0

".3

11」

lJ

2」

∪7

11.3

`

3

二 次4包 計
8内書"平均

田 即融和

LO

O.3

2.1

0.1

3.O

o.5

O.O

L8

4.5

ε.o

1.s

乳8

2.5

6.2

o.8

0.4

&Σ

&7

8.2

1.4

1.9

0.5

|oJ

2.0

6.s

L7

o.6

0.0

7.2

0.0

3.1

0.0

0.0

0.0

3.|

00

21.3

1L5

9.9

7.1

31.1

1&6

部

ロ1

三 次 産 自 計
吐内書"平 均

箪蹴 願 解 均

2.9

0.7

4.3

1.1

7.1

|.8

0.4

0.?

7.3

4.1

7」

4.3

4.5

ε.3

)」

0.5

5.7

6』

10.2

`.2

2.2

0.2

12.4

4w

7.o

I.6

0.3

0.0

7.3

1.`

4.3

0.1

o」

0.0

4.4

0.1

29.4

】3」

15.3

5.9

"、6

19.0

田

加

公 盲 射
吐R膜"¥均

田 遣口日日 均

2.5

0.0

L2

0.0

3」

0.0

0.0

0」

2.8

4.2

2.8

4.3

0.8

&0

o.|

o.1

0.9

3.1

12.0

0.3

0.5

0.0

|2,4

0.3

2.4

0ぷ

o.2

0.0

2.6

0.4

2.0

0.O

0.O

o.o

2.0

"

19.7

工7

4.,

`3

2↓.3

8.1

田

田

全 産 奮 計
6角書"平 均

旺 五更"平 均

2.o

o.s

ユ.0

0.6

5.0

1.o

o.2

0.8

5.7

4.8

s.9

5.7

ユ3

5.8

o.9

0.4

4.2

6.3

9.5

2.7

Lg

o.3

11.4

ユ、o

6.5

1.5

o.4

0.0

丘9

1.5

3.6

0.1

oJ

O.0

1`

乱1

お.O

I1.3

1!.0

6.2

η.O

t7.5

1.2節

口

重

な

6

蝿

■ 箆 工 婁
杜内宴"¥均

故道要目肝 均

0.5

0.o

L3

0.1

|.9

0.1

0.1

0.0

5.1

4.5

s.1

4.5

1.7

2.鵬

L2

0.1

2.9

2.9

5.6

0.6

2.3

0.3

8.0

0.9

4.9

0.0

0.2

0.o

s.I

o.o

1』

0.0

0.1

0.0

1.9

0.0

14」

3」

lo.1

5.0

z4.7

M

島

8

化 学 工 口
吐内口口敬平均

故道口口田 均

0.5

0.0

L8

0.2

2」

0.2

0.0

0.0

35

3.7

工5

37

L2

3.3

0.6

0.4

1.8

3.7

6.1

1.3

Σ.1

0.2

8.5

L5

4.8

0.1

0.0

0.0

4.自

OJ

2.4

0.0

0.0

0.0

2.1

0.0

15.3

1.7

8.|

4.6

紅3

9.3

腫

8

石油曳畠榎竜鏡
H肉口"平 均

甑遣宴貝肝 内

3.8

0.0

3.8

0.0

7.6

0.0

0.O

O.0

5.8

3.3

5.8

3.

3.9

0.9

o.7

1.

4.6

2.1

10.3

0.3

Lo

O.0

1L3

0.3

9.3

0.0

0.O

o.o

9.3

0.0

25

0.0

0.O

O.0

2.5

00

8.8

L1

lL3

4.`

".0

5.7

12

7

鼓 ■ 怠
吐内宴"平 均

被叔遺書貝評 均

8.1

2.9

lLl

O.1

19.2

3.0

0.4

曳.0

9.6

1ω

10.0

".1

25」

22必

0.

LO

答.0

刀 、4

42.6

8.3

10.5

8.8

s3.1

|7」

妬.8

3L3

llJ

O.0

鵠.5

31.3

20.9

0.O

0.1

0.0

2LO

O.0

|".9

的.0

".o

厨.0

面.9

119.0

2】

9

t気口回5具

口 追 自

8角田"平均

旺遣"肝 均

0.9

0.4

3.4

0.3

4.3

0.7

0.0

0.O

6.5

8.8

6,

8.8

L9

15.0

Oj

O.

2.7

15.S

15.0

|.3

2」

0.0

17.0

L3

10.8

0.1

03

0.1

11.|

◆.1

5.0

0.0

0.O

o.o

5.0

0.0

臼L6

|`、8

13.0

§.7

46.6

酋5

8

コ

口速用経 口

曽 造 室

社内要"平 均

"追 書貝肝 均

1.8

|.5

3.8

0.3

5.6

1」

0.0

0.0

8.4

18.4

8.4

18.

3.3

13.o

LO

O.

4.4

B.9

8.4

2」

3.2

0.2

11.6

2.9

8.3

0」

OJ

O.0

8.4

0.1

》.7

02

0.0

0.0

3」

0.!

5`

17.5

t5.5

19.7

日1

訂,?

蝿

11

卸 皐 ・商 社

社内梗"平 均

"追 星賂 鞠

0.6

0.|

3.0

0.O

3.s

O.)

0.1

0.0

3.5

6.1

;.

6.

0.6

4.9

0.

1.

Ls

6.6

3.5

2.9

聖.3

0.6

`.8

ユ、5

3.2

】」

0.1

0.0

3.3

1.1

Lg

o.|

0.0

0.0

1.9

0」

9.9

9.1

8.8

85

臥7

17.7

|03

4】

4・ 売 盲

社内日"平 均

甑 遭"肝 均

1.l

o.|

3戊

0.1

4.8

0」

0.0

0.0

4.9

7.】

4,

7.

0.8

『

4」

o.

0、

L7

4.4

7.3

0.7

2.4

0.0

9.7

0戊

12ぷ

03

0.6

0.0

DO

O.3

3.3

0.0

0.O

OO

3.3

0.0

24.9

5.1

|2.5

7.4

訂.4

12.S

口

19

食 曽 自
吐内田貝融¥均

岨 要員肝内

3.9

0.4

8.4

0」

12.3

0凡

0.0

0.8

5.1

!.2

s

3.0

n.s

5.9

2.

O.0

13.9

6.0

|4,8

3.9

ε8

00

17.`

3.9

Io.0

3.4

0.9

0.0

10.9

3.`

7.4

0.1

0.0

0.0

7.1

α1

47」

145

19.5

2.3

訂.2

16.8

lo5

46

生命欄 喰{含
代題 ・サービ
ス副

社内婆"平 均

"遭"肝 均

13.0

0.0

①.9

0.0

泊 、9

0.0

0.0

"

劉.1

0.0

24,

0.0

4.5

9.2

3、

O.0

8.4

'2

訂 メ

27.5

泊.7

0.8

6】J

a、3

拍.4

7.5

0.1

0.0

●.`

7.5

Io.3

0.0

O.0

0.0

Io.3

0.0

.

甑.7

"、2

72.7

0.8

iη凡

45.0

,

6

損害保貴馴 合
代理皐・寸一ビ
鳩1

社内頃05平均

は原遺書"平 均

7.3

8.o

24.3

偲、S

3}.5

485

0.0

0.0

3.0

12.5

3.0

口.

5.5

刀5

0.O

O.0

55

刀.5

16.0

9.0

7.8

0.5

刀,8

9.5

16.0

0.O

0.0

0.0

15.0

0.0

95

0.o

0.0

0.0

9.5

臥o

`

s.3

◎o.5

蕊.0

臼.s

田.3

集.0

4

4

勒 ・方埴 婁
吐内書貝8¥均

笹薮遺書"¥均

9.1

6.0

3.ε

1.8

12.7

7.8

0.0

0.0

7.5

2.0

7,

!.0

12.6

m.!

1.

0.0

1工9

10♪

1⑨」

3.8

2.6

0.0

22.4

3.8

173

0.0

o.0

0.0

1,.3

0.0

n.9

0.0

0.O

o.o

t2.9

0.O

I

71.6

拍.o

15.1

3.8

艮6

8.8

14

6

広告領主・簡粗

援助 一ビ焔

社内艮n平 均

口韻 書胆平句

0.2

0.O

2.9

0.2

3.1

0.2

0.0

0.0

1.0

2.5

LO

2.5

0.2

4.6

o.

0.0

0.7

4.6

6.6

0.2

0.4

0.0

7.O

o.2

2.8

0.8

0.0

0.0

2.8

0.8

L8

0.0

0.0

0.0

1.8

0.O
I

lL6

5.6

4.8

2.8

16.(

8」

|0

5

爾原題 サービ
頑 ヴ7}ウ
エア婁

吐内書"平 均

置蹟遣"薮 平均

9.2

0.2

7.3

0.7

16.5

0.9

0.I

o.2

30.4

4.7

節.5

4.

.

n.2

9.6

Lo

O.

.

|2.2

{o.o

当、9

8.3

`.6

05

①.5

8.8

14.4

0」

o.4

0.0

14.8

0」

8.9

し1

0,

0.0

9.1

軌1

69.7

19.2
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6」
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η

昂

《

冨
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9-1-18表 派遣元に対す る派遣要員1人 当り日額換算支払費用平均

(千 円)

職 種

集 種 別

ノV

ン

チ

ヤ

|

オ

ペ

レ

1

タ

プ

ロ

グ

ラ

マ

S

E

－ 次 産 業 計
0.0 13.5 20.0 0.0

二 次 産 業 計 11.0 15.6 18.5 40.2

三 次 産 集 計 13.2 17.1 16.5 21.6

公 務 計 8.7 1L3 18.7 22.5

全 産 業 計 1L5 15.8 17.3 24.5

主

な

業

種

繊 維 工 業 10.4 17.0 16.3 0.0

化 学 工 業 9.9 14.2 17.8 19.0

石 油 製 品 製 造 業 14.5 35.0 25.5 0.0

鉄 鋼 業 11.0 15.6 19.5 0.0

電 気 機 械 器 具 製 造 集 10.6 14.7 14.7 26.0

輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業 1L1 2L3 19.5 25.0

卸 業 ・ 商 社 1L4 14.4 18.5 23.0

小 売 業 9.8 12.8 15.8 24.3

金 融 業 10.0 12.7 16.3 22.7

生命保険業(含 代理業 ・サー ビス藁) 0.0 14.0 15.0 17.0

損害保険業(含 代理業 ・サー ビス業) 12.0 13.0 12.0 0.0

電 力 ・ ガ ス 事 業 8.7 15.0 17.3 0.0

広告 ・調 査 ・情 報提供 サー ビス業 15.3 57.0 18.0
.

30.0

情報処理サービス業・ソフトウェア業 10.5 ll.6 14」 16.2

9-1-19表

i

業種別外注パンチ単価平均

(銭)

＼ 職 種
9

業 種 別 、

数

学

〔A)

英

・

字

(B)

カ

ナ

〔C}

左

の

平

均

(A+§+c)

平 と均
さ単

価
で
外
注
し

5
る

一 次 産 業 計
30.0 42.5 52.5 4L7 0.0

二 次 産 業 計 3LO 39.6 51.3 40.6 38.4

三 次 産 業 計 30.5 4L2 53.9 41.9 34.6

公 務 計 3輻1 41.3 54.5 423 33.5

全 産 業 計 30.8 40.6 52.9 41.4 36.0

主

な

業

種

繊 維 工 業 34.9 45.0 50.7 43.5 33.8

化 学 工 業 32.0 38.8 49.6 40.1 32.7

石 油 製品製造 業 29.8 46.0 45.5 40.4 33.0

鉄 鋼 業 28.2 35.4 46.4 36.7 55.0

電 気 機 械 器 具

製 造 業
34.3 45.8 60.5 46.9

`
42.3

輸 送 用機械器具

製 造 業
32.9 39.5 53.9 42.1 31.7

卸 業 ・ 商 社 29.2 38.9 52.8 40.3 33.8

小 売 業 27.6 39.8 52.4 39.9 29.0

金 融 業 32.7 42.0 54.4 43.0 33.5

生 命保 険 業(含 代

理業 ・サー ビス剰
36.8 55.8 70.5 54.4 29.0

損 害保 険 業(含 代

理業 ・サー ビス業)
31.0 50.3 69.0 50.1 0.0

電 気 ・ガ ス 卒 業 31.3 41.7 58.3 43.8 31.7

広 告 ・調 査 ・情 報

提 供 サ ー ビ ス業
35.0 50.3 63.3 49.5 50.0

情報 処 理サー ビ ス

業 ・ソフトウェア業
29.0 40.1 52.6 40.6 36.4

u

い
1
>

望

洋

城

土
o



9-1-20表 地 方別 ・外注 パ ンチ単価 平均

(銭)

字 種.

地 方

数

『 字

(A}

英

字

(B)

カ

ナ

(C}

左

の

平

均

(A+§+c)

平 と
灼 き単

価
で
外注

し

《
る

北 海 道 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

東 北 30.2 39.6 48.0 39.3 31.8

北 陸 30.6 38.4 48.4 39.1 4L4

関 東
7

33.0 42.0 56.5 43.8 39.8

り〔 京 27.3 36.7 50.7
、「

38.2 33.9

東 海 30.5 4L1 53.7 4L8 32.9

近 畿 32.1 43.3 58.7 44.7 34.7

中 国 29.6 40.7 53」 4L1 36.8

四 国 32.2 41」 53」 42.1 34.8

九 州 ・ 沖 庵 30.8 4L5 52.8 41.7 33.6

全 国 平 均 30.8 40.6 52.9 4L4 36.0

9-1-21表 業種別 ・コ ンピュー タ関連 教育 費用

対 象

婁 種

コンピュータ部門要 員用 一 般 社 員 用

要

員

教

育

費

記

入

一

社
当
平
均

些
千

里

敦 教育

費

要
員
数
双
記
入

天
造
平
均

憩
千

里

社

日
教
育

費
記
入
数

一

社
豊
平
均

質
千

里

教 入胃 散

貝

従
兵
同
数
双
配

一

人
当
教
育

旦
千

里

一 次 産 業 計 2 7,922.5 2 273.2 0 0.0 0 0.0

二 次 座 薬 計 244 830.7 242 21.3 n9 L27L5 118 0.3

三 次 産 集 計 251 L227.9 248 24.4 103 膓,356.7 103 0.4

公 務 計 46 1、28L4 45 47.3 36 867.3 36 0.1

全 産 婁 計 543 1,078.6 537 24.9 258 q.249.1 257 0.3

主

な

婁

務

債 権 工 集 10 900.6 】0 30.3 7 450.9 7 0.1

化 学 工 婁 35 65LO 35 21.0 !4 484.3 14 0.2

石 油 製 品 製造 竃 5 2,720.0 5 76.4 3 2,2▲3.3 3 2.2

鉄 鋼 章 12 320.3 12 2.9 7 L916.9 7 0.2

電気機械器具製造婁 30 1」57.5 30 巳.2 14 4,348.9 M 0.5

翰…彗用機械器具製造藁 25 L289.2 25 2L2 19 L47L8 19 O.2

卸 業 ・ 商 社 38 730.2 37 32.2 12 76S.0 12 0.4

小 売 婁 17 545.0 17 16.2 4 535.0 4 0.2

金 融 婁 52 L239.8 50 17.0 31 1,592.5 31 0.7

生 命 保 険 震(含 代 理

章 ・サ ー ビ ス 藁)
4 L447.5 4 7.3 1 435.0 1 0.0

損 害 保 険 哀(含 代 理

藁 ・サ ー ビ ス 章)
3 1,495.0 3 13.7 0 0.0 0 0.0

電 力 ・ ガ ス 事 震 12 2.06L3 12. 21.1 9 3,536.8 9 O.3

広告 ・調査 ・情報提供

サ ー ビ ス 藁
4 825.0 4 28.9 0 0.0 0 0.0

情報処理サー ビス業 ・.

ソ フ ト ウ ェ ア 婁
41 2,337.0 41 29.9 12 1」32.5 12 4.0
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9-1-22表 適 用 業務項 目分布

(多重回答)

適用 業務 生 在 営 経 ・ 人 技 企 広 そ 回 小 合
理 事 術 画 告

答
. .

. ・ ■ の

財 労 設 調 立 実

利用水 準 産 直 業 務 務 計 査 伝 他 数 計 計

理

1978年
まで 413 747 786 855 903 240 215 46 106 4,311

在
ま

% 9.6 17.3 】8.2 19.8 20.9 5.6 5.0 L1 2.5 100.0 5,299

で
に
コ

計算 ・集計
1979
年

110 161 168 195 153 74 63 16 48 螂 78.5

ε
% 1L1 16.3 17.0 19.7 15.5 7.5 6.4 L6 4.9 100.0 6,750

ユ

ー
タ

1978
年まで

150 152 187 139 125 137 141 1 22 1,054 100.0

化
し 解析・予測・

% 14.2 14.4 17.7 13.2 1L9 13.0 】3.4 0.1 2.1 100.0
1,451

た
も
の

計画 1979
年

60 54 72 50 40 48 55 2 16 397
21.5

% 15.1 13.6 】8.1 12.6 10.1 12.1 13.9 0.5 4.0 100.0

今の
後も 計 算 ・集 計

155 144 150 243 139 122 121 23 48 1,145 1,145

三の
年

13.5 12.6 13.1 21.2 12」 10.7 10.6 2.0 4.2 100.0 42.9
21668

間
に
計 解析 ・予測 ・計画

224 188 270 ⑳ 172 127 211 21 30 11523 1,523
100.0

画 ■ 14.7 12.3 17.7 18.4 11.3 8.3 13.9 1.4 2.0 100.0 57.1

延 べ 社 数 1,ll2 1,446 1,633 1,762 1,532 748 806 109 270 9,418

% 11.8 15.4
1

17.3 18.7 16.3 7.9 8.6 1.2 2.9 100.0

9-1-23表 ス ルー プ ッ トタイ ム別 ・1社1日 当 り平 均 ジ ョブ数 分布

スルーデ ット
タイム

業 種

回

収

鎗

数

ζ
プ
無
記
入
数

ζ
ブ
記
入
社
数

}

分

以

内

三

分

以

内

五

分

以

内

一

〇

分

以

内

三

〇

分

以

内

一

時

間

以

内

三

時

間

以

内

五

時

間

以

内

五

時

間

以

上

合

計

一 次 産 業 計 6 3 3

平 均
ジョブ数

%

36.7

36.1

16.7

16.4

16.7

16.4

13.3

13.1.

IL7

11.5

6.7

6.6

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

10L7

100.0

二 次 産 業 計 576 109 467

平 均
ジョブ数

%

23.9

24.8

16.8

17.4

14.4

14.9

16.2

16.8

16.8

膓7.4

5.0

5.2

2.4

2.5

0.6

0.6

0.4

05

96.5

100.0

三 次 産 業 計 ⑰ 152 448

平 均
ジ∋プ敵

%

49.2

31.3

3L5

20.0

23.3

14.8

24.0

15.2

19.7

12.5

6.1

3.9

2.5

1.6

0.4

0.3

0.7

0.4

157.3

100.0

公 務 計 89 28 61

平 均
ジョブ数

%

42.2

37.8

25.2

22.5

13.8

12.4

11.8

10.6

1L3

10.2

4.2

3.8

2.2

2.0

0.6

0.5

0.3

0.2

11L7

100.0

全 産 業 計 1,271 292 979

平 均
ジョア故

%

36.7

29.3

24.0

19.2

18.4

14.7

19.5

15.5

17.8

14.2

5.5

4.4

2.4

L9

0.5

0.4

0.5

0.4

125.3

100.0

主

な

業

種

臓.維 工 業 35 9 26

平 均
ジ∋プ数

%

39.1

26.2

34.8

23.3

24.5

16.4

24.6

16.5

16.7

1L2

5.5

3.7

2.0

1.4

L7

L1

0.4

0.3

149.3

100.0

化 学 工 業 82 14 68

平 均
ジョブ数

%

25.8

24.9

19.8

19.1

13.6

13.1

18.8

18.2

17.6

17.0

5.5

5.3

L7

L6

o豆

0.3

0.5

0.5

103.6

100.0

石油製品製造業 12 5 7

平 均
ジョア数

%

3.3

3.7

8.1

9.2

14.1

16.0

10.4

11.8

4L6

47.1

8.7

9.9

L7

L9

0.1

0.2

0.1

0.2

88.3

100.0

鉄 鋼 業 22 5 17

平 均
ジョブ数

%

21.0

17.0

35.5

28.8

17.8

14.4

20.8

16.8

20.8

16.8

5.6

4.6

Lg

L6

O.0

0.0

0.0

0.0

123.5

100.0

冠気機械器具
製 造 業

9

69 13 56

平 均
ジョブ数

%

323

22.3

21.4

14.8

18.5

12.7

283

19.6

23.4

16.2

9.4

6.5

7.1

4.9

2.2

1.5

2.2

1.5

144.9

100.0

輸送用機械器具
製 造 業

46 10 36

平 均
ジョア数

%

20.8

19.6

17.1

16.0

13.3

12.5

19.8

18.6

27.6

25.9

4.6

4.4

2.6

2.4

0.4

0.4

0.3

02

106.4

100.0

卸 業 ・ 商 社 104 21 B3

平 均
ジ∋プ数

%

29.7

30.5

18.7

19.3

17.0

17.5

16.7

17.2

1L4

1L7

2.2

2.2

LO

1.0

0.1

0.1

0.4

0.4

97.1

100.0

小 売 業 42 9 33

平 均
ジョブ数

%

29.2

24.0

28.3

23.4

19.2

15.8

18.7

15.4

17.3

14.2

5.5

4.5

2.6

2.2

0.2

0.2

0.4

0.3

12L3

100.0

金 融 業 115 39 76

平 均
ジョア数

%

58.9

32.1

42.9

23.4

23.3

12.7

23.3

12.7

24.1

13.2

6.4

3.5

2.8

1.5

0.4

0.2

LO

O.6

183.】

100.0

生命保険業(含
代理業 ・サー ビ
ス業)

7 0 7

平 均
ジョブ数

%

257.3

51.1

90.0

17.9

46.1

9.2

38.6

7.7

38.9

7.7

19.6

3.9

9.4

1.9

L7

0.3

L7

0.3

駁)3.3

100.0

損害保険業(含
代理業 ・サービ
ス業)

4 1 3

平 均
ジ ョブ数

%

136.7

40.8

7LO

21.2

28.0

8.3

28.7

8.5

29.7

8.8

23.3

7.0

11.3

3.4

4.7

1.4

2.0

0.6

335.3

100.0

電力 ・ガス事業 14 2 12

平 均
ジ ョブ数

%

157.1

40.1

66.1

16.9

41.0

10.5

47.7

12.2

55.3

14.1

14.1

3.6

7.0

1.8

LO

O.3

2.1

0.5

391.3

100.0

広告 ・調査 ・情報
提供サービス業

10 1 9

平 均
ジ ョア数

%

4.9

4.9

14.8

14.7

24」

24.0

24.0

23.9

16.6

16.5

10.3

103

4.7

4.7

0.8

0.8

0.2

0.2

100.3

100.0

情報処理サービ
ス業 ・ソフ トウ
ェア業

73 25 48

平 均
ジ ョブ数

%

47.9

19.7

44.3

18.2

34.5

14.2

58.0

23.9
1

35.6

14.7

14.4

5.9

5.7

2.3

1.3

05

1.3

0.5

242.9

100.0

u

ト
l

va

豊

栄

耐

偶
N
一



9-1-24表 業種 別 ・システ ム監 査経験

業 種

あ

る

な

い

合

計

一 次 産 業 計 社 数

%

1

16.7

5

83.3

6

100.0

二 次 産 集 計
社 数

%

115

20.4

449

79.6

淑

100.0

三 次 産 婁 計
社 数

%

94

16.4

479

83.6

573

100.0

公 務 計
社 数

%

7

8.0

80

92.0

87

100.0

全 産 室 計
社 数

%

217

17.6

1,Ol3

82.4

1,230

100.0

主

な

業

種

繊 維 工 業
社 数

%

7

20.0

頒

80.0

35

100.0

化 学 工 業
社 数

%

21

25.9

60

74.1

81

100.0

石油製品製造業
社 数

%

2

16.7

10

83.3

12

100.0

鉄 鋼 業
社 数

%

4

18.2

18

8L8

22

100.0

電気機械器具製 造 業 社 数

%

15

22.4

52

77.6

67

100.0

輸送用機械器具
製 遺 業

社 数

%

11

25.0

33

75.0

44

100.0

卸 窯 ・ 商 社
社 数

%

16

15.7

86

84.3

102

100.0

小 売 業
社 数

%

8

20.5

31

79.5

39

100.0

金 融 業
社 数

%

37

32.5

77

67.5

114

100.0

生命保険業(含
代理業 ・サービ
ス業)

社 数

%

3

42.9

4

57.1

7

100.0

損害保険業(含
代理業 ・サービ
ス業)

社 数

%

1

25.0

3

75.0

4

100.0

電力 ・ガス事案
社 数

%

4

28.6

10

71.4

14

100.0

広告胡 査・情報
提供サービス藁

社 数

%

1

10.0

9

90.0

10

100.0

情報処理サー ビ
ス叢 ・ソフ トウ
ェア藁

社 数

%

4

6.2

61

93.8

55

100.0

9-1-25表 業 種別 ・監査担 当者

(多重回答)

業 種

実

回

答

数

内

部

監

査

人

シ

う
ア

ム

監

査

人

監

査

役

公

認

会

計

士

そ

の

他

延

べ

合

計

一 次 産 業 計 社数

%

l

lOO.0

1

100.0

0
'0

.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

二 次 産 業 計
社数

%

120

100.0

42

35.0

7

5.8

19

15.8

?1

59.2

16

13.3

155

129.2

三 次 産 ぽ 計
社数

%

97

100.0

48

49.5

20

20.6

6

6.2

45

46.4

13

13.4

132

136.1

公 務 計
社数

%

8

100.0

4

50.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

4

50.0

8

100.0

全 産 室 計
社数

%

226

100.0

95

42.0

27

n、9

25

11.1

U6

51.3

33

14.6

296

131.0

主

な

.

業

種

繊 維 工 業
社数

%

7

100.0

2

28.6

1

14.3

2

28.6

4

57.1

0

0.0

9

128.6

化 学 工 業
社数

%

21

100.0

10

47.6

0

0.0

2

9.5

13

6L9

3

14.3

28

133.3

石油 製品製 造 業
社数

%

2

100.0

0

0.0

1

50.0

0

0.0

2

100.0

1

50.0

4

⑳0.0

鉄 鋼 婁
社数

%

4

100.0

2

50.0

0

0.0

2

50.0

3

75.0

0

0.0

7

175.0

電気機械器具製造業
社数

%

17

100.0

7

41.2

0

0.0

4

23.5

8

47.1

2

1L8

21

123.S

輸送 用機械 器 具
製 造 業

社数

%

11

100.0

3

27.3

1

9.1

2

18.2

6

54.5

0

0.0

12

109.1

卸 案 ・ 商 社
社数

%

16

100.0

5

3L3

3

18.8

1

6.3

8

50.0

4

25.0

21

13L3

小 売 業
社数

%

9

100.0

2

22.2

1

11.1

0

0.0

5

55.6

2

22.2

10

111.1

金 融 業
社数

%

38

100.0

18

47.4

13

34.2

3

7.9

23

θ0.5

1

2.6

58

152.6

生命保険秦(含 代理
業 ・サービス業)

社数

%

3

100.0

3

109.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

3

100.0

損害保険案(含 代理
業 ・サービス劇

社数

%

l

lOO.0

1

100.0

1

100.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

2

200.0

電 力 ・ガ ス 事 業
社数

%

4

100.0

3

75.0

0

0.0

0

0.0

2

50.0

0

0.0

5

125.0

広 告 ・餌壷 ・情 報

提 供 サ ー ビ ス 業

社数

%

1

100.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

1

100.o

情報処理サービス業・
ソ フ トウ ェ ア 秦

社数

%

5

100.0

3

60.0

1

20.0.

0

0.0

1

20.0

0

0.0

5

100.0

ふ

賠

o

u

×

ト
1
>

±

業

斗

×
"1
＼

き

崩

字



9-2-1表 業 種別 ・セ ンターCPUの 所 在(現 在)

F

接 続 別

業 種 別

回

答

実

数

C

P

u

な
「

き

社

オ ン ラ イ ン 化 社

端Uム末
に

機 接
が 続
自す仕 る

の シ
Cス
Pテ

端Uム
末 に
機 接
が 続
飽 す社 る

の シ
Cス
Pテ

端Cス
末Pテ
機Uム
が に
電 接
電 縫
公 す
社 る
の ン

延

べ

合

計

一 次 産 業 計 社数
%

1

100.0

0

0.0

1

100.0

1

100.0

0

0.0

2

200.0

二 次 産 業 計
社数

%

218

100.0

5

2.3

213

9717

24

11.0

10

4.6

247

113.3

三 次 産 業 計
社数
%

294

100.0

2

0.7

285

96.9

32

10.9

'
11

3.7

328

111.6

公 務 計
社数
%

28

100.0

0

0.0

27

96.4

1

3.6

0

0.0

28

100.0

全 産 業 計
社数

%

541

100.0

7

1.3

526

97.2

58

10.7

21

3.9

θ05

11L8

.

主

な

業

種

繊 維 工 業
社数
%

21

100.0

0

0.0

21

100.0

0

0.0

0

0.0

21

100.0

化 学 工 業
社数
%

43

100.0

1

2.3

42

97.7

6

14.0

1

2.3

49

114.0

石 油 製 品 製 造 業
社数
%

8

100.0

0

0.0

8

100.0

0

0.0

0

0.0

8

100.0

鉄 鋼 業
社数
%

8

100.0

0

0.0

8

100.0

1

12.5

0

0.0

9

112.5

電気機械器具製造業
社数
%

26

〕00.0

1

3.8

25

96.2

2

7.7

1

3.8

28

107.7

輸送用機械器具製造業
社数
%

19

100.0

0

0.0

18

94.7

5

26.3

1

5.3

24

126.3

卸 業 ・ 商 社
社数
%

52

100.0

0

0.0

52

100.0

9

173

1

L9

62

119.2

小 売 業
社数
%

21

100.0

0

0.0

21

100.0

1

4.8

0

0.0

22

104.8

金 融 業
社数
%

95

100.0

1

1.1

89

93.7

7

7.4

9

9.5

105

110.5

生 命保険業(含 代理業・

サービス業)

社数
%

5

100.0

0

0.0

5

100.0

0

0.0

0

0.0

5

100.0

損害保険業(含 代理業・

サービス業)

社数

%

2

100.0

0

0.0

2

100.0

0

0.0

0

0.0

2

100.0

電 力 ・ ガ ス 事 業
社数

%

8

100.0

0

0.0

8

100.0

0

0.0

0

0.0

8

100.0

広告 ・調査 ・情報提供

サービス業

社数

%

4

100.0

0

0.0

4

100.0

2

50.0

0

0.0

6

150.0

情報処理サー ビス藁 ・

ソフ トウエア藁

社
%

30

100.0

1

3.3

29

96.7

2

6.7

0

0.0

31

103.3

9-2-2表 業 種別 ・セ ンターCPUの 所在(5年 後)

接 続 別

業 種 別

回

答

実

数

C

P

u

な

き

社

オ ン ラ イ ン 化 社

端Uム
末 に
抱 接
が 続
自す
社 る
の シ
Cス
Pテ

端U∠ ム
末 に ム
織 機
が 鏡
池 す
社 る
の シ
Cス
Pテ

端Cス
末Pテ機

Uム
が に
電 接電 縫

会 す
社 る
の シ

延

べ

合

計

一 次 産 業 計 社数
%

1

100.0

0

0.0

l

lOO.0

l

lOO.0

0

0.0

2

200.0

二 次 産 業 計
社数
%

153

100.0

4

2.6

152

99.3

18

11.8

4

2.6

174

113.7

三 次 葉 叢 計
社数

%

202

100.0

l

O.5

196

97.0

20

9.9

9

4.5

225

111.4

公 務 計
杜数
%

14

100.0

0

0.0

14

100.0

0

0.0

0

0.0

14

100.0

全 産 業 計
社数
%

370

100.0

5

1.4

363

98.1

39

10.5

13

3.5

415

112.2

主

な

業

種

繊 維 工 業
社数
%

16

100.0

0

0.0

16

100.O

0

0.0

0

0.0

16

100.0

化 学 工 業
社数

%

31

100.0

0

0.0

31

100.0

5

16.1

0

0.0

36

116.1

石 油 製 品 製 造 業
社数

%

3

100.0

0

0.0

3

100.0

1

33.3

0

0.0

4

133.3

鉄 鋼 業
社数

%

5

100.0

0

0.0

5

100.0

0

0.0

0

0.0

5

100.0

電気機械器具製造業
社数

%

20

100.0

1

5.0

19

95.0

2

10.0

1

5.0

22

UO.0

輸送用機械器具製造業
社数
%

ll

100.0

0

0.0

11

100.0

3

27.3

0

0.0

14

127.3

卸 業 ・・ 商 社
社数
%

37

100.O

0

0.0

37

100.0

6

16.2

0

0.0

43

116.2

小 売 業
社数
%

.17

100.0

0

0.0

17

100=0

0

0.0

0

0.0

17

100.0

金 融 業
社数

%

.71

100.0

0

0.0

67

94.4

3

4.2

7

9.9

77

108.5

生命保険業(含 代理業・

サービス業)

社数
%

1

100.0

0

0.0

1

100.o

0

0.0

0

0.0

1

100.0

損害保険業(含代理業・
サービス業)

社数
%

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

電 力 ・ ガ ス 事 業
社数
%

5

100.0

0

0.0

5

100.0

0

0.0

0

0.0

5

100.0

広告 ・調査 ・情報提供

サービス業

社数
%

2

100.0

0

0.0

2

100.0

0

0.0

0

0.0

2

100.0

情報処理サービス業 ・

ソフトウエア藁

社数

%

21

100.0

1

4.8

20

95.2

.3

14.3

1

4.8

24

114.3

M

斗

＼'

Nl1

へ

＼'

合

斗

×

∨

べ 祈

×

冷

餅

』
N
ω



9-2-3表 業 種別 ・セ ンターCPUの 複合 利用状 況(現 在)

」

端 末 機 接 続

藁 種 別

回

答

社

数

自 も
社 の
の
P
C
u
に
接続

す
る

他 も
杜 の
の
C
P
u
に
接続

す
る

覚 す
覚 る
公 も
社 の
の
C
P
u
に
接
続

』 撃
と る

他 も社
の

の
C
P
u
に
接

自 に
社 接
と 親
電 す篭 る

公 も
社 の
の
C
P
u

他 に
社 接
と 績位 す

電 る
公 も
杜 の
の
C
P
u

自C
杜P
とU他

に
社 領
と 続
宣 す
宣 る
公 も
社 の
の

一 次 産 業 計 社数
%

1

100.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

二 次 産 業 計 社数
%

218

100.0

186

85.3

4

1.8

0

0.0

18

8.3

8

3.7

1

0.5

1

0.5

三 次 産 業 計
社数

%

294

100.0

252

85.7

5

1.7

4

1.4

26

8.8

6

2.0

0

0.0

1

0.3

公 務 計
社数
%

28

100.0

27

96.4

1

3.6

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

全 産 業 計
社数

%

541

100.0

465

86.0

10

L8

4
.0

.7

45

8.3

14

2.6

1

・0,2

2

0.4

主

な

藁

積

繊 維 工 業
社数
%

21

100.0

21

100.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

化 学 工 業
社数
%

43

100.0

36

83.7

1

2.3

0

0.0

5

1L6

1

2.3

0

0.0

0

0.0

石油製品製造業 社数
%

8

100.0

8

100.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

鉄 鋼 業
社数
%

8

100.0

7

87.5

0

0.0

0

0.0

1

12.5

0

0.0

0

0.0

0

0.0

電気機械器具製造
業

社数
%

26

100.0

23

88.5

1

3.8

0

0.0

1

3.8

1

3.8

0

0.0

0

0.0

輸送用機械器具製

造業
社数
%

19

100.0

13

68.4

1

5.3

0

0.0

4

2L1

1

5.3

0

0.0

0

0.0

卸 業 ・商 社社
社数
%

52

100.0

43

82.7

0

0.0

0

0.0

8

15.4

0

0.0

0

0.0

1

1.9

小 売 業
社数
%

21

100.0

20

95.2

0

0.0

0

0.0

1

4.8

0

0.0

0

0.0

0

0.0

金 肚 藁
社数
%

95

100.0

79

83.2

2

2.1

4

4.2

5

53

5

5.3

0

0.0

0

0.0

0

0.0

生命保険業(含 代
理業・サービス藁)

社数
%

5

100.0

5

100.0

0

0.0

0

0.0

0

0.O

0

0.0

0

0.0

損害保険業(含 代
理藁・サービス業)

社数
%

2

100.0

2

100.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

電 力 ・ガ ス事 業
杜数

%

8

100.0

8

100.0

0

0.0

O

O.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

広告 ・調査 ・情報

提供サービス叢

社数
%

4

100.0

2

50.0

0

0.0

0

0.0

2

50.0

0

0.0

O

O.0

0

0.0

情報処理サー ビス

業・ソフトウエア業

社数
%

30

100.0

28

93.3

1

3.3

0

0.0

1

3.3

0

0.0

O

O.0

0

.o.o

9-2-4表 業種 別 ・セ ンターCPUの 複 合利 用状況(5年 後)

端 末 機 接 続

藁 種 別

回

答

社

数

自 も
社 の
の
C
P
u
に
接
続
す
る

他 も
社 の
の
C
P
u
に
接
続
す
る

竃 茎
公 も
社 の
の
C
P
u
に
接
続

自 枝
社 す
と る
飽 も
社 の
の
C
P
u
に
按

自 に
社 横
と 姪
覚 す
篭 る
公 も
杜 の

2
P
u

他 に
社 按
と 績
電 †
配 る
公 も
杜 の
の
C
P
u

自C
社P
とU
他 に
社 按
と 統
覚 す電

る
公 も
社 の
の

一 次 産 藁 計 社数
%

膓

100.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

二 次 産 業 計 社数
%

153

100.0

131

85.6

1

0.7

0

0.0

17

1L1

4

2.5

0

0.0

0

0.0

三 次 産 集 計
社数
%

202

100.0

1?4

86.1

2

LO

4

2.0

17

8.4

4

2.0

0

0.O

1

0.5

公 務 計
杜数
%

14

100.0

14

100.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

全 産 藁 計
社数
%

370

100.0

319

86.2

3

0.8

4

1」

35

9.5

8

2.2

0

0.0

1

0.3

主

な

業

種

直 接 工 業 社数
%

16

100.0

16

100.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

化 学 工 業 社数
%

31

100.0

25

83.9

0

0.0

0

0.0

5

16.1

0

0.0

0

0.O

0

0.0

石油製品製造業
杜数

%

3

100.0

2

66.7

0

0.0

0

0.0

1

33.3

0

0.0

0

0.0

0

0.0

鉄 綱 棄
社数
%

5

100.o

5

100.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

電気機械器具製造
業

社数
%

20

100.0

17

85.0

1

5.0

0

0.0

1

5.0

1

5.0

0

0.0

0

0.0

輸送用機械器具製
造業

社数
%

11

100.0

8

72.7

0

0.0

0

0.0

3

27.3

0

0.0

0

0.0

0

0.0

卸 業 ・ 商 社
社数

%

37

100.0

31

83.8

0

0.0

0

0.0

6

16.2

0

0.0

0

0.0

0

0.O

小 売 案
社数
%

17

100.0

17

100.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

金 融 業
社数
%

71

100.0

61

85.9

0

0.0

4

5.6

3

4.2

3

4.2

0

0.0

0

0.0

生命保険業(含 代

理業・サー ビス藁}

社数

%

1

100.0

1

100.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

損害保険業(含 代

理業・サー ビス藁)

社数

%

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

電 力 ・ガ ス事 案
社数

%

5

100.0

5

100.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.σ

0

0.0

0

0.0

広告 ・田査 ・情報

提供サービス藁

社数
%

2

100.O

2

100.0

0

0.0

O

O.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

情報処理サー ビス

業・ソフトウエア案

社数

%

21

100.0

17

8LO

1

4.8

0

0.0

2

9.5

1

4.8

0

0.0

0

0.0

《
N
《



9-2-5表 接続 す る他 のセ ンター(自 社 、公社以 外)の 細 分類(現 在)

(多重回答)

セ ン タ ー 別 回 親 子 系 同 独 そ 延

列 業 立

答 共 共 営 べ

会 会
同 同 業 の
セ セ セ

実 A

ン ン ン 口

タ タ タ

業 種 別 数 社 社 1 1 | 他 計

一,次 産 業 計 社数
%

1

100.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

二 次 産 業 計
社数 72 10 42 6 1 16 14 89

% 100.0 13.9 58.3 8.3 L4 22.2 19.4 123.6

三 次 産 業 計
社数 108 16 20 9 27 12 41 125

% 100.0 14.8 18.5 8.3 25.0 11.1 38.0 ll5.7

公 務 計
社数 6 0 0 0 0 1 5 6

% 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 16.7 83.3 100.0

全 産 業 計
社数 187 26 63 15 28 29 60 221

% 100.O 13.9 33.7 8.0 15.0 15.5 32.1 118.2

繊 維 工 業 社数 8 1 6 0 0 0 2 9

% 100.0 12.5 75.0 0.0 0.0 0.0 25.0 ll2.5

化 学 工 業
社数 15 0 10 3 1 3 4 21

% 100.0 0.0 66.7 20.0 6.7 20.0 26.7 140.0

主 石油製品製造業
社数 1 0 1 0 0 0 0 1

% 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

鉄 鋼 業
社数 6 0 4 0 0 1 1 6

% 100.0 0.0 66.7 0.0 0.0 16.7 16.7 100.0

電気機械器具製造 社数 10 1 6 2 0 4 2 15

業 % 1GO.0
1

10.0 60.0 20.0 0.0 40.0 20.0 150.0

な 輸送用機械器具製 社数 9 4 2 1 0 2 1 10.

造業 % 100.0 44.4 22.2 ll.1 0.0 22.2 1Ll lll.1

卸 業 ・ 商 社
社数 13 2 6 0 0 3 3 14

% 100.0 15.4 46.2 0.0 0.0 23.1 23.1 107.7

小 売 業
祉数 7 0 4 2 0 0 2 8

% 100.0 0.0 57.1 28.6 0.0 0.0 28.6 114.3

業 金 融 業
社数 28 0 0 0 23 3 4 30

% 100.0 0.0 0.0 0.0 82.1 10.7 143 107.1

生命保険業(含 代 杜数 0 0 0 0 0 0 0 0

理業・サー ビス業) % 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

損害保険業 〔含代 社数 0 0 0 0 0. 0 0 0

理業・サー ビス業) % 0.0 0.0 O.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

棟 位 力 ・ガ ス事 業
社数

%

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

広告 ・調査 ・情報 社数 4 0 1 0 0 1 2 4

提供サービス業 % 100.0 0.0 25.0 0.0 0.0 25.0 50.0 100.0

情報処理サービス 社数 25 12 1 2 0 2 19 36

業・ソフトウエア業 % 100.0 48.0 4.0 8.0 0.0 8.0 76.0 144.0

9-2-6表 接 続 す る他 のセ ン ター(自 社 、公社 以外)の 細 分類(5年 後)

(多血回答)

セ ン タ ー 別

業 種 別

回

答

実

数

親

会

社

子

会
.

社

系

列

共

同

セ

ン

タ

1

同

業

共

同

セ

ン

タ

1

独

立

営

業

セ

ン

タ

1

そ

の

他

延

べ

合

計

一 次 産 業 計 社数
%

l

lOO.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0

1

100.0

0

0.0

0

0.0

2

200.0

二 次 産 業 計
社数

%

81

100.0

10

12.3

60

74.1

12

14.8

4

4.9

11

13.6

17

21.0

114

140.7

三 次 産 業 計
社数
%

111

100.0

16

14.4

28

25.2

13

11.7

37

33.3

11

9.9

38

34.2

143

128.8

公 務 計
社数
%

3

100.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

3

100.0

3

100.0

全 産 業 計
社数
%

196

100.0

26

13.3

88

44.9

26

13.3

42

21.4

22

11.2

58

29.6

262

133.7

主

な

美

徳

繊 維 工 業 杜数
%

9

100.0

1

11.1

7

77.8

0

0.0

0

0.0

0

0.0

2

22.2

10

111.1

化 学 工 業
社数

%

13

100.0

0

0.0

12

92.3

2

15.4.

1

7.7

1

7.7

4

30.8

20

153.8

石油製品製造業
社数
%

3

100.0

0

0.0

2

66.7

1

33.3

0

0.0

1

333

1

33.3

5

166.7

鉄 綱 業
社数
%

5

100.0

0

0.0

4

80.0

1

⑳.0

0

0.0

1

20.0

1

20.0

7

140.0

電気機械器具製造
業

社数
%

12

100.0

1

8.3

8

66.7

3

25.0

0

0.0

3

25.0

2

16.7

17

14L7

輸送用機械器具製

造業
社数
%

8

100.0

4

50.0

5

62.5

2

25.0

2

25.0

1

12.5

1

12.5

15

187.5

卸 業 ・ 商 社
社数

%

13

100.0

4

30.8

6

46.2

0

0.0

0

0.0

1

7.7

4

308

15

115.4

小 売 業
杜数
%

11

100.0

3

27.3

7

63.6

4

36.4

1

9.1

0

0.0

2

18.2

17

154.5

金 融 業
社数
%

32

100.0

0

0.0

2

6.3

2

6.3

27

84.4

3

9.4

4

12.5

38

118.8

生命保険業(含 代

理業・サー ビズ業)

社数
%

1

100.0

0

0.0

1

100.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

1

100.0.

損害保険業(含 代

理業・サービス業)

社数

%

0

0.0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

電 力 ・ガ ス事 業
社数

%

2

100.0

0

0.0

1

50.0

0

0.0

0

0.O

0

0.0

1

50.0

2

100.0

広告 ・調査 ・情報

提供サービス業

杜数
%

3

100.0

0

0.0

1

33.3

0

0.0

0

0.0

1

33.3

1

33.3

3

100.0

情報処理サービス

業・ソフトウエア業

社数
%

21

100.0

8

38.1

2

9.5

4

19.0

3

14.3

2

9.5

14

66.7

33

157.1
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9-2-7表CPU所 在別 ・ノ ンイ ンテ リジェ ン ト端 末機 保有現 況

機 種 回 K C 金 紙 キス 出
'̂

P 子 複 そ 合
R
↑ 與

テ

1

1ク

,A 力耳 約
合

答

実

B

そ
の
他
の
デ
ィ
ス

機

関

用

プ

叩
|
ダ
/

'ソカ

け
.ツ

テ ト

1を

プ 含

専 ンプ

用,1

プ ン

タリ

ル甲

O

S

培

用

特

殊

端

末

劔

御

の

プ
レ

靖 パ
ン

/む
㌍

含ン
む

靖 装

全 産 業 数 P イ 末 チ イ タ 》 末 末 田 他 計

記 入 社 数 433 185 2田 70 74 26 176 4 1 60 田

自社CPU 妻権毎合計台数 81247 10、5別 27.6η L910 蹴 4.2路 44 200 !.207 1.艶2 56,292

一社当平均台数 44.6 36.8 395.4 25.8 9.7 24.4 ll.0 200.0 20.] 21.1 )30.0

記 入 社 数 45 23 17 2 4 0 4 0 o 3 8

他社CPU 婁檀毎合計台数 129 72 6 20 0 21 0 0 4 go 馴2

一社±平均台数 5.6 4.2 3.0 5.o 0.0 5.3 0.0 0.0 1.3 IL3 7.6

記 入 仕 数 !8 12 0 5 3 0 2 0 0 1 1

公社CPU 藁種毎合計台数 loo 0 4go ]5 0 14 0 0 60 37 716

一吐当平均台数 8.3 .0.0 98.0 5.0 0.0 7.0 0.0 0.0 60.0 37.o 39.8

記 入 社 数 449 200 293 76 80 26 178 4 1 61 92

小 計 業種毎平均台数 8,476 lO,656 28」73 1,945 253 4,323 u 蹴 L271 2,009 57,350

一社当平均台数 42・4136・4 370.7 24.3 9.7 24.3 11.0 200.0 20.8 21.9 127.7

機 楓 回 K C
R
T

金

融

懲ア

1

キ ス

1ク
層〔

出 ⌒
'

力草

P 予

約

複

合

そ 合

そ プ ツカ 専ン 0 姶
答

案

B

の他

の
デ
イ

膓
レ

機

関

用

靖

り

|

ダ

/

'ぐ

ン

1セ
ツ

テト
1を
プ含
/む
デ〉

プ用
`1

プン
タ

リを

含ン
む

S

端

用

特

殊

娼

末

翻

倒

装

の

全 産 業 数 P イ 末 チ { タ》 末 末 諏 他 計

配 入 社 数 235 80 183 32 |9 16 Il2 7 1 26 47

白吐CPU 業種毎合計台数 4」06 11,516 131162 432 槌 3,486 366 L421 929 2284 37,770

一社当平均台数 5L3 62.9 4!L3 22.7 4.3 31.1 52.3 L421.0 35.7 48.6 149.3

記 入 社 数 25 1巨 lo 1 2 0 2 o 0 1 7

他社CPU 業種毎合計台数 355 42 10 5 0 8 0 0 2 152 574

一吐豊平均台数 32.3 4.2 10.0 2.5 0.0 4.0 0.0 0.0 2.0 21.7 23.0

記 入 社 数 8 4 0 3 1 0 1 0 o 0 0

公社CPU 婁橡毎合計台数 58 0 182 4 0 4 0 0 o 0 248

一吐当平均台数 14.5 0.0 60.7 4.0 0.0 4.0 O.0 0.0 0.0 0.0 3LO

記 入 杜 数 265 関 185 36 22 】6 113 7 1 26 50

小 計 薬種毎合計台数 4,519 ll,558 )3,354 441 68 31498 366 1,421 93| 2,436 38,592

一任当平均台数 51.4 62.5 370.9 20.0 4.3 3LO 52.3 1142Lo 35.8 48.7 145.6

9-2-9表CPU所 在 別 ・イ ンテ リジェ ン ト端 末 機保 有現況

業 種 回 K C
R
T

金

融

せ
ア
1

キス

1ク

.A

出_一

カ日

P 予

約

寝

台

そ 台

そ プ ツカ 専ン 0 培
答

案

B

の
旋
の
デ
{
ス

良

問

用

■1

|

ダ

/

k
,ツ

テト
1を
プ含

プ用

1)

プ ンタ

リを

S

靖

用

特

殊

末

間

日

の

プ
レ

靖 'ぐ

ン

/む
←

ン含む 丘 装

全 産 業 数 P イ 末 チ イ タ) 末 京 置 池 計

記 入 社 数 275 72 91 図 17 2 故 7 } 闘 47

自社CPU 婁橡毎合計台数 2,398 2.鮪7 13,424 1與 81 476 砧】 L700 2,011 1,095 お,017

一社当平均台数 33.3 32.6 209.8 10.8 3.7 14.9 97.3 1,700.o 29.5 23.3 91.0

記 入 社 数 19 3 5 3 1 o 2 0 0 7 2

他社CPU 業種毎合計 台数 175 79 祉 2 0 咽 0 0 13 7 496

一吐当平均 台数 58.3 1s.9 67.3 2.0 0.0 9.0 0.0 0.0 1.9 3.5 26.1

髭 入 社 数 5 1 0 3 0 0 0 0 0 1 1

公社CPU 婁檀毎合計台数 2 0 365 0 o 0 0 o 32 1 400

一吐当平均 台数 2.o 0.0 12L7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 ユ2.0 Lo 80.o

記 入 社 数 捌 74 93 闘 18 2 馴 7 1 72 49

小 計 集箇毎合計台数 2,575 3,046 13.的1 186 81 494 槌1 },700 2,056 uo3 25.9日

一社当平均台薮 渕.8 32.8 205.8 lo.3 3.7 14.5 973 1,700.0 28.6 22.5 90.3

機 種 回 K C

R

1「

金

散

ぱ丁

|

キ ス

1ク
.A

出_一

力z

P 予

約

複

6

そ 合

答

案

B

そ
の
箆
の
デ
ィ
ス

機

間

隔

プ

.

り

1

ダ

/

ツ カ

1セ
・7

テ ト

1を

プ 含

専ン
プ用
リ

プン
タ

リキ〉

O

S

靖

用

特

殊

嬬

末

回

田

の

プ
レ

嬬
パ

ン
/む
デ》

含ン
む

庖 装

全 産 業 数 P イ 末 チ イ タ) 末 束 a 箆 計

記 入 杜 数 257 52 113 60 8 M 謁 5 0 67 37

自社CPU 婁箇毎合計台数 2,8}5 7,010 11,312 192 内 879 5,890 0 2.2泌 u25 3L588

一吐当平均台数 54」 62.0 189.5 24.0 5.6 2S.1 L178.0 0.0 34.1 30.4 122.9

記 入 仕 置 16 3 5 1 0 0 1 0 o 4 7

箆吐CPU 婁檀毎合計台数 ]3 |32 蜘 0 0 70 0 0 15 19 579
一社当平均台数 43 26.4 330.0 0.0 0.0 70.0 0.0 0.0 3.8 2.7 36.2

況 入 社 数 7 1 0 3 0 0 0 0 0 1 4

公社CPU 宝捜毎合計台数 1 0 758 0 0 0 0 0 go 臼 go2

一吐豊平均台数 LO 0.0 252.7 O.0 0.0 0.0 0.0 0.0 90.0 13.3 128.9

配 入 社 数 262 覧 ll5 " 8 t4 蕊 5 0 69 "

小 計 哀祖毎合計台数 2,829 7」42 12,400 192 門 949 5,890 0 2,391 IJ97 33,069

一社当平均台数 5L4 62.1 193.8 24.0 s.6 27.1 IJ78.o 0.0 詞.7 29.2 126.2
1
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9-2-11(1)表 業種別 ・CPU所 在別 ・端 末機 合計 数保有現 況(1)

機 種
回 1杜 当 り 平 均 台 数 合

K Cプ 金 紙ン キデ含 出イ P 子 捜 そ

答
Rレ
Tイ 融

テチ
|

目 む
・ス)

カン
専プ 0

約 合

そ 機 プ ツク 用 リ 用 端

実
B の

他
関 `1 1^

・カ
プン
リタ

S 特
末

利
の

業 種
数 P

の
デ
ィ
ス

用

端

末

1
ダ
/
パ

テセ
ト'
プト
/を

ンを
タ含
^む
ラ)

嬬

末

殊

端

末

御

装

置 他 計

記 入 社 数 1 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0

一 自社CPU 業種毎合計台数 0 245 o 80 0 0 0 0 0 0 325

一社当平均台数 0.0 245.0 0.0 80.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 325.0

次 記 入 社 数 1 0 1 0 0 0 0 0 0 o 0

他社CPU 業種毎合計台数 o 50 0 0 0 0 0 0 0 0 50
一社当平均台数 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 o.o 0.0 0.0 0.0 o.o 50.0

産

記 入 社 数 o 0 0 0 o 0 o 0 0 0 0

公社CPU 業種毎合計台数 0 0 0 0 0 0 0 o 0 0 0

桑 一社当平均台数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

記 入 社 散 1 0 1 0 1 0 o 0 0 0 0

計 小 計 業種毎合計台数 0 295 o 80 0 0 o 0 0 0 375
一社当平均台数 0.0 295.0 o.0 80.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 G.0 375.0

記 入 社 数 213 103 155 3 31 28 81 1 o 52 60

二 自社CPU 業種毎合計台数 3,162 5,540 8 533 185 21125 400 o 988 897 13,838

一社当平均台数 30.7 35.7 2.7 17.2 6.6 25.2 400.0 0.0 〕9.0 15.0 65.0

次 記 入 社 数 24 12 10 0 1 0 3 0 0 4 5

飽社CPU 薬種毎合計台数 78 78 0 1 0 詞 o 0 5 51 247

一社当平均台数 6.5 7.8 0.0 LO 0.0 11.3 0.0 0.0 L3 ]0.2 ]o.3

産

記 入 社 数 10 9 0 0 2 0 1 0 0 0 1

公社CPU 業種毎合計台数 95 0 0 ll 0 10 o 0 0 ! 117

業 一社当平均台数 ]0.6 0.0 0.0 5.5 0.0 10.0 0.0 0.0 0.0 LO ll.7

記 入 社 数 218 m 160 3 33 頒 83 1 0 53 62
計 小 計 業種毎合計台数 3,335 51618 8 545 185 2,169 400 0 993 949 141202

一社当平均台数 30.0 35.1 2.7 16.5 6.5 26.1 400.0 O.0 18.7 15.3 65.1

記 入 社 数 285 115 166 98 44 互4 1隅 10 2 60 61

= 自社CPU 業種毎合計台数 5,974 7,489 411008 870 140 2,480 325 11990 2,168 1,605 631959
一

一社当平均台数 51.9 45」 418.4 19.8 lO.0 23.8 32.5 950.0 36.1 26.3 224.4

次 記 入 社 数 32 14 ll 5 3 0 3 0 0 5 4

他社CPU 業種毎合計台数 226 臼 208 6 0 5 0 0 12 46 526

一社当平均台数 16.1 2.1 41.6 2.0 0.0 L7 o.o 0.0 2.4 11.5 16.4

産

記 入 社 数 11 4 0 6 1 0 1 o o ! 1

公社CPU 業種毎合計台数 7 o 855 4 0 4 0 0 92 37 999

案 一社当平均台数 1.8 0.0 142.5 4.0 0.0 4.0 0.0 0.0 92.0 37.0 90.8

記 入 社 敗 294 124 168 105 47 ]4 106 10 2 63 62

計 小 計 業種毎合計台数 6,207 7,512 42,071 醐 14D 2,489 325 1,900 2,272 L688 651484
一社当平均台数 50.1 44.7 400.7 18.7 10.0

『23
.5 32.5 950.0 36.1 27.2 222.7

9-2-11(2)表 業 種別 ・CPU所 在別 ・端 末機 合計数 保有現 況(2)

機 種
回 1社 当 リ 平 均 台 数 合

K Cプ 金 紙ン キデ含 出イ P 子 複 そ

業 種

答

実

数

B

P

Rレ
Tイ
そ
の
他
の
デ
ィ
ス

融

機

関

用

端

末

テ チ

|

プ

リ

1

ダ

/

'寸

1イ む
・ス)

ツ ク

1_
・カ

テ セ

!ツ

プ ト

/を

カン
専プ
用リ
プン
リタ
ンル、
タ含
(む

ラ)

O

S

靖

*

約

用

特

殊

娼

末

合
端

末

制

聞

装

置

の

他 計

記 入 社 数 27 15 22 1 10 3 16 0 0 3 8

公
自}tCPU 業種毎合計台数

一社当平均台数
L509

]00.6

277

12.6

85

85.0

611

6Ll

9

3.0

159

9.9

0

0.0

0

0.0

62

20.7

475

59.4

3.}肪

118.0

記 入 社 数 1 0 o o 1 0 0 0 0 0 0

他社CPU 業種毎合計台数 o 0 0 15 0 0 0 0 0 0 15

一社当平均台数 0.0 0.0 0.0 15.0 0.0 OO 0.0 0.0 0.0 0.0 15.0

務

記 入 社 数 0 0 o 0 0 0 0 0 0 o 0

公社CPU 業種毎合計台数 0 0 o 0 0 0 0 0 o o 0

一社当平均台数 0.0 0.0 0.0 o.o 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

記 入 社 数 28 〕5 22 1 ll 3 16 o 0 3 8

計 小 計 業種毎合計台数 1,509 277 85 625 9 159 0 0 62 475 3,202

A 一社当平均台数 100.6 12.6 85.0 56.9 3.o 9.9 0.G 0.0 20.7 59.4 ll4.4

記 入 社 数 526 233 344 102 85 45 201 ll 2 n5 129

全 自社CPU 業種毎合計台数 10,645 B、551 41」Ol 2,094 334 4,764 725 1,goo 3,218 2,977 81,309

一社当平均台数 45.7 39.4 403.0 24.3 7.4 23.7 65.9 950.0 28.0 23.1 154.6

記 入 社 数 58 26 22 5 5 o 6 0 o 9 9

産 他性CPU 業種毎合計台数 脳 151 208 22 o 39 o 0 17 97 醐

一社当平均台数 lL7 6.9 41.6 4.4 0.0 6.5 0.0 0.0 1.9 10.8 14.4

記 入 杜 数 21 )3 0 5 3 0 2 o 0 1 2

業 公社CPU 業種毎合計台数 102 0 855 15 00 14 0 0 92 鵠 Ul6

一社当平均台数 7.8 0.0 142.5 5.0 0.0 7.0 0.0 0.0 92.o 19.0 53.1

記 入 吐 数 54] 250 351 109 92 45 205 ll 2 119 [32

計 小 計 業種毎合計台数 lLO51 131702 42,164 2.Bl 334 4,817 725 ],goo 3,327 3,ll2 83,263

一社当平均台数 44.2 39.0 386.8 23.2 7.4 23.5 55.9 950.0 28.0 23.6 ]53.9

記 入 杜 数 21 6 16 0 5 4 11 0 o 2 8

主 繊 自社CPU 業種毎合計台数 142 433 0 53 24 195 o 0 9 86 942

一社当平均台数 23.7 27.1 0.0 10.6 6.0 17.7 0.G 0.0 4.5 10.8 44.9

記 入 吐 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

な 維 他社CPU 業種毎合計台数 o 0 o o 0 0 0 0 0 o 0

一社当平均台数 0.0 0.O 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

記 入 社 数 0 o 0 0 0 0 0 0 0 0 0

業 工 公社CPU 業種毎合計台数 0 0 0 0 0 0 0 o 0 0 0

一社当平均台数 G.0 0.0 0.0 0.0 0.0 o.o 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

記 入 杜 数 21 6 16 0 5 4 ll 0 0 2 8

種 業 小 計 業種毎合計台数 142 433 0 53 24 195 0 0 9 86 942

一社当平均台数 23.7 27.1 0.0 10.6 6.0 17.7 0.0 0.0 4.5 10.8 "9
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9-2-11(3俵 業種 別 ・CPU所 在別 ・端 末機合 計数 保有現 況(3}

機 種
回 1社 当 り 平 均 台 数 合

' K C'プ 金 紙 ン キデ含 出イ P 子 複 そ

答
Rレ
Tイ
そ

融

機

テチ
|
プ

}イむ
スH

ツク

カン
専 プ
用 η

0
約

用

合
端

業 種

実

数

B

P

の
他
の
デ
ィ
ス

関

用

靖

末

.

リ

1

ダ

/
バ

1^
・カ

テセ
1ツ
プ}
/を

プン
リタ
ンを
タ含
^む
ラ)

S

靖

末

特

殊

端

末

末
制
御

装
置

の

飽 計

記 入 社 数 42 23 27 1 lo 6 16 o 0 10 10

{ヒ 自社CPU 業種毎合計台数 7】0 748 ! 】72 42 298 0 0 160 124 2,255
一社当平均台数 30.9 27.7 1.0 17.2 7.0 18.6 0.0 0.0 16.0 }2.4 53.7

配 入 社 数 6 4 2 0 0 0 1 0 0 1 1

主 学 他社CPU 奥種毎合計台数 勾 27 o 0 0 ]5 0 0 1 23 90
一社当平均台数 6.0 13.5 0.0 0.0 0.0 15.0 O.0 0.0 LO 23.0 }5.0

配 入 社 数 1 1 o 0 0 0 o 0 0 0 o

工 公社CPU 業種毎合計台数 1 0 o G o 0 0 0 0 o 1
一社当平均台数 LO 0.0 0.O 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 LO

配 入 社 数 43 26 28 1 10 6 17 0 0 10 !0

藁 小 計 業種毎合計台数 735 η5 1 172 42 313 0 0 151 147 2,346

一社当平均台数 28.3 27.7 1.0 17.2 7.0 18.4 0.0 0.0 16.1 ]4.7 54.6

紀 入 社 数 8 2 5 0 0 2 3 1 o 3 2

な 石 自社CPU 黄櫨毎合計台数 14 74 0 0 3 15 400 0 L28 2 鰯
一社当平均台数 7.o 14.8 0.0 0.0 L5 5.0 400.0 0.0 42.7 1.0 79.5

油

記入入 社 数 0 o 0 0 o o G 0 0 0 0

製 他社CPU 藁檀毎合計台数 o 0 0 o 0 0 o 0 o 0 0
一社当平均台数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

品

記 入 社 数 0 o o 0 0 0 0 0 0 0 o

製 公社CPU 兵種毎合計台数 0 0 0 o 0 0 0 0 0 o o
一社当平均台数 0.0 0.0 G.0 0.0 o.o o.o o.o O.0 o.o 0.0 0.0

造
記 入 杜 数 8 2 5 0 0 2 3 1 o 3 2

桑 篇 小 計 案祖母合計台数 14 74 0 0 3 15 400 0 皇28 2 錨
一吐当平均台数 7.0 14.8 O.0 o.o L5 5.0 400.0 0.0 42.7 1.O 79.5

記 入 社 数 8 7 7 2 3 3 5 0 o 2 2

鉄 自社CPU 業種毎合計台数 447 L428 7 25 36 7毘 c o 41 196 2,902
一社当平均台数 63.9 2叫.o 3.5 8.3 12ρ i".4 0.0 0.0 20.5 9&o 362.8

記 入 社 数 1 0 1 0 o 0 1 0 0 1 0

他社CPU 貢租毎合計台数 0 1 0 0 o 1 0 0 1 0 3

一社当平均台数 0.0 LO 0.0 0.0 0.O 1.0 0.0 0.0 LO 0.0 3.0

綱

紀 入 社 数 0 0 0 0 0 0 o 0 0 0 0

檀 公社CPU 黄櫨毎合計台数 0 0 0 0 o o 0 0 o 0 0

一社当平均台数 0.0 0.O 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 o.o 0.0 0.0

紀 入 社 数 8 7 7 2 3 3 5 0 0 2 2

桑 小 針 藁檀毎合計台数 447 1,429 7 25 36 723 0 o 42 196 2,905

一社当平均台数 63.9 捌.1 3.5 83 12.0 144.6 0.0 0.0 2LO 99.o 363.1

9-2-11C4)表 業種 別 ・CPU所 在別 ・端末 機合 計数 保有現 況{4)

機 筒
回 1社 当`,平 均 台 数 合

K Cプ 金 紙ン キデ含 出イ P 干 捜 そ

答
Rレ
Tイ
そ

融

機

テチ
1
プ

白 む
・ス)

ツク

カン
専プ
用り

0
h

用

合

冶

槙 柏

実

数

B

P

の

池
の
デ
{
ス

蘭

月

砲

末

.

り

1

ダ

/

パ

1(
・カ
ーアセ

1ツ
プ}

/を

プン
`,タ

ンを
タ含
^む
ラ》

S

靖

末

特

殊

端

末

末

割
田
装
置

の

他 針

紀 入 社 数 お lI 18 0 2 3 8 o o 6 ll

電 自社CPU 業種毎合計台数 944 1,060 o 50 21 ll3 0 0 397 180 2,765

気
一社当平均台数 85.8 58.9 0.0 お.0 7.0 14」 0.0 0.0 66.2 [6.4 UO.6

機 記 入 社 数 2 1 1 0 o 0 o 0 0 0 2

主
憧

器

他社CPU 業種毎合計台数
一社豊平均吉数

7

7.o

3

3.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.O

21

10.5

31

15.5

具
公社CPU

配 入 吐 数

業種毎会計台数

1 0

0

0

0

O

o

0

0

0

0

0

0

0

0

O

o

0

0

l

l 1

製 一社豊平均台数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 O.0 0.0 o.o 0.0 Lo Lo

唖旭
記 入 社 数 26 12 19 0 2 3 8 0 0 6 13

婁 小 計 婁箇毎合計台数 951 Lo53 0 50 21 113 0 0 紺 祉 2.7鮪

一社当平均台数 79.3 55.9 0.0 25.0 7.0 14.1 0.0 0.0 66.2 15.5 m7.6

記 入 杜 絞 聖8 13 17 o 4 1 12 0 o 8 9

な 輪 自社CPU 業種毎合計台数 179 616 0 19 1 473 o 0 go 15↓ L532

送
一社当平均台数 13.8 36.2 0.0 4.8 Lo 39.4 0.0 0.0 11.3 17.1 85.1

用
' 髭 入 社 数 5 1 3 0 0 0

.

o 0 0 1 0

機 他社cpu 案琶毎合計台数 } 4 0 0 0 0 0 0 2 0 7

槙
一杜当平均台数 LO 1.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.0 0.0 L4

器 記 入tt数 1 1 0 o 0 0 0 0 0 0 o

具 公社CPU 業種毎合計台数 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

製
一社当平均台数 LO 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 LO

造 配 入 社 数 19 14 18 o 4 1 12 0 0 8 9

婁 業 '卜 計 業種毎合計台数 18皇 6加 0 19 1 473 0 0 92 154 L5↓0
一社当平均台数 12.9 馴 、4 0.0 4.8 LO 39.4 0.0 0.0 115 17」 8L1

記 入 仕 数 52 20 40 0 5 4 お 3 0 12 9

卸 自社CPU 集種毎合計台数 405 1,029 0 8 35 274 81 0 179 1s7 2」67
一社当平均台数 カ).3 お.7 0.0 L6 8.8 1LO 27.0 0.0 14.8 17口 4L7

業 配 入 社 数 9 5 6 0 0 0 1 0 o 2 1

他社CPU 集積毎合計台数 15 14 o 0 0 1 0 o 4 31 65
一社当平均台数 3.0 2.3 0.0 0.0 0.0 LO 0.0 0.0 2.o 3Lo 7.2

紀 入 社 数 1 1 o 0 0 0 0 0 0 0 o

種 公社CPU 牟笹葺合計台数 } 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

商 一社豊平均台数 Lo 0.0 0.0 0.0 0.0 C.0 O.0 0.0 0.0 0.0 LO

配 入 社 数 52 23 40 o 5 4 25 3 0 12 9

社 小 計 薬種毎合計台数 421 Lo43 0 8 お 275 81 0 182 lS8 2,233
一社豊平均台数 18.3 26.1 0.0 L6 8.8 11.0 27.0 0.0 15.2 20.9 42.9

』
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9-2-11(5)表 業 種別 ・CPU所 在別 ・端 末機 合計数 保有現 況{5)

機 種
回 ユ 栓 当 リ 平 均 台 数 合

K Cプ 金 紙ン キデ含 出イ P 予 榎 そ
Rレ テチ 日 む カン △

答 Tイ 融 1 ・ス) 専プ 0
約 P

そ 機 プ ツク 用 り 用 端

＼ .実

B の
他
の

関

用
リ

1

1_
・カ

テ セ

プ ン
`1タ

ン 左

S 特

殊

未

聞
の

,.＼
＼ 数 P

ア
イ
ス

端

末

ダ
/
パ

1ツ
プト
/を

、

タ含
^む
ラ)

端

末

端

末

薗

装

置 他 計

記 入 辻 数 21 7 18 0 G ) 9 3 0 1 1

小 自社CPU 業種毎合計台数 150 3|0 0 0 5 24 161 0 籾 54 脳
一社当平均台数 2L4 17.2 o.o 0.0 5.0 2.7 53.7 0.0 200.0 図.0 43.0

記 入 杜 数 1 0 0 1 0 o 0 0 o 0 0

主 他社CPU 業種毎合計台数 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 3
一社当平均台数 0.0 0.0 3.0 0.0 o.o 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 3.o

売

記 入 社 数 o 0 0 0 0 0 0 0 0 0 o

公比CPU 業種毎合計代数 o 0 o 0 0 0 0 0 0 0 o
一社当平均台数 0.0 0.0 o.o 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

記 入 社 数 21 7 18 1 0 1 9 3 o 1 1

業 小 計 業種毎合計台数 150 3[o 3 o 5 24 161 0 200 図 907
一社当平均台数 2L4 17.2 3.0 0.0 5.0 2.7 53.7 0.0 200.0 54.0 43.2

記 入 社 数 89 24 23 88 21 1 臼 0 0 17 18

な 金 自社CPU 業種毎合計台数 3,072 L7臼 39,3拓 711 76 L3[6 o 0 1,303 598 48,135

一社当平均台数 128.0 75.3 446.9 33.9 76.0 57.2 0.0 0.0 76.6 33.2 図0.8

記 入 杜 数 7 2 1 3 1 0 1 0 0 0 0

他社CPU 業種毎合計台数 8 1 脳 2 0 3 一 〇 o 0 o 218

一社当平均台数 4.0 1.0 田 、0 2.0 0.0 3.0 0.0 0.0 0.0 0.0 3u

融

記 入 社 数 9 2 0 6 1 0 1 0 0 1 1

公社CPU 業種毎合計台数 4 0 855 4 0 4 0 o 92 37 996
一社当平均台数 2.0 0.0 142.5 4.0 0.0 4.0 0.0 o.o 92.0 37.0 llO.7

記 入 社 数 95 26 田 94 23 1 25 o o 18 19

業 業 小 計 業種毎合計台数 3,084 1,734 40,385 717 76 11323 0 0 ㌧395 635 49,349

一社当平均台数 1]8.6 75.4 429.6 312 76.0 52.9 0.0 0.0 77.5 33.4 519.5

記 入 社 数 5 5 2 0 o 0 2 0 0 0 1

生 自社CPU 業種毎合計台数 619 293 0 o 0 3 o 0 0 76 991

命
保

一社当平均台数 123.8 146.5 0.0 0.0 0.0 1.5 0.0 0.0 0.0 76.0 ]98.2

険
業 記 入 社 数 0 0 0 0 0 0 0 o 0 0 0

A 他社CPU 業種毎合計台数 0 0 o 0 o 0 0 0 o o 0
含
代

一社当平均台数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

理
業 記 入 社 数 o 0 0 0 o 0 0 0 0 0 0

.

種 サ 公社CPU 業種毎合計台数 o 0 0 0 o o 0 o 0 0 0

ー

ピ

一社当平均台数 0.0 0.0 0.0 0.0 o.o 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.O

ス
業 記 入 社 数 5 5 2 0 0 0 2 0 0 0 1
)

小 計 業種毎合計台数 619 293 0 0 0 3 0 0 0 76 99]

一社当平均台数 123.8 146.5 0.0 0.0 0.0 1.5 0.0 0.0 0.O 76.G 198.2

9-2-11(6}表 業 種別 ・C'PU所 在 別 ・端末 機合 計数 保有現 況(6}

機 種
回 1社 当 リ 平 均 台 数 合

K Cプ 金 紙ン キデ含 出イ P 子 複 そ

答
Rレ
Tイ
そ

駐

機

テチ
1
プ

1イ む
・ス)

ツ ク

カ ン
専プ
用 り

0
約

用

合
端

業 種

実

数

B

P

の
他
の
デ
ィ
ス

関

用

端

末

・l

l
ダ
/
パ

1_

・カ

テ セ

1ツ

プ ト

/を

プン
リタ
ンを
タ含
^む
ラH

S

嬬

末

特

殊

端

末

末

制

御

装
置

の

他 計

記 入 社 数 2 0 2 0 0 0 2 0 0 2 0

損 自社CPU 業種毎合計台数 0 180 0 0 0 53 0 0 る G 頒

害 一社当平均台数 0.0 90.0 O.0 0.0 O.0 26.5 0.0 o.o 12.5 0.G 129.0
保
険

'

業 記 入 社 数 0 0 0 0 0 0 0 o 0 0 0

主
`
代
理

他社CPU 業種毎合計台数
一社当平均台数

0

0.0

0

0.0

0

0.O

0

0.0

0

0.0

O

o.o

0

0.0

O

O.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

業 記 入 社 数 0 0 0 0層 0 0 0 0 0 0 0

サ 公社CPU 業種毎合計台数 o 0 0 0 0 0 o 0 0 0 o

1 一社当平均台数 o.o 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 OrO 0.0 0.0 0.0 0.0
ビ
ス

き 記 入 社 数 2 0 2 0 o o 2 0 0 2 0

小 計 業種毎合計台数 0 180 0 0 0 53 0 0 25 o 258
一社当平均台数 0.0 90.0 0.0 o.0 0.0 26.5 0.0 0.0 12.5 0.0 129.0

記 入 杜 数 8 3 7 o 1 o 4 0 0 5 2

な 電 自社CPU 業種毎合計台数 132 526 o 13 0 179 0 0 68 4 922
一社当平均台数 44.0 75.1 0.0 }3.0 0.0 44.8 0.0 o.o 13.6 2.0 115.3

'

力

記 入 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

他社CPU 業種毎合計台数 00 o o 0 o 0 0 0 0 o 0
一社当平均台数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

ガ

記 入 社 数 0 0 0 o 0 0 0 0 0 o 0

ス 公社CPU 業種毎合計台数 0 0 0 G 0 o 0 0 0 o 0
一社当平均台数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

事

記 入 社 数 8 3 7 0 1 o 4 0 0 5 2

業 業 小 計 業種毎合計台数 132 526 0 B 0 179 0 0 68 4 922
一社当平均台数 44.0 75」 0.0 |3、0 0.0 44.8 0.0 0.0 13.5 2.0 115.3

記 入 社 数 4 2 3 0 o 0 1 o 0 1 0

広 自社CPU 業種毎合計台数 23 96 0 0 0 40 0 0 臼 0 !82

告

.

一社当平均台数 11.5 32.0 0.0 0.0 0.0 40.0 0.0 0.0 23.0 0.0 45.5

調 記 入 紙 数 2 2 1 0 0 0 0 0 0 0 0
査
.

他社CPU 業種毎合計台数 23 2 0 o o 0 0 0 0 0 25

情
一社当平均台数 lL5 2.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 12.5

報

提 記 入 杜 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

徳 供 公社CPU 業種毎合計台数 o 0 0 0 o 0 0 o 0 0 0

.サ

1

一社当平均吉数
'

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

ピ

ス 記 入 杜 数 4 3 3 0 0 0 1 0 0 1 0

業 小 計 業種毎合計台数 ' 46 98 0 0 0 40 0 0 23 0 207

一社当平均台数 15.3 32.7 0.0 0.0 0.0 40.0 0.0 0.0 23.0 0.0 5L8
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9-2-11(7}麦 藁種 別 ・CPU所 在別 ・端 末機 合計 数保有 現況(7)

機 種
回 1社 当 り 平 均 台 数 合

K Cプ 金 紙 ン キデ含 出イ P 子 捜 そ

答
Rレ
Tイ
そ

融

機

テチ
1
プ

1仙

・ス)

ツ ク

カン
専プ
用 リ

0
約

用

合
端

業 種

実

数

B

P

の

他
の
ア
イ
ス

閑

閑

罎

末

ll

|
ダ
/
パ

1(
・方

テセ
1ツ
プ}

/を

プン
リタ
ンを

タ含
_む
ラH

S

嬬

末

特

殊

培

末

末
割
田

装
置

の

他 計

驚 入 社 数 29 15 20 3 5 2 9 4 0 9 9

主 情 自社CPU 業種毎合計台数 403 1,110 257 70 5 詞 83 o 93 32 2,087

事
一社当平均台数 25.2 55.5 85.7 14.0 2.5 3.8 aL8 0.0 膓03 3.6 72.0

処
理
サ 記 入 社 数 2 1 1 o 1 0 0 o 0 0 !

な [ 他社CPU 業種毎合計台数 2 1 0 2 0 o 0 0 0 1 6

ピ
ス

一社当平均台数 2.0 LG 0.0 2.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.0 3.0

藁

記 入 社 数 0 0 o 0 0 0 0 0 o 0 o
ソ

藁 フ 公社CPU 藁棟毎合計台数 0 0 0 0 0 0 0 o 0 0 o

ト 一社当平均台数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
ウ
工
ア 記 入 杜 数 30 17 2} 3 6 2 9 4 o 9 9

種 案 小 計 婁種無合計台数 405 日 】1 257 72 5 34 田 0 93 田 2,093

一社当平均台数 23.8 52.9 85.7 12.0 2.5 3.8 20.8 0.0 10.3 3.7 69.8

9-2-12(1}表 業 種別 ・CPU所 在別 ・端末 機合 計数5年 後保 有予 定(1}

機 種
回 1杜 当 リ 平 均 台 数 合

K Cプ 金 紙ン キデ含 出 イ P 干 複 そ

妻 権

答

実

数

B

P

Rレ
Tイ
そ
の
他
の
ア
イ
ス

融

機

関

用

娼

家

テチ
1
プ

リ
|
ダ
/
パ

1イ む
・ス》

ツク
1^
カ

テセ
1ツ
プト
/を

カ ン
専 プ
用 リ
プ ン
リタ
ンを
タ含
^むラ)フ

O

S

儒

家

約

用

特

殊

端

末

舎
竣
末

期
旬
装
置

の

他 計

記 入 吐 数 0 0 皇 n 0 0 0 0 0 0 o

一 自社CPU 電種苗合計台数 o 1,ooo 0 0 0 0 0 0 0 0 1,000
一社当平均台数 0.0 LOOOO 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 o.o 1.oooo

次 記 入 杜 数 1 0 1 0 0 0 0 o 0 0 o

他吐CPU 業種毎合計台数 0 loo 0 0 0 0 0 0 0 0 loo
一社当平均台数 0.0 100.O 0.0 o.o 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

産

記 入 杜 数 0 o o o o 0 0 0 0 0 0

公社CPU 業種毎合計台数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 o
婁 一社当平均台数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 o.o 0.0 0.0

記 入 杜 数 1 0 1 o 0 0 0 0 0 0 o
計 小 計 葉挿毎合計台数 o Lloo 0 0 0 0 0 0 0 0 1,loo

一社当平均台数 0.0 LIOO.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 o.o しloo∬

記 入 社 数 152 額 ll8 1 8 18 59 1 0 44 M

二 自社CPU 婁樟毎合計古註 2,012 6,167 2 93 96 1,678 50 o L232 746 }2,076
一社当平均台数 37.3 52.3 2.0 1L6 5.3 28.4 so.o 0.0 28.0 2L9 79.4

次 記 入 吐 数 18 7 7 0 1 0 0 0 0 2 7

他社CPU 業種海部胎教 40 30 0 1 0 0 0 0 4 61 136
一社当平均台数 5.7 4.3 0.0 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.0 8.7 7.6

産

記 入 社 数 4 3 0 0 0 0 0 0 0 0 1

公社CPU 業種毎合計台数 57 0 0 0 0 0 0 0 0 1 58
藁 一社当平均台数 19.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 姻 0.0 1.0 14.s

記 入 社 数 |53 61 n9 1 9 18 59 } o " お
計 小 計 業種毎合計台数 2」09 6」97 2 集 96 1,678 印 0 ㌧236 誕 12,270

一社当平均台数 渕.6 52.} 2.0 10.4 5.3 28.4 50.0 0.0 28』 22.4 802

記 入 社 数 195 59 ll9 η 15 8 71 11 1 調 41

三 自社CPU 裏掩壕合計台数 4,874 10,972 23,772 5～9 50 2.4槌 6,206 1.4a 1.6田 1,606 53.5口

一社当平均台数 82.6 93.0 330.2 35.3 6.3 35.0 564.2 1.4210 43.6 39.2 2733

次 記 入 社 数 加 7 7 2 1 0 3 0 o 3 6

他社CPU 業種毎合計台数 328 44 ぷ0 4 0 78 0 0 B llo 917
一吐当平均台数 46.9 6.3 170.0 4.0 0.0 26.0 0.0 0.0 4.3 18.3 45.9

産
記 入 社 数 9 1 0 5 1 0 1 0 0 1 3

公社CPU 楽手梅 合計台数 2 0 只o 4 0 4 0 0 go 52 1,092
業 一社当平均台数 2.0 0.0 180.0 4.0 0.0 4.0 0.0 0.0 90.0 17.3 1213

記 入a薮 202 62 120 η 17 8 麗 11 1 40 43
計 小 計 案穐毎合計吉数 5,204 11,016 251052 537 50 2,570 6,206 1,421 L758 1,768 55,582

一社豊平均台数 93.9 91.8 325.4 3L6 6.3 35.7 564.2 輻421ρ 44.0 4Ll 275.2
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9-2-12{2}表 業種別 ・CPU所 在別 ・端末 機合 計数5年 後保 有予定(2)

機 悼
回 1社 当 り 平 均 台 数 合

K Cプ 金 紙ン キデ含 出イ P 予 複 そ

答
Rレ
Tイ 融

テチ
1

1イ む

スH

カン
専 プ 0

約 合
端そ 機 プ ツク 用ll 用

実
B の

他
関

リ

1_
・ カ

プ ン

`1ト
S 特

末

訓
の

業 挿 数 P

の
デ
ィ
ス

用

娼

末

|
ダ
/
パ

テセ
1ツ
プト
/を

ンを
タ含
_む
ラ)

端

末

殊

端

末

御

装

置 他 計

記 入 杜 数 14 4 11 1 1 1 7 0 0 3 3

公 川tCPU
.業種毎合計台数

謁 387 700 2 1 199 0 0 328 1,057 2,709
一社当平均台数 8.8 352 700.0 2.0 1.0 28.4 0.0 0.0 109.3 352.3 193.5

記 入 社 数 0 0 o 0 o o 0 0 o 0 0

他社CPU 業種毎合計台数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 o 0
一社当平均台数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

務

記 入 社 数 o 0 0 0 0 0 o 0 o o 0 0

公社CPU 葉挿毎合計台数 0 o 0 0 0 0 0 0 0 o 0
一辻当平均台数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

記 入 社 数 14 4 n 1 1 1 7 0 0 3 3
計 小 計 業種毎舗怜数 35 387 700 2 1 199 0 0 328 1,057 2,709

一社当平均台数 8.8 35.2 700.0 2.0 LO 28.4 0.0 0.0 109.3 3523 193.3

記 入 日 数 363 」17 248 74 24 勿 137 12 1 85 78

全 自社CPU 業種毎合計台数 6,921 E8,526 24,474 624 147 4ほ65 6,255 }1421 31215 3,409 69,358
一社当平均台数 59.2 74.7 330.7 26.0 5.4 31.9 521.3 1,42LO 37.8 43.7 19u

記 入 杜 数 39 14 ]5 2 2 0 3 0 0 5 L3

産 他社CPU 業種毎合計台数 368 174 銅0 5 0 78 0 0 17 171 u53
一社当平均台数 26.3 lL6 170.o 2.5 0.0 26.0 0.0 0.0 3.4 13.2 29.6

記 入 社 数 t3 4 0 5 1 0 1 0 0 ] 4

業 公社CPU 業種毎合計台数 59 0 餌o 4 0 4 0 0 go 53 ㌧150
一社当平均台数 14.8 0.0 188.0 4.0 0.0 4.0 0.0 0.0 90.0 13.3 88.5

記 入 社 数 370 127 251 79 27 27 138 12 1 87 82
計 小 計 業穐毎合計台数 7,348 18,700 25,754 533 147 4,447 6,256 1,421 3322 3,633 71,66]

一社当平均台数 57.9 74.5 326.0 23.4 5.4 32.2 521.3 ],421.0 38.2 44.3 193.7

記 入 社 数 16 7 11 0 1 2 7 0 0 1 7
主

頓 自社CPU 業種毎合計台数 . 168 530 o 30 9 262 0 0 4 105 1,107
一社当平均台数 24.0 48.2 0.0 3D.0 4.0 37.4 G.0 0.0 4.o 15.o 69.2

・

記 入 社 数 0 0 0 0 O o 0 o 0 0 0
な 維 他社CPU 業樽毎合計台数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一社当平均台数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 o.o 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

記 入 社 数 0 0 0 0 0 0 0 o 0 o 0
案 工 公社CPU 業種別合計台数 0 0 0 0 0 0 0 0 o 0 0

一社当平均台数 0.0 o.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

記 入 社 数 16 7 11 0 ] 2 7 0 0 1 7
穐 業

小 計 業種毎合計台数 168 530 0 30 8 262 0 0 4 105 川07
一社当平均台数 24.0 48.2 0.0 30.0 4.0 37.4 0.0 0.0 4.0 15.0 69.2

9-2-12(3)表 業種 別 ・CPU所 在別 ・端末 機合 計数5年 後保 有予定(3}

機 梓
回 1社 当 り 平 均 吉 数 合

K Cプ 金 紙 ン キデ含 出イ P 午 複 そ

答
Rレ
Tイ
そ

融

機

テチ
1
プ

1↓ む
・ ス)

■γ ク

カン
専プ
用ll

0
杓

用

合

嬬

実
B

の

他
関 り

1_

カ
'

プ ン

`}タ
S 特

末
制

の

業 挿
数 P

の
デ
ィ

ス

用

端

末

1

タ

/

ノ寸

ア セ

1ーノ

プ ト

/を

ン ル一

夕含
_む
ラ)

端

末

殊

端

末

御

装

置 他 計

記 入 社 数 31 13 21 0 2 3 10 o o 10 5

化 自社CPU 業種毎合計台数 274 937 0 40 21 315 0 o 182 98 1,867

一社当平均台数 2Ll 44.6 0.0 ZO.0 7.0 3L5 0.0 0.0 18.2 19.6 60.2

記 入 社 数 5 3 2 0 0 o 0 0 0 [ 1

主 学 他吐CPU 業種毎合計台数 27 4 o o 0 0 0 0 : 40 72
一社当平均台数 9.0 2.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.0 40.0 14.4

記 入 社 数 0 0 o 0 0 0 0 o 0 o 0

工 公社CPU 業種毎合計台数 0 0 o 0 0 o 0 0 o 0 o

一社当平均台数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

記 入 社 数 31 16 2] 0 2 3 lo 0 0 lo 5
業 小 計 業侮辱合計台数 301 94] 0 40 21 315 0 o 183 138 L939

一社当平均台数 18.8 44.8 0.0 20.0 7.o 3L5 0.0 0.0 18.3 27.6 62.5

記 入 杜 数 3 0 2 0 0 0 [ 0 o 2 o

な 石 自社CPU 業種毎合計台数 0 甜 0 0 0 1 0 0 132 0 183
一社当平均台数 0.0 25.0 0.0 0.0 0.0 1.0 0.0 0.0 66.0 0.0 61.0

油

記 入 社 数 1 1 0 o 0 0 0 0 0 0 0

製 他社CPU 業種毎合計台数 1 0 o o G o 0 o 0 0 1

一社当平均台数 Lo 0.0 o.o O.0 0.0 0.0 O.0 0.0 OP 0.0 1.0
品

記 入 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
製 公社CPU 業種毎合計台数 o 0 0 0 0 σ 0 0 0 0 0

一社当平均台数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0平海

岨

記 入 社 数 3 1 2 0 0 0 1 0 0 2 0

業
業

小 計 業種毎合計台数 1 50 0 0 o 1 0 0 132 0 184
一社当平均台数 1.0 25.0 0.0 0.0 0.0 LG O.0 o.o 65.0 0.0 6L3

記 入 社 数 5 3 5 1 1 2 4 0 o 3 2

鉄
自社CPU 業種毎合計台数 215 11128 2 10 5 3～8 0 0 68 301 2,057

一社当平均台数 71.7 225.9 2.0 lO.0 2.5 82.0 0.O 0.0 22.7 1505 4UA

記 入 杜 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 o 0

他社CPU 業種毎合計台数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

一社当平均台数 0.0 0.0 0.O 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

鯛

記 入 杜 数 0 0 0 o o 0 o 0 0 0 0

種 公社CPU 業種毎合計台数 o 0 o 0 o 0 0 0 0 0 0
一社当平均台数 0.0 0.0 o.o 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

記 入 社 数 5 3 5 1 1 2 4 0 0 3 2
業 小 計 業種毎合計台数 215 1,128 2 ]o 5 328 0 0 68 301 21057

一社当平均台数 71.7 225.6 2.0 10.0 25 82.0 0.0 0.0 22.7 150.5 41L4

斗

噸
へ

共

餅

吟
ω
一



9-2-12(4)表 業種別 ・CPU所 在別 ・端末 機合 計数5年 後保 有予 定〔4)

機 械
回 1吐 当 リ 平 均 台 数 合

K Cプ 金 紙ン キデ含 出イ P 子 複 そ

答
Rレ
Tイ 散

テチ
|

1イ む

スH

カン
専プ 0

約 合
端そ 機 プ ツク 用ll 用

実
B

の
他 閲 1,

1(

・カ

プン
リタ

S 特
末
趨

の

の 用 「
'丁セ

ン 亭 殊

皐 悼
数 P

デ
ィ
ス

宿

案

ダ

/

ノξ

レ'
フト
/を

」

タ含
_む
ラ)

塔

末

腐

末

御

装

置 他 計

記 入 紙 数 19 7 15 0 o 2 7 0 0 6 6

電 自社CPU 業種毎合計台数
.

725 1,212 0 o 6 129 0 0 539 t8 2,659

矢
一且当平均台数 103.6 80.8 0.O o.o 3.0 18」 o.o 0.0, 89.8 8.0 }39.9

機 記 入 社 数 2 ! 】 o 0 0 0 o 0 0 2

さi
械 他社CPU 猿縛毎合計台数 10 lo 0 0 0 0 0 0 0 3 勾

一社当平均台数 10.0 10.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 L5 U,5

器

具
記 入 杜 数 1 0 0 o 0 0 0 0 0 0 1

公社CPU 業樽毎合計台数 0 0. o 0 o o 0 0 0 1 1

製 一・社当平均台数 0.0 O.0 o.o 0.0 o.o 0.0 0.0 0.0 0.0 1.0 1.0

近
記 入 社 数 加 8 16 0 0 2 7 0 0 6 7

案 小 計 藁種痘合計台数 735 1,222 0 0 6 129 0 o 539 52 2.6田

一社当平均台数 91.9 76.4 0.0 0.0 3.0 18.4 0.0 0.0 89.8 7.4 B4.2

記 入 杜 数 ll 7 10 0 2 3 8 0 o 5 1

な 翰 n杜CPU 業樟毎合計台数 95 385 o 3 12 191 0 o ]12 8 鵬

送
一社費平均台数 13.6 38.5 0.0 L5 4.0 23.9 0.0 0.0 22.4 8.0 73.3

用
記 入 辻 数 3 望 2 0 o 0 o o 0 0 0

機
他社CPU 業種毎合計台数 1 8 0 0 0 0 0 0 0 0 9

械
一社当平均台薮 ピ0 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 3.0

器
記 入 社 敏 0 0 0 0 0 0 o 0 0 0 0

具
公社CPU 業種毎合計台数

』0 o 0 0 0 0 G 0 0 0 0

製 一社当平均台数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

造
記 入 吐 数 ll 7 10 0 2 3 8 0 0 5 1

礁
莫

小 計 梨¶葺合細緻 96 393 0 3 12 191 0 0 |12 8 8|5
一社当平均台数 13.7 39.3 0.0 ㌧5 4.0 23.9 0.0 0.0 22.4 8.0 74.1

記 入 杜 数 37 9 29 0 1 2 20 3 0 8 7
卸

自社CPU 業種毎合計台数 395 1,372 o ! 5 馴6 135 o 218 た 2,544
一社当平均台数 43.9 47.3 0.0 LO 2.5 17.3 45.0 0.0 27.3 |o.3 68.8

叢
記 入 社 数 6 2 4 0 0 0 1 0 0 2 1

他社CPU 藁縄毎合計台数 5 ・32 0 0 0 5 o 0 12 40 集
一社当平均台数 2.5 9.0 0.0 0.0 0.0 5.0 0.0 0.0 6.0 40.0 15.7

.

記 入 社 数 0 0 o o 0 0 0 0 0 0 0

種
商 公社CPU 窯穐毎合計台数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

一社当平均台数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

記 入 社 数 37 9 29 0 1 2 2G 3 o 8 7
社

小 計 薬種毎合計台数 400 1,⑩4 0 1 5 35| 135 0 蹴 n2 2,638
一社当平均台数 44.4 48.4 0.0 LO 2.5 17.6 45.0 0.0 28.8 16.0 7L3

9-2-12{5}表 業種 別 ・CPU所 在別 ・端 末機 合 計数5年 後保 有予定(5)

機 捜
回 1社 当 り 平 均 台 数 合

K Cプ 金 紙 ン キデ含 出イ P 予 複 そ

業 種

答

実

数

B

P

Rレ
Tイ

そ
の
他
の
ア
イ
ス

融

肢

間

用

端

末

テチ
|プ

■

り
|
ダ
/
パ

1イ む
ス)

ツク
1^
カ

テセ
1ツ
プト
/を

カン
専プ
用1,ブ

ン
リタ
ンを
タ含
^む
ラ)

O

S

竣

求

杓

用

特

殊

端

末

合
端

末
回
田
装
置

の

他 針

記 入 社 数 17 7 14 0 0 2 6 4 o 1 1

小 帥ヒCPU 室種毎合計台数 199 971 0 0 四 斑 5,750 0 400 70 7,464
一社皇平均台数 28.4 69.4 0.0 0.0 lLo 8.7 1,437.5 0.0 400.0 m.0 439.}

記 入 社 数 o o 0 0 0 o 0 0 0 0 0

主 他社CPU 業種毎合計台数 0 o o 0 0 0 0 0 0 0 0
一社当平均台数 0.0 0.0 0.0 0.O 0.0 0.0 o.o 0.0 0.0 O.0 0.0

売

記 入 吐 数 0 o 0 0 0 0 0 0 0 0 o

公社CPU 業種毎合計台数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 o 0
一社当平均台数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

記 入 社 数 17 7 14 0 0 2 6 4 0 1 1
案 小 計 業種毎合計台数 199 971 0 0 22 S2 5.7萄 o 400 70 7.4"

一社当平均台数 28.4 69.4 0.0 0.0 1LO 8.7 1.4375 0.0 400.0 ?o.o 439」

記 入 社 数 67 12 19 65 9 0 18 o 0 12 12

な 金 自社CPU 業棟毎合計台数 2,426 2,367 22,537 4蛆 o 1,265 0 0 593 752 3〕,438

一社当平均台数 202.2 124.6 346.7 55.3 0.0 70.3 0.0 0.0 49.4 62.7 454.3

記 入 社 数 3 1 0 2 0 o 1 0 0 o 0

他社CPU 婁種毎合計台数 7 0 説0 0 o 70 0 0 0 0 417
一社皇平均台数 7.0 0.0 170.0 0.0 0.0 ?0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1謁,0

融

記 入 社 数 7 1 0 5 1 0 1 0 0 1 1

公社CPU 業種毎合計台数 2 0 鮒0 4 0 4 o o go 45 1,085
一社当平均台数 2.0 0.0 188.0 4.0 0.0 4.o 0.0 0.O 90.0 45.0 155.0

記 入 社 数 71 13 19 70 lo o 19 o o 13 13

婁 嵩 小 計 業種毎合計台数 2,435 2,367 23,817 鯉 0 1,339 0 0 田 797 31,940
一社当平e治 数 187.3 124.6 詞0.2 50.2 0.0 70.5 0.0 O.0 52.5 6L3 "9.9

記 入 吐 数 1 1 1 0 0 0 o o 0 0 0

生 自社CPU 業種毎合計台数 70 10 0 0 o 0 o 0 0 0 80

命 一社当平均台数 70.0 10.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 80.0
保
険
婁 記 入 社 数 0 0 o 0 0 0 0 o 0 0 o

書
代
理

他社CPU 業種毎合計台数
一社雪平均台数

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

O

o.o

0

0.0

0

0.0

0

0.0

麩
.

記 入 社 数 0 0 0 0 0 o 0 0 0 0 o

筒 サ 公社CPU 業種毎合計台数 0 0 0 0 o 0 0 0 0 0 0
1 一壮当平均台数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 o.o 0.0 o.o
ピ
ス

婁 記 入 社 数 1 1 | 0 0 0 0 0 0 0 0
)

小 計 業種毎合計台数 70 10 0 0 0 0 0 0 0 0 80
一社当平均台数 70.o 10.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 o.o 80.0

《
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9-2-12〔6)表 業 種別 ・CPU所 在別 ・端 末機合 計数5年 後保 有予 定(6)

機 種
回 1社 当 り 平 均 台 数 合

K Cプ 金 紙ン キデ含 出イ P 予 複 そ

答
Rレ
Tイ 融 テ チ'

|

1イむ
ス)

カン
専プ 0

的 合
端

そ 機 プ ツク 用り 用

実
B

の

他
関 り

1^
・カ

プ ン

1}タ
S 特

京
詞

の

業 種

の
デ
イ

用

端

|
ダ
/

テセ
1ツ
ブト

ンを
タ含
^む一

嬬
殊

靖
和

装
数 P ス 末 パ /を フ) 末 末 置 他 計

記 入 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

損
自社CPU 業種毎合計台数 0 0 o 0 0 0 0 o 0 o 0

害
保

一社当平均台数 0.0 0.O 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.O 0.0

険
案 記 入 社 数 0 0 0 o 0 0 0 0 0 0 0

主 ( 他社CPU 業種毎合計台数 0 G 0 o o 0 0 0 o 0 0
含
代

一社当平均台数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

理
集 記 入 社 数 0 0 o 0 0 o 0 0 0 0 o

サ 公社CPU 業種毎合言始 数 0 0 0 0 0 0 0 o 0 o 0
|

ピ

一社当平均台数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 o.o 0.0

ス
藁 記 入 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

}

小 計 業種毎合計台数 0 0 0 0 0 0 0 o 0 0 0
一社当平均台数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

記 入 社 数 5 1 5 o 0 0 4 o o 2 2

な 電 自社CPU 薬種毎合計台数 39 7田 0 0 0 458 0 0 80 30 1,315
一社当平均台数 39.0 141.6 0.0 0.0 0.0 114.5 0.0 0.0 40.0' 15.0 263』

P

カ

記 入 社 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 o 0

他社CPU 業種毎合計台数 o 0 0 0 0 0 0 o 0 0 0

ガ

一社当平均台数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 O.0 0.0 O.0 0.0

記 入 社 数 0 0 0 o 0 0 0 0 0 o 0
ス 公社CPU 業種毎会計台数 0 0 0 0 0 0 0 0 o 0 0

事

一社当平均台数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

記 入 社 数 5 1 5 0 0 0 4 0 0 2 2

業 業 小 計 業種毎合計台数 39 708 0 0 0 458 o 0 80 30 1,315
一社当平均台数 39.0 ML6 0.0 0.0 0.0 II4.5 0.0 o.o 40.0 ]5.0 263.0

記 入 社 数 2 1 2 0 o 0 0 0 o 1 0

広 自社CPU 業種毎合計台数 1 133 0 0 o o 0 0 18 0 152

告
一社当平均台数 1.0 66.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 18.0 0.0 76.0

■

調
査

記 入 社 数 o 0 o 0 o 0 o 0 0 0 0

他社CPU 業種毎合計台数 0 o 0 0 0 0 0 0 0 o 0

情
報

一社当平均台数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.O 0.0 0.0 σ.o 0.0 0.0 0.0

提
供

記 入 社 数 0 G 0 0 0 0 0 0 0 0 o

種 サ 公社CPU 業種毎合計台数 0 0 0 0 0 o 0 0 0 0 0

1

ピ

一社当平均台数 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 G.0 0.0 0.0

ス 記 入 社 数 2 1 2 0 0 0 o 0 0 0 0
窯 小 計 業種毎合計台数 1 1臼 o 0 o 0 0 0 18 0 152

s

一社当平均台数 1.0 66.5 0.0 0.0 o.o 0.0 0.0 0.0 18.0 0.0 76.0

9-2-12(7}表 業種別 ・CPU所 在別 ・端 末機 合計 数5年 後保 有予定〔7)

機 種
回 1社 当 り 平 均 台 数 合

K Cプ 金 紙 ン キデ含 出イ P 干 複 そ

答
Rレ
Tイ

そ

融

機

テチ
1
プ

1イ む

スH

ツ ク

カン
専 プ
用り

o
約

用

合

端

業 種

実

数

B

P

の

他
の
デ
ィ
ス

閑
月

端

末

.

Il

1

ダ

/

パ

1(
・カ

テセ
1ツ
プ ト
/を

プン
リタ
ンを
タ含
(む
ラ)

S

端

末

特

殊

端

末

末
制
御

装
置

の

他 計

主 記 入 社 数 20 ll 15 2 2 2 6 3 0 6 6

情 自社CPU 婁檀毎合計台数 555 2,047 280 ll 19 67 320 o 176 129 3,604

報 一社当平均台数 50.5 1鵠,5 140.0 5.5 9.5 lL2 106.7 0.0 29.3 2じ5 180.2
処
理
サ 記 入 社 数 3 1 1 0 1 o 0 0 0 0 2

な | 他社CPU 業種毎合計台数 2 】 0 4 o 0 0 0 0 51 58
ビ
ス

一社当平均台数 2.0 1.0 0.0 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 o.o 25.5 19.3

業

シ
記 入 社 数 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 [

棄 7 公社CPU 業種毎合計台数 o 0 0 0 0 0 0 0 o 5 5
} 一社当平均台数 0.0 o.o 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 5.0 5.0
ウ
工

ア 記 入 社 数 21 12 16 2 3 2 6 3 0 5 7

種 婁
小 計 業種毎合計台数 557 2,048 280 15 19 67 320 0 176 185 3,667

一社当平均台数 46.4 128.0 140.0 5.0 9.5 U,2 106.7 0.0 29.3 26.4 174.6
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9-2-・13〔1}表 業種別 ・回線 規格 別 ・通信 回線保 有現況(1)

同級棟別 言c 特 定 回 線

入
帯 域 品 目

D D D D D D 1 1 」
実 1 1 5 7 9 13 1 3 1

敢 郁
、

数 S

各記 入数 2 1 0 0 0 0 0 0 0 0
・一・ 次 廠 業 計 :業桶毎合計 16 0 0 0 0 0 0 0 0

一 社平均 16.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

各紀 人数 225 143 3 14 22 19 5 12 1 1

二 次 赤.※ 計 業H侮 合計 1.3D3 32 74 78 52 12 43 1 4
一社 平均 9.1 10.7 5.3 3.5 2.7 2.4 3.6 LO 4.0

各 記入数 301 154 6 51 46 21 3 7 3 0

三 次 ∫罷 業 計 業桶振合剖- 4」30 26 L357 L6與 78 19 29 7 0
一"三{z均 26.8 4.3 26.6 36.6 3.7 6.3 4.1 2.3 0.0

各 記 入数 29 16 0 2 1 } 0 1 0 0

公 務 計 業桶毎合計 410 0 27 1 3 0 5 0 0
・一 社 平 均 25.6 0.0 13.5 1.0 3.0 0.0 5.0 0.0 0.0

各記 入数 557 314 9 67 69 4i 8 20 4 1

全r}ll態3卜 .業種毎合計 5,859 58 1,458 L763 B3 31 77 8 4
一 社平均 18.7 6.4 21.8 25.6 3.2 3.9 3.9 2.0 4.0

各記 入数 22 17 0 0 0 2 1 0 0 o

甑 組 工 業 業桶毎合計 82 0 0 0 7 3 0 0 0

一}ヒ 平 均 4.8 0.0 0.0 0.0 3.5 3.0 0.0 0.0 0.0

各記 入数 44 28 1 1 2 4 1 5 0 0

化 学 工 業 粟棟毎合計 171 1 1 10 8 1 7 0 0
一・杜 平 均 6.1 LO 1.0 5.0 2.0 1.0 ].4 0.0 0.0

各 需己入 数 8 6 0 ! 1 2 1 1 1 0

コ三 イr油製品製造 業 業桶毎合計 66 0 30 1 10 3 1 1 0
一 社平 均 lLO O.0 30.0 1.0 5.0 3.0 1.0 1.0 0.0

各記 入数 8 4 1 0 0 1 0 1 0 0

鉄 鋼 業 業鰍毎合計 124 2 0 0 1 0 1 0 0
一 社 平 均 31.0 2.0 0.0 0.0 1.0 0.0 1.0 0.0 0.0

電気機械器》L 各記 入数
業種毎合計

27 19

441

0

0

1

3

3

5

1

2

0

0

l

l

o

o

0
0

製 造 業 一 トヒ平 均 23.2 0.0 3.0 1.7 2.0 0.0 LO 0.0 0.0

な
輸送川機械器具

各記 入数
※桶毎合計

19 14

137

0

0

6

u

2

2

1

3

0

0

2

31

0

0

1
4

製 造 業 一 社 平 均 9.8 0.0 1.8 1.0 3.0 0.0 L5.5 0.0 4.0

各記 入数 52 33 1 2 5 3 0 3 0 0

卸 ※ ・商 社 薬練毎合計 163 4 7 10 14 0 4 0 0
一 社 平均 4.9 4.0 3.5 2.0 4.7 0.0 1.3 0.0 0ρ

各院 人数 21 11 0 0 2 0 0 0 0 0

小 売 業 業領海合計 92 0 0 4 0 O 0 0 0

一 仕 平均 8.4 0.0 0.0 2.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

各配 人数 95 40 3 33 23 5 3 1 2 0

黙 金 融 業 業棟毎合計 2,068 19 1,147 1,630 26 19 2 6 0
一 吐 平均 5L7 6.3 34.8 70.9 5.2 6.3 2.0 3.0 0.0

生 命 保 険 業(含代
理 業・サー

各雷己人数
糞桶毎合計

6 5
204

0
0

3
91

、0

0

0

0

0

0

1

2

0

0

0

0

ビス業) 一 社平 均 40.8 0.0 30.3 0.0 0.0 0.0 2.0 0.0 0.O

損 渉 保 険 業 各記 入数 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0

(含代理 業・サー 業種毎合計 24 0 0 0 0 0 0 0 0

ビス剰 一 枝平 均 12.0 0.0 0ρ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

各記 入数 8 1 0 0 0 0 0 0 0 0

棟 電力 ・ガス事 業 業舶6合 計 1 0 0 0 0 0 0 0 0
一 社 平均 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

広告瑚 査・情報 各記 入敷
藁梢晦合計

5 2

5

0

0

0

0

l

l

1

7

0

0

0

0

0

0

0

0
提供サー ビス業 一社 平均 2.5 0.0 0.0 LO 70 0.0 0.0 0.0 O.0

情報処理サーピ 各 記入数 31 19 1 4 5 5 0 0 0 0

ス業 ・ソフ トウ 業種毎合計 266 2 67 7 9 0 0 0 0

エア業 一社 平均 14.0 2.0 16.8 L4 1.8 0.0 0.0 0.0 0.0

9-2-13(2}表 業 種別 ・回線 規格 別 ・通 信回線 保有 現況(2}

回線種別 記 特 定 回 線 公衆回線 息 合

入 符 号 品 目 電 電 殴

実 50 100 200 1,200 2,400 4,800 9,600 48K 話 Ω 回

.教 権 数 巾 取 線 計

各記 入数 2 0 o 2 0 o 0 0 0 1 0 o
一 次 産 業 計 奪権毎合計 o 0 23 0 o 0 0 0 1 0 o ω

一 社平均 0.O 0.0 }L5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 LO 0.0 0.0 因〕.0

各配 人数 泌 13 2 52 路 30 !9 5 3 118 21 52

二 次 産 室 計 葉棟毎合計 田 16 696 279 160 52 8 5 961 234 2,817 息910
一 社平均 6.4 8.0 13.4 8.0 S.3 2.7 |.6 L7 8.1 1u 別.2 30.7

各記 入数 301. ll 5 43 66 61 31 4 7 関 37 55
三 次 産 業 計 $穐 毎合計 斑 67 u23 3,591 2,082 213 14 14 1,6』7 LO69 997 |8,380

一 社平均 2L2 13.4 26.1 口.4 艮} 6.9 3.5 2.0 16.8 28.9 18.1 61.1

各記 入数 烈 4 o 9 5 5 1 0 0 3 o 3
公 務 計 玉樟毎合計 η4 0 293 117 15 2 0 0 55 0 15 1.n7

一 社平均 193.5 0.0 32.6 23.4 3.0 2.0 0.0 0.0 18.3 o.o S.0 59.2

各記 入数 557 28 7 lo6 106 96 51 9 10 2加 59 llo
全 慌.業 計 質種毎合計 LO90 田 2,!35 3,987 2,257 267 2 19 2,664 L303 3,829 27.w7

一 吐平均 38.9 lL9 a〕」 37.6 23.5 5.2 2.4 lL9 12.1 22.5 誕.8 49.6

缶紀 人数 箆 1 0 4 4 3 3 0 i 16 5 4
頃 提 工.案 零種毎合計 4 0 16 21 5 5 0 2 67 田 18 捌

一 社平均 40 0.0 40 5.3 L7 1.7 0.0 2.0 4.2 lL6 4.5 1■1」,

各記 入数 44 5 0 17 11 3 2 1 0 21 4 10

化 学 工 業案種毎合計 44 0 212 44 6 3 1 0 139 49 関 765
一 社平均

8.8 0.0 12.5 4.0 2.0 1.5 |.0 0.0 6.6 12.3 6.8 17.4

各記入数 8 0 0 1 2 2 1 1 1 3 o 1

主 石油製品賢這婁 .零種.毎合計 o 0 45 3| 6 9 3 1 ほ7 0 2 316

一 社平均 0.0 0.O 45.0 15.5 3.0 9.0 3.0 Lo 45.7 0.0 2.o 4&3

各記入数 8 o 0 3 3 3 3 0 1 3 o 5

鉄 鋼 婁 案伎毎合2} 一 〇 0 !6 7 烈 14 0 2 4 0 1,418 し618
一 社平均 0.0 0.0 5.3 23 9.7 4.7 0.0 2.0 L3 0.0 283.6 269.7

電気機械器具 各記入薮 η 1 0 6 5 4 o 2 0 14 2 7

零種毎合計 臼 o 244 126 泣 0 2 0 154 12 眠 2,033
製 造 窯 一 吐平均 23.0 0.0 40.7 25.2 8.0 0.0 LO 0.0 1Lo 6.0 川 」 753

輪送馬機織器具 古記 人数 19 0 0 5 4 4 4 0 0 4 3 9

な 貧種毎合計 0 0 別 27 鈎 5 0 0 控 43 186 随
製 造 暴 一 吐平均 0.0 0.0 4.8 6.8 8.5 1.3 0.0 0.0 5.5 143 a}.7 27.8

各記入数 52 0 1 5 3 7 3 2 1 24 7 7

日 案 ・商 社 草掩壕合計 0 2 62 30 36 4 2 1 籾 135 田 857
一 社平均 0.0 2.0 12.4 m.0 5.1 L3 LO 1.0 12.2 19.4 12.7 16.5

缶配 人数 21 0 0 1 2 4 2 o 0 10 1 3

小 売 案 欝憤毎合計 o 0 |8 4 6 2 o 0 337 73 9 545

一社平均 0.0 0.0 18.0 2.0 L5 LO o.o O.0 33.7 73.0 3.o 260

各記 入数 95 6 1 12 42 あ 10 0 4 13 18 16

婁 金 融 案 実権毎合計 田7 4 462 2,711 L蘭o 150 o 8 4}3 705 初 1L514
一社平均 3L2 4.o 38.5 64.5 63.8 15.0 0.0 2.0 3L8 39.2 18.6 12|.2

生 命保「険 婁 各記 入数 6 0 0 3 | 0 0 0 1 2 1 0

(含代理業・サー 電穐毎合計 0 0 29 39 0 0 0 2 29 1 0

ビス剰 －u平 均 0.0 0.0 9.7 39.0 0.0 o.o 0.0 2.0 [4,5 LO 0.O

損害保険彙 各記 入数 2 0 o 0 1 1 1 0 0 0 0 1

{含代理窯・サー 重樟、毎合計 0 0 o 13 5 1 o 0 0 0 4 47

ヒス.剰 一社 平均 0.0 0.0 0.0 13.0 5.0 1.0 0.O 0.0 0.0 0.0 4.0 匁L5

各配 人数 8 0 0 1 0 4 2 o 0 1 0 5

穐 竃か ガス事彙 寒穐毎合計 0 o 126 0 " 3 0 0 5 0 178 折
一吐 平均

0.0 0.0 126.0 0.0 16.o 15 0.0 O.0 5.0 0.0 35.6 47」

広告・諏呈・情報 缶記 入数 5 0 0 0 0 0 o 0 o 2 0 1

案穐毎合計 0 o 0 o 0 0 0 0 訂 0 1 51
提供サービス婁 一社 平均 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 O.0 18.5 0.0 LO 1旺2

情報処理サーピ 各記 入数 31 0 o 8 6 8 7 o 0 18 4 3

ス.案 ・ソ7ト ウ 室穐毎合計 o o 232 56 49 29 0 0 314 38 岱 Ll因
エア業 一 仕平均 0.0 0.0 29.0 9.3 6」 4.】 0.0 0.0 }7.4 9.5 1L7 蕊6
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9-2-14{1)表 業種 別 ・回線規 格別 ・通信 回線保 有予 定{1}

回 線 ω 号II 記 特 定 回 線

→

帯 域 品 目
人

D D D D D D 1 1 J

実 1 1
S

5 7 9 13 1 3 1

業 師 数

各記入数 2 1 0 0 0 0 0 0 0 0
一・ 次 麿 業 汁 菜種毎合計 20 0 0 0 0 0 0 0 o

一社平均 20.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
各記入数 !45 86 5 2 9 9 9 8 0 2

二 次 産 業 計 業種毎合計 1,197 21 8 44 37 35 55 0 5
一一社平均 13.9 4.2 4.0 4.9 4」 3.9 6.9 OO 20
各記入数 206 loo 7 18 29 15 5 7 2 1

三 次 産 業.計 業種毎合計 5,247 64 470 6U 165 23 31 4 30
一・社平均 52.5 9.1 26.1 21.1 1LO 4.6 4.4 2.0 30.0

各記入数 14 5 1 i 2 0 0 0 0 '0

公 務 計 業種鉦合計 235 17 4 31 0 0 0 0 0
一一社平均 47.0 17.0 4.0 15.5 0.0 0.0 o.o 0.0 00
各記入数 367 192 13 21 40 24 14 15 2 3

全 産 業'計 業霞毎合計 6,699 102 482 686 2(尼 58 86 4 35
一・杜平均 34.9 7.8 23.0 17.2 8.4 4.1 5.7 2.0 IL7
書記人数 L7 9 0 0 0 1 2 0 00 1

繊 維 工.業 業種毎合計 別 0 0 0 5 19 0 0 1
一社平均 9.3 0.0 0.0 0.0 6.0 9.5 0.0 0.0 1.0
各説人数 27 20 3 0 0 】 3 1 0 0

化 学 工 業' 業種毎合計 143 5 0 0 4 3 2 0 00
一'社平均 7.2 L7 0.0 0.0 4.0 LO 2.0 0.0 0.0
各記入数 3 3 0 0 0 0 0 0 0 o

主 石油製品製造業 葉挿毎合計 27 0 0 0 o 0 o 0 0
一・社平均 9.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
各記入数 5 1 1 0 0 0 0 0 0 0

鉄 鋼 業 業種毎合計 60 4 0 0 0 0 o 0 0
一'社平均 60.0 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

電気機械器1し 各説人数 17 11 正 1 1 1 0 1 0 0
業種毎合計 458 12 5 2 3 0 1 0 0

製 造 業 一社」ド均 4L6 12.0 5.0 2.0 3.0 0.0 1.0 0.0 0.0

輸送用機械器具 各記入数 12 9 0 1 0 1 1 3 0 1
な

製 造 業
難 句合計
一.社平均

126
14.0

0

0.0

3

3.0

0

0.0

3

3.0

3

3.0

41

13.7

0

0.0

4

4.0
各記入数 33 16 1 0 3 2 0 2 0 0

卸 業 ・ 商 トヒ 菜種毎合計 Il4 2 0 10 15 0 3 0 0
一トヒ平均 7.1 2.o 0.0 3.3 7.5 0.0 L5 0.0 0.0

各記入数 14 8 3 0 1 0 o 0 0 0
小 売 業 菜種毎合計 136 35 0 5 0 0 0 0 0

・一・社 平 均 17.0 H.7 0.0 5.0 OD 0.0 0.0 0.0 0.0

各記入数 74 30 1 13 15 6 2 1 1 0
業 金 融 業 鮒 、舞台計 2,554 10 402 498 105 7 3 2 0

一一・社 平 均 85.1 10.0 30.9 33.2 17.5 3.5 3.0 2∫ 〕 0.0
生`1>保 険 業 各記入数 3 2 0 0 0 o 0 1 0 0
〔fT代理業・サー 業種毎合計 121 0 0 0 0 0 11 0 0
ビス裳層) 一 ・社 」}z均 60.5 0.0 0.0 0.G 0.0 0.0 ll.0 0.0 0.0
}ll書 保 険 業- 灸1記入数 0 0 0 0 o 0 0 0 0 0

(含代理業`・サー 業種毎合計 0 0 0 0 0 0 0 0 0
ビス蜘 一'社平均 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

各記入数 5 1 0 0 0 0 0 0 o 0
簡 電力 ・ガス'1橡 業種毎合計 8 0 o 0 0 0 0 0 0

・一・社 ユ1ζ均 8.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 OD 00
広lli・・1謝f・ 情 報 各記入数 2 0 0 0 1 0 0 0 0 0

提供サービス※'
業種毎分計
一・社平均

0

0.0

0

0.0

0

0.0

2

2.0
0

0.0
0

0.0
0

0.0
0

0.0

0

0.0
情報処理サーピ 各記入数 18 13 1 1 1 1 0 2 o 0
ス 業'・ ソ フ ト ウ 嚢腫毎f}計 538 15 30 3 5 0 4 0 0
エア業 一一・社 平 均 41.4 15.0 30.0 3.0 5.0 0.0 2.0 0.0 0.0

ノ

9-2r14(2)表 業 種別 ・回線 規格 ・通信 回線保 有予定{2)

回線種別 記 特 定 回 線 公衆回線 DDX △私 [

符 号 品 目一

電 電 回 ノぐ八

ケ 設

実
50 10G 200 1,200 21400 4,800 9,600 48K

話 僧
線

交

ツ

ト 回

業 種

数
型 貝` 換

交
換 線 計

各記入数 2 0 o 0 0 0 0 o o 1 0 0 1 o
一 次 産 業 計 業種毎合計 0 0 0 0 0 0 0 0 10 0 0 50 0 80

一社平均
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 o.o 0.0 0.0 10.0 0.0 0.0 50.0 0.0 40.0

各記入数 145 0 ] 9 13 18 n 7 3 58 ll 17 19 29
二 次 産 業 計 頴 毎合計 0 6 178 166 122 60 54 2 855 152 201 201 1,684 5,103

一社平均 0.0 6.0 22.3 12.8 6.8 5.5 7.7 7.3 L2.6 13.8 1L9 10.6 58」 352
各記入数 206 6 2 14 誕 47 以 5 8 64 20 10 13 四

三 次 産 業 計 業種毎合計 44 u5 |,Om 2,518 2,853 464 78 鵠 2,306 747 3田 II6 956 18,2田
一社平均 73 57.5 72.1 74.1 60.7 19.3 13.0 4.8 36.0 37.4 39.8 8.9 33.0 88.8

各記入数 14 1 0 5 1 1 0 0 0 2 o 0 1 ]
公 務 計 業種毎合計 |5 o 89 6 Io 0 0 0 138 0 0 蹴 10 86〕

一社平均 15.0 0.0 17.8 6.0 10.0 0.0 0.0 0.0 69.o 0.0 0.0 3《6.0 10.0 6L5
各記入数 367 7 3 カ 48 66 35 13 ll 135 31 27 34 59

全 産 業 計 婁権臣合計 59 12] 1,277 2,690 2,985 524 132 60 3,309 899 599 673 2,650 24,332
一社平均 8.4 40.3 47.3 56.0 45.2 15.0 10.2 5.5 以.5 29.0 22.2 19.8 44.9 663
各記入数 17 0 0 1 1 2 2 2 1 9 2 2 1 4

繊 維 工 業 業種毎合計 0 0 2 22 5 7 27 2 56 39 17 4 26 317
一}t平 均 0.0 0.0 2.0 22.0 2.5 3.5 13.5 2.0 6.2 19.5 85 4.0 6.5 18.6
各記入数 27 0 0 0 2 3 2 1 0 12 2 4 5 5

化 学 工 業 業種毎合計 0 0 0 16 i2 25 1 0 143 13 57 68 62 554
一吐平均 0.0 0.0 0.0 8.0 4.0 12.5 LO 0.0 Ii.9 6.5 14.3 136 12.4 a).5

各記入数 3 o 0 0 1 0 0 0 0 1 0 o 0 0
主 石油製品製造業 業種毎合計 0 0 0 1 o 0 0 0 138 0 0 0. 0 166

一吐平均 0.0 0.0 0.0 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 138.0 o.o 0.0 0.0 0.0 55.3

各記入数 5 0 0 1 2 3 3 1 G 3 G 0 1 3
鉄 泉 業 賭毎合計 0 o 2 4 26 14 2 0 16 o o 15 816 959

一社平均 0.0 0.0 2.0 2.0 8.7 4.7 2.0 0.0 5.3 0.0 0.0 15.0 2η.0 1田,8

冠気機械器具 各記入数 17 0 0 2 4 3 1 1 0 8 2 2 3 6

製 造 業
業種毎合計
一社平均

0

0.0

0
0.0

140
70.0

]α～

27.0

35

1L7

5

5.0

l

LO

0

0.0

144

[3.0

14

7.0

15

7.5

35

1L7

588

98.0
㌧566

92.1

輸送用機械器具 各記入数 12 o 0 2 ! 1 1 0 1 1 2 1 2 5
な 業種毎合計 0 0 L2 12 3 1 0 10 10 45 ⑳ 35 146 475

製 造 業 一社平均 0.0 0.0 5.0 12.0 3.0 1.0 0.0 10.0 m.0 23.0 20.0 17.5 29.2 39.6
各記入数 田 0 o 2 0 4 5 1 1 12 1 5 5 2

初 葉 ・商 社 業種毎合計 0 0 24 o 39 19 2 2 2促 24 17 刀 7 503
一社平均 0.0 0.0 12.0 0.0 9.8 3.8 2.0 2.0 16.8 銅,0 3.4 4.6 3.5 152
各記入数 14 0 o } L 2 1 o 0 7 2 1 2 0

小 売 業 憩 室合計 0 0 15 1 2} 5 0 0 221 79 10 田 G 553
一}t平均 0.0 0.0 15.0 1.0 10.5 5.0 0.0 0.0 31.6 39.5 10.0 12.5 0.0 39.5
各記入数 74 2 0 3 24 田 7 3 4 10 ll 2 1 ll

業 金 融 業 斐賠 合計 17 0 168 1,483 2.2田 174 45 9 355 511 320 16 320 9265
一‡坪 均 8.5 0.0 55.0 6L8 80.9 24.9 15.0 23 35.5 46.5 160.0 16.0 29.1 125.2

生 命 保 業 各記入数 3 0 0 3 2 0 ] 0 1 1 0 0 0 0
{盆代理無サー 婁笹葺合計 0 0 569 132 o ll6 0 ll 519 o 0 o o L479
ビス剰 一社平均 0.0 0.0 189.7 66.0 0.0 n6.0 0.0 1].0 519.0 0.0 0.0 0.0 0.0 4田.0

損 害保 険 業 各記入数 0 0 0 0 0 0 0 ㍉0 0 0 0 0 0 0
〔含代理業・サー 類 毎合計 0 0 0 o 0 0 0 0 o 0 0 0 0 0
ビス婁) 一社平均 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

書記人数 5 0 0 1 0 3 1 0 0 1 0 0 0 3
種 電か 力時 文 業種毎合計 0 0 39 0 135 i 0 0 6 0 0 0 82 272

一社平均 o.o 0.0 39.0 0.0 45.3 1.0 0.0 0.0 6.0 0.0 0.0 00 273 別4

広告・調査・情報 各記入数 2 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0

提供サービス業
業種毎合計
一社平均

0
0.0

0
0.0

0

0.0

0
0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

3

3.0

o

o.o

0

0.0

0

0.0
O

o.o
5

2.5
情報処理サーピ 各記入数 18 0 0 [ 2 4 4 1 1 10 0 2 4 2
ス 業 ・ソフ トウ 業種毎合計 0 0 loo 80 134 75 20 10 613 0 51 5] 42 ),771
エア業 一吐平均 0.0 0.0 100.0 40.0 33.5 18.8 20.0 ]0.0 6].3 0.0 25.5 12.8 2LO 98.4

斗
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9～2-15(1)表 業種別 ・回 線規 格別 ・1社1日1回 線 当 り実使 用時 間平 均(1}

回線種別

業 種

記

入

実

数

特 定 回 線

帯 域 品 目

D
l

D
l
S

D
5

D
7

D
9

D
13

1
1

1
3

』

1

一 次 産 藁 計
各記入故

由3嵩鵜

1 0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

O

O.0

0

0.0

0

0.0

二 次 産 藁 計
各記入数
〕社堂実使
用時間平均

174 105

4.8

0

0.0

6

2.7

14

4.0

13

4.5

4

5.3

4

8.5

0

0.0

0

0.0

三 次 産 集 計
各記入数
1性当り実
用時間平均

225 105

6.0

2

4.5

33

6.6

28

5.8

11

4.7

2

13.5

3

5.7

2

8.0

0

0.0

公 務 計
書記人数
1社告実使
用1時間平均

23 12

10.0

0

0.0

2

5.0

1

1.0

1

2.0

0

0.0

1

8.0

0

0.0

0

0.0

金 座 藁 計
各記入数

1吐出実使
用時間平均

423 222

5.7

2

4.5

41

5.9

43

5.1

25

4.5

6

8.0

8

7.4

2

8.0

0

0.0

主

な

業

楓

繊 維 工 業
書記人数

1杜自実使
用時間平均

17 13

5.9

0

0.0

0

0.0

0

0.O

1

4.0

1

4.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

化 学 工 業
各記入数
】社台実使
用時間平均

36 24

5.0

0

0.0

0

0.0

1

4.0

3

6.7

1

6.0

1

8.0

0

0.0

0

0.0

石油製品製造業
各記入数
1社当実使
用暗闇平均

6 3

2.0

0

0.0

0

0.0

1

1.0

1

5.0

0

0.0

0

0.O

0

0.O

0

0.0

鉄 鋼 藁
各記入数

1吐出実使
用時間平均

5 3

73

0

0.0

0

0.0

0

0.0

O

O.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

電気機械器具

製 造 業

各記入数
1社当実使
用時間平均

22 14

6.5

0

0.0

1

3.0

2

5.0

0'

0.0

0

0.0

l

lO.0

0

0.0

0

0.0

輸送用機械器具

製 造 業

各記入数
1社当室使
用時間平均

13 9

4.4

0

0.0

3

1.3

0

0.0

1

5.0

0

0.0

1

8.0

0

0.0

0

0.0

卸 業 ・商 社
各記入数
1社当室使
用時間平均

40 22

5.0

0

0.0

1

3.0

5

2.6

3

6.3

0

0.0

1

2.0

0

0.0

0

0.0

'卜 売 藁
各記入数
1吐出実使
m時 間平均

19 9

5.2

0

0.0

0

0.0

2

5.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

金 融 薬
各紀人数
1杜6実 使
用詩筒平均

67 28

7.5

1

8.0

21

7.8

12

9.3

0

0.0

2

13.5

1

3.0、

1

15.0

0

0.0

生 命 保 険 業(含代
理 藁・サー

ビス案)

各記入数
1社豊実使
用時間平均

2 2

4.0

0

0.0

1

6.0

0

0.0

O

O.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

損 害 保 険 業
(含代理 業・サー
ビス業)

各配入数
1社台実使
用時間平均

2 2

5.5

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

電力 ・ガス事業
各記入数

1枝路実使
用時間平均

6 0

0.0

0

0.O

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

O

O.0

0

0.0

広{㌣調 査・情報

提供サー ビス業

春泥人数

1社当実便
用時間平均

5 2

2.5

0

0.0

0

0.0

1

2.0

1

5.0

0

0.0

10
,0.0

0

0.0

0

0.0

情報処理サービ
ス粛 ・ソフ トウ
ェア叢

香花人数
1吐出実使
用時間平均

21 12

5.8

0

0.0

2

4.5

2

3.0

3

1.7

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

9-2-15〔2)表 業種別 ・回 線規 格別 ・1社1日1回 線 当 り実使 用時 間〔2)

回線種別

薬 種
、

記

入

実

数

特 定 回 線(専 用回線} 公衆回線 私

設

回

線

合

計

符 号 品 目 電

話

型

電

信

型

50 loo 珈 1.⑳ 2,400 4,800 9,600 48K

一 次 産 室 計
各記入数
1社貴実使
用時間平均

1 0

0.0

0

0.0

1

4.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

1

2.0

0

0.0

0

0.0 3.0

二 次 産 業 計
各記入数
1社豊実使
用時間平均

174 8

4.6

0

0.0

33

4.3

22

5.1

19

4.3

10

5.2

4

5.8

3

3.7

87

3.1

16

3.6

34

4.0 4.2

三 次 産 藁 計
各記入数

)吐出実使
用時間平均

225 8

3.4

2

3.0

25

7.2

45

6.3

36

5.9

18

5.6

1

7.0

2

6.5

65

3.0

別

35

37

6.2 5.S

公 務 計
各記入数
1枝吉実使
用野間平均

23 3

4.0

0

0.O

7

2.6

3

5.7

3

4.3

1

8.0

0

0.0

0

0.0

2

LO

0

0.0

2

4.5 5.7

生 産 業 計
各記入数
}吐出実使
用時間平均

423 19

4.0

2

3.o

65

5.2

70

5.9

58

5.3

29

5.5

5

6.0

5

4.8

155

3.0

40

3.5

73

5.1 5ρ

主

な

業

種

繊 維 工 業
各記入数
1社自責使
用時間平均

17 1

9.0

0

0.0

4

3.5

2

5.0

2

4.0

3

4.3

0

0.0

1

5.O

12

2β

4

3.5

2

5.5 4.5

化 学 工 業
各記入数
1社台実使
用時間平均

36 3

2.3

O

O.0

11

4.0

8

5.5

2

4.5

1

8.0

1

6.0

0

0.0

15

2.2

2

2.5

7

3.9 4.2

石油製品製造業
各記入数
1社告実使
用時間平均

6 0

0.0

0

0.0

1

3.0

1

4.0

1

4.0

1

4ρ

1

40

1

5.0

1

1.0

0

0.0

1

LO 2.8

鉄 鋼 桑
各記入数

}社告実使
用時間平均

5 0

0.0

0

0.0

1

50

1

8.0

1

8D

1

8.0

0

0.0

1

1ρ

3

1.0

0

0.0

2

20 4.2

電気機械器具

製 造 業

各記入数
1社自実使
用時間平均

22 0

0.0

0

0.0

5

4.4

4

6.5

2

50

O

Oρ

1

9.0

0

0.0

10

5.2

2

1L5

4

5β 6.0

輸送用機械器具

製 造 藁

各記入数
1社台実使
用時間平均

13 0

0.0

0

0.0

2

3.0

2

1.0

2

5.O

3

6.0

0

0.0

0

00

2

LO

1

5.0

5

s.4 4.3

印 章 ・商 社
各記入数
ハ吐真実使
用時間平均

40 0

0.0

1

4.0

3

20.7

1

LO

3

4.3

1

4.0

0

0.0

0

0.0

17

3.8

2

2.0

3

5フ 5.0

小 売 藁
各記 入数
1社台実使
用時間平均

19 0

0.0

0

0.0

1

3.0

2

6.0

4

3.5

2

2.5

0

0.0

0

00

9

1β

1

3.0

3

5.7 4.0

金 融 業
各記 入数
1吐5実 使
用時間平均

67 5

4.6

0

0.0

9

5.2

30

7.0

18

6.8

7

7.1

0

0.0

2

65

7

3δ

14

4.2

10

8.9 7.1

生 命 保 険 業(含代
理案・サー

ビス婁)

各記 入数
1枝吉実使
用時間平均

2 0

0.0

0

0.O

1

2.0

0

0A

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

1

2.0

1

2.0

0

0.0 3.3

損 害 保 険 業(含代
理業・サー

ビス藁)

各記 入数
1吐n実 使
用時間平均

2 0

0.0

0

0.0

0

0.0

1

6.0

1

6.0

1

6.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

1

5.0 5.6

電力 ・ガス事業
各記 入数
1社台実使
用時間平均

6 0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

2

6.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

5

5.0 5.2

広告・調査・情報

提供サー ビス婁

.各記入数

1社5実 使
用時間平均

5 0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

00

2

LO

0

0.0

1

LO 2.0

情報処理サー ビ
ス案 ・ソフ トウ
ェア藁

各記 入数

1吐出裏矩
用時間平均

21 0

0.0

0

0.0

4

3.0

4

S.0

3

5.3

4

4.8

0

0.0

0

0.0

9

1.7
1

1

2.0

1

1.0 3.8

《
ω
a

o

u

×

ト

1

>

主

業
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9-2-16表 業種 別 ・特 定通信 回線 利用態 様現況

(多血回答).

区 別 回 自 共 他 他 延

己 人 人
答

単
同

使 使
べ

実 独 使 用 用
合

の の

業 種 数
使

用
用 主 客 計

一 次 産 業 計 社 数 1 1 0 0 0 1

% 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 100.0

二 次 産 業 計
杜 数 194 178 48 10 7 243

% 100.0 9L8 24.7 52 3.6 125.3

三 次 産 業 計
社 数 270 236 44 36 L6 332

% 100.0 87.4 16.3 13.3 5.9 123.0

公 務 計
社 数 27 27 1 0 ,0 28

% 100.0 100.0 3.7 0.0 0.0 103.7

全 産 業'計
辻 数 492 442 93 46 23 604

% 100.0 89.8 18.9 9.3 4.7 122.8

繊 維 工 業
社 数 21 18 5 0 1 24

% 100.0 85.7 23.8 0.0 4.8 Il4.3

化 学 工 業
社 数 37 35 8 0 2 45

% 100.0 94.6 21.6 0.0 5.4 12L6

石 石 油 製品 製造業
辻 数 8 8 2 0 0 10

%' 100.0 100.0 25.0 0.0 0.0 125.0

鉄 鋼 業
杜 数 7 5 6 1 1 13

% 100.0 7L4 85.7 14.3 14.3 185.7

「

電気機械器具製造業
社 数 22 20 8 3 1 32

% 100.0 90.9 36.4 13.6 4.5 145.5

な
輸 送 用 機 械 社 数 19 19' 5 0 0 24

器 具 製 造 業 % 100.0 100.0 26.3 0.0 0.0 1263

卸 業 ・ 商 社
社 数

%

43

100.0

39

90.7

6

14.0

0
.

0.0

1

2.3

46

107.0

小 売 業
社 数 18 16 1 3 0 20

%. 100.0 88.9 5.6 16.7 0.0 111.1

業 金 融 業
社 数 97 92 17 6 10 125

% 100.0 94.8 17.5 6.2 10.3 128.9

生命保険業(含 代理 社 数 6 6 0 0 0 6

業 ・サー ビス業) %
.

100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 100.0

損害保険業(含 代理 社 数 2 2 1 0 0 3

業 ・サー ビス叢) % 100.0 100.0 50.0 0.0 0.0 150.0

種 電 力 ・ガ ス 事 業
社 数 5 L 5 1 0 0 6

% 100.0 100.0 20.0 0.0 0.0 120.0

広告 ・調査 ・情報提 社 数 4 4 0 1 0 5

供サービス秦 %% 100.0 100.0 0.0 25.0 0.0 125.0

情報処理サービス業 ・ 社 数 28. 15 2 17 3 37

ソフ トウェア業 % 100.0 53.6 7.1 60.7 10.7 132.1

9-2-17表 業種別 ・5年 後の特定通信回線利用態様予定

(多 重回答)

区 分 回 自 共 他 他 延

己 人 人
答

単
同

使 使
ぺ

実
独

使
用 用 合

使 の の

業 種 数 用 用 主 客 計

一 次 産 業 計 社 数 1 0 0 1 0 1

% 100.0 O.0 0.0 lOO.0 0.0 100.0

二 次 産 業 計
社 数 161 143 56 14 6 219

% 100.0 88.8 34.8 8.7 3.7 136.0

三 次 産 業 計
社 数 232

.208
64 42

.

23 337

% 100.0 89.7 27.6 18.1 9.9 145.3

公 務 計
社 数 21 21 1 O 0 22

% 100.0 100.0 4.8 0.0 0.0 lo4.8

全 産 業 計
社 数 415 372 121 57 29 579

% 100.0 89.6 29.2 13.7 7.0 139.5

繊 維 工 業
社 数 19 16 7 1 2 26

% 100.0 84.2 36.8 5.3 10.5 136.8

化 学 工 業
杜 数

%

30

100.b

28

93.3

7

23.3

1

3.3

2

6.7

38

126.7

主 石油 製品 製造業
社 数 7 6 2 0 0 8

% 100.0 85.7 28.6 0.0 0.0 114.3

鉄 鋼 業
社 数 6 5 6 1 0 12

% 100.0 83.3 100.0 16.7 0.0 200.O

電気機械器具製造業
社 数 17 15 8 3 0 26

% 100.0 88.2 47.1 17.6 0.0 152.9

な
輸 送 用 機 械

器 具 製 造 業

社 数

%

14

100.0

12

85.7

7

50.0

1

7.1

0

0.0

20

142.9

卸 業 ・ 商 社
社 数 37 34 9 4 3 50

% 100.0 9L9 24.3 10.8 8」 135.1

小 売 業
社 数 15 12 3 4 1 20

% 100.0 80.0 20.0 26.7 6.7 133.3

業 金 融 業
社 数 88 86 25 9 15 135

% 100.0 97.7 28.4 10.2 17.0 153.4

生命保険業(含 代理
'社 数

4 4 1 1 0 6

業 ・サー ビス剰 % 100.0 100.0 25.0 25.0 0.0 150.0

損害保険業(含 代理 社 数 2 2 1 0 0 3

業 ・サー ビス業 % 100.0 100.0 50.0 0.0 0ρ 150.0

種 電 力 ・ガ ス事 案
社 数 4 4 0 0 0 4

% 100.0 100.0 0.0 0ρ 0.0 100.0

広告 ・調査 ・情報提 社 数 2 2 0 0 0 2

供サー ビス業 % 100.0 100.0 ⑪ 0.O 0.0 100.0

情報処理サービス業・ 社 数 26 16 8 16 4 44

ソフトウェア業 % 100.0 61.5 30.8 61.5 15.4 169.2

斗
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9-2-18表 業 種別 ・態様別 ・特 定通信 回線 数

単 共 自 自
態 様 社 合 社 総

が が

独 同 主
で

客
で

.

「

使 使

あ
る
他

あ
る
他

人 人
業 種 倹 計 使 計

用 用 用 用

記 入 数 0 0 1 1 0 1
一 次 産 業 計 業 種毎 回線数 計 0 0 29 29 0 29

% 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

二 次 産 業 計
記 入 数
業 種毎 回線数 計

170
2,207

45
473

7
13

222
2,693

9
178

231
2β71

% 82.0 17.6 0.5 100.0 6.6

記 入 数 231 41 38 310 12 322

三 次 産 業 計 業 種毎 回線数 計
%

10,597
79.2

1,460
10.9

1,323
9.9

13β80
100.0

42
0.3

13,422

記 入 数 26 1 0 27 0 27

公 務 計 業 種毎 回線数 計 539 1 0 540 0 540

% 99.8 0.2 0.0 100.0 0.0

全 産 業 計
記 入 数
輩 楓毎 回線数 計%

427
13,343

80.2

87
1,934
11.6

46
1,365

82

560
16,642
100.0

21
220
1.3

581
16.8621

記 入 数 16 5 0 21 1 22

繊 維 工 藁 業 棟毎 回線数 計 89 44」 0 133 6 139

% 66.9 33.1 0.0 100.0 45

記 入 数 35 7 0 42 2 44
化 学 工 業 業 種毎 回線数 計 422 35 0 457 11 468

% 92.3 7.7 0.0 100.0 1.6

主 石 油 製品 製造業
記'人 数業

種毎 回線数 計
8

123
2
4

0
0

10
127

1
2

11
129

% 96.9 3.1 0.0 100.0 1.6

記 入 数 6 5 1 12 2 14

鉄 鋼 業 業 種毎 回線数 計 197 30 4 231 2 233

% 85.3 13.0 1フ 100.0 0.9

記 入 数 20 9 2 31 1 32

電気機械器具製造業 業 種毎 回線数 計 592 274 2 868 130 998

% 68.2 3L6 0.2 100.0 15.0

な
輸 送 用 機 械

器 具 製 造 業

記 入 数業
種毎 回線数 計

%

18
143

84.6

4
26

15.4

0
0

0.0

22
169

100.0

0
0

0.0

22
169

記 入 数 39 6 0 45 0 45

卸 業 ・ 商 社 業 種毎 回線数 計 270 30 0 300 0 300

% 90.0 10.0 0.0 100.0 0.0

記 入 数 17 1 4 22 1 23

小 売 業 業 種 毎1"1線 数 計 118 1 7 126 4 130
% 93.7 0.8 5.5 100.0 3.2

記 入 数 90 18 7 115 6 121

業 金 融 業 業 種毎 回線数 計 8,632 203 508 9,343 11 9,354

% 92.4 2.2 5.4 100.0 0.1

生 命保険業(含 代理

業'サ ービス業)

.記
入 数

業 種毎 回線数 計
%

6
324

100.0

O
O

O.0

0
0

0.0

6
324

100.0
⑪

0.0

6
324

損笹保険業(含 代理

業 ・サービス業)

記 入 数業
種 毎 回線数 計

%

2
47

97.9

1
1

2.1

0
0

0.0

3
48

100.0

0
0

0.0

3
48

記 入 数 3 1 0 4 0 4

純 電 力 ・ガ ス事 業 業種 毎 回線数 計 176 10 0 186 0 186

% 94.6 5.4 0.0 100.0 0.0

広告 ・調査 ・情報提

供サー ビス裳

記 入 数業
種 毎 回線数 計

%
1;

92.3

0
0

0.0
呈

7.7

5
13

100.0

0
0

0.0
1;

情報処理ソーピス業・

ソフ トウェア業

記 入 数業 種毎 回線数 計

%

14

8il
|

0.2

17
526
91.5

32
575

100.0

3
14

2.4

35
589

`

9-2-19表 業種別 ・態 様別 ・公衆 通信 回線数

単 共 自 自
態 様 社 合 社 総

が が
独 同 主

で
客
で

あ あ

使 使
る
他

る
他

人 人
業 種 使 計 使 計

用 用 用 用

記 入 数 0 0 0 0 0 0
一 次 産 業 計 業 攣 毎回線 数計

%
0

0.0
0

0.0
0

0.0
0

0.0
0

0.0
0

記 入 数 107 9 5 121 7 128
二 次 産 業 計 業 種毎 回線 数計 1,404 鋭 27 L495 20 1,515

% 93.9 4.3 L8 】00.0 L3

記 入 数 96 13 15 124 1 125
三 次 産 業 計 業 種毎 回線 数計 2,232 275 378 2,885 1 2,886

% 77.4 9.5 13.1
.

100.0 0.0

記 入 数 3 0 1 4 0 4
公 務 計 業 種毎 回線 数計 33 0 22 55 0 55

% 60.0 0.0 40.0 100.0 0.0

記 入 数 晒 22 21 249 8 257

全 産 業 計 業 種毎 回線 数計 3,669 339 427 4,435 21 4,456
% 82.7 7.6 9.6 100.0 0.5

記 入 数 13 2 0 15 0 15
繊 維 工 業 業 楠毎 回線 数計 59 45 0 [04 0 K隅

% 56.7 43.3 0.0 loo式) OO

記 入 数 19 1 1 21 1 22

化 学 工 業 業 種毎 回線 数計 144 1 4 u9 1 150
% 96.6 0.7 2.7 100.0 0.7

記 入 数 4 0 0 4 0 4

石 石油 製品 製造業 ※ 種毎 回線 数計 "9 0 0 649 0 649

% 100.0 09 00 100.0 0.0

記 入 数 1 1 0 2 0 2

鉄 鋼 業 業 権毎 回線 数計 1 2 0 3 0 3

% 33.3 66.7 0.0 100.0 00

記 入 数 12 0 1 13 1 14
電気機械器具製造業 ※桶毎 回線 数計 120 0 1 121 12 133

% 992 0.0 0.8 100.0 9.9

輸 送 用 機 械 記 入 数 8 1 1 10 0 10

な 粟穂毎 回線 数計 図 7 20 81 0 81
器.具 製 造 業 % 66.7 8.6 24.7 100.0 0.O

記 入 数 28 5 0 33 1 説
卸 ※ ・ 商 社 :業種毎 回線 数計 474 31 0 505 1 506

% 93.9 6.1 OO 100.0 02

記 入 数 9 1 0 10 0 10

小 売 業 業種毎 回線 数計 409 1 0 410 0 410
% 99.8 02 00 100叉) 0.0

記 入 数 27 4 0 3ユ 0 31
.業 金 融 業 ※樟毎 回線 数計 },058 151 0 L209 0 L209

% 87.5 12.5 0.0 100.0 0.0

生命保険業(含 代理 記 入 数業権毎 回線 数計 2
30

0
0

0
0

2
30

0
0

2
30

業 ・サービス粟} % 100.0 0.0 0.O 1000 0ρ

川路保険業(含 代理 記 入 数
業繍 毎回 線数 計

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

業 ・サービス剰 % 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

記 入 数 0 0 0 0 0 0

照 電 力 ・ガ ス事 業 業穏 毎回 線数 計 0 0 0 0 0 o

% 0.0 OO 0.0 0.0 0.0 0.0

広告 ・調査 ・冊報提 記 入 数
與練 餌回 線数 計

1
36

1
1

0
0

2
37 3

2
37

供サー ビス紫 % 97.3 27 0.0 100.0 0.0

情報処理サービス業 ・ 記 入 数
業種毎 回 線数 計

6
24 8

12
271

18
295

0
0

18
295

ソ7ト ウェア※ % 8」 0.0 .9L9 100.O 0.0

《
ω
9◎

㊤

u

×

い

1
>

±

詫

斗

×

"1
ぺ

×

共

摯



9-2-20表 業種 別 ・トランザ クション平 均手 長 ・平均 および最繁忙 時 の1日 トランザ クション世

業 種 別

記

入

数

平

均

字

数

記

入

数

平 ト
ラ

均 ち

クー シ

ヨ

Bン

記

入

数

ピ ト

1ラ ン

ク ザ

時 ク
ー ζ

日 ン

一 次 産 業 計 2 90.0 2 9,000.0 2 25,000.0

二 次 産 業 計 186 305.8 196 16,749.9 192 26,409.1

三 次 産 業 計 245 344.8 253 62,716.7 253 103,834.4

公 務 計 18 420.1 21 5,248.2 21 7,382.1

全 産 業 計 451 330.6 472 40,844.3 468 67,405.3

主

な

業

種

繊 維 工 業 18 489.9 18 ▲8,09B.3 18 30,027.8

化 学 工 業 37 365.1 41 8,317.5 41 15,381.5

石 油製品 製造 業 6 14L8 7 13,09L4 7 17,092.9

鉄 鋼 業 4 155.0 5 49,250.0 5 87,400.0

電気機械器具製造業 23 154.7 24 41,705.0 24 66,093.9

輸送 用機械 器 具
製 造 業

17 525.2 17 19,756.3 15 15,959.2

卸 業 ・ 商 社 45 323.7 45 9,968.9 45 16,737.3

小 売 業 18 794.9 18 9,912.8 18 25β53.3

金 融 業 83 167.1 87 115,525.1 86 205,653.4

生命保険業(含 代
理業 ・サービス業)

5 240.2 5 38,857.6 5 8LlO8,0

損 害 保 険 業(含 代
理業 ・サービス業}

2 800.0 2 13,000.0 2 22,500.0

電 力 ・ガ ス 事 業 6 846.7 7 49,685.1 7 7],314.O

広 告 ・調査 ・情 報

提 供 サ ー ビ ス 業
5 1,163.6 5 6,100.0 5

.1L350・8

情報処理サービス業 ・

ソ フ ト ウ ェ ア 業
28 453.3 24' 28,358.3 25 4L556.0

9-2-21表 トラ ンザ クシ ョ ン字長 分布

トランザ クション

平均字数 六

四

六

画一∫・一

≡
八二

二
五
六三

三
八
四五

三
二六

六
四
〇七

七
六
八八

八一
九'
六〇

一 二
、 、

○○

二 三
、 、

○○

三

〇
字 以二

上八
字五
以六

竿入
以四

'浪,
-f－一

以 二

字四
以○

'」7⊥
一∫・ハ

以 八

宇瓦
以六

字二
以西

二四
四八

四七
八二

七
二 計

未 字 上字 上字 上字 上字 上字 上字 上字 ,`▼,'、一∫'-f' 字字 字
未 未 未 未 未 未 米 未 以来 以未 以

満 満 満 満 満 満 満 満 満 上満 上満 上

業 棟 別

仕数 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2
一 次 産 業 計

% 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

社数 30 43 54 20 14 7 2 3 5 7 0 1 186
二 次 産 業 計

% 16.1 23.1 29.0 10.8 7.5 3.8 1.1 L6 2.7 3.8 0.0 0.5 100.0

社数 4] 57 70 28 21 4 4 4 3 10 0 3 245
三 次 産 業 計

% 16.7 23.3 28.6 lL4 8.6 1.6 L6 L6 1.2 4.1 0.0 1.2 100.0

杜数 3 2 4 3 2 1 0 0 1 2 0 0 18
公 務 計

% 16.7 11.1 22.2 16.7 lLl 5.6 0.0 0.0 5.6 11.1 0.0 0.0 100.0

社数 74 104 128 51 37 12 6 7 9 19 0 4 451
全 産 業 計

% 16.4 23.1 28.4 ]L3 8.2 2.7 L3 1.6 2.0 4.2 0.0 0.9 100.0

社数 1 4 7 1 o 0 1 0 1 3 0 0 18
繊 維 工 業

% 5.6 22.2 38.9 5.6 0.0 0.0 5.6 0.0 5.6 16.7 0.0 0.0 100.0

社数 2 8 n 6 3 1 1 1 2 2 0 0 37
化 学 工 業

% 5.4 21.6 29.7 16.2 8.1 2.7 2.7 2.7 5.4 5.4 0.0 0.0 100.0

主 石油製品製造業
社数

%

2

333

1

16.7

1

16.7

2

33.3

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

6

100.0

社数 1 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4
鉄 鋼 業

% 25.0 0.0 75.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

電 気 機 械 器 具 社数 5 9 5 2 2 O O O 0 0 o 0 23

製 造 業 % 2L7 39.1 21.7 8.7 8.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

な
輸送用機械器具
製 造 業

社数

%

4

23.5

5

29.4

3

17.6

0

0.0

2

11.8

0

0.0

o

O.0

0

0.O

2

11.8

0

0.0

O

O.0

1

5.9

17

100.O

社数 6 9 13 6 4 1 1 1 1 3 0 0 45
卸 業 ・ 商 社

% 13.3 20.0 28.9 13.3 8.9 2.2 2.2 2.2 2.2 6.7 0.0 0.0 100.0

社数 5 5 3 2 0 1 0 0 0 1 0 1 18
小 売 業

% 27.8 27.8 16.7 11.1 0.0 5.6 0.0 0.0 0.0 5.6 0.0 5.6 100.0

杜数 12 27 32 6 5 0 0 0 0 1 0 0 83
業 金 融 業

% 14.5 32.5 38.6 7.2 6.0 0.0 0.0 0.O 0.0 1.2 0.0 0.0 100.0

生命保険業(含 代 社数 3 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 5

理業・サー ビス業) % 60.0 0.0 0.0 20.0 0.0 0.0 0.0 20.O 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

損害保険業(含 代 社数 0 0 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 2

理業 ・サー ビス業) % 0.0 0.0 0.0 0.0 δ0 50.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 100.0

種 電 力 ・ガ ス事 業
社数

%

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

1

16.7

0

0.0

1

16.7

2

33.3

1

16.7

1

16.7

0

0.0

0

0.0

6

100.0

広告 ・調査 ・情報 社数 0 2 1 0 1 0 0 0 0 0 0 1 5

提供サービス業 % 0.0 40.0 20.0 0.0 2G.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 20.0 100.0

情報処理サービス 社数 3 8 5 5 5 0 0 0 0 1 0 1 28

業 ・ソフ トウェア業 % 10.7 28.6 17.9 17.9 17.9 0.0 0.0 0.0 0,.0 3.6 0.0 3.6 100.0

斗

∨
ぺ

×

弍

膳
ω
"⊃



9'-2-22表 平 常日の1日 トラ ンザ クシ ョン数分布

平均1日
トランザクション数 ミ ミ 五 一 三 五 一 合

○ o o o
o 〇 五 o

、 、 、一 o
○ o' o一 〇 三 〇 五 oo

「

○ ○ ○ oO ○ ○ Oo oo ○
未
満

以 ○
上o

.1'O O'
10

o'
lo

o'
10

○○

未 o o ○ ○ 以

業 極 刑
i角 ○ o o o 上 計

社数 0 1 0 1 0 0 0 2一 次 産 業 計
% 0.0 50.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 100.0

杜数 85 29 25 30 ll 7 9 196
二 次 産 業 計

% 43.4 14.8 12.8 15.3 5.6 3.6 4.6 100.0

仕数 59. 18 28 57 25 28 38 253
三 次 産 業 計

% 23.3 7.1 1L1 22.5 9.9 1L1 15.0 100.0

杜数 10 4 4 2 1 0 0 21
公 務 計

.

% 47.6 19.0 19.0 9.5 4.8 0.0 0.0 100.0

tヒ数 154 52 57 90 37 35 47 472
全 産 業 計

% 32.6 1LO 12.1 19.1 7.8 7.4 10.0 100.0

社数 7 2 4 3 1 0 1 18
繊 維 工 業

% 3B.9 11.1 22.2 16.7 5.6 0.0 5.6 100.0

社数 18 5 3 14 1 0 0 41
化 学 工 業

% 43ざ9 12.2 7.3 34.1 2.4 0.0 0.0 100.0

主 石油製品製造業
杜数 5 0 0 O 1 1 0 7

% 71.4 0.0 0.0 0.0 14.3 M,3 0.0 100.0

社数 1 1 0
.

0 2 0 1 5
鉄 鋼 業

% 20.0 20.0 0.0 0.0 40.0 0.0 20.0 100.0

電 気 機 械 器具 杜数 9 3 3 3 2 1 3 24

製 造 業 % 37.5 12.5 12.5 12.5 8.3 4.2 12.5 100.0

輸送用機械器具 社数 6 2 4 2 0 2 1 17
な

製 造 業 % 35.3 11.8 23.5 1L8 0.0 1L8 5.9 100.0

卸 業 ・ 商 社
仕数 17 8 6 10 2 2 0 45

% 37.8 17.8 13.3 22.2 4.4 4.4 0.0 100.0

社数 9 2 1 5 0 1 0 18
小 売 業

% 50.0 11.1 5.6 27.8 0.0 5.6 0.0 100.0

業 金 融 業
社数 1 1 5 17 16 20 27 87

% 1.1 ・1 .1 5.7 19.5 18.4 23.0 3LO 100.0

生命保険業(含 代 杜数 1 1 1 0 O 1 1 5

理業・サービス業) % 20.0 20.0 20.0 0.0 0.0 20.0 20.0 100.0

損害保険業(含 代 社数 0 0 1 1 0 0 0 2

理業・サービス業) % 0.0 0.0 50.0 50.0 0.0 0.0 0.0 100.0

棟 電 力 ・ガ ス事 業
社数 0 0 0 4 1 0 2 7

% 0.0 0.O 0.0 57.1 14.3 0.0 28.6 100.0

広告 ・調査 ・情報 杜数 4 0 0 1 0 0 0 5

提供サービス業 % 80.0 0.0 0.0 20.0 0.0 0.0 0.0 100.0

情報処理サービス 社数 5 2 4 7 2 2 2 24

叢・ソフトウェア業 % 20.8 8.3 16.7 29.2 8.3 8.3 8.3 100.0

9-2-23表 平常 日の1日 トラ ンザ ク ション量(字 ×数)分 布
《
』
o(単位:百万宇)

平均1日トラ
ンザ クシ ョン量'(字
×数:百 万字)

業 種 別

9
五

未

満

〇
五
以

圭

6
未
満

二

〇

」

=='
÷

o

三
〇

`

.

五
〇

手
o

'

δ

6

δ

6
～

三

6

三

6
'

二

9
0

二

9
0

以

上

合

計

平

均

盲
万
を

一 次 産 業 計 社数

%

1

50.0

0

0.0

1

50.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

2

100.0

0.8

二 次 産 業 計
社数

%

79

44.1

30

16.8

25

14.0

12

6.?

14

7.8

7

3.9

4

2.2

8

4.5

179

100.0

5.8

三 次 産 業 計
社数

%

52

22.0

26

1LO

52

22.0

20

8.5

37

15.7

14

5.9

10

4.2

25

10.6

236

100.0

9.4

公 務 計
社数

%

9

50.0

2

11.1

1

5.6

4

22.2

1

5.6

1

5.6

0

0.0

0

0.0

18

100.0

2.5

全 盛 ・業 計
社数

%

141

32.4

58

13.3

79

18.2

36

8.3

52

12.0

22

5.1

14

3.2

33

7.6

435

100.0

7.6

主

な

業

種

繊 維 工 藁
.

社数

%

5

29.4

4

23.5

4

23.5

0

0.0

0

0.0

2

1L8

0

0.0

2

11.8

17

100.0

23.2

化 学 工 業
社数

%

M

40.0

7

20.0

6

17.1

2

5.7

2

5.7

2

5.7

2

5.7.

0

0.0

35

100.0

2.6

石油製品製造業
社数

%

3

60.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

1

20.0

0

0.0

1

20.0

0

0.0

5

100.0

4.7

鉄 鋼 藁
社数

%

1

25.0

1

25.0

1

25.0

0

0.0

1

25.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

4

100.0

3.1

電 気機 械 器具
製 造 業

社数

%

11

47.8

2

8.7

2

8.7

3

13.0

0

0.0

2

8.7

1

4.3

2

8.7

23

100.0
・

9.2

輸送用機械器具
製 造 業

社数

%

7

4L2

4

23.5

0

0.0

1

5.9

3

17.6

1

5.9

0

0.0

1

5.9

17

100.0

4.4

綿 業 ・ 商 社
社数

%

16

37.2

6

14.0

13

30.2

3

7.0

1

2.3

2

4.7

0

0.0

2

4.7

43

100.0

3.4

小 売 業
社数

%

7

38.9

4

22.2

7

38.9

0

00

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

18

100.0

0.9

金 融 業
社数

%

3

3.7

7

8.6

11

13.6

9

11.1

21

25.9

8

9.9

5

6.2

17

21.0

81

100.0

17.5

生命保険業(含 代
理藁・サービス案)

社数

%

2

40.0

0

0.0

1

20.0

2

40.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

5

100.0

1.7

損害保険業(含 代
理業・サービス業)

社数

%

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

1

50.0

1

50.0

0

0.0

0

0.0

2

100.0

9.2

電力 ・ガス事業
社数

%

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

1

15.7

0

0.0

2

33.3

3

50.0

6

100.0

40.2

広告 ・調査 ・情報

提 供 サ ービ ス藁

社数

%

3

60.0

0

0.0

0

0.0

1

20.0

0

0.0

1

20.0

0

0.0

0

0.0

5

100.0

2.7

情報処理サービス
業 ・ソフ トウェア業

社数

%

5

20.8

1

4.2

6

25.0

3

12.5.

6

25.0

0

0.0

2

8.3

1

4.2

24

100.0

4.9

㊤

u

×

い

1

雲

斗

×
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＼

×
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9-2-24表 業種別 ・5年 後の平 均 トランザ クシ ョン量 の増大 予想

倍 率
記 減 不 二 三 四 五 五 わ 平

倍
か

均

入 ら

以
な

倍

業 種 別
数 少 変 倍 倍 倍 倍 上 い 率

一 次 産 業 計 社数 2 1 0 0 1 0 0 0 0 1.oo

% 100.O 50.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0

二 次 産 業 計
社数 206 1 12 89 42 10 4 16 32 2.71

% 100.0 0.5 5.8 43.2 20.4 4.9 1.9 7.8 15.5

三 次 産 業 計
社数 278 1 16 119 49 12 5 別 52 2.73

% 100.0 0.4 5.8 42.8 17.6 4.3 1.8 8.6 18.7

公 務 計
社数 24 0 4 6 2 1 0 3 8 2.75

% 100.0 0.0 16.7. 25.0 8.3 4.2 0.0 12.5 33.3

全 産 業 計
社数 510 3 32 214 94 23 9 43 92 2.71

% 100.0 0.6 6.3 42.0 18.4 4.5 1.8 8.4 18.0

社数 20 0 1 9 5 0 0 3 2 2.89
繊 維 工 業

% 100.0 0.0 5.0 45.0 25.0 0.0 0.0 15.0 10.0

社数 43 1 6 18 8 2 0 0 8 2.09
化 学 工 業

% 100.0 2.3 14.0 4】.9 18.6 4.7 0.0 0.0 18.6

社数 7 0 0 4 0 0 0 0 3 2.00
主 石油製品製造業

% 100.0 0.0 0.0 57.1 0.0 0.0 0.0 0.0 42.9

社数 6 0 0 1 2 0 0 1 2 3.50
鉄 鋼 業

% 100.0 0.0 0.0 16.7 33.3 0.0 0.0 16.7 33.3

電 気機 械 器 具 社数 25 0 1 9 6 1 1 2 5 2.90

製 造 業 % 100.0 0.0 4.0 36.0 24.0 4.0 4.0
.

8.0 20.0

輸送用機械器具 社数 17 0 0 9 2 2 0 2 2 2.93
な

製 造 業 % 100.0 0.0 0.0 52.9 IL8 11.8 0.0 11.8 11.8

卸 業 ・ 商 社
社数 50 0 5 24 7 3 0 4 7 2.56

% 100.0 0.0 10.0 48.0 14.0 6.0 0.0 8.0 14.0

小 売 業
社数 19 0 0 6 6 0 0 2 5 3.00

% 100.0 0.0 0.0 31.6 31.6 0.0 0.0 10.5 26.3

社数 91 0 3 51 19 2 1 3 12 2.44
業 金 融 業

% 100.0 0.0 3.3 56.0 20.9 2.2 1.1 3.3 132

生命保険業(含 代 社数 4 0 0 2 1 0 0 0 1 2.33

理業・サービス業) % 100.0 0.0 0.0 50.0 25.0 0.0 O.0 0.0 25.0

損害保険業(含 代 社数 2 0 0 0 0 0 0 0 2 O.00

理業・サービス業) % 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 O.0 0.0 100.0

種 電 力 ・ガ ス事 業
社数 8 0 0 1 2 】 0 1 3 3.60

% lOO.0 0.0 0.0 12.5 25.0 12.5 0.0 12.5 37.5

広告 ・調査 ・情報 社数 4 0 0 1 2 1 0 0 0 3.00

提供サービス業 % 100.0 0.0 0.0 25.0 50.0 25.0 、0.0 0.0 0.0

情報処理サービス 社数 29 1 0 5 4 2 3 9 5 4.08

業・ソフトウェア藁 % 100.0 3.4 0.0 17.2 13.8 6.9 10.3 3LO 17.2

9-2-25表 伝送方 法

(多血回答)

区 別 回 全 半 単 ・延

答 二
.

二 べ
向

実 重 重 合

薬 種 別 数 式 式. 式 計

全 産 業
記入数

%

535

100.0

226

42.2

迎

72.5

30

5.6

644

120.4

(多重回答)

区 別 回 ポ コ そ 延
ン

答 | テ ぺ
リ ン の

実 ン ン 合
ヨ

業 種 別 数 グ ン 他 計

記入数 500 395 183 16 594
全 産 業

% 100.0 79.0 36.6 3.2 118.8

(多重回答)

区 別

業 種 別

回

答

実

数

J

I

S

六

単
位

CN

CO

I2

T

T

そ

の

他

テ ド
レ 記
ツ 入
ク 延
ス ペ
コ 合
1針

金 産 業
記入数

%

166

100.0

152

91.6

20

〕2.0

5

3.0

177

106.6

(多血回答)

区.別

業 種 別

回

答

実

数

I

S

O

B

C

D

E

B

C
D

I

C

そ

の

他

延

べ

合

計

全 産 業
記入数

%

455

100.0

222

48.8

34

7.5

240

52.7

35

7.7

531

116.7

x:1

へ

×

壽

醗

吟
《
一



9-2-29表 フ ァクシ ミリ使用 の現状 と5年 後の予 定

業 種 別

国 内 用
'

国 際 用(国 内共用を含む)

現在使用中の台数 5年 後使用 予定台 数 5年 後使用予 定台 数

公
衆
回
線
利
用

専

用

線

利

用

公
衆
回
線
利
用

デ利
慣

1…
線

専

用

線

利

用

公
衆
回
線
利
用

デ利
イ用
ジ⌒
タ
ル

回
・線)

専

用

線

利

用

一 次 産 業 計
社 数

1杜平均

3

14.0

1

8.0

1

16.0

〕

20.0

0

0.0

0

0.0

1

20.0

0

0.0

二 次 産 業 計
社 数

1社平均

265

12.1

29

25,3.

218

15.6

20

18.3

17

24.7

28

4.8

4

6.0

2

31.5

三 次 産 業 計
社 数

1社平均

177

10.9

35

2L9

135

17.7

13

27.2

18

20.2

14

6.9

7

17.1

3

63

公 務 計
社 数

1社平均

5

12.2

8

39.6

6

10.5

1

LO

6

782

0

0.0

0

0.0

0

0.0

全 産 業 計
社 数

1社平均

450

1L6

73

25.0

360

16.3

35

2L1

41

30.6

42

5.5

12

13.7

5

16.4

主

な

業

楓

繊 維 工 業
社 数

1社平均

20

1L1

2

8.5

15

16.7

1

15.0

1

30.0

1

1.0

0

0.0

0

0.0

化 学 工 業
社 数

1社平均

44

12.7

6

3.3

32

15.7

4

24.5

2

3.0

4

4.0

1

3.0

0

0.0

石油製品製造業
社 数

1社平均

6

9.5

0

0.0

3

16.0

0

0.0

0

0.0

1

2.0

0

0.0

0

0.0

鉄 鋼 業
社 数

1社平均

11

12.6

】

2.0

9

17.3

1

2.0

1

2.0

2

15.0

0

0.0

0

0.0

電気機械器具
製 造 業

社 数

1社平均

36

21.5

5

26.8

32

22.1

3

27.7

3

73.0

6

7.O

2

10.0

1

53.0

輸送用機械器具
製 造 業

杜 数

1社平均

25

6.2

3

4.0

19

10.4

1

25.0

4

4.3

1

3.0

0

0.0

0

0.0

卸 業 ・商 社
社 数

1社平均

38

8.9

5

2.4

29

15.1

4

6.0

4

17.3

5

4.4

2

7.0

2

3.5

小 売 業
社 数

1社平均

17

10.8

2

6.0

19

45.4

1

20.0

1

2.0

1

2.0

0

0.0

0

0.0

金 融 業
社 数

1社平均

51

16.2

11

23.2

34

1L8

3

78.3

5

5.6

3

11.3

4

253

0

0.0

生 命 保 険 業
(含代理業・サー
ビス藁)

社 数

1社平均

2

LO

1

111∵0

1

LO

0

0.O

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

損 害 保 険 黄
(含代理業・サー
ビス業)

社 数

1社平均

1

73.0

0

0.0

1

20.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

電力 ・ガス事業
社 数

1社平均

3

12.0

1

2.0

5

13.4

0

0.0

O

O.0

0

0.0

0

0.O

0

0.0

広告・調査・情報

提供サー ビス藁

杜 数

1社平均

3

3.0

1

5.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

情報処理サー ビ
ス業 ・ソ7ト ウ
ェア業

社 数

1社平均

18

7.2

2

56.5

18

19.3

3

21.3

4

33.3

1

5.0

0

0.0

1

12.0

9-2-30表 電信設備使用の現状 と5年 後の予定 《
《
N

業 種 別

国 内 用 国 際 用(国 内共用を含む)

現在使用中の台数 5年 後使用予定台数 現在使用中の台数 5年後使用予定台数

鏡石

躍
起

専

用

線

利

用

釜茄殿

匙

デ利

;:

鍵

専

用

線

利

用

釜茄・監

匙

専

用

線

利

用

‡茄雛

匙

デ利
イ用
ジ^
タ
ル
回
線)

専

用

線

利

用

一 次 産 業 計 社 数

%

1

4.0

1

2.0

0

0.0

1

20.0

0

0.0

1

4.0

2

3.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

二 次 産 業 計
社 数

%

227

8.5

53

12.8

110

8.6

17

16.5

29

12.2

189

2.5

16

3.6

lo6

2.2

12

6.5

7

10.0

三 次 産 業 計
社 数

%

197

13.7

44

44.4

92

16.0

12

22.8

36

38.5

96

5.0

25

46.6

47

3.3

9

3.7

11

93.7

公 務 計
杜 数

%

l

l4.0

4

19.0

0

0.0

0

0.0

1

2.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

全.産 業 計
社 数

%

426

10.9

102

26.6

劉}2

12.0

30

19」

66

26.4

286

3.4

43

28.5

153

2.5

21

5.3

18

61.2

主

な

業

種

繊 維 工 業
社 数

%

12

8.4

3

13.7

7

9.6

1

4.0

2

36.0

9

2.0

0

0.0

7

1.4

0

0.0

1

10.0

化 学 工 業
社 数

%

47

6.9

8

13.9

19

4.7

3

8.3

3

4.3

43

2.0

3

1.3

24

2.1

4

2.0

1

3.0

石油製品製造業
社 数

%

3

19.0

1

10.0

2

1.0

0

0.0

O

O.0

4

LO

0

0.0

2

1.0

0

0.0

0

0.0

鉄 鋼 業
社 数

%

10

9.4

1

10.0

5

1L6

1

15.0

1

1.0

8

3」

1

LO

4

1.0

0

0.0

l

Lo

電気機械器具
製 造 業

仕 数

%

27

9.9

11

14.9

14

14.2

4

12.8

8

22.3

27

3.0

6

5.3

17

3.8

3

3.7

2

27.0

輸送用機械器具
製 造 業

杜 数

%

24

15.4

5

1.6

15

17.8

2

80.0

3

5.3

13

3.9

1

1.0

6

4.3

1

50.0

l

Lo

卸 業 ・商 社
総 数

%

47

ハL1

10

3.7

19

12.5

3

2.7

5

4.6

31

3.9

9

72.6

18

4.3

3

5.3

7

93.4

小 売 業
社 数

%

17

15.5

2

1.0

11

27.3

2

54.0

3

3.0

8

L4

0

0.0

4

2.3

1

1.0

0

0.0

金 融 ・ 業
枕 数

%

65

19.7

10

44.3

27

12.3

1

20.0

11

62.4

16

8.3

3

36.3

4

2.0

3

2.0

0

0.0

生 命 保 険 業
(含代理業・サー
ビス業)

社 数

%

3

!.7

0

0.0

2

51.0

0

0.0

1

64.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

損 害 保 険 業
(含代理業・サー
ビス業)

社 数

%

1

25.0

0

0.0

0

0.O

0

0.0

0

0.0

2

2.5

0

0.0

1

6.O

O

O.0

0

0.0

電力 ・ガス事業
社 数

%

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

広告・調査 ・情報
提供サービス業

社 数

%

I

LO

2

3.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

1

LO

1

3.0

0

0.0

0

0.0

0

0.0

情報処理サービ
ス業 ・ソフ トウ
ェア業

峯t数

%

12

8.2

5

82.2

6

7.0

3

40.0

6

82.2

4

L5

1

10.0

4

1.5

1

5.0

1

}2.0

o

u

ト

1

>

註

文

斗

×

SUI
'へ

×
共
蟄

摯
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コンピュー タ関係団体名簿

コ ンピ ュー タ関係 団体 名 簿(設 立年次順)

443

名 称 住 所 代 表 者 設 立 事 業 内 容

日本商工会議所 東京 都 千 代 田 区 丸の

内3-2-2

電283-7710

会頭

永野 重雄

1922年6月 1.全 国商工会議所の コンピュー タ導入 ・運

用指導

2.小 企業向共同利用 システムの開発 と普及

3.中 小企業 に対 する情報処理相談 、指導

4.企 業経営者 に対す る啓蒙教育

5.取 引 ・経営慣行の改善 と標準化の推進

6.行 政機関への協 力と建議要望

㈹経済団体連合
会

東京 都 千 代 団 区大 手

町1-9-4

電279-1411

会長
稲山 嘉寛

1946年8月 1.国 内外にわたる情報化の進展 に即応 した

関連法制 の整備 の促進な らびに情報処理振

興政策の確立推進

㈲日本電子工業
振興協会

東京都港区芝公園3
-5-8

機械振興会館内

電434-8211

会長
小林 大祐

1958年4月 1.調 査

○情報処理装置 システムの新技術開発調

査 など

2.海 外調査団派遣

3.海 外 とくに途上国の情報化今の協 力

4.講 演会の開催

5.出 版

○電子工業月報(月刊)、 日本の電子計算

機、各種調査報告書など

㈹情報処理学会 東京都港 区芝公園3
-5-8

機械 振興会館内

電431-2808

会長

小林 宏治

1960年4月 1.調 査 ・研 究

○計 算 言語 学 、 デー タベ ース 管理 シス テ

ム、 人工 知能 と対話 技 法 、記 号 処理 、

ソ フ トウ ェ ア工 学 、 マ イ クロ ・コ ン ピ

ュー タ、計算 機 アー キ テ クチ ュ ア、計

算 機 シス テム の解析 と制 御 、医 療情 報

学 、 コ ンピュ ー タ ビ ジ ョン、電 子 装置

設 計 技術 、 分散 処理 システ ム

○情 報処 理 教 育 、 デー タベ ー ス理 論 、 日

本 文 入 力法 、総 合CAD/CAM

2.国 際 活 動

OIFIPな ・ど国際 会 議 へ の出 席

3.出 版

○情 報処 理(月 刊)、 論 文誌(隔 月刊)、

JournalofInformationPr㏄essing

(季刊)

○情 報処 理 叢 書

○電 子 計算 機 ユ ーザ 調査 年 報

日本電子計算機

㈱

東京 都 千 代 田 区丸 の

内3-4-1

電216-3681

社長

三上 太一

1961年8月 1.電 子 計 算機 レン タル業 務

○ハ ー ドウ ェ アの レン タル

○ソ フ トウ ェ アの レ ンタル

2.レ ン タル業務 の 支援 ・電 子 計 算機 のPR
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名 称 住 所 代 表 者 設 立 事 業 内 容

囲 行政情報 シス 東京都港区芝公園3 会長 1965年2月 1.行 政管理および行政の システム開発に関

テム研究所 一4-30 山 ロ ー夫 ㈲行政事務 する調査研究

第32森 ビル 理事長 機械化研究 2.電 子計算機等の利用 によ る情報処理の開

電438-1678～9 清正 清 協会 として 発促進

発足 3.O&Mお よ びADPに 関 す る コ ンサ ルテ ィ

1970年7月 ング業務

名称変更 4.海 外行 政ADP視 察 お よ びADPSセ ミナ ー

の開催

5.内 外資料の収集提供、出版物 「行政 とAD

P」の刊行 および文献の整備

閲電気通信総合 東京都港区麻 布台1 理事長 1967年11月 1.電 気通信 に関する社会科学的、社会工学

研究所 一6-19 行廣 清美 的調査研究

電583-7101 2.電 気通信に関する資料の収集 ・整備

3.刊 行物の発行

4.セ ミナー ・講演 会 の 開催

側旧卒情報処理 東京都港区芝公園3 会長 1967年12月 1.調 査

開発協会 一5-8 上野 幸七 内外の情報処理 システム、情報産業の動

機械振興会館内 向および情報化推進、基盤整備に関 する各

電434-8211 種調査

2.研 究 開発

各種情報処理方式 およびアプリケーショ

ン ・システ ム等 の ソ フ トウ ェ アの研 究 ・開

発

3.コ ンサ ル テ ー シ ョンお よ びデ ー タ処 理 サ

一 ビス等

コ ンピュ ー タお よ びソ フ トウェ ア の利 用

促 進 の ため の コ ンサ ルテ ー シ ョ ン ・シス テ

ム設 計、 プ ロ グ ラ ミ ング 、設 置 コ ンビ ュー

タの利用提供 および情報処理 に関す る情報

の提供

4.教 育

上級情報処理技術者、情報処理部門管理

者、 イ ンス トラ ク ター等 の養 成 お よ び情 報

処理技術者育成のための各種調査

5.普 及 ・広報

情報処理 に関する知識 、技術の普及 をは

かるため講演会、特別研究会等の開催、各種

教材の作成 ・頒布、出版物の刊行等 の活動

6.国 際 交流

海外の情報処理関係機関 との提携 、調査

団の派遣等を通 じた国際交流
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名 称 住 所 代 表 者 設 立 事 業 内 容

EDPユ ーザー 団 東京都港区西新橋3 会長 1968年8月 1.要 望書の提出

体連合会 一21-8富 士通㈱ 内 鈴木 清彦 ○「データ通信振興 に関す る要望書」郵政

FACOMビ ル 大 臣 に対 して ・

FACOMフ ァ ミリ会 2.各 種JIS原 案 作成 へ の協 力

㈲ ソ フ トウェ ア 東京都港区芝公園3 会長 1970年6月 1.ソ フ トウ ェ ア ・コ ン ベ ン シ ョ ン'80の 開 催

産業振興協会 一5-8 服部 正 2.技 術研修セ ミナーおよび情報処理技術 者

機械振興会館内 試験受験 セ ミナーの開催

電436-3938 3.「 ソ フ トウ ェ ア ・ニ ュ ー ス 」 お よ び 「ソ フ

ト協 レポ ー ト」 の発 行

4.調 査研究活動

○ソフ トウェアの法的保護 に関 する調査

研究
○ ソフ トウェ ア ・エ ンジ ニ ア リ ング等 に

関する調査研究

○ソフ トウェア価格評価等 に関す る調査

研究
〆ソ フ トウ ェ、

ア流通 促 進

煉 京都港 区芝公、

園3-5-8 鷹 正)

へ(19篇)
1.ソ フ トウェ アの流 通促 進 を図 るた め の広

報 ・啓蒙 事 業

人セ ン タ ー ノ 機械振興会館内 ○ ソ フ トウ ェ ア ・ シ ョ ウ'80の 開 催

＼電436-3938ノ ○ソフ トウェア流通の ための講演会の開

催
○ソフ トウェア商品化技術 のための研修

会の開催

2.汎 用 ソ フ トウ ェ アに関 す る情 報 提供 事 業

○季 刊 「ソフ トウェ ア流通 」 の 発 行

○「ソ フ トウ ェア ・プロ ダ ク ト」の 発行

(年4回)

○「ソフ トウェ ア ・プ ロ ダ ク ト年 鑑 」の 発

行(通 商産業省機械情報産業局線)

3,ソ フ トウェ ア流 通 に関 す る調 査 研究

○ユ ーザ ー 開発 ソフ トウ エア のパ ッケ ー

ジ化 に関する調査研究

○ユー ザ ーの 汎 用 ソ フ トウ エア選 定基 準

とその支援情報 に関す る調査研究

4.国 および関係機関 の施策 に対す る協 力

醐地方自治情報 東京都千代田区一番 理事長 1970年5月 地方公共団体 に関する一

セ ン タ ー 町25 首藤 尭 ① 情報処理 システムの研究 開発

電264-0691～5 ② 情報処理業務 にっ いての国 に対する改善

要望

③教育研修 による要員等の養成

④ コ ンピュ ー タ利 用 にっ い ての相 談 ・助 言

および技術的援助

⑤関係業務の情報処理

⑥電算職員等の表彰
⑦普及広報活動(月 刊 「地方 自治 コンピュ

一 タ」 の発 行等)
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名 称 住 所 代 表 者 設 立 事 業 内 容

聞関西情報セ ン 大阪市北区中之島5 会長 1070年6月 1.各 種 ソ フ トウ ェアの 開発 と普 及

タ ー
一3-51大 阪 国 際 芦原 義重 2.コ ンピュ ー タ要 員 の教 育

貿 易 セ ンター ピル 3.調 査 、研究 、開 発

電448-6631 4.要 望 、意見 書 の提 出

聞 日本情報セ ン 東京都港区虎 ノ門2 会長 1970年7月 情報処理 サー ビス業の業界団体 として一

ター協 会 一6-4 桑江 和夫 ① 業界振興策の立案 ・提言

第11森 ビル ②情報処理技術 の共同研究 ・共同開発

電501-4821 ③ 需要構造 ・将来動向等 に関する各種調査

④ 会員 間 の情 報交 換 ・コ ミュニ ケ ー シ ョ ン

の促進等を実施

情報処理振興事 東京都港区浜松町2 理事長 1970年10月 1.先 進 的 、汎 用 的 プ ログ ラムの委 託 開 発

業協会 一4-1 野見山 勉 2.先 進 的 、汎 用 的 プ ロ グ ラムの販 売 お よび

世 界貿 易 セ ン ター ビ 貸 し付け

ル33階 3.プ ログラム開発等資金借 り入れに対す る

電437-2301 信用保証
4.情 報処理に関す る調査

5.プ ログラム調査簿作成 のための調査

6.汎 用 プ ロ グラ ムの登録

閲日本特許情報 東京 都港区虎 ノ門1 会長 1971年6月 1.特 許 情報 の機械 検 索 サ ー ビス(オ ンラ イ

セ ン タ ー 一5-16 土光 敏夫 ン ・シ ス テ ム 、 バ ッ チ ・シ ス テ ム)

晩翠 ビル内 2.抄 録誌 ・索 引 の発 行

電503-6181 3.特 許情報の閲覧

4.INPADOCDATAの サ ー ビ ス

㈱生活映像情報 東京都中央区銀座4 会長 1973年6月 1.生 活映像情報 システムに必要 な機器の研

システム開発協 一10-5三 幸 ビル内 土光 敏夫 究及び開発

△ 電541-2621
2.生 活 映像 情報 システ ム に必要 な ソフ トウ

云 エアの研究及び開発

3.生 活映像情報 システムに関する実験

'
4.生 活映像情報 システムに関する調査

5.生 活映像情報 システムの開発成果の普 及

促進

6.生 活映像情報 システムに関す る教育研修

及び啓蒙

働 日本デ ータ通 東京都港区麻布台1 理事長 1973年12月 1.デ ー タ通 信 に関 す る調 査 、研究 および開発

信協会 76-19 神山 文男 2.デ ー タ通 信 に関す る意 見 の提 言

電586-1621 3.教 育 およ び研修

○工事担当者資格試験 の受託

○セ ミナ ー、 講演 会 の 開催 等

4.デ ー タ通 信 回線 利 用 に関 す る コ ンサ ル タ

ン ト

5.自 営端末機器の認定

6.資 料その他情報の収集 および提供
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名 称 住 所 代 表 者 設 立 事 業 内 容

勧 医療情報 シス 東京都港区赤坂2一 理事長 1974年7月 1.医 療情報 システムの研究開発の実施

テ ム 開発 セ ン タ 3-4 大島 正光 ○地域 医療情報 システ ムの開発実験

一 ラ ンデ ィ ック赤坂 ビ ○共同利用型病院情報 システム(SHISの

ル内 開発推進)

電586-6321 ○医 療情 報 サ ー ビ ス ・シス テ ム

○ ヘ ル ス ケ ァ ・ネ ッ ト ワ ー ク ・ シ ス テ ム

の開発

2.医 療情報 システムの成 果普及 ならびに広

報の実施

3.医 療情 報 シ ステ ムの指 導 ・研修

協 同システム開 東京都港区虎 ノ門2 代表取締役 1976年4月 1.ソ フ トウ ェ ア生 産 技術 開発 計画

発㈱ 一8-10 社長 2.ソ フ トウ ェ ア工 学 、福 祉 工学 等 の開 発 事

第15森 ビル内 近藤 勝 業を推進

電503-4981

㈱ システム総合 (東京本部) 理事長 1980年4月 システム科 学・技術 に関す る理論的'実 際的な

研究所 東京都千代田区平河 椹木 義一
①調査 ・研究

町2-16-15
② 教育 ・啓蒙

北野 ビル内
③国際交流

電261-2250
④ 情報 サー ビス

(京都本部)

京都市左京区吉田牛

の宮町41

日本 ・イ タ リア京 都

会館内

電751-7115





情報化社 会を支える

躍進する企 業一
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情報処理業界で初のTQC導 入
TQCと は

総 合的 品質管理(TotalQualityCentrol)と も呼 ばれ、社 内全員が力をあわせて、お客

様に満足 していただける仕事 を科 学的に進めていく活動です。TQCは 従来 から品物をつ

くる工場 を中心 に進められておりましたが、私達CSKの 情 報処理工 場にも、同じように適用

できるものと考えます。

CSKはTQCの 導入 により、お客様のご要望 に充分おこたえで きるサービスの 晶質とソフト

ウエアの品質 について、徹底的 かつ科学的 に解 明し、これを社内 全員が実践 できる企業

体質をつくりあげます。

このTQCの 導入により、社 内全 員の努 力を通じて、CSKは 「デ ミング賞」に挑 戦し、たくま

しく躍進 いたします。

デミング賞 とは

品質管理 を実践 して成果 をあげた企業 に対 し与えられる、わが国最高の賞が、「デミング

賞」です。世 界に誇 るメイド・イン・ジャパ ン製品の品質は、このデ ミング賞の 中から生 まれ

ています。

CSKは 、従来から「サービスこそ、我 が社の命なり」を社是 として、お客様 へのサービスの

品質を第一 とした経営 を進 めてきました。

今般、さらにこれを科学 的に進め、お客様 各位の、なお一層のご満足 を得るため、ソウトウ

エア業界として初のデ ミング賞 への挑 戦を決意いたしました。

CSKは お客様へのサ ービスの徹底 に総 力を結集 します。

'巴■口SK
]]ビ ューヨー1ト ピス(株)
〒160-91東 京都新 宿区西新宿2-6-1

新宿住 友ビル37F・iiFTEL(03)344-18|1

西 日本事業本 部 －TEL(06)201-285|

名古屋支店
九州営業所

日立営業所
広島営業所

TEL(052)563-0581
TEL(093)551-1855

TEL(0294)35-2661
TEL(0822)49-2381



ゼ ロか らの 発 進 。、一
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あ らゆ る 数字 への 拠 点 、ゼロ。この ゼロの 存 在

な しに 、 数字 の無 限 へ の展 開 は 不可 能 で す6

日本 タイム シェア の システ ム開 発 。この ゼロの

存 在 同 様の 、 ベ ー シ ッ クソ フ トウェ アを 最 も べ

得 意 な 領域 と してい ますbベ ー シ ックを ク リア

して い れ ば こそ 、 アプ リケー シ ョンへ の 期 待

に も対 応 。品 質 、工 程 、管 理 な どの 総 合 力 で

グ レー ドの 高 い ソ フ トを提 供 で きる か ら です。

その た め 私た ち は 、多 彩な 技 術 を集 積 して い
ロ

ます。独 自の プロジェク ト管 理 システ ムも開発 。.

フルに 活 用 して い ます。 これ まで の ベ ー シック

とアプ リケー ションの両 域 に わ たる 豊 富な 実 績

が、 日本 タイヘシ ェアの システム開 発の 質 の 高

=欝 ㌫瓢 ㌘

国 一 …
日東ヨエ ヨ炉 楕ヨt会社

社 イ東 京都 港 区虎 ノ門1-26-5〒105

第17森 ビノレTEL.03〈502)8531(イAこ)

大 阪支 社/大 阪 市 東区 安 土町2-30〒541

大阪 国 際 ビルTELO6(27ユ)7731(代)
「渋谷 事 業 所/東 京都 目黒区東 山3 一アー11〒153

轍賊難罵欝

お問い合せば

本

あなたの能力を求めま九 上級 情報処理技術者 ・管 理者募集中!



4機 種勢揃い

いろいろな構成のシステムを

柔軟に組むことができま尤

お客さまが必要 とされる情報 システムは、

適 用業 務 の 内容や企 業組織 のちがいに

よって異 なりま尤 また、今後 ますます 複雑

化する情報 処理の要 求 に応 じ℃ システム

はつ ねに新 たな展開 と成長 に対応 できな

ければなりません。IBM4300は 、このよう

な幅 広いご要望 にお応 えします』

IBM4300は 、4機 種 ・llタイプのプロセッ

サーにより、0.5～8メガバイトの主記憶 容

量 と4段階の処 理性 能を提 供 しま尤 また、

多様 な情 報処 理 の形態 に対応で きる、豊

富なソフトウェアを備えています』

(命 センター・システム(303X、4300等)

㊦4300フ ㌔セッサー

● 磁気ガ スク装置

これ らのことにより、初 めてのコン ピュー

ター導入の場 合でも、現 行 システムの発 展

をはか られる場 合で も、IBM4300は それ

ぞれの 目的に合 わせて 最 適のシステム構

成 を組 むことがで きま尤 さらに、IBM4300

の4機 種 のプロセッサー は、上 位 方向へ

の十 分な互 換性 を備えているため、処 理

能 力の拡 張 が円滑 に行えるなど 将来 の

システム構 成 の発展 にも安 心 して対 応 して

いたプごけます』

80年 代を通LrCの 情報 システム化 に、ぜ ひ

IBM4300を ご検討 くださL'。

日 本 ア イ ビ ー ・エ ム 株 式 会 社

勇〔京都港区六本木3-2-12〒106廿03(586}m1㈹

資料請求およびお問合せは ;了伝担当まで

独立型一
最大12個 のジョブの並行処理や対 話式処理

をベースに、バ ッチ業務や構内・外のオンライ

ン業務を効率的に処理するシステムで尤

一 一 一 一　 　

≡ ≡≡ ≡≡ ≡
一 一 一 一 一 一

一 一 ー ー
一.一

データ・システムズ 環 境 型

遠隔ジョブ入カー
遠隔地のIBM4300を 通信回線で接続 し、遠

隔ジョブ入力(RJE)を 行えるようにするシステ

ムで℃

デー タ・ベー ス/デ ー タ ・コ ミュニ ケー ション関

連 の ソフトウェア を駆 使 して、デ ータ ・ベース を

確 立 し、それをオ ンラインで 利 用 す るシステム

で尤



o

口 ツ

2台 以上のIBM4300を 磁気ガ スク装置を介

して結合 し、相互 間でデータやプログラムの

自動転送を行うシステムで方

縦型分散処理 コン ピュー タ ー ・ネ ットワー ク

企業 内の各所にIBM4300を 配置して部門単

位の情報処理を実 行しつつ、センター・システ

ムともオンライン接続 して全社的なネットワーク

を形成するシステムで主

企業 内で使用する多数のコンピューターを有

機的に結合 して、システム資源 の重 複やデー

タの不整合等を排 除するシステムで尤

どの構成でも漢字/カラー表示装置が使 えま土



考えぽ◆ごうだら

■アドレス空間一 一－t.3ギガ・バイト

仮想記憶計算機で、4.3ギか バイトのアドレス

空間をもち、同時に128ユーザ・ターミナルを

効率よくサポートします。

■ソフトウエアーAOS/VS

オペレーティング ・システムAOS/VSは 、32

ビットおよび16ビットの両プロセスに対して、

タイム・シェ]～リンク、バッチ、オンライン・オ

ペレーションを同時に管理します。また同時に、

ANSl標 劇こ準拠した32ビット用功ログラミン

グ言語ACS/>SFORTRAN77、AOS/VS

PL/1、AOS/∨SBASlCお よび ノース言語

で使用できるデバッガSWATを 用意しました。

更に、現在のEC〕PSEで 使用中のオペレー

ティング ・システムAOSの もとで利用できる

CCBOL、RPGII、DBMSな どと、そのアプリ

ケーションソフトウェアが全てそのまま、そし

`嘩 。

て、32ビット系、16ヒット糸のブ〔}ク「ラムを混

在さぜても使用できます。

■互換性一 ↑6ピットの全ての命令語を含む

16ビットECLIPSEの アーキテクチvを上位方

向へ発展させたECLIPSEMV/8000は 、命令

語体系に16ビットECLIPSEの 全ての命令語を

含んでいるため、多くの利点をもっています。

■セキュリティ機構一 一8レベルのリング

オペレーティング・システムは、内側の4リン

グ。ユーザ・プログラムは、外側の4リングに

位置。内側になるほど高い処理特権の構造で軌

■信頼性 ・保守rr-SCP

シス テム亡しτぼ宣した

32ピ ットマシン蒼ぽ功古昔るべ書でぽ雇いか。

1`一 ドウェア 先行.膚 定吉れ たアプリケーシ ョンなど

いままでの"カ ベ"寄 書え τ

システムとしτお応え すべきだ、と考えたの です。

主清としτ堂々のデビュー荏

システ6・ コン トロール ・プロセ ッサ(SCP)

は、コ ンソール ・コントローラの他に システム

全体 のタ イミングを規定 し、各ボードを診 断。

また 、それに接 続されている1.2メ ガ ・バ イト ・

ディスケットに 、エラー の記録 をいた します。

1日社名 日本ミニ・コンピュータ株式会符

日限4.デ ー7u:ネSlb
本社 褒京都渋谷区湾宮前6-12-20〒150娼.(03)406-6451、W'

大阪(06)355-7051・ 呂己屋(052)203-5Yt

福岡(092)472-5917』 員E(0298)24-1609』 広島(oa22)45-1020



漢 字 で さえ あれ ば ・

,・一 よいと思 って`

一 ー一

・ません カ㌔

漢 字 コンピュータを選ぶ とき、あなたの用 途 にピタリ!の

システムを選 べ るかどうカ、を考 えて欲 しいので 尤

ユニパ ックなら、キメ細 か くサ ービズで きま尤

"シリーズ8漢 字"の 特 長

●見やすく眼の疲れない大型画面利用の漢字

表示により、 どんな伝票も表示で きます。 もちろ

んわくどりも可能ですので、これまでご使 用にな

ってい剤云票が、そのまま画面 に表示できます,

●"シ リーズ8漢 字"をより効果的にご利用 いた

だくために、オペレータ・ガイダンス機能に日本

語をとり入れました。コンピュータに無縁だった

人人も、簡単にご利用いただけます。

●いろいろな部門で 簡 単に漢字を使 用した

情報処理をおこないたい。このような要求に応

えるのカミ"シ リーズ8漢 字吟マルチ・ワークステ

ーション・システムです』

●顧客、得意 先との伝票のやりとりが漢字で

おこなえ、顧 客、得意先に好感を与えます』 こ

の機能により、 より正確でスムーズな事務の流

れが実現できま主

●通常の業務処理で使用される漢字に、充分

対応できる字種を用意しました…約8000字 種。

●企業の社章や特殊な漢字字種の登録も可能。

●読みやすく鮮明な明朝体で表示、印書できま主

●漢字モードで1秒 間に60字、英数カナ・モ三

ドで1秒 間に150字 という高速のシリアル ・プ リ

ンタにより、伝票発行などの効率がクLン とアッ

プしま丸

● より使いやすい漢字データの入力 を実現す

る、ワンタッチ・キーボードも用意されていま尤

地 名、商品名、顧客名などの熟語も、たった

1回の操作で入力できま尤

●高品質な印字を保証する24×24ドットのワ

イヤ・ドット・マトリックス方式を採用しています三

コンピュータで世界をひらく

白
日 庖Rユ=1竃 写o
東京駅港区赤坂2-17-51㊦107
TELO3〔5S5)41】1

●資料 請求及びお問い合わせば、貴社名・住所・お名前・役職 名をご記 入のうえ、

資料請 求券を貼って、日'本ユニパック販促BM係 へどうゑ

ド 　 コ 　 マ コ

1資 料
1請 求券

lBM



コン ピュー タの八 一 モニゼ ー シ ョン

を総 合 力でバ ックアップ しま坑
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〈写 真提供 〉 日本 ビ クター株式 会社

オー ケス トラの演奏が聴衆 か ら喝采 を

受 けるのは、それぞれの持 ち味 を出す こ

とに始 ま り、全ての条件が有機 的に結び

ついて成 り立つ ものです。それは単に楽

器や奏者だけの問題 ではな く、音 を正確

に伝えるホールその もの も重要 な役割 を

果 します。 コンピュー タシステムの場 合

も同 じよ うにデー タ ・コ ミュニケー シ ョ

ン、デー タ ・ベー スなど利用範 囲が 多様

化、高度化すればす る程 その環境がベ ス

トでなければ社会のニー ズに応 えること

はできませ ん。

壬 ッセ ツは コンピュー タシステムが十
分 その能力 を発揮 できるよう常 に トー タ

ルな発想 でコンピュー タルーム を とらえ、

長年の豊富な経験 と実績 、優れ た最新 技

術 でコンピュー タの安 全 と高度利用の環

境 を構築 します。

主 な業 務

●エ マ ー ソ ンUPS● 非 常 用 自家 発 電 装 置 ●端 末

機 用 発 電 装置 ● 受 変 電 設 備 ●通 信 回 線 設 備 ●空

調 設 備 ● 大 型水 冷 式 電 算機 用 チ ラ ー ● ハ ロ ン ガ

ス 自動 消 火 シ ス テ ム ● フ リー ア クセ ス フ ロ ア ●

ニ ッセ ツ式 根 ガ ラ ミ●CDブ ー ス ● そ の他

日本電算設備株式会社
〒103東 京 都 中央 区 日本 橋 蛎 殻 町1-14-13

TEL(03)666-5551(代 表)TELEX25223236

事 業 所/札 幌 ・名 古 屋 ・大 阪 ・福 岡 ・四 国
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∈》縮 合・エイ コ 〒1ゴ コ
東京本社/東 京都渋谷区幡ク谷3-3アー18(インテソク東京ピル)#(03)320-2111(DD
富山本社/富 山市奥田町2-11(イ ンテック本社 ビル)◎(0764)32-5511㈹

札幌 釧路 仙 台 東京 名 古屋 大 阪 高松 福岡 新 潟 魚津 冨山 高岡 金沢

● ●.

アイデアと技術 がサービスです…

営 業 品 目

大阪本社

支 店

営 業 所

■ ビジネ スフオー ム

デー タ メーラー フ オーム

ヒー トシール フォー ム

スナッ プバ ンドフ オーム

OCR・OMRフ ォーム

多色 刷 フォー ム

■ フォー ム処 理機 ・精 密機器

■磁 気印 刷製品

■ システ ム販 売

大阪市東 区北 久宝寺町2-20〒541ft(06)26|-7031

京都 ・東京 ・福 岡 ・名古屋 ・札幌 ・横浜 ・広島 ・神戸

仙 台 ・水戸 ・君津 ・国立 ・渋谷 ・静 岡 ・富山 ・岐阜 ・北大阪 ・岡山 ・高松 ・北九州 ・大分
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発 売 以 来 大 好 評 を 頂 い て い るマ イク ロ フ 〔]セ ッ サ 応 用

機 器 専 用 ア ナ ラ イ ザMA-1008。

イ ンサ ー キ ッ トエ ミ ュ レー シ ョ ン を は じめ 、使 い や す

さが コ ン パ ク トに ま とめ ら れ て い ま 或 強 力 な テ パ ッ

ダ 機 能 が ソ フ ト ・ハ ー ド に 生 か され る パ ー ソ ナ ル ツ ー

ル で す 。

■接 続 は40pinsDIPプ ラグ でワンタッチ、特 別 な操作 を必 要

としません。

■μPの 種 類(8080、8085、Z-80等)に より専 用 の プラグインユ

ニットを用意 、これ らの 内どれで も2つ まで を同時 に実装 で

き ます。

■ μPの ア ドレスバ ス 、デー タバ スの状 態 を記憶 、表示 するだ

けでなく、μP内 部 の プログラムカウ ンタや レジス久 メモリー

等の 内 容の表 示 、変更 等が 自由にできる、アクティブ な測定

器 です。

■この ほ かにも、マイク ロンステム アナ ライザμSA、 マイクロン

ステムデザイナμSD、 マイクロンステム エミュレー タμSE等

をとりそろえ、μP応 用機器 の開発 か ら検 査 、保 守 まで あら

ゆるプロセ ッサのニーズにお応 え します。

セミナー、デモをご希望 の方は右記 の担 当者 へ 岩通 電 子㈱ 三 浦、大阪岩 通電 子 ㈱ 伊 藤

岩 崎 通 信 機 ㈱ 商務部(宣 伝担当)〒rO3東 京都中央区日本橋213(朝 日生命館)tt(03)2120461(大 代)
札幌 ・仙台・金沢 ・静岡 ・名古屋 ・福岡 ・北九州

電 子㈱ 本 社頑京営巣所 〒IO5東 京都 港区虎 ノ門348(第2松 田 ビル)tt(03)436
西東京 ・川崎 ・横浜 ・北関東 ・茨城 ・千葉

2461(fk表)

大 阪岩通 電 子㈱ 本 社・大阪営婁所 〒臼0大 阪市 北区天神橋～・3-9(八千代第|ビ ル}rt(06)358

京都 ・広 島 ・岡山 ・高松 ・姫路 ・山口

OL8|(fft表)

資 料 請 求 券
'80

コンピュータ自書
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簾中処理噺 脚 ら

檬簾分散処理鰐伴へ
OKITACsystem50シ リーズ は、パ ーソナル ニーズか らホ ス トニーズ に至 るまで

ハイレベル マル チパ ーパ スプ ロセ ッシング システム を一 貫 した思 想 で実 現 して い ます。

OK■TAGsystem50
「、

m・d・i10

●システムコンポー ネントタイプとディスクタイ

プがあ ります。

●ディスクタイフ'にはプロセ ス入出力装 置(最 大

6カ ード)と通信制御 装置が実装で きます。

●ディスクタイプ には便 利 なユーザパ ネルを採

用 しました。

●サイクル タイムはO.65μsecの 高 速ICメ モリの

採 用により演 算の高 速化と低消費 電力化 が実

現 されています。

置コ騰

m・d・i20・40

model20

●サイクルタイムO.6μsecの 高速

コアメモ リが実 装で き、処理 速度

が更 に向上 しています。

●固 定小 数点演算(単 精度)の

レジスタ間演算が加減 算で1.02

μsecと 中形機並 です。

●57種 の基 本命令 と43種のオプ

ション命令によりプログラミング

が簡 単になっています。

model40

●マルチジョブ機 構の採 用によ

り最 大7つ のパティションで異 な

るジョブを同時 並 行処理で きま尤

6浮 動 小数点 演算機 構の採 用

により浮動小 数点 演算速 度(倍

精度}除 算 がレジスタ間で13.60

μsecと 極 めて高速で す。

● メモリプロテクト機構 により入

出 力装置か ら異常 書き込みが防

止で きます。

m・d・i60

●主 記憶 装罷サイズが最大2MBま で拡張 で き32

ビットの メモリバ スよりアクセスで きます。

●キャッシュメモリが4KB実 装 され、また、命令

実行 タイムが極 めて高速 です。

●自己診 断機 能と豊 富なRASサ ポー トが実現 さ

れています。

●固定小数点 演算(単 精 度)の 加減 算がレジスタ

間で、0.25μsecと16ビ ットマシンで は世界最

高速 です。

為

遁]

●お問合せは一 沖電気工業株式会社 電子計算機営業第一部tt(03)454-2111㈹まで
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いいシステムには、すみずみまで

緻密に計算された使いやすさがある。

実質 を尊 び、物事 の理 を とこ とんつ きつ め て考 える ドイ

ツ人 気質 か ら生 まれ た、ニ ク ス ドル フ ・システム8870。

基 本性 能 の充実 は もと よ り、使 い良 さ を細 部にわ たっ て

計算 した親 切 な機 器 設計。例 えば 、オペ レータの 姿勢や

室 内の反射 光 に合わせ て 、デ ィスプ レイ角度 の調整 が指

先 ひ とつ で可能 。 そ して世 界 でい ち早 く提唱 した現 場 中

心 の分散 処理 シス テム。 ニ クス ドル フの システ ムには 、

時代 、国境 を超 え、使 う人の身 に な った きめ 細 かな使 い

や す さと、人 間中心 の思想 が流 れ てい ます 。

●会話 型 ビジ ネスBASIC言 語 の採用 に よ り、 どの ワー ク

ス テーシ ョンか らもコ ンピ ュータ と対 話 しなが ら、簡単

にプ ログラム の開 発 ・修正 が で きます。 ●ワー クステ ー

シ ョンを使 った仕 事の際 中 で も、 ワー クス テーシ ョン間

同士 でメ ッセ ージ の交換 が で きます。 ●多重 デ ィレ ク ト

リに よりSORT(分 類)の 必要 がなく、 いつで もど二で も瞬

時 に最 新デ ー タが得 られ ます。 ●対 象 業務 、処理 量 が増'

えて も、TSS多 重処 理の数 に制 限 な く、 ステー シ ョンが

増 設 で きます。 ●遠隔 地に設 置 した ワー クステ ーシ ョン

か ら、中央 処理装 置の電 源 を制御 す る ことが で きます。

NIXDORFSYSIEM8870
?ル チジョブ&マ ルチワーク ステー シ∋ン システム

/」

一■==闘

兼松
兼松 ニクスドルフコンピュータ株 式会社

本社1東京都品川区西五反田1-31-1日生五反田ピル〒141TEL{03)400-1351㈹

■大阪支店/名 古屋支店/札 幌営婁所/仙 台営莫所/閂 出営奥所/広 島営粟所

福田営秦所/浜松営莫所/横浜官臭所/秋田営業所



aT∈NA=霊
発籠 継 会社加 〒 ナ ピ当ネスサーピス

システム要 員派 遣 サー ビス 日本 橋支社 東 京 都 中 央 区 日本 橋 小伝 馬 町16-8(共 同 ピル7・F)〒103TELO3(663)219i

漢 字 処 理 サ_ビ ス 川 崎 支 社 川 崎 市 川 崎 区 駅 前 本 町5-2(大 星 ピル5F)〒210TELO44(222)5|2|

イ ン プ ッ トサ ー ビ ス 〈システ ム事業部 〉東京都港区芝4-13-2(市原ビル6F旧 本電気漢字システム㈱内 〒IOSTELO3(454)3817

キーパンチ・一派遣サービ・ 蓮;翼 ㌶;言 言 。.崎 。駅前 本。,-2、大星。.,,)〒21。TEL。44,222),、21

新 宿 支 社 東 京 都 新 宿 区 西 新 宿3-7-24(栄 家 ビル6F)〒|60TELO3(346)0961



ユ ー ザー に根 をお ろす コアグルー プ
ト

コ ンピュ一 夕を 通 じて社 会 に貢献 した いと考え るコ ア グ

ル ー プ は、ユーザ ー が真 に求 め る システム の 開発を 多面

的 角度 か ら行 う 、総 合的 な エ ンジニ ア リン グ集 団です 。

口

.(《

鼎
吃ご エ

」

;、 ド

s

『 ジ

P48
.ジ 入 ザ

窯 一具(〉 、

＼_弁 ん一グ

含

奄..

》 ∨一 ヅ

ア プ リケ ー シ 自 ン ソ フ トウ エ ア ハ ウ ス

(株)応 用システム研 究所
〒t50東 京 都 渋 谷 区渋 谷3-26-20三 鱗 ビルTEL(03)407-6581(代)

ベ ー シ ッ ク ソ フ トウ エ ア ハ ウ ス

(株)シ ス テム コア
〒160東 京 都 新 宿 区南 元 町19信 濃町 外 苑 ビルTEL(03)359-0461(代)

プ ロセ ス 制 御 シ ス テ ム ソ フ トウ エ ア ハ ヴ ス

(株)デ ンケ イ
〒150東 京都 渋 谷 区渋 谷3-26-20三 麟 ビルTEL(03)407-6581(代)

シ ス テ ム ハ ウ ス ・情 報 機 器 販 売

コアデジタル(株)
〒150東 京都 渋 谷 区渋 谷3-26-20三 鱗 ビルTEL(03)407-6581(代)

関 西 地 区;シ ス テ ム ハ ウ ス

大 阪 コア(株)
〒S41大 阪 市東 区 淡 路町3-37:富 山化 学 ピルTEL(06)222-658t(代)

テ ク ノ ロ ジ ー ア セ ス メ ン ト

西 日本 シ ンクタンク(株)
〒733広 島 県広 島 市横 川 町2-5-9TEL(0822)32-7337



●



信頼を生む

＼
＼ 東京,東 京都千代田区神田錦町3-24-1(住 友商事第二錦町 ピル内)〒101tt(03)296-3391

情報化社会へのパス

/'

●情報処理技術の専門家になりたい方,
●情報処理技術の教育を担当する方

●情報処理技術者の資格をとりたい方
●職務上コンピュータの知識を必要とする方

●短期間にコンピュータの概略を知りたい管理者の方

●学生時代にコンピュータの知識を身につけておきたい方

◆ 住友情報処理研修センター
㊦541大 阪 市東 区 大川 町27(住 友生 命淀 屋 橋 ビル9F)

ft(06)231-3801〈{七 〉



自然との調和を求めて

科学技術の進歩によって築かれた現代文明は.

さまさまな形で社会環境に影響をおよぼしつ

つあります。

数理計画は、この現代文明による歪みから起

こる各種の問題を解決するため、的確な問題

把握と十分な技術力,豊 富な経験による処理

手法を基に、自然との調和を求めて努力を続

けています。
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株式会社数 理 計 画
RESEARCH,ANALYSIS&COMPUTING

本社 ◎ll2東 京都 文京 区後 楽2丁 目16番1号ft816-2121

お問合せは企画営業部へ
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●事務計算●科学技術計算● ソフ トウェア開発● コンサルテーションとシステム販売

● ファシ リティマネー ジメ ン トサー ビス●漢字情報処理サー ビス

高度な技術 と確かな専門知識 をあなたの組織にお役立て下 さい。

使用機種一－UNIVAC-1110・FACOMM-150F
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目的はひとつで も、用途 様々のキレモ ノ。企 業 も同 じ。「キ レモ ノ」

と呼 ばれる人は、戦 略 のための確 実な戦 術を選 ぶもの。

DPCの トータル ・マネジメントサー ビスは、コンピュー タを効 果

的に運 用 し、マキシマムな利 用価 値 を引 き出 します。

DPC東 京都中央区銀座・丁目・番15号幽 ・・の〒・・4
Se

Rv、C◆
お問合せは暦03-567-5211㈹

支 店/横 浜 市 中 区本 町4-43(横 浜 三 菱 商 事 ビル)〒231TELO45-651-0413㈹

営 業 所/日 立 市 大 みか 町4-16-7〒319-12TELO294-53-6511㈹

営 業 所/大 阪 市 淀 川 区 西 中 島1-9-20(新 中 島 ビル)〒532TELO6-305-54i3㈹

海 外 法 人 ・DPCア メ1)カ/米 国 カ リフォル ニア州 ロサ ンゼ ルス市TEL213-689-1259
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オフコンに限界を感 じたら 、,

DECDatasystem'540

'

分 散型DB/DCを

より小型で

よりロー コス トで

よりイー ジー に

DECDatasystem540は 、 最 新 の ア

ーキテクチャー で開 発 された新 製 品ミニ

コンピュータPDP-11/44を ベー スにした

強 力かつ柔 軟 性 に富んだ システムで す。

コンピュー タの知識 が な いユーザ ー で

もター ミナルを通 じて 、必 要 な時 に い

つ で もその 場 で 使 うこ とが で きます 。

部 門 別 で 異 なった業 務 も最 大32台 の

端 末機 か ら同時 にアクセスで き、その

形 態 もトランザ クシ ョン処 理 、TSS、

イ ンタラクテ ィブ 処 理 、マ ル チ ス トリ

ームバ ッチ と豊 富 で す。オフ コ ンで は

こなせ ない大 量 のデ ー タを幅 広 い機 能

性 で高 速 に処理 す る最新 鋭 の 多 目的

ビ ジネス コンピュー タDatasystem540。

事 務 計 算 は もちろん、科 学 技 術 計 算 、

教 育 システム、医療 システ ムな どの ア

プ リケーシ ョンに も効 果 的 で す 。

DECDatasystem540の 主 な 特 徴

●ECC付MOSメ モリは最 大IMBま で拡張 可能

ディスク装 置は8台 接 続最 大 合計1500MB。

●CPUの サイクルタイムは180ナ ノ秒 、8KBの

パ リティ付 キャッシュメモリを標 準 装備 。

●高性 能商 用 向 オペ レーテ ィングシステム:

CTS-500。

●COBOL、FORTRAN、BASIC、RPGII、

APL、DIBOL、DATATRIEVE、 な どの

高 級 言語 。

●DECNET、DBMS、RMS、FMSな どのシ

ステムソフ トウェアが完備 。

●DECDatasysteml50/320/330/350/530

/570の 各 シり一ズとは、上 方向 互換 性 を持

ち、グ レー ドアップが 容易 。

o剛o朋
DEC日 本支社 営業所
東京都口島区東池袋3・1・1サンシャイン50〒`TOttcO3)sas・ 川`

大飯市北区西天.S6・1-2舟 新東ヒル 〒S30e{D6)364・2364



電子計算機活用のご相談は

○ コ ム(コ ン ピ ュ ー タ ー ・ア ウ トプ ッ ト ・マ イ ク ロ

フ ィ ル ム)の 受 託

○ 漢字 情報処 理 シス テムの受 託

○ カー ド(エ ンボ ス ・エ ン コー ド)シ ステ ムの受託

○ シス テ ムの設 計 プ ロ グ ラム の作成

○ コン ピュー ター に よる計算受 託

セ7←=引 レ=/ス ームズ 〔株i責 合 ネ土

取締役社 長 白 木

本 社 名 古 屋 市 中 区 錦 二 丁 目20番20号
第 二営業 部

営 業 部 名 古 屋 市 中 区 錦 三 丁 目20番27号

東 京営業 部 東 京都 千代 田区神 田小 川町一 丁 目5番 地

裕 泰

大 和生 命 ビル

御 幸 ビ ル

神 田東 海 ビル

智231-8481

岱231-7611

宕293-3581

T460

〒460

〒101

ノ

ば 漣 篭空き

『 ミ.＼

～プ/

〃
日本鉱業ク歩一プ

晶出●

時代 を見つめる目は、複 眼でありたい。
単に、ニー ズに応 える、ということに満 足せず、

あ らゆ る可能 性を追求 し、ひき出す。

CCSの 時 代 を見 つ める目、技 術 はひ と昧 ちが います。

●創立/昭和4S年4月 ●資本金/4000万円 ●人員/95名 ●年商/10億

セントラ7レ・コンヒュー7・サーピズ 套i4
〒105東 京都港 区虎 ノ門4-3-20(第22森 ビル7F)trO3(436)4991～3㈹s,

お問合 せ ・資料 請求 先/営 業 企画 部 担 当 鶴 谷 まで

● 一 般経 営 事務 シ ステ ム の開 発

● 数 理計 画 、 開発 投 資 計 画

●構 築物 、機 械 、プ ラ ン ト等の構 造 解 析

●製 鉄所 、製 油所 、化 学 プ ラ ン トの プ ロセ ス制御

● 医療 、交 通 等各 種 電 子機 器 の ソ フ トウ ェア開 発

● デー タ通 信 、コ ン ピ ュー タネ ッ トワー クの 開 発

.● オ フ コ ン導 入 の コ ンサ ル テ ィング

● 会話 型RJEパ ッケ ー ジMlNERVAの 販 売

●SS管 理 計算 受 託 及 びPOS、SS用 品販 売

● 給与 ・会計 事 務 等 の計 算 受託



ビジネ ス フォーム は情報 の「器 」です

JUSTEIT
システムとビジネスフォームの確 かな調和 をめざして

ρ

Sy ssForms

企業運営 に必要な膨大な情報一 それを運用する

ための中心媒体であるビジネスフォーム。情報
染

の高 度化 ・シ ス テ ム化 と相 侯 っ て、 ビ ジ ネ ス フ

ォー ムが 果 す 役 割 りは増 々重 要 の度 合 を深 め て

い ます 。 この よ うな ときに あって 、 わ た くしど も
ほ ざ

トッパ ン ・ムー ア は、 長 年 に わ た り蓄 積 した 技

術 と実績 を も とに 、 フ ォー ム とフ ォ ー ムシ ス テ

ム に 関 す るあ らゆ る ご用 命 に応 じ、 各 方 面 か ら

ご好 評 をい た だ いて お ります。 トッパ ン ・ムー ア

は 、 フ ォー ム に関 す る問題 解 決 の コ ンサ ル タ ン

トと して皆 様 の お役 に立 つ こ とを願 っ てお りま

す 。 いつ で もお気 軽 に ご相 談 ・ご用 命 くだ さい。

トッパ ン ・ム ー ア
本 社:東 京都千代出区神田駿河台1-6主 婦の友 ビlutt(03)295-2411

FDC〈 未来 開発センター〉:東 京都新宿区西新宿2-6-1新 宿住 友ピル45階tt(03)344-1611
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資料 ご希望の 方は、右記 へ一 〒tO5東 京都港 区虎 ノ門1-26-5(第1丁 森 ビル)東 京芝 浦電気㈱電 子計算機 事業部(03)580-7|H(大 代)
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口回回
CompleteComputerSystems

日本 エ ヌ・シ ー ・ア」メレ株 式 会 社

東京・港区赤坂1-2-2㊦107tr582-6fill

時 にやつ行る。

メーカーの良心、MPE。

NCRな ら余計な負担は一切か けません。

コンピューター・システムは生 きものです。企業 の成長ととも

に、変化 し 発展 します679年 度 の「コンピューター白書」

〈側川 本情報処理開発協会〉によれば、多くの企業が自社のシス

テムは年13.7%の 割合で拡大 し5年 後には現在 の1.9

倍の規模 になる、 と予想 しています』ところが このシステ

ムアップ には、実 にさまざまな問題がかかわってくるので

す』 コンピューターの設計理念として、メーカーが システム

アップ に十分考慮を払ってさえいれば、避 けられるにもか

かわら尤 システム間に完全な互換性 がないばかりに、それ

までの経費や時間がブイになってしまうので は、導入 時の

ツケがまわってくるのとかわりません。

コンピューター・システムは、導入という一時点の ものだけ

ではなく、企業 システムの中 にしっかりと組みこまれ、企業

の成長 とともに歩むものだ。 だからこそ、つ ねに長期的観

点に立って その投 資を最小限に押えなくてはならない。

これがNCRの 製品に対する主張であり、8000シ リーズ・

コンピューターの 中核に据えたMPE(シ ステム移行進路

工学)の 理念で す』プログラムやファイノk周 辺装置、ター

ミナルなど、それまでの投資や知的資産 をそのまま上位 シス

テムで生かし、 スムーズ、 スピLデ ィ、経済的な システム

アップ を確 かに約束します』 メー カーの良心が生みだし

た、他 には例の ない理念、MPE。NCRは 、これから

もすべての製品に、 この考え方 を持 ちつづ けていきま尤
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ビッグプロジェクトでお手伝い、

CYBERNETサ ー ビス。

あしたへ視 点 をさだ めた貴社 の ビッグ プ ロ

ジェク ト。CYBERNETサ ービ スは、その

推 進 をお力添 えす る科 学技 術情報 処理 サー

ビスで す。世 界で 実績 のあるコン トロール ・

データ社 の豊 富 なアプ リケー ション・プ ログ

ラムが 完 備。多分 野 の問題 解 決 に即 応 しま

す。これ に伴 う科 学 技 術 計算 は、スー パー コ

ンピュー タ・パ ワーで 処理 。57年 春 には、能

力をさらに拡 大 します。各種 サポー トで も、行

き届 いた体 制 を整 え、ご期待 にお応 えします。

、

ど
ア

ブ

橋
を

掛

け

る

カ 】

0

高度技術化社会の創造をお手伝い、

超 大 型 コン巳 一 夕と周 辺 機 器 の 販 売 。

あ したを見 越 したスー パ ー コンピュー タや、

コンピュー タ周 辺機 器 の販 売 も行 っていま丸

いままで のコンピュー タで は困難 な、大 規 模

な問 題 解 決 に適 した スー パ ー コンピュータ

CDCCYBER205… 高精 度 高 速演 算が

可能 な超 大 型コンピュー タCDCCYBER

170フ ァミリ。さらには、磁 気 ディスク装 置 、

磁 気テー プ装 置 、プ リンタなど各種 周 辺 機

器 のOEM販 売 、磁 気 ディスクパ ックなど情

報 記録 媒体 の販売 で も実績 を重 ねています。

CONTI〈()L
DA'lA

㊥ 日東 三「脳 一5一麻K:斜1
東京都 豊島 区東 池袋3丁 目1番1号 サ ン シ ャイン60

電 話(03)982-6211(代 表}〒170私 書 箱第11|5号



若 さと英 知 の

●M/T、D/P、

フロッピーディスク

●カード、フォーム

● リボン他 電 算 室 用 品

コ ンピュー タサ' .

● ソフ トウェア・プロダクツ

● ソフ トウェア・サービス

●マイクロコンピュー タ'シ ステム

●小 型 コンピュータ・システム

の販 売 ・保 守 サービス

● 入 出 力機 器(OCRDES

フ ァ ク シ ミ リ)の 販 売 サ ー

ビ ス

システ ムハ ウ・・

當1;1・2;掻 撫 簿 翻1;1!
仙 台(27)6464

横 浜(314)1841

静 岡(53)2723

名 古 屋(261)7i81

金 沢(2|)4341

神 戸(351)2534

岡 山(26)3371

福 山(24)5220

松 江 〔24)1021

浜 田(3)1155

山 口〔23)1828

福 岡(522)8031

鹿 児 島(24)3630

小型電算樹皮

・i算センタ己

●コンピュータ室運 用管理

●コンピュータ機 器オペレーション

●システム、プログラムの開発・運 用

データエ ントリ

F・Mサ ー ビt

」
・;

ぜ

7

● 一 般 デー タ入 力

カードパンチ、キーツーディスク

● 漢 字 入 出 力

● 特 殊 機 器 入 力

OCR/POS/TELEX

●バ ッチサー ビス

コンピューティングサービス

バッケージサービス

モニターサービス

ネットワークサーピス

● オンラインサー ピス

リモー トパッチ

リアルタイム

TSS

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ … ● ・...● ・ ● … ● ■ ■ ● ■ ● ■ ■ ■ ● ● ● ● ● ● ■ ● ● ■ ■ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ■ ■ ● ● ● ・ ● ● ● ■ ● ● ■ ■ … ● ● ● ● ● ●

籔 日本 ビジネス コンサル タント

開発研 究所及 びFM・ コンピュータ各事業部

東京都 渋谷 区道玄坂|一|6-5

情報 ・商品各事業部

東京都 渋谷 区道玄坂1-21-2

(476)2801

(464)5110



一_2蓋 ●資料 請求 及びお問い合わせ・本社営 業企画 室03(407)6042東 京支店03(四)471t横 浜 支店045(662)8～H白 刀医E三 」2ζ ス]]■t-一 ≡1

〒150東 京綿渋谷区渋谷2.`7.3南塚ビル 正し03-400-`22㈹ 静 岡支店0542(51)399j名 古屋 支店052(2S1)1501大 阪支 店06(311)1421福 岡支店092(43D4063全33拠 点



システムの調和 をめざじで… ・

システ ムの効率 的 な運営 は、 コ ン ピュー タ とす ぐれ た ビジネ

ス フ ォー ム の調 和か ら生 まれ ます。 日本 ユニパ ック ・サ プ ラ

イ は ビジネ ス フ ォー ム の専 門 メー カー と して 、良質 なフ ォー

ム を製造 す る と共 に、 フ ォー ム シス テム の企 画 、設 計 を通 し

て 、フ ォー ムの シス テ ム化 を推 進 して い ます。 また 、新 製 品

の研 究 、開 発に もさ らに一層 の努 力 をつ づ け 、ユ ーザ ー の経

営 合理 化 の お役 に立 ちたい と願 って い ます。

● ビジ ネス フォーム(連 続用紙 ・OCR、OMR用 紙 ・連続封 筒 ・カ ラー印刷 ・ヒー トシーラ ・預金 通帳 ・MICR用 紙)

● パ ンチ カ ー ド(ス タンダ ー ドカー ド ・設計 カ ー ド ・マー クカ ー ド)

● 磁 気 製 品(磁 気 テープ ディスクパック・ディスクカー トリッジつ ロッピーディスク・カセッ トテープ)

● 周 辺 機 器(OCRプ ロ リー ダ、プ ロデー タ ・UDS2000デ ィストリビューテドシステム・UESI800キ ー

ツー フロ ッピー ・カー ド穿干し機)

● 関 連 用 品(各 種 プ リンタ リボ ン・各 種 キャビネッ ト・耐火金 庫 ・事 後処理機 ・各種 紙 テ ープ)

日応 ユ='V7"7・ サ7b『 所
本 社 、 工 場:東 京 都 世 田 谷 区 桜 新 町2-19-5Te|(03)426-333|

営 業 本 部:渋 谷 区 道 玄 坂2-29-20長 谷 川 ビ ルTel(03)463--7781㈹

大 阪Tel(06)385-6722長 野Tel(0262)35-4501名 古 屋Tel(052)58t-1488札 幌Tel(OII)251-0882

仙 台Tel(0222)61-5810岡 山Tel(0862)32-6276広 島Tel(0822)47-7381福 岡Te1(092)473-6491



ナンバー印刷の東洋紙業

ウエイテツトチ=さツク デイジツト

覆5

証

'勺

99'

白 字

衿
＼魁

9 2if
簿廼

Φov

∴'玲 ,

コ ン ピ ュ ー タ に 入 力 さ れ る デ ー タ は 、い ろ い ろな

チ ェ ッ ク が お こ な わ れ て お り ま す が 、 あ ら か じめ

伝 票 に印刷 され て い るナ ンバーについ ては 、チェック

なしか 、チ ェ ック精 度の 低 い7DR、9DSRし か

ご利 用 に なれ ませ ん で した。当社 で は モジュラス10、

モ ジ ュ ラス11の チ ェ ック付 ナ ンバ ー が可 能 な印刷

装 置 の 開 発 に成 功 しま した。

1つ ねに新 しい提tt-・ 顎 る印m,!使 命 としSTl

寧 東翼壁 竺欝 社
〈BF専Pう 工場〉

平野 工場:大 阪市 平野 区平野 元町9-38

王子 工場:東 京都 北 区 堀 船1丁 目6番2号

古(06)791-3435(代)〒547

宕(03)927-0051(代)〒114

本 社 大 阪 市 浪 速 区 芦 原1-3tt(06)568-0011(大 代)〒556

高度な技術と

多大の信頼を誇るNID
当社は、創業以来 多数の優れた技術者と、 長年培ってきた質の高い技術
サービスにより、 コンピュータに関するあらゆるニーズにお応えするととも

に,年 々すばらしい業績 をあげてまいりました。

今後 とも"コ スト・パ フォーマンスを追求す る担 い乎"を スローガンに,情

報産業の先 駆者として価値のある情 報サービス℃ 信頼 と期待にお応え

するよう,最 大の 努力を重ねてゆく所存であ ります。

Lコ ントロール ・システム の設 計 とプログラム 開 発

●ビル・コントロールシステム●公害監視システム●鉄綱 システム

●石油オフサイトシステム●防災システム●水処理システム●物

流合理化システム■パイプラインコントロールシステム ●データ通
信システム●交通管制システム●ガス自動化システム●電 力自動

化システム●拡散炉コントロールシステム●エンジン・コントロールシ
ステム倒Cテ スターコントロールシステム●飼料入出荷管理システ

ム●図形処理システム●振動解析システム●音声解析システム

●三次元測定システム●警備保障システム●移動交換機システム

2.ビ ジネス・システムの 設 計 とプ ログラム開 発

●銀行オンライン・システム●医療情報システム●会計情報 シス

テム●予約情報システム■生産管理システム■資料管理システム
■運輸情報システム■被爆管理システム●人事・給与システム●維'

持管理システム●各種データリくンクシステム●各種統計 技術計算

3.ベ ー シック・ソフ トウェアとプ ログラム 開 発

●各種コンパイラー●クロス・アセンブラー●オペレーティング シス

テム●デニプレックス・システム●各種コントロール・システムのモニ

ター●各種ユーティリティ・システム●各種サービス・プログラム

本社 東京都新宿区西新宿8193〒160電 話(03)3652621㈹

センター・営業所=新 宿・千葉 ・仙 台

オペ レーション委託から電算

室の一括運用管理
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3センター連携による大量デー

タ処理および漢字情報処理

東 京 セ ン ク ー 京 葉 セ ン ク ー

.キ ー'ツ 　 ディスク.キ ー'ツー ・ディスク

INFORFX330e16ス テーションCMC1800102ス テーション
ENTREX48020● ディスク・ツー・カードパンチ2乞,
●フロッピー ・ティスクMELCOM70/t50シ ステム

東芝RT-4220ス テーション 東 北 営 業 所
●ディスク・ツー・カードパンチ1台 ●キー・ツー・ディスク

CMC19〕e64ス テーション



独創 と豊富な実績 をもつ

NEDの ソフ トウェア開発技術 に ご注 目下 さい!

NED6つ の 主 要 プ ロ ジ ェ ク ト

/

1

、

宇雀羅 、
プ ロジ ェ ク ト

■ ロケッ ト打上、人 ロ衛星追跡 システム

■ 地上機器運用管理システム

■ 外国企業 との連携

メ
'

2

、

研究開発
編 静 エク蔭ヒぶ

,

■ 事務処理モジュール研究組合の成果物
の企業化中

■JSDか らの委託 され た"ソ フ トウェア
工学"に 関す る調査研 究

■JSDか らの再委託 によるソフ トウェア …
生産技術開発5ヵ 年計画

メ薫`
'

3
ソ フ トウ ェ ア

1∫プ ロ ジ ェ ク ト
× ぷ づ」シ

＼

■ コ ン ピュー タシ ステ ム の設 計 開発

■ ナ シ ョナ ル プロ ジ ェク ト(通 産 、運 輸 、

電 々公 社)の 推 進

■ 基本 ソ フ トウェ アの 開発

'寸
r

4

、

海 外

プ ロジ ェク ト

■ ソ フ トウ ェア プ ロ ダク トの 輸 出

■ 海 外 ユ ーザ ー に対 す るコ ンサ ル タ ン ト

■ 海 外ユ ーザ ー に対 す る教 育

r

5

、

'

販 売1

プ ロジェ ク ト

＼

■ シ ス テ ム販 売

■ パ ッケ ージ 販 売

ADVANCEDDYNAMO

TEL・LINEシ ステ ム
`

'

6
s

、

〉 ■

情報処理技術者

教育プばジェクト

■

＼■ 電子計算機専門学校の経営

(札幌、新潟、名古屋、福岡)
■ 卒業生数1LOOO人
■ 地域社会の情報化の促進

一 一 ■ 一

回 日本電子開発株式会社
NIPPONELECTRONICSDEVELOPMENTCO ,LTD
本社/東 京都新宿区西新宿7-7-3小 田急柏木 ビル 訟03(367)5021(代)



ナイス ネット

NEISNETサ ー ビス

オンラインにより

あなた自身の

コンピュータのように

ご自由に

お使 いください。

■事 業内 容

●オ ン ライン処理 ・バ ッチ処理 による経営 ・事務

計 算 お よび科 学 ・技術計 算 な どの受託

● ソフ トウェア の研 究 開発

●大型 か ら小型 までの各種 コンビュー・タの時 間

利用 サ ービ ス

●コンピュータおよび端末 機器 など関連機 器の販 売

●コンピュータ利 用 に関 するコンサ ルテ ーション

本 社

大 阪 支 社 〒565大 阪 府 豊 中市新 千 里 西町1丁 目2番2号

(住 友 コンピュー タビル)fto6(833)2725(代 表)

IVEC日 本電気情報サービス株式会社
〒108東 京 都港 区芝4丁 目14番2号(第2田 町 ビル)fro3(454)5711(代 表)

名 古屋 支 社 〒460愛 知 県 名古屋 市 中 区新 栄2丁 目28番22号

(日本 電 気 名古 屋 ビル)ft(052)261-8621(代 表)

思考の品質
日本 電 気 ソフ トウェア株 式 会 社 は 、情 報 社 会 の拡 充 のた め に、

た えず 高 品 質 の ソフ トウ エア を開 発 しています』

●主要営業 品目 アプリケーション・ソフトウェア ベーシック・ソフトウェア システムズ・エンジニアリング 各種教育 とコンサルテーション

情 報化社 会をリー ドする、NEACコ ンピュータ・クループ

NEC日 本電気ソフトウェア株式会社
〒105東 京 都 港 区 芝 二 丁 目14-7TEL(03)454-63日
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あらゆるニーズに応えるJIPNETWOPKδEPVICE

情報化社会 〈コンピュー トピア〉の論議 も現実感 を

深めてお り、まさに'80年 代は、その実現へ向けての

大きな飛躍 の時代 となるで しょう。JIPで は、その

情報化社会のフロンティア として、また業界の リーダ

として'JIPNETWORKSERVICE"の テーマ

の もとに、人間社会の あらゆる面での情報化に貢献

し、かか る時代の総合情報サー ビスセンタとしての

役警llりを十二分に果 して まい りたい と考 えています。

'JIPNETWORKSERVICE"の 中核 に位置す

るのは、強 力なコンピューティング ・パ ワーです。

JIPは すでに、超大型 コンピュー タB7800シ ステム

を配備 し、大型で高速処理を必要 とする大規模計算

業務に も対処で きるようその体制 を整 えてきま した

が、さらに今秋、スーパー・コンピュータ'BSPも 導

入されJIPの コンピューテ ィング ・パワーは一段 と

パ ワーアップ します。

dP昧 電子計算株式会社嬬 麟 ぼ霊瓢 姦濫 嬬 ラ1跳躍鑑 瓢 瓢 議 鑑1・辮;嬬 ㌫ 芸8跳訓
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世界最大の汎用コンピュ■タ

NECか ら新登場o

ラインプリンタ

マスデータファイル装 置

、■

ミ.

へ
＼

磁気拓 ク装

NEC日 本 電 気 の コンピェータとコミュニケー ションの 融 合

《C&C》 にもとつ く総 合 力を 駆使 。世 界 を リー ドす る先 進

技 術 と最 新 の アー キテクチ ャで いま、コンピュータの頂 点

に立つ世 界 最 大 、最 高速 の超 大 型 コンピュータ 《ACOS

システム1000》 の 誕 生 です。

〈メインメモリ〉
主記憶に64Kビット/チ ッフの苞葉}百度のMOSLSIメ モリを

世界で初めて超大型捗に採用し、大記憶容量をコンパクトに実

現。大規模な業務の同時処理廃刀や巨大なプロ グラムの処理能

錫勲 爵 当28K,

麟=霊鑑 当

軽鞍 欝薮00レ耶
3齢B

4,+4

●分 散処 理の要求 を先 取 りした汎 用コンピュー タ

ACOSシ ステム200/250/300/350/400/450/500/550/600/700/

800/900/IOOO(小 型 ～超大 型)

●分 散事 務 処理 時代 を創 る先 生つき対 話型 日本 語 処理

オフィスコンピュー タNEACシ ステム5011/|0011/|5011

●分 散処 理専 用コンピュータのエース

N4700分 散処 理 システム

●分 散 処理 、通 信制 御 、産業 制御 のマル チサ ービスを実 現 する

NEACMSIO/30/50

●分散 処 理時 代 に最適 で豊富 な汎 用 ・業種 別 ター ミナル

デ一 夕エ ントリターミナル、インテリジェントターミナル

業種 ・業 務別 専 用ター ミナル

●新 情 報処 理 ネットワー ク体 系 《DINA》 を構 成 する

ネ ットワーク構成機 器

64..

〈ディスクキャッシュ〉

磁気ティスク装置に対するアクセス時間を

最高1/10に短縮し、システム全体のスルー
プットを向上。

〈マル チプ ロセッサ 〉

最大4{5の演算処理装置と最入4台 の入出

ム 刀処理装置により、システムの大規模化に

口 応えるとともに、信頼性も向上。

ZVEC]7th-17

A60S…,z刊blOOO
日 本 電 気 株 式 会 社 。胎 。C、、。,,、、。.。伝TEL,。3、454-1。(.代表)



システムの原 点にかえり、

1980年 代 に対応 で きるシステムを。

コンピュータ システム クリエイターとして、

ユーザーとともに価値 あるシステムを。

ハー ド・ソフ トの両面から、

将来システムの ビジョンも提供 します。

1980年代は、ソ7ト ウ=ア ドリフンの時代.
■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■ 一 ー

コンピュータの利用技術が、

決定的ともいえる 差を生み出しま1島

nj

常。蕊 誘惑㌶ 霊 獣;こま充
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ComputerSystemCreator

日電東芝情報システム株式会社
本 社/〒108東 京 都 港 区芝 五 丁 目37番8号(住 友 三 田 ビル)ft東 京(03)454・3521(大 代)

餐 札 幌(Ol1)222-1668ft仙 台(0222)21-1241ft新 潟(0252)41-1705容 名 古 屋(052)264-0921n松 本

(0263)36-5080ft大 阪(06)220-4981fi広 島(0822)47-3962n松 山(0899)45-0830宕 福 岡(092)714-6261



オ7イ スにぜい肉はいりません。
大型 機 の多面 的な高性 能思 想 と、小 型機 の コンパクトな経 済 性 ゑ デスクサ イズsコンeeユ・一ター、B90シ ステム。

コンピューター・マネンメント・システム(CMS)を 完備。

B90ノ ステムを支kるCMSは 、@ヒ位・下位との完

全な∬換 性0操{↑ の統一 と容易僧 臼 ノステム

運用の簡素 化9業 務処 理プ ログラム開発の省

力化 ㊧ノフトウエアの陳腐化を防ぐ将来竹など新

しい時代の基準 をすべて備zて いま洗 またCMS

の中核をなすオペレーティング/ス テム=MCP(v

スター・コノトロール・プ ログラム)し人触機なみの

ノステムの概 念を採 用するなど、最適なノステム稼

働 を可能にしていま尤

コンピューターを使いこなすソールをパ ノケー/て

して解 決しなければならないプログラムをすべてパ ノ

ヶーノでお届けしま尤 非専門 家や現 業部門、トノ

フ、マォノメノトが 谷易にコンピューターを使いこ

なすことができま曳

新データ通信網時代を先取りしたオンライン・ンステム

バロースのユニー クな分散処理 巴想では、どの端

本 からでも不ノトワー ク1に あるすへてのコノピュー

ター機 能とテ㌔ タ ベースを谷 易に活 用できま℃

また、他の端人やホスト・ノステムで開 発したプロ

グラム、現6使 ってLる プログラムを利用することも

で きま尤

ソフトウエアは、作 る時代 から使う時 代へ

B90ノ ステムは どのユーザーでも1■ptの問題と

専門 的な立場 と経験 鵯冨な広し視野かぱ則発

された 版 元、イt庫、経理 業務や牛摩W理 などの

プログラムが準 備iされていま尤 しカもあbゆ る業師

やユーザー個 別の要望を4両たせるよフ、輻 をもた
.

せて開 発されていま℃

導入から稼働、保守に至るまての完壁なサポート体制

カストマー・サf－ ト・セノター(CSC)で は、業 務

処理 プログラムの利 用相談、ユーザー教 育、ノス

テム開 発のコンサルテー/ヨ ノなどについて、経験

の深 い専門のノステム・エノノニアが いっでもご

相 談に∫、いじていま宝

ユー
●36台 のワーク・ステーンヨノ/オンライノ

端本 ●業界初の%メ カツ・イトのハ ロー

ス・スーパー・ミニティスク醸省資源「Pf

装孟09本 の多重処理超 高速中央演

算処琿装 置(2MHz》 ●人容音 のL記

憶 装 置(最 大512KB)硲 豊富 なワーク

ステー/ヨ ノ(15種 類滝 信頼性を向 める

ワノヒ『一ス コノストラクノヨノ

1到 バ・「ス株式会社
本 社/m都 十 代 田区 麹 町1の7〒102tto3(263}321)

サ ーヒス ステ ー!ヨ!/全 国Lseヵ 所

,● ・ ロー スtLつ もフ レ ノ/ユ 乙 人 材 をkめ てtま す.

お 門 人 合 わ せ よ人 ¶し叩 へ と フそ.

Burrou hs
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インク技術 が生きている

パ イロットのラインプリンタ用リボン

「 二} ぶ
一一 箋

～ …'〕 ス

}

品 質 の 高 さで 、選 ばれ て い ます。
パ イ ロ ッ トの ラ イ ンプ リン タ用 リボ ンは 、60年 に 及 ぶ イ ン ク技 術 の 追 求 か ら生 まれ た 、

理 想 的 な リボ ン です 。イ ン ク塗 布 量 の 精 度 が 高 く、均 一 性 も抜 群 。そ の うえ 製 造 か ら納 品

ま で迅 速 な ため 、 各 方 面 で圧 倒 的 な 納 入 実 績 を重 ね て い ます 。

■ インクの特長

● 印 字 は 鮮 明 。独 自の イ ン ク配合 に よ り、 滲 み の な い シ ャー プ な文 字 が 得 られ ます 。

●耐 久 力 抜 群 。使 い始 め か ら最 後 ま で 、濃 度 差 が 少 な く、均 一 した 文 字 を長 時 間 保 ち ます 。

● 汚 れ を解 消 。不 快 な帳 票 の 汚 れ が きわめ て 少 なく,OCRな どで は特 に威 力 を発 揮 します。

● 堅 牢 そ の もの 。 耐 水 性 、 耐 薬 品 性 、耐 候 性 に す ぐれ 、 デ ー タ の保 存 と い う点 か ら も、

安 心 です 。

■ 生地の特長
● リボ ン生 地 で は最 もす ぐれ た ナ イ ロ ン66を 採 用 。ラ イ ンプ リン タの 活字 、ハ ンマ ー に

対 して ず ば 抜 け た 強 度 を発 揮 し ます 。

〈扱品種〉

●ラ インプ リン タリボ ン

●OCR用 リボ ン

● イ ンクロール

●端末 機器 用 リボ ン

●マ ー ク リー ダベ ン

● フ ァイ ル ・バ イ ンダー

● フ ァイル保管 用品

●磁気テープ関連用品

●ディスクパック関連用品

●フロッピーディスク関連用品

●連続フォーム用紙事後処理機

●耐 火保管庫

●移 動ラ ック

● ビジネ スマ シ ンス タン ド・デス ク

● ター ミナル スタ ン ド

⑨〃姐 ・必衰瑳 掘 舗
商事部印字用品販売課

東 京 〒104東 京都中央区八丁堀4丁 目6番9号 コバ リピルtte3-553-7368㈹

大 阪 〒564吹 田市南吹田5丁 目26番3号 江坂 ピルrtO6-338-3301㈹

商事部 〒104東 京都中央区八丁堀4丁 目6番9号 コバIJピ ルtrO3-553-7361㈹



・・術の日立⑩ こころεこめて7・ 年

⇔HITACH1

超大形コンピュータから

オフィスコンピュータまで

日立 は、わが国 で はじめての大 規 模 オンラインシステムの 開発 に成 功 する

など、つねに時 代 の先 端 を行 く新 しい考 え方 、技 術 をコンピュー タシステム

の 開発 に注 入 じ〔まいりました。 そして情 報 処理 の 多様 化 と規模 の拡 大 が

さらに進 むと考えられ る1980年 代の システムニ ー ズに応えるために、超 大 形

コンビ4一 タHlTACM-200Hを 開発 しました。 この超 大 形 コンピュータ

開 発 に注 が れた技 術 はホ ストコンピュータHITACMシ リーズ、オフィスコ

ンピュー タ/分 散 処 理 用 コンピュータHITACLシ リー ズ といったHITAC

ファミリーを支 える基 盤 となっています』

ホストコンピュータMシ リーズ

オフィスコンピュータ

分散処理用コンピュータ
Lシ リーズ

端末システムTシ リーズ

ミニコンピュータEシ リーズ

● 細 い 合 わ せ ば=コ ン ヒ'ユ ー タ 害陳 棉 電 話(03)455-2301ま た{iA1'Gり の 支lliへme西{06レ203-5781・nrw(092;741 -5S31.

樟式t'it日rt製 佗 所 劉1篇 ㌫ 三殿1跳 ㌫ 萎綴 ㌶;ぎ 當17螢5;躍 ‡㌫16:跳 跳 鴇;
お送 りください。〒IOS東 京都港区三田‥4-2S{三 田国際ビル)翻 日立製作所コンピュータ事案本部 技術本部

⇔

品:ぎ
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緻 密なチームプレー、正確 なパスワークで厚 いディフェンスを破 りゴールを目指 す!

ソフトウェアづくりもそれぞれの専門技術

者が高度のテクニックを駆使 して完ぺきに仕

上げていきます。

日本最大の規模 を持つ"日立SKこ は、「技術

の日立」の一員として、豊富な経験と若い新鮮

なアイデア・結束 されたチームワークで、使い

やすい ・信頼 されるソフ トウェアを自信を持

って開発 し産業界のお役に立っています。

今、あなたの会社でソフ トウェアづくりに

貴重な時間と多 くの人材 を投入しているとし

たら 必ずしも得策ではありません。

専門技術を生かしたソフ トウェアづくりは、

技術 と経験のある日立SKに おまかせ くださ

い。

きっとご満足いただけることを確信 してお

ります。

お問合せは営業部へ

本 社
三 田 事 務所
九段 事務 所
名古屋出張所
大阪 事務 所

竺244横 浜 市 戸 塚 区 矢 部_PＴ29番 地tt(045)864-3711(大 代 表)

1}8;麟㌫鵠 誤 ▲;};餐豆露悪錨 噺 警語2謬錯 き1
〒460名 古 屋 市 中 区 栄3-17-12(日 立 ピル)e(052)264-0027
〒541大 阪 市 東 区 北 浜4-6(日 生 日 立 ビ ル)e(06)203-5781



信頼 と創造の富士 通

_)) 口口■■ 「

●FACOM67`5D日 本語ラインプリンタ装置

1形 ζ さ 語Z尤 え 玄 ら 曰 い ざ

シ 業 ウ 開 日 シ い お シ き れ し さ

ろ 務 工 発 本 ス ま 応 ス た た て ま

マ讐難 駐 寄 書ζ読 黍
本 く ま

1藷難 蕪 曇

り合・㌶ 雛 嬬 ラ情

システムの規模を選ばず日本語化一JEFコ ンポーネント

●FACOMMシ リー一ズ ●FACOM2770Eイ ンテリジェ

ントシステム ●FACOM67SsD日 本語ラインプリンタ装

置 ●FACOM6650日 本語 ディスプ レイ装 置 ●FA

COM2740」 インテリジェントターミナル ●FACOM

6SO3A日 本語データエントリシステム ●FACOMVシ リ

ーズ ●FACOMシ ステム80オ フィスコンピュータなど

か 的 フ し が カ し 望 情 用 い 浸
な や ト く ら ナ て に 報 で な 透

富士通日ホ語惰報シス〒ム

日 稼,

警
処 は
理 じ
の め
トた

纂
玄
で
尤

Illllllllllll「1「伽llll|lllllllillllllllHllll

富 士 通

ll伽1|IIII旧1[1伽IIIIIIIIIIIMIIIIIII
富士通 株式会 社

電 算機販 売推 進部

〒}05東 京都港 区西 新橋3-21-8

TEL(03)437-5111
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お問合せは…三菱電機株式会社電子計算機 第一部 〒100東 京都千代田区丸の内2-2-3三 菱電機 ビルft(03)218-3236

カタログ請求券

日本語情報処理

コンピュータ白書

8009

あなたの電話番号
をご記入 ください。

く



企業の情報化武装をサポート。

い ま ま で 、個 別 に 行 な わ れ て い た コ ン ピ ュ ー タ

関 連 の サ ー ビ ス 業 務 を 、一'挙 に シ ス テ ム 化 し て

よ り高 度 な商 品 サ ー ビ ス を提 供 す る の が 、 私 た

ち マ リテ ッ クで す。「技 術 」 と 「人 材 」 をパ ッ ケ

ー ジ した 商 品 サ ー ビ ス は 、 情 報 化 推 進 の 真 の サ

ポ ー ト ・プ ロ 集 団 の 名 に 恥 じ な い もの 。 シ ス テ

ム 開 発 、 デー タ管 理(入 出 力)の 各 分 野 を統 合

した 複 合 機 能 に よ り、 ネ ッ トワ ー ク 、分 散 処 理

関 連 シ ス テ ム の 構 築 か ら 運 営 管 理 ま で の 各 フ ェ

イ ズ を全 国 規 模 に わ た る ス ケ ー ル で サ ポ ー トい

た し ます 。

..■■一 ■・一 ・ ●■【.萄≡陪趣 …1穎■■ヨ 呈こ

〉 株式会社口IJう3L」{コ
●東京都港区赤坂3丁 目3番地(住 友生命赤坂ビル8F)〒IOITEL{03)S

●大阪市南区順慶町通4-6d(日 本生 命御堂筋ビルllF}〒5q2TEL(06)2

●名古屋市中村区名駅4-t7-ig(カ ネボウビル6F)〒453TEL(OS2)593

●和歌山市北汀丁3番 地(三井生命利敵山ビル)〒640TEL(0734)32-

●札幌市中央区北一条西9-3-14(第 一ノースキャピタルピル)〒060TEL(Olt)

(仙台、広島、福岡ネ・ノトワーク構築中)

丁

一〇1?6(代表〕

-9545(ft表)

830(代 表)

31(代 表)
-0259(イt表)

■商 品サービスの体系

ネットワー ク、分散処理の構築 ・運営 に伴うコンサルテーショ

ン、教育指導 、オンライン端 末機器 操作による運営 及び関連

業務 、実施結果の評価 ・改善。

〔関連会社〕●丸栄計算センター株式会社 ●株式会社関西丸栄計算センター ●和歌山丸栄計算センター株式会社 ●株式会社インプット研究所
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創 業110余 年,コ ンピュータ販売20余 年
長年 にわたり,時代 の変化 を先取 りし,ユ 十 か ら直 接 得た要望 を反映 させたハー ド

ソフ トの 提供 で,時 代 の ニーズ に的 確 に応 えてきた 丸善 。

豊富 な経験 と実 績の積 重ねが伝 統の 力となり,それを明 日の システム開 発の原 動 力 とし

て活か しつづ けています。

そ して,80年 代 のい ま、オ リジナル ・オ フィスコンピュータ 《マルゼ ン ・マイクロメイ ト

ファミリー〉を中心 に,分 散 処 理 ・マ ンマ シン志 向の新 しいニー ズに応 えます。
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〔電 子 計 算 機 部 〕 〒103東 京 都 中 央 区 日 本 橋3-9-2tt(03)272-0331

●営 業 所:札 幌tt(01D241-7251/仙 台=(0222)22-1131/横 浜tt(045)212-3171/名 古 屋n(052)261 -2251/金 沢tt(0762)

31-3155/関 西情 報 セ ン ターrt(0726)41-0541/京 都e(075)241-2161/大 阪e(06)251-2621/神 戸tt(078)391-6001/姫 路

廿(0792)22-2313/岡 山呑(0862)31-2261/広aStt(0822)47-2251/福 岡 古(092)291-4831



'ぐこ、

"こ
。

、

、

/%

駄 一.

鷺
z㌶ 講 『賜"灘 ド.z.ゑ/※ 〆 〃∴ 三シ/rノ、杉 箸㌘ 影 ㌶乞 ㌘聯 難 易、杉・ ・労る灘%、 微 玩 。滋

A
三i愛重工

==蓋 重 工 二eue"eh「-5ロ コ⊆7=■ 己■

=1』 記-一 」7圭 用

●沓工ネ時代 を先駆 ける、冷媒再 熱 タイプ。

冷 却 された空 気 を 冷 媒ガ スによる再 熱回路で、所 定 の温

度に制 御 しますから、節電 効果は抜 群で七

契約電力の比較

機 種 DC-10一 ウDC・101W DC-15→ ・DC・151W

契 約 電 力 25KW-◆15KW 34KW--20KW

低 減 率 40% 41%

電 力料 金 は半減/

3go

200

Ioo

(hour)

月間 運転時 間

{55年 碩 現在の東京電 力・業務用電力従来被の電気 ヒータ通電率平均67%)

1ヶ 月400時 間運転 した場合の年 間節 減額(電 力)は

年間電力料金の比較

機 種 節 減 額 節減電力量

DC・ 重01W 152万 円 (50、000kwh)

DC・151W 209万 円 (70.000kwh)

およそ半分で すみます。

㊥応 答性 に優れた、無段 階制 御。(実用新 案出願 中)

新開 発の比 例+積 分 動作 コントローラで、絶 えず比例 式冷

媒流 量制 御弁 に、空気温 度情報 をフィートツミックしますから、

スムーズな無段 階制 御を行 ない、安 定した空調 をお約 束し

ま七

@高 い信 頼性 、独 立2系 統の 冷媒 回路。

高効 率 コンプレッサ、ハイコップ(Hi-COP)2台 を、独立

した2系 統の冷媒 回路 に組 み込 み、広範 囲な運 転 と安 全

1生を確 保 しました。

㊨確実で空気温度変化のない容量制御 。(実用新案 出願中)

再熱 量 に応 じて、比 例式 冷媒流 量制 御弁は開 閉 しますが、

それに応 じてコンプ レッサの1台 をONeOFFし ます。従 来

のサ ーモスタット=ス テップコントローラ方式 による 容量 制

御では、避 けられなカ⇒た空気 温度 変化が殆んどありません。

●使 いやすく、見 やすいコントロールパネル。

遠方 操作 回路 、時 間計 および電源 、運転 、異 常を示す表

示灯 など、一 目で 運転 状態 を把握 できます』
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● コンピュータとマ ッチす る、ブル ー とアイボ リーの ツー トー

ンカラー

轡 キメ細い保 護 ・警報 装 置

クランクケースヒータ、アキュムレータ、液 ライン電磁 弁を装 備

していますか ら、クランクケースへの冷 媒の寝 込みを防止 し、

コンプレッサの液 圧縮 、潤 滑不 良などに起 因する軸受 けの

焼 け付 き、弁割 れ などからコンプレッサの故障 を防ぎます。

また漏水検 知器(オ プション)を 装 備で きます,

●集 塵効率 の高い、高性 能 エア ・フィルタ採 用

コンピュータ誤 作動の因、塵埃 を効率 よく取 り除いて、正 常

な運転 を約 束 します。しかも目詰りした時は、警報 ランプが

点灯 します。

空冷 式… …

DC・101A,151A,201A,301A

水冷式 …・・

DC・5101W151W201W301W,,,,
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もちろん省エネ ・タイプ
●冷 却 水 の 悩 みを一挙 に解決

●-15℃ の外 気 温 度 でも、安 全 空調

(高圧 コントロール回路内蔵)

●比 例 式 冷 媒再 熱 回 路 システム採 用
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劔 資 料 ご希 望 の 方 は下 記 の住 所 までハガ キで お 申 込 み くだ さい。

郵便 番号、おところ、電話 番号・、貴社 名、担 当者のお名前 をお忘れなく。

A三 菱 重 工業 株 ま 會 痂環1霧 雲 幣 ㍍ ゆ・難繍1…iiiii㌶ili繍iiii議i



オールラウンドコンピュータセンター
コンピユータ利用に関することならなんでもご相談ください!

日科 技研
電 子 計 算 機 セ ン ター

(千駄ケ谷)

TOSBAC5600/160

(256KW)

筑 波 情 報 セ ンタ ー

霞 が 関 情 報 セ ン タ ー

(霞が関ビル内)

lBM3033

漢字システムCOMシ ステム

グラフィックシステム

プロッティングシステム

電算 機 シス テム の

使 用(ハ ー ド利 用)

卦算処理のスピー ド

化 ・正確化 ・経済的

ソフ トウェ ア開 発

の受 注(技 術 計 算)

ベーシックソフ ト・

アプ リケー ションプ ロ

グラムの開発 ・NC(数

f直制御)な ど

受託 計 算処 理

(事 務 計 算)

医療情報 システム ・

給与計算 ・会計 システ

ム ・人事管理 システム

など

デ ー タ処 理

統計解析,数 理計画

等のプログラム群の有

効な利用

会員 会社 関 係

会員制度によるシス

テム開発 と計算処理の

サービス ・リモー トバ

ッチ方式の利用 ・オ ン

ラインサー ビス

公 害 防止 と

地域 開 発

水質汚濁 ・大気汚染
・メッシュデータによ

る開発計画な ど

化 学 工 学 関 係

蒸 留計 算 プ ロ グ ラム・

ダ イナ ミッ クプ ロセ ス

シ ミュ レー タ

漢 字 情 報 処 理

シ ス テ ム

漢字 処 理 プ リ ンター

の有 効 利 用.DM・ 技術

文 献 速 報 ・名簿 の作 成

プ ロ グ ラ ム 販 売

当社 開 発 の プ ロ グラ

ム 販売 に加 え,ユ ーザ

プ ロ グラム の委託 販売

を行 っ て,ソ フ ト流通

の ネ ッ トワー ク形成 に

つ とめ てい ます。

㈱日本科学技術研修所
電 子 計 算 機 セ ン タ ー(03-352-2231)(代)

(〒|51)東 京 都 渋 谷 区千 駄 ヶ谷5-|0-ll

霞 が 関情 報 セ ン タ ー(03-580-4771)(代)

(〒|00)東 京都 千 代 田 区 霞 が 関3-2-5私 書 箱112(霞 が 関 ピル31階)

筑 波 情 報 セ ン ター(0298-51-3082)

(〒305)茨 城 県 新 治 郡 桜 村 大 角 豆 字 名 兵2012-121(大 和 ピ ル3階)

らンセブ下は使いやす笥

ペンタッチ入 力 は

ぺんてるが 初めて実用 化 。

コ ンピュー タは限 られ た人だ けが使 う

もので はない。 と80年 代の普 及 を10年 前

か ら予測 し、ペ ンタ ッチ入ヵの開発 に着

手 して以来一環 して使 いや す さを追求 し、

これか ら もお客様 のニ ーズ に合 った シス

テム を提供 して ゆ きます。
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明 日を考 え 、 明 日 を形 に。

百
営業 品 目

オ フ ィス コン ピコー タシ リー ズ、
マルチ ター ミナル システ ム

デー タエ ン トリー システ ムシ リーズ、

漢 字処 理 システム シ リー ズ、

多項 目入力 シリーズ(OEM)、 情 報検索 シス テム

《随¶る株式会社

ペンピューター事業部
〒102東 京都千代田区九段北4-L-3

日本ビルディング九段別館rto3-234-2451㈹
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ぺんてるはTQC僚 社的品質管卿 及

びQCサ ークル活動を推進し、そのJNXI

を絶えず品質向 ヒに結実させています。

三宣言≡の屡呑呈曾てあるテミンク頁受口メタル



コ ン ピュー タ 白書1980 定価4800円 1980年12月10日 第1刷 発 行

監 修(財 旧 本情報処理開発協会 ・コンピュー タ白書委員会

監修委員長 野 田 信 夫

専門委員長 新 沢 雄 一

発行人 上野 靴 ㌫ 竃

発 行 所 財 団 法 人 日本 情 報 処 理 開 発協 会

〒105東 京都港 区芝公園3-5-8機 械振興会館内 電話(03)434-8211(代 表)

発売所 株 式 会 社 コ ン ピ ュ ー タ ・エ ー ジ 社

〒100東 京都千 代田区霞が関3-2-5霞 が関ビル 電話(03)581-5201(代 表)

印 刷 所 廣 済 堂 印 刷 株 式 会 社 東 京都港 区芝3-24-5

製 本 所 田 中 製 本 印 刷株 式会 社 東京都文京区白山2-15-12

万 一 乱 丁 ・落 丁 が ご ざい ま した ら,お 買 い求 め 書 店 また は発 売 所 にて お取 り替 えい た します。

2055-801210-2403
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